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1. 概要 

本計算書は，燃料集合体の耐震性について示すものである。 

地震時において燃料集合体に要求されるのは，制御棒の挿入機能の確保，崩壊熱除去可能な形

状の維持及び燃料被覆管の閉じ込め機能の維持である。 

制御棒の挿入機能の確保については，原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力

編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984（（社）日本電気協会）に従って，地震時における制御棒の挿入

性についての検討を行い，基準地震動Ｓｓに対し制御棒の挿入性が確保されることを，Ⅵ-2-6-2-

1「制御棒の耐震性についての計算書」にて説明する。 

崩壊熱除去可能な形状の維持については，Ⅵ-2-3-2-2「炉心支持構造物の耐震性についての計

算書」にてその詳細を示すとおり，燃料集合体を支持している炉心支持構造物が耐震設計上の重

要度分類Ｓクラスで設計され，その支持機能は地震時においても維持されるので，崩壊熱除去可

能な形状は維持されると考えられる。燃料被覆管自体の損傷は必ずしも崩壊熱除去可能な形状の

喪失を意味するわけではないが，ここではⅥ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構

造強度の設計方針に基づき，燃料被覆管の地震時応力を弾性解析によって求め，燃料被覆管が健

全であり，崩壊熱除去可能な形状が維持されることを確認する。 

燃料被覆管の閉じ込め機能の維持については，通常運転時の状態で燃料被覆管に作用する荷重

及び運転時の異常な過渡変化時の状態のうち地震によって引き起こされるおそれのある事象によ

って燃料被覆管に作用する荷重と地震力を組み合わせても，燃料被覆管に発生する応力が放射性

物質の閉じ込め機能に影響しないことを確認する。  
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2. 一般事項 

2.1 構造計画 

燃料集合体の構造計画を表 2－1に示す。 

 

表 2－1 燃料集合体の構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

炉心は最外周部の一部を

除き十字型制御棒とそれ

を囲む 4体の燃料集合体

を 1セルとして構成され

る。 

燃料集合体の下部は下部

タイプレートの着座面が

炉心支持板上の燃料支持

金具に嵌合して支持さ

れ，上部はセルを構成す

る燃料集合体が上部格子

板内で水平方向に支持さ

れる。 

上下部タイプレート，ス

ペーサ，ウォータロッド

（又はウォータチャンネ

ル）及びタイロッドは結

合又は支持により骨格を

形成する。燃料集合体の

上下方向は，タイロッド

を下部タイプレートにね

じ留めするとともに上部

タイプレートにナット留

めすることで結合してい

る。4体の燃料集合体の

外側にはめたチャンネル

ボックスの外面が制御棒＊

1の通路を構成する。 

９×９燃料（Ａ型）の燃料

集合体＊2は 74 本の燃料棒

と 2本のウォータロッド

を，９×９燃料（Ｂ型）＊3

の燃料集合体は 72本の燃

料棒と 1本のウォータチャ

ンネルを，それぞれ９×９

の正方格子に配列して 7個

のスペーサにより束ね，そ

れらの上下端が上部タイプ

レート及び下部タイプレー

トと嵌合することにより形

成される。９×９燃料（Ａ

型）の 74本の燃料棒のう

ち，8本は長さの短い部分

長燃料棒であり，これらは

5個のスペーサにより束

ね，部分長燃料棒下部を下

部タイプレートにねじ留め

する。 

燃料集合体を炉心に装荷す

る際には，外側にはチャン

ネルボックスをはめる。 

 

注記＊1：制御棒の構造計画の詳細は，Ⅵ-2-6-2-1「制御棒の耐震性についての計算書」に示す。 

＊2：９×９燃料（Ａ型）燃料集合体の詳細図を図 2－1に示す。 

＊3：９×９燃料（Ｂ型）燃料集合体の詳細図を図 2－2に示す。 
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燃料集合体には９×９燃料（Ａ型）と９×９燃料（Ｂ型）があり，９×９燃料（Ａ型）には 2

本の太径のウォータロッドがあるが，９×９燃料（Ｂ型）は 1本の角管のウォータチャンネルが

あり，また，９×９燃料（Ａ型）のみに部分長燃料棒が存在するといった違いがある。 
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2.2 評価方針 

地震時において燃料集合体に要求されるのは，制御棒の挿入機能の確保，崩壊熱除去可能な

形状の維持及び燃料被覆管の閉じ込め機能の維持であり，地震時においてチャンネルボックス

に要求されるのは，制御棒の挿入機能の確保である。 

制御棒の地震時挿入性の評価については，炉心を模擬した実物大の部分モデルによる加振時

制御棒挿入試験結果から挿入機能に支障を与えない燃料集合体の最大相対変位を求め，地震応

答解析から求めた燃料集合体の最大応答相対変位がその燃料集合体の最大相対変位を下回るこ

とを確認する。制御棒の地震時挿入性の評価は，Ⅵ-2-6-2-1「制御棒の耐震性についての計算

書」に示す。 

崩壊熱除去可能な形状の維持については，燃料集合体を支持している炉心支持構造物の支持

機能が維持され，燃料被覆管の一次応力により構造的に崩壊するような状態となることを防ぐ

ことで崩壊熱除去可能な形状は維持されると考えられる。燃料被覆管自体の損傷は必ずしも崩

壊熱除去可能な形状の喪失を意味するわけではないが，保守的に燃料被覆管の地震時応力を弾

性解析で求め，原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気

協会）に規定されている評価基準に従い許容限界以下であることを確認する。 

燃料被覆管の地震時応力は，運転時（通常運転時及び地震によって引き起こされるおそれの

ある過渡変化時）に燃料被覆管に作用している荷重と地震力を組み合わせて評価する。また，

運転中に燃料に生じる燃料被覆管の腐食等の照射の影響を考慮して，燃料被覆管の地震時応力

を求める。 

燃料被覆管の閉じ込め機能の維持については，運転時と地震時に燃料被覆管に作用する荷重

を組み合わせても，燃料被覆管の応答がおおむね弾性状態にとどまり，燃料被覆管に発生する

応力が許容限界以下であること，地震時の繰返し荷重により燃料被覆管に応力振幅が作用して

も疲労破壊しないことを確認する。 

地震時の燃料被覆管の耐震評価フローを，図 2－3に示す。 

崩壊熱除去可能な形状の維持に関する燃料集合体の耐震評価の方法は，平成 16年 11 月 9日

付け平成 16・08・05 原第 32号にて認可された工事計画の実績に基づいている。 

 

2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会,2005／2007）（以下「設

計・建設規格」という。） 



 

5 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
3-
2-
1 
R0
 

 

2.4 記号の説明 

2.4.1 ９×９燃料（Ａ型） 

記号 記号の説明 単位 

Ａ スペーサの接触力に基づく応力計算に用いる定数 － 

Ｐｃ 冷却材圧力 MPa 

Ｐｇ 燃料棒内圧＊1 MPa 

ｒ１ 燃料被覆管の外半径＊2 mm 

ｒ２ 燃料被覆管の内半径＊2 mm 

ｒｍ 燃料被覆管の平均半径＊2 mm 

ｔ 燃料被覆管の肉厚＊2 mm 

ｄ 燃料被覆管の楕円度 mm 

ｑｃｒ 燃料被覆管の臨界座屈荷重 MPa 

ｆ スペーサ接触力 N 

α 燃料被覆管の熱膨張率 ℃-1 

Ｅ 燃料被覆管の縦弾性係数 MPa 

ν 燃料被覆管のポアソン比 － 

ℓ スペーサ間距離 mm 

δ 水力振動による燃料棒の振幅 mm 

Ｔ０ 燃料被覆管の外面温度 ℃ 

ΔＴ１ 燃料被覆管の内外面温度差 ℃ 

ΔＴ２ 燃料被覆管の円周方向温度差 ℃ 

Ｆ 膨張スプリング等による軸方向荷重に基づき燃料棒に作用する力 N 

Ｇｈ 地震時の水平方向最大加速度 m/s2 

Ｇｖ 地震時の鉛直方向最大加速度 m/s2 

Ｗｒ 燃料棒の全質量 kg 

Ｗｓ スペーサ間距離当たりの燃料棒質量 kg 

Ｚ 燃料被覆管の断面係数＊2 mm3 

Ｌ 燃料棒の全長 mm 

Ｙ 地震時の燃料集合体の最大変位 mm 

Δσ 地震期間中の繰返し荷重による応力振幅（応力強さの振幅） MPa 

Ｎ Δσに対応するジルカロイの設計疲労曲線の許容サイクル数 回 

ｎ 地震力の繰返し回数 回 

Ｓｙ 燃料被覆管（ジルカロイ）の降伏応力＊3 MPa 

Ｓｕ 燃料被覆管（ジルカロイ）の引張強さ＊3 MPa 
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注記＊1：外圧支配条件において燃料被覆管の応力が大きくなる寿命初期の内圧を使用。 

＊2：燃料被覆管のライナ部を無視し，照射に伴う腐食減肉を考慮。 

  ＊3：燃料被覆管の温度及び照射の効果を考慮。 
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2.4.2 ９×９燃料（Ｂ型） 

記号 記号の説明 単位 

Ｐｉ 燃料棒内圧 MPa 

Ｐｏ 冷却材圧力 MPa 

ｒｉ 燃料被覆管の内半径＊1 mm 

ｒｏ 燃料被覆管の外半径＊2 mm 

ｒｍ 燃料被覆管の平均半径＊2 mm 

Ｄｏ 燃料被覆管の外径＊2 mm 

Ｄｉ 燃料被覆管の内径＊1 mm 

ｔ 燃料被覆管の肉厚＊2 mm 

ν 燃料被覆管のポアソン比 － 

Ｅ 燃料被覆管の縦弾性係数 MPa 

Ｉ 燃料被覆管の断面二次モーメント mm4 

ω 燃料被覆管の楕円度 mm 

Ｐｃｒ 燃料被覆管の臨界座屈荷重 MPa 

ｌ スペーサ間距離 mm 

Ａ 水力振動による燃料棒の振幅 mm 

Ｌ 燃料棒の全長 mm 

Ｗｏ 燃料要素単位長質量＊3 kg/mm 

Ｗ 実際の燃料要素単位長質量 kg/mm 

ｇ 重力加速度 m/s2 

Ｇｈ 地震時の水平方向最大加速度 m/s2 

Ｇｖ 地震時の鉛直方向最大加速度 m/s2 

Ｙ 地震時の燃料集合体の最大変位 mm 

Ｃ1～Ｃ7 定数 － 

Ｔ 燃料被覆管温度 ℃ 

ΔＴ 燃料被覆管の内外面温度差 ℃ 

ΔＴｉ 燃料被覆管の内面周方向最大温度差 ℃ 

ΔＴｏ 燃料被覆管の外面周方向最大温度差 ℃ 

δ 燃料被覆管の外径と内径の比 － 

αｒ 燃料被覆管の半径方向熱膨張係数 ℃-1 

αｚ 燃料被覆管の軸方向熱膨張係数 ℃-1 

Ｐ 燃料要素と支持格子の接触力 N 

Ｎ１ 燃料体当たりの支持格子数 － 

Ｎ２ タイロッド燃料要素数 － 
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記号 記号の説明 単位 

Ｎ３ 標準燃料要素数 － 

μ 支持格子－燃料要素間の摩擦係数 － 

Ｓ 燃料被覆管断面積 mm2 

Ｆｉ プレナムスプリング力 N 

Ｆｅ 膨張スプリング力 N 

Ｓｙ 燃料被覆管（ジルカロイ）の降伏応力＊4 MPa 

Ｓｕ 燃料被覆管（ジルカロイ）の引張強さ＊4 MPa 

注記＊1：燃料被覆管のライナ部を無視。 

＊2：燃料被覆管のライナ部を無視し，照射に伴う腐食減肉を考慮。 

＊3：鉛直地震加速度に基づく応力は，地震時鉛直方向最大加速度を見かけの質量増加として

扱い，燃料要素単位長質量Ｗｏで考慮している。 

＊4：燃料被覆管の温度及び照射の効果を考慮。 
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図 2－3 地震時の燃料被覆管の耐震評価フロー  

累積疲労係数 設計比 

許容応力 繰返し回数 

相当応力 応力振幅 

地震時における燃料被覆管の応力 

運転時の荷重 地震時の荷重 
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3. 燃料集合体の地震応答解析 

燃料集合体の地震応答解析は原子炉圧力容器内部構造物の一部として実施されており，この詳

細はⅥ-2-2-1「炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉本体の基礎の地震応答

計算書」に示されている。 

燃料集合体の剛性はチャンネルボックスにより支配され，燃料集合体の質量は燃料タイプによ

らずほぼ同等であることから，燃料集合体の地震応答は燃料タイプによらず，この燃料集合体の

地震応答解析結果が適用可能である。設計用地震波としては，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地

震動Ｓｄを採用している。 

応答解析は，時刻歴応答解析法を適用して建屋のＮＳ及びＥＷの水平方向並びに鉛直方向につ

いて，基本ケースの他に材料物性の不確かさ等を考慮した最大応答相対変位 35.0mm（Ｓｓ），

33.9mm（Ｓｄ），最大水平加速度 40.2m/s2（Ｓｓ），38.9m/s2（Ｓｄ）及び最大鉛直加速度 15.1m/s2

（Ｓｓ），7.6m/s2（Ｓｄ）を用いる。また，下部端栓溶接部の応力評価では，水平地震加速度とし

て下部端栓溶接部直上の下部タイプレート－スペーサ間の燃料棒に作用する水平加速度の最大値

21.7m/s2（Ｓｓ），21.6m/s2（Ｓｄ）を用いる。 
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4. 地震時の制御棒挿入性試験検討 

地震時における制御棒挿入性についての検討方法は，3章で設定した最大応答相対変位 35.0mm

が，制御棒挿入性試験にて確認された挿入機能に支障を与えない最大燃料集合体変位を下回るこ

とを確認する。 

Ⅵ-2-6-2-1「制御棒の耐震性についての計算書」にその詳細を示すとおり制御棒挿入機能は確

保される。 
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5. 地震時の燃料被覆管の応力評価 

5.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

地震時に燃料集合体に要求される崩壊熱除去可能な形状の維持及び燃料被覆管の閉じ込め機

能の維持に関する燃料被覆管の応力評価は，表 5－1及び表 5－2に示す荷重の組合せにより燃

料被覆管に発生する応力を弾性解析で求める。表 5－1 及び表 5－2 の地震荷重Ｓｄ*及びＳｓ

以外の荷重については，通常運転時及び地震によって引き起こされるおそれのある過渡事象と

して炉心出力が上昇する（出力過渡）事象及び炉心圧力が上昇する（圧力過渡）事象において

燃料集合体に作用する荷重を考慮する。また，地震荷重Ｓｄ*は，弾性設計用地震動Ｓｄによる

地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震荷重であるが，本評価では静的地震力より大

きい弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力が対象となる。表 5－1及び表 5－2のそれぞれの評価

で対象とする応力分類について，せん断歪エネルギ説（von Mises 理論）に基づく相当応力を

計算し，当該の許容応力に対する比（設計比）を評価する。 

 

(1) 崩壊熱除去可能な形状の維持に関する応力評価 

崩壊熱除去可能な形状の維持に関する応力評価では，表 5－1に示すように，原子力発

電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）に基づき一

次応力を対象として，許容応力 0.7・Ｓｕに対する設計比を評価する。崩壊熱除去可能な

形状の維持に用いる手法は，平成 16 年 11 月 9 日付け平成 16・08・05 原第 32号にて認可

された工事計画の実績に基づいている。 

 

(2) 燃料被覆管の閉じ込め機能の維持に関する応力評価 

燃料被覆管の閉じ込め機能の維持に関する応力評価では，表 5－2に基づき，静的地震

力より大きい弾性設計用地震動Ｓｄにおける荷重条件に対して燃料被覆管がおおむね弾性

状態にとどまること，基準地震動Ｓｓにおける荷重条件に対して破断延性限界に余裕を有

していることを確認するため，一次応力＋二次応力を対象として，許容応力として弾性設

計用地震動Ｓｄに対してＳｙ，基準地震動Ｓｓに対してＳｕを適用し，設計比を評価す

る。 

 

5.2 燃料被覆管の応力評価における評価部位 

地震時の崩壊熱除去可能な形状の維持及び燃料被覆管の閉じ込め機能の維持に関する燃料被

覆管の応力評価では，2.1 節に記載した燃料集合体内の燃料棒の構造より，スペーサ間及びス

ペーサ部，並びに下部端栓溶接部（閉じ込め機能維持の評価のみ）について評価を行う。ここ

で，スペーサ間及びスペーサ部では，ジルカロイ-2 製の燃料被覆管の内面にジルコニウムが内

張り（ジルコニウムライナ）されているが，ジルコニウムライナ部は強度部材としない保守側

の取扱いとしており，ジルカロイ-2 部が応力評価の対象となる。また，下部端栓の材料は燃

料被覆管と同じジルカロイ-2 であり，下部端栓と燃料被覆管の突合せ部は溶加材を用いない

TIG 溶接により溶接されており，ジルカロイ-2 部が応力評価の対象となる。 
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5.3 評価対象燃料の炉内滞在期間と評価に用いる許容応力 

炉内には炉内滞在期間の異なる種々の燃料が混在しているが，地震時の燃料被覆管応力評価

では，それらの燃料から炉内滞在期間が 0年，2.2 年，8.0 年の燃料で代表させて，それぞれ寿

命初期，寿命中期，寿命末期として，燃料棒熱・機械設計解析により個々の応力評価部位の解

析条件を設定する。また，応力評価の対象であるジルカロイ-2の許容応力には，個々の応力評

価部位における燃料被覆管の温度及び照射の影響を考慮して，図 5－1から図 5－5の設計値を

用いる。 

 

5.4 スペーサ間及びスペーサ部の燃料被覆管の応力評価 

5.4.1 スペーサ間及びスペーサ部の応力評価に用いる地震加速度及び相対変位 

地震時におけるスペーサ間及びスペーサ部の応力評価では，燃料集合体の相対変位（閉じ

込め機能維持の評価のみ），燃料集合体に作用する水平地震加速度及び鉛直地震加速度とし

て，3 章で設定した 35.0mm，40.2m/s2及び 15.1m/s2（Ｓｓ）並びに 33.9mm，38.9m/s2及び

7.6m/s2（Ｓｄ）を用いる。 

崩壊熱除去可能な形状の維持及び燃料被覆管の閉じ込め機能の維持に関するスペーサ間

及びスペーサ部の応力評価に用いる地震加速度及び燃料集合体の相対変位等の解析条件を

表 5－3(1)及び表 5－4(1)，スペーサ間及びスペーサ部の応力評価に用いる数値又は数式を

表 5－3(2)及び表 5－4(2)に示す。 

 

5.4.2 地震時のスペーサ間及びスペーサ部の応力評価の方法 

地震時におけるスペーサ間及びスペーサ部の応力評価に用いる解析コードは９×９型（Ａ

型）については「ＦＵＲＳＴ」，９×９型（Ｂ型）については「ＢＳＰＡＮ２」により実施

する。 

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機

プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

地震時のスペーサ間及びスペーサ部の応力評価のフローを図 5－6に，その詳細を以下に

示す。 

 

(1) 応力の計算 

応力計算は，以下の(2)に示すように，通常運転時及び地震によって引き起こされるお

それのある過渡時の応力に地震により発生する応力を加え合せて三軸方向（半径方向，円

周方向及び軸方向）について解析し，それらより相当応力を計算する。 

 

(2) 発生応力 

通常運転時及び過渡時並びに地震時に発生する応力として，表 5－5を考慮する。 

燃料被覆管に発生する各応力については，燃料被覆管を厚肉円筒と見なし，複数のスペ

ーサで支持された燃料棒を梁と見なして個々の応力の計算式を設定している。燃料被覆管
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に発生する応力の計算式を表 5－6及び表 5－8，燃料被覆管に発生する応力の模式図を図

5－7及び図 5－8に示す。また，地震時の崩壊熱除去可能な形状の維持及び燃料被覆管の

閉じ込め機能の維持に関するスペーサ間及びスペーサ部の地震時の応力評価における応力

の組合せを，表 5－7及び表 5－9に示す。 

 

(3) 設計比の評価 

設計比の評価では，燃料被覆管温度，燃料棒内圧，炉心条件，燃料棒寸法及び許容応力

の統計的分布を考慮し，モンテカルロ法により統計評価を行う。ここで，燃料被覆管温度

及び燃料棒内圧については，９×９型（Ａ型）は燃料棒熱・機械設計コード「ＰＲＩＭ

Ｅ」（引用文献(1),(2)参照），９×９型（Ｂ型）は燃料棒熱・機設計コード「ＣＡＲＯ」

（引用文献(3)参照）による解析結果をそれぞれ用いる。 

なお，燃料被覆管温度及び燃料棒内圧の評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認

等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

モンテカルロ法による評価では，1回の試行ごとに乱数を用い，統計的分布に従い設定

される入力条件から 1つの設計比が得られる。この試行を繰り返すことにより設計比の統

計的分布を求め，設計比の 95％確率上限値が 1以下であることをもって，燃料集合体の

耐震性を確認する。 

 

5.4.3 検討内容 

崩壊熱除去可能な形状及び燃料被覆管の閉じ込め機能が維持されることを確認するため，

通常運転時及び地震によって引き起こされるおそれのある過渡変化時に燃料被覆管に作用

する荷重に加えて，地震時における水平地震加速度，燃料集合体相対変位（燃料被覆管の閉

じ込め機能の維持の評価のみに使用）及び鉛直地震加速度を考慮した燃料被覆管応力評価

を実施する。 

 

(1) 崩壊熱除去可能な形状の維持に関する応力評価 

Ⅵ-2-3-2-2「炉心支持構造物の耐震性についての計算書」にてその詳細を示すとおり，

燃料集合体を支持している炉心支持構造物は，地震時にもその支持機能は維持されるの

で，崩壊熱除去可能な形状は維持されると考えられる。崩壊熱除去可能な形状の維持につ

いてはさらに，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力並びに静的地震力

に対し崩壊熱除去可能な形状が維持されることを確認するため，燃料被覆管の地震時応力

を弾性解析によって求めた結果，設計比の 95％確率上限値が 1を下回る結果を得た。 

地震時の崩壊熱除去可能な形状の維持に関する応力評価の結果を，表 5－10 及び表 5－

11 に示す。 

 

(2) 燃料被覆管の閉じ込め機能の維持に関する応力評価 

燃料被覆管の閉じ込め機能が維持されることを確認するため，基準地震動Ｓｓによる地

震力に対して許容応力をＳｕ，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力に対して許容応力をＳ
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ｙとして燃料被覆管の地震時応力を弾性解析によってそれぞれ求めた結果，設計比の

95％確率上限値が 1を下回る結果を得た。 

地震時の燃料被覆管の閉じ込め機能の維持に関する応力評価の結果を，表 5－12及び表

5－13 に示す。 

 

5.5 下部端栓溶接部の燃料被覆管の応力評価 

5.5.1 下部端栓溶接部の応力評価に用いる地震加速度及び相対変位 

地震時における下部端栓溶接部の応力評価では，燃料集合体相対変位，燃料集合体に作用

する水平地震加速度及び鉛直地震加速度として，3 章で設定した 35.0mm，21.7m/s2 及び

15.1m/s2（Ｓｓ）並びに 33.9mm，21.6m/s2及び 7.6m/s2（Ｓｄ）を用いる。なお，水平地震

加速度 21.7m/s2（Ｓｓ）及び 21.6m/s2（Ｓｄ）は，下部端栓溶接部直上の下部タイプレート

－スペーサ間の燃料棒に作用する水平加速度である。 

 

5.5.2 地震時の下部端栓溶接部の応力評価の方法 

地震時における下部端栓溶接部の応力評価は，端栓溶接部の形状が複雑なため有限要素

法による汎用の解析コード「ＡＮＳＹＳ」を用いて発生応力を評価し，許容応力として弾性

設計用地震動ＳｄではＳｙ，基準地震動ＳｓではＳｕに対する相当応力の比（設計比）を評

価する。 

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機

プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

地震時の下部端栓溶接部の応力評価のフローを，図 5－9に示す。 

 

(1) 下部端栓溶接部の応力評価モデル 

下部端栓溶接部の応力評価では，最初に下部端栓溶接部近傍の下部端栓，燃料被覆管及

びペレットをモデル化し，有限要素法を用いた熱解析により下部端栓溶接部近傍での温度

分布を評価する。 

次に，熱解析で得られた下部端栓溶接部近傍の温度分布を読み込み，熱膨張差による熱

応力の分布，運転時及び地震時の荷重条件に基づき発生する応力分布を有限要素法を用い

た機械解析により評価する。機械解析では，スペーサ間及びスペーサ部と同様に，ジル

コニウムライナ部は強度部材としない取扱いとしており，ライナ部を除外するとともに

最小肉厚及び最大内径を用いた発生応力が大きくなる解析モデルを用いている。 

熱解析モデル及び機械解析モデルを，それぞれ図 5－10から図 5－12 に示す。 

 

(2) 下部端栓溶接部の熱解析での入力データ 

通常運転時及び過渡時における下部端栓溶接部近傍の温度分布を評価するため，表 5－

14 の項目を考慮している。 

なお，解析モデル上下端は断熱の境界条件とし，ペレット－下部端栓接触面には熱抵抗
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がないものとして，上記の保守側の入力と合わせて，下部端栓溶接部近傍の温度分布によ

る熱応力が大きくなるような解析を実施する。 

 

(3) 下部端栓溶接部の応力評価で考慮する荷重 

通常運転時及び過渡時並びに地震時に下部端栓溶接部に作用する荷重として，表 5－15

を考慮する。なお地震時には，水平地震加速度，燃料集合体の相対変位及び鉛直地震加速

度により発生する軸方向荷重が反転することを考慮して，軸方向の引張応力及び圧縮応力

の絶対値が個々に大きくなるように組合わせた解析を実施する。 

 

(4) 設計比の評価 

設計比の評価では，燃料被覆管温度，燃料棒内圧，炉心条件，燃料棒寸法及び許容応力

の統計的分布を考慮し，それぞれの 95％確率上／下限値に基づき解析結果が保守側とな

るように設定した入力値を用いて決定論的評価を実施する。ここで，燃料被覆管温度及び

燃料棒内圧については，９×９型（Ａ型）は燃料棒熱・機械設計コード「ＰＲＩＭＥ」

（引用文献(1)，(2)参照），９×９型（Ｂ型）は燃料棒熱・機械設計コード「ＣＡＲＯ」

（引用文献(3)参照）による解析結果をそれぞれ用いる。 

応力計算は，厳しい条件となる過渡時の炉心条件に地震による荷重を加え合せて，下部

端栓溶接部に発生する三軸方向（半径方向，円周方向及び軸方向）の応力を解析し，それ

らより相当応力を計算する。また，燃料被覆管の閉じ込め機能の維持に関する評価では，

一次応力＋二次応力を対象としているが，解析コード「ＡＮＳＹＳ」での有限要素法によ

る端栓溶接部の応力解析においては，応力集中によるピーク応力を含む結果となってい

る。 

このため，付録 1に示す応力分類処理方法に従って，全発生応力から一次応力＋二次応

力を分類する。 

燃料被覆管の閉じ込め機能の維持に関する評価で要求されている許容応力は，弾性設計

用地震動Ｓｄに対してＳｙ，基準地震動Ｓｓに対してＳｕであるが，それぞれの許容応力

について下部端栓溶接部の温度及び照射の影響を考慮した保守側の 95％確率下限値を用

いる。 

 

5.5.3 下部端栓溶接部の疲労評価 

5.5.2 項の有限要素法を用いた解析コード「ＡＮＳＹＳ」で得られる応力集中によるピー

ク応力を含む下部端栓溶接部の応力強さに基づき，地震期間中に負荷される繰返し荷重に

よる燃料被覆管の疲労評価を実施する。疲労評価は一次＋二次＋ピーク応力を評価対象と

するため，ピーク応力が発生する下部端栓溶接部を評価対象部位とする。 

燃料被覆管の疲労限界に対する設計基準は，累積損傷の法則（Miner の仮説）及び Langer-

O´Donnell の考え方に基づく。 

燃料装荷から取出しまでの炉内滞在期間を 8 年とした炉内滞在期間中に燃料被覆管に作

用する温度，圧力及び出力の予測サイクルによる疲労に加え，地震動による繰返し荷重を考
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慮し，疲労累積係数が 1.0 以下であることを確認する。 

地震時の下部端栓溶接部の疲労評価のフローを，図 5－13 に示す。 

 

(1) 地震期間中の繰返し荷重による応力振幅 

地震期間中に下部端栓溶接部に負荷されるピーク応力を含む応力振幅（Δσ）の評価に

おいては，作用方向が反転する地震の繰返し荷重により三軸方向の応力成分の大小関係が

大きく変化するため主応力の方向が有意に変化する。このため，９×９燃料（Ａ型）につ

いては，日本産業規格ＪＩＳ Ｂ ８２６６「圧力容器の構造－特定規格 附属書 8（規

定）圧力容器の応力解析及び疲労解析」の 3.2.1 a)2)の主応力方向が変動する場合の応

力強さ振幅の算出手法に基づき，応力強さの振幅を評価する。９×９燃料（Ｂ型）につい

ては，延性材料に対する評価においてよく一致することが知られているせん断歪エネルギ

説（von Mises 理論）に基づき，燃料被覆管の相当応力の振幅を評価する。 

 

(2) ジルカロイの設計疲労曲線 

燃料被覆管の疲労評価に用いるジルカロイの設計疲労曲線（引用文献(4)参照）を，図

5－14に示す。(1)の方法で評価された地震期間中の繰返し荷重による応力振幅（主応力

の方向が変化する場合の応力強さの振幅，Δσ）を，図 5－14 と対比することにより，許

容サイクル数（Ｎ）を求める。 

 

(3) 地震力の繰返し回数に基づく疲労累積係数の評価 

地震力の繰返し回数（ｎ）を(2)で求めた許容サイクル数（Ｎ）で除すことにより，地

震力が繰り返された場合の疲労累積係数を評価する。なお，地震力の繰返し回数（ｎ）に

は，150 回（Ｓｓ）及び 300 回（Ｓｄ）を用いる。 

 

5.5.4 検討内容 

燃料被覆管の閉じ込め機能が維持されることを確認するため，基準地震動Ｓｓによる地

震力に対して許容応力をＳｕ，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力に対して許容応力をＳ

ｙとして下部端栓溶接部の地震時応力を解析コード「ＡＮＳＹＳ」で求めた結果，それぞれ

設計比が 1を下回る結果を得た。 

地震時における下部端栓溶接部の応力評価の結果を，表 5－16 及び表 5－17 に示す。 

燃料被覆管の閉じ込め機能が維持されることを確認するため，基準地震動Ｓｓ又は弾性

設計用地震動Ｓｄによる地震力がそれぞれ繰り返された場合の応力振幅と繰返し回数より

疲労累積係数を評価した結果，地震動による疲労累積係数増分を加えても疲労累積係数は 1

を下回る結果を得た。 

地震時における下部端栓溶接部の疲労評価の結果を，表 5－18 及び表 5－19 に示す。 
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5.6 検討結果 

通常運転時及び地震によって引き起こされるおそれのある過渡変化時に燃料被覆管に作用す

る荷重に加えて，水平地震加速度，燃料集合体の相対変位（閉じ込め機能維持の評価のみ）及

び鉛直地震加速度を考慮した燃料被覆管応力評価を実施した。 

その結果，崩壊熱除去可能な形状の維持に関する燃料被覆管の設計比が最大となるのは寿命

初期で，その値は９×９燃料（Ａ型）で 0.40，９×９燃料（Ｂ型）で 0.44 であり，設計比が 1

を下回っていることから，地震時にも崩壊熱除去可能な形状は維持されることを確認した。 

地震時の燃料被覆管の閉じ込め機能の維持に関する燃料被覆管の設計比が最大となるのは寿

命初期であり，スペーサ間及びスペーサ部では９×９燃料（Ａ型）で 0.80，９×９燃料（Ｂ型）

で 0.79，下部端栓溶接部では９×９燃料（Ａ型）で 0.72，９×９燃料（Ｂ型）で 0.69 で，設

計比は 1を下回っている。また，地震時の繰返し荷重に基づく燃料被覆管の疲労累積係数は９

×９燃料（Ａ型）で 0.002（Ｓｓ）及び 0.003（Ｓｄ），９×９燃料（Ｂ型）で 0.005（Ｓｓ）及

び 0.005（Ｓｄ）であり，燃料の全寿命を通した疲労累積係数（９×９燃料（Ａ型）で約 0.003，

９×９燃料（Ｂ型）で約 0.006，引用文献(5)，(6)参照）に付加しても 1 を下回っている。こ

れらの結果より，地震時の燃料被覆管の閉じ込め機能が維持されることを確認した。 
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表 5－1 崩壊熱除去可能な形状維持の評価で考慮する荷重の組合せ及び許容限界 

荷重の組合せ 許容応力 

状態 

許容限界 

一次応力 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 
0.7・Ｓｕ＊1，＊2 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊1：せん断ひずみエネルギ説に基づく相当応力に対して評価する。 

＊2：使用温度及び照射の効果を考慮して許容値を設定する。 

 

表 5－2 閉じ込め機能維持の評価で考慮する荷重の組合せ及び許容限界 

荷重の組合せ 許容応力 

状態 

許容限界 

一次＋二次応力 一次＋二次＋ピーク応力 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ Ｓｙ＊1，＊2 Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによる＊3

疲労解析を行い，運転状態Ⅰ，Ⅱ

における累積疲労係数との和が

1.0 以下であること。 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ ⅣＡＳ Ｓｕ＊1，＊2 

注記＊1：せん断ひずみエネルギ説に基づく相当応力に対して評価する。 

＊2：使用温度及び照射の効果を考慮して許容値を設定する。 

＊3：運転時の異常な過渡変化時として，運転状態Ⅲの制御棒引抜きについても考慮す

る。 
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表 5－3(1) スペーサ間及びスペーサ部の応力評価に用いる解析条件 

（９×９燃料（Ａ型）） 

項目 解析条件 

寿命時期 寿命初期／中期／末期 

評価部位 スペーサ間／スペーサ部 

計算機コード ＦＵＲＳＴ 

地震動 基準地震動Ｓｓ／弾性設計用地震動Ｓｄ 

水平方向加速度：Ｇｈ(m/s2) 40.2（Ｓｓ）／38.9（Ｓｄ） 

鉛直方向加速度：Ｇｖ(m/s2) 15.1（Ｓｓ）／7.6（Ｓｄ） 

燃料集合体変位：Ｙ(mm)＊ 35.0（Ｓｓ）／33.9（Ｓｄ） 

注記＊：燃料被覆管の閉じ込め機能の維持に関する評価にのみ使用 
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表 5－3(2) スペーサ間及びスペーサ部の応力評価に用いる数値又は数式 

（９×９燃料（Ａ型）） 

記号 単位 数値又は数式 特記事項 

Ａ － 1.2  

Ｐｃ MPa 8.57＊1 圧力過渡時の冷却材圧力 

Ｐｇ MPa 2.72＊1 燃料棒熱・機械設計解析結果（寿命初期） 

ｒ1 mm ｒ2＋ｔ  

ｒ2 mm 5.0＊1 ライナ部を無視 

ｒｍ mm （ｒ1＋ｒ2）/2  

ｔ mm 0.62，0.61，0.59＊1＊2 ライナ部を無視，照射に伴う腐食減肉を考慮 

ｄ mm 0.03＊1  

ｑｃｒ MPa Ｅｔ3/｛4（1－ν2）ｒｍ
3｝  

ｆ N 11.1，2.0，1.3＊1＊2 照射に伴う接触力の緩和を考慮 

α ℃-1 
円周方向：5.30×10-6＋6.76×10-9Ｔ－3.21×10-12Ｔ2 

軸 方 向：4.79×10-6＋5.22×10-9Ｔ－4.45×10-12Ｔ2 

Ｅ MPa 
円周方向：96.0×103－58.0Ｔ 

軸 方 向：97.3×103－71.0Ｔ 

ν － 0.34＋2.34×10-4Ｔ ここで，Ｔ＝Ｔ0＋ΔＴ1/2（燃料被覆管平均温度） 

ℓ mm 512  

δ mm 0.02  

Ｔ0 ℃ 296，306，307＊1＊2 燃料棒熱・機械設計解析結果 

ΔＴ1 ℃ 58，57，26＊1＊2 燃料棒熱・機械設計解析結果 

ΔＴ2 ℃ 4，10，10＊2  

Ｆ N 
圧縮方向：44 

引張方向：120 
 

Ｗｒ kg 3.47  

Ｗｓ kg 0.464  

Ｚ mm3 π（ｒ1
4－ｒ2

4）/（4ｒ1）  

Ｌ mm 4069  

Ｓｙ MPa 図 5-1 参照＊1 燃料被覆管の温度及び照射の効果を考慮 

Ｓｕ MPa 図 5-2 参照＊1 燃料被覆管の温度及び照射の効果を考慮 

注記＊1：統計分布を考慮。 

  ＊2：寿命初期，寿命中期及び寿命末期の値。 
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表 5－4(1) スペーサ間及びスペーサ部の応力評価に用いる解析条件 

（９×９燃料（Ｂ型）） 

項目 解析条件 

寿命時期 寿命初期／中期／末期 

評価部位 スペーサ間／スペーサ部 

計算機コード ＢＳＰＡＮ２ 

地震動 基準地震動Ｓｓ／弾性設計用地震動Ｓｄ 

水平方向加速度：Ｇｈ(m/s2) 40.2（Ｓｓ）／38.9（Ｓｄ） 

鉛直方向加速度：Ｇｖ(m/s2) 15.1（Ｓｓ）／7.6（Ｓｄ） 

燃料集合体変位：Ｙ(mm)＊ 35.0（Ｓｓ）／33.9（Ｓｄ） 

注記＊：燃料被覆管の閉じ込め機能の維持に関する評価にのみ使用 
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表 5－4(2) スペーサ間及びスペーサ部の応力評価に用いる数値又は数式 

（９×９燃料（Ｂ型））（1/2） 

記号 単位 数値又は数式 特記事項 

Ｐｉ MPa 2.6，2.5，2.5＊１＊2 
燃料棒熱・機械設計解析結果 

保守的に F.P.ガス放出を考慮しない 

Ｐｏ MPa 8.07＊１ 圧力過渡時の冷却材圧力 

ｒｉ mm Ｄｉ/2  

ｒｏ mm Ｄｏ/2  

ｒｍ mm (ｒｉ＋ｒｏ)/2  

Ｄｏ mm Ｄｉ＋2ｔ  

Ｄｉ mm 9.78＊１ ジルコニウムライナは考慮しない 

ｔ mm 0.61，0.59，0.57＊１＊2 照射に伴う腐食減肉を考慮 

ν ― 0.3  

Ｅ MPa 99430-65.42Ｔ  

Ｉ mm4 π（Ｄｏ
4-Ｄｉ

4）/64  

ω mm 0.01＊１  

Ｐｃｒ MPa Ｅ(ｔ/ｒｍ)3/{4（1-ν2）}  

ｌ mm 512  

Ａ mm 0.050  

Ｌ mm 4070.5  

Ｗｏ kg/mm Ｗ(1＋Ｇｖ/g) 鉛直加速度を見かけの質量増加として考慮 

Ｗ kg/mm 9.3×10-4  

ｇ m/s2 9.80665  

Ｃ1 ― 4.8  

Ｃ2 ― 0.42log(0.215ｒｍ/0.05)+6/(4π)  

Ｃ3 ― 0.42log(0.215ｒｍ/0.05)+6ν/(4π)  

Ｃ4 ― {1-2δ2lnδ/(δ2-1)}/lnδ  

Ｃ5 ― {1-2lnδ/(δ2-1)}/lnδ  

Ｃ6 ― δ2/(δ2＋1)  

Ｃ7 ― δ/(δ2＋1)  

Ｔ ℃ 321，362，349＊2  

ΔＴ ℃ 51，48，22＊2  

ΔＴｉ ℃ 20  
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表 5－4(2) スペーサ間及びスペーサ部の応力評価に用いる数値又は数式 

（９×９燃料（Ｂ型））（2/2） 

記号 単位 数値又は数式 特記事項 

ΔＴｏ ℃ 4  

δ ― Ｄｏ/Ｄｉ  

αｒ ℃-1 1.485×10-8Ｔ＋3.7099×10-6  

αｚ ℃-1 5.575×10-6  

Ｐ N 13.5，5.4，5.4＊１＊2 照射に伴う接触力の緩和を考慮 

Ｎ1 ― 7  

Ｎ2 ― 8  

Ｎ3 ― 64  

μ ― 0.35  

Ｓ mm2 π（ｒo
2-ｒi

2）  

Ｆｉ N 100.9，40.4，40.4＊１＊2 照射に伴うばね力の低下を考慮 

Ｆｅ N 17.7，7.1，7.1＊1＊2 照射に伴うばね力の低下を考慮 

Ｓｙ MPa 図 5-4 参照＊1 燃料被覆管の温度及び照射の効果を考慮 

Ｓｕ MPa 図 5-4 参照＊1 燃料被覆管の温度及び照射の効果を考慮 

注記＊1：統計分布を考慮。 

  ＊2：寿命初期，寿命中期及び寿命末期の値。 
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表 5－5 燃料被覆管に発生する応力 

考慮する応力 スペーサ間 スペーサ部 条件 

内外圧力差に基づく応力 ○ ○ 

通常運転時

及び過渡時 

水力振動に基づく応力 ○ ○＊1 

楕円度に基づく応力 ○ ○ 

スペーサの接触力に基づく応力 ― ○ 

半径方向温度差に基づく熱応力 ○ ○ 

円周方向温度差に基づく熱応力 ○ ○ 

膨張スプリング等による軸方向荷重に基づく応力 ○ ○ 

ウォータチャンネルと燃料被覆管の熱膨張差によ

る応力 
○＊2 ○＊2 

燃料棒のたわみに基づく応力 ○ ○ 

地震時 チャンネルボックスのたわみに基づく応力 ○ ○ 

鉛直方向地震加速度に基づく応力 ○ ○ 

注記＊1：９×９燃料（Ａ型）の場合に考慮。 

＊2：９×９燃料（Ｂ型）の場合に考慮。 
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表 5－6(1) スペーサ間及びスペーサ部の応力の計算式（通常運転時及び過渡時） 

９×９燃料（Ａ型）(1/2) 

応力の種類 応力の成分 外面 内面 

(1)内外圧力

差に基づく

応力 

(一次応力) 

半径方向 -Ｐ
c
 -Ｐ

g
 

円周方向 
2Ｐ

g
∙ｒ

2

2
-Ｐ

c
(ｒ

1

2
+ｒ

2

2
)

ｒ
1

2
-ｒ

2

2
 

Ｐ
g
(ｒ

1

2
+ｒ

2

2
)-2Ｐ

c
∙ｒ

1

2

ｒ
1

2
-ｒ

2

2
 

軸方向 
Ｐ

g
∙ｒ

2

2
-Ｐ

c
∙ｒ

1

2

ｒ
1

2
-ｒ

2

2
 同左 

(2)水力振動

に基づく応

力 

(一次応力) 

半径方向 0 0 

円周方向 0 0 

軸方向 ±
9.6Ｅ∙ｒ

1
∙δ

ℓ
2

 同左 

(3)楕円度に

基づく応力 

(一次応力) 

半径方向 0 0 

円周方向 ±
3ｒ

m
∙ｄ (Ｐ

c
-Ｐ

g
)

2ｔ2
(1+

Ｐ
c
-Ｐ

g

ｑ
cr
-Ｐ

c
+Ｐ

g

) 同左 

軸方向 ±ν
3ｒ

m
∙ｄ(Ｐ

c
-Ｐ

g
)

2ｔ2
(1+

Ｐ
c
-Ｐ

g

ｑ
cr
-Ｐ

c
+Ｐ

g

) 同左 

(4)スペーサ

の接触力に

基づく応力 

(二次応力) 

半径方向 0 0 

円周方向 -Ａ
ｆ

ｔ2
 Ａ

ｆ

ｔ2
 

軸方向 -Ａ
ｆ

ｔ2
 Ａ

ｆ

ｔ2
 

(5)半径方向

温度差に基

づく熱応力 

(二次応力) 

半径方向 0 0 

円周方向 
α∙Ｅ∙ΔＴ

1

2(1-ν)
(

1

ln (ｒ
1
ｒ

2
)⁄
-

2ｒ
2

2

ｒ
1

2
-ｒ

2

2
) 

α∙Ｅ∙ΔＴ
1

2(1-ν)
(

1

ln (ｒ
1
ｒ

2
)⁄
-

2ｒ
1

2

ｒ
1

2
-ｒ

2

2
) 

軸方向 
α∙Ｅ∙ΔＴ

1

2(1-ν)
(

1

ln (ｒ
1
ｒ

2
)⁄
-

2ｒ
2

2

ｒ
1

2
-ｒ

2

2
) 

α∙Ｅ∙ΔＴ
1

2(1-ν)
(

1

ln (ｒ
1
ｒ

2
)⁄
-

2ｒ
1

2

ｒ
1

2
-ｒ

2

2
) 

(6)円周方向

温度差に基

づく熱応力 

(二次応力) 

半径方向 0 0 

円周方向 0 0 

軸方向 ±
α∙Ｅ∙ΔＴ

2

2
 同左 

 

  



 

29 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
3-
2-
1 
R0
 

 

表 5－6(1) スペーサ間及びスペーサ部の応力の計算式（通常運転時及び過渡時） 

（９×９燃料（Ａ型））(2/2) 

応力の種類 応力の成分 外面 内面 

(7)膨張スプ

リング等に

よる軸方向

荷重に基づ

く応力 

(一次応力) 

半径方向 0 0 

円周方向 0 0 

軸方向 
Ｆ

π (ｒ
1

2
-ｒ

2

2
)
 同左 

 

 

表 5－6(2) スペーサ間及びスペーサ部の応力の計算式（地震時） 

（９×９燃料（Ａ型）） 

応力の種類 応力の成分 外面 内面 

(8)スペーサ間での燃料棒の

たわみに基づく応力 

(一次応力) 

半径方向 0 0 

円周方向 0 0 

軸方向 ±
ℓ∙Ｗs∙Ｇh

8Ｚ
 同左 

(9)スペーサ部での燃料棒の

たわみに基づく応力 

(一次応力) 

半径方向 0 0 

円周方向 0 0 

軸方向 ±
ℓ∙Ｗs∙Ｇh

12Ｚ
 同左 

(10)チャンネルボックスの

たわみに基づく応力 

(二次応力) 

半径方向 0 0 

円周方向 0 0 

軸方向 ±
32Ｅ∙ｒ

1
∙Ｙ

Ｌ
2

 同左 

(11)鉛直地震加速度に基づ

く応力 

(一次応力) 

半径方向 0 0 

円周方向 0 0 

軸方向 ±
Ｗr∙Ｇv

π (ｒ
1

2
-ｒ

2

2
)
 同左 
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表 5－7 スペーサ間及びスペーサ部の地震時の応力評価における応力の組合せ 

（９×９燃料（Ａ型）） 

解析分類 評価位置 応力分類 応力組合せ＊ 

崩壊熱除去可能 

な形状の維持 

スペーサ間 
一次応力 

(1)+(2)+(3)+(7)+(8)+(11) 

スペーサ部 (1)+(2)+(3)+(7)+(9)+(11) 

閉じ込め機能の 

維持 

スペーサ間 一次応力 

＋二次応力 

(1)+(2)+(3)+(5)+(6)+(7)+(8)+(10)+(11) 

スペーサ部 (1)+(2)+(3)+(4)+(5)+(6)+(7)+(9)+(10)+(11) 

注記＊：表 5－6の応力の種類を示す各番号の応力の組合せを示す。 
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表 5－8(1) スペーサ間及びスペーサ部の応力の計算式（通常運転時及び過渡時） 

（９×９燃料（Ｂ型）(1/2)） 

応力の種類 応力の成分 内面 外面 

(1)冷却材外圧

及び燃料要素内

圧によって生じ

る応力 

(一次応力) 

円周方向 
Ｐ

ｉ
・(ｒ

ｏ

2
＋ｒ

ｉ

2
) − 2・Ｐ

ｏ
・ｒ

ｏ

2

ｒ
ｏ

2
−ｒ

ｉ

2  −
Ｐ

ｏ
・ (ｒ

ｏ

2
＋ｒ

ｉ

2
) − 2・Ｐ

ｉ
・ｒ

ｉ

2

ｒ
ｏ

2
−ｒ

ｉ

2  

半径方向 −Ｐ
ｉ
 −Ｐ

ｏ
 

軸方向 
Ｐ

ｉ
・ｒ

ｉ

2
−Ｐ

ｏ
・ｒ

ｏ

2

ｒ
ｏ

2
−ｒ

ｉ

2  同左 

(2)燃料被覆管

楕円度による曲

げ応力 

(一次応力) 

円周方向 
±
6・Ｐ

ｏ
・ｒ

ｍ
・ω

ｔ
2
・(1 −

Ｐ
ｏ

Ｐ
ｃｒ

)

 
同左 

半径方向 0 0 

軸方向 
±
6・ν・Ｐ

ｏ
・ｒ

ｍ
・ω

ｔ
2
・(1 −

Ｐ
ｏ

Ｐ
ｃｒ

)

 
同左 

(3)水力振動に

よる応力 

(一次応力) 

円周方向 0 0 

半径方向 0 0 

軸方向 ±
Ｃ

1
・Ｅ・Ｄ

ｏ
・Ａ

ｌ
2  同左 

(4)支持格子保

持力による応力 

(二次応力) 

円周方向 
Ｃ

2
・Ｐ

ｔ
2  −

Ｃ
2
・Ｐ

ｔ
2  

半径方向 0 0 

軸方向 
Ｃ

3
・Ｐ

ｔ
2  −

Ｃ
3
・Ｐ

ｔ
2  

(5)燃料被覆管

径方向温度勾配

による応力 

(二次応力) 

円周方向 
Ｃ

4
・Ｅ・α

ｒ
・ΔＴ

2・(１−ν)
 

Ｃ
5
・Ｅ・α

ｒ
・ΔＴ

2・(１−ν)
 

半径方向 0 0 

軸方向 
Ｃ

4
・Ｅ・α

ｚ
・ΔＴ

2・(１−ν)
 

Ｃ
5
・Ｅ・α

ｚ
・ΔＴ

2・(１−ν)
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表 5－8(1) スペーサ間及びスペーサ部の応力の計算式（通常運転時及び過渡時） 

（９×９燃料（Ｂ型）(2/2)） 

応力の種類 応力の成分 内面 外面 

(6)燃料被覆管

周方向温度勾配

による応力 

(二次応力) 

円周方向 
±

Ｅ・α
ｒ
・(ΔＴ

ｉ
−
ΔＴ

ｏ

δ
)・Ｃ

6

2・(１−ν)
 ±

Ｅ・α
ｒ
・(ΔＴ

ｉ
−
ΔＴ

ｏ

δ
)・Ｃ

7

2・(１−ν)
 

半径方向 0 0 

軸方向 ±
Ｅ・α

ｚ
・ΔＴ

ｉ

2
 ±

Ｅ・α
ｚ
・ΔＴ

ｏ

2
 

(7)ウォータチ

ャンネルと燃料

被覆管の熱膨張

差による応力 

(二次応力) 

円周方向 0 0 

半径方向 0 0 

軸方向 −Ｎ
1
×
(1＋√2)・μ・Ｐ

Ｓ
 同左 

(8)膨張スプリ

ング及びプレナ

ムスプリングに

よる応力 

(二次応力) 

円周方向 0 0 

半径方向 0 0 

軸方向 

（標準燃料要素） 

Ｆ
ｉ
−Ｆ

ｅ

Ｓ
 

（タイロッド燃料要素） 

Ｎ
3
−Ｎ

2

Ｎ
2

Ｆ
ｅ
＋Ｆ

ｉ

Ｓ
 

同左 
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表 5－8(2) スペーサ間及びスペーサ部の応力の計算式（地震時） 

（９×９燃料（Ｂ型）） 

応力の種類 応力の成分 内面 外面 

(9)支持格子間たわ

みによる応力 

(一次応力) 

円周方向 0 0 

半径方向 0 0 

軸方向 ±
Ｗ

ｏ
・ｌ

2
・Ｇｈ・Ｄ

ｏ

24・Ｉ
 同左 

(10)チャンネルボッ

クスのたわみに基づ

く応力 

(二次応力) 

円周方向 0 0 

半径方向 0 0 

軸方向 ±
16・Ｅ・Ｄ

ｏ
・Ｙ

Ｌ
2  同左 

 

 

表 5－9 スペーサ間及びスペーサ部の地震時の応力評価における応力の組合せ 

（９×９燃料（Ｂ型）） 

解析分類 評価位置 応力分類 応力組合せ＊ 

崩壊熱除去可能 

な形状の維持 

スペーサ間 
一次応力 

(1)+(2)+(3)+(9) 

スペーサ部 (1)+(2)+(9) 

閉じ込め機能の 

維持 

スペーサ間 一次応力 

＋二次応力 

(1)+(2)+(3)+(5)+(6)+(7)+(8)+(9)+(10) 

スペーサ部 (1)+(2)+(4)+(5)+(6)+(7)+(8)+(9)+(10) 

注記＊：表 5-8 の応力の種類を示す各番号の応力の組合せを示す。 
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表 5－10 地震時の崩壊熱除去可能な形状の維持に関する応力評価結果 

９×９燃料（Ａ型） 

地震動 許容応力 運転条件＊ 寿命時期 

スペーサ間 

（設計比） 

スペーサ部 

（設計比） 

一次応力 一次応力 

基準地震動 

Ｓｓ 
0.7Ｓｕ 圧力過渡 

寿命初期 0.40 0.38 

寿命中期 0.24 0.23 

寿命末期 0.25 0.24 

注記＊：解析対象が一次応力であるため出力過渡時に大きくなる熱応力が影響しないので圧力過

渡のみを評価対象とした。 

 

 

表 5－11 地震時の崩壊熱除去可能な形状の維持に関する応力評価結果 

９×９燃料（Ｂ型） 

地震動 許容応力 運転条件＊ 寿命時期 

スペーサ間 

（設計比） 

スペーサ部 

（設計比） 

一次応力 一次応力 

基準地震動 

Ｓｓ 
0.7Ｓｕ 圧力過渡 

寿命初期 0.44 0.44 

寿命中期 0.33 0.33 

寿命末期 0.31 0.31 

注記＊：解析対象が一次応力であるため出力過渡時に大きくなる熱応力が影響しないので圧力過

渡のみを評価対象とした。  
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表 5－12 地震時の燃料被覆管の閉じ込め機能の維持に関する応力評価結果 

９×９燃料（Ａ型） 

地震動 
許容

応力 

運転 

条件 
寿命時期 

スペーサ間 

（設計比） 

スペーサ部 

（設計比） 

一次応力＋ 

二次応力 

一次応力＋ 

二次応力 

基準地震動 

Ｓｓ 
Ｓｕ 

圧力過渡 

寿命初期 0.46 0.42 

寿命中期 0.28 0.26 

寿命末期 0.24 0.24 

出力過渡 

寿命初期 0.45 0.37 

寿命中期 0.29 0.27 

寿命末期 0.25 0.23 

弾性設計用 

地震動 

Ｓｄ 

Ｓｙ 

圧力過渡 

寿命初期 0.80 0.77 

寿命中期 0.30 0.27 

寿命末期 0.26 0.25 

出力過渡 

寿命初期 0.77 0.67 

寿命中期 0.32 0.30 

寿命末期 0.27 0.25 
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表 5－13 地震時の燃料被覆管の閉じ込め機能の維持に関する応力評価結果 

９×９燃料（Ｂ型） 

地震動 
許容

応力 

運転 

条件 
寿命時期 

スペーサ間 

（設計比） 

スペーサ部 

（設計比） 

一次応力＋ 

二次応力 

一次応力＋ 

二次応力 

基準地震動 

Ｓｓ 
Ｓｕ 

圧力過渡 

寿命初期 0.48 0.48 

寿命中期 0.34 0.31 

寿命末期 0.30 0.28 

出力過渡 

寿命初期 0.48 0.46 

寿命中期 0.36 0.33 

寿命末期 0.29 0.27 

弾性設計用 

地震動 

Ｓｄ 

Ｓｙ 

圧力過渡 

寿命初期 0.76 0.79 

寿命中期 0.36 0.33 

寿命末期 0.31 0.29 

出力過渡 

寿命初期 0.74 0.74 

寿命中期 0.39 0.35 

寿命末期 0.30 0.27 
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表 5－14 下部端栓溶接部の熱解析で考慮する項目 

考慮する項目 

ペレットの発熱 

ジルカロイ部材のγ発熱＊ 

ペレット－被覆管ギャップ熱伝達係数（95%確率下限相当の熱伝導率として入力） 

被覆管表面熱伝達係数（95%確率下限値） 

ペレット及びジルカロイ部材の熱伝導率 

注記＊：９×９燃料（Ａ型）の場合に考慮。 

 

 

表 5－15 下部端栓溶接部の応力評価で考慮する荷重 

考慮する荷重 条件 

下部端栓及び被覆管部における温度分布（熱解析結果を読み込む） 

通常運転時及び過渡時 

燃料棒内圧（寿命初期の 95%確率下限値） 

冷却材圧力（95%確率上限値） 

内外圧力差による軸方向荷重（軸方向応力） 

膨張スプリング等による軸方向荷重（軸方向応力）＊1 

被覆管周方向温度差及び端栓取付角公差による初期曲がりに基づく

曲げ荷重（曲げ応力）＊1 

燃料棒のたわみに基づく曲げ荷重（曲げ応力） 

地震時 チャンネルボックスのたわみに基づく曲げ荷重（曲げ応力） 

鉛直地震加速度に基づく軸方向荷重（軸方向応力）＊2 

注記＊1：９×９燃料（Ａ型）の場合に考慮。 

＊2：９×９燃料（Ｂ型）の場合,鉛直方向地震加速度は地震時にかかる荷重への質量増加と

して考慮。 
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表 5－16 地震時の下部端栓溶接部の応力評価結果 

（９×９燃料（Ａ型）） 

地震動 許容応力 運転条件＊ 寿命時期 

下部端栓溶接部 

（設計比） 

一次応力＋ 

二次応力 

基準地震動 

Ｓｓ 
Ｓｕ 圧力過渡 

寿命初期 0.40 

寿命中期 0.31 

寿命末期 0.26 

弾性設計用 

地震動 

Ｓｄ 

Ｓｙ 圧力過渡 

寿命初期 0.72 

寿命中期 0.34 

寿命末期 0.26 

注記＊：下部端栓溶接部の燃料棒の出力は低く，出力過渡時に発生する応力は圧力過渡時の 

応力より小さいため，圧力過渡時のみを評価対象とした。 
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表 5－17 地震時の下部端栓溶接部の応力評価結果 

（９×９燃料（Ｂ型）） 

地震動 許容応力 運転条件＊ 寿命時期 

下部端栓溶接部 

（設計比） 

一次応力＋ 

二次応力 

基準地震動 

Ｓｓ 
Ｓｕ 圧力過渡 

寿命初期 0.40 

寿命中期 0.37 

寿命末期 0.35 

弾性設計用 

地震動 

Ｓｄ 

Ｓｙ 圧力過渡 

寿命初期 0.69 

寿命中期 0.56 

寿命末期 0.52 

注記＊：下部端栓溶接部の燃料棒の出力は低く，出力過渡時に発生する応力は圧力過渡時 

の応力より小さいため，圧力過渡時のみを評価対象とした。 
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表 5－18 地震時の下部端栓溶接部の疲労評価結果 

（９×９燃料（Ａ型）） 

地震動 
寿命時期 応力振幅 

（MPa） 

許容 

サイクル数 

地震荷重の 

繰返し回数 

疲労係数の 

増分＊ 

基準地震動 

Ｓｓ 

寿命初期 71 6.4×104 150 0.00234 

寿命中期 70 7.0×104 150 0.00214 

寿命末期 71 6.4×104 150 0.00234 

弾性設計用 

地震動 

Ｓｄ 

寿命初期 66 1.2×105 300 0.00250 

寿命中期 66 1.2×105 300 0.00250 

寿命末期 66 1.2×105 300 0.00250 

注記＊：燃料の全寿命を通した疲労累積係数（約 0.003，引用文献(5)参照）を付加しても 1を下回

っている。 

 

表 5－19 地震時の下部端栓溶接部の疲労評価結果 

（９×９燃料（Ｂ型）） 

地震動 
寿命時期 応力振幅 

（MPa） 

許容 

サイクル数 

地震荷重の 

繰返し回数 

疲労係数の 

増分＊ 

基準地震動 

Ｓｓ 

寿命初期 87 2.8×104 150 0.00532 

寿命中期 85 3.0×104 150 0.00496 

寿命末期 84 3.2×104 150 0.00476 

弾性設計用 

地震動 

Ｓｄ 

寿命初期 73 6.6×104 300 0.00458 

寿命中期 71 7.2×104 300 0.00416 

寿命末期 71 7.6×104 300 0.00393 

注記＊：燃料の全寿命を通した疲労累積係数（約 0.006，引用文献(6)参照）を付加しても 1を下回

っている。 
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図 5－1 ジルカロイ-2降伏応力の設計値（公称値＊）（９×９燃料（Ａ型）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－2 ジルカロイ-2引張強さの設計値（公称値＊）（９×９燃料（Ａ型）） 

 

  注記＊：データ分布上の公称値を示す。  
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図 5－3 ジルカロイ-2降伏応力及び引張強さの設計値（95％確率下限値） 

（９×９燃料（Ａ型）下部端栓溶接部）  
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図 5－4 ジルカロイ-2降伏応力及び引張強さの設計値（公称値＊） 

（９×９燃料（Ｂ型）スペーサ間及びスペーサ部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－5 ジルカロイ-2降伏応力及び引張強さの設計値（95%確率下限値） 

（９×９燃料（Ｂ型）下部端栓溶接部） 

  

注記＊：データ分布上の公称値を示す。  
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図 5－6 地震時のスペーサ間及びスペーサ部の応力評価のフロー 

入力（熱解析） 

・燃料棒仕様 

・冷却材圧力 

・燃料棒内圧（燃料棒熱・機械設計解析結果） 

・燃料被覆管温度（燃料棒熱・機械設計解析結果） 

・運転時の荷重条件 

・地震時の荷重条件（燃料集合体地震応答解析結果） 

ＦＵＲＳＴ，ＢＳＰＡＮ２による応力解析 

(1)モンテカルロ法による繰返し計算 

・応力計算における変数値の乱数による設定 

・三軸方向の応力成分の計算（表 5-6，表 5-8） 

・応力の組合せ（表 5-7，表 5-9）と相当応力の計算 

・被覆管温度及び照射量に基づく許容応力の計算 

・設計比の計算 

(2)設計比の統計評価 

燃料棒熱・機械設計解析 燃料集合体地震応答解析 

設計比（95％確率上限値） 
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図 5－7 スペーサ間及びスペーサ部の応力の模式図（９×９燃料（Ａ型））  
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図 5－8 スペーサ間及びスペーサ部の応力の模式図（９×９燃料（Ｂ型）） 
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図 5－9 地震時の下部端栓溶接部の応力評価のフロー 

  

熱解析 

機械解析 

入力（熱解析） 

・燃料棒仕様 

・熱伝導率 

・熱伝達係数（燃料棒熱・機械設計解析結果） 

・ペレット及びジルカロイ部材の発熱 

ANSYS による熱解析 

解析結果（温度） 

入力（機械解析） 

・燃料棒仕様 

・物性値（熱膨張係数，縦弾性係数等） 

・温度分布（熱解析結果） 

・燃料棒内圧（燃料棒熱・機械設計解析結果） 

・冷却材圧力 

・運転時の荷重条件 

・地震時の荷重条件 

解析結果（相当応力） 

ANSYS による機械解析 

許容応力 

設計比 

燃料棒熱・機械設計解析 

燃料集合体地震応答解析 
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図 5－10 下部端栓溶接部の応力評価における熱解析モデル（９×９燃料（Ａ型）） 
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図 5－11 下部端栓溶接部の応力評価における機械解析モデル（９×９燃料（Ａ型）） 
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図 5－12 下部端栓溶接部の応力評価における熱・機械解析モデル（９×９燃料（Ｂ型）） 
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図 5－13 地震時の下部端栓溶接部の疲労評価のフロー  

下部端栓溶接部の応力 

（ＡＮＳＹＳによる機械解析結果） 

燃料集合体応答に基づく地震時の荷重条件（荷重反転考慮） 

応力振幅：Δσ 設計疲労曲線 

許容サイクル数：Ｎ 

地震力の繰返し回数：ｎ 

累積疲労係数：ｎ／Ｎ 

設計地震動 
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図 5－14 ジルカロイの設計疲労曲線＊ 

 

注記＊：ジルカロイ設計疲労曲線は，引用文献(4)に基づき，ジルカロイ-2 の未照射材及び照射材

についての疲労試験結果をベースに，ジルカロイ-4 等の機械特性及び疲労特性がジルカロ

イ-2とほぼ同等であることを確認し，がジルカロイ-2，3 及び 4共通の設計曲線として設

定したものである。Langer-O´Donnell は，設計曲線を保守側に見積もるため，未照射材

及び照射材それぞれについて応力を 1/2，サイクル数を 1/20 とし，未照射材及び照射材の

両者の包絡線を Langer-O´Donnell の設計疲労曲線としている。 
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付録 1 応力計算結果の応力分類処理方法 

 

燃料被覆管下部端栓溶接部は，切欠き形状を含む複雑な形状（付図－1 参照）であるため有限要

素法を用いた解析コード「ＡＮＳＹＳ」により発生応力を求めており，算出される応力値には（一

次応力＋二次応力＋ピーク応力）の全応力成分が含まれる（付図－2参照）。ピーク応力は，応力集

中又は局部熱応力により，一次応力又は二次応力に付加される応力の増加分として定義されており，

その特徴は，それによって大きな変形は起こらないが，それが繰り返されると疲労破壊の原因とな

ることがあるとされている（「設計・建設規格」参照）。原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分

類・許容応力編ＪＥＡＧ４６０１･補-1984（（社）日本電気協会）においてもピーク応力は疲労破壊

が対象とされている。よって，解析コード「ＡＮＳＹＳ」の計算モデル中のメッシュ要素の節点で

の応力解析結果から，下記に示す応力分類処理を行い，一次応力＋二次応力及びピーク応力を求め

る。 

(1) 応力評価断面として，付図－1に示す端栓－被覆管溶接面を選択する。 

(2) (1)で選んだ応力評価断面に対して，断面内の全ての節点の応力を積分し，断面平均応力（膜

応力）及び断面内での曲げの釣合いが等価となる曲げ応力の等価直線成分を求める。この膜応

力と曲げ応力の等価直線成分を合計したものを一次応力＋二次応力とする（付図－2参照）。 

(3) 応力評価断面における応力分布と(2)で求めた一次応力＋二次応力（膜応力と曲げ応力の等価

直線成分の合計）との差をピーク応力とする（付図－2参照）。 

応力が最も厳しい条件となるのはピーク応力の方向と正味の曲げモーメントの方向が一致するケ

ースであり，下部端栓溶接部の応力解析では燃料被覆管内面位置が該当する。よって，付図－2 に

示すように，設計比の評価には燃料被覆管内面位置での応力を用いる。
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付図－1 下部端栓部の有限要素法による応力解析体系の模式図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付図－2 応力分布と応力分類処理結果の模式図 

被覆管 
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形状 

応力集中 

下部端栓 

ピーク応力 

切欠き形状先端からの距離 ↑ 
被覆管内面位置 
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Ⅵ-2-3-2-2 炉心支持構造物の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-3-2-2-3 シュラウドサポートの耐震性についての計算書 
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1. 一般事項 

本計算書は，シュラウドサポートの耐震性についての計算書である。 

シュラウドサポートは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備に

おいては常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備及び常設重大事故防止設備（設

計基準拡張）に分類される。 

以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

なお，シュラウドサポートは，炉心支持構造物であるため，添付書類「Ⅵ-2-3-2-2-1 炉心支

持構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の方針」という。）に基づき評価する。また，本書

においては，設計用地震力を除く荷重によるシュラウドサポートの応力評価は，添付書類「Ⅵ-

3-別添 6-1 炉心支持構造物の強度計算書」の5章「シュラウドサポートの強度計算」（以下「強

度計算」という。）による。 

注：以下，シュラウドサポートレグ，シュラウドサポートシリンダ，シュラウドサポート 

プレート及び炉心シュラウド下部胴を，それぞれ「レグ」，「シリンダ」，「プレート」 

及び「下部胴」という。 

 

1.1 記号の説明 

記号の説明を「応力解析の方針」の2.4節に示す。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆ ＊ 

ƒｃ 

Ｉ 

ｉ 



ｋ 

Ｔ

Λ 

λ 

ν 

レグ1本当たりの断面積 

レグの幅 

部材両端の拘束条件に対する座屈長さの係数 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3に定める値 

許容応力 設計・建設規格 SSB-3121.1(3)に定める値 

座屈軸についての断面二次モーメント 

座屈軸についての断面二次半径 

レグの長さ 

座屈長さ 

レグの板厚 

限界細長比 

有効細長比 

設計・建設規格 SSB-3121.1(3)a.におけるν 

mm2 

mm 

─ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

mm4 

mm 

mm 

mm 

mm 

─ 

─ 

─ 
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1.2 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図1－1に示す。 

 

1.3 解析範囲 

解析範囲を図1－1に示す。 

 

1.4 計算結果の概要 

計算結果の概要を表1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続部，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目

し，応力評価上厳しくなる代表的な評価点を記載する。 

 

S
2 
Ⅴ
-2
-3
-2
-
2-
3 
R0
 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
3
-2
-2
-3
 R
0 



3 

図1－1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 
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2. 計算条件

2.1 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の4.1節に示す。 

2.2 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の4.2節に示す。 

2.3 材料 

各部の材料を図1－1に示す。 

2.4 荷重の組合せ及び許容応力状態 

荷重の組合せ及び許容応力状態を「応力解析の方針」の3.3節に示す。 

2.5 荷重の組合せ及び応力評価 

荷重の組合せ及び応力評価を「応力解析の方針」の4.3節に示す。 

2.6 許容応力 

許容応力を「応力解析の方針」の3.4節に示す。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の3.6節に示す。 

2.7 応力の記号と方向 

応力の記号とその方向は，以下のとおりとする。 

σｔ ： 周方向応力 

σ  ： 軸方向応力 

σｒ ： 半径方向応力 
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3. 応力計算

3.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図1－1に示す。 

3.2 差圧による応力 

3.2.1 荷重条件（L02） 

各運転状態による差圧は，既工認から変更はなく「応力解析の方針」の参照図書(1)b.

に定めるとおりである。 

3.2.2 計算方法 

差圧による応力の計算は，「強度計算」の5.9.2項に定めるとおりである。 

3.3 外荷重による応力 

3.3.1 荷重条件（L04,L14及びL16） 

外荷重を「応力解析の方針」の表4－1(2)に示す。 

3.3.2 計算方法 

外荷重による応力の計算は，「強度計算」の5.9.2項に定めるとおりである。 

3.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力を分類ごとに重ね合わせて組合せ応力を求め，応力強さを 

算出する。 

応力強さの算出方法は，「応力解析の方針」の5.1.2項に定めるとおりである。 
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4. 応力強さの評価

4.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価を表2－1に示す。 

表2－1より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の3.4節及び 

3.6節に示す許容応力を満足する。 

4.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価を表2－2に示す。 

表2－2より，各許容応力状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 

3.4節及び3.6節に示す許容応力を満足する。 
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5. 特別な応力の評価

5.1 座屈に対する評価 

レグには，シュラウドサポートに作用する鉛直力及びモーメントにより，圧縮応力が

生じる。したがって，これらの荷重の組合せにより発生する圧縮応力の評価を行う。 

5.1.1 計算データ 

(1) 座屈長さ ｋ

ｋ＝Ｃ・ ＝ 0.7×  ＝  mm 

ここで，Ｃ＝ 0.7 

：レグの長さ＝  mm 

(2) 座屈軸についての断面二次半径 ｉ

ｉ＝
Ｉ

Ａ
＝ ＝ mm 

ここで，Ｉ：座屈軸についての断面二次モーメント 

＝
12

1
・Ｔ3・Ｂ＝  mm4 

 mm Ｔ：レグの板厚＝ 

Ｂ：レグの幅 ＝  mm 

Ａ：レグ１本当たりの断面積 

＝Ｔ・Ｂ＝  mm2

(3) 有効細長比 λ

λ＝
ｋ

i
＝ ＝

5.1.2 荷重 

シュラウドサポートに作用する鉛直力及びモーメントを「応力解析の方針」の

表4－1(2)に示す。 

5.1.3 圧縮応力 

各許容応力状態においてレグに発生する圧縮応力を表2－3に示す。 

レグに発生する圧縮応力は，応力評価面P03'-P04'での一次一般膜応力（σ）を示す。
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5.1.4 許容応力 

各許容応力状態における許容応力の計算は，設計・建設規格 SSB-3121を準用して計算

する。 

(1) 許容応力状態ⅢＡＳ

許容応力状態ⅢＡＳにおける許容応力ƒｃは，次のように得られる。

限界細長比：Λ＝
π2・Ｅ

0.6・Ｆ
＝

π2×

0.6×

＝

ここで，Ｆ：許容応力度＝  MPa 

Ｅ：縦弾性係数＝  MPa （ における値） 

ゆえに，λ＜Λなのでƒｃは，

ƒｃ＝1.5・ 1－0.4・
λ

Λ

2

・
Ｆ

ν

ƒｃ＝1.5× 1－0.4×
2

× ＝233 MPa 

ここで，ν＝1.5＋
2

3
・

λ

Λ

2

＝1.5＋
2

3
×

2

＝ 

(2) 許容応力状態ⅣＡＳ

許容応力状態ⅣＡＳにおける許容応力ƒｃは，次のように得られる。

限界細長比：Λ＝
π2・Ｅ

＊

＝
π2×

0.6×

＊  MPa 

 MPa （ ℃における値） 

0.6・Ｆ

＝

ここで，Ｆ ：許容応力度＝ 

Ｅ：縦弾性係数＝ 

ゆえに，λ＜Λなのでƒｃは，

ƒｃ＝1.5・ 1－0.4・
λ

Λ

2

・
Ｆ ＊

ν

ƒｃ＝1.5× 1－0.4×
2

× ＝248 MPa
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ここで，ν＝1.5＋
2

3
・

λ

Λ

2

＝1.5＋
2

3
×

2

＝

5.1.5 座屈に対する評価 

各許容応力状態における座屈に対する評価を表2－3に示す。 

表2－3より，各許容応力状態における圧縮応力は，許容応力を満足するため，座屈は 

発生しない。
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(単位：MPa)

注記＊：継手効率    を乗じた値を示す。
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(単位：MPa)
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表2－3 座屈に対する評価 

(単位：MPa) 

応力評価面 許容応力状態 圧縮応力 許容応力 

P03'-P04' 
ⅢＡＳ 125 233 

ⅣＡＳ 212 248 
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Ⅵ-2-3-3 原子炉圧力容器の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-3-3-1 原子炉圧力容器本体の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

原子炉圧力容器（制御棒駆動機構ハウジング，原子炉中性子計装ハウジング，原子炉圧力容器

支持スカート及び原子炉圧力容器基礎ボルトを含む。）に関する応力解析の方針を説明するもの

である。 

なお，本書においては，設計用地震力に対する評価について記載するものとし，設計用地震

力を除く荷重による原子炉圧力容器本体の応力評価は，8章に示す以下の工事計画認可申請書 

添付書類（以下「既工認」という。）による。 

・第５回工事計画認可申請書 添付書類（60資庁第11431号 昭和60年12月25日認可） 

・第２回工事計画認可申請書 添付書類（59資庁第8283号 昭和59年9月17日認可） 

 

注1：本書に記載していない特別な内容がある場合は，Ⅵ-2-3-3-1-2「原子炉圧力容器の耐震

性についての計算書」及びⅥ-3-3-1-1-1「原子炉圧力容器の応力計算書」（以下「計算

書」という。）に示す。 

注2：図表は，原則として巻末に示す。 
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2. 一般事項  

2.1 構造計画 

原子炉圧力容器の構造計画を表2－1に示す。 

原子炉圧力容器は，下記の機器により構成される。 

(1) 円筒胴 

(2) 上鏡，上ぶたフランジ，胴体フランジ及びスタッドボルト 

(3) 下鏡 

(4) 制御棒貫通孔 

(5) 原子炉中性子計装孔 

(6) 再循環水出口ノズル（N1） 

(7) 再循環水入口ノズル（N2） 

(8) 主蒸気ノズル（N3） 

(9) 給水ノズル（N4） 

(10) 低圧炉心スプレイノズル（N5） 

(11) 低圧注水ノズル（N6） 

(12) 上ぶたスプレイノズル（N7） 

(13) 計測及びベントノズル（N8） 

(14) ジェットポンプ計測ノズル（N9） 

(15) ほう酸水注入及び炉心差圧計測ノズル（N11） 

(16) 計測ノズル（N12，N13，N14） 

(17) ドレンノズル（N15） 

(18) 高圧炉心スプレイノズル（N16） 

(19) 予備ノズル（N18） 

(20) 原子炉圧力容器支持スカート 

(21) ブラケット類 

(22) 原子炉圧力容器基礎ボルト 
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表2－1 原子炉圧力容器の構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

原子炉圧力容器支持スカート

が原子炉圧力容器を支持す

る。原子炉圧力容器基礎ボル

トが原子炉圧力容器支持スカ

ートを原子炉圧力容器ペデス

タルに固定する。

原子炉圧力容器は，円筒

胴，上鏡，上ぶたフラン

ジ，胴体フランジ及びスタ

ッドボルト，下鏡，制御棒

貫通孔，原子炉中性子計装

孔，再循環水出口ノズル，

再循環水入口ノズル，主蒸

気ノズル，給水ノズル，低

圧炉心スプレイノズル，低

圧注水ノズル，上ぶたスプ

レイノズル，計測及びベン

トノズル，ジェットポンプ

計測ノズル，ほう酸水注入

及び炉心差圧計測ノズル，

計測ノズル，ドレンノズ

ル，高圧炉心スプレイノズ

ル，予備ノズル，ブラケッ

ト類より構成される。

S2 補 Ⅵ-2-3-3-1-1 R0

3
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2.2 評価方針 

原子炉圧力容器の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」及び「3. 計算条

件」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容応力に基づき，「2.1 構造計画」にて示

す原子炉圧力容器の各機器を踏まえ各計算書にて設定する箇所において，「4. 荷重条件」に

て設定した荷重に基づく応力等が許容限界内に収まることを，「5. 応力評価の手順」にて示

す方法にて確認することで実施する。確認結果を各計算書に示す。 

原子炉圧力容器の耐震評価フローを図2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 原子炉圧力容器の耐震評価フロー 

 

2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類･許容応力編ＪＥＡＧ４６０１･補-1984((社) 

日本電気協会) 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987((社)日本電気協会) 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991追補版((社)日本電気協会) 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格((社)日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。） 

注：本書及び各計算書において，設計・建設規格の条項は「設計・建設規格 ○○○-△△△

△(◇)a.(a)」として示す。 

 

機械的荷重 設計用地震力 

地震時における応力 

構造強度評価 
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2.4 記号の説明 

本書及び各計算書において，以下の記号を使用する。ただし，本書及び各計算書中に別途

記載ある場合は，この限りでない。 

なお，各計算書における記号の字体及び大きさについては，本書と異なる場合がある。 

 

記号 記号の説明 単位 

Ａ０ 

ａ 

Ｂ０ 

Ｅ 

Ｅ０ 

ƒｔｏ 

ƒｓｂ 

Ｆｘ 

Ｆｙ 

Ｆｚ 

Ｈ 

ｉ 

Ｋ 

Ｋｅ 

ｋ 

Ｍ 

ＭＺ 

Ｎａ 

Ｎｃ 

Ｐｂ 

ＰＬ 

Ｐｍ 

Ｑ 

q 

簡易弾塑性解析に使用する係数 

簡易弾塑性解析に使用する係数 

簡易弾塑性解析に使用する係数 

縦弾性係数 

設計疲労線図に使用されている縦弾性係数 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

水平力 

鉛直力 

軸力 

水平力 

応力振幅のタイプ 

簡易弾塑性解析に使用する係数 

簡易弾塑性解析に用いる繰返しピーク応力強さの補正係数 

応力振幅のタイプの総数 

モーメント 

ねじりモーメント 

Ｓ'に対応する許容繰返し回数 

実際の繰返し回数 

一次曲げ応力 

一次局部膜応力 

一次一般膜応力 

二次応力 

簡易弾塑性解析に使用する係数 

─ 

─ 

─ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

─ 

─ 

─ 

─ 

N･m 

N･m 

回 

回 

MPa  

MPa  

MPa 

MPa 

─ 
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記号 記号の説明 単位 

Ｓ 

Ｓ12 

Ｓ23 

Ｓ31 

Ｓｄ* 

 

Ｓ 

Ｓ' 

Ｓｍ 

 

Ｓｎ 

Ｓｎ
＃１ 

Ｓｎ
＃２ 

Ｓｐ 

Ｓｐ
＃１ 

Ｓｐ
＃２ 

Ｓｓ 

Ｓｕ 

 

Ｓｙ 

 

Ｓｙ（ＲＴ） 

 

Ｕｆ 

Ｕｎ 

ＵＳｄ 

ＵＳｓ 

Ｖ 

α 

 

σ1 

σ2 

σ3 

106回又は1011回に対する許容繰返しピーク応力強さ 

主応力差σ1－σ2 

主応力差σ2－σ3 

主応力差σ3－σ1 

弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又はＳクラス設備に

適用される静的地震力のいずれか大きい方の地震力 

繰返しピーク応力強さ 

補正繰返しピーク応力強さ 

設計応力強さ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表1に定

める値 

運転状態Ⅰ及びⅡにおける一次＋二次応力の応力差最大範囲 

地震荷重Ｓｄ*による一次＋二次応力の応力差最大範囲 

地震荷重Ｓｓによる一次＋二次応力の応力差最大範囲 

一次＋二次＋ピーク応力の応力差範囲 

地震荷重Ｓｄ*による一次＋二次＋ピーク応力の応力差範囲 

地震荷重Ｓｓによる一次＋二次＋ピーク応力の応力差範囲 

基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

設計引張強さ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定

める値 

設計降伏点 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定め

る値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の

40℃における設計降伏点 

疲労累積係数（Ｕｎ＋ＵＳｄ又はＵｎ＋ＵＳｓ） 

運転状態Ⅰ及びⅡにおける疲労累積係数 

地震荷重Ｓｄ*による疲労累積係数 

地震荷重Ｓｓによる疲労累積係数 

鉛直力 

形状係数（純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比，

又は1.5のいずれか小さい方の値） 

主応力 

主応力 

主応力 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

― 

 

MPa 

MPa 

MPa 

 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

― 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

─ 

─ 

─ 

─ 

N 

─ 

 

MPa 

MPa 

MPa 
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記号 記号の説明 単位

σ

σｒ 

σｔ

τｒ

τｒｔ

τｔ

ⅢＡＳ

ⅣＡＳ

ⅤＡＳ

軸方向応力

半径方向応力

周方向応力

せん断応力

せん断応力

せん断応力

設計・建設規格の供用状態Ｃ相当の許容応力を基準として，そ

れに地震により生じる応力に対する特別な応力の制限を加えた

許容応力状態

設計・建設規格の供用状態Ｄ相当の許容応力を基準として，そ

れに地震により生じる応力に対する特別な応力の制限を加えた

許容応力状態

運転状態Ⅴ（重大事故等時の状態）相当の応力評価を行う許容

応力状態を基本として，それに地震により生じる応力に対する

特別な応力の制限を加えた許容応力状態

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

─ 

─ 

─ 
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3. 計算条件 

3.1 評価対象機器 

応力評価を行う機器は，次のとおりである。（表2－1及び図3－1参照） 

機器名称 

評価対象 

耐震性についての計算書 

（許容応力状態に対する評価） 

ⅢＡＳ，ⅣＡＳ ⅤＡＳ 

(1) 円筒胴 ○ ○ 

(2) 
上鏡，上ぶたフランジ，胴体フランジ及びスタッ

ドボルト 
 ×＊1  ×＊1 

(3) 下鏡 ○ ○ 

(4) 制御棒貫通孔 ○ ○ 

(5) 原子炉中性子計装孔 〇 ○ 

(6) 再循環水出口ノズル（N1） ○ ○ 

(7) 再循環水入口ノズル（N2） ○ ○ 

(8) 主蒸気ノズル（N3） ○ ○ 

(9) 給水ノズル（N4） ○ ○ 

(10) 低圧炉心スプレイノズル（N5） ○ ○ 

(11) 低圧注水ノズル（N6） ○ ○ 

(12) 上ぶたスプレイノズル（N7） ○ ○ 

(13) 計測及びベントノズル（N8） ○ ○ 

(14) ジェットポンプ計測ノズル（N9） ○ ○ 

(15) ほう酸水注入及び炉心差圧計測ノズル（N11） ○ ○ 

(16) 計測ノズル（N12，N13，N14） ○ ○ 

(17) ドレンノズル（N15） ○ ○ 

(18) 高圧炉心スプレイノズル（N16） ○ ○ 

(19) 予備ノズル（N18）  ×＊1  ×＊1 

(20) 原子炉圧力容器支持スカート ○  ×＊2 

(21) 

ブ
ラ
ケ
ッ
ト
類 

スタビライザブラケット ○  ×＊2 

(22) 蒸気乾燥器ホールドダウンブラケット  ×＊3  ×＊3 

(23) ガイドロッドブラケット  ×＊3  ×＊3 

(24) 蒸気乾燥器支持ブラケット ○  ×＊2 

(25) 給水スパージャブラケット ○  ×＊2 

(26) 炉心スプレイブラケット ○  ×＊2 

(27) 吊金具  ×＊3  ×＊3 

(28) 原子炉圧力容器基礎ボルト ○  ×＊2 

注：「○」は評価対象，「×」は評価対象外を示す。 

注記＊1 ：作用する主たる荷重は内圧であり，地震力を負担するような部位ではなく，既工認か

らの変更はないため，評価対象機器としない。 

＊2 ：設計基準対象施設としてのみ申請する施設 

＊3 ：使用条件が一時的（機器搬出入時又は事故時の蒸気乾燥器浮上がり等）なものであり，

通常運転時に外荷重が作用せず，既工認からの変更はないため，評価対象機器としな

い。 
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3.2 形状及び寸法 

各部の形状及び寸法は，各計算書に示す。 

3.3 物性値 

地震荷重による繰返し荷重の評価に使用する材料の物性値を表3－1に示す。 

3.4 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉圧力容器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基準対象施設の評価に用い

るものを表3－2(1)に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表3－2(2)に示す。また，

各許容応力状態で考慮する荷重は，4章に示すとおりである。 

なお，原子炉圧力容器については，重大事故等対処設備の評価は，設計基準対象施設の評

価に包絡される。 

3.5 許容応力 

(1) 原子炉圧力容器の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表3－3に示す。

この表に記載のない圧縮荷重を受ける場合に対する許容応力は，各計算書に記載するものと

する。 

(2) 原子炉圧力容器基礎ボルトの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき

表3－4に示す。 

3.6 許容応力評価条件 

(1) 許容応力状態ⅢＡＳ及び許容応力状態ⅣＡＳの一次応力の評価には，運転状態Ⅰ及びⅡにお

ける流体の最高温度（   ℃）に対する許容応力を用いる。許容応力状態ⅢＡＳ及び許容応

力状態ⅣＡＳの一次＋二次応力及び繰返し荷重の評価には，運転温度として定格出力運転時

の蒸気温度（    ℃）に対する許容応力を用いる。 

(2) 原子炉圧力容器の許容応力評価条件を表3－5に示す。

なお，原子炉圧力容器基礎ボルトの許容応力評価条件及び各機器で使用される材料は，

各計算書に示す。 
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4. 荷重条件

原子炉圧力容器は，以下の荷重条件に耐えることを確認する。

各機器の応力評価には，本章に示す荷重を考慮する。

4.1 設計条件 

設計条件は既工認からの変更はなく，参照図書(1)a.に定めるとおりである。 

4.2 運転条件 

運転条件及び記号は，既工認からの変更はなく，参照図書(1)a.に定めるとおりである。 

各機器の応力評価において考慮する外荷重の値を表4－1に示す。 

表4－1において考慮する設計用地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方

針」及びⅥ-2-2-1「炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉本体の基礎の

地震応答計算書」により求めた荷重，若しくはそれらの条件を包絡するように定めた保守的

な荷重とする。 

また，地震荷重の繰返し回数は，地震動に対する応答特性等を考慮して，地震荷重Ｓｄ*に

ついては300回，地震荷重Ｓｓについては150回とする。 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
3
-3
-1
-1
 R
0



11 

4.3 荷重の組合せ及び応力評価 

荷重の組合せ及び応力評価項目の対応を表4－2に示す。表4－2及び各計算書において，荷

重の種類と記号は以下のとおりである。 

なお，荷重の組合せについては，機器ごとに適切に組み合わせる。 

荷重  記号 

(1) 内圧＊ ［L01］ 

(2) 差圧＊ ［L02］ 

(3) 死荷重 ［L04］ 

(4) 熱変形力（熱膨張差により生じる荷重） ［L07］ 

(5) 活荷重（流体反力，スクラム反力） ［L08］ 

(6) 熱負荷（温度分布計算で求めた温度分布に基づき算定する荷重） ［L10］ 

(7) ボルト荷重 ［L11］ 

(8) 配管又は機器の地震時の慣性力による地震荷重Ｓｄ*（一次荷重） ［L14］ 

(9) 配管又は機器の拘束点の地震時の相対変位による地震荷重Ｓｄ*（二次荷重）  ［L15］

(10) 配管又は機器の地震時の慣性力による地震荷重Ｓｓ（一次荷重） ［L16］ 

(11) 配管又は機器の拘束点の地震時の相対変位による地震荷重Ｓｓ（二次荷重）  ［L17］

注記＊： 許容応力状態ⅢＡＳ及び許容応力状態ⅣＡＳの応力評価には，運転状態Ⅰ及びⅡにお

ける内圧及び差圧を用いる。

なお，許容応力状態ⅤＡＳで考慮する内圧及び差圧は，設計基準対象施設としての応

力評価における内圧及び差圧に包絡される。
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5. 応力評価の手順

応力評価の手順について述べる。

5.1 応力の評価 

外荷重による応力は表4－1に示す外荷重より計算する。 

5.1.1 主応力 

計算した応力は，応力の分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求める。 

組合せ応力は，一般にσｔ，σ，σｒ，τｔ，τｒ，τｒｔの6成分を持つが，主応力σ

は，引用文献(1)の1･3･6項により，次式を満足する3根σ1，σ2，σ3として計算する。

σ3－（σｔ＋σ＋σｒ）・σ2＋（σｔ・σ＋σ・σｒ＋σｒ・σｔ－τｔ
2

－τｒ
2－τｒｔ

2）・σ－σｔ・σ・σｒ＋σｔ・τｒ
2＋σ・τｒｔ

2

＋σｒ・τｔ
2－2・τｔ・τｒ・τｒｔ＝0 

上式により主応力を求める。 

5.1.2 応力強さ 

以下の3つの主応力差の絶対値で最大のものを応力強さとする。 

Ｓ12＝σ1－σ2

Ｓ23＝σ2－σ3 

Ｓ31＝σ3－σ1

      5.1.3 一次応力強さ 

許容応力状態ⅢＡＳ及び許容応力状態ⅣＡＳにおいて生じる一次一般膜応力，一次局部

膜応力及び一次膜＋一次曲げ応力の応力強さが，3.5節に示す許容応力を満足することを

示す。 

ただし，一次局部膜応力より一次膜＋一次曲げ応力の方が発生値及び許容応力の観点

で厳しくなることから，一次局部膜応力強さの評価については省略する。 

5.1.4 一次＋二次応力強さ 

許容応力状態ⅢＡＳ及び許容応力状態ⅣＡＳにおいて生じる一次＋二次応力の応力差最

大範囲（Ｓｎ
＃１，Ｓｎ

＃２）が，3.5節に示す許容応力を満足することを示す。 

本規定を満足しない応力評価点については，5.2節で述べる設計・建設規格 PVB-3300

に基づいた簡易弾塑性解析を行う。 
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5.2 繰返し荷重の評価 

繰返し荷重の評価は，運転状態Ⅰ及びⅡによる荷重並びに許容応力状態ⅢＡＳ及び許容応力

状態ⅣＡＳによる荷重を用いて，次の方法によって行う。 

5.2.1 疲労解析 

以下の手順で疲労解析を行う。 

(1) 運転状態Ⅰ及びⅡにおいて生じる一次＋二次＋ピーク応力の応力差の変動並びに許容

応力状態ⅢＡＳ及び許容応力状態ⅣＡＳにおいて生じる一次＋二次＋ピーク応力の応力差

の変動を求める。また，この変動の繰返し回数として，参照図書(1)a.に示す各運転条件

の繰返し回数及び4.2節に示す地震荷重の繰返し回数を考慮する。 

(2) 応力差の変動とその繰返し回数より，一次＋二次＋ピーク応力の応力差範囲（Ｓｐ，

Ｓｐ
＃１及びＳｐ

＃２）及びこの応力振幅の繰返し回数を求める。 

(3) 繰返しピーク応力強さは，次式により求める。

Ｓ＝
2

Ｓｐ
 

ただし，一次＋二次応力の応力差最大範囲（Ｓｎ，Ｓｎ
＃１又はＳｎ

＃２）が3・Ｓｍを超え

る応力評価点については，設計・建設規格 PVB-3300の簡易弾塑性解析の適用性の検討

を行い，適合する場合は，表5－1に示す方法により繰返しピーク応力強さの割増しを行

う。 

(4) 設計疲労線図に使用している縦弾性係数（Ｅ０）と解析に用いる縦弾性係数（Ｅ）との

比を考慮し，繰返しピーク応力強さを次式で補正する。 

Ｓ'＝Ｓ・
Ｅ

Ｅ０

なお，ＥとＥ０は表3－1に示す。 

(5) 疲労累積係数（Ｕｆ）

疲労累積係数（Ｕｆ）は，Ｓ'に対応する許容繰返し回数が106回以下（低合金鋼及び炭

素鋼）又は1011回以下（オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金）となる応力

振幅について，次式により求める。設計・建設規格 PVB-3114又はPVB-3315に従って，

運転状態Ⅰ及びⅡにおける疲労累積係数Ｕｎと許容応力状態ⅢＡＳにおける疲労累積係数

ＵＳｄ又は許容応力状態ⅣＡＳにおける疲労累積係数ＵＳｓの和Ｕｆ（Ｕｎ＋ＵＳｄ又はＵｎ＋

ＵＳｓ）が，1.0以下であることを示す。 

オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金の場合，繰返しピーク応力強さ194

MPa以下の設計疲労線図は，設計・建設規格 表 添付4-2-2の曲線Ｃを用いる。 

疲労累積係数（Ｕｆ）＝


k

1i (i)Ｎ

(i)Ｎ

ａ

ｃ
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5.3 特別な応力の評価 

5.3.1 純せん断応力の評価 

純せん断荷重を受ける部分は，設計・建設規格 PVB-3115により評価する。解析箇所

を以下に示す。評価方法は参照図書(1)v.に示し，許容応力は表3－3に示す。 

(1) ブラケット類

5.3.2 座屈の評価 

軸圧縮荷重を受ける部分は，設計・建設規格 PVB-3117により評価する。解析箇所を

以下に示す。評価方法及び許容応力は，各計算書に示す。 

(1) 制御棒貫通孔スタブチューブ

(2) 原子炉圧力容器支持スカート

5.4 原子炉圧力容器基礎ボルトの評価 

原子炉圧力容器基礎ボルトの評価方法は参照図書(2)に示す。基礎ボルトは引張応力とせん

断応力を同時に受けるため，引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力ƒｔｓ以下であること。

ただし，ƒｔｏは下表による。

ƒｔｓ＝Min.(1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ)

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下であること。

ただし，ƒｓｂは下表による。

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的 

震度による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 2

Ｆ
・1.5

2

Ｆ
・1.5

許容せん断応力 

ƒｓｂ 31.5

Ｆ
・1.5

31.5

Ｆ
・1.5

[記号の説明] 

Ｆ ： 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 

Ｆ ＊ ： 設計・建設規格 SSB-3133に定める値
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6. 評価結果の添付

応力評価点番号は，機器ごとに記号P01からの連番とする。奇数番号を内面の点，偶数番号を

外面の点として，各計算書の形状・寸法・材料・応力評価点を示す図において定義する。 

なお，軸対称モデル解析において，非軸対称な外荷重による応力評価を行った場合，荷重の

入力方位と応力評価点の方位の関係により応力に極大値と極小値が生じる。外荷重による応力

が極大となる方位の応力評価点は［例 P01］と表し，極小となる方位の応力評価点にはプライ

ム（’）を付けて［例 P01’］と表す。

一次応力の評価は，内外面の応力評価点を含む断面（応力評価面）について行う。

6.1 応力評価結果 

(1) 次の応力評価結果は，全応力評価点（面）について添付する。

a. 一次一般膜応力強さの評価のまとめ

b. 一次膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ

c. 一次＋二次応力強さの評価のまとめ

d. 疲労累積係数の評価のまとめ

(2) Ｓｎ
＃１又はＳｎ

＃２が3・Ｓｍを超える機器について，以下の評価過程を記載する。

a. 最も厳しい応力評価点における疲労累積係数

(3) 次の特別な評価は，対象となるすべての部位について評価し，結果を記載する。

a. 純せん断応力

b. 座屈

(4) 原子炉圧力容器基礎ボルトの評価は，次の応力評価結果を記載する。

a. 引張応力

b. せん断応力
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i. Ⅳ-3-1-1-9 再循環水入口ノズル（N2）の応力計算書 
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. Ⅳ-3-1-1-12 低圧炉心スプレイノズル（N5）の応力計算書
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o. Ⅳ-3-1-1-15 計測及びベントノズル（N8）の応力計算書

p. Ⅳ-3-1-1-16 ジェットポンプ計測ノズル（N9）の応力計算書

q. Ⅳ-3-1-1-17 ほう酸水注入及び炉心差圧計測ノズル（N11）の応力計算書

r. Ⅳ-3-1-1-18 計測ノズル（N12，N13，N14）の応力計算書

s. Ⅳ-3-1-1-19 ドレンノズル（N15）の応力計算書

t. Ⅳ-3-1-1-20 高圧炉心スプレイノズル（N16）の応力計算書

u. Ⅳ-3-1-1-21 予備ノズル（N18）の応力計算書

v. Ⅳ-3-1-1-22 ブラケット類の応力計算書

(2) 島根原子力発電所第２号機 第２回工事計画認可申請書 添付書類

Ⅳ-2-3-1 原子炉圧力容器基礎ボルトの耐震性についての計算書
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図3－1 全体断面図 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
3
-3
-1
-1
 R
0



18 

表3－1 繰返し荷重の評価に使用する材料の物性値 

材料 

Ｅ 

×105 

(MPa) 

Ｓｍ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｅ０ 

×105 

(MPa) 

q Ａ０ Ｂ０ 

SQV2A 3.1 1.0 1.25 

SFVQ1A 3.1 1.0 1.25 

SFVC2B 3.1 0.66 2.59 

SUSF316 3.1 0.7 2.15 

SUS316TP 3.1 0.7 2.15 

SUS316LTP 3.1 0.7 2.15 

NCF600-B 3.1 0.7 2.15 

[記号の説明] 

Ｅ ： 運転温度（ ℃）に対する縦弾性係数 

Ｓｍ ： 運転温度（ ℃）に対する設計応力強さ 

Ｓ ： 設計・建設規格 表 添付 4-2-1のＳｕ≦550MPaの106回に対する繰返し 

ピーク応力強さ及び設計・建設規格 表 添付4-2-2の曲線Ｃの1011回に 

対する繰返しピーク応力強さ 

Ｅ０ ： 設計・建設規格 添付4-2に記載された縦弾性係数 

q，Ａ０，Ｂ０ ：  設計・建設規格 表 PVB-3315-1に示された簡易弾塑性解析に使用する 

係数の値 
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表3－2(1) 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉本体 
原子炉 

圧力容器 
原子炉圧力容器 Ｓ クラス１容器 ＊

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*
ⅣＡＳ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

[記号の説明] 

Ｄ ：死荷重 

Ｐ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態（地震との組合せが独立な運転状態Ⅳ，Ⅴは除く。）における圧力荷重 

Ｍ ：地震及び死荷重以外で地震と組み合わすべきプラントの運転状態（地震との組合せが独立な運転状態Ⅳ，Ⅴは除く。）で設備に 

作用している機械的荷重 

Ｓｄ* ：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又はＳクラス設備に適用される静的地震力のいずれか大きい方の地震力 

ＰＬ ：地震との組合せが独立な運転状態Ⅳの事故の直後を除き，その後に生じている圧力荷重 

ＭＬ ：地震との組合せが独立な運転状態Ⅳの事故の直後を除き，その後に生じている死荷重及び地震荷重以外の機械的荷重 

Ｓｓ  ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

注記＊：クラス１支持構造物を含む。 

S2 補 Ⅵ-2-3-3-1-1 R0

1
9
 



表3－2(2) 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 ＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉 

本体 

原子炉 

圧力容器 

原子炉 

圧力容器 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

常設／防止 

（DB 拡張） 

重大事故等 ＊2 

クラス２容器

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*
ⅣＡＳ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ ⅤＡＳ 

 （ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ 

[記号の説明] 

Ｄ  ：死荷重 

ＰＬ ：地震との組合せが独立な運転状態Ⅳの事故の直後を除き，その後に生じている圧力荷重 

ＭＬ ：地震との組合せが独立な運転状態Ⅳの事故の直後を除き，その後に生じている死荷重及び地震荷重以外の機械的荷重

Ｓｄ*  ：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又はＳクラス設備に適用される静的地震力のいずれか大きい方の地震力

Ｐ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態（地震との組合せが独立な運転状態Ⅳ，Ⅴは除く。）における圧力荷重

Ｍ ：地震及び死荷重以外で地震と組み合わすべきプラントの運転状態（地震との組合せが独立な運転状態Ⅳ，Ⅴは除く。）で設備に

 作用している機械的荷重

Ｓｓ  ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

ＰＳＡＬ ：重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）で長期的（長期（Ｌ））に作用する圧力荷重

ＭＳＡＬ  ：重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）で長期的（長期（Ｌ））に作用する機械的荷重 

Ｓｄ ：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力

ＰＳＡＬＬ ：重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）で長期的（長期（Ｌ））より更に長期的（長期（ＬＬ））に作用する圧力荷重 

ＭＳＡＬＬ ：重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）で長期的（長期（Ｌ））より更に長期的（長期（ＬＬ））に作用する機械的荷重 

注記＊1 ：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備，「常設／防止（DB 拡張）」は常設

重大事故防止設備（設計基準拡張）を示す。 

＊2 ：重大事故等クラス２支持構造物を含む。 

S2 補 Ⅵ-2-3-3-1-1 R0

2
0
 



表 3－3 許容応力（クラス１容器及び重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界＊1 

一次一般膜応力 
一次膜＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

純せん断 

応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 2／3・Ｓｕの小さい方。 

左欄のα倍の値 ＊2 

   3・Ｓｍ
＊3 

Ｓｄ又はＳｓ地震動＊4

のみによる応力振幅に

ついて評価する。 

Ｓｄ又はＳｓ地震動＊4 

のみによる疲労解析を 

行い，運転状態Ⅰ及びⅡ

における疲労累積係数 

との和が 1.0 以下である

こと。 

0.6・Ｓｍ 
ただし，オーステナイト系 

ステンレス鋼及び高ニッケル

合金については 1.2・Ｓｍ

とする。

ⅣＡＳ 

2／3・Ｓｕ 

左欄のα倍の値 ＊2 0.4・Ｓｕ 
ただし，オーステナイト系 

ステンレス鋼及び高ニッケル

合金については 2／3・Ｓｕ

と 2.4・Ｓｍの小さい方。

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記＊1 ：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊2 ：αは純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比，又は 1.5 のいずれか小さい方の値とする。 

＊3 ：3・Ｓｍを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313 を除く。）の簡易弾塑性解析を用いる。 

＊4 ：クラス１容器及び重大事故等クラス２容器においては，Ｓｄ*又はＳｓ地震力を考慮する。

S2 補 Ⅵ-2-3-3-1-1 R0

2
1
 



22 

表 3－4 許容応力（クラス１支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ

＊ 1.5・ｆｓ

＊ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

[記号の説明] 

ｆｔ ：許容引張応力 ボルト等に対して設計・建設規格 SSB-3131(1)に定める値 

ｆｓ ：許容せん断応力 ボルト等に対して設計・建設規格 SSB-3131(2)に定める値 

ｆｔ

＊ ：上記のｆｔの値を算出する際に設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める

値とあるのを設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値の1.2倍の値と読

み替えて計算した値 

ｆｓ

＊ ：上記のｆｓの値を算出する際に設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める

値とあるのを設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値の1.2倍の値と読

み替えて計算した値 

注記＊1 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2 ：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力 

で代表可能である場合は評価を省略する。 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
3
-3
-1
-1
 R
0



表3－5 許容応力評価条件 

評価部位 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｍ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ 

（ＲＴ）

(MPa) 

原子炉 

圧力容器 

炭素鋼 

及び 

低合金鋼 

SQV2A 
流体の最高温度 

運転温度 

SFVQ1A 
流体の最高温度 

運転温度 

SFVC2B 
流体の最高温度 

運転温度 

オーステナイト系

ステンレス鋼及び

高ニッケル合金

SUSF316 
流体の最高温度 

運転温度 

SUS316TP 
流体の最高温度 

運転温度 

SUS316LTP 
流体の最高温度 

運転温度 

NCF600-B 
流体の最高温度 

運転温度 

S2 補 Ⅵ-2-3-3-1-1 R0

2
3
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表4－1(1) 外荷重 

円筒胴，下鏡及び原子炉圧力容器支持スカート外荷重 

記号 荷重名称 

鉛直力 水平力 モーメント

Ｖ１

(kN) 

Ｖ２

(kN) 

Ｖ３

(kN) 

Ｈｓ 

(kN) 

Ｈ 

(kN) 

Ｍｓ 

(kN･m) 

Ｍ 

(kN･m) 

L04 死荷重 

（通常時） 

L08 制御棒貫通孔 

スクラム反力

L14 地震荷重Ｓｄ*

L16 地震荷重Ｓｓ 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
3
-3
-1
-1
 R
0
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表4－1(2) 外荷重 

制御棒貫通孔外荷重 

記号 荷重名称 

鉛直力 水平力 モーメント

Ｖ１

(kN) 

Ｖ２

(kN) 

Ｈ１

(kN) 

Ｈ２

(kN) 

Ｍ１

(kN･m) 

Ｍ２

(kN･m) 

L04 死荷重 

L08-01 活荷重Ａ＊1 

L08-02 活荷重Ｂ＊2 

L08-03 活荷重Ｃ＊3 

L08-04 活荷重Ｄ＊4 

L14 地震荷重Ｓｄ*

L16 地震荷重Ｓｓ 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
3
-3
-1
-1
 R
0
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表4－1(3) 外荷重 

原子炉中性子計装孔外荷重 

記号 荷重名称 

鉛直力 水平力 モーメント

Ｖ１

(kN) 

Ｖ２

(kN) 

Ｈ１

(kN) 

Ｈ２

(kN) 

Ｍ１

(kN･m) 

Ｍ２

(kN･m) 

L04 死荷重 

L14 地震荷重Ｓｄ*

L16 地震荷重Ｓｓ 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
3
-3
-1
-1
 R
0
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表4－1(4) 外荷重 

ノズル外荷重

ノズル 記号 荷重名称 
力 モーメント 荷重作用点 

位置 
（mm） 

Ｈ 
(kN) 

Ｆｚ

(kN) 
Ｍ 

(kN･m) 
Ｍｚ

(kN･m) 

再循環水

出口ノズ

ル 

（N1） 

L04 死荷重 

L07 熱変形力 

L14 地震荷重Ｓｄ*（一次）

L15 地震荷重Ｓｄ*（二次）

L16 地震荷重Ｓｓ （一次） 

L17 地震荷重Ｓｓ （二次） 

再循環水

入口ノズ

ル 

（N2） 

L04 死荷重 

L07 熱変形力 

L14 地震荷重Ｓｄ*（一次）

L15 地震荷重Ｓｄ*（二次）

L16 地震荷重Ｓｓ （一次） 

L17 地震荷重Ｓｓ （二次） 

主蒸気ノ

ズル 

（N3） 

L04 死荷重 

L07 熱変形力 

L14 地震荷重Ｓｄ*（一次）

L15 地震荷重Ｓｄ*（二次）

L16 地震荷重Ｓｓ （一次） 

L17 地震荷重Ｓｓ （二次） 

給水ノズ

ル 

（N4） 

L04 死荷重 

L07 熱変形力 

L14 地震荷重Ｓｄ*（一次）

L15 地震荷重Ｓｄ*（二次）

L16 地震荷重Ｓｓ （一次） 

L17 地震荷重Ｓｓ （二次） 

低圧炉心

スプレイ

ノズル

（N5）

L04 死荷重 

L07 熱変形力 

L14 地震荷重Ｓｄ*（一次）

L15 地震荷重Ｓｄ*（二次）

L16 地震荷重Ｓｓ （一次） 

L17 地震荷重Ｓｓ （二次） 

低圧注水

ノズル

（N6）

L04 死荷重 

L07 熱変形力 

L14 地震荷重Ｓｄ*（一次）

L15 地震荷重Ｓｄ*（二次）

L16 地震荷重Ｓｓ （一次） 

L17 地震荷重Ｓｓ （二次） 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
3
-3
-1
-1
 R
0
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表4－1(4) 外荷重（続） 

ノズル外荷重

ノズル 記号 荷重名称 
力 モーメント 荷重作用点 

位置 
（mm） 

Ｈ 
(kN) 

Ｆｚ

(kN) 
Ｍ 

(kN･m) 
Ｍｚ

(kN･m) 

上ぶたス

プレイノ

ズル 

（N7） 

L04 死荷重 

L07 熱変形力 

L14 地震荷重Ｓｄ*（一次）

L15 地震荷重Ｓｄ*（二次）

L16 地震荷重Ｓｓ （一次） 

L17 地震荷重Ｓｓ （二次） 

計測及び

ベントノ

ズル 

（N8） 

L04 死荷重 

L07 熱変形力 

L14 地震荷重Ｓｄ*（一次）

L15 地震荷重Ｓｄ*（二次）

L16 地震荷重Ｓｓ （一次） 

L17 地震荷重Ｓｓ （二次） 

ジェット

ポンプ計

測ノズル 

（N9） 

L04 死荷重 

L07 熱変形力 

L14 地震荷重Ｓｄ*（一次）

L15 地震荷重Ｓｄ*（二次）

L16 地震荷重Ｓｓ （一次） 

L17 地震荷重Ｓｓ （二次） 

ほう酸水

注入及び

炉心差圧

計測ノズ

ル 

（N11） 

L04 死荷重 

L07 熱変形力 

L14 地震荷重Ｓｄ*（一次）

L15 地震荷重Ｓｄ*（二次）

L16 地震荷重Ｓｓ （一次） 

L17 地震荷重Ｓｓ （二次） 

計測ノズ

ル 

（N12，

N13，

N14） 

L04 死荷重 

L07 熱変形力 

L14 地震荷重Ｓｄ*（一次）

L15 地震荷重Ｓｄ*（二次）

L16 地震荷重Ｓｓ （一次） 

L17 地震荷重Ｓｓ （二次） 

ドレンノ

ズル 

（N15） 

L04 死荷重 

L07 熱変形力 

L14 地震荷重Ｓｄ*（一次）

L15 地震荷重Ｓｄ*（二次）

L16 地震荷重Ｓｓ （一次） 

L17 地震荷重Ｓｓ （二次） 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
3
-3
-1
-1
 R
0
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表4－1(4) 外荷重（続） 

ノズル外荷重

ノズル 記号 荷重名称 
力 モーメント 荷重作用点 

位置 
（mm） 

Ｈ 
(kN) 

Ｆｚ

(kN) 
Ｍ 

(kN･m) 
Ｍｚ

(kN･m) 

高圧炉心

スプレイ

ノズル

（N16）

L04 死荷重 

L07 熱変形力 

L14 地震荷重Ｓｄ*（一次）

L15 地震荷重Ｓｄ*（二次）

L16 地震荷重Ｓｓ （一次） 

L17 地震荷重Ｓｓ （二次） 

S
2 
補
 
Ⅴ
-
2-
3
-3
-1
-1
 R
0

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
3
-3
-1
-1
 R
0
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表4－1(5) 外荷重 

ノズルサーマルスリーブ外荷重

ノズル 記号 荷重名称 
力 モーメント 荷重作用点 

位置 
（mm） 

Ｈ 
(kN) 

Ｆｚ

(kN) 
Ｍ 

(kN･m) 
Ｍｚ

(kN･m) 

再循環水

入口ノズ

ル 

（N2） 

L04 死荷重（流体反力含む） 

L07 熱変形力 

L14 地震荷重Ｓｄ*（一次）

L15 地震荷重Ｓｄ*（二次）

L16 地震荷重Ｓｓ （一次） 

L17 地震荷重Ｓｓ （二次） 

給水ノズ

ル 

（N4） 

L04 死荷重（流体反力含む） 

L07 熱変形力 

L14 地震荷重Ｓｄ*（一次）

L15 地震荷重Ｓｄ*（二次）

L16 地震荷重Ｓｓ （一次） 

L17 地震荷重Ｓｓ （二次） 

低圧炉心

スプレイ

ノズル

（N5）

L04 死荷重 

L07-01 熱変形力（通常時） 

L07-02 熱変形力（冷水注水時） 

L08 流体反力 

L14 地震荷重Ｓｄ*（一次）

L15 地震荷重Ｓｄ*（二次）

L16 地震荷重Ｓｓ （一次） 

L17 地震荷重Ｓｓ （二次） 

低圧注水

ノズル

（N6）

L04 死荷重 

L07-01 熱変形力（通常時） 

L07-02 熱変形力（冷水注水時） 

L08 流体反力 

L14 地震荷重Ｓｄ*（一次）

L15 地震荷重Ｓｄ*（二次）

L16 地震荷重Ｓｓ （一次） 

L17 地震荷重Ｓｓ （二次） 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
3
-3
-1
-1
 R
0
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表4－1(5)  外荷重（続） 

ノズルサーマルスリーブ外荷重

ノズル 記号 荷重名称 
力 モーメント 荷重作用点 

位置 
（mm） 

Ｈ 
(kN) 

Ｆｚ

(kN) 
Ｍ 

(kN･m) 
Ｍｚ

(kN･m) 

高圧炉心

スプレイ

ノズル

（N16）

L04 死荷重 

L07-01 熱変形力（通常時） 

L07-02 熱変形力（冷水注水時） 

L08 流体反力 

L14 地震荷重Ｓｄ*（一次）

L15 地震荷重Ｓｄ*（二次）

L16 地震荷重Ｓｓ （一次） 

L17 地震荷重Ｓｓ （二次） 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
3
-3
-1
-1
 R
0
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表4－1(6) 外荷重 

ブラケット外荷重 

ブラケット名 荷重名称 

力 

Ｆｘ

（kN） 

Ｆｙ

（kN） 

Ｆｚ

（kN） 

スタビライザブラケット
地震荷重Ｓｄ*

地震荷重Ｓｓ 

蒸気乾燥器支持ブラケット 
地震荷重Ｓｄ*

地震荷重Ｓｓ 

給水スパージャブラケット 
地震荷重Ｓｄ*

地震荷重Ｓｓ 

炉心スプレイブラケット 
地震荷重Ｓｄ*

地震荷重Ｓｓ 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
3
-3
-1
-1
 R
0



33 

表4－1(7) 外荷重 

原子炉圧力容器基礎ボルト外荷重 

記号 荷重名称 

軸力 せん断力 曲げモーメント 

Ｎ(最大)

(kN) 

Ｎ(最小) 

(kN) 

Ｑ 

(kN) 

Ｍ

(kN･m) 

― 運転状態Ⅰ及びⅡ 

─ 運転状態Ⅳ＊1 

L14 地震荷重Ｓｄ*

L16 地震荷重Ｓｓ＊2 

K
7 
①
 
Ⅴ
-
2-
3
-3
-1
-1
 R
0

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
3
-3
-1
-1
 R
0
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表4－2 荷重の組合せ 

状態 荷重の組合せ 応力評価 

運転状態Ⅰ及びⅡ L01＋L02＋L04＋L07＋L08＋L10＋L11 
ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 

疲労解析 

許容応力状態ⅢＡＳ 

L01＋L02＋L04＋L08＋L11＋L14 
Ｐｍ 

ＰＬ＋Ｐｂ 

L14＋L15 
ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 

疲労解析 

許容応力状態ⅣＡＳ 

L01＋L02＋L04＋L08＋L11＋L16 
Ｐｍ 

ＰＬ＋Ｐｂ 

L16＋L17 
ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 

疲労解析 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
3
-3
-1
-1
 R
0
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表5－1 繰返しピーク応力強さの割増し方法 

Ｓｎ Ｓ 

3・Ｓｍ未満 Ｓ＝ 

3・Ｓｍ以上 
Ｓ＝ 

Ｋｅは，次の手順により計算する。 

(1) Ｋ＜Ｂ０

① 
０

０

2
００

ｍ

ｎ

2･Ａ

･(q－1)－4･Ａ－１
Ｋ

Ａ
q＋－－１

Ｋ

Ａ
q＋

≧
3･Ｓ

Ｓ
















Ｋｅ＝1＋Ａ０・ 







Ｋ

1
－

3･Ｓ

Ｓ

ｍ

ｎ

② 
０

０

2
００

ｍ

ｎ

2･Ａ

･(q－1)－4･Ａ－１
Ｋ

Ａ
q＋－－１

Ｋ

Ａ
q＋

≧
3･Ｓ

Ｓ
















Ｋｅ＝1＋(q－1)・ 





 

ｎ

ｍ

Ｓ

3･Ｓ
1  

(2) Ｋ≧Ｂ０

① 
a

1)-･(q
Ｋ

1
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注1：q，Ａ０，Ｂ０は，表3－1に示す。 

注2：地震荷重Ｓｄ*及び地震荷重Ｓｓにあっては，ＳｎをそれぞれＳｎ
＃１，Ｓｎ

＃２と読み替え，
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＃２と読み替えるものとする。 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づ

き，制御棒駆動機構ハウジング（以下「ＣＲＤハウジング」という。）支持金具が設計用地震力

に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

ＣＲＤハウジング支持金具は設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以

下，設計基準対象施設としての構造強度評価を示す。 

 

注：本計算書においては，昭和 60年 12月 25日付け 60資庁第 11431号にて認可された工事計 

画の添付書類（参照図書(1)）を「既工認」という。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

ＣＲＤハウジング支持金具の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ＣＲＤハウジング支持金

具は原子炉圧力容器ペデ

スタルに支持される。

ＣＲＤハウジング支持

金具は鋼製の支持構造

物である。 

ＣＲＤハウジングの地

震時横揺れを防止す

る。 

（単位：mm） 

2 

S2 補 Ⅵ-2-3-3-2-3 R0 

0E

ＣＲＤハウジング支持金具 

ＣＲＤハウジング支持金具拡大図 

EL

原子炉圧力容器ペデスタル 

4114 

40
38
 

ＣＲＤハウジング 
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2.2 評価方針 

ＣＲＤハウジング支持金具の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷

重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所に作用する

設計用地震力による応力等が許容限界に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」

にて示す方法にて確認することで実施する。 

ＣＲＤハウジング支持金具の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 ＣＲＤハウジング支持金具の耐震評価フロー 

2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（(社)日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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地震時における応力 

理論式による応力計算 

ＣＲＤハウジング支持金具の構造強度評価 

設計用地震力 

Ⅵ-2-2-1「炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物

並びに原子炉本体の基礎の地震応答計算書」から算出さ

れた評価部位に作用する荷重 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄ 死荷重 ― 

ｆｂ 許容曲げ応力 MPa 

ｆｓ 許容せん断応力 MPa 

ｆｔ 許容引張応力 MPa 

ｆｔｏ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 MPa 

ｆｔｓ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 MPa 

Ｈ 水平地震荷重 N 

 長さ mm 

Ｍ 地震及び死荷重以外で地震と組み合わすべきプラントの運転状

態（地震との組合せが独立な運転状態Ⅳ，Ⅴは除く。）で設備に作

用している機械的荷重 

― 

Ｐ 地震と組み合わすべきプラントの運転状態（地震との組合せが独

立な運転状態Ⅳ，Ⅴは除く。）における圧力荷重 

― 

Ｓ 許容引張応力 設計・建設規格付録材料図表 Part5表 5又は表 6

に規定される値 

MPa 

Ｓｄ 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力 ― 

Ｓｄ* 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又はＳクラス設備に

適用される静的地震力のいずれか大きい方の地震力 

― 

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 ― 

Ｓｕ 設計引張強さ 設計・建設規格付録材料図表 Part5表 9に規定さ

れる値 

MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 設計・建設規格付録材料図表 Part5表 8に規定され

る値 

MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 40℃における設計降伏点 設計・建設規格付録材料図表 Part5表

8に規定される値 

MPa 

   τ せん断応力 MPa 
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3. 評価部位

本計算書で評価する箇所の形状及び主要寸法を図 3－1に，使用材料を表 3－1に示す。

なお，ＣＲＤハウジング支持金具のうち，地震時にＣＲＤハウジングを支持するレストレン

トビームを評価部材とする。レストレントビームの応力評価点は，レストレントビームを構成

する部材の形状及び荷重伝達経路を考慮し，発生応力が大きくなる部位を選定する。選定した

応力評価点を表 3－2及び図 3－2に示す。 
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4. 地震応答解析及び構造強度評価

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) レストレントビームは，原子炉圧力容器ペデスタルの内周側に固定され，ＣＲＤハウジン

グの水平地震荷重を原子炉圧力容器ペデスタルに伝達する構造である。 

レストレントビームの耐震評価は，「4.4 設計用地震力」に示す水平地震荷重及び鉛直地

震力を用いて，参照図書(1)に示す既工認の手法に従い，「4.5 計算方法」に示す手法によ

り構造強度評価を行う。 

(2) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を使用する。

(3) 概略構造図を表 2－1に示す。

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

荷重の組合せ及び許容応力状態を表 4－1に示す。 

4.2.2 許容応力 

許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－2のとおりとする。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

許容応力評価条件を表 4－3に示す。 

4.2.4 設計荷重 

(1) 最高使用温度及び死荷重

最高使用温度及び死荷重は，既工認からの変更はなく，参照図書(1)に定めるとおりで

ある。 
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4.3 固有周期 

レストレントビームは，原子炉圧力容器ペデスタルからの支持長さが短いため，固有周期は

十分に小さく剛である。 

よって，固有周期の計算は省略する。 

4.4 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－4及び表 4－5に示す。 

レストレントビームに加わる地震荷重Ｓｄ*及び地震荷重Ｓｓでの水平地震荷重は，Ⅵ-2-2-

1「炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉本体の基礎の地震応答計算書」

において，レストレントビームがばね要素としてモデル化されているため，ばね反力として求

めた水平地震荷重を上回る荷重を基に，図 3－2 に示す応力評価点のレストレントビーム最大

支持スパンＡ－Ｂが受け持つ荷重を考慮して設定する。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的地震力」及び「基準地震動Ｓｓ」による鉛直地震力は，「4.3 

固有周期」に示すとおり鉛直方向で剛であることから，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの

作成方針」により求めた地震力を上回る地震力を設定する。 
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4.5 計算方法 

応力計算方法は既工認から変更はなく，参照図書(1)に示すとおりである。 

4.6 計算条件 

応力計算に用いる荷重を「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」及び「4.4 設計地震力」に示

す。 

4.7 応力の評価 

各許容応力状態における評価を表 4－6に示す。 

表 4－6より，各許容応力状態の各応力は，「4.2.2 許容応力」に示す許容応力を満足する。
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5. 参照図書

(1) 島根原子力発電所第２号機 第５回工事計画認可申請書

Ⅳ-2-2-11「制御棒駆動機構ハウジング支持金具の耐震性についての計算書」
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２２＝1438

（単位：mm） 

図 3－1 レストレントビームの形状及び主要寸法 

表 3－1 使用材料表 

部材 使用材料 備考 

レストレントビーム SS41 SS400相当 

レストレントビーム

結合ボルト 
SCM435 ― 
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表 3－2 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ レストレントビーム一般部

Ｐ２ レストレントビーム端部

Ｐ３ レストレントビーム結合ボルト

図 3－2 レストレントビームの応力評価点 
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表4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震重要度

分類 

機器等 

の区分 
荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉本体 

原子炉圧力

容器付属 

構造物 

ＣＲＤハウジング 

支持金具 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス１支持構造物の荷重の組合せ及び許容限界を準用する。 

S2 補 Ⅵ-2-3-3-2-3 R0 

0E
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表4－2 許容応力（クラス１支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1

（ボルト等以外）

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

曲げ 引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・fb 1.5・ft 1.5・fs 

ⅣＡＳ 1.5・fb

＊

1.5・ft

＊

1.5・fs

＊

注記＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場

合は評価を省略する。 

  ＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

S2 補 Ⅵ-2-3-3-2-3 R0 

0E
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

レストレントビーム 鋼板 SS41＊ 
周囲環境

温度 171 ― 201 373 ― 

レストレントビーム

結合ボルト 
棒鋼 SCM435 

周囲環境

温度 171 ― 642 847 ― 

注記＊：SS400相当 

S2 補 Ⅵ-2-3-3-2-3 R0 

0E
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表 4－4 設計用地震力（水平方向） 

地震荷重Ｓｄ* 地震荷重Ｓｓ 

水平地震荷重Ｈ(N)＊ 

 注記＊：Ⅵ-2-2-1「炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉本体の基礎の地震応答計算書」  

 により求めた地震荷重を上回る荷重を基に，図 3－2に示す応力評価点のレストレントビーム最大支持

スパンＡ－Ｂが受け持つ荷重を考慮して設定する。

表 4－5 設計用地震力（鉛直方向） 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉本体 

基礎 

EL

―＊1 ―＊1 ― ＣＶ＝0.56＊2 ― ＣＶ＝1.14＊3

注記＊1：固有周期は十分に小さく，計算を省略する。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

S2 補 Ⅵ-2-3-3-2-3 R0 

0E
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表 4－6 評価結果まとめ 

評価対象 

設備 
評価部位 応力分類 

ⅢＡＳ ⅣＡＳ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

MPa MPa MPa MPa 

ＣＲＤハウジング 

支持金具 

Ｐ１ レストレントビーム一般部 曲げ応力 123 201 153 241 

Ｐ２ レストレントビーム端部 曲げ応力 80 201 99 241 

Ｐ３ レストレントビーム結合ボルト
引張応力 2 264＊ 3 179＊ 

せん断応力 224 342 277 342 

注記＊：ｆｔｓ＝Min[1.4・ｆｔｏ－1.6・τ，ｆｔｏ]より算出 

S2 補 Ⅵ-2-3-3-2-3 R0E 

0E
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針

に基づき，差圧検出・ほう酸水注入系配管（ティーより N11 ノズルまでの外管）が設計

用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

差圧検出・ほう酸水注入系配管（ティーより N11 ノズルまでの外管）は，設計基準対

象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事

故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。 

以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

差圧検出・ほう酸水注入系配管（ティーより N11 ノズルまでの外管）は，クラス１配

管であるが，設計・建設規格 PPB-1210 の規定により，設計・建設規格 PVB-3110 の規定

を適用し，Ⅵ-2-3-3-1-1「原子炉圧力容器の応力解析の方針」（以下「応力解析の方針」

という。）に基づき評価する。 

 

注：本計算書においては，昭和60年12月25日付け60資庁第11431号にて認可された工事計

画の添付書類（参照図書(1)）を「既工認」という。 
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2. 一般事項 

2.1 構造計画 

   差圧検出・ほう酸水注入系配管の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 差圧検出・ほう酸水注入系配管の構造計画 

 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

原子炉圧力容器ノズ

ルに溶接され，制御

棒駆動機構ハウジン

グにＵボルトにて支

持される。 

差圧検出管が外管，

ほう酸水注入管が内

管の二重構造となっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 原子炉圧力容器ノズル 

差圧検出・ほう酸水注入系配管 制御棒駆動機構 
ハウジング 

3
 

S2 補 Ⅵ-2-3-3-2-5 R0 
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2.2 評価方針 

差圧検出・ほう酸水注入系配管（ティーより N11 ノズルまでの外管）の構造強度評

価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」及び「応力解析の方針」にて設定した荷重及

び荷重の組合せ並びに許容応力に基づき，「2.1 構造計画」にて示す差圧検出・ほう

酸水注入系配管（ティーより N11 ノズルまでの外管）の部位を踏まえ「2.6 解析範

囲」にて設定する箇所において，「4. 外荷重の条件」にて設定した荷重に基づく応力

等が許容限界内に収まることを，「応力解析の方針」にて示す方法にて確認することで

実施する。 

差圧検出・ほう酸水注入系配管（ティーより N11 ノズルまでの外管）の耐震評価フ

ローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 差圧検出・ほう酸水注入系配管（ティーより N11 ノズルまでの外管）の

耐震評価フロー 

 

2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991追補版（（社）日本電気協

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下 

「設計・建設規格」という。） 

注：本計算書において，設計・建設規格の条項は「設計・建設規格 ○○○-△△△

△(◇)a.(a)」として示す。  

機械的荷重 設計用地震力 

地震時における応力 

構造強度評価 
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2.4 記号の説明 

記号の説明を「応力解析の方針」の 2.4 節に示す。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

 

記号 記号の説明 単位 

Ｆ 軸力 N 

Ｓ せん断力 N 

Ｔ ねじりモーメント N･m 

Ｍ 曲げモーメント N･m 

Ｋn 引張りに対する応力集中係数 ― 

Ｋb 曲げに対する応力集中係数 ― 

 

2.5 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 2－2 に示す。 

 

2.6 解析範囲 

解析範囲を図 2－2 に示す。 

 

2.7 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 2－2 に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続部及び厳しい荷重作用点に着目

し，応力評価上厳しくなる代表的な評価点を記載する。 
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図 2－2 形状・寸法・材料・応力評価点 （単位：mm） 
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ほう酸水注入及び炉心差圧計測ノズル（N11） 
〔NCF600〕 

原
子
炉
圧
力
容
器

Ａ

差圧検出管 
〔SUS316LTP〕 

ほう酸水注入及び炉心差圧計測ノズルセイフエンド 
〔SUSF316〕 

Ａ部詳細図 

P01,P01’

P02,P02’

：応力評価点 

〔 〕 ：材   料 



表 2－2 計算結果の概要 

部分及び 

材料 

許容応力

状態 

一次一般膜応力 

(MPa) 

一次膜＋一次曲げ応力 

(MPa) 

一次＋二次応力 

(MPa) 
疲労解析 

応力 

強さ 

許容 

応力 

応力 

評価面 

応力 

強さ 

許容 

応力 

応力 

評価面 

応力 

強さ 

許容 

応力 

応力 

評価点 

疲労＊ 

累積係数 
許容値 

応力 

評価点 

差圧検出管 

SUS316LTP 

ⅢＡＳ 42 114 P01-P02 43 159 P01-P02 ― ― ― ― ― ― 

ⅣＡＳ 45 228 P01-P02 58 318 P01-P02 ― ― ― ― ― ― 

ⅢＡＳ ― ― ― ― ― ―  89 288 P01 
0.043 1 P01 

ⅣＡＳ ― ― ― ― ― ― 233 288 P01 

注記＊：疲労累積係数は，運転状態Ⅰ及びⅡに地震荷重Ｓｄ*又は地震荷重Ｓｓのいずれか大きい方を加えた値である。

7
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3. 計算条件

3.1 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

3.2 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

3.3 材料 

各部の材料を図 2－2 に示す。 

3.4 物性値 

地震荷重による繰返し荷重の評価に使用する材料の物性値を「応力解析の方針」の

3.3 節に示す。 

3.5 荷重の組合せ及び許容応力状態 

荷重の組合せ及び許容応力状態を「応力解析の方針」の 3.4 節に示す。 

3.6 荷重の組合せ及び応力評価 

荷重の組合せ及び応力評価を「応力解析の方針」の 4.3 節に示す。 

3.7 許容応力 

許容応力を「応力解析の方針」の 3.5 節に示す。 
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4. 外荷重の条件

4.1 計算方法 

固有周期，死荷重及び地震荷重は，「4.2 解析モデル」に示す解析モデルにより求

める。 

考慮する設計用地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」及びⅥ

-2-2-1「炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉本体の基礎の地震

応答計算書」により求めた荷重，若しくはそれらの条件を包絡するように定めた保守

的な荷重とする。 

4.2 解析モデル 

解析モデルは，既工認から変更はなく参照図書(1)a.に定めるとおりである。 

参照図書(1)a.に定める解析モデルを図 4－1 に示す。 

4.3 設計震度 

設計震度を下表に示す。 

設計震度 

水平方向 鉛直方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
1.41＊1 0.69＊1 

基準地震動Ｓｓ 2.58＊2 1.83＊2 

注記＊1：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいず 

れか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

4.4 計算結果 

4.4.1 固有周期 

固有周期を下表に示す。 

固有周期は，既工認から変更はなく参照図書(1)a.に示すとおり 0.05 秒以下で

あり，剛構造であることを確認した。 

モード 固有周期(s) 
水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｚ方向 

1 次 ― ― ― 

4.4.2 死荷重及び地震荷重 

解析により求めた死荷重及び地震荷重を表 4－1 に示す。 
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5. 応力計算

5.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 2－2 に示す。また，応力集中を生じる箇所の応力集中係数を

表 5−1 に示す。

なお，各応力評価点の断面性状は，既工認から変更はなく参照図書(1)b.に定める

とおりである。 

5.2 内圧による応力 

5.2.1 荷重条件（L01） 

各運転状態による内圧は，既工認から変更はなく参照図書(1)b.に定めるとおり

である。 

5.2.2 計算方法 

内圧による応力の計算は，既工認から変更はなく参照図書(1)b.に定めるとおり

である。 

なお，各許容応力状態での内圧による応力は，内圧を受ける円筒にモデル化し

計算する。 

5.3 外荷重による応力 

5.3.1 荷重条件（L04，L14，L15，L16 及び L17） 

外荷重を表 4－1 に示す。 

5.3.2 計算方法 

外荷重による応力の計算は，既工認から変更はなく参照図書(1)b.に定めるとお

りである。 

なお，外荷重による各応力は，外荷重と各応力評価断面の断面性状により計算

する。 

5.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力を分類ごとに重ね合わせて組合せ応力を求め，応力

強さを算出する。 

応力強さの算出方法は，「応力解析の方針」の 5.1.2 項に定めるとおりである。 
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6. 応力強さの評価

6.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価を表 6－1 に示す。 

表 6－1 より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.5

節に示す許容応力を満足する。 

6.2 一次膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価を表 6－2 に示す。 

表 6－2 より，各許容応力状態の一次膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」

の 3.5 節に示す許容応力を満足する。 

6.3 一次＋二次応力強さの評価 

各許容応力状態における評価を表 6－3 に示す。 

表 6－3 より，すべての評価点においてＳｎ
＃1 及びＳｎ

＃2 は，3・Ｓｍ以下であり，「応

力解析の方針」の 3.5 節に示す許容応力を満足する。 
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7. 繰返し荷重の評価

7.1 疲労解析 

差圧検出・ほう酸水注入系配管（ティーより N11 ノズルまでの外管）の応力評価点

について，詳細な繰返し荷重の評価を行う。 

7.1.1 疲労累積係数 

各応力評価点における疲労累積係数を表 7－1 に示す。 

表 7－1 より，各応力評価点において疲労累積係数は 1.0 以下であり，「応力解

析の方針」の 3.5 節に示す許容値を満足する。 
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8. 参照図書

(1) 島根原子力発電所第２号機 第５回工事計画認可申請書 添付書類

a. Ⅳ-2-2-9 差圧検出・ほう酸水注入系配管（原子炉圧力容器内部及びティー

より N11 ノズルまでの外管）の耐震性についての計算書 

b. Ⅳ-3-1-3-5 差圧検出・ほう酸水注入系配管（ティーより N11 ノズルまでの外管）

の応力計算書 
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図 4－1 解析モデル 
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表 4－1 外荷重 

記号 荷重名称 
荷重 

作用点 

軸力 せん断力 
ねじり 

モーメント

曲げ 

モーメント

Ｆ 

(N) 

Ｓ 

(N) 

Ｔ 

(N･m) 

Ｍ 

(N･m) 

L04 死荷重 Ａ 

L14 地震荷重Ｓｄ*（一次） Ａ 

L15 地震荷重Ｓｄ*（二次） Ａ 

L16 地震荷重Ｓｓ （一次） Ａ 

L17 地震荷重Ｓｓ （二次） Ａ 
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表 5－1 応力集中係数 

応力評価点 Ｋn Ｋb 

P01，P02 5.0 5.0 

注：設計・建設規格 PVB-3130 の規定による。 
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表 6－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力評価面 
許容応力状態ⅢＡＳ 許容応力状態ⅣＡＳ 

応力強さ 許容応力 応力強さ 許容応力 

P01 

P02 
42 114 45 228 

P01’
P02’ 42 114 45 228 
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表 6－2 一次膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力評価面 
許容応力状態ⅢＡＳ 許容応力状態ⅣＡＳ 

応力強さ 許容応力 応力強さ 許容応力 

P01 

P02 
43 159 58 318 

P01’
P02’ 42 159 56 318 
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表 6－3 一次＋二次応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力評価点 

一次＋二次応力差最大範囲 

（ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ） 

Ｓｎ
＃1 Ｓｎ

＃2 

許容応力 

3・Ｓｍ 

P01 89 233 288 

P01’ 89 233 288 

P02 89 233 288 

P02’ 89 233 288 
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表 7－1 疲労累積係数の評価のまとめ 

応力評価点 
疲労累積係数 

Ｕn ＵＳd ＵＳs Ｕf
＊ 許容値 

P01 ― 0.001 0.043 0.043 1 

P01’ ― 0.001 0.043 0.043 1 

P02 ― 0.001 0.043 0.043 1 

P02’ ― 0.001 0.043 0.043 1 

注記＊：疲労累積係数Ｕｆは，運転状態Ⅰ及びⅡに地震荷重Ｓｄ*又は地震荷重Ｓｓ

のいずれか大きい方を加えた値である。 
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Ⅵ-2-3-3-3 原子炉圧力容器内部構造物の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-3-3-3-11 原子炉中性子計装案内管の 
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1. 一般事項 

本計算書は，原子炉中性子計装案内管の耐震性についての計算書である。 

原子炉中性子計装案内管は，設計基準対象施設においてＳクラス施設に分類される。 

以下，設計基準対象施設としての構造強度評価を示す。 

なお，原子炉中性子計装案内管は，原子炉圧力容器内部構造物であるため，Ⅵ-2-3-3-

3-1「原子炉圧力容器内部構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の方針」という。）

に基づき評価する。 

 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1 に示す。 

 

1.2 解析範囲 

解析範囲を図 1－1 に示す。 

 

1.3 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1 に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続部，溶接部及び厳しい荷重作用

点に着目し，応力評価上厳しくなる代表的な評価点を記載する。 
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図 1－1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 
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炉心支持板 

スタビライザ

原子炉中性子計装案内管 

〔SUS316LTP〕 

原子炉圧力容器下鏡 

原子炉中性子計装ハウジング 

Ａ 

：応力評価点 

〔 〕 ：材   料 

P02,P02’

P01,P01’
Ａ部詳細図 



表 1－1 計算結果の概要 

（単位：MPa） 

部分及び材料 許容応力状態 
一次一般膜応力強さ 一次一般膜＋一次曲げ応力強さ 

応力強さ 許容応力 応力評価面 応力強さ 許容応力 応力評価面 

原子炉中性子 

計装案内管 

SUS316LTP 

ⅢＡＳ 3  92＊ P01-P02 107 139＊ P01-P02 

ⅣＡＳ 4 148＊ P01-P02 158 222＊ P01-P02 

注記＊：継手効率 を乗じた値を示す。 

3
 

S2 補 Ⅵ-2-3-3-3-11 R0 
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2. 計算条件

2.1 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.2 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

2.3 材料 

各部の材料を図 1－1 に示す。 

2.4 荷重の組合せ及び許容応力状態 

荷重の組合せ及び許容応力状態を「応力解析の方針」の 3.3 節に示す。 

2.5 荷重の組合せ及び応力評価 

荷重の組合せ及び応力評価を「応力解析の方針」の 4.3 節に示す。 

2.6 許容応力 

許容応力を「応力解析の方針」の 3.4 節に示す。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の 3.6 節に示す。 
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3. 外荷重の条件

3.1 計算方法 

固有周期，死荷重及び地震荷重は，「3.2 解析モデル」に示す解析モデルにより求

める。 

解析コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性

確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

3.2 解析モデル 

解析モデルは，既工認から変更はなく「応力解析の方針」の参照図書(1)g.に定める

とおりである。 

「応力解析の方針」の参照図書(1)g.に定める解析モデルを図 3－1 に示す。 

本計算モデルは，図 3－2 に示すように

である。 

3.3 設計震度 

設計震度を下表に示す。 

設計震度 

水平方向 鉛直方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 

据付位置における設計用床

応答スペクトルⅠ（弾性設

計用地震動Ｓｄ）又はこれ

を上回る設計用床応答スペ

クトルより得られる震度

0.65＊1 

基準地震動Ｓｓ 

据付位置における設計用床

応答スペクトルⅡ（基準地

震動Ｓｓ）又はこれを上回

る設計用床応答スペクトル

より得られる震度 

1.83＊2 

注記＊1：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又はこれを上回る設計震度 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

3.4 計算結果 

3.4.1 固有周期 

固有周期を表 3－1 に，振動モード図を図 3－3 に示す。 

また，鉛直方向の固有周期は 0.05 秒以下であり，剛構造であることを確認し

た。 
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3.4.2 死荷重及び地震荷重 

解析により求めた死荷重及び地震荷重を「応力解析の方針」の表 4－1(10)に示

す。 
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4. 応力計算

4.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1－1 に示す。 

なお，各応力評価点の断面性状は，既工認から変更はなく「応力解析の方針」の参

照図書(1)r.に定めるとおりである。 

4.2 差圧による応力 

4.2.1 荷重条件（L02） 

各運転状態による差圧は，既工認から変更はなく「応力解析の方針」の参照図

書(1)r.に定めるとおりである。 

4.2.2 計算方法 

差圧による応力の計算は，既工認から変更はなく「応力解析の方針」の参照図

書(1)r.に定めるとおりである。 

なお，各許容応力状態での差圧による応力は，内圧を受ける円筒にモデル化し

計算する。 

4.3 外荷重による応力 

4.3.1 荷重条件（L04，L14 及び L16） 

外荷重を「応力解析の方針」の表 4－1(10)に示す。 

4.3.2 計算方法 

外荷重による応力の計算は，既工認から変更はなく「応力解析の方針」の参照

図書(1)r.に定めるとおりである。 

なお，外荷重による各応力は，外荷重と各応力評価断面の断面性状により計算

する。 

4.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力を分類ごとに重ね合わせて組合せ応力を求め，応力

強さを算出する。 

応力強さの算出方法は，「応力解析の方針」の 5.1.2 項に定めるとおりである。 
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5. 応力強さの評価

5.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価を表 5－1 に示す。 

表 5－1 より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.4

節及び 3.6 節に示す許容応力を満足する。 

5.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価を表 5－2 に示す。 

表 5－2 より，各許容応力状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方

針」の 3.4 節及び 3.6 節に示す許容応力を満足する。 
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図 3－1 解析モデル 

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
2
-
3
-
3
-
3
-
1
1
 
R
0
 



10 

図 3－2 原子炉中性子計装案内管とスタビライザの配置及びグループ分割 
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表 3－1 固有周期 

モード＊ 卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｚ方向 

1 次 水平 ― 

2 次 水平 ― 

3 次 水平 ― 

4 次 水平 ― 

5 次 水平 ― 

6 次 水平 ― 

7 次 水平 ― 

注記＊：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。 

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
2
-
3
-
3
-
3
-
1
1
 
R
0
 



12 

（単位：Hz） 

図 3－3(1) 振動モード図（1 次 s） 

（単位：Hz） 

図 3－3(2) 振動モード図（2 次 s）
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（単位：Hz） 

図 3－3(3) 振動モード図（3 次 s） 

（単位：Hz） 

図 3－3(4) 振動モード図（4 次 s）

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
2
-
3
-
3
-
3
-
1
1
 
R
0
 



14 

（単位：Hz） 

図 3－3(5) 振動モード図（5 次 s） 

（単位：Hz） 

図 3－3(6) 振動モード図（6 次 s）
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（単位：Hz） 

図 3－3(7) 振動モード図（7 次 s）
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表 5－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力評価面 
許容応力状態ⅢＡＳ 許容応力状態ⅣＡＳ 

応力強さ 許容応力 応力強さ 許容応力 

P01 

P02 
3 92＊ 4 148＊ 

P01’
P02’ 3 92＊ 4 148＊ 

注記＊：継手効率 を乗じた値を示す。 

表 5－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力評価面 
許容応力状態ⅢＡＳ 許容応力状態ⅣＡＳ 

応力強さ 許容応力 応力強さ 許容応力 

P01 

P02 
107 139＊ 158 222＊ 

P01’
P02’ 106 139＊ 158 222＊ 

注記＊：継手効率 を乗じた値を示す。 
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Ⅵ-2-4-2 使用済燃料貯蔵設備の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-4-2-2 使用済燃料貯蔵ラックの耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

使用済燃料貯蔵ラック（以下「ラック」という。）が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し

ていることを説明するものである。 

ラックは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備においては常設

耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基準対象施設及

び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

ラックの構造計画を表2－1に示す。 
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1
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2.2 評価方針 

ラックの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ

並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示すラックの部位を踏まえ「3. 評価部位」

にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸元」及び「4.4 固有周期」で算出した固

有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析

及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」

に示す。 

ラックの耐震評価フローを図 2－1に示す。

図 2－1 ラックの耐震評価フロー 

解析モデル設定 

固有値解析 

地震応答解析 

地震時における応力 

設計用地震力 

ラックの構造強度評価
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2.3 適用規格・基準等  

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ 

ＣＨ 

Ｃｖ 

ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆ 

Ｆａｉ 

Ｆｂｉ 

Ｆｃｉ 

Ｆｄｉ 

ｆｊｉ 

ƒｓ 

ƒｓｂ 

 

ƒｔ 

ƒｔｏ 

 

ƒｔｓ 

 

ｇ 

ｈ 

ｇｉ 

 

ｊｉ 

 

Ｍａｉ 

Ｍｂｉ 

Ｍｃｉ 

Ｍｄｉ 

Ｍｅｉ 

Ｍｆｉ 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトの呼び径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1（1）に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3又は SSB-3133に定める値 

ラックベース底部に働くせん断力＊1 

共通ベース底部に働くせん断力＊1 

143体ラックベース底部に働くせん断力＊1 

144体ラックベース底部に働くせん断力＊1 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトに働く引張力（1本当たり）＊1，＊2 

部材の許容せん断応力 

せん断力のみを受けるラック取付ボルト又は基礎ボルトの許容 

せん断応力 

部材の許容引張応力 

引張力のみを受けるラック取付ボルト又は基礎ボルトの許容引張

応力 

引張力とせん断力を同時に受けるラック取付ボルト又は基礎ボル

トの許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

共通ベース高さ 

ラックベース端から重心まで又は共通ベース端の支点部から重心

までの距離＊1 

ラックベース端からラック取付ボルトまで又は共通ベース端の支

点部から基礎ボルトまでの距離＊1，＊2 

ラックベース底部の転倒モーメント＊1 

共通ベース底部の転倒モーメント＊1 

143体ラックベース底部の転倒モーメント＊1 

144体ラックベース底部の転倒モーメント＊1 

143体ラックのせん断力による共通ベース底部の転倒モーメント＊1 

144体ラックのせん断力による共通ベース底部の転倒モーメント＊1 

mm2 

― 

― 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

 

MPa 

MPa 

 

MPa 

 

m/s2 

mm 

mm 

 

mm 

 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

＊
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記号 記号の説明 単位 

Ｍｔｉ 

ｍａ 

ｍａｔｈ 

ｍｂ 

ｍｂｔ 

ｍｂｔｈ 

ｍｃ 

ｍｃｔ 

ｍｃｔｈ 

ｍｄ 

ｍｄｔ 

ｍｄｔｈ 

ｍＦ 

ｍＲ 

ｍｔ 

ｍＷ 

ｎ 

ｎｊｉ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ(ＲＴ) 

 

ｔ 

σｂ 

σｘ，σｙ 

σｆａ 

τｂ 

τｘｙ 

ラック据付時の全体の転倒モーメント＊1 

使用済燃料貯蔵時のラック全質量 

ラックの排除水質量＊3 

共通ベースの全質量 

共通ベースの質量 

共通ベースの排除水質量＊3 

143体ラックの全質量 

使用済燃料貯蔵時の 143体ラックの質量 

143体ラックの排除水質量＊3 

144体ラックの全質量 

使用済燃料貯蔵時の 144体ラックの質量 

144体ラックの排除水質量＊3 

使用済燃料の質量 

ラックの質量 

ラック据付時の共通ベースの全質量 

ラックに含まれる水の質量 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトの全本数 

ラック取付ボルト又は基礎ボルト各部の本数＊1，＊2 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の

40℃における値 

部材の板厚 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトに生じる引張応力 

部材に生じる引張応力 

部材に生じる組合せ応力 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトに生じるせん断応力 

部材に生じるせん断応力 

N･mm 

kg 

kg 

kg 

kg 

kg 

kg 

kg 

kg 

kg 

kg 

kg 

kg 

kg 

kg 

kg 

― 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

注記＊1：Ｆａｉ，Ｆｂｉ，Ｆｃｉ，Ｆｄｉ，ｆｊｉ，ｇｉ，ｊｉ，Ｍａｉ，Ｍｂｉ，Ｍｃｉ，Ｍｄｉ， 

Ｍｅｉ，Ｍｆｉ，Ｍｔｉ及びｎｊｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

                 i＝Ｎ：ＮＳ方向 

                       i＝Ｅ：ＥＷ方向 

    ＊2：ｆｊｉ，ｊｉ及びｎｊｉの添字ｊはボルトの列番号を示す。 
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＊3：排除水質量とは，機器が流体中にある場合に，機器が排除する流体の質量であり， 

ラック及び共通ベースの質量として考慮する，使用済燃料，ラック及び共通ベース 

自身，ラックに含まれる水が占める体積分の水に相当する質量を示す。 

 

2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位又は第 2位の場合は，小数点以下第 1位又 

     は第 2位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときはべき数表示とする。 

  ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。 
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3. 評価部位 

ラックの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震

評価上厳しくなる板，シートプレート，ラックベース，ラック取付ボルト及び基礎ボルトについ

て実施する。 

なお，ラックの種類としては，貯蔵体数及び配列の異なる 100体ラック，110体ラック，120体

ラック，130体ラック，132体ラック，143体ラック及び 144体ラックがあるが，この中で許容応

力に対する裕度が一番小さくなる 143体ラックについて記載する。 

ラックの耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) ラックは，原子炉建物の燃料プールの底部（EL 30.83m）に置かれた共通ベース上に設置さ

れ，ラック取付ボルトにより固定されるものとする。 

(2) 地震応答解析時のラックの質量には，使用済燃料の質量とラック自身の質量のほか，ラッ

クに含まれる水の質量及びラック外形の付加質量＊を考慮する。 

(3) 構造強度評価時のラックの質量は，使用済燃料の質量とラック自身の質量のほか，ラック

に含まれる水の質量とする。また，更に精緻に評価するため，排除水質量（水中に設置される

機器が排除する水の質量）の減算を考慮する。 

(4) 地震力は，ラックに対して水平方向から作用するものとする。  

ここで，水平方向地震力は，ラックの長辺方向に作用する場合と短辺方向に作用する場合を

考慮する。  

また，鉛直方向地震力は，水平方向地震力と同時に不利な方向に作用するものとする。 

(5) 構造概要図（143体ラック）を図4－1に，全体組立図（143，144体ラック）を図4－2に示す。  

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。  

 

注記＊：付加質量とは，機器が流体中で加速度を受けた場合に質量が増加したような効果を模

擬した，機器の形状により定まる仮想質量をいう。 
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図 4－1 構造概要図（143 体ラック）（単位：㎜） 
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図 4－2 全体組立図（143，144 体ラック） 
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4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

ラックの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを

表4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－2に示す。 

4.2.2 許容応力 

ラックの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表4－3に示す。

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

ラックの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表

4－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5に示す。 
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表
4
－
1
 
荷
重
の
組
合
せ
及
び
許
容
応
力
状
態
（
設
計
基
準
対
象
施
設
）
 

施
設
区
分
 

機
器
名
称
 

耐
震
重
要
度
分
類
 

機
器
等
の
区
分
 

荷
重
の
組
合
せ
 

許
容
応
力
状
態
 

核
燃
料
物
質
の
取

扱
施
設

及
び
貯
蔵
施
設
 

使
用
済
燃
料
 

貯
蔵
設
備
 

使
用
済
燃
料

貯
蔵
ラ
ッ
ク
 

Ｓ
 

―
＊
 

Ｄ
＋
Ｐ

Ｄ
＋
Ｍ

Ｄ
＋
Ｓ
ｄ

*
Ⅲ

Ａ
Ｓ
 

Ｄ
＋
Ｐ

Ｄ
＋
Ｍ

Ｄ
＋
Ｓ
ｓ
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

注
記
＊
：
そ
の
他
の
支
持
構
造
物
の
荷
重
の
組
合
せ
及
び
許
容
応
力
を
適
用
す
る
。
 

表
4
－
2
 
荷
重
の
組
合
せ
及
び
許
容
応
力
状
態
（
重
大
事
故
等
対
処
設
備
）
 

施
設
区
分
 

機
器
名
称
 

設
備
分
類

＊
1  

機
器
等
の
区
分
 

荷
重
の
組
合
せ
 

許
容
応
力
状
態
 

核
燃
料
物
質
の
取

扱
施
設

及
び
貯
蔵
施
設
 

使
用
済
燃
料
 

貯
蔵
設
備
 

使
用
済
燃
料

貯
蔵
ラ
ッ
ク
 

常
設
耐
震
／
防
止
 

常
設
／
緩
和
 

―
＊

2  

Ｄ
＋
Ｐ

Ｄ
＋
Ｍ

Ｄ
＋
Ｓ
ｓ

＊
3  

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

Ｄ
＋
Ｐ

Ｓ
Ａ
Ｄ
＋
Ｍ

Ｓ
Ａ
Ｄ
＋
Ｓ
ｓ
 

Ⅴ
Ａ
Ｓ
 

（
Ⅴ

Ａ
Ｓ
と
し
て
Ⅳ

Ａ
Ｓ
の
 

許
容
限
界
を
用
い
る
。
）
 

注
記
＊
1
：
「
常
設
耐
震
／
防
止
」
は
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
，「

常
設
／
緩
和
」
は
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
を
示
す
。
 

＊
2
：
重
大
事
故
等
そ
の
他
の
支
持
構
造
物
の
荷
重
の
組
合
せ
及
び
許
容
応
力
を
適
用
す
る
。
 

＊
3
：
「
Ｄ
＋
Ｐ

Ｓ
Ａ

Ｄ
＋
Ｍ

Ｓ
Ａ

Ｄ
＋
Ｓ
ｓ
」
の
評
価
に
包
絡
さ
れ
る
た
め
，
評
価
結
果
の
記
載
を
省
略
す
る
。
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表
4
－
3
 
許
容
応
力
（
そ
の
他
の
支
持
構
造
物
及
び
重
大
事
故
等
そ
の
他
の
支
持
構
造
物
）
 

許
容
応
力
状
態
 

許
容
限
界

＊
1
，

＊
2
（
ボ
ル
ト
等
以
外
）
 

許
容

限
界

＊
1
，
＊
2
（
ボ
ル
ト
等
）
 

一
次
応
力
 

一
次
応
力
 

引
張
り
 

せ
ん
断
 

引
張

り
 

せ
ん
断
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

1
.
5
・
f
t 

1
.
5
・
f
s 

1
.
5
・
f
t 

1
.
5
・
f
s 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

1
.
5
・
f
t 

1
.
5
・
f
s 

1
.
5
・
f
t 

1
.
5
・
f
s 

Ⅴ
Ａ
Ｓ
 

（
Ⅴ

Ａ
Ｓ
と
し
て
Ⅳ

Ａ
Ｓ

の
 

許
容
限
界
を
用
い
る
。
）
 

注
記
＊
1
：
応
力
の
組
合
せ
が
考
え
ら
れ
る
場
合
に
は
，
組
合
せ
応
力
に
対
し
て
も
評
価

を
行
う
。
 

＊
2
：
当
該
の
応
力
が
生
じ
な
い
場
合
，
規
格
基
準
で
省
略
可
能
と
さ
れ
て
い
る
場
合
及
び
他
の
応
力
で
代
表
可
能
 

で
あ
る
場
合
は
評
価
を
省
略
す
る
。
 

* 

*

*

*
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表
4
－
4
 
使
用
材
料
の
許
容
応
力
評
価
条
件
（
設
計
基
準
対
象
施
設
）
 

評
価
部
材
 

材
料
 

温
度
条
件
 

(
℃
) 

Ｓ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｕ

 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ
(
Ｒ
Ｔ
) 

(
M
P
a
) 

板
 

ボ
ロ
ン
添
加
ス

テ
 

ン
レ
ス
鋼
板

周
囲
環
境
温
度
 

6
6
 

―
 

 
 
1
8
8
 
＊
 

 
 
4
7
9
 
＊
 

2
0
5
 
＊
 

シ
ー
ト

プ
レ
ー
ト

ラ
ッ

ク
ベ
ー
ス

S
U
S
3
0
4
L 

周
囲
環
境
温
度
 

6
6
 

―
 

1
6
0
 

4
4
3
 

1
7
5
 

ラ
ッ
ク
取
付
ボ
ル
ト

基
礎

ボ
ル
ト

S
U
S
3
0
4 

周
囲
環
境
温
度
 

6
6
 

―
 

1
8
8
 

4
7
9
 

2
0
5
 

注
記
＊
：
ボ
ロ
ン
添
加
ス
テ
ン
レ
ス
鋼
板
の
Ｓ

ｙ
，
Ｓ
ｕ
の
値
は
，
S
U
S
3
04

の
規
格
値
を
上
回
っ
て
い
る
が
，
安
全
側
の
評
価
と
す
る
た
め
，
S
U
S3
0
4
の
値
 

を
使
用
す
る
。
 

表
4
－
5
 
使
用
材
料
の
許
容
応
力
評
価
条
件
（
重
大
事
故
等
対
処
設
備
）
 

評
価
部
材
 

材
料
 

温
度
条
件
 

(
℃
) 

Ｓ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｕ

 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ
(
Ｒ
Ｔ
) 

(
M
P
a
) 

板
 

ボ
ロ
ン
添
加
ス

テ
 

ン
レ
ス
鋼
板

周
囲
環
境
温
度
 

1
0
0
 

―
 

 
 
1
7
1
 
＊
 

 
 
4
4
1
 
＊
 

2
0
5
 
＊
 

シ
ー
ト

プ
レ
ー
ト

ラ
ッ

ク
ベ
ー
ス

S
U
S
3
0
4
L 

周
囲
環
境
温
度
 

1
0
0
 

―
 

1
4
5
 

4
0
8
 

1
7
5
 

ラ
ッ
ク
取
付
ボ
ル
ト

基
礎

ボ
ル
ト

S
U
S
3
0
4 

周
囲
環
境
温
度
 

1
0
0
 

―
 

1
7
1
 

4
4
1
 

2
0
5
 

注
記
＊
：
ボ
ロ
ン
添
加
ス
テ
ン
レ
ス
鋼
板
の
Ｓ

ｙ
，
Ｓ
ｕ
の
値
は
，
S
U
S
3
04

の
規
格
値
を
上
回
っ
て
い
る
が
，
安
全
側
の
評
価
と
す
る
た
め
，
S
U
S3
0
4
の
値
 

を
使
用
す
る
。
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4.3 解析モデル及び諸元 

ラックの解析モデルを図4－3に，解析モデルの概要を以下に示す。また，機器の諸元を本計

算書の【使用済燃料貯蔵ラックの耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

(1) ラックはシェル要素を用いた有限要素モデルとする。

(2) ラックはラックベース底部でラック取付ボルトを介し共通ベースに固定されている。共通

ベースは剛構造であるため，ラックは独立した系として計算する。なお，ラック取付ボルト

部は剛体として評価する。 

(3) ラックの質量には使用済燃料の質量，ラック自身の質量，ラックに含まれる水の質量及び

付加質量を考慮し，これら使用済燃料，ラックに含まれる水の質量及び付加質量は板全長に

わたって等分布に与える。 

(4) 本ラックに使用するボロン添加ステンレス鋼板のボロン添加量は であり， 

ボロン添加ステンレス鋼板の縦弾性係数はボロン添加量の増加に従って漸増する傾向にある

ため，縦弾性係数は固有周期が大きくなる側となるボロン添加量の下限の値を用いるものと

する。 

(5) 固有値，荷重及び部材の応力は，解析コード「ＳＡＰ－Ⅳ」を用いて求める。

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機

プログラム（解析コード）の概要」に示す。 



16 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-4
-
2
-
2
 
R
0 

図 4－3 解析モデル（143 体ラック） 
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 4.4 固有周期 

固有値解析の結果を表4－6に示す。固有周期は，0.05秒以下であり，剛構造であることを 

確認した。 

表4－6 固有値解析結果 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

1次 水平 
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4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－7及び表 4－8に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は， 

Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

表 4－7 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向設計震度 鉛直方向 

設計震度 NS方向 EW方向 

原子炉建物 

EL 30.83 

（EL 30.5＊1） 
0.05以下 ＣＨ＝0.99＊2 ＣＶ＝0.93＊2 ＣＨ＝1.73＊3 ＣＨ＝2.32＊3 ＣＶ＝1.73＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくは 

これを上回る設計震度  

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

表 4－8 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向設計震度 鉛直方向 

設計震度 NS方向 EW方向 

原子炉建物 

EL 30.83 

（EL 30.5＊1） 
0.05以下 ― ― ＣＨ＝1.73＊2 ＣＨ＝2.32＊2 ＣＶ＝1.73＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
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4.6 計算方法 

4.6.1 部材の応力 

部材についての応力計算は，図 4－3の解析モデルにて，板，シートプレート，ラックベ

ースからなる系全体での応力計算を解析コード「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用して行い，引張応力，

せん断応力を求め，本項に示す計算方法に従って組合せ応力を計算する。 

解析コード内では，各部材の局所座標系及びせん断応力τｘｙ，引張応力σｘ，σｙの働

く向きを図 4－4に示すように設定している。 

各シェル部材の組合せ応力σｆａは，上述で計算したせん断応力τｘｙ，引張応力σｘ， 

σｙを用いて（4.6.1）式より求める。 

σｆａ＝�σｘ
2＋σｙ

2－σｘ・σｙ＋3・τｘｙ
2 ··················· (4.6.1) 

Ｙ

Ｘ 
σｙ 

τｘｙ

σｘ 

τｘｙ

σｙ 

τｘｙ

τｘｙ

σｘ 

図 4－4 部材の応力計算モデル 
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4.6.2 ボルトの応力 

     4.6.2.1 ラック取付ボルト 

図4－3の解析モデルにて，ラックの系全体での荷重を計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」

を使用して算出し，求められた地震時のラックに作用する転倒モーメントＭａｉ及び

ラックベース底部に作用するせん断力Ｆａｉが，ラックに図4－5のように負荷される

ものとしてラック取付ボルトの応力を求める。 

ラック取付ボルトの荷重状態を図 4－5に示す。

図 4－5 ラック取付ボルトの荷重状態 

（ＮＳ方向）

f1N f2N
f3N f4N

f5N f6N
f7N f8Nf9N

f10N

10N

9N

8N

7N
6N

5N
4N

3N
2N

ＦaN

ｍa･g

gN

支点

ⅯaN

1N

（ＥＷ方向）

f1E f2E
f3E f4E

f5E

f10E

f6E
f7E

f8E f9E

支点

ⅯaE

gE

ｍa･g

ＦaE

10E
9E

8E

7E
6E

5E
4E

3E
2E

1E
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ラックの全質量は，（4.6.2）式より使用済燃料の質量，ラック自身の質量及びラック

に含まれる水の質量の合計から排除水質量を減じて求める。 

ｍａ＝ｍＦ＋ｍＲ＋ｍＷ－ｍａｔｈ  ·····························   （4.6.2） 

ここで，ｍａｔｈは排除水質量（水中に設置される機器が排除する水の質量）を示す。 

(1) 引張応力

図 4－5 において支点回りのモーメントの平衡によりラック取付ボルト 1 本当たり

の引張力ｆ１ｉ～ｆｊｉを求める。 

ｆ１ｉ＞ｆ２ｉ＞・・・・＞ｆｊｉの関係にあるのでｆ１ｉのみを（4.6.3）式より求め

る。 

 ·····································   （4.6.3）

したがって，引張力ｆ１ｉによりラック取付ボルトに生じる引張応力σｂは，（4.6.4）

式より求める。 

··············································  （4.6.4）

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂは，（4.6.5）式より求める。 

···········································  （4.6.5）

 ただし，ｆ１ｉの値が負となった場合は，引張力が生じないので以後の引張応力の計

算は省略する。 

(2) せん断応力

せん断力Ｆａｉによりラック取付ボルトに生じるせん断応力τｂは，（4.6.6）式より求

める｡

                  ··········································  （4.6.6）

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂは，（4.6.5）式による。 

Ｆａｉ 
ｎ・Ａｂ

τｂ＝ 

π 

4 
Ａｂ＝ ・ｄ２ 

Ａｂ 

ｆ１ｉ 
σｂ＝ 

ｎ１ｉ・１ｉ
２＋ｎ２ｉ・２ｉ

２＋・・・・・・＋ｎｊｉ・ｊｉ
２ 

１ｉ・{ Ｍａｉ
２＋(ＣＶ・ｍａ・g・ｇｉ)２ －ｍａ・g・ｇｉ｝ 

ｆ１ｉ＝ 
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 4.6.2.2 基礎ボルト 

共通ベースの種類としては 132 体ラック 2台設置用が 1 台，110 体ラック 2台設置

用が 1台，110 体ラック 1台と 120体ラック 1台と 132体ラック 1台設置用が 1台，

100 体ラック 1 台と 110 体ラック 1 台設置用が 3 台，110 体ラック 1 台と 120体ラッ

ク 2 台設置用が 3 台，130体ラック 1 台と 143 体ラック 1 台設置用が 1 台，143 体ラ

ック 1 台と 144 体ラック 2 台設置用が 1 台及び 144 体ラック 2 台設置用が 1 台あり，

この中で質量条件が大きく，応力が最も大きくなる 143体ラック 1台と 144体ラック

2台設置用について以下に示す。 

本ケースのラック及び共通ベースに作用する水平方向の力は合計 48 本の共通ベー

ス基礎ボルトで固定される。地震時に発生するラック据付時の全体の転倒モーメント

Ｍｔｉ及び共通ベース底部に作用するせん断力Ｆｂｉが，ラック及び共通ベースからな

る系全体において図 4－6のように負荷されるものとして基礎ボルトの応力を求める。 

基礎ボルトの荷重状態を図 4－6に示す。 

図 4－6 基礎ボルトの荷重状態 
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ラック据付時の共通ベースの全質量は，（4.6.7）式より共通ベースの質量及び使用済

燃料貯蔵時のラックの質量から排除水質量を減じた質量で求める。 

  ｍｔ＝ｍｂ＋ｍｃ＋2・ｍｄ   ·································   （4.6.7） 

ここで， 

ｍｂ＝ｍｂｔ－ｍｂｔｈ 

ｍｃ＝ｍｃｔ－ｍｃｔｈ 

ｍｄ＝ｍｄｔ－ｍｄｔｈ

ｍｂｔｈ，ｍｃｔｈ，ｍｄｔｈは排除水質量（水中に設置される機器が排除する水の質量）

を示す。 

(1) 引張応力

図 4－6 において支点回りのモーメントの平衡により基礎ボルト 1 本当たりの引張

力ｆ１ｉ～ｆｊｉを求める。 

ｆ１ｉ＞ｆ２ｉ＞・・・・＞ｆｊｉの関係にあるのでｆ１ｉのみを（4.6.8）式より求め

る。 

 ·····································   （4.6.8）

ここで， 

Ｍｔｉ＝Ｍｂｉ＋Ｍｃｉ＋2・Ｍｄｉ＋Ｍｅｉ＋2・Ｍｆｉ 

Ｍｂｉ＝ＣＨ・ｍｂ・g・ｈ／2 

Ｍｅｉ＝Ｆｃｉ・ｈ 

Ｍｆｉ＝Ｆｄｉ・ｈ 

したがって，引 張力ｆ１ｉにより基礎ボルトに生じる引張応力σｂは，（4.6.9）式より 

求める。 

··············································  （4.6.9）

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂは，（4.6.5）式による。 

ただし，ｆ１ｉの値が負となった場合は，引張力が生じないので以後の引張応力の計

算は省略する。 

(2) せん断応力

せん断力Ｆｂｉにより基礎ボルトに生じるせん断応力τｂは，（4.6.10）式より求める｡

                  ·········································· （4.6.10）

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂは，（4.6.5）式による。 

Ｆｂｉ 
ｎ・Ａｂ

τｂ＝ 

Ａｂ 

ｆ１ｉ 
σｂ＝ 

ｎ１ｉ・１ｉ
２＋ｎ２ｉ・２ｉ

２＋・・・・・・＋ｎｊｉ・ｊｉ
２ 

１ｉ・{ Ｍｔｉ
２＋(ＣＶ・ｍｔ・g・ｇｉ)２ －ｍｔ・g・ｇｉ｝ 

ｆ１ｉ＝ 
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4.7 計算条件 

応力計算に用いる自重及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【使用済燃料貯蔵ラックの

耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

4.8 応力の評価 

4.8.1 部材の応力評価 

4.6.1 項で求めた各部材の引張応力σｘ，σｙ及び組合せ応力σｆａが，許容引張応力 ƒｔ

以下であること。 

また，4.6.1項で求めた各部材のせん断応力τｘｙが，許容せん断応力 ƒｓ以下であること。 

ただし，ƒｔ及び ƒｓは下表による。

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔ

1.5
1.5

･
Ｆ  1.5

1.5
･

Ｆ
 

許容せん断応力 

ƒｓ

1.5
31.5

･
･

Ｆ
1.5

31.5
･

･

Ｆ
 

注：ボロン添加ステンレス鋼板の引張強さと降伏点（0.2％耐力）の値は，SUS304

の規格値を上回っているが，安全側の評価とするため，Ｆ，Ｆ 値は SUS304

の値を使用する。 

4.8.2 ボルトの応力評価 

4.6.2項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓ以下であるこ

と。ただし，ƒｔｏは下表による。

ƒｔｓ＝Min[1.4 ･ƒｔｏ－1.6 ･τｂ，ƒｔｏ]    ·······························  （4.8.1）

また，4.6.2項で求めたボルトのせん断応力τｂが，せん断力のみを受けるボルトの許容

せん断応力 ƒｓｂ以下であること。ただし，ƒｓｂは下表による。

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ

1.5
2

･
Ｆ

1.5
2

･
Ｆ

許容せん断応力 

ƒｓｂ

1.5
31.5

･
･

Ｆ
1.5

31.5
･

･

Ｆ
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

ラックの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足し

ており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

ラックの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。



2
6 

S2 -2-4-2-2 R0 

1.

1.1 

(m) 

(s) 

( ) ( ) 

NS  EW

143
EL 30.83 

EL 30.5 1

0.05 0.99 2 0.93 2 1.73 3 2.32 3 1.73 3  66 

1

2

3

1.2 

1.2.1 

(mm) (MPa) 

  0.3 

 SUS304L 191000 0.3 

 SUS304L 191000 0.3 

1.2.2 

(MPa) (MPa) 
( )

(MPa) (MPa) (MPa) 

 188   479   205  205 246 

 SUS304L 160 443 175 175 210 

 SUS304L 160 443 175 175 210 

SUS304

SUS304

*
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7 

S2 -2-4-2-2 R0 

1.2.3 

(kg) (kg) (kg) (kg) (kg) 

N

(mm) 

N

(mm) 

N 

(mm) 

N

(mm) 

N

(mm) 

N

(mm) 

N 

(mm) 

N

(mm) 

N

(mm) 

N

(mm) 

E 

(mm) 

E 

(mm) 

E

(mm)

E

(mm)

E

(mm)

143 1962 1806 1650 1494 1338 1182 870 558 246 90 1650 1494 1338 1182 1026 

(MPa) (MPa) 

( )

(MPa) (MPa) (MPa) 

SUS304 188 479 205 205 246 

(66 )

E

(mm) 

E 

(mm) 

E

(mm) 

E

(mm) 

E

(mm) 

gN

(mm)

gE

(mm) (mm) (mm2) 
N N N N N N N N N N

870 714 558 246 90 1026 870 
36 

(M36) 
1.018×103 47 6 2 2 6 1 6 6 7 4 7 

E E E E E E E E E E

6 2 2 6 7 1 7 2 8 6 

N

(N) 

E 

(N) 

N 

(N mm) 

E 

(N mm) 

4.988×105 4.988×105 1.132×109 1.135×109

8.717×105 1.169×106 1.978×109 2.660×109

f1N f2N
f3N f4N

f5N f6N
f7N f8Nf9N

f10N

10N

9N

8N

7N

6N

5N

4N

3N

2N

aN

a

gN

aN

1N

f1E f2E
f3E f4E

f5E

f10E

f6E
f7E

f8E f9E

aE

gE

a

aE

10E

9E

8E

7E

6E

5E

4E

3E

2E

1E

*
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S2 -2-4-2-2 R0 

1.2.4 

(kg) (kg) (kg) (kg) (kg) (kg) (kg) (kg) (kg) (kg) (mm) 

N

(mm) 

N

(mm) 

N 

(mm) 

N

(mm) 

E 

(mm) 

E 

(mm) 

E

(mm) 

E

(mm) 

E 

(mm) 

E 

(mm) 

E

(mm) 

E

(mm) 

E 

(mm)

 195 1538 1334 314 110 5218.25 5049.75 3870.25 3701.75 3429.25 3260.75 2081.25 1912.75 1640.25

E 

(mm) 

E

(mm) 

E

(mm) 

gN

(mm) 

gE

(mm) (mm) (mm2) 
N N N N E E E E E E E E E E E E

1471.75 292.25 123.75 830.75 2705.25
39 

(M39) 
1.195×103 48 12 12 12 12 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 

(MPa) (MPa) 

( )

(MPa) (MPa) (MPa) 

SUS304 188 479 205 205 246 

(66 )

(N) (N) (N) (N) (N) (N) 

1.553×106 1.553×106 4.988×105 4.988×105 5.024×105 5.024×105

2.713×106 3.639×106 8.717×105 1.169×106 8.779×105 1.177×106

(N mm) (N mm) (N mm) (N mm) (N mm) (N mm) 

4.798×106 4.798×106 1.132×109 1.135×109 1.140×109 1.142×109

8.385×106 1.124×107 1.978×109 2.660×109 1.991×109 2.675×109

*
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1.3 計算数値 

1.3.1 部材に生じる応力 

(1) 板  （単位：MPa） 

ラック 材料 
応力の 

種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

143体ラック 

ボロン添加 

ステンレス

鋼板

引張り σｘ 13 5 28 11 

引張り σｙ 3 23 6 55 

せん断τｘｙ 24 33 50 72 

組合せσｆａ 42 61 89 134 

(2) シートプレート及びラックベース  （単位：MPa） 

ラック 材料 
応力の 

種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

143体ラック SUS304L 

引張り σｘ 6 8 11 17 

引張り σｙ 26 31 55 72 

せん断τｘｙ 3 5 6 11 

組合せσｆａ 25 29 51 68 

1.3.2 ラック取付ボルトに生じる応力  （単位：MPa）

ラック取付

ボルト
材料 

応力の 

種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

143体ラック SUS304 
引張り σｂ 21 28 49 83 

せん断 τｂ 11 11 19 25 

1.3.3 基礎ボルトに生じる応力  （単位：MPa）

基礎ボルト 材料 
応力の 

種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

共通ベース SUS304 
引張り σｂ 66 11 141 67 

せん断 τｂ 27 27 48 64 
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1.4 結論 

1.4.1  固有周期  （単位：s） 

ラック 方向 固有周期 

143 体ラック 
水平方向 

鉛直方向 0.05以下 

1.4.2 応力 

(1) 部材に生じる応力

a. 板 （単位：MPa） 

ラック 材料 
応力の 

種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

143体ラック 

ボロン添加 

ステンレス

鋼板

引張り σｘ ＝ 5 ƒｔ＝205 σｘ ＝ 11 ƒｔ＝246

引張り σｙ ＝23 ƒｔ＝205 σｙ ＝ 55 ƒｔ＝246

せん断 τｘｙ＝33 ƒｓ＝118 τｘｙ＝ 72 ƒｓ＝142

組合せ σｆａ＝61 ƒｔ＝205 σｆａ＝134 ƒｔ＝246

 すべて許容応力以下である。 

b. シートプレート及びラックベース （単位：MPa） 

ラック 材料 
応力の 

種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

143体ラック SUS304L 

引張り σｘ ＝ 8 ƒｔ＝175 σｘ ＝17 ƒｔ＝210

引張り σｙ ＝31 ƒｔ＝175 σｙ ＝72 ƒｔ＝210

せん断 τｘｙ＝ 5 ƒｓ＝101 τｘｙ＝11 ƒｓ＝121

組合せ σｆａ＝29 ƒｔ＝175 σｆａ＝68 ƒｔ＝210

 すべて許容応力以下である。 

(2) ラック取付ボルトに生じる応力   （単位：MPa）

ラック取付

ボルト
材料 

応力の 

種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

143体ラック SUS304 
引張り σｂ＝28 ƒｔｓ＝153

＊
σｂ＝83 ƒｔｓ＝184

＊

せん断 τｂ＝11 ƒｓｂ＝118 τｂ＝25 ƒｓｂ＝142

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4 ･ƒｔｏ－1.6 ･τｂ ，ƒｔｏ]
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(3) 基礎ボルトに生じる応力  （単位：MPa）

基礎ボルト 材料 
応力の 

種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

共通ベース SUS304 
引張り σｂ＝66 ƒｔｓ＝153

＊
σｂ＝141 ƒｔｓ＝180

＊

せん断 τｂ＝27 ƒｓｂ＝118 τｂ＝ 48 ƒｓｂ＝142

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4 ･ƒｔｏ－1.6 ･τｂ ，ƒｔｏ]



3
2 

S2 -2-4-2-2 R0 

2.

2.1 

(m) 

(s) 

( ) ( ) 

NS  EW

143
EL 30.83 

EL 30.5 1

0.05 1.73 2 2.32 2 1.73 2  100 

1

2

2.2 

2.2.1 

(mm) (MPa) 

0.3 

 SUS304L 191000 0.3 

 SUS304L 191000 0.3 

2.2.2 

(MPa) (MPa) 
( )

(MPa) (MPa) (MPa) 

 171   441   205  230 

 SUS304L 145 408 175  195 

 SUS304L 145 408 175  195 

SUS304

SUS304

*
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S2 -2-4-2-2 R0 

2.2.3 

(kg) (kg) (kg) (kg) (kg) 

N

(mm) 

N

(mm) 

N 

(mm) 

N

(mm) 

N

(mm) 

N

(mm) 

N 

(mm) 

N

(mm) 

N

(mm) 

N

(mm) 

E 

(mm) 

E 

(mm) 

E

(mm)

E

(mm)

E

(mm)

143 1962 1806 1650 1494 1338 1182 870 558 246 90 1650 1494 1338 1182 1026 

(MPa) (MPa) 

( )

(MPa) (MPa) (MPa) 

SUS304 171 441 205  230 

(100 )

E

(mm) 

E 

(mm) 

E

(mm) 

E

(mm) 

E

(mm) 

gN

(mm)

gE

(mm) (mm) (mm2) 
N N N N N N N N N N

870 714 558 246 90 1026 870 
36 

(M36) 
1.018×103 47 6 2 2 6 1 6 6 7 4 7 

E E E E E E E E E E

6 2 2 6 7 1 7 2 8 6 

N

(N) 

E 

(N) 

N 

(N mm) 

E 

(N mm) 

8.717×105 1.169×106 1.978×109 2.660×109

f1N f2N
f3N f4N

f5N f6N
f7N f8Nf9N

f10N

10N

9N

8N

7N

6N

5N

4N

3N

2N

aN

a

gN

aN

1N

f1E f2E
f3E f4E

f5E

f10E

f6E
f7E

f8E f9E

aE

gE

a

aE

10E

9E

8E

7E

6E

5E

4E

3E

2E

1E

*
 



3
4 

S2 -2-4-2-2 R0 

2.2.4 

(kg) (kg) (kg) (kg) (kg) (kg) (kg) (kg) (kg) (kg) (mm) 

N

(mm) 

N

(mm) 

N 

(mm) 

N

(mm) 

E 

(mm) 

E 

(mm) 

E

(mm) 

E

(mm) 

E 

(mm) 

E 

(mm) 

E

(mm) 

E

(mm) 

E 

(mm)

195 1538 1334 314 110 5218.25 5049.75 3870.25 3701.75 3429.25 3260.75 2081.25 1912.75 1640.25

E 

(mm) 

E

(mm) 

E

(mm) 

gN

(mm) 

gE

(mm) (mm) (mm2) 
N N N N E E E E E E E E E E E E

1471.75 292.25 123.75 830.75 2705.25
39 

(M39) 
1.195×103 48 12 12 12 12 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 

(MPa) (MPa) 

( )

(MPa) (MPa) (MPa) 

SUS304 171 441 205  230 

(100 )

(N) (N) (N) (N) (N) (N) 

2.713×106 3.639×106 8.717×105 1.169×106 8.779×105 1.177×106

(N mm) (N mm) (N mm) (N mm) (N mm) (N mm) 

8.385×106 1.124×107 1.978×109 2.660×109 1.991×109 2.675×109

*
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2.3 計算数値 

2.3.1 部材に生じる応力 

(1) 板  （単位：MPa） 

ラック 材料 
応力の 

種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

143体ラック 

ボロン添加 

ステンレス

鋼板

引張り σｘ ― ― 28 11 

引張り σｙ ― ― 6 55 

せん断τｘｙ ― ― 50 72 

組合せσｆａ ― ― 89 134 

(2) シートプレート及びラックベース  （単位：MPa） 

ラック 材料 
応力の 

種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

143体ラック SUS304L 

引張り σｘ ― ― 11 17 

引張り σｙ ― ― 55 72 

せん断τｘｙ ― ― 6 11 

組合せσｆａ ― ― 51 68 

2.3.2 ラック取付ボルトに生じる応力 （単位：MPa）

ラック取付

ボルト
材料 

応力の 

種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

143体ラック SUS304 
引張り σｂ ― ― 49 83 

せん断 τｂ ― ― 19 25 

2.3.3 基礎ボルトに生じる応力 （単位：MPa）

基礎ボルト 材料 
応力の 

種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

共通ベース SUS304 
引張り σｂ ― ― 141 67 

せん断 τｂ ― ― 48 64 
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2.4 結論 

2.4.1  固有周期  （単位：s） 

ラック 方向 固有周期 

143 体ラック 
水平方向 

鉛直方向 0.05以下 

2.4.2 応力 

(1) 部材に生じる応力

a. 板 （単位：MPa） 

ラック 材料 
応力の 

種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

143体ラック 

ボロン添加 

ステンレス

鋼板

引張り ― ― σｘ ＝ 11 ƒｔ＝230

引張り ― ― σｙ ＝ 55 ƒｔ＝230

せん断 ― ― τｘｙ＝ 72 ƒｓ＝132

組合せ ― ― σｆａ＝134 ƒｔ＝230

 すべて許容応力以下である。 

b. シートプレート及びラックベース （単位：MPa） 

ラック 材料 
応力の 

種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

143体ラック SUS304L 

引張り ― ― σｘ ＝17 ƒｔ＝195

引張り ― ― σｙ ＝72 ƒｔ＝195

せん断 ― ― τｘｙ＝11 ƒｓ＝112

組合せ ― ― σｆａ＝68 ƒｔ＝195

 すべて許容応力以下である。 

(2) ラック取付ボルトに生じる応力   （単位：MPa）

ラック取付

ボルト
材料 

応力の 

種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

143体ラック SUS304 
引張り ― ― σｂ＝83 ƒｔｓ＝172

＊

せん断 ― ― τｂ＝25 ƒｓｂ＝132

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4 ･ƒｔｏ－1.6 ･τｂ ，ƒｔｏ]
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(3) 基礎ボルトに生じる応力   （単位：MPa）

基礎ボルト 材料 
応力の 

種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

共通ベース SUS304 
引張り ― ― σｂ＝141 ƒｔｓ＝164

＊

せん断 ― ― τｂ＝ 48 ƒｓｂ＝132

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4 ･ƒｔｏ－1.6 ･τｂ ，ƒｔｏ]
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別添 解析モデルの寸法 

付図 1 解析モデルの寸法（143 体ラック） 
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Ⅵ-2-4-3-1 燃料プール冷却系の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-4-3-1-1 燃料プール冷却系熱交換器の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

燃料プール冷却系熱交換器が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明する

ものである。 

燃料プール冷却系熱交換器は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備

に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

 燃料プール冷却系熱交換器の構造計画を表 2－1に示す。 

 



 

 

S2 補 Ⅵ-2-4-3-1-1 R0 

2 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

胴を２個の脚で支持し，

脚をそれぞれ基礎ボルト

で基礎に据え付ける。 

水室側に鏡板，胴側に

平板を有する横置一胴

円筒形容器 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

5154 

φ
65
0 

胴板 

脚 

基礎ボルト 

鏡板 

基礎 

平板 
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2.2 評価方針 

燃料プール冷却系熱交換器の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷

重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す燃料プール冷却系熱

交換器の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」にて算出

した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強

度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

燃料プール冷却系熱交換器の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 燃料プール冷却系熱交換器の耐震評価フロー 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明  

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

Ａｓ 第1脚の断面積 mm2 

Ａｓ１ 第1脚の長手方向に対する有効せん断断面積 mm2 

Ａｓ２ 第1脚の横方向に対する有効せん断断面積 mm2 

Ａｓ３ 第1脚の長手方向に対するせん断断面積 mm2 

Ａｓ４ 第1脚の横方向に対するせん断断面積 mm2 

ａ 第1脚底板の長手方向幅 mm 

ｂ 第1脚底板の横方向幅 mm 

Ｃ１ 第1脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の横方向） mm 

Ｃ２ 第1脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の長手方

向） 
mm 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm 

ｄ１ 第1脚底板端面から基礎ボルト中心までの長手方向の距離 mm 

ｄ２ 第1脚底板端面から基礎ボルト（外側）中心までの横方向の距離 mm 

Ｅｓ 脚の縦弾性係数 MPa 

ｅ 第1脚中心から偏心荷重作用点までの距離 mm 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｂ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔ 脚の許容引張応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

Ｇｓ 脚のせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｈ 水頭 mm 

ｈ１ 基礎から第1脚の胴付け根部までの高さ mm 

ｈ２ 基礎から胴の中心までの高さ mm 

Ｉｓｘ 第1脚の長手方向軸に対する断面二次モーメント mm4 

Ｉｓｙ 第1脚の横方向軸に対する断面二次モーメント mm4 

ｊ１ 荷重分布で分割する荷重の数 ― 

ｊ２ 
第1脚より第2脚と反対の方向に作用する荷重の数（第1脚上の荷

重は含まない。） 
― 

ｊ３ 
第2脚より第1脚と反対の方向に作用する荷重の数（第2脚上の荷

重は含まない。） 
― 

＊  
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記号 記号の説明 単位 

Ｋｃ 第1脚のばね定数（胴の横方向に水平力が作用する場合） N/m 

Ｋℓ 第1脚のばね定数（胴の長手方向に水平力が作用する場合） N/m 

Ｋｖ 第1脚のばね定数（胴に鉛直力が作用する場合） N/m 

0 脚中心間距離 mm 

ｉ 第1脚より各荷重までの距離（ここで第2脚側の距離は正，その反

対側は負とする。）（ｉ＝1，2，3･･･ｊ１） 
mm 

Ｍ 第1脚底板に作用するモーメント N･mm 

Ｍ１ 第1脚付け根部における胴の運転時質量によるモーメント N･mm 

Ｍ２ 第2脚付け根部における胴の運転時質量によるモーメント N･mm 

Ｍｃ 横方向地震により胴の第1脚付け根部に作用するモーメント N･mm 

Ｍｃ１ 横方向地震により第1脚底面に作用するモーメント N･mm 

Ｍ 長手方向地震により胴の第1脚付け根部に作用するモーメント N･mm 

Ｍ１ 長手方向地震により第1脚底面に作用するモーメント N･mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｉ 容器各部の質量（ｉ＝1，2，3･･･ｊ１） kg 

ｍｓ１ 第1脚の質量 kg 

ｍｓ２ 第2脚の質量 kg 

ｎ 脚1個当たりの基礎ボルトの本数 ― 

ｎ１ 長手方向及び鉛直方向地震時に引張りを受ける基礎ボルトの本

数 
― 

ｎ２ 横方向及び鉛直方向地震時に引張りを受ける基礎ボルトの本数 ― 

Ｐ 運転時質量により胴の第1脚付け根部に作用する反力 N 

Ｐｅ 鉛直方向地震により胴の第1脚付け根部に作用する反力 N 

Ｐ 長手方向地震により胴の第1脚付け根部に作用する鉛直荷重 N 

Ｐｒ 最高使用圧力 MPa 

Ｐｓ 

Ｐｓ１ 

長手方向及び鉛直方向地震により第1脚底部に作用する鉛直荷重 

横方向及び鉛直方向地震により第1脚底部に作用する鉛直荷重 

N 

N 

Ｒ１ 第1脚の受ける荷重 N 

Ｒ２ 第2脚の受ける荷重 N 

ｒｍ 第1脚付け根部における胴の平均半径 mm 

ｒｏ 第1脚付け根部における胴の外半径 mm 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 
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記号 記号の説明 単位 

ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 ― 

Ｔ１ 長手方向固有周期 ｓ 

Ｔ２ 横方向固有周期 ｓ 

Ｔ３ 鉛直方向固有周期 ｓ 

ｔ 第1脚側胴板の厚さ mm 

ｔｅ 第1脚付け根部における胴の有効板厚 mm 

Ｘｎ 基礎が圧縮力を受ける幅 mm 

Ｚ 引用文献(1)による胴の断面係数 mm3 

Ｚｓｘ 第1脚の長手方向軸に対する断面係数 mm3 

Ｚｓｙ 第1脚の横方向軸に対する断面係数 mm3 

θ 引用文献(1)による胴の有効範囲角の2分の1 rad 

θ０ 胴の第1脚端部より鉛直軸までの角度 rad 

π 円周率 ― 

σ０ 胴の組合せ一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０ｃ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次一般膜応

力 
MPa 

σ０ｃｘ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次一般 

膜応力の和 
MPa 

σ０ｃφ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次一般

膜応力の和 
MPa 

σ０ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次一

般膜応力 
MPa 

σ０ｘ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次一

般膜応力の和 
MPa 

σ０φ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次一

般膜応力の和 
MPa 

σ１ 胴の組合せ一次応力の最大値 MPa 

σ１ｃ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次応力 MPa 

σ１ｃｘ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次応力

の和 
MPa 

σ１ｃφ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次応力

の和 
MPa 

σ１ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次応

力 
MPa 

σ１ｘ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次応力の

和 
MPa 

σ１φ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次応力の

和 
MPa 

σ２ 地震動のみによる胴の組合せ一次応力と二次応力の和の変動値

の最大値 
MPa 

σ２ｃ 横方向及び鉛直方向地震のみによる胴の組合せ一次応力と二次

応力の和 
MPa 
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記号 記号の説明 単位 

σ２ｃｘ 横方向及び鉛直方向地震のみによる胴の軸方向一次応力と二次応

力の和 

MPa 

σ２ｃφ 横方向及び鉛直方向地震のみによる胴の周方向一次応力と二次

応力の和 
MPa 

σ２ 長手方向及び鉛直方向地震のみによる胴の組合せ一次応力と二

次応力の和 

MPa 

σ２ｘ 長手方向及び鉛直方向地震のみによる胴の軸方向一次応力と二

次応力の和 

MPa 

σ２φ 長手方向及び鉛直方向地震のみによる胴の周方向一次応力と二

次応力の和 

MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σｂ１ 長手方向及び鉛直方向地震により基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｂ２ 横方向及び鉛直方向地震により基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｓ 第1脚の組合せ応力の最大値 MPa 

σｓｃ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の第1脚の組合せ応力 MPa 

σｓ 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合の第1脚の組合せ応力 MPa 

σｓ１ 運転時質量により第1脚に生じる圧縮応力 MPa 

σｓ２ 長手方向地震により第1脚に生じる曲げ及び圧縮応力の和 MPa 

σｓ３ 横方向地震により第1脚に生じる曲げ応力 MPa 

σｓ４ 鉛直方向地震により第1脚に生じる圧縮応力 MPa 

σｘ１ 内圧又は静水頭により胴に生じる軸方向一次応力 MPa 

σｘ２ 運転時質量による長手方向曲げモーメントにより胴の第1脚付け

根部に生じる軸方向一次応力 

MPa 

σｘ３ 運転時質量により胴の第1脚付け根部に生じる軸方向一次応力 MPa 

σｘ４１，σｘ４２ 長手方向地震により胴の第1脚付け根部に生じる軸方向一次応力

の和及び二次応力の和 

MPa 

σｘ４１１，σｘ４２１ 長手方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付け根部に

生じる軸方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σｘ４１２，σｘ４２２ 長手方向地震による鉛直荷重により胴の第1脚付け根部に生じる

軸方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σｘ４１３ 長手方向地震による水平方向荷重により胴に生じる軸方向一次応力 MPa 

σｘ５１，σｘ５２ 横方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付け根部に生

じる軸方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σｘ６ 鉛直方向地震による長手方向曲げモーメントにより胴の第1脚付

け根部に生じる軸方向一次応力 

MPa 
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記号 記号の説明 単位 

σｘ７１，σｘ７２ 鉛直方向地震により胴の第1脚付け根部に生じる軸方向一次応力

及び二次応力 

MPa 

σφ１ 内圧又は静水頭により胴に生じる周方向一次応力 MPa 

σφ２ 静水頭に鉛直地震力が加わり胴に生じる周方向一次応力 MPa 

σφ３ 運転時質量により胴の第1脚付け根部に生じる周方向一次応力 MPa 

σφ４１，σφ４２ 長手方向地震により胴の第1脚付け根部に生じる周方向一次応力

の和及び二次応力の和 

MPa 

σφ４１１，σφ４２１ 長手方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付け根部に

生じる周方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σφ４１２，σφ４２２ 長手方向地震による鉛直荷重により胴の第1脚付け根部に生じる

周方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σφ５１，σφ５２ 横方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付け根部に生

じる周方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σφ７１，σφ７２ 鉛直方向地震により胴の第1脚付け根部に生じる周方向一次応力

及び二次応力 

MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τｂ１ 長手方向地震により基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｂ２ 横方向地震により基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｃ 横方向地震により胴の第1脚付け根部に生じるせん断応力 MPa 

τ 長手方向地震により胴の第1脚付け根部に生じるせん断応力 MPa 

τｓ２ 長手方向地震により第1脚に生じるせん断応力 MPa 

τｓ３ 横方向地震により第1脚に生じるせん断応力 MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

比重 ― 小数点以下第 3 位 四捨五入 小数点以下第 2 位 

質量 kg ― ― 整数位 

 下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

 胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

角度 rad 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

  ＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

  ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。

  

長

さ 
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3. 評価部位 

燃料プール冷却系熱交換器の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐

震評価上厳しくなる胴，脚及び基礎ボルトについて実施する。燃料プール冷却系熱交換器の耐震

評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

 

4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

燃料プール冷却系熱交換器の固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 計算モデル 

   モデル化に当たっては次の条件で行う。 

a. 容器及び内容物の質量は胴の中心軸に集中するものとする。 

b. 容器の胴は 2 個の脚で支持され，脚はそれぞれ基礎ボルトで基礎に固定されており，

固定端とする。 

c. 胴は剛体とし，脚をはりと考え，変形モードは脚の曲げ及びせん断変形を考慮する。 

d. 脚が長手方向に変形する場合，脚を基礎に取り付ける基礎ボルトが，脚の変形方向に 

直角な方向より見て脚 1個につき 1列の場合は下端を単純支持とする。 

その他の場合は，固定とする。 

e. 第 2 脚は長手方向にスライドできるものとし，その方向の力はすべて第 1 脚で受ける

ものとする。 

f. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

本容器の荷重状態及び胴に生じるモーメントを図 4－1～図 4－4に示す。 

 

 

図4－1 荷重状態 図4－2 脚の位置での曲げモーメント 
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図4－3 長手方向荷重による胴の第1脚付        図4－4 横方向荷重による 

け根部のモーメント及び鉛直荷重           胴の第1脚付け根 

部のモーメント 

 

本容器は，前記の条件より図 4－5，図 4－6及び図 4－7のような 1質点系振動モデルと

して考える。 

 

 

 

ｈ１ ｈ２ 

+ｍｓ１ 
Ｒ1 
g 

Ｋｃ 

第 1脚 

ｈ１ Ｋ 

下端固定 
の場合 

ｍ０ 

ｈ１ 

+ｍｓ１ 
Ｒ1 
g 

Ｋｖ 

 

図 4－5 長手方向の固有周期  図 4－6 横方向の固有周期  図 4－7 鉛直方向の固有周期 

計算モデル          計算モデル          計算モデル 

 

(2) 脚の受ける荷重 

脚の受ける荷重はモーメントの釣合いより求める。図4－1において第1脚回りのモーメン

トの釣合いは次式で求める。 


1

０２

j

1=i
ｉｉ ＝0・－Ｒ・・ｍ g   ··························································· （4.1.1） 

したがって，脚の受ける荷重は次式で求める。 


1

０２

j

1=i

ｉｉ ／・・ｍ＝Ｒ g   ································································ （4.1.2）
 


1

２１

j

1=i

ｉ －Ｒ・ｍ＝Ｒ g
 

 ····································································· （4.1.3） 
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(3) 長手方向の固有周期 

図4－5におけるばね定数は次式で求める。 

１

１
3 

１

ｓｓｓｙｓ ・ＡＧ

ｈ
＋

・Ｉ12・Ｅ

ｈ

1000
＝Ｋ

 
 ················································· （4.1.4）

 

固有周期は次式で求める。 

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
１ π

 
 ········································································· （4.1.5）

 

 

(4) 横方向の固有周期 

図4－6におけるばね定数は次式で求める。 

２

１１２１１２１２
 2 

１

ｓｓｓｘｓｓｘｓ

ｃ

・ＡＧ

ｈ
＋

・ＩＥ

／2)－ｈ・(ｈ)・ｈ－ｈ(ｈ
＋

・Ｉ6・Ｅ

)－ｈ・(3・ｈｈ

1000
＝Ｋ

 

  ············································ （4.1.6）
 

固有周期は次式で求める。 

ｃ

ｓ

Ｋ

＋ｍ
Ｒ

　・＝2・Ｔ

１
１

２ π
g

 
 ····························································· （4.1.7） 

ただし，脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換える。 

 

(5) 鉛直方向の固有周期 

図4－7におけるばね定数は次式で求める。 

ｓｓ

ｖ

・ＥＡ

ｈ

1000
＝Ｋ

１
  ············································································ （4.1.8）

 

固有周期は次式で求める。 

ｖ

ｓ

Ｋ

＋ｍ
Ｒ

＝2・π・Ｔ

１
１

３
g

   ······························································· （4.1.9）
 

ただし，脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換える。 

4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【燃料プール冷却系熱交換器の耐震性につ

いての計算結果】の機器要目に示す。 
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4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4－1に示す。計算の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛構造

であることを確認した。 

  表 4－1 固有周期 （単位：s） 

水平 

鉛直 
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

4.1(1)項a.～f.のほか，次の条件で計算する。概要図を図5－1に示す。 

(1) 地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。ここで，水平方向

地震力は胴の長手方向に作用する場合と胴の横方向に作用する場合を考慮する。 

(2) 第1脚と第2脚は同形状であり，受ける荷重の大きい方の脚についての評価を計算書に記載

する。 

図5－1 概要図 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

燃料プール冷却系熱交換器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事故等対処設

備の評価に用いるものを表 5－1に示す。 

5.2.2 許容応力 

燃料プール冷却系熱交換器の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 

5－2及び表 5－3のとおりとする。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

燃料プール冷却系熱交換器の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の

評価に用いるものを表 5－4に示す。
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の

取扱施設及び

貯蔵施設 

使用済燃料 

貯蔵槽冷却 

浄化設備 

燃料プール冷却系熱交換器 常設耐震／防止 
重大事故等

 ＊2

クラス２容器

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

＊2： 重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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S2 補 Ⅵ-2-4-3-1-1 R0 

表 5－2 許容応力（重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が

1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要 ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

注記＊1：座屈による評価は，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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S2 補 Ⅵ-2-4-3-1-1 R0 

表 5－3 許容応力（重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張り 引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・fｔ 1.5・fｔ 1.5・fｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊＊
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S2 補 Ⅵ-2-4-3-1-1 R0 

表 5－4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴 
SM41A *1

(厚さ≦16mm) 
最高使用温度 100 ― 221 373 ― 

脚 
SM41A *1

(16mm<厚さ≦40mm) 
最高使用温度 100 ― 212 373 ― 

基礎ボルト 
SS41*2

(16mm<径≦40mm) 
周囲環境温度 100 ― 212 373 ― 

注記 *1：SM400A 相当 

*2：SS400 相当
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－5に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基

づき設定する。 

表 5－5 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建物 

EL 34.8＊1 
― ― ＣＨ＝2.07＊2 ＣＶ＝2.39＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

応力計算における水平方向と鉛直方向の組合せについて，ＳＲＳＳ法を用いる。 

5.4.1.1 胴の計算方法 

(1) 曲げモーメント

図4－1に示すように胴を集中荷重を受けるはりとして考える。

図4－2において脚付け根部における曲げモーメントＭ１及びＭ２は次式で求める。


2j

1=i
ｉｉ１ ・・ｍ＝Ｍ g ·································· （5.4.1.1.1）


1

131

０２

j

+-j=ji
ｉ－ｉ  ・・ｍ＝Ｍ g  ··························· （5.4.1.1.2）

(2) 内圧による応力

2・ｔ

)(Ｐ
σ

＋1.2・ｔＤ・
＝

ｉｒ
１φ ····························· （5.4.1.1.3）

０＝２φσ ··············································· （5.4.1.1.4）

4・ｔ

)(Ｄ・Ｐ
σ

＋1.2・ｔ
＝

ｉｒ
１ｘ  ······························ （5.4.1.1.5）

(3) 運転時質量及び鉛直方向地震により生じる長手方向曲げモーメントによる応力

(1)で求めた曲げモーメントにより胴の第1脚付け根部に生じる応力は次のように求

める。 

引用文献(1)によれば，この曲げモーメントは胴の断面に対して一様に作用するも

のではなく，脚取付部において円周方向の曲げモーメントに置き換えられ，胴の局部

変形を生じさせようとする。 

長手方向の曲げモーメントによる胴の応力の影響範囲を脚上
6

θ0
の点とすると長手

方向曲げモーメントに対する胴の有効断面積は図5－2に2θで示される円殻である。 

したがって，運転時質量による応力は次式で求める。 

Ｚ

Ｍ
＝

１
２ｘσ ··································································· （5.4.1.1.6）

また，鉛直方向地震による応力は次式で求める。 

ｖｘ Ｃ・
Ｚ

Ｍ１
６σ   ····························································· （5.4.1.1.7）
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ここで， 

2

＋ｔＤ
＝ｒ

ｅｉ
ｍ ····························································· （5.4.1.1.8）









osθ(sinθ／θ)－c

θ／θθ－2・sinθ＋sinθ・cos
 ・・ｔＺ＝ｒ

2
 2

ｅｍ
 ············ （5.4.1.1.9）

であり，脚付け根部における胴の有効板厚ｔｅは胴板の厚さとする。 

図5－2 脚付け根部の有効範囲 

(4) 運転時質量及び鉛直方向地震による脚付け根部の応力

脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換える。

胴の脚付け根部には脚反力による周方向応力及び軸方向応力が生じる。胴の第1脚

付け根部に作用する反力は次式で求める。 

運転時質量による反力は， 

１Ｐ＝Ｒ ·············································· （5.4.1.1.10）

鉛直方向地震による反力は， 

１・Ｒ＝ＣＰ ｖe ········································ （5.4.1.1.11）

一次応力のうち，周方向応力σφ３及び軸方向応力σｘ３は「5.4.2 解析モデル及び

諸元」に示す解析モデルに反力Ｐを入力し，ＦＥＭ解析により求める。 

一次応力のうち，周方向応力σφ７１及び軸方向応力σｘ７１並びに二次応力のうち，

周方向応力σφ７２及び軸方向応力σｘ７２は「5.4.2 解析モデル及び諸元」に示す解析

モデルに反力Ｐｅを入力し，ＦＥＭ解析により求める。

(5) 長手方向地震による脚付け根部の応力

第2脚は長手方向に自由にスライドできるので第1脚は図4－3のように変形し，脚付

け根部に生じる曲げモーメント及び鉛直荷重は次式で求める。 

rm 
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１１０ ・ｈ)・－ｍ・(ｍ・Ｃ
2

1
＝Ｍ ｓＨ g  ···················· （5.4.1.1.12）

０

１ ２

１０

・ｈ 
2

1
 －ｈ

・)・－ｍ・(ｍ＝ＣＰ ｓＨ


 g  ·············· （5.4.1.1.13）

一次応力のうち，周方向応力σφ４１１及び軸方向応力σｘ４１１並びに二次応力のうち，

周方向応力σφ４２１及び軸方向応力σｘ４２１は「5.4.2 解析モデル及び諸元」に示す解

析モデルに曲げモーメントＭを入力し，ＦＥＭ解析により求める。 

一次応力のうち，周方向応力σφ４１２及び軸方向応力σｘ４１２並びに二次応力のうち，

周方向応力σφ４２２及び軸方向応力σｘ４２２は「5.4.2 解析モデル及び諸元」に示す解

析モデルに鉛直荷重Ｐを入力し，ＦＥＭ解析により求める。 

また，水平方向荷重により胴には，次式で求める引張応力が生じる。 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

)・－ｍ・(ｍＣ
＝

ｉ

ｓ
ｘ

π
σ

１０
１３４

Ｈ g
························ （5.4.1.1.14）

したがって，曲げモーメントＭ，鉛直荷重Ｐ及び水平方向荷重により生じる胴の

応力は次式で求める。 

一次応力 

４１２４１１４１ φφφ σσσ ＋＝ ····························· （5.4.1.1.15）

４１３４１２４１１４１ ｘｘｘｘ σσσσ ＋＋＝ ···················· （5.4.1.1.16）

二次応力 

４２２４２１４２ φφφ σσσ ＋＝ ····························· （5.4.1.1.17）

４２２４２１４２ ｘｘｘ σσσ ＋＝ ····························· （5.4.1.1.18）

また，長手方向地震が作用した場合，第1脚付け根部に生じるせん断応力は次式で求

める。 

・ｔ4・Ｃ

)・－ｍ・(ｍＣ
＝

２

１０ ｓＨ
τ

g
  ···························· （5.4.1.1.19） 

(6) 横方向地震による脚付け根部の応力

脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換える。

横方向地震が作用した場合，第1脚の付け根部に生じる曲げモーメントＭｃは次式で

求める。 

ｏｃ ・ｒ・Ｒ＝ＣＭ １Ｈ ·································· （5.4.1.1.20）

ｅ
ｉ

ｏ ＋ｔ
2

Ｄ
＝ｒ ······································· （5.4.1.1.21）

一次応力のうち，周方向応力σφ５１及び軸方向応力σｘ５１並びに二次応力のうち，

周方向応力σφ５２及び軸方向応力σｘ５２は「5.4.2 解析モデル及び諸元」に示す解析

モデルに曲げモーメントＭｃを入力し，ＦＥＭ解析により求める。

また，横方向地震が作用した場合，第1脚付け根部に生じるせん断応力は次式で求め

る。 
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・ｔ4・Ｃ

・ＲＣ
＝

１

１Ｈ
ｃτ ····································· （5.4.1.1.22）

(7) 組合せ応力

(2)～(6)によって求めた第1脚付け根部に生じる胴の応力は以下のように組み合わ

せる。 

a. 一次一般膜応力

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合

σ０＝Max｛周方向応力(σ０φ)，軸方向応力(σ０ｘ)｝ 

 ···························· （5.4.1.1.23）

ここで， 

σ０φ＝σφ１＋σφ２  ································ （5.4.1.1.24） 

     2
４１３

2
６２１０ ｘｘｘｘｘ σσσσσ ＋＋＋＝  ············· （5.4.1.1.25）

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

σ０ｃ＝Max｛周方向応力(σ０ｃφ)，軸方向応力(σ０ｃｘ)｝ 

 ···························· （5.4.1.1.26）

ここで， 

σ０ｃφ＝σφ１＋σφ２  ······························· （5.4.1.1.27） 

σ０ｃｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ６  ························ （5.4.1.1.28） 

したがって，胴に生じる一次一般膜応力の最大値は， 

σ０＝Max｛長手方向地震時応力(σ０)，横方向地震時応力(σ０ｃ)｝ 

 ···························· （5.4.1.1.29）

とする。 
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b. 一次応力

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合









     22
１１１１１ 4・τ＋)－()＋＋(・

2

1
＝ ｘｘφ σσσσσ φ 

 ···························· （5.4.1.1.30）

ここで， 

    )( 2
７１２

2
４１３１１  σ＋＋＋＝ φφφφφφ σσσσσ  ····· （5.4.1.1.31）

   2
７１６

2
４１３２１１ )＋(＋＋＋＋＝ ｘｘｘｘｘｘｘ σσσσσσσ 

 ···························· （5.4.1.1.32）

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 







 2 2 

１１１１１ ｃｃｘｃφｃｘｃφｃ τσσσσσ 4・ ＋ )－( )＋＋(・
2

1
＝

 ···························· （5.4.1.1.33）

ここで， 

    )( 2
７１２

2
５１３１１ φφφφφφｃ σσσσσ σ＋＋＋＝  ····· （5.4.1.1.34）

   2
７１６

2
５１３２１１ )＋(＋＋＋＋＝ ｘｘｘｘｘｘｘｃ σσσσσσσ

 ···························· （5.4.1.1.35）

したがって，胴に生じる一次応力の最大値は， 

σ１＝Max｛長手方向地震時応力(σ１)，横方向地震時応力(σ１ｃ)｝ 

 ···························· （5.4.1.1.36）

とする。 
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c. 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合の変動値

2  2 
２２２２２ τσσσσσ 4・ ＋)－( )＋＋＝( ｘφxφ 

 ···························· （5.4.1.1.37）

ここで， 

     2
４２４１

2
７２７１２２ ）＋（＋）＋＋（＝ φφφφφφ σσσσσσ 

 ······························ （5.4.1.1.38）
     2

７２７１６
2

４２４１２ ）＋＋（＋）＋（＝ ｘｘｘｘｘｘ σσσσσσ 

 ···························· （5.4.1.1.39）

鉛直方向と横方向地震が作用した場合の変動値 

2  2 
２２２２２ ｃｃｘｃφｃxｃφｃ τσσσσσ 4・ ＋)－( )＋＋＝(

 ···························· （5.4.1.1.40）

ここで， 

     2
５２５１

2
７２７１２２ ）＋（＋）＋＋（＝ φφφφφｃφ σσσσσσ

 ·········· （5.4.1.1.41）
     2

７２７１６
2

５２５１２ ）＋＋（＋）＋（＝ ｘｘｘｘｘｃｘ σσσσσσ

 ·········· （5.4.1.1.42）

したがって，胴に生じる地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値の最

大値は， 

σ２＝Max｛長手方向地震時応力(σ２)，横方向地震時応力(σ２ｃ)｝ 

 ···························· （5.4.1.1.43）

とする。 
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5.4.1.2 脚の計算方法 

脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換える。 

(1) 運転時荷重による応力

ｓ

ｓ
ｓ

Ａ

・＋ｍＲ
＝

１１
１σ

g
·································· （5.4.1.2.1）

(2) 鉛直方向地震による応力

ｖ
ｓ

ｓ
ｓ ・Ｃ

Ａ

・＋ｍＲ
＝

１１
４σ

g
····························· （5.4.1.2.2）

(3) 長手方向地震による応力

曲げ及び圧縮応力は次式で求める。

ｓｓｙ
ｓ

Ａ

Ｐ
＋

Ｚ

Ｍ
＝

１
２σ


····································· （5.4.1.2.3）

ここで， 

１０１ ・ｈ・・ｍＣ・
2

1
＝Ｍ Ｈ g  ···························· （5.4.1.2.4）

せん断応力は次式で求める。 

３

０
２

ｓ
ｓ

Ａ

・・ｍＣ
＝

Ｈ
τ

g
··································· （5.4.1.2.5）

(4) 横方向地震による応力

曲げ応力は次式で求める。

ｓｘ

ｓ
ｓ

Ｚ

)・ｈ・ｍ＋Ｒ・(Ｃ
＝

２１１
３

Ｈ
σ

g
······················ （5.4.1.2.6）

せん断応力は次式で求める。 

４

１１
３

ｓ

ｓ
ｓ

Ａ

)・ｍ＋Ｒ・(Ｃ
＝

Ｈ
τ

g
··························· （5.4.1.2.7）

(5) 組合せ応力

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合

2 
２

 2 2
４

2
２１ ｓｓｓｓｓ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝  ··········· （5.4.1.2.8）

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

2 
３

 2 2
４

2
３１ ｓｓｓｓｃｓ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝ ········· （5.4.1.2.9）

したがって，脚に生じる最大応力は， 

σｓ＝Max｛長手方向地震時応力(σｓ)，横方向地震時応力(σｓｃ)｝ 

 ····························· （5.4.1.2.10）

とする。 
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5.4.1.3 基礎ボルトの計算方法 

(1) 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合

a. 引張応力

長手方向地震が作用した場合に脚底面に作用するモーメントは次式で求める。

１Ｍ＝Ｍ ············································ （5.4.1.3.1）

鉛直荷重は 

  22
１１１１ Ｐ＋）・＋ｍＣｖ・(Ｒ－・ｍ＋Ｒ＝Ｐ ｓｓｓ gg

 ······························ （5.4.1.3.2）

である。ここで，モーメントと鉛直荷重の比を 

ｓｅ＝Ｍ／Ｐ ········································· （5.4.1.3.3）

とする。

 

図5－3のように脚底面においてボルト位置に圧縮荷重がかかる状況では基礎ボル

トに引張力は作用しないため，引張力の評価は行わない。

一方，図5－4のように，ボルト位置に圧縮荷重がかからない状況に相当する

3

ｄ
＋

6

ａ
ｅ＞

１
 ·········································· （5.4.1.3.4）

のとき，基礎ボルトに引張力が生じる。

図 5－4 基礎部に作用する外荷重より 

生じる荷重の関係（その 2） 

図 5－3 基礎部に作用する外荷重より 

生じる荷重の関係（その 1） 
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このとき図5－4において，鉛直荷重の釣合い，Ａ点回りのモーメントの釣合い，

基礎ボルトの伸びと基礎の縮みの関係から中立軸の位置Ｘｎは 

)－ｄ
2

ａ
・(ｅ＋

ｂ

・ｎ6・ｓ・Ａ
－)・Ｘ

2

ａ
＋3・(ｅ－ １

１ 2 3 ｂ
ｎｎＸ

)＝0－Ｘ・(ａ－ｄ ｎ１ ············· （5.4.1.3.5）

より求めることができ，基礎ボルトに生じる引張力は 

3

Ｘ
－ａ－ｄ

)
3

Ｘ
＋

2

ａ
・(ｅ－Ｐ

＝Ｆ
ｎ

ｎ
ｓ

ｂ

１

 ····························· （5.4.1.3.6）

となる。 

したがって，基礎ボルトに生じる引張応力は次のようになる。 

ｂ

ｂ
ｂ

・Ａｎ

Ｆ
＝

１

１σ ····································· （5.4.1.3.7）

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ＝
π

4・ｄ２

 ········································ （5.4.1.3.8）

b. せん断応力

ｂ
ｂ

ｎ・Ａ

・・ｍＣ
＝

０
１

Ｈ
τ

g
································· （5.4.1.3.9）

(2) 鉛直方向と横方向地震が作用した場合

脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換える。

a. 引張応力

鉛直方向と横方向地震が作用した場合に脚底面に作用するモーメントは

２１１１ )・ｈ・＋ｍ・(Ｒ＝ＣＭ ｓｃ Ｈ g ················ （5.4.1.3.10）

鉛直荷重は 

)・＋ｍ)・(Ｒ＝(1－ＣＰ １１１ ｓｖｓ g ················· （5.4.1.3.11）

で求める。 

 (1)と同様にして引張応力は求められるが，ＭをＭｃ１，ＰｓをＰｓ１，ｄ１をｄ２，ａ  

をｂ，ｂをａ及びｎ１をｎ２に置き換え，得られた基礎ボルトの応力をσｂ２とする。 

b. せん断応力

ｂ

ｓ
ｂ

ｎ・Ａ

)・＋ｍ・(ＲＣ
＝

１１
２

Ｈ
τ

g
························ （5.4.1.3.12）
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(3) 基礎ボルトに生じる最大応力

(1)及び(2)より求められた基礎ボルトの応力のうち最大のものをσｂ及びτｂとす

る。 

a. 基礎ボルトの最大引張応力

σｂ＝Max｛長手方向地震時応力(σｂ１)，横方向地震時応力(σｂ２)｝ 

 ···························· （5.4.1.3.13）

b. 基礎ボルトの最大せん断応力

τｂ＝Max｛長手方向地震時応力(τｂ１)，横方向地震時応力(τｂ２)｝ 

 ···························· （5.4.1.3.14）
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5.4.2 解析モデル及び緒元 

 燃料プール冷却系熱交換器の解析モデルを図 5－5に，解析モデルの概要を以下に示す。

また，機器の緒元を本計算書【燃料プール冷却系熱交換器の耐震性についての計算結果】の

機器要目及びその他の機器要目に示す。 

(1) 燃料プール冷却系熱交換器の胴について，脚付け根部の応力を評価するために十分な

範囲をシェル要素でモデル化したＦＥＭモデルを用いる。 

(2) 拘束条件は，胴の両端部を完全拘束とする。なお，脚は剛体とし,規格式により得られ

た荷重及びモーメントを脚に入力することで，胴の応力のうち脚付け根部の応力をＦＥ

Ｍ解析により求める。荷重作用点並びに荷重及びモーメントの入力方向を図 5－6に示

す。 

(3) 解析コードは「Ｓｉｍｃｅｎｔｅｒ Ｎａｓｔｒａｎ」を使用し，胴の応力のうち脚付

け根部の応力をＦＥＭ解析により求める。なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥

当性確認等の概要についてはⅥ－5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。  

図 5－5 解析モデルの概要 
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図 5－6 荷重作用点並びに荷重及びモーメントの入力方向 



S2
 補

 Ⅵ
-2
-4

-3
-1
-1
 R
0 

33 

5.5 計算条件 

 応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【燃料プール冷却系熱交換器の耐震性についての計

算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

5.6 応力の評価 

5.6.1 胴の応力評価 

5.4.1.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であるこ

と。ただし，Ｓａは下表による。 

応力の種類 
許容応力Ｓａ 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

一次一般膜応力 設計引張強さＳｕの0.6倍 

一次応力 上記の1.5倍の値 

一次応力と二次 

応力の和 

地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が設計降

伏点Ｓｙの2倍以下であれば，疲労解析は不要とする。 

5.6.2 脚の応力評価 

5.4.1.2項で求めた脚の組合せ応力が許容引張応力ƒｔ以下であること。 

ただし，ƒｔは下表による。 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔ 
1.5

1.5
・ 

Ｆ  

＊
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5.6.3  基礎ボルトの応力評価 

5.4.1.3項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力ƒｔｓ以下

であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ························ （5.6.3.1） 

せん断応力τｂはせん断力のみ受ける基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下であるこ

と。ただし，ƒｓｂは下表による。 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 
・1.5 

2

Ｆ  

許容せん断応力 

ƒｓｂ 
・1.5 

 3  1.5・

Ｆ

＊
＊
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6. 評価結果

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

燃料プール冷却系熱交換器の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有することを

確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

7. 引用文献

(1) Stresses in Large Horizontal Cylindrical Pressure Vessels on Two Saddle Supports，

Welding Research Supplement，Sep. 1951. 
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Ⅵ-2-4-3-2 燃料プールスプレイ系の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-5 原子炉冷却系統施設の耐震性に関する説明書 
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Ⅵ-2-5-2 原子炉冷却材再循環設備の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-5-2-1 原子炉再循環系の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-5-3 原子炉冷却材の循環設備の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-5-3-1 主蒸気系の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づ

き，アキュムレータが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するもの

である。 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設

に，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備

に分類される。逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータは，設計基準対象施設においては

Ｓクラス施設に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強

度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

アキュムレータの構造計画を表2－1及び表2－2に示す。 
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2.2 評価方針 

アキュムレータの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重

の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示すアキュムレータの部位を踏ま

え「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.1 及び 5.1 固有周期」にて算出した固

有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「4.2 及び 5.2 構

造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

アキュムレータの耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 アキュムレータの耐震評価フロー 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｓ 

Ａｓ１ 

Ａｓ２ 

Ａｓ３ 

Ａｓ４ 

Ｃcj 

 

ＣＨ 

Ｃj 

 

ＣＶ 

Ｃ1 

Ｃ2 

Ｄｉ 

Ｅｓ 

Ｆ 

Ｆ 

ƒｔ 

Ｇｓ 

g 

ｈ１ 

ｈ２ 

Ｉｓｘ 

Ｉｓｙ 

Ｋcj, Ｋj 

 

Ｋ 

Ｋｃ 

ℓo 

Ｍ 

Ｍｃ 

Ｍ   

Ｍｘ 

Ｍφ 

ｍ０ 

脚の断面積 

脚の長手方向に対する有効せん断断面積 

脚の鉛直方向に対する有効せん断断面積 

脚の長手方向に対するせん断断面積 

脚の鉛直方向に対するせん断断面積 

周方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(1)より得ら

れる値）（j＝1：周方向応力，j＝2：軸方向応力） 

水平方向設計震度 

軸方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(1)より得ら

れる値）（j＝1：周方向応力，j＝2：軸方向応力） 

鉛直方向設計震度 

脚の鉛直方向幅の2分の1 

脚の長手方向幅の2分の1 

胴の内径 

脚の縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3に定める値 

脚の許容引張応力 

脚のせん断弾性係数 

重力加速度（＝9.80665） 

架台から脚の胴付け根部までの長さ 

架台から胴の中心までの長さ 

脚の長手方向軸に対する断面二次モーメント 

脚の鉛直方向軸に対する断面二次モーメント 

引用文献(1)よるアタッチメントパラメータの補正係数 

（j＝1：周方向応力，j＝2：軸方向応力） 

ばね定数（胴の長手方向に水平力が作用する場合） 

ばね定数（胴の鉛直方向に鉛直力が作用する場合） 

脚中心間距離 

運転時質量により胴の脚付け根部に作用する曲げモーメント 

鉛直方向地震により胴の脚付け根部に作用する曲げモーメント 

長手方向地震により胴の脚付け根部に作用する曲げモーメント 

胴に生じる軸方向の曲げモーメント 

胴に生じる周方向の曲げモーメント 

容器の運転時質量 

 
mm

2
 

 
mm

2
 

 
mm

2
 

 
mm

2
 

 
mm

2 

－ 

 

－ 

－ 

 

－ 

mm 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s
2
 

mm 

mm 
 
mm

4
 

 
mm

4 

－ 

 

N/m 

N/m 

mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm/mm 

N･mm/mm 

kg 
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記号 記号の説明 単位 

Ｎｘ 

Ｎφ 

Ｐｃ 

Ｐｅ 

Ｐℓ 

Ｐｒ 

ｒｍ 

ｒｏ 

ｒｓ 

Ｓ 

Ｓａ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ(ＲＴ) 

 

Ｔ１ 

Ｔ２ 

ｔ 

Ｚｓｘ 

Ｚｓｙ 

β,β1,β2 

γ 

π 

σ０ 

σ０ｘ 

σ０φ 

σ１ 

σ１ｃ 

σ１ｃｘ 

σ１ｃφ 

σ１ 

σ１ｘ 

 

σ１φ 

胴に生じる軸方向の膜力 

胴に生じる周方向の膜力 

横方向に地震により胴の脚付け根部に作用する反力 

鉛直方向地震により胴の脚付け根部に作用する反力 

長手方向地震により胴の脚付け根部に作用する反力 

最高使用圧力 

脚付け根部における胴の平均半径 

脚付け根部における胴の外半径 

胴付け根部における脚の外半径 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 

胴の許容応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の40℃ 

における値 

長手方向固有周期 

鉛直方向固有周期 

胴板の厚さ 

脚の長手方向軸に対する断面係数 

脚の鉛直方向軸に対する断面係数 

引用文献(1)によるアタッチメントパラメータ 

引用文献(1)によるシェルパラメータ 

円周率 

胴の組合せ一次一般膜応力の最大値 

胴の軸方向一次一般膜応力の和 

胴の周方向一次一般膜応力の和 

胴の組合せ一次応力の最大値 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次応力 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次応力の和 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合の胴の周方向一次応力の和 

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次応力 

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次応力の

和 

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合の胴の周方向一次応力の

和 

N/mm 

N/mm 

N 

N 

N 

MPa 

mm 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

s 

s 

mm 
 
mm

3
 

 
mm

3
 

－ 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa
 

MPa
 

MPa
 

MPa
 

 

MPa 
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記号 記号の説明 単位 

σ２ 

 

σ２ｃ 

 

σ２ｃｘ 

 

σ２ｃφ 

 

σ２ 

 

σ２ｘ 

 

σ２φ 

 

σｓ 

σｓｃ 

σｓ 

σｓ１ 

σｓ２ 

σｓ３ 

σｓ４ 

σφ１，σｘ１ 

σφ２，σｘ２ 

 

σφ３，σｘ３ 

 

σφ４，σｘ４ 

 

σφ５，σｘ５ 

 

σφ４１，σｘ４１ 

 

σφ４２，σｘ４２ 

 

σ２φ３，σ２ｘ３ 

 

地震動のみによる胴の組合せ一次応力と二次応力の和の変動値

の最大値 

鉛直方向と横方向地震のみによる胴の組合せ一次応力と二次応

力の和 

鉛直方向と横方向地震のみによる胴の軸方向一次応力と二次応

力の和 

鉛直方向と横方向地震のみによる胴の周方向一次応力と二次応

力の和 

鉛直方向と長手方向地震のみによる胴の組合せ一次応力と二次

応力の和 

鉛直方向と長手方向地震のみによる胴の軸方向一次応力と二次

応力の和 

鉛直方向と長手方向地震のみによる胴の周方向一次応力と二次

応力の和 

脚の組合せ応力の最大値 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合の脚の組合せ応力 

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合の脚の組合せ応力 

運転時質量により脚に生じる曲げ応力 

鉛直方向地震により脚に生じる曲げ応力 

長手方向地震により脚に生じる曲げ応力 

横方向地震により脚に生じる圧縮応力 

内圧により胴に生じる周方向及び軸方向応力 

運転時質量により胴の脚付け根部に生じる周方向及び軸方向一

次応力 

鉛直方向地震により胴の脚付け根部に生じる周方向及び軸方向

一次応力 

長手方向地震により胴の脚付け根部に生じる周方向及び軸方向

一次応力 

横方向地震により胴の脚付け根部に生じる周方向及び軸方向一

次応力 

長手方向地震による胴の脚付け根部の曲げモーメントにより生

じる周方向及び軸方向一次応力 

長手方向地震による胴の脚付け根部の反力により生じる周方向

及び軸方向一次応力 

鉛直方向地震により胴の脚付け根部に生じる周方向及び軸方向

二次応力 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa
 

 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 
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記号 記号の説明 単位 

σ２φ４，σ２ｘ４ 

 

σ２φ５，σ２ｘ５ 

 

σ２φ４１，σ２ｘ４１ 

 

σ２φ４２，σ２ｘ４２ 

 

τｄ 

τｄｅ 

τ 

τｓ１ 

τｓ２ 

τｓ３ 

長手方向地震により胴の脚付け根部に生じる周方向及び軸方向

二次応力 

横方向地震により胴の脚付け根部に生じる周方向及び軸方向二

次応力 

長手方向地震による胴の脚付け根部の曲げモーメントにより生

じる周方向及び軸方向二次応力 

長手方向地震による胴の脚付け根部の反力により生じる周方向

及び軸方向二次応力 

運転時質量により胴の脚付け根部に生じるせん断応力 

鉛直方向地震により胴の脚付け根部に生じるせん断応力 

長手方向地震により胴の脚付け根部に生じるせん断応力 

運転時質量により脚に生じるせん断応力 

鉛直方向地震により脚に生じるせん断応力 

長手方向地震により脚に生じるせん断応力 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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.2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 
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3. 評価部位 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ及び逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレー

タは，胴及び脚について評価を実施する。 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ及び逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレ

ータの耐震評価部位を表2－1及び表2－2の概略構造図に示す。 

 

4. 逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

4.1 固有周期 

4.1.1 固有周期の計算方法 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 計算モデル 

a. 容器及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

b. 逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータは胴を 1 個の脚で支持し，脚は溶

接で架台に据え付けられているため，固定端として評価する。 

c. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

d. 逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの荷重状態及び胴に生じるモーメ

ントを図 4－1 及び図 4－2 に示す。 

 

 

Ｍ,Ｍｅ 

ｒｏ 

ｈ１ 

ｍ０･g， 

ＣＶ･ｍ０･g 

ＣＨ･ｍ０･g 

ｈ２ 
長手 

方向 

Ｍℓ  

横方向 

鉛直方向 

ＣＨ･ｍ０･g 

  図 4－1 長手方向荷重による胴の     図 4－2 鉛直方向荷重による胴の 

      脚付け根部のモーメント          脚付け根部のモーメント 

 

 

e. 逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータは，図 4－3 のような 1 質点系振動モデ

ルとして考え，固有周期は長手方向及び鉛直方向について計算する。 
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図 4－3 固有周期計算モデル 

(2) 長手方向の固有周期

図 4－3 における長手方向のばね定数は

( ) ( ) ( )  


２ ２ １ １ ２ １１ ２ １ １

１

1000Ｋ
ｈ ｈ ・ｈ ・ｈ ｈ ／2ｈ ・3・ｈ ｈ ｈ＋ ＋

6・Ｅｓ・Ｉｓｙ Ｅｓ・Ｉｓｙ Ｇｓ・Ａｓ

＝
－ －－

··························  （4.1.1.1） 

固有周期は 



０
１

ｍ
Ｔ ・ ・

Ｋ
＝2 π  ··············································  （4.1.1.2） 

(3) 鉛直方向の固有周期

胴の鉛直方向に荷重が作用する場合の固有周期（鉛直方向振動）は，胴の長手方向に

荷重が作用する場合の固有周期と同じであるので省略する。 

4.1.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【逃がし安全弁逃がし弁機能用アキ

ュムレータの耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

4.1.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4－1 に示す。計算の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛

構造であることを確認した。 

表 4－1 固有周期（単位：s） 

水平 

鉛直 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
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ｈ１ 

Ｋａ， 
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4.2 構造強度評価 

4.2.1  構造強度評価方法 

4.1.1(1)a.から e.のほか，地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用する

ものとして計算する。 

   

4.2.2  荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの荷重の組合せ及び許容応力状態の

うち設計基準対象施設の評価に用いるものを表4－2に，重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表4－3に示す。 

 

4.2.2.2 許容応力 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持

の基本方針」に基づき表4－4及び表4－5のとおりとする。 

 

4.2.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの使用材料の許容応力評価条件のう

ち設計基準対象施設の評価に用いるものを表4－6に，重大事故等対処設備の評価に

用いるものを表4－7に示す。 
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表
4
－
2
 
荷
重
の
組
合
せ
及
び
許
容
応
力
状
態
（
設
計
基
準
対

象
施
設
）
 

施
設
区
分
 

機
器
名
称
 

耐
震
重
要
度
分
類
 

機
器
等
の
区
分
 

荷
重
の
組
合
せ
 

許
容
応
力
状
態
 

原
子
炉
冷
却
系

統
施
設
 

原
子
炉
冷
却
材

の
循
環
設
備
 

・
逃
が
し
安
全
弁
逃
が
し
弁

機
能
用
ア
キ
ュ
ム
レ
ー
タ
 

・
逃
が
し
安

全
弁
自
動

減
圧

機
能

用
ア

キ
ュ

ム
レ

ー

タ
 

Ｓ
 

ク
ラ
ス
３
容
器
 

Ｄ
＋
Ｐ

Ｄ
＋
Ｍ

Ｄ
＋
Ｓ
ｄ
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

Ｄ
＋
Ｐ

Ｄ
＋
Ｍ

Ｄ
＋
Ｓ
ｓ
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

注
記
＊
：
ク

ラ
ス

３
容

器
の

支
持

構
造

物
を

含
む

。
 

 

表
4
－
3
 
荷
重
の
組
合
せ
及
び
許
容
応
力
状
態
（
重

大
事

故
等

対
処

設
備

）
 

施
設
区
分
 

機
器
名
称
 

設
備
分
類
 

機
器
等
の
区
分
 

荷
重
の
組
合
せ
 

許
容
応
力
状
態
 

原
子
炉
冷
却
系

統
施
設
 

原
子
炉
冷
却
材

の
循
環
設
備
 

・
逃

が
し

安
全

弁
逃

が
し

弁

機
能
用
ア
キ
ュ
ム
レ
ー
タ
 

常
設
耐
震
／
防
止
 

常
設

／
緩

和
 

重
大
事
故
等
 

ク
ラ
ス
２
容
器
 

Ｄ
＋
Ｐ

Ｄ
＋
Ｍ

Ｄ
＋
Ｓ
ｓ
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

計
測
制
御
系
統

施
設
 

制
御
用
空
気
設

備
 

Ｄ
＋
Ｐ

Ｓ
Ａ

Ｄ
＋
Ｍ

Ｓ
Ａ

Ｄ
＋
Ｓ
ｓ
 

Ⅴ
Ａ
Ｓ
 

（
Ⅴ

Ａ
Ｓ

と
し

て

Ⅳ
Ａ
Ｓ

の
許

容

限
界

を
用

い

る
。

）
 

注
記
＊
1
：
「
常
設
耐
震
／
防
止
」
は
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
，
「
常
設
／
緩
和
」
は
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
を
示
す
。
 

＊
2
：
重
大
事
故
等
ク
ラ
ス
２
容
器
の
支

持
構
造
物
を
含
む
。
 

＊
3
：
「
Ｄ
＋
Ｐ

Ｓ
Ａ

Ｄ
＋
Ｍ

Ｓ
Ａ

Ｄ
＋
Ｓ
ｓ
」
の
評
価
に
包
絡
さ
れ
る
た
め
，
評
価
結
果
の
記
載
を
省
略
す
る
。
 

＊
 

＊
1
 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-5
-
3
-
1
-
1
 R
0 

* ＊
3
 

＊
2
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表
4
－
4
 
許
容
応
力
（
ク
ラ
ス
２
，
３
容
器
及

び
重

大
事

故
等

ク
ラ

ス
２

容
器

）
 

許
容
応
力
状
態
 

許
容
限
界
 

一
次
一

般
膜
応
力
 

一
次
膜
応
力
＋
 

一
次
曲
げ
応
力
 

一
次
＋
二
次
応
力
 

一
次
＋
二
次
＋
 

ピ
ー
ク
応
力
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

Ｓ
ｙ
と

0
.
6
・
Ｓ
ｕ
の
小
さ
い
方
 

た
だ
し
，
オ
ー
ス

テ
ナ
イ
ト
系
ス

テ
ン
レ
ス
鋼
及
び

高
ニ
ッ
ケ
ル
合

金
に
つ
い
て
は
上

記
値
と

1
.
2
・
Ｓ

と
の
大
き
い
方
 

左
欄
の

1
.
5
倍
の
値
 

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ
又
は
基
準
地

震
動

Ｓ
ｓ

の
み

に
よ
る
疲
労
解
析
を
行
い
，
疲
労
累
積
係
数
が

1
.
0
以
下

で
あ
る
こ
と
。
 

た
だ

し
，

地
震

動
の

み
に

よ
る

一
次

＋
二

次
応

力
の
変

動

値
が

2
・

Ｓ
ｙ

以
下

で
あ

れ
ば

，
疲

労
解

析
は

不
要

 
Ⅳ

Ａ
Ｓ
 

0
.
6
・

Ｓ
ｕ

 
左
欄
の

1
.
5
倍
の
値
 

Ⅴ
Ａ
Ｓ
 

（
Ⅴ

Ａ
Ｓ

と
し

て
Ⅳ

Ａ
Ｓ

の

許
容

限
界

を
用

る
。

）
 

基
準
地

震
動

Ｓ
ｓ

の
み
に
よ
る
疲
労
解
析
を
行
い
，
 

疲
労
累
積
係
数
が

1
.
0
以
下
で
あ
る
こ
と
。
 

た
だ

し
，
地

震
動
の

み
に
よ

る
一
次

＋
二

次
応
力

の
変

動

値
が

2
・

Ｓ
ｙ

以
下

で
あ

れ
ば

，
疲

労
解

析
は

不
要

 

注
記
＊

1
：
座

屈
に

対
す

る
評

価
が

必
要

な
場

合
に

は
，

ク
ラ

ス
Ｍ

Ｃ
容

器
の

座
屈

に
対

す
る

評
価

式
に

よ
る

。
 

＊
2
：

当
該

の
応

力
が

生
じ

な
い

場
合

，
規

格
基

準
で

省
略

可
能

と
さ

れ
て

い
る

場
合

及
び

他
の

応
力

で
代

表
可

能
で

あ
る

場
合

は
評

価
を

省
略

す
る

。
 

＊
3
：
2
・
Ｓ
ｙ
を
超
え
る
と
き
は
弾
塑
性
解
析
若
し
く
は
設
計
・
建
設
規
格

P
V
B
-
3
30
0
 
(
P
V
B
-3
3
1
3
を
除
く
。
Ｓ
ｍ
は

2/
3
・
Ｓ
ｙ
と
読
み
替
え
る
。
）
の
簡
易
弾
塑

性
解
析
を
用
い
る
。
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2
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Ⅵ
-
2
-5
-
3
-
1
-
1
 R
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＊
1
,
 
＊
2  

＊
3
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表
4
－
5
 

許
容
応
力
（
ク
ラ
ス
２
，
３
支
持
構
造
物
及
び
重
大
事
故
等
ク
ラ
ス
２
支
持
構
造
物
）
 

許
容
応
力
状
態
 

 
許
容
限
界
 

 
（
脚
）
 

 
一
次
応
力
 

組
合
せ
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

1
.
5
・

f
ｔ
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

1
.
5
・

f
ｔ
 

Ⅴ
Ａ
Ｓ
 

（
Ⅴ

Ａ
Ｓ

と
し

て
Ⅳ

Ａ
Ｓ

の
許

容
限

界
を

用
い

る
。

）
 

注
記
＊
：
当
該

の
応

力
が

生
じ

な
い

場
合

，
規

格
基

準
で

省
略

可
能

と
さ

れ
て

い
る

場
合

及
び

他
の

応
力

で
代

表
可

能
で

あ

る
場

合
は

評
価

を
省

略
す

る
。

 

          

＊

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-5
-
3
-
1
-
1
 R
0 

＊
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表
4
－
6
 
使
用
材
料
の
許
容
応
力
評
価
条
件
（
設
計
基
準
対
象

施
設
）

＊
1  

評
価
部
材
 

材
料
 

温
度
条
件
 

(
℃
) 

Ｓ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｕ

 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ
(
Ｒ
Ｔ
) 

(
M
P
a
) 

胴
板
 

S
U
S
3
0
4
T
P 

S
U
S
3
0
4 

最
高
使
用
温
度
 

1
7
1
 

1
7
1
 

1
1
3
 

1
1
3
 

1
5
0
 

1
5
0
 

4
1
3
 

4
1
3
 

－
 

－
 

脚
 

S
T
P
T
4
2
＊
2  

S
M
4
1
A
＊
3  

(
板
厚
≦
1
6
m
m)
 

周
囲
環
境
温
度
 

1
7
1
 

1
7
1
 

－
 

－
 

2
1
1
 

2
0
1
 

4
0
4
 

3
7
3
 

－
 

－
 

注
記
＊
1
：
上

段
は
逃
が
し

安
全
弁
逃
が

し
弁
機
能
用

ア
キ

ュ
ム
レ
ー
タ
の
値

を
示
し
，
下

段
は
逃
が
し

安
全
弁
自
動

減
圧
機
能
用
ア
キ
ュ

ム
レ
ー
タ
の

値
を
示
す
。

 

＊
2
：
S
T
P
T
4
10

相
当
 

＊
3
：
S
M
4
0
0
A
相
当
 

 

表
4
－
7
 
使
用
材
料
の
許
容
応
力
評
価
条
件
（
重

大
事

故
等

対
処

設
備

）
 

評
価
部
材
 

材
料
 

温
度
条
件
 

(
℃
) 

Ｓ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｕ

 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ
(
Ｒ
Ｔ
) 

(
M
P
a
) 

胴
板
 

S
U
S
3
0
4
T
P 

最
高
使
用
温
度
 

2
0
0
 

1
1
1
 

1
4
4
 

4
0
2
 

－
 

脚
 

S
T
P
T
4
2
＊
1  

周
囲
環
境
温
度
 

2
0
0
 

－
 

2
0
7
 

4
0
4
 

－
 

注
記
＊
1
：
S
TP
T
4
1
0
相
当
 

 
 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
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3
-
1
-
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4.2.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－8 及び表 4－9 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，

Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

表 4－8 逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉格納容器 

附帯 

EL 27.907＊1 

ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝0.72 ＣＨ＝1.97 ＣＶ＝1.47 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくは 

これを上回る設計震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

表 4－9 逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉格納容器 

附帯 

EL 27.907＊1 

－ － ＣＨ＝1.97 ＣＶ＝1.47 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

＊2 ＊2

＊2

S
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Ⅵ
-
2-
5
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＊2

＊3 ＊3
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4.2.4 逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの計算方法 

4.2.4.1 応力の計算方法 

4.2.4.1.1 胴の応力 

(1) 内圧による応力 

σφ１＝
Ｐ ・ Ｄ ＋1.2・ｔｒ ｉ( )

2・ｔ
   ·····················  （4.2.4.1.1.1） 

σｘ１＝
Ｐ ・ Ｄ ＋1.2・ｔｒ ｉ( )

4・ｔ
   ·····················   （4.2.4.1.1.2） 

 

(2) 運転時質量による脚付け根部の応力 

運転時質量により脚付け根部に生じる曲げモーメントは次式で求める。 

Ｍ＝ｍ０・g・ｒＯ   ··································  （4.2.4.1.1.3） 

ｉＤｒｏ
2

＝ ＋ｔ    ···································  （4.2.4.1.1.4） 

 

この曲げモーメントＭにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は引用文

献(1)より次のように求める。 

脚が胴に及ぼす力の関係を図4－4に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           図 4－4 脚が胴に及ぼす力の関係 
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ここで，シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβは以下のよう

に定義する。 

γ＝ｒｍ／ｔ   ······································ （4.2.4.1.1.5） 

β＝0.875・ｒｓ／ｒｍ   ····························· （4.2.4.1.1.6） 

ただし， 

β≦0.5 

シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(1)の

図より値（以下＊を付記するもの）を求めることにより応力は次式で求める。 

















ｔ・β・ｒ

Ｍ
・　

β・ｒ／Ｍ

Ｎ
＝

２２
ｍ

＊

ｍ

φ
φ２σ

)(
  ·············· （4.2.4.1.1.7） 

















ｔ・β・ｒ

Ｍ
・　

β・ｒ／Ｍ

Ｎ
＝

２２
ｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘ２σ

)(
  ·············· （4.2.4.1.1.8） 

また，運転時質量が作用した場合，脚付け根部に生じるせん断応力は次式で

求める。 

・ｔπ・ｒ

・ｍ
＝

ｓ
ｄ

０
τ

g
  ·································· （4.2.4.1.1.9） 

 

(3) 鉛直方向地震による脚付け根部の応力 

鉛直方向地震により脚付け根部に生じる曲げモーメントは次式で求める。 

Ｍｃ＝ＣＶ･ｍ０･g･ｒｏ   ·······························  （4.2.4.1.1.10） 

曲げモーメントＭｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，シェル

パラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(1)の図により

値（以下＊を付記するもの）を求めることにより（4.2.4.1.1.11）式～

（4.2.4.1.1.14）式で求める。 

一次応力 

( )
             

　
２２

３
ｍｍ  

＊
φ

φ
Ｎ Ｍｃ・　

ｒ ・β・ｔＭｃ／ｒ ・β
＝σ    ·······  （4.2.4.1.1.11） 

( )
             　

２２
３

ｍｍ 　

＊

ｘ
ｘＮ Ｍｃ・　

ｒ ・β・ｔＭｃ／ｒ ・β
＝σ    ······  （4.2.4.1.1.12） 

二次応力 

( )
              　

２
２ ３

ｍｍ

＊

φ
φ Ｍｃ・　

ｒ ・ｔ ・βＭｃ／ｒ ・β
Ｍ 6・＝σ   ··········  （4.2.4.1.1.13） 
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( )
             

　
２

２ ３
ｍｍ

＊

ｘ
ｘ Ｍｃ・　

ｒ ・ｔ ・βＭｃ／ｒ ・β
Ｍ 6・＝σ  ···········  （4.2.4.1.1.14） 

また，鉛直方向地震が作用した場合，脚付け根部に生じるせん断応力は次式

で求める。 

・ｔπ・ｒ

・・ｍＣ
＝

ｓ
ｄｅ

０Ｖ
τ

g
   ······························  （4.2.4.1.1.15） 

 

(4) 長手方向地震による脚付け根部の応力 

長手方向地震により脚付け根部に生じる曲げモーメントは次式で求める。 

Ｍ＝ＣＨ・ｍ０・g・ｒｏ   ····························  （4.2.4.1.1.16）
 

曲げモーメントＭにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，シェルパ

ラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(1)の図より値（以

下＊を付記するもの）を求めることにより（4.2.4.1.1.17）式～（4.2.4.1.1.20）

式で求める。 

一次応力 

( )
             


　　

２２ ｍｍ
４

＊
φ

φ
Ｎ Ｍ・　

ｒ ・β・ｔＭ ／ｒ ・β
＝σ   ·············  （4.2.4.1.1.17） 

( )
             


　　

２２ ｍｍ
４

＊
ｘＮ Ｍｘ ・　

ｒ ・β・ｔＭ ／ｒ ・β
＝σ   ············  （4.2.4.1.1.18） 

二次応力 

( )
             


 　

２ｍｍ
２ ４

＊
φ

φ
Ｍ

Ｍ Ｍ・　
ｒ ・ｔ ・β／ｒ ・β

6・＝σ    ·············· （4.2.4.1.1.19） 

( )
             


 　

２ｍｍ
２ ４

＊
ｘ Ｍ

ｘ ・　
ｒ ・ｔ ・βＭ ／ｒ ・β

Ｍ 6・＝σ    ············  （4.2.4.1.1.20） 

また，長手方向地震が作用した場合，脚付け根部に生じるせん断応力は次式

で求める。 

g


Ｈ ・ o ・ 

ｓ

Ｃ ｍ
＝

π・ｒ ・ｔ
τ   ·································· （4.2.4.1.1.21） 

 

(5) 横方向地震による脚付け根部の応力 

横方向地震により脚付け根部に生じる反力は次式で求める。 

Ｐｃ＝ＣＨ・ｍ０・g  ·································· （4.2.4.1.1.22） 

半径方向荷重Ｐｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，シェルパ

ラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(1)の図より値
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（以下＊を付記するもの）を求めることにより（4.2.4.1.1.23）式～

（4.2.4.1.1.26）式で求める。 

一次応力 

   
   
   

  
５

＊
φ

φ
ｃ＝ ・　

ｍｃ ｍ

Ｎ Ｐ
ｒ ・ｔＰ ／ｒ

σ    ··················  （4.2.4.1.1.23） 

   
   
   

  
５

＊
ｘ

ｘ
ｃ＝ ・　

ｍｃ ｍ

Ｎ Ｐ
ｒ ・ｔＰ ／ｒ

σ    ··················   （4.2.4.1.1.24） 

二次応力 

             

２ ５
２

φ

＊
φ ｃ・　
ｃ

Ｍ 6・Ｐ＝
Ｐ

σ
ｔ

  ························   （4.2.4.1.1.25） 

             

２ ５
２

ｘ

＊
ｘ ｃ・　
ｃ

Ｍ 6・Ｐ＝
Ｐ

σ
ｔ

  ·······················   （4.2.4.1.1.26） 

 

(6) 組合せ応力 

(1)～(5)によって算出される脚付け根部に生じる胴の応力を以下のように組

合せる。 

a. 一次一般膜応力 

σ０＝Max｛周方向応力(σ０φ)，軸方向応力(σ０ｘ)｝  ··  （4.2.4.1.1.27） 

ここで， 

σ０φ＝σφ１   ···································   （4.2.4.1.1.28） 

σ０ｘ＝σｘ１   ···································   （4.2.4.1.1.29） 

 

b. 一次応力 

長手方向地震が作用した場合 

( ) ( ) ( ) 
 
 

     
２２

ｄ ｄｅ１ １１ １ １φ ｘ φ ｘ・ ・ ＋ ＋4＝ ＋ ＋ － ＋1 σ σ σ σ
2

τ τ τσ   

 ····················································  （4.2.4.1.1.30） 

ここで， 

σ１ℓφ＝σφ１＋σφ２＋σφ３＋σφ４   ··············   （4.2.4.1.1.31） 

σ１ℓｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ４   ··············   （4.2.4.1.1.32） 

横方向地震が作用した場合 
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( ) ( ) ( )  
 
  

２２
１ １ １ １ １ ｄ ｄｅｃ ｃφ ｃｘ ｃφ ｃｘ・ ・4＝ ＋ ＋ － ＋ ＋

2
1σ σ σ σ σ τ τ  

              ·················  （4.2.4.1.1.33） 

ここで， 

σ１ｃφ＝σφ１＋σφ２＋σφ３＋σφ５   ··············  （ 4.2.4.1.1.34 ） 

σ１ｃｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ５   ··············  （ 4.2.4.1.1.35 ） 

したがって，胴に生じる一次応力の最大値は， 

σ１＝Max｛長手方向地震時応力(σ１ℓ)，横方向地震時応力(σ１c)｝ 

                  ·························  （ 4.2.4.1.1.36 ） 

とする。 

 

c. 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 

長手方向地震が作用した場合 

( ) ( ) ( )     
２２

２ ２ ２ ２ ２ ｄｅφ ｘ φ ｘ 4・ ＋＝ ＋ ＋ － ＋σ σ σ σ σ τ τ  

               ···················  （4.2.4.1.1.37） 

ここで， 

σ２φ＝σφ３＋σφ４＋σ２φ３＋σ２φ４  ··············  （4.2.4.1.1.38） 

σ２ｘ＝σｘ３＋σｘ４＋σ２ｘ３＋σ２ｘ４  ·············  （4.2.4.1.1.39） 

横方向地震が作用した場合 

( ) ( )２ ２
２ ２ ２ ２ ２ ｄｅｃｘ ｃｘｃ ｃφ ｃφ ・4＝ ＋ ＋ － ＋σ σ σ σ σ τ  

               ··················  （4.2.4.1.1.40） 

ここで， 

σ２ｃφ＝σφ３＋σφ５＋σ２φ３＋σ２φ５   ···········  （4.2.4.1.1.41） 

σ２ｃｘ＝σｘ３＋σｘ５＋σ２ｘ３＋σ２ｘ５   ···········   （4.2.4.1.1.42） 

したがって，胴に生じる地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動

値の最大値は， 

σ２＝Max｛長手方向地震時応力(σ２ℓ)，横方向地震時応力(σ２c)｝ 

               ····························   （4.2.4.1.1.43） 

とする。 
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4.2.4.1.2 脚の応力 

(1) 運転時質量による応力 

曲げ応力は， 

g０
ｓ１

２

ｓｘ

ｍ ・ ・ｈ＝
Ｚ

σ    ······························  （4.2.4.1.2.1） 

せん断応力は， 

g０

ｓ
ｓ１

４

ｍ ・
Ａ

＝τ    ··································   （4.2.4.1.2.2） 

 

(2) 鉛直方向地震による応力 

曲げ応力は， 

gＶ ０ ２
２ｓ

ｓｘ

Ｃ ･ ･ ･ｈ
＝

Ｚ
ｍσ    ····························  （4.2.4.1.2.3） 

せん断応力は， 

gＶ ０
２

４
ｓ

Ｃ ･ｍ ･
＝

Ａｓ
τ    ································  （4.2.4.1.2.4） 

 

(3) 長手方向地震による応力 

曲げ応力は， 

gＨ ０ ２
３ｓ

ｓy

Ｃ ･ｍ ･ ･ｈ
＝

Ｚ
σ    ····························  （4.2.4.1.2.5） 

せん断応力は， 

gＨ ０
３

３

･ ･
ｓ ＝

ｓ

Ｃ ｍ
Ａ

τ    ··································  （4.2.4.1.2.6） 

 

(4) 横方向地震による圧縮応力 

gＨ ０
４

･ ･
ｓ

ｍ
＝

ｓ

Ｃ
Ａ

σ    ··································  （4.2.4.1.2.7） 

 

(5) 組合せ応力 

長手方向地震が作用した場合 

( ) ( ) １

２２
２ ３ １ ２ ３ｓ ｓ ｓ ｓ 3・ ｓ ｓ ｓ＝ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋σ σ σ σ τ τ τ   

                   ················   （4.2.4.1.2.8） 

横方向地震が作用した場合 

( ) ( )１

２ ２
２ ４ １ ２ｓｃ ｓ ｓ ｓ 3・ ｓ ｓ＝ ＋ ＋ ＋ ＋σ σ σ σ τ τ   ···  （4.2.4.1.2.9）    
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したがって，脚に生じる最大応力は， 

)｝()，横方向地震時応力震時応力(＝Max｛長手方向地 ｓｃｓｓ σσσ   

                 ··························   （ 4.2.4.1.2.10） 

とする。 

 

4.2.5 逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレ

ータの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.2.6 逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの応力の評価 

4.2.6.1 胴の応力評価 

4.2.4.1.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下で

あること。ただし，Ｓａは下表による。 

応力の種類 

許容応力Ｓａ 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷

重との組合せの場合 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さＳｕ

の0.6倍のいずれか小さい方の値。た

だし，オーステナイト系ステンレス

鋼及び高ニッケル合金にあっては許

容引張応力Ｓの1.2倍の方が大きい場

合はこの大きい方の値とする。 

設計引張強さＳｕの0.6倍 

一次応力 上記の1.5倍の値 上記の1.5倍の値 

一次応力と二次

応力の和 

地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が設計降伏点

Ｓｙの2倍以下であれば，疲れ解析は不要とする。 

 

 

 

4.2.6.2 脚の応力評価 

4.2.4.1.2項で求めた脚の組合せ応力が許容応力ƒｔ以下であること。ただし，ƒｔは

下表による。 
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 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷

重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔ 
1.5・

1.5

Ｆ

 
1.5・

1.5

Ｆ

 

 

 

5. 逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータ 

5.1 固有周期 

5.1.1 固有周期の計算方法 

逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 計算モデル 

a. 容器及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

b. 逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータは胴を 2 個の脚で支持し，脚は溶

接で架台に据え付けられているため，固定端として評価する。 

c. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

d. 逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの荷重状態及び胴に生じるモーメ

ントを図 5－1 及び図 5－2 に示す。 

 

 

Ｍ,Ｍｅ 

ｒｏ 

ｈ１ 

ｍ０･g， 

ＣＶ･ｍ０･g 

ｈ２ 

ＣＨ･ｍ０･g 長手方向 

Ｍℓ  

鉛直方向 

横方向 

Ｍℓ  

ＣＨ･ｍ０･g 

 

               

 

 

e. 逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータは，図 5－3 のような 1 質点系振動モデ

ルとして考え，固有周期は長手方向及び鉛直方向について計算する。 
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図 5－1 長手方向荷重による胴の

脚付け根部のモーメント 

＊

図 5－2 鉛直方向荷重による胴の

脚付け根部のモーメント 
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図 5－3 固有周期計算モデル 

 

(2) 長手方向の固有周期 

図 5－3 における長手方向のばね定数は， 

１

１3１

１

ｓｓｓｙｓ Ａ・Ｇ

ｈ
＋

Ｉ・Ｅ・12

ｈ

1000
Ｋ ＝    ······························· （5.1.1.1）    

 

固有周期は 


０

１
ｍ /2Ｔ ・ ・
Ｋ

2＝ π    ·······································   （5.1.1.2） 

 

(3) 鉛直方向の固有周期 

図 5－3 における鉛直方向のばね定数は， 

( ) ( ) ( ) ２ ２ １ １ ２ １２ １ １

２

１

1000
Ｋｃ

ｈ ｈ ・ｈ ・ｈ ｈ ／2ｈ ・3・ｈ ｈ ｈ
＋ ＋

6・Ｅｓ・Ｉｓｘ Ｅｓ・Ｉｓｘ Ｇｓ・Ａｓ

＝
－ －－

 

                         ····················  （5.1.1.3） 

固有周期は， 

０
２

ｍ /2
Ｔ ・ ・

Ｋｃ
2＝ π    ·······································  （5.1.1.4） 

 

 

5.1.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【逃がし安全弁自動減圧機能用アキュ

ムレータの耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

 

 

5.1.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 5－1 に示す。計算の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，

剛構造であることを確認した。 

 

ｍ０ 

ｈ２ 

ｈ１ 

Ｋａ， 

Ｋｂ 
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表 5－1 固有周期 （単位：s） 

水平 

鉛直 

5.2 構造強度評価 

5.2.1  構造強度評価方法 

5.1.1(1)a.から e.のほか，地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用

するものとして計算する。 

5.2.2  荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.2.1  荷重の組合せ及び許容応力状態 

逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの荷重の組合せ及び許容応力状態の

うち設計基準対象施設の評価に用いるものを表4－2に示す。 

5.2.2.2  許容応力 

逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持

の基本方針」に基づき表4－4及び表4－5のとおりとする。 

5.2.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの使用材料の許容応力評価条件のうち

設計基準対象施設の評価に用いるものを表4－6に示す。 

5.2.3  設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－2 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，

Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

表 5－2 逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉格納容器 

附帯 

EL 27.907＊1 

ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝0.72 ＣＨ＝1.97 ＣＶ＝1.47 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2 ＊2
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＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくは 

これを上回る設計震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

5.2.4  逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの計算方法 

5.2.4.1 応力の計算方法 

5.2.4.1.1 胴の応力 

(1) 内圧による応力

σφ１＝
Ｐ ・ Ｄ ＋1.2・ｔｒ ｉ( )

2・ｔ
 ······················   （5.2.4.1.1.1） 

σｘ１＝
Ｐ ・ Ｄ ＋1.2・ｔｒ ｉ( )

4・ｔ
 ······················   （5.2.4.1.1.2） 

(2) 運転時質量による脚付け根部の応力

運転時質量により脚付け根部に生じる曲げモーメントは次式で求める。

Ｍ＝
2

1
・ｍ０・g・ｒｏ  ······························  （5.2.4.1.1.3） 

ｒ
Ｄ

2
ｏ

ｉ
＝ ＋ｔ ··································   （5.2.4.1.1.4） 

この曲げモーメントＭにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は引用文

献(1)により次のように求める。 

脚が胴に及ぼす力の関係を図 5－4に示す。 

図 5－4 脚が胴に及ぼす力の関係 

ここで，シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβは以下のように

定義する。 

γ＝ｒｍ／ｔ   ········································ （5.2.4.1.1.5）

β１＝Ｃ１／ｒｍ   ······································ （5.2.4.1.1.6）

ｔ 
ｒｍ 

Ｍ 

Ｐｃ 

Ｍ，Ｍｅ 

2･Ｃ２ 

2･Ｃ1 
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β２＝Ｃ２／ｒｍ   ······································ （5.2.4.1.1.7）

ｒｍ＝(Ｄｉ＋ｔ) ／ 2  ····························  （5.2.4.1.1.8）

β＝ 23 １ ２  β ・β   ·······························  （5.2.4.1.1.9）

ただし，β≦0.5 

シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(1)

の図より値（以下＊を付記するもの）を求めることにより応力は次式で求める。 

( )
    

        
２２

２φ
ｍｍ

＊
φＮ Ｍ・

・β・Ｍ／ｒ ・β ｒ ｔ
＝σ ・Ｃｃ１  ········  （ 5.2.4.1.1.10 ）

( )
    

        
２２

２
ｍｍ

＊

ｘ
ｘＮ Ｍ・　

ｒ ・β・ｔＭ／ｒ ・β
＝σ ・Ｃｃ２  ········  （ 5.2.4.1.1.11 ）

また，運転時質量が作用した場合，脚付け根部に生じるせん断応力は次式で

求める。 

０

１

1
・ｍ ・
2ｄ＝
・Ｃ ・ｔ4

τ
 

g
 ·································   （5.2.4.1.1.12）

(3) 鉛直方向地震による脚付け根部の応力

鉛直方向地震により脚付け根部に生じる曲げモーメントは次式で求める。

Ｍｃ＝
2

1
・ＣＶ・ｍ０・g・ｒｏ  ······················   （5.2.4.1.1.13） 

曲げモーメントＭｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，シェルパラ

メータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(1)の図により値（以

下＊を付記するもの）を求めることにより（5.2.4.1.1.14）式～（5.2.4.1.1.17）

式で求める。 

一次応力 

( )
               

３
２２ ｍｍ

＊
φ

φ
Ｎ Ｍｃ・

ｒ ・β・ｔＭｃ／ｒ ・β
＝σ ・Ｃｃ１ ···  （5.2.4.1.1.14）

( )
              

３
２２ ｍｍ

＊

ｘ
ｘＮ Ｍｃ・

ｒ ・β・ｔＭｃ／ｒ ・β
＝σ ・Ｃｃ２ ···  （5.2.4.1.1.15）

二次応力 

( )
             

 

２ ３
２

φ
ｍｍ

＊
φ Ｍｃ・　

ｒ ・ｔ ・βＭｃ／ｒ ・β
Ｍ 6・＝σ  ······   （5.2.4.1.1.16） 
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( )
             

 

２ ３
２

ｘ
ｍｍ

＊
ｘ Ｍｃ・　

ｒ ・ｔ ・βＭｃ／ｒ ・β
Ｍ 6・＝σ  ······  （5.2.4.1.1.17） 

ここで，アタッチメントパラメータβは，（5.2.4.1.1.9）式と同様である。 

ただし，二次応力を求める場合は，更にＫcjを乗じた値とする。 

また，鉛直方向地震が作用した場合，脚付け根部に生じるせん断応力は次式

で求める。 

gＶ ０

１

1
・Ｃ ・ｍ ・
2ｄｅ＝

・Ｃ ・ｔ4
τ

 
···························   （5.2.4.1.1.18）

(4) 長手方向地震による脚付け根部の応力

長手方向地震により脚付け根部に生じる曲げモーメントは次式で求める。

Ｍ＝
2

1
・(

2

1
・ＣＨ・ｍ０・g)・ｈ１  ·················   （5.2.4.1.1.19）

長手方向地震による反力は次式で求める。 

Ｐ＝
2

1
・ＣＨ・ｍ０・g・

０

１２ ・ｈ
2

1
ｈ



−
···············   （5.2.4.1.1.20）

曲げモーメントＭにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，シェルパ

ラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(1)の図より値

（以下＊を付記するもの）を求めることにより（5.2.4.1.1.21）式～

（5.2.4.1.1.24）式で求める。 

一次応力 

( )
             


  

４１
２２ ｍｍ

＊
φφ Ｎ Ｍ・　

ｒ ・β・ｔＭ ／ｒ ・β
＝σ ・Ｃℓ１  ···  （5.2.4.1.1.21）

( )
             


  

４１
２２ ｍｍ

＊

ｘ ｘＮ Ｍ・
ｒ ・β・ｔＭ ／ｒ ・β

＝σ ・Ｃℓ２  ··  （ 5.2.4.1.1.22）

二次応力 

( )
             


  

２ ４１
２

φ
ｍｍ

＊
φＭ Ｍ・

ｒ ・ ・βＭ ／ｒ ・β ｔ
6・＝σ  ·········  （ 5.2.4.1.1.23 ）

( )
             


  

２ ４１
２ｍｍ

＊

ｘ
Ｍｘ Ｍ・　

ｒ ・ｔ ・βＭ ／ｒ ・β
6・＝σ   ·········  （5.2.4.1.1.24）

ここで，アタッチメントパラメータβは， 

β＝ 
23 １ ２　β  ・ β  ······························  （5.2.4.1.1.25）
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ただし，β≦0.5 

また，二次応力を求める場合は，更にＫｊを乗じた値とする。 

反力Ｐによる応力 

一次応力 

   
   

     




４２

＊
φ

φ ＝ ・　
ｍｍ

Ｎ Ｐ
Ｐ ｒ ・ｔ／ｒ

σ    ·················   （5.2.4.1.1.26）

   
   

     




４２

＊

ｘ
ｘ

＝ ・　
ｍｍ

Ｎ Ｐ
Ｐ ｒ ・ｔ／ｒ

σ ················   （5.2.4.1.1.27）

二次応力 

            




４２２

２

＊
Ｍ

φ
φ

・　
6 Ｐ

Ｐ ｔ
・＝σ ························  （5.2.4.1.1.28） 

            




４２

２
２

＊
ｘ

ｘ ・　
Ｍ 6 Ｐ

Ｐ ｔ
・＝σ ························  （5.2.4.1.1.29） 

したがって，長手方向地震による応力は， 

一次応力 

σφ４＝σφ４１＋σφ４２ ·····························  （5.2.4.1.1.30）

σｘ４＝σｘ４１＋σｘ４２ ····························  （5.2.4.1.1.31）

二次応力 

σ２φ４＝σ２φ４１＋σ２φ４２  ··························  （5.2.4.1.1.32） 

σ２ｘ４＝σ２ｘ４１＋σ２ｘ４２   ·························  （5.2.4.1.1.33）

また，長手方向地震が作用した場合，脚付け根部に生じるせん断応力は次式

で求める。 

g


Ｈ ０

２

1・Ｃ ・ｍ ・
2＝

・Ｃ ・ｔ4
τ

 
 ····························  （5.2.4.1.1.34）

(5) 横方向地震による脚付け根部の応力

横方向地震により脚付け根部に生じる反力は次式で求める。 

Ｐｃ＝
2

1
・ＣＨ・ｍ０・g ····························  （5.2.4.1.1.35）

半径方向荷重Ｐｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，シェルパ

ラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(1)の図より

値（以下＊を付記するもの）を求めることにより（5.2.4.1.1.36）式～
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（5.2.4.1.1.39）式で求める。 

一次応力 

   
        

５

＊
φ

φ
ｃ

＝ ・　
ｍｃ ｍ

Ｎ Ｐ
ｒ ・ｔＰ ／ｒ

σ ···················  （5.2.4.1.1.36）

   
        

５

＊
ｃ

＝ ・　
ｍｃ ｍ

ｘｘ Ｎ Ｐ
ｒ ・ｔＰ ／ｒ

σ ··················  （5.2.4.1.1.37）

二次応力 

             
２

２ ５

＊

φ
φ

・　
ｃ

ｃＭ

ｔ
6・Ｐ＝

Ｐ
σ ·························  （5.2.4.1.1.38）

             
２

２ ５

＊
ｘ

ｘ
ｃ

ｃ・
Ｍ

ｔ
6・Ｐ＝

Ｐ
σ  ·························  （5.2.4.1.1.39）

ここで，アタッチメントパラメータβは以下のように定義する。 

4≧β１／β２≧1のとき 

( ) ２１１j

２

１
・ββ・－Ｋ・－

β

β
・
1

1＝ 11
3

－β 















···········  （5.2.4.1.1.40）

ただし，β≦0.5 

1/4≦β１／β２＜1のとき 

( ) ２１j２

２

１
・ββ・－Ｋ・－

β

β
・＝ 11
3

4
－1β 
















 ···········  （5.2.4.1.1.41）

ただし，β≦0.5 

(6) 組合せ応力

(1)～(5)によって算出される脚付け根部に生じる胴の応力を以下のように組

合せる。 

a. 一次一般膜応力

σ０＝Max｛周方向応力(σ０φ)，軸方向応力(σ０ｘ)｝   （5.2.4.1.1.42） 

ここで， 

σ０φ＝σφ１ ··································  （5.2.4.1.1.43） 

σ０ｘ＝σｘ１ ··································  （5.2.4.1.1.44） 
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b. 一次応力

長手方向地震が作用した場合

( ) ( ) ( ) 
 
 

    
２２

１ １１ １ １ ｄ ｄｅφ ｘ φ ｘ・ 4・ ＋ ＋
1
2

＝ ＋ ＋ － ＋σ σ σ σ σ τ τ τ

 ·······················  （5.2.4.1.1.45）

ここで， 

σ１φ＝σφ１＋σφ２＋σφ３＋σφ４ ············  （5.2.4.1.1.46） 

σ１ｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ４ ············  （5.2.4.1.1.47） 

横方向地震が作用した場合 

( ) ( ) ( ) 
 
 

２２
ｄ ｄｅ１ １ １ １ １・ ・ｃφ ｃｘ ｃφ ｃｘｃ

1＝ ＋ ＋ － ＋4 ＋
2

σ σ σ σ σ τ τ

 ·······················  （5.2.4.1.1.48）

ここで， 

σ１ｃφ＝σφ１＋σφ２＋σφ３＋σφ５ ············  （5.2.4.1.1.49） 

σ１ｃｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ５ ············  （5.2.4.1.1.50） 

したがって，胴に生じる一次応力の最大値は， 

σ１＝Max｛長手方向地震時応力(σ１)，横方向地震時応力(σ１c)｝ 

 ·······························  （5.2.4.1.1.51）

とする。 

c. 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値

長手方向地震が作用した場合

( ) ( ) ( )     
２２

２ ２ ２ ２ ２ ｄｅφ ｘ φ ｘ ・ ＋4＝ ＋ ＋ － ＋σ σ σ σ σ τ τ

 ·······················  （5.2.4.1.1.52）

ここで， 

σ２φ＝σφ３＋σφ４＋σ２φ３＋σ２φ４   ···········  （5.2.4.1.1.53）

σ２ｘ＝σｘ３＋σｘ４＋σ２ｘ３＋σ２ｘ４   ···········  （5.2.4.1.1.54）

横方向地震が作用した場合 

( ) ( )２ ２
２ ２ ２ ２ ２ ｄｅφ φ ｃ ・ｃ ｃ ｃｘ ｃ ｘ＝ ＋ ＋ － ＋4σ σ σ σ σ τ

 ·······················  （5.2.4.1.1.55）

ここで， 

σ２ｃφ＝σφ３＋σφ５＋σ２φ３＋σ２φ５ ··········  （5.2.4.1.1.56） 
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σ２ｃｘ＝σｘ３＋σｘ５＋σ２ｘ３＋σ２ｘ５ ··········  （5.2.4.1.1.57） 

したがって，胴に生じる地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値

の最大値は， 

σ２＝Max｛長手方向地震時応力(σ２)，横方向地震時応力(σ２c)｝ 

 ·······················  （5.2.4.1.1.58）

とする。 

5.2.4.1.2 脚の応力 

(1) 運転時質量による応力

曲げ応力は

ｓｘ
ｓ

2･Ｚ

･ｈ･ｍ
＝

２０
１σ

g
·································  （5.2.4.1.2.1）

せん断応力は

４

０
１

ｓ
ｓ

Ａ2･

･ｍ
＝τ

g
   ···································  （5.2.4.1.2.2）

(2) 鉛直方向地震による応力

曲げ応力は

g０Ｖ ２
２ｓ

ｓｘ

Ｃ ･ｍ ･ ･ｈ
＝

2･Ｚ
σ  ······························  （5.2.4.1.2.3） 

せん断応力は 

４

０
２

ｓ

Ｖ
ｓ

Ａ2･

･･ｍＣ
＝τ

g
·································  （5.2.4.1.2.4）

(3) 長手方向地震による応力

曲げ応力は

 
３ｓ

ｓｙ ｓ

Ｍ Ｐ
＝ ＋
Ｚ Ａ

σ    ·································  （5.2.4.1.2.5）

せん断応力は 

３

０
３

ｓ

Ｈ
ｓ

Ａ2･

･･ｍＣ
＝τ

g
·································  （5.2.4.1.2.6）

(4) 横方向地震による圧縮応力

gＨ ０
４ｓ

ｓ

Ｃ ･ｍ ･
＝

2･Ａ
σ    ································  （5.2.4.1.2.7） 
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(5) 組合せ応力

長手方向地震が作用した場合

( ) ( )
２

２ｓ
２

１ ２ ３ １ ３ｓ ｓ ｓｓ ｓ ｓ 3・＝ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋σ σ σ σ τ τ τ

 ··························  （5.2.4.1.2.8） 
横方向地震が作用した場合 

( ) ( )２２ｓｃ
２

１ ２ ４ １ｓ ｓｓ ｓ ｓ 3・＝ ＋ ＋ ＋ ＋σ σ σ σ τ τ

 ······················  （5.2.4.1.2.9） 

したがって，脚に生じる最大応力は， 

)｝()，横方向地震時応力震時応力(＝Max｛長手方向地 ｓｃｓｓ σσσ   

 ·······················   （5.2.4.1.2.10）

とする。 

5.2.5  逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレー

タの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。
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5.2.6 逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの応力の評価 

5.2.6.1 胴の応力評価 

5.2.4.1.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下

であること。 

ただし，Ｓａは下表による。 

応力の種類 

許容応力Ｓａ 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷

重との組合せの場合 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さＳｕ

の0.6倍のいずれか小さい方の値。た

だし，オーステナイト系ステンレス

鋼及び高ニッケル合金にあっては許

容引張応力Ｓの1.2倍の方が大きい場

合はこの大きい方の値とする。 

設計引張強さＳｕの0.6倍 

一次応力 上記の1.5倍の値 上記の1.5倍の値 

一次応力と二次

応力の和 

地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が設計降伏点

Ｓｙの2倍以下であれば，疲れ解析は不要とする。 

5.2.6.2 脚の応力評価 

5.2.4.1.2項で求めた脚の組合せ応力が許容応力ƒｔ以下であること。

ただし，ƒｔは下表による。

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷

重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔ
1.5・

1.5

Ｆ
1.5・

1.5

Ｆ

＊
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

6.1.1 逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの設計基準対象施設としての耐震評価

結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な

構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

6.1.2 逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータ 

逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの設計基準対象施設としての耐震評価

結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な

構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

6.2.1 逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの重大事故等時の状態を考慮した場

合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震

力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

7. 引用文献

(1) Wichman, K.R. et al.: Local Stresses in Spherical and Cylindrical Shells due to

External Loadings, Welding Research Council bulletin, March 1979 revision of WRC 
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震
動

Ｓ
ｄ

又
は

静
的

震
度

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ

又
は

静
的

震
度

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
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2
.

重
大

事
故

等
対

処
設

備

 
2
.
1
 
 
設

計
条

件

―
―

E
L
 
2
7
.
9
0
7

注
記

＊
1
：

基
準

床
レ

ベ
ル

を
示

す
。

　
　

＊
2
：

設
計

用
震

度
Ⅱ

（
基

準
地

震
動

Ｓ
ｓ

）
又

は
こ

れ
を

上
回

る
設

計
震

度

 
2
.
2
 
 
機

器
要

目

ｍ
０

Ｄ
ｉ

ｔ
ｈ

１
ｈ

２
ｒ

ｓ
Ｉ

ｓ
ｘ

Ｉ
ｓ

ｙ
Ｚ

ｓ
ｘ

Ｚ
ｓ

ｙ
Ａ

ｓ
Ｅ

ｓ
Ｇ

ｓ

（
k
g
）

（
m
m
）

（
m
m
）

（
m
m
）

（
m
m
）

（
m
m
）

（
m
m
4
）

（
m
m
4
）

（
m
m
3
）

（
m
m
3
）

（
m
m
2
）

（
M
P
a
）

（
M
P
a
）

1
9
9
.
9

8
.
2

1
8
0

2
5
0

8
2
.
6

1
.
1
0
4
×

1
0
7

1
.
1
0
4
×

1
0
7

1
.
3
3
7
×

1
0
5

1
.
3
3
7
×

1
0
5

3
.
5
2
6
×

1
0
3

1
9
1
0
0
0

7
3
5
0
0

Ａ
ｓ

１
Ａ

ｓ
２

Ａ
ｓ

３
Ａ

ｓ
４

（
m
m
2
）

（
m
m
2
）

（
m
m
2
）

（
m
m
2
）

2
.
3
5
1
×
1
0
3

2
.
3
5
1
×

1
0
3

1
.
7
6
3
×

1
0
3

1
.
7
6
3
×

1
0
3

注
記

 
 
 
:
周

囲
環

境
温

度
で

算
出

 
 
:
最

高
使

用
温

度
で

算
出

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ

又
は

静
的

震
度

設
備

分
類

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ

Ｃ
Ｈ
＝

1
.
9
7

Ｃ
Ｖ
＝

1
.
4
7

固
有

周
期

(
ｓ

)

常
設

耐
震

／
防

止
常

設
／

緩
和

41

機
器

名
称

（
M
P
a
）

（
M
P
a
）

2
0
0

1
4
4

4
0
2

1
1
1

2
0
7

2
0
0

Ｓ
ｙ

（
胴

板
）

Ｓ
ｕ

（
胴

板
）

Ｓ
（

胴
板

）
Ｓ

ｙ
（

脚
）

Ｓ
ｕ

（
脚

）
Ｆ

（
脚

）
Ｆ

 
（

脚
）

4
0
4

2
.
2
0

2
0
7

2
4
8

（
M
P
a
）

（
M
P
a
）

（
M
P
a
）

（
M
P
a
）

（
M
P
a
）

据
付

場
所

及
び

床
面

高
さ

（
m）

水
平

方
向

設
計

震
度

水
平

方
向

設
計

震
度

鉛
直

方
向

設
計

震
度

鉛
直

方
向

設
計

震
度

最
高

使
用

圧
力

（
M
Pa
）

最
高

使
用

温
度

（
℃

）

周
囲

環
境

温
度

（
℃

）

逃
が
し
安

全
弁
逃

が
し
弁

機
能
用
ア

キ
ュ
ム

レ
ー
タ

原
子

炉
格

納
容

器
附

帯

*
1

*
2

＊
2

＊
2

＊
2

＊
1

＊
1

＊
1

＊
1

＊
1

水
平

方
向

鉛
直

方
向

＊

＊
2

＊
2
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2
.
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計
算

数
値

 
2
.
3
.
1
　

胴
に

生
じ

る
応

力

(
1
)

一
次

一
般

膜
応

力
（

単
位

：
M
P
a
）

地
震

の
種

類

応
力

の
方

向

σ
φ

１
＝

2
9

σ
ｘ

１
＝

1
4

σ
０
＝

2
9

(
2
)

一
次

応
力

（
単

位
：

M
P
a
）

σ
φ

１
＝

2
9

σ
ｘ

１
＝

1
4

σ
φ

１
＝

2
9

σ
ｘ

１
＝

1
4

引
張

り
σ

φ
２
＝

1
σ

ｘ
２
＝

2
σ

φ
２
＝

1
σ

ｘ
２
＝

2

せ
ん

断
τ

ｄ
＝

1
τ

ｄ
＝

1

引
張

り
σ

φ
３
＝

2
σ

ｘ
３
＝

3
σ

φ
３
＝

2
σ

ｘ
３
＝

3

せ
ん

断
τ

ｄ
ｅ
＝

1
τ

ｄ
ｅ
＝

1

引
張

り
σ

φ
４
＝

3
σ

ｘ
４
＝

2
σ

φ
５
＝

2
σ

ｘ
５
＝

2

せ
ん

断
τ

＝
1

σ
１
＝

3
4

σ
１
ｃ
＝

3
2

42

地
震

の
方

向

応
力

の
方

向

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ

又
は

静
的

震
度

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ

周
方

向
応

力
軸

方
向

応
力

周
方

向
応

力
軸

方
向

応
力

横
方

向

組
合

せ
応

力

周
方

向
応

力
軸

方
向

応
力

周
方

向
応

力
軸

方
向

応
力

周
方

向
応

力
軸

方
向

応
力

周
方

向
応

力
軸

方
向

応
力

地
震

の
種

類

内
圧

に
よ

る
応

力

運
転

時
質

量
に

よ
る

応
力

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
応

力

水
平

方
向

地
震

に
よ

る
応

力

―

― ―

―

――

横
方

向

―
―

―
―

―
―

―

内
圧

に
よ

る
応

力

運
転

時
質

量
に

よ
る

応
力

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
応

力

水
平

方
向

地
震

に
よ

る
応

力

―― ―

組
合

せ
応

力

―
―

―
―

―

長
手

方
向

―

―

―

―

― ― ―

― ―

長
手

方
向

― ― ― ―

―

― ― ― ―

―

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ

又
は

静
的

震
度

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
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(
3
)

地
震

動
の

み
に

よ
る

一
次

応
力

と
二

次
応

力
の

和
の

変
動

値
（

単
位

：
M
P
a
）

σ
φ

３
＝

2
σ

ｘ
３
＝

3
σ

φ
３
＝

2
σ

ｘ
３
＝

3

σ
２
φ

３
＝

1
2

σ
２
ｘ

３
＝

6
σ

２
φ

３
＝

1
2

σ
２
ｘ

３
＝

6

τ
ｄ

ｅ
＝

1
τ

ｄ
ｅ
＝

1

σ
φ

４
＝

3
σ

ｘ
４
＝

2
σ

φ
５
＝

2
σ

ｘ
５
＝

2

σ
２
φ

４
＝

4
σ

２
ｘ

４
＝

6
σ

２
φ

５
＝

6
σ

２
ｘ

５
＝

4

τ
＝

1

σ
２
＝

3
9

σ
２
ｃ
＝

4
1

 
2
.
3
.
2
　

脚
に

生
じ

る
応

力
（

単
位

：
M
P
a
）

σ
ｓ

１
＝

2
σ

ｓ
１
＝

2

τ
ｓ

１
＝

1
τ

ｓ
１
＝

1

σ
ｓ

２
＝

2
σ

ｓ
２
＝

2

τ
ｓ

２
＝

1
τ

ｓ
２
＝

1

σ
ｓ

３
＝

3

σ
ｓ

４
＝

1

τ
ｓ

３
＝

1

σ
ｓ
＝

6
σ

ｓ
ｃ
＝

4

2
.
4
　

結
論

 
2
.
4
.
1
　

固
有

周
期

（
単

位
：

ｓ
）

 
2
.
4
.
2
 
 
応

力
（

単
位

：
M
P
a
）

方
向

長
手

方
向

応
力

鉛
直

方
向

算
出

応
力

許
容

応
力

算
出

応
力

許
容

応
力

一
次

一
般

膜
―

―
σ

０
＝

2
9

Ｓ
ａ
＝

2
4
1

一
次

―
―

σ
１
＝

3
4

Ｓ
ａ
＝

3
6
1

一
次

＋
二

次
―

―
σ

２
＝

4
1

Ｓ
ａ
＝

2
8
8

組
合

せ
―

―
σ

ｓ
＝

6
ƒｔ

＝
2
4
8

　
す

べ
て

許
容

応
力

以
下

で
あ

る
。
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せ
ん

断

せ
ん

断

せ
ん

断

横
方

向

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ

又
は

静
的

震
度

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ

組
合

せ
応

力

長
手

方
向

横
方

向
長

手
方

向

固
有

周
期

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
応

力

水
平

方
向

地
震

に
よ

る
応

力

横
方

向

周
方

向
応

力
軸

方
向

応
力

周
方

向
応

力
軸

方
向

応
力

周
方

向
応

力

―

―

軸
方

向
応

力
周

方
向

応
力

軸
方

向
応

力

横
方

向
長

手
方

向
長

手
方

向

― ――

―

―

― ―

―

―

― ― ―

―

―
―

―
―

―

―

― ―

― ―

― ―

―

―
― ―

―

―
―

―
――――――

―

地
震

の
種

類

地
震

の
方

向

運
転

時
質

量
に

よ
る

応
力

曲
げ

曲
げ

圧
縮

曲
げ

材
料

部
材

胴
板

S
U
S
3
0
4
T
P

脚
S
T
P
T
4
2

地
震

の
種

類

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
応

力

水
平

方
向

地
震

に
よ

る
応

力

組
合

せ
応

力

地
震

の
方

向

応
力

の
方

向

引
張

り

引
張

り

せ
ん

断

せ
ん

断

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ

又
は

静
的

震
度

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ

又
は

静
的

震
度

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ
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3
.

設
計

基
準
対
象
施
設

 
3
.
1
 
 
設

計
条

件

Ｓ

E
L
 
2
7
.
9
0
7

注
記

＊
1
：

基
準

床
レ

ベ
ル

を
示

す
。

　
　

＊
2
：

設
計

用
震

度
Ⅱ

（
弾

性
設

計
用

地
震

動
Ｓ

ｄ
）

又
は

静
的

震
度

の
い

ず
れ

か
大

き
い

方
，

若
し

く
は

こ
れ

を
上

回
る

設
計

震
度

　
　

＊
3
：

設
計

用
震

度
Ⅱ

（
基

準
地

震
動

Ｓ
ｓ

）
又

は
こ

れ
を

上
回

る
設

計
震

度

 
3
.
2
 
 
機

器
要

目

ｍ
０

Ｄ
ｉ

ｔ
０

ｈ
１

ｈ
２

Ｃ
１

Ｃ
２

Ｉ
ｓ

ｘ
Ｉ

ｓ
ｙ

Ｚ
ｓ

ｘ
Ｚ

ｓ
ｙ

Ａ
ｓ

（
k
g
）

（
m
m
）

（
m
m
）

（
m
m
）

（
m
m
）

（
m
m
）

（
m
m
）

（
m
m
）

（
m
m
4
）

（
m
m
4
）

（
m
m
3
）

（
m
m
3
）

（
m
m
2
）

4
5
0

1
2
.
0

7
0
0

2
2
1

3
7
5

1
8
0

6
0

1
.
2
5
2
×

1
0
8

3
.
5
0
4
×

1
0
6

6
.
9
5
6
×

1
0
5

5
.
8
4
0
×

1
0
4

6
.
9
1
2
×

1
0
3

Ｅ
ｓ

Ｇ
ｓ

Ａ
ｓ

１
Ａ

ｓ
２

Ａ
ｓ

３
Ａ

ｓ
４

（
M
P
a
）

（
M
P
a
）

（
m
m
2
）

（
m
m
2
）

（
m
m
2
）

（
m
m
2
）

1
9
3
0
0
0

7
4
2
0
0

2
.
9
7
7
×

1
0
3

4
.
1
5
3
×

1
0
3

1
.
9
6
6
×

1
0
3

3
.
5
7
8
×

1
0
3

1
5
0

4
1
3

1
1
3

3
7
3

2
0
1

2
4
1

注
記

＊
1
:
周

囲
環

境
温

度
で

算
出

＊
2
:
表

中
で

上
段

は
一

次
応

力
，

下
段

は
二

次
応

力
の

係
数

と
す

る
。

＊
3
:
最

高
使

用
温

度
で

算
出

耐
震

重
要

度
分

類

Ｃ
Ｖ
＝
0
.
7
2

Ｃ
Ｖ
＝

1
.
4
7

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ

又
は

静
的

震
度

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ

Ｃ
Ｈ
＝
1
.
3
7
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Ｆ
（

脚
）

Ｆ
 
（

脚
）

固
有

周
期

(
ｓ

)
機

器
名

称

（
M
P
a
）

（
M
P
a
）

2
0
1

1
.
7
7

1
7
1

1
7
1

―
―

Ｃ
Ｈ
＝

1
.
9
7

―
―

Ｓ
ｙ
（

胴
板

）
Ｓ

ｕ
（

胴
板

）
Ｓ

（
胴

板
）

Ｓ
ｙ
（

脚
）

Ｓ
ｕ
（

脚
）

（
厚

さ
≦

1
6
m
m
）

（
M
P
a
）

（
M
P
a
）

（
M
P
a
）

（
M
P
a
）

（
M
P
a
）

Ｋ
１

１
Ｃ

１
Ｃ

ｃ
１

Ｃ
２

Ｃ
ｃ

２
Ｋ

２
１

Ｋ
１

２
Ｋ

２
２

Ｋ
１

Ｋ
ｃ

１
Ｋ

２
Ｋ

ｃ
２

＊
3

＊
3

＊
3

＊
1

＊
1

＊
2

＊
2

＊
2

＊
2

＊
1

＊
1

据
付

場
所

及
び

床
面

高
さ

（
m）

水
平

方
向

設
計

震
度

水
平

方
向

設
計

震
度

鉛
直

方
向

設
計

震
度

鉛
直

方
向

設
計

震
度

最
高

使
用

圧
力

（
M
Pa
）

最
高

使
用

温
度

（
℃

）

周
囲

環
境

温
度

（
℃

）
水

平
方

向
鉛

直
方

向

逃
が
し
安

全
弁
自

動
減
圧

機
能
用
ア

キ
ュ
ム

レ
ー
タ

原
子

炉
格

納
容

器
附
帯

【
逃
が
し
安

全
弁
自
動

減
圧
機
能

用
ア

キ
ュ

ム
レ

ー
タ

の
耐

震
性

に
つ

い
て

の
計
算

結
果

】

＊
1

＊
3

＊
3

＊
2

＊
2

＊
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3
.
3
　

計
算

数
値

 
3
.
3
.
1
　

胴
に

生
じ

る
応

力

(
1
)

一
次

一
般

膜
応

力
（

単
位

：
M
P
a
）

地
震

の
種

類

応
力

の
方

向

σ
φ

１
＝

3
5

σ
ｘ

１
＝

1
8

σ
φ

１
＝

3
5

σ
ｘ

１
＝

1
8

σ
０
＝

3
5

σ
０
＝

3
5

(
2
)

一
次

応
力

（
単

位
：

M
P
a
）

σ
φ

１
＝

3
5

σ
ｘ

１
＝

1
8

σ
φ

１
＝

3
5

σ
ｘ

１
＝

1
8

σ
φ

１
＝

3
5

σ
ｘ

１
＝

1
8

σ
φ

１
＝

3
5

σ
ｘ

１
＝

1
8

引
張

り
σ

φ
２
＝

2
σ

ｘ
２
＝

4
σ

φ
２
＝

2
σ

ｘ
２
＝

4
σ

φ
２
＝

2
σ

ｘ
２
＝

4
σ

φ
２
＝

2
σ

ｘ
２
＝

4

せ
ん

断
τ

ｄ
＝

1
τ

ｄ
＝

1
τ

ｄ
＝

1
τ

ｄ
＝

1

引
張

り
σ

φ
３
＝

1
σ

ｘ
３
＝

3
σ

φ
３
＝

1
σ

ｘ
３
＝

3
σ

φ
３
＝

3
σ

ｘ
３
＝

6
σ

φ
３
＝

3
σ

ｘ
３
＝

6

せ
ん

断
τ

ｄ
ｅ
＝

1
τ

ｄ
ｅ
＝

1
τ

ｄ
ｅ
＝

1
τ

ｄ
ｅ
＝

1

引
張

り
σ

φ
４
＝

3
σ

ｘ
４
＝

2
σ

φ
５
＝

2
σ

ｘ
５
＝

2
σ

φ
４
＝

4
σ

ｘ
４
＝

2
σ

φ
５
＝

3
σ

ｘ
５
＝

3

せ
ん

断
τ

＝
1

τ
＝

2

σ
１
＝

4
0

σ
１
ｃ
＝

3
9

σ
１
＝

4
2

σ
１
ｃ
＝

4
1

45

地
震

の
種

類

 
地

震
の

方
向

応
力

の
方

向

長
手

方
向

軸
方

向
応

力

組
合

せ
応

力

内
圧

に
よ

る
応

力

運
転

時
質

量
に

よ
る

応
力

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
応

力

水
平

方
向

地
震

に
よ

る
応

力

内
圧

に
よ

る
応

力

運
転

時
質

量
に

よ
る

応
力

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
応

力

水
平

方
向

地
震

に
よ

る
応

力

組
合

せ
応

力

―

―
―

横
方

向

周
方

向
応

力
軸

方
向

応
力

周
方

向
応

力
軸

方
向

応
力

周
方

向
応

力
周

方
向

応
力

長
手

方
向

軸
方

向
応

力

軸
方

向
応

力

―
―

―
―

―
―

横
方

向

周
方

向
応

力

―

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ

又
は

静
的

震
度

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ

軸
方

向
応

力

―
―

―
―

周
方

向
応

力

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ

又
は

静
的

震
度

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ



S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
5
-
3
-
1
-
1
 
R
O
E

(
3
)

地
震

動
の

み
に

よ
る

一
次

応
力

と
二

次
応

力
の

和
の

変
動

値
（

単
位

：
M
P
a
）

σ
φ

３
＝

1
σ

ｘ
３
＝

3
σ

φ
３
＝

1
σ

ｘ
３
＝

3
σ

φ
３
＝

3
σ

ｘ
３
＝

6
σ

φ
３
＝

3
σ

ｘ
３
＝

6

σ
２
φ

３
＝

8
σ

２
ｘ

３
＝

4
σ

２
φ

３
＝

8
σ

２
ｘ

３
＝

4
σ

２
φ

３
＝

1
5

σ
２
ｘ

３
＝

7
σ

２
φ

３
＝

1
5

σ
２
ｘ

３
＝

7

τ
ｄ

ｅ
＝

1
τ

ｄ
ｅ
＝

1
τ

ｄ
ｅ
＝

1
τ

ｄ
ｅ
＝

1

σ
φ

４
＝

3
σ

ｘ
４
＝

2
σ

φ
５
＝

2
σ

ｘ
５
＝

2
σ

φ
４
＝

4
σ

ｘ
４
＝

2
σ

φ
５
＝

3
σ

ｘ
５
＝

3

σ
２
φ

４
＝

4
σ

２
ｘ

４
＝

5
σ

２
φ

５
＝

7
σ

２
ｘ

５
＝

4
σ

２
φ

４
＝

6
σ

２
ｘ

４
＝

7
σ

２
φ

５
＝

9
σ

２
ｘ

５
＝

5

τ
＝

1
τ

＝
2

σ
２
＝

3
0

σ
２
ｃ
＝

3
4

σ
２
＝

5
2

σ
２
ｃ
＝

5
9

 
3
.
3
.
2
　

脚
に

生
じ

る
応

力
（

単
位

：
M
P
a
）

地
震

の
種

類

地
震

の
方

向

σ
ｓ

１
＝

1
σ

ｓ
１
＝

1
σ

ｓ
１
＝

1
σ

ｓ
１
＝

1

τ
ｓ

１
＝

1
τ

ｓ
１
＝

1
τ

ｓ
１
＝

1
τ

ｓ
１
＝

1

σ
ｓ

２
＝

1
σ

ｓ
２
＝

1
σ

ｓ
２
＝

2
σ

ｓ
２
＝

2

τ
ｓ

２
＝

1
τ

ｓ
２
＝

1
τ

ｓ
２
＝

1
τ

ｓ
２
＝

1

σ
ｓ

３
＝

5
σ

ｓ
３
＝

7

σ
ｓ

４
＝

1
σ

ｓ
４
＝

1

τ
ｓ

３
＝

2
τ

ｓ
３
＝

2

σ
ｓ
＝

8
σ

ｓ
ｃ
＝

3
σ

ｓ
＝

1
1

σ
ｓ

ｃ
＝

4

3
.
4
　

結
論

 
3
.
4
.
1
　

固
有

周
期

（
単

位
：

ｓ
）

 
3
.
4
.
2
 
 
応

力
（

単
位

：
M
P
a
）

応
力

算
出

応
力

許
容

応
力

算
出

応
力

許
容

応
力

一
次

一
般

膜
σ

０
＝

3
5

Ｓ
ａ
＝

1
5
0

σ
０
＝

3
5

Ｓ
ａ
＝

2
4
8

一
次

σ
１
＝

4
0

Ｓ
ａ
＝

2
2
5

σ
１
＝

4
2

Ｓ
ａ
＝

3
7
2

一
次

＋
二

次
σ

２
＝

3
4

Ｓ
ａ
＝

3
0
0

σ
２
＝

5
9

Ｓ
ａ
＝

3
0
0

組
合

せ
σ

ｓ
＝

8
f
ｔ
＝

2
0
1

σ
ｓ
＝

1
1

ƒｔ
＝

2
4
1

　
す

べ
て

許
容

応
力

以
下

で
あ

る
。

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
応

力

水
平

方
向

地
震

に
よ

る
応

力

組
合

せ
応

力

部
材

材
料

胴
板

せ
ん

断

組
合

せ
応

力

長
手

方
向

運
転

時
質

量
に

よ
る

応
力せ

ん
断

脚

S
U
S
3
0
4

S
M
4
1
A

46

地
震

の
種

類

地
震

の
方

向

応
力

の
方

向

鉛
直

方
向

固
有

周
期

長
手

方
向

横
方

向
長

手
方

向

引
張

り

引
張

り

せ
ん

断

周
方

向
応

力
軸

方
向

応
力

周
方

向
応

力
軸

方
向

応
力

周
方

向
応

力
軸

方
向

応
力

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ

又
は

静
的

震
度

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ

横
方

向
長

手
方

向

―

―
―

―

横
方

向

周
方

向
応

力
軸

方
向

応
力

方
向

長
手

方
向

―

―
―

―

横
方

向

曲
げ

水
平

方
向

地
震

に
よ

る
応

力

せ
ん

断

曲
げ

曲
げ

圧
縮

鉛
直

方
向

地
震

に
よ

る
応

力
せ

ん
断

弾
性

設
計

用
地

震
動

Ｓ
ｄ

又
は

静
的

震
度

基
準

地
震

動
Ｓ

ｓ

弾
性
設

計
用

地
震

動
Ｓ

ｄ
又

は
静

的
震

度
基

準
地

震
動

Ｓ
ｓ



Ⅵ-2-5-4 残留熱除去設備の耐震性についての計算書 

  

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
2
-
5
-
4
 
R
0
 



Ⅵ-2-5-4-1 残留熱除去系の耐震性についての計算書 

  

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
2
-
5
-
4
-
1
 
R
0
 



 
 
 
 
 
 

 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
5
-4
-1
-2
 R
0 

Ⅵ-2-5-4-1-2 残留熱除去ポンプの耐震性についての計算書



 

 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
5
-4
-1
-2
 R
0 

目  次 

 

1. 概要  ·····································································  1 

2. 一般事項  ·································································  1 

2.1 構造計画  ·······························································  1 

3. 固有値解析及び構造強度評価 ················································  3 

3.1 固有値解析及び構造強度評価方法  ··········································  3 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 ················································  3 

3.3 解析モデル及び諸元  ····················································  10 

3.4 固有周期  ······························································  10 

3.5 設計用地震力  ··························································  11 

3.6 計算条件  ······························································  11 

4. 機能維持評価  ····························································  12 

4.1 動的機能維持評価方法  ··················································  12 

5. 評価結果  ································································  13 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果  ·······································  13 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果  ·····································  13 

 

 

 

 

 

 



 

 1 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
5
-4
-1
-2
 R
0 

1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，残留熱除去ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を維

持できることを説明するものである。 

残留熱除去ポンプは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備にお

いては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大

事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

なお，残留熱除去ポンプは，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載の立形ポン

プであるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-2 立形ポンプの耐震性

についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

残留熱除去ポンプの構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ポンプは基礎ボルトで

中央付近の基礎に据え

付ける。 

ターボ形

（ピットバレル形立形

ポンプ） 

(単位：mm)

原動機取付ボルト

原動機台取付ボルト

ポンプ取付ボルト（上）

ポンプ取付ボルト（下）

基礎ボルト

基礎

原動機

ポンプ

コラムパイプ

バレルケーシング

下部サポート
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3. 固有値解析及び構造強度評価

3.1 固有値解析及び構造強度評価方法 

残留熱除去ポンプの固有値解析及び構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成

の方法 添付資料-2 立形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計

算方法に基づき行う。 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

残留熱除去ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用

いるものを表 3－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－2 に示す。 

3.2.2 許容応力 

残留熱除去ポンプの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 3－3 及

び表 3－4 のとおりとする。 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

残留熱除去ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用い

るものを表 3－5 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－6に示す。 



4 

S2 補 Ⅵ-2-5-4-1-2 R0 

表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

残留熱 

除去設備 
残留熱除去ポンプ Ｓ クラス２ポンプ＊

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

残留熱 

除去設備 
残留熱除去ポンプ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

非常用炉心冷

却設備その他

原子炉注水設

備 

残留熱除去ポンプ 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 
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（続き） 

原子炉格納 

施設 

圧力低減設備

その他の安全

設備 

原子炉格納容

器安全設備 

残留熱除去ポンプ＊4 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊4：A，B-残留熱除去ポンプが対象。 
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表 3－3 許容応力（クラス２，３ポンプ及び重大事故等クラス２ポンプ） 

許容応力状態 

許容限界＊ 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ステ

ンレス鋼及び高ニッケル合金

については上記値と 1.2・Ｓと

の大きい方 

左欄の 1.5 倍の値 弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによる疲労解

析を行い，疲労累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が

1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要 

注記＊：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 3－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

 

 

＊
 

＊
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表 3－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

バレルケーシング 最高使用温度 185 ― 188 373 ― 

コラムパイプ 最高使用温度 185 ― 188 373 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 ― 730 868 ― 

ポンプ取付ボルト（下） 最高使用温度 185 ― 635 847 ― 

ポンプ取付ボルト（上） 最高使用温度 185 ― 635 847 ― 

原動機台取付ボルト 最高使用温度 185 ― 635 847 ― 

原動機取付ボルト 周囲環境温度 ― 730 868 ― 
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表 3－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

バレルケーシング 最高使用温度 185 ― ― 373 ― 

コラムパイプ 最高使用温度 185 ― ― 373 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 ― 685 847 ― 

ポンプ取付ボルト（下） 最高使用温度 185 ― 635 847 ― 

ポンプ取付ボルト（上） 最高使用温度 185 ― 635 847 ― 

原動機台取付ボルト 最高使用温度 185 ― 635 847 ― 

原動機取付ボルト 周囲環境温度 ― 685 847 ― 
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3.3 解析モデル及び諸元 

固有値解析及び構造強度評価に用いる解析モデル及び諸元は，本計算書の【残留熱除去ポン

プの耐震性についての計算結果】の機器要目及びその他の機器要目に示す。解析コードは，  

「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，

Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

3.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 3－7 に示す。固有周期は，0.05 秒以下であり，剛構造であることを

確認した。 

表 3－7 固有値解析結果 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｚ方向 

1 次 水平 0.031 ― ― ― 
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3.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 3－8 及び表 3－9 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数はⅥ-2-1-6「地震

応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

表 3－8 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建物 

EL 1.3＊1 
0.031 0.05 以下 ＣＨ＝0.90＊2 ＣＶ＝0.47＊2 ＣＨ＝1.79＊3 ＣＶ＝0.94＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくは 

これを上回る設計震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度

表 3－9 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建物 

EL 1.3＊1 
0.031 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.79＊2 ＣＶ＝0.94＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度

3.6 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【残留熱除去ポンプの耐震性についての計算結果】

の設計条件及び機器要目に示す。 
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4. 機能維持評価

4.1 動的機能維持評価方法 

残留熱除去ポンプの地震後の動的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の

方法 添付資料-2 立形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法

に基づき行う。 

残留熱除去ポンプは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特性である

ため，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。機能確認済加

速度を表 4－1 に示す。 

表 4－1 機能確認済加速度   (×9.8m/s2) 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

ポンプ 
ピットバレル形 

ポンプ 

水平 10.0 

鉛直 1.0 

原動機 
立形すべり軸受 

電動機 

水平 2.5 

鉛直 1.0 
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

残留熱除去ポンプの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を維持できること

を確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

残留熱除去ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を維持

できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【残留熱除去ポンプの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 

最高使用圧力(MPa) 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
吸込側 吐出側 

残留熱除去 

ポンプ 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 1.3＊1 
0.031 0.05 以下 ＣＨ＝0.90＊2 ＣＶ＝0.47＊2 ＣＨ＝1.79＊3 ＣＶ＝0.94＊3 Ｃｐ＝0.06 185 1.37 3.92 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度  

1.2 機器要目 

(1) ボルト (2) バレルケーシング，コラムパイプ

注記＊1：周囲環境温度で算出

＊2：最高使用温度で算出

部材 
ｍｉ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ 

Ｍｐ

(N･mm) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa)

Ｆｉ 

(MPa) 
部材 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｄｃ 

(mm) 
ｔ 
(mm) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
 12 12 ― 

730＊1

(径≦60mm) 

868＊1

(径≦60mm) 
607 607 バレルケーシング ― 

188＊

(16mm＜厚

さ≦40mm) 

373＊ 1262 19.0

ポンプ取付ボルト(下)

（ｉ＝2） 
40 40 4.456×106 

635＊2

(径≦60mm) 

847＊2

(径≦60mm) 
592 592 コラムパイプ ― 

188＊

(16mm＜厚

さ≦40mm) 

373＊ 432 38.0 

ポンプ取付ボルト(上)

（ｉ＝3） 
40 40 4.456×106 

635＊2

(径≦60mm) 

847＊2

(径≦60mm) 
592 592 

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 
16 16 4.456×106 

635＊2

(径≦60mm) 

847＊2

(径≦60mm) 
592 592 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 
16 16 4.456×106 

730＊1

(径≦60mm) 

868＊1

(径≦60mm) 
607 607 

Ｈｐ

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

＊

注記＊：最高使用温度で算出
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1.3 計算数値 

(1) ボルトに作用する力 (2) バレルケーシング，コラムパイプに作用する力

(単位：N･mm) 

部材 

Ｍｉ(N･mm) Ｆｂｉ(N) Ｑｂｉ(N) 

部材 

Ｍ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
バレルケーシング 

ポンプ取付ボルト(下) 

（ｉ＝2） 
コラムパイプ

ポンプ取付ボルト(上) 

（ｉ＝3） 
原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 
原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 

1.4 結論 

1.4.1 固有周期 (単位：s) 

方 向 固有周期 

水平方向 0.031 

鉛直方向 0.05 以下 

1.4.2 ボルトの応力   (単位：MPa)   1.4.3 バレルケーシング，コラムパイプの応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 部材 材料 

一次一般膜応力 

算出応力 許容応力 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 
バレルケーシング 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
σ＝46 Ｓａ＝188 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

引張り σｂ１＝9 ƒｔｓ１＝455＊ σｂ１＝ 39 ƒｔｓ１＝455＊ 基準地震動Ｓｓ σ＝46 Ｓａ＝223 

せん断 τｂ１＝13 ƒｓｂ１＝350 τｂ１＝ 25 ƒｓｂ１＝350
コラムパイプ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
σ＝23 Ｓａ＝188 

ポンプ取付ボルト(下)

（ｉ＝2） 

引張り σｂ２＝4 ƒｔｓ２＝444＊ σｂ２＝ 14 ƒｔｓ２＝444＊ 基準地震動Ｓｓ σ＝23 Ｓａ＝223 

せん断 τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝342 τｂ２＝ 8 ƒｓｂ２＝342 すべて許容応力以下である。 

ポンプ取付ボルト(上)

（ｉ＝3） 

引張り σｂ３＝6 ƒｔｓ３＝444＊ σｂ３＝ 15 ƒｔｓ３＝444＊

せん断 τｂ３＝3 ƒｓｂ３＝342 τｂ３＝ 6 ƒｓｂ３＝342

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 

引張り σｂ４＝8 ƒｔｓ４＝444＊ σｂ４＝ 20 ƒｔｓ４＝444＊

せん断 τｂ４＝6 ƒｓｂ４＝342 τｂ４＝ 11 ƒｓｂ４＝342

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 

引張り σｂ５＝5 ƒｔｓ５＝455＊ σｂ５＝ 12 ƒｔｓ５＝455＊

せん断 τｂ５＝4 ƒｓｂ５＝350 τｂ５＝ 7 ƒｓｂ５＝350

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓi＝Min[1.4・ƒｔｏi－1.6・τｂｉ，ƒｔｏi]
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1.4.4 動的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度

ポンプ
水平方向 1.17 10.0 

鉛直方向 0.87 1.0 

原動機
水平方向 1.17 2.5 

鉛直方向 0.87 1.0 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。なお，水平方向の機能維持評価用加速度はコラム先端（原動機にあっては軸受部）の応答加速度

又は設置床の最大応答加速度のいずれか大きい方とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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(2) 要素の断面性状

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント

(mm4)

断面二次 

極モーメント 

(mm4) 

1 1-2 1 3.517×106 7.033×106 

2 2-3 1 8.291×106 1.658×107 

3 3-4 1 1.886×107 3.771×107 

4 4-5 1 1.886×107 3.771×107 

5 5-6 1 1.886×107 3.771×107 

6 6-7 1 1.630×107 3.261×107 

7 7-8 1 1.630×107 3.261×107 

8 8-9 1 1.886×107 3.771×107 

9 9-10 1 4.909×106 9.817×106 

10 10-11 3 8.942×107 1.788×108 

11 11-12 5 5.967×106 1.193×107 

12 12-13 5 2.485×107 4.970×107 

13 13-14 5 1.536×107 3.072×107 

14 15-16 2 9.025×108 1.805×109 

15 16-17 2 2.884×109 5.769×109 

16 17-18 2 2.884×109 5.769×109 

17 18-19 2 3.336×109 6.673×109 

18 19-20 2 3.336×109 6.673×109 

19 20-21 2 1.559×109 3.119×109 

20 21-22 2 1.559×109 3.119×109 

21 22-23 2 1.559×109 3.119×109 

22 23-36 2 1.559×109 3.119×109 

23 24-25 2 1.569×1010 3.138×1010 

24 25-26 2 1.569×1010 3.138×1010 

25 26-27 2 1.569×1010 3.138×1010 

26 27-28 2 1.569×1010 3.138×1010 

27 28-29 2 1.569×1010 3.138×1010 

28 29-30 2 1.569×1010 3.138×1010 

29 30-31 2 1.569×1010 3.138×1010 

30 32-33 4 2.014×1012 4.028×1012 

31 33-34 2 1.025×1012 2.051×1012 

32 34-35 2 5.432×1010 1.086×1011 

33 35-36 2 5.432×1010 1.086×1011 

34 36-37 4 3.766×1010 7.532×1010 

35 37-38 5 9.961×109 1.992×1010 

36 38-39 5 9.961×109 1.992×1010 

37 39-40 5 1.385×1010 2.771×1010 
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(3) ばね結合部の指定

ばねの両端の節点番号 ばね定数 

1 15 

3 17 

6 20 

9 23 

12 38 

13 39 

17 27 

13 39 

31 33 

31 33 
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(4) 節点の質量

節点番号 
質量 

(kg) 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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(5) 材料物性値

材料番号 
温度 

(℃) 

縦弾性係数 

(MPa) 

質量密度 

(kg/mm3) 

ポアソン比 

(―) 
材質 

1 185 1.89×105 0.3 

2 185 1.92×105 0.3 

3 1.99×105 0.3 

4 2.00×105 0.3 

5 1.99×105 0.3 
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 

最高使用圧力(MPa) 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
吸込側 吐出側 

残留熱除去 

ポンプ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

原子炉建物 

EL 1.3＊1 
0.031 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.79＊2 ＣＶ＝0.94＊2 Ｃｐ＝0.06 185 1.37 3.92 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

2.2 機器要目 

(1) ボルト (2) バレルケーシング，コラムパイプ

注記＊1：周囲環境温度で算出

＊2：最高使用温度で算出

部材 
ｍｉ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ 

Ｍｐ

(N･mm) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa)

Ｆｉ 

(MPa)
部材 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｄｃ 

(mm) 
ｔ 
(mm) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
 12 12 ― 

685＊1

(径≦60mm) 

847＊1

(径≦60mm) 
－ 592 バレルケーシング ― ― 373＊ 1262 19.0

ポンプ取付ボルト(下)

（ｉ＝2） 
40 40 4.456×106 

635＊2

(径≦60mm) 

847＊2

(径≦60mm) 
－ 592 コラムパイプ ― ― 373＊ 432 38.0 

ポンプ取付ボルト(上)

（ｉ＝3） 
40 40 4.456×106 

635＊2

(径≦60mm) 

847＊2

(径≦60mm) 
－ 592 

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 
16 16 4.456×106 

635＊2

(径≦60mm) 

847＊2

(径≦60mm) 
－ 592 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 
16 16 4.456×106 

685＊1

(径≦60mm) 

847＊1

(径≦60mm) 
－ 592 

Ｈｐ

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

＊

注記＊：最高使用温度で算出
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2.3 計算数値 

(1) ボルトに作用する力 (2) バレルケーシング，コラムパイプに作用する力

(単位：N･mm) 

部材 

Ｍｉ(N･mm) Ｆｂｉ(N) Ｑｂｉ(N) 

部材 

Ｍ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
― ― ― バレルケーシング ―

ポンプ取付ボルト(下) 

（ｉ＝2） 
― ― ― コラムパイプ ―

ポンプ取付ボルト(上) 

（ｉ＝3） 
― ― ―

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 
― ― ―

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 
― ― ―

2.4 結論 

2.4.1 固有周期  (単位：s) 

方 向 固有周期 

水平方向 0.031 

鉛直方向 0.05 以下 

2.4.2 ボルトの応力 (単位：MPa)   2.4.3 バレルケーシング，コラムパイプの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 部材 材料 
一次一般膜応力 

算出応力 許容応力 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 
バレルケーシング 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
― ―

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

引張り ― ― σｂ１＝39 ƒｔｓ１＝444＊ 基準地震動Ｓｓ σ＝46 Ｓａ＝223 

せん断 ― ― τｂ１＝25 ƒｓｂ１＝342
コラムパイプ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
― ―

ポンプ取付ボルト(下)

（ｉ＝2） 

引張り ― ― σｂ２＝14 ƒｔｓ２＝444＊ 基準地震動Ｓｓ σ＝23 Ｓａ＝223 

せん断 ― ― τｂ２＝8 ƒｓｂ２＝342 すべて許容応力以下である。 

ポンプ取付ボルト(上)

（ｉ＝3） 

引張り ― ― σｂ３＝15 ƒｔｓ３＝444＊

せん断 ― ― τｂ３＝6 ƒｓｂ３＝342

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 

引張り ― ― σｂ４＝20 ƒｔｓ４＝444＊

せん断 ― ― τｂ４＝11 ƒｓｂ４＝342

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 

引張り ― ― σｂ５＝12 ƒｔｓ５＝444＊

せん断 ― ― τｂ５＝7 ƒｓｂ５＝342

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓi＝Min[1.4・ƒｔｏi－1.6・τｂｉ，ƒｔｏi]
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2.4.4 動的機能維持の評価結果   (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度

ポンプ
水平方向 1.17 10.0 

鉛直方向 0.87 1.0 

原動機
水平方向 1.17 2.5 

鉛直方向 0.87 1.0 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。なお，水平方向の機能維持評価用加速度はコラム先端（原動機にあっては軸受部）の応答加速度 

又は設置床の最大応答加速度のいずれか大きい方とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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(2) 要素の断面性状

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント

(mm4)

断面二次 

極モーメント 

(mm4) 

1 1-2 1 3.517×106 7.033×106 

2 2-3 1 8.291×106 1.658×107 

3 3-4 1 1.886×107 3.771×107 

4 4-5 1 1.886×107 3.771×107 

5 5-6 1 1.886×107 3.771×107 

6 6-7 1 1.630×107 3.261×107 

7 7-8 1 1.630×107 3.261×107 

8 8-9 1 1.886×107 3.771×107 

9 9-10 1 4.909×106 9.817×106 

10 10-11 3 8.942×107 1.788×108 

11 11-12 5 5.967×106 1.193×107 

12 12-13 5 2.485×107 4.970×107 

13 13-14 5 1.536×107 3.072×107 

14 15-16 2 9.025×108 1.805×109 

15 16-17 2 2.884×109 5.769×109 

16 17-18 2 2.884×109 5.769×109 

17 18-19 2 3.336×109 6.673×109 

18 19-20 2 3.336×109 6.673×109 

19 20-21 2 1.559×109 3.119×109 

20 21-22 2 1.559×109 3.119×109 

21 22-23 2 1.559×109 3.119×109 

22 23-36 2 1.559×109 3.119×109 

23 24-25 2 1.569×1010 3.138×1010 

24 25-26 2 1.569×1010 3.138×1010 

25 26-27 2 1.569×1010 3.138×1010 

26 27-28 2 1.569×1010 3.138×1010 

27 28-29 2 1.569×1010 3.138×1010 

28 29-30 2 1.569×1010 3.138×1010 

29 30-31 2 1.569×1010 3.138×1010 

30 32-33 4 2.014×1012 4.028×1012 

31 33-34 2 1.025×1012 2.051×1012 

32 34-35 2 5.432×1010 1.086×1011 

33 35-36 2 5.432×1010 1.086×1011 

34 36-37 4 3.766×1010 7.532×1010 

35 37-38 5 9.961×109 1.992×1010 

36 38-39 5 9.961×109 1.992×1010 

37 39-40 5 1.385×1010 2.771×1010 
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(3) ばね結合部の指定

ばねの両端の節点番号 ばね定数 

1 15 

3 17 

6 20 

9 23 

12 38 

13 39 

17 27 

13 39 

31 33 

31 33 
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(4) 節点の質量

節点番号 
質量 

(kg) 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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(5) 材料物性値

材料番号 
温度 

(℃) 

縦弾性係数 

(MPa) 

質量密度 

(kg/mm3) 

ポアソン比 

(―) 
材質 

1 185 1.89×105 7.740×10-6 0.3 

2 185 1.92×105 7.860×10-6 0.3 

3 1.97×105 7.850×10-6 0.3 

4 1.98×105 7.860×10-6 0.3 

5 1.98×105 7.860×10-6 0.3 
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原動機取付ボルト 原動機台取付ボルト ポンプ取付ボルト（上）

Ａ～Ａ矢視図 Ｂ～Ｂ矢視図 Ｃ～Ｃ矢視図

ポンプ取付ボルト（下） 基礎ボルト

Ｄ～Ｄ矢視図 Ｅ～Ｅ矢視図

原動機取付ボルト

原動機台取付ボルト

ポンプ取付ボルト（上） 

ポンプ取付ボルト（下）

基礎ボルト

コラムパイプ

バレルケーシング
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Ⅵ-2-5-5-1 高圧炉心スプレイ系の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-5-5-1-1 高圧炉心スプレイポンプの耐震性についての計算書
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，高圧炉心スプレイポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機

能を維持できることを説明するものである。 

高圧炉心スプレイポンプは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設

備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）に分類される。以下，設計基準対象施設及

び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

なお，高圧炉心スプレイポンプは，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載の立

形ポンプであるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-2 立形ポンプの

耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

高圧炉心スプレイポンプの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ポンプは基礎ボルトで

中央付近の基礎に据え

付ける。 

ターボ形

（ピットバレル形立形

ポンプ） 

(単位：mm)

原動機取付ボルト

原動機台取付ボルト

ポンプ取付ボルト（上）

ポンプ取付ボルト（下）

基礎ボルト

基礎

下部サポート

原動機

ポンプ

コラムパイプ

バレルケーシング
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3. 固有値解析及び構造強度評価

3.1 固有値解析及び構造強度評価方法 

高圧炉心スプレイポンプの固有値解析及び構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算

書作成の方法 添付資料-2 立形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の

耐震計算方法に基づき行う。 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

高圧炉心スプレイポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表 3－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－2 に示す。 

3.2.2 許容応力 

高圧炉心スプレイポンプの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 3

－3 及び表 3－4 のとおりとする。 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

高圧炉心スプレイポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 3－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－6 に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

非常用炉心冷

却設備その他

原子炉注水設

備 

高圧炉心スプレイポンプ Ｓ クラス２ポンプ＊

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

非常用炉心冷

却設備その他

原子炉注水設

備 

高圧炉心スプレイポンプ 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 3－3 許容応力（クラス２，３ポンプ及び重大事故等クラス２ポンプ） 

許容応力状態 

許容限界＊ 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ステ

ンレス鋼及び高ニッケル合金

については上記値と 1.2・Ｓと

の大きい方 

左欄の 1.5 倍の値 弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによる疲労解

析を行い，疲労累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が

1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要 

注記＊：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 3－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊
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表 3－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

バレルケーシング 最高使用温度 100 ― 212 373 ― 

コラムパイプ 最高使用温度 100 ― 226 438 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 ― 730 868 ― 

ポンプ取付ボルト（下） 最高使用温度 100 ― 685 847 ― 

ポンプ取付ボルト（上） 最高使用温度 100 ― 685 847 ― 

原動機台取付ボルト 最高使用温度 100 ― 685 847 ― 

原動機取付ボルト 周囲環境温度 ― 730 868 ― 
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表 3－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

バレルケーシング 最高使用温度 110 ― ― 373 ― 

コラムパイプ 最高使用温度 110 ― ― 438 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 ― 685 847 ― 

ポンプ取付ボルト（下） 最高使用温度 110 ― 678 847 ― 

ポンプ取付ボルト（上） 最高使用温度 110 ― 678 847 ― 

原動機台取付ボルト 最高使用温度 110 ― 678 847 ― 

原動機取付ボルト 周囲環境温度 ― 685 847 ― 
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3.3 解析モデル及び諸元 

固有値解析及び構造強度評価に用いる解析モデル及び諸元は，本計算書の【高圧炉心スプレ

イポンプの耐震性についての計算結果】の機器要目及びその他の機器要目に示す。解析コード

は，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要について

は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

3.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 3－7 に示す。固有周期は，0.05 秒以下であり，剛構造であることを

確認した。 

表 3－7 固有値解析結果 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｚ方向 

1 次 水平 0.045 ― ― ― 
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3.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 3－8 及び表 3－9 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数はⅥ-2-1-6「地震

応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

表 3－8 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建物 

EL 1.3＊1 
0.045 0.05 以下 ＣＨ＝0.90＊2 ＣＶ＝0.47＊2 ＣＨ＝1.79＊3 ＣＶ＝0.94＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくは 

これを上回る設計震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度

表 3－9 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建物 

EL 1.3＊1 
0.045 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.79＊2 ＣＶ＝0.94＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

3.6 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【高圧炉心スプレイポンプの耐震性についての計

算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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4. 機能維持評価

4.1 動的機能維持評価方法 

高圧炉心スプレイポンプの地震後の動的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書

作成の方法 添付資料-2 立形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評

価方法に基づき行う。 

高圧炉心スプレイポンプは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特性

であるため，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。機能確

認済加速度を表 4－1 に示す。 

表 4－1 機能確認済加速度   (×9.8m/s2) 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

ポンプ 
ピットバレル形 

ポンプ 

水平 10.0 

鉛直 1.0 

原動機 
立形すべり軸受 

電動機 

水平 2.5 

鉛直 1.0 
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

高圧炉心スプレイポンプの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を維持でき

ることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

高圧炉心スプレイポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を

維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【高圧炉心スプレイポンプの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 

最高使用圧力(MPa) 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
吸込側 吐出側 

高圧炉心 

スプレイポンプ
Ｓ 

原子炉建物 

EL 1.3＊1 
0.045 0.05 以下 ＣＨ＝0.90＊2 ＣＶ＝0.47＊2 ＣＨ＝1.79＊3 ＣＶ＝0.94＊3 Ｃｐ＝0.11 100 1.37 12.2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度  

1.2 機器要目 

(1) ボルト (2) バレルケーシング，コラムパイプ

注記＊1：周囲環境温度で算出

＊2：最高使用温度で算出

部材 
ｍｉ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ 

Ｍｐ

(N･mm) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa)

Ｆｉ 

(MPa) 
部材 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｄｃ 

(mm) 
ｔ 
(mm) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
 16 16 ― 

730＊1

(径≦60mm) 

868＊1

(径≦60mm) 
607 607 バレルケーシング ― 

212＊

(16mm＜厚

さ≦40mm) 

373＊ 1262 19.0

ポンプ取付ボルト(下)

（ｉ＝2） 
40 40 1.263×107 

685＊2

(径≦60mm) 

847＊2

(径≦60mm) 
592 592 コラムパイプ ― 226＊ 438＊ 432 38.0 

ポンプ取付ボルト(上)

（ｉ＝3） 
40 40 1.263×107 

685＊2

(径≦60mm) 

847＊2

(径≦60mm) 
592 592 

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 
16 16 1.263×107 

685＊2

(径≦60mm) 

847＊2

(径≦60mm) 
592 592 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 
16 16 1.263×107 

730＊1

(径≦60mm) 

868＊1

(径≦60mm) 
607 607 

Ｈｐ

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

＊

注記＊：最高使用温度で算出
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1.3 計算数値 

(1) ボルトに作用する力 (2) バレルケーシング，コラムパイプに作用する力

(単位：N･mm) 

部材 

Ｍｉ(N･mm) Ｆｂｉ(N) Ｑｂｉ(N) 

部材 

Ｍ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
バレルケーシング 

ポンプ取付ボルト(下) 

（ｉ＝2） 
コラムパイプ

ポンプ取付ボルト(上) 

（ｉ＝3） 
原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 
原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 

1.4 結論 

1.4.1 固有周期 (単位：s) 

方 向 固有周期 

水平方向 0.045 

鉛直方向 0.05 以下 

1.4.2 ボルトの応力   (単位：MPa)   1.4.3 バレルケーシング，コラムパイプの応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 部材 材料 

一次一般膜応力 

算出応力 許容応力 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 
バレルケーシング 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
σ＝46 Ｓａ＝212 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

引張り σｂ１＝18 ƒｔｓ１＝455＊ σｂ１＝ 57 ƒｔｓ１＝455＊ 基準地震動Ｓｓ σ＝46 Ｓａ＝223 

せん断 τｂ１＝16 ƒｓｂ１＝350 τｂ１＝ 29 ƒｓｂ１＝350
コラムパイプ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
σ＝70 Ｓａ＝226 

ポンプ取付ボルト(下)

（ｉ＝2） 

引張り σｂ２＝10 ƒｔｓ２＝444＊ σｂ２＝ 27 ƒｔｓ２＝444＊ 基準地震動Ｓｓ σ＝70 Ｓａ＝262 

せん断 τｂ２＝7 ƒｓｂ２＝342 τｂ２＝ 12 ƒｓｂ２＝342 すべて許容応力以下である。 

ポンプ取付ボルト(上)

（ｉ＝3） 

引張り σｂ３＝12 ƒｔｓ３＝444＊ σｂ３＝ 29 ƒｔｓ３＝444＊

せん断 τｂ３＝5 ƒｓｂ３＝342 τｂ３＝ 10 ƒｓｂ３＝342

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 

引張り σｂ４＝21 ƒｔｓ４＝444＊ σｂ４＝ 46 ƒｔｓ４＝444＊

せん断 τｂ４＝10 ƒｓｂ４＝342 τｂ４＝ 18 ƒｓｂ４＝342

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 

引張り σｂ５＝11 ƒｔｓ５＝455＊ σｂ５＝ 26 ƒｔｓ５＝455＊

せん断 τｂ５＝7 ƒｓｂ５＝350 τｂ５＝ 12 ƒｓｂ５＝350

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓi＝Min[1.4・ƒｔｏi－1.6・τｂｉ，ƒｔｏi]
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1.4.4 動的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度

ポンプ
水平方向 1.17 10.0 

鉛直方向 0.87 1.0 

原動機
水平方向 1.17 2.5 

鉛直方向 0.87 1.0 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。なお，水平方向の機能維持評価用加速度はコラム先端（原動機にあっては軸受部）の応答加速度

又は設置床の最大応答加速度のいずれか大きい方とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き） 

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

62 

63 

64 

65 

66 

67 

68 

69 

70 

71 

72 

73 

74 

75 

76 

77 

78 

79 
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(2) 要素の断面性状

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント

(mm4)

断面二次 

極モーメント 

(mm4) 

1 1-2 1 2.011×106 4.021×106

2 2-3 1 4.773×106 9.545×106

3 3-4 1 1.402×107 2.804×107

4 4-5 1 1.402×107 2.804×107

5 5-6 1 1.402×107 2.804×107

6 6-7 1 1.402×107 2.804×107

7 7-8 1 1.402×107 2.804×107

8 8-9 1 1.402×107 2.804×107

9 9-10 1 1.402×107 2.804×107

10 10-11 1 1.402×107 2.804×107

11 11-12 1 1.402×107 2.804×107

12 12-13 1 1.402×107 2.804×107

13 13-14 1 1.402×107 2.804×107

14 14-15 1 1.402×107 2.804×107

15 15-16 1 1.402×107 2.804×107

16 16-17 1 1.402×107 2.804×107

17 17-18 1 1.402×107 2.804×107

18 18-19 1 1.402×107 2.804×107

19 19-20 1 1.402×107 2.804×107

20 20-21 1 1.318×107 2.635×107

21 21-22 1 3.217×107 6.434×107

22 22-23 1 1.630×107 3.261×107

23 23-24 3 2.915×108 5.831×108

24 24-25 6 1.886×107 3.771×107

25 25-26 6 1.150×108 2.300×108

26 26-27 6 4.100×107 8.200×107

27 28-29 2 5.201×108 1.040×109

28 29-30 2 1.920×109 3.840×109

29 30-31 2 1.920×109 3.840×109

30 31-32 2 7.927×109 1.585×1010

31 32-33 2 7.927×109 1.585×1010

32 33-34 2 7.927×109 1.585×1010

33 34-35 2 7.927×109 1.585×1010

34 35-36 2 7.927×109 1.585×1010

35 36-37 2 7.927×109 1.585×1010

36 37-38 2 7.927×109 1.585×1010

37 38-39 2 7.927×109 1.585×1010

38 39-40 2 7.927×109 1.585×1010

39 40-41 2 7.927×109 1.585×1010

40 41-42 2 7.927×109 1.585×1010
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（続き） 

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント

(mm4)

断面二次 

極モーメント 

(mm4) 

41 42-43 2 7.927×109 1.585×1010

42 43-44 2 7.927×109 1.585×1010

43 44-45 2 7.927×109 1.585×1010

44 45-46 2 7.927×109 1.585×1010

45 46-47 2 1.559×109 3.119×109

46 47-48 2 1.559×109 3.119×109

47 48-49 2 1.559×109 3.119×109

48 49-75 2 1.559×109 3.119×109

49 50-51 2 1.569×1010 3.138×1010

50 51-52 2 1.569×1010 3.138×1010

51 52-53 2 1.569×1010 3.138×1010

52 53-54 2 1.569×1010 3.138×1010

53 54-55 2 1.569×1010 3.138×1010

54 55-56 2 1.569×1010 3.138×1010

55 56-57 2 1.569×1010 3.138×1010

56 57-58 2 1.569×1010 3.138×1010

57 58-59 2 1.569×1010 3.138×1010

58 59-60 2 1.569×1010 3.138×1010

59 60-61 2 1.569×1010 3.138×1010

60 61-62 2 1.569×1010 3.138×1010

61 62-63 2 1.569×1010 3.138×1010

62 63-64 2 1.569×1010 3.138×1010

63 64-65 2 1.569×1010 3.138×1010

64 65-66 2 1.569×1010 3.138×1010

65 66-67 2 1.569×1010 3.138×1010

66 67-68 2 1.569×1010 3.138×1010

67 68-69 2 1.569×1010 3.138×1010

68 69-70 2 1.569×1010 3.138×1010

69 71-72 4 2.379×1012 4.759×1012

70 72-73 2 1.249×1012 2.498×1012

71 73-74 2 6.562×1010 1.312×1011

72 74-75 2 5.630×1010 1.126×1011

73 75-76 4 5.630×1010 1.126×1011

74 76-77 5 2.187×1010 4.374×1010

75 77-78 5 2.187×1010 4.374×1010

76 78-79 5 1.496×1010 2.993×1010
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(3) ばね結合部の指定

ばねの両端の節点番号 ばね定数 

1 28 

3 30 

5 32 

7 34 

9 36 

11 38 

13 40 

15 42 

17 44 

19 46 

22 49 

25 77 

26 78 

31 54 

26 78 

70 72 

70 72 
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(4) 節点の質量

節点番号 
質量 

(kg) 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き） 

節点番号 
質量 

(kg) 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

62 

63 

64 

65 

66 

67 

68 

69 

70 

71 

72 

73 

74 

75 

76 

77 

78 

79 
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(5) 材料物性値

材料番号 
温度 

(℃ ) 

縦弾性係数 

(MPa) 

質量密度 

(kg/mm3) 

ポアソン比 

(―) 
材質 

1 100 1.96×105 0.3 

2 100 1.98×105 0.3 

3 1.99×105 0.3 

4 2.00×105 0.3 

5 2.00×105 0.3 

6 1.99×105 0.3 
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 

最高使用圧力(MPa) 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
吸込側 吐出側 

高圧炉心 

スプレイポンプ

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

原子炉建物 

EL 1.3＊1 
0.045 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.79＊2 ＣＶ＝0.94＊2 Ｃｐ＝0.11 110 1.37 12.2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

2.2 機器要目 

(1) ボルト (2) バレルケーシング，コラムパイプ

注記＊1：周囲環境温度で算出

＊2：最高使用温度で算出

部材 
ｍｉ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ 

Ｍｐ

(N･mm) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa)

Ｆｉ 

(MPa)
部材 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｄｃ 

(mm) 
ｔ 
(mm) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
 16 16 ― 

685＊1

(径≦60mm) 

847＊1

(径≦60mm) 
― 592 バレルケーシング ― ― 373＊ 1262 19.0

ポンプ取付ボルト(下) 

（ｉ＝2） 
40 40 1.263×107 

678＊2

(径≦60mm) 

847＊2

(径≦60mm) 
― 592 コラムパイプ ― ― 438＊ 432 38.0 

ポンプ取付ボルト(上) 

（ｉ＝3） 
40 40 1.263×107 

678＊2

(径≦60mm) 

847＊2

(径≦60mm) 
― 592 

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 
16 16 1.263×107 

678＊2

(径≦60mm) 

847＊2

(径≦60mm) 
― 592 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 
16 16 1.263×107 

685＊1

(径≦60mm) 

847＊1

(径≦60mm) 
― 592 

Ｈｐ

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

＊

注記＊：最高使用温度で算出
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2.3 計算数値 

(1) ボルトに作用する力 (2) バレルケーシング，コラムパイプに作用する力

(単位：N･mm) 

部材 

Ｍｉ(N･mm) Ｆｂｉ(N) Ｑｂｉ(N) 

部材 

Ｍ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
― ― ― バレルケーシング ―

ポンプ取付ボルト(下) 

（ｉ＝2） 
― ― ― コラムパイプ ―

ポンプ取付ボルト(上) 

（ｉ＝3） 
― ― ―

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 
― ― ―

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 
― ― ―

2.4 結論 

2.4.1 固有周期  (単位：s) 

方 向 固有周期 

水平方向 0.045 

鉛直方向 0.05 以下 

2.4.2 ボルトの応力 (単位：MPa)   2.4.3 バレルケーシング，コラムパイプの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 部材 材料 
一次一般膜応力 

算出応力 許容応力 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 
バレルケーシング 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
― ―

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

引張り ― ― σｂ１＝57 ƒｔｓ１＝444＊ 基準地震動Ｓｓ σ＝86 Ｓａ＝223 

せん断 ― ― τｂ１＝29 ƒｓｂ１＝342
コラムパイプ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
― ―

ポンプ取付ボルト(下)

（ｉ＝2） 

引張り ― ― σｂ２＝27 ƒｔｓ２＝444＊ 基準地震動Ｓｓ σ＝70 Ｓａ＝262 

せん断 ― ― τｂ２＝12 ƒｓｂ２＝342 すべて許容応力以下である。 

ポンプ取付ボルト(上)

（ｉ＝3） 

引張り ― ― σｂ３＝29 ƒｔｓ３＝444＊

せん断 ― ― τｂ３＝10 ƒｓｂ３＝342

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 

引張り ― ― σｂ４＝46 ƒｔｓ４＝444＊

せん断 ― ― τｂ４＝18 ƒｓｂ４＝342

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 

引張り ― ― σｂ５＝26 ƒｔｓ５＝444＊

せん断 ― ― τｂ５＝12 ƒｓｂ５＝342

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓi＝Min[1.4・ƒｔｏi－1.6・τｂｉ，ƒｔｏi]
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2.4.4 動的機能維持の評価結果   (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度

ポンプ
水平方向 1.17 10.0 

鉛直方向 0.87 1.0 

原動機
水平方向 1.17 2.5 

鉛直方向 0.87 1.0 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。なお，水平方向の機能維持評価用加速度はコラム先端（原動機にあっては軸受部）の応答加速度 

又は設置床の最大応答加速度のいずれか大きい方とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 



27 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
5
-5
-1
-1
 R
0 

2.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き） 

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

62 

63 

64 

65 

66 

67 

68 

69 

70 

71 

72 

73 

74 

75 

76 

77 

78 

79 
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(2) 要素の断面性状

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント

(mm4)

断面二次 

極モーメント 

(mm4) 

1 1-2 1 2.011×106 4.021×106

2 2-3 1 4.773×106 9.545×106

3 3-4 1 1.402×107 2.804×107

4 4-5 1 1.402×107 2.804×107

5 5-6 1 1.402×107 2.804×107

6 6-7 1 1.402×107 2.804×107

7 7-8 1 1.402×107 2.804×107

8 8-9 1 1.402×107 2.804×107

9 9-10 1 1.402×107 2.804×107

10 10-11 1 1.402×107 2.804×107

11 11-12 1 1.402×107 2.804×107

12 12-13 1 1.402×107 2.804×107

13 13-14 1 1.402×107 2.804×107

14 14-15 1 1.402×107 2.804×107

15 15-16 1 1.402×107 2.804×107

16 16-17 1 1.402×107 2.804×107

17 17-18 1 1.402×107 2.804×107

18 18-19 1 1.402×107 2.804×107

19 19-20 1 1.402×107 2.804×107

20 20-21 1 1.318×107 2.635×107

21 21-22 1 3.217×107 6.434×107

22 22-23 1 1.630×107 3.261×107

23 23-24 3 2.915×108 5.831×108

24 24-25 5 1.886×107 3.771×107

25 25-26 5 1.150×108 2.300×108

26 26-27 5 4.100×107 8.200×107

27 28-29 2 5.201×108 1.040×109

28 29-30 2 1.920×109 3.840×109

29 30-31 2 1.920×109 3.840×109

30 31-32 2 7.927×109 1.585×1010

31 32-33 2 7.927×109 1.585×1010

32 33-34 2 7.927×109 1.585×1010

33 34-35 2 7.927×109 1.585×1010

34 35-36 2 7.927×109 1.585×1010

35 36-37 2 7.927×109 1.585×1010

36 37-38 2 7.927×109 1.585×1010

37 38-39 2 7.927×109 1.585×1010

38 39-40 2 7.927×109 1.585×1010

39 40-41 2 7.927×109 1.585×1010

40 41-42 2 7.927×109 1.585×1010
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（続き） 

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント

(mm4)

断面二次 

極モーメント 

(mm4) 

41 42-43 2 7.927×109 1.585×1010

42 43-44 2 7.927×109 1.585×1010

43 44-45 2 7.927×109 1.585×1010

44 45-46 2 7.927×109 1.585×1010

45 46-47 2 1.559×109 3.119×109

46 47-48 2 1.559×109 3.119×109

47 48-49 2 1.559×109 3.119×109

48 49-75 2 1.559×109 3.119×109

49 50-51 2 1.569×1010 3.138×1010

50 51-52 2 1.569×1010 3.138×1010

51 52-53 2 1.569×1010 3.138×1010

52 53-54 2 1.569×1010 3.138×1010

53 54-55 2 1.569×1010 3.138×1010

54 55-56 2 1.569×1010 3.138×1010

55 56-57 2 1.569×1010 3.138×1010

56 57-58 2 1.569×1010 3.138×1010

57 58-59 2 1.569×1010 3.138×1010

58 59-60 2 1.569×1010 3.138×1010

59 60-61 2 1.569×1010 3.138×1010

60 61-62 2 1.569×1010 3.138×1010

61 62-63 2 1.569×1010 3.138×1010

62 63-64 2 1.569×1010 3.138×1010

63 64-65 2 1.569×1010 3.138×1010

64 65-66 2 1.569×1010 3.138×1010

65 66-67 2 1.569×1010 3.138×1010

66 67-68 2 1.569×1010 3.138×1010

67 68-69 2 1.569×1010 3.138×1010

68 69-70 2 1.569×1010 3.138×1010

69 71-72 4 2.379×1012 4.759×1012

70 72-73 2 1.249×1012 2.498×1012

71 73-74 2 6.562×1010 1.312×1011

72 74-75 2 5.630×1010 1.126×1011

73 75-76 4 5.630×1010 1.126×1011

74 76-77 5 2.187×1010 4.374×1010

75 77-78 5 2.187×1010 4.374×1010

76 78-79 5 1.496×1010 2.993×1010
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(3) ばね結合部の指定

ばねの両端の節点番号 ばね定数 

1 28 

3 30 

5 32 

7 34 

9 36 

11 38 

13 40 

15 42 

17 44 

19 46 

22 49 

25 77 

26 78 

31 54 

26 78 

70 72 

70 72 
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(4) 節点の質量

節点番号 
質量 

(kg) 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き） 

節点番号 
質量 

(kg) 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

62 

63 

64 

65 

66 

67 

68 

69 

70 

71 

72 

73 

74 

75 

76 

77 

78 

79 
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(5) 材料物性値

材料番号 
温度 

(℃) 

縦弾性係数 

(MPa) 

質量密度 

(kg/mm3) 

ポアソン比 

(―) 
材質 

1 110 1.95×105 7.740×10-6 0.3 

2 110 1.97×105 7.860×10-6 0.3 

3 1.97×105 7.850×10-6 0.3 

4 1.98×105 7.860×10-6 0.3 

5 1.98×105 7.860×10-6 0.3 
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3
5 

原動機取付ボルト 原動機台取付ボルト ポンプ取付ボルト（上）

Ａ～Ａ矢視図 Ｂ～Ｂ矢視図 Ｃ～Ｃ矢視図

ポンプ取付ボルト（下） 基礎ボルト

Ｄ～Ｄ矢視図 Ｅ～Ｅ矢視図

原動機取付ボルト

原動機台取付ボルト

ポンプ取付ボルト（上） 

ポンプ取付ボルト（下）

基礎ボルト

コラムパイプ

バレルケーシング
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Ⅵ-2-5-5-2-1 低圧炉心スプレイポンプの耐震性についての計算書
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，低圧炉心スプレイポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機

能を維持できることを説明するものである。 

低圧炉心スプレイポンプは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設

備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）に分類される。以下，設計基準対象施設及

び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

なお，低圧炉心スプレイポンプは，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載の立

形ポンプであるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-2 立形ポンプの

耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

低圧炉心スプレイポンプの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ポンプは基礎ボルトで

中央付近の基礎に据え

付ける。 

ターボ形

（ピットバレル形立形

ポンプ） 

(単位：mm)

原動機台取付ボルト

ポンプ取付ボルト（上）

ポンプ取付ボルト（下）

基礎ボルト

基礎

下部サポート

原動機

ポンプ

コラムパイプ

バレルケーシング

原動機取付ボルト
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3. 固有値解析及び構造強度評価

3.1 固有値解析及び構造強度評価方法 

低圧炉心スプレイポンプの固有値解析及び構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算

書作成の方法 添付資料-2 立形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の

耐震計算方法に基づき行う。 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

低圧炉心スプレイポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表 3－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－2 に示す。 

3.2.2 許容応力 

低圧炉心スプレイポンプの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 3

－3 及び表 3－4 のとおりとする。 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

低圧炉心スプレイポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 3－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－6 に示す。 



4 

S2 補 Ⅵ-2-5-5-2-1 R0 

表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

非常用炉心冷

却設備その他

原子炉注水設

備 

低圧炉心スプレイポンプ Ｓ クラス２ポンプ＊

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

非常用炉心冷

却設備その他

原子炉注水設

備 

低圧炉心スプレイポンプ 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 3－3 許容応力（クラス２，３ポンプ及び重大事故等クラス２ポンプ） 

許容応力状態 

許容限界＊ 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ステ

ンレス鋼及び高ニッケル合金

については上記値と 1.2・Ｓと

の大きい方 

左欄の 1.5 倍の値 弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによる疲労解

析を行い，疲労累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が

1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要 

注記＊：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 3－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊
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表 3－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

バレルケーシング 最高使用温度 100 ― 212 373 ― 

コラムパイプ 最高使用温度 100 ― 212 373 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 ― 730 868 ― 

ポンプ取付ボルト（下） 最高使用温度 100 ― 685 847 ― 

ポンプ取付ボルト（上） 最高使用温度 100 ― 685 847 ― 

原動機台取付ボルト 最高使用温度 100 ― 685 847 ― 

原動機取付ボルト 周囲環境温度 ― 730 868 ― 
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表 3－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

バレルケーシング 最高使用温度 116 ― ― 373 ― 

コラムパイプ 最高使用温度 116 ― ― 373 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 ― 685 847 ― 

ポンプ取付ボルト（下） 最高使用温度 116 ― 674 847 ― 

ポンプ取付ボルト（上） 最高使用温度 116 ― 674 847 ― 

原動機台取付ボルト 最高使用温度 116 ― 674 847 ― 

原動機取付ボルト 周囲環境温度 ― 685 847 ― 
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3.3 解析モデル及び諸元 

固有値解析及び構造強度評価に用いる解析モデル及び諸元は，本計算書の【低圧炉心スプレ

イポンプの耐震性についての計算結果】の機器要目及びその他の機器要目に示す。解析コード

は，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要について

は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

3.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 3－7 に示す。固有周期は，0.05 秒以下であり，剛構造であることを

確認した。 

表 3－7 固有値解析結果 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｚ方向 

1 次 水平 0.034 ― ― ― 
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3.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 3－8 及び表 3－9 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数はⅥ-2-1-6「地震

応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

表 3－8 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建物 

EL 1.3＊1 
0.034 0.05 以下 ＣＨ＝0.90＊2 ＣＶ＝0.47＊2 ＣＨ＝1.79＊3 ＣＶ＝0.94＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくは 

これを上回る設計震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度

表 3－9 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建物 

EL 1.3＊1 
0.034 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.79＊2 ＣＶ＝0.94＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

3.6 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【低圧炉心スプレイポンプの耐震性についての計

算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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4. 機能維持評価

4.1 動的機能維持評価方法 

低圧炉心スプレイポンプの地震後の動的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書

作成の方法 添付資料-2 立形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評

価方法に基づき行う。 

低圧炉心スプレイポンプは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特性

であるため，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。機能確

認済加速度を表 4－1 に示す。 

表 4－1 機能確認済加速度   (×9.8m/s2) 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

ポンプ 
ピットバレル形 

ポンプ 

水平 10.0 

鉛直 1.0 

原動機 
立形すべり軸受 

電動機 

水平 2.5 

鉛直 1.0 
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

低圧炉心スプレイポンプの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を維持でき

ることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

低圧炉心スプレイポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を

維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【低圧炉心スプレイポンプの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 

最高使用圧力(MPa) 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
吸込側 吐出側 

低圧炉心 

スプレイポンプ
Ｓ 

原子炉建物 

EL 1.3＊1 
0.034 0.05 以下 ＣＨ＝0.90＊2 ＣＶ＝0.47＊2 ＣＨ＝1.79＊3 ＣＶ＝0.94＊3 Ｃｐ＝0.06 100 1.37 4.41 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度  

1.2 機器要目 

(1) ボルト (2) バレルケーシング，コラムパイプ

注記＊1：周囲環境温度で算出

＊2：最高使用温度で算出

部材 
ｍｉ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ 

Ｍｐ

(N･mm) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa)

Ｆｉ 

(MPa) 
部材 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｄｃ 

(mm) 
ｔ 
(mm) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
12 12 ― 

730＊1

(径≦60mm) 

868＊1

(径≦60mm) 
607 607 バレルケーシング ― 

212＊

(16mm＜厚

さ≦40mm) 

373＊ 1262 19.0

ポンプ取付ボルト(下) 

（ｉ＝2） 
40 40 7.242×106 

685＊2

(径≦60mm) 

847＊2

(径≦60mm) 
592 592 コラムパイプ ― 

212＊

(16mm＜厚

さ≦40mm) 

373＊ 432 38.0 

ポンプ取付ボルト(上) 

（ｉ＝3） 
40 40 7.242×106 

685＊2

(径≦60mm) 

847＊2

(径≦60mm) 
592 592 

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 
16 16 7.242×106 

685＊2

(径≦60mm) 

847＊2

(径≦60mm) 
592 592 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 
16 16 7.242×106 

730＊1

(径≦60mm) 

868＊1

(径≦60mm) 
607 607 

Ｈｐ

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

＊

注記＊：最高使用温度で算出
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1.3 計算数値 

(1) ボルトに作用する力 (2) バレルケーシング，コラムパイプに作用する力

(単位：N･mm) 

部材 

Ｍｉ(N･mm) Ｆｂｉ(N) Ｑｂｉ(N) 

部材 

Ｍ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
バレルケーシング 

ポンプ取付ボルト(下) 

（ｉ＝2） 
コラムパイプ

ポンプ取付ボルト(上) 

（ｉ＝3） 
原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 
原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 

1.4 結論 

1.4.1 固有周期 (単位：s) 

方 向 固有周期 

水平方向 0.034 

鉛直方向 0.05 以下 

1.4.2 ボルトの応力   (単位：MPa)   1.4.3 バレルケーシング，コラムパイプの応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 部材 材料 

一次一般膜応力 

算出応力 許容応力 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 
バレルケーシング 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
σ＝46 Ｓａ＝212 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

引張り σｂ１＝13 ƒｔｓ１＝455＊ σｂ１＝ 49 ƒｔｓ１＝455＊ 基準地震動Ｓｓ σ＝46 Ｓａ＝223 

せん断 τｂ１＝15 ƒｓｂ１＝350 τｂ１＝ 29 ƒｓｂ１＝350
コラムパイプ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
σ＝25 Ｓａ＝212 

ポンプ取付ボルト(下) 

（ｉ＝2） 

引張り σｂ２＝6 ƒｔｓ２＝444＊ σｂ２＝ 17 ƒｔｓ２＝444＊ 基準地震動Ｓｓ σ＝25 Ｓａ＝223 

せん断 τｂ２＝5 ƒｓｂ２＝342 τｂ２＝ 9 ƒｓｂ２＝342 すべて許容応力以下である。 

ポンプ取付ボルト(上) 

（ｉ＝3） 

引張り σｂ３＝7 ƒｔｓ３＝444＊ σｂ３＝ 19 ƒｔｓ３＝444＊

せん断 τｂ３＝4 ƒｓｂ３＝342 τｂ３＝ 7 ƒｓｂ３＝342

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 

引張り σｂ４＝11 ƒｔｓ４＝444＊ σｂ４＝ 26 ƒｔｓ４＝444＊

せん断 τｂ４＝7 ƒｓｂ４＝342 τｂ４＝ 13 ƒｓｂ４＝342

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 

引張り σｂ５＝5 ƒｔｓ５＝455＊ σｂ５＝ 14 ƒｔｓ５＝455＊

せん断 τｂ５＝5 ƒｓｂ５＝350 τｂ５＝ 8 ƒｓｂ５＝350

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓi＝Min[1.4・ƒｔｏi－1.6・τｂｉ，ƒｔｏi]
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1.4.4 動的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度

ポンプ
水平方向 1.17 10.0 

鉛直方向 0.87 1.0 

原動機
水平方向 1.17 2.5 

鉛直方向 0.87 1.0 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。なお，水平方向の機能維持評価用加速度はコラム先端（原動機にあっては軸受部）の応答加速度

又は設置床の最大応答加速度のいずれか大きい方とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 



16 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
5
-5
-2
-1
 R
0 

1.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き） 

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

62 

63 

64 

65 

66 

67 
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(2) 要素の断面性状

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント

(mm4)

断面二次 

極モーメント 

(mm4) 

1 1-2 1 3.517×106 7.033×106 

2 2-3 1 8.291×106 1.658×107 

3 3-4 1 1.886×107 3.771×107 

4 4-5 1 1.402×107 2.804×107 

5 5-6 1 1.402×107 2.804×107 

6 6-7 1 1.402×107 2.804×107 

7 7-8 1 1.402×107 2.804×107 

8 8-9 1 1.402×107 2.804×107 

9 9-10 1 1.402×107 2.804×107 

10 10-11 1 1.402×107 2.804×107 

11 11-12 1 1.402×107 2.804×107 

12 12-13 1 1.402×107 2.804×107 

13 13-14 1 1.402×107 2.804×107 

14 14-15 1 1.402×107 2.804×107 

15 15-16 1 1.402×107 2.804×107 

16 16-17 1 1.318×107 2.635×107 

17 17-18 1 3.217×107 6.434×107 

18 18-19 1 1.630×107 3.261×107 

19 19-20 3 2.915×108 5.831×108 

20 20-21 5 7.187×106 1.437×107 

21 21-22 5 5.153×107 1.031×108 

22 22-23 5 1.536×107 3.072×107 

23 24-25 2 9.014×108 1.803×109 

24 25-26 2 2.884×109 5.769×109 

25 26-27 2 2.884×109 5.769×109 

26 27-28 2 1.912×109 3.824×109 

27 28-29 2 1.912×109 3.824×109 

28 29-30 2 1.912×109 3.824×109 

29 30-31 2 1.912×109 3.824×109 

30 31-32 2 1.912×109 3.824×109 

31 32-33 2 1.912×109 3.824×109 

32 33-34 2 1.912×109 3.824×109 

33 34-35 2 1.912×109 3.824×109 

34 35-36 2 1.912×109 3.824×109 

35 36-37 2 1.912×109 3.824×109 

36 37-38 2 1.912×109 3.824×109 

37 38-39 2 1.559×109 3.119×109 

38 39-40 2 1.559×109 3.119×109 

39 40-41 2 1.559×109 3.119×109 

40 41-63 2 1.559×109 3.119×109 
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（続き） 

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント

(mm4)

断面二次 

極モーメント 

(mm4) 

41 42-43 2 1.569×1010 3.138×1010 

42 43-44 2 1.569×1010 3.138×1010 

43 44-45 2 1.569×1010 3.138×1010 

44 45-46 2 1.569×1010 3.138×1010 

45 46-47 2 1.569×1010 3.138×1010 

46 47-48 2 1.569×1010 3.138×1010 

47 48-49 2 1.569×1010 3.138×1010 

48 49-50 2 1.569×1010 3.138×1010 

49 50-51 2 1.569×1010 3.138×1010 

50 51-52 2 1.569×1010 3.138×1010 

51 52-53 2 1.569×1010 3.138×1010 

52 53-54 2 1.569×1010 3.138×1010 

53 54-55 2 1.569×1010 3.138×1010 

54 55-56 2 1.569×1010 3.138×1010 

55 56-57 2 1.569×1010 3.138×1010 

56 57-58 2 1.569×1010 3.138×1010 

57 59-60 4 2.014×1012 4.028×1012 

58 60-61 2 1.025×1012 2.051×1012 

59 61-62 2 5.432×1010 1.086×1011 

60 62-63 2 5.432×1010 1.086×1011 

61 63-64 4 4.655×1010 9.310×1010 

62 64-65 5 1.643×1010 3.287×1010 

63 65-66 5 1.643×1010 3.287×1010 

64 66-67 5 1.385×1010 2.771×1010 
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(3) ばね結合部の指定

ばねの両端の節点番号 ばね定数 

1 24 

3 26 

5 28 

7 30 

9 32 

11 34 

13 36 

15 38 

18 41 

21 65 

22 66 

26 45 

22 66 

58 60 

58 60 
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(4) 節点の質量

節点番号 
質量 

(kg) 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 



22 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
5
-5
-2
-1
 R
0 

（続き） 

節点番号 
質量 

(kg) 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

62 

63 

64 

65 

66 

67 
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(5) 材料物性値

材料番号 
温度 

(℃) 

縦弾性係数 

(MPa) 

質量密度 

(kg/mm3) 

ポアソン比 

(―) 
材質 

1 100 1.96×105 0.3 

2 100 1.98×105 0.3 

3 1.99×105 0.3 

4 2.00×105 0.3 

5 1.99×105 0.3 
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 

最高使用圧力(MPa) 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
吸込側 吐出側 

低圧炉心 

スプレイポンプ

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

原子炉建物 

EL 1.3＊1 
0.034 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.79＊2 ＣＶ＝0.94＊2 Ｃｐ＝0.06 116 1.37 4.41 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

2.2 機器要目 

(1) ボルト (2) バレルケーシング，コラムパイプ

注記＊1：周囲環境温度で算出

＊2：最高使用温度で算出

部材 
ｍｉ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ 

Ｍｐ

(N･mm) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa)

Ｆｉ 

(MPa)
部材 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｄｃ 

(mm) 
ｔ 
(mm) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
12 12 ― 

685＊1

(径≦60mm) 

847＊1

(径≦60mm) 
― 592 バレルケーシング ― ― 373＊ 1262 19.0

ポンプ取付ボルト(下)

（ｉ＝2） 
40 40 7.242×106 

674＊2

(径≦60mm) 

847＊2

(径≦60mm) 
― 592 コラムパイプ ― ― 373＊ 432 38.0 

ポンプ取付ボルト(上)

（ｉ＝3） 
40 40 7.242×106 

674＊2

(径≦60mm) 

847＊2

(径≦60mm) 
― 592 

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 
16 16 7.242×106 

674＊2

(径≦60mm) 

847＊2

(径≦60mm) 
― 592 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 
16 16 7.242×106 

685＊1

(径≦60mm) 

847＊1

(径≦60mm) 
― 592 

Ｈｐ

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

＊

注記＊：最高使用温度で算出
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2.3 計算数値 

(1) ボルトに作用する力 (2) バレルケーシング，コラムパイプに作用する力

(単位：N･mm) 

部材 

Ｍｉ(N･mm) Ｆｂｉ(N) Ｑｂｉ(N) 

部材 

Ｍ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
― ― ― バレルケーシング ―

ポンプ取付ボルト(下) 

（ｉ＝2） 
― ― ― コラムパイプ ―

ポンプ取付ボルト(上) 

（ｉ＝3） 
― ― ―

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 
― ― ―

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 
― ― ―

2.4 結論 

2.4.1 固有周期  (単位：s) 

方 向 固有周期 

水平方向 0.034 

鉛直方向 0.05 以下 

2.4.2 ボルトの応力 (単位：MPa)   2.4.3 バレルケーシング，コラムパイプの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 部材 材料 
一次一般膜応力 

算出応力 許容応力 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 
バレルケーシング 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
― ―

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

引張り ― ― σｂ１＝49 ƒｔｓ１＝444＊ 基準地震動Ｓｓ σ＝46 Ｓａ＝223 

せん断 ― ― τｂ１＝29 ƒｓｂ１＝342
コラムパイプ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
― ―

ポンプ取付ボルト(下) 

（ｉ＝2） 

引張り ― ― σｂ２＝17 ƒｔｓ２＝444＊ 基準地震動Ｓｓ σ＝25 Ｓａ＝223 

せん断 ― ― τｂ２＝9 ƒｓｂ２＝342 すべて許容応力以下である。 

ポンプ取付ボルト(上) 

（ｉ＝3） 

引張り ― ― σｂ３＝19 ƒｔｓ３＝444＊

せん断 ― ― τｂ３＝7 ƒｓｂ３＝342

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 

引張り ― ― σｂ４＝26 ƒｔｓ４＝444＊

せん断 ― ― τｂ４＝13 ƒｓｂ４＝342

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 

引張り ― ― σｂ５＝14 ƒｔｓ５＝444＊

せん断 ― ― τｂ５＝8 ƒｓｂ５＝342

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓi＝Min[1.4・ƒｔｏi－1.6・τｂｉ，ƒｔｏi]
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2.4.4 動的機能維持の評価結果   (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度

ポンプ
水平方向 1.17 10.0 

鉛直方向 0.87 1.0 

原動機
水平方向 1.17 2.5 

鉛直方向 0.87 1.0 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。なお，水平方向の機能維持評価用加速度はコラム先端（原動機にあっては軸受部）の応答加速度 

又は設置床の最大応答加速度のいずれか大きい方とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き） 

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

62 

63 

64 

65 

66 

67 
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(2) 要素の断面性状

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント

(mm4)

断面二次 

極モーメント 

(mm4) 

1 1-2 1 3.517×106 7.033×106 

2 2-3 1 8.291×106 1.658×107 

3 3-4 1 1.886×107 3.771×107 

4 4-5 1 1.402×107 2.804×107 

5 5-6 1 1.402×107 2.804×107 

6 6-7 1 1.402×107 2.804×107 

7 7-8 1 1.402×107 2.804×107 

8 8-9 1 1.402×107 2.804×107 

9 9-10 1 1.402×107 2.804×107 

10 10-11 1 1.402×107 2.804×107 

11 11-12 1 1.402×107 2.804×107 

12 12-13 1 1.402×107 2.804×107 

13 13-14 1 1.402×107 2.804×107 

14 14-15 1 1.402×107 2.804×107 

15 15-16 1 1.402×107 2.804×107 

16 16-17 1 1.318×107 2.635×107 

17 17-18 1 3.217×107 6.434×107 

18 18-19 1 1.630×107 3.261×107 

19 19-20 3 2.915×108 5.831×108 

20 20-21 5 7.187×106 1.437×107 

21 21-22 5 5.153×107 1.031×108 

22 22-23 5 1.536×107 3.072×107 

23 24-25 2 9.014×108 1.803×109 

24 25-26 2 2.884×109 5.769×109 

25 26-27 2 2.884×109 5.769×109 

26 27-28 2 1.912×109 3.824×109 

27 28-29 2 1.912×109 3.824×109 

28 29-30 2 1.912×109 3.824×109 

29 30-31 2 1.912×109 3.824×109 

30 31-32 2 1.912×109 3.824×109 

31 32-33 2 1.912×109 3.824×109 

32 33-34 2 1.912×109 3.824×109 

33 34-35 2 1.912×109 3.824×109 

34 35-36 2 1.912×109 3.824×109 

35 36-37 2 1.912×109 3.824×109 

36 37-38 2 1.912×109 3.824×109 

37 38-39 2 1.559×109 3.119×109 

38 39-40 2 1.559×109 3.119×109 

39 40-41 2 1.559×109 3.119×109 

40 41-63 2 1.559×109 3.119×109 
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（続き） 

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント

(mm4)

断面二次 

極モーメント 

(mm4) 

41 42-43 2 1.569×1010 3.138×1010 

42 43-44 2 1.569×1010 3.138×1010 

43 44-45 2 1.569×1010 3.138×1010 

44 45-46 2 1.569×1010 3.138×1010 

45 46-47 2 1.569×1010 3.138×1010 

46 47-48 2 1.569×1010 3.138×1010 

47 48-49 2 1.569×1010 3.138×1010 

48 49-50 2 1.569×1010 3.138×1010 

49 50-51 2 1.569×1010 3.138×1010 

50 51-52 2 1.569×1010 3.138×1010 

51 52-53 2 1.569×1010 3.138×1010 

52 53-54 2 1.569×1010 3.138×1010 

53 54-55 2 1.569×1010 3.138×1010 

54 55-56 2 1.569×1010 3.138×1010 

55 56-57 2 1.569×1010 3.138×1010 

56 57-58 2 1.569×1010 3.138×1010 

57 59-60 4 2.014×1012 4.028×1012 

58 60-61 2 1.025×1012 2.051×1012 

59 61-62 2 5.432×1010 1.086×1011 

60 62-63 2 5.432×1010 1.086×1011 

61 63-64 4 4.655×1010 9.310×1010 

62 64-65 5 1.643×1010 3.287×1010 

63 65-66 5 1.643×1010 3.287×1010 

64 66-67 5 1.385×1010 2.771×1010 
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(3) ばね結合部の指定

ばねの両端の節点番号 ばね定数 

1 24 

3 26 

5 28 

7 30 

9 32 

11 34 

13 36 

15 38 

18 41 

21 65 

22 66 

26 45 

22 66 

58 60 

58 60 
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(4) 節点の質量

節点番号 
質量 

(kg) 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 
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（続き） 

節点番号 
質量 

(kg) 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

62 

63 

64 

65 

66 

67 



34 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
5
-5
-2
-1
 R
0 

(5) 材料物性値

材料番号 
温度 

(℃) 

縦弾性係数 

(MPa) 

質量密度 

(kg/mm3) 

ポアソン比 

(―) 
材質 

1 116 1.95×105 7.740×10-6 0.3 

2 116 1.97×105 7.860×10-6 0.3 

3 1.97×105 7.850×10-6 0.3 

4 1.98×105 7.860×10-6 0.3 

5 1.98×105 7.860×10-6 0.3 
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コラムパイプ

バレルケーシング

ポンプ取付ボルト（下） 基礎ボルト

原動機取付ボルト 原動機台取付ボルト ポンプ取付ボルト（上）

Ａ～Ａ矢視図 Ｂ～Ｂ矢視図 Ｃ～Ｃ矢視図

Ｄ～Ｄ矢視図 Ｅ～Ｅ矢視図

原動機取付ボルト

原動機台取付ボルト

ポンプ取付ボルト（上） 

ポンプ取付ボルト（下）

基礎ボルト
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，高圧原子炉代替注水ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的

機能を維持できることを説明するものである。 

高圧原子炉代替注水ポンプは，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備，

常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対

処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

なお，高圧原子炉代替注水ポンプは，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載の

横形ポンプであるため，構造強度評価はⅥ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料

-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。また，高

圧原子炉代替注水ポンプは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載されていない原動機である

タービンが一体構造の横形ポンプであるため，加振試験で得られた機能確認済加速度との比較に

より，動的機能維持の確認を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

高圧原子炉代替注水ポンプの構造計画を表 2－1に示す。
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ポンプはポンプベースに

固定され，ポンプベース

は基礎ボルトで基礎に据

え付ける。 

ターボ形 

（ターボ形横形ポン

プ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

 

原動機 
ポンプ 

基礎ボルト ポンプベース 

ポンプ取付ボルト 

720 
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3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

高圧原子炉代替注水ポンプの構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 

添付資料-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に

基づき行う。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

高圧原子炉代替注水ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備

の評価に用いるものを表 3－1に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

高圧原子炉代替注水ポンプの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，

表 3－2のとおりとする。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

高圧原子炉代替注水ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の

評価に用いるものを表 3－3に示す。 

 

3.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本評価資料の【高圧原子炉代替注水ポンプの耐震性について

の計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

非常用炉心 

冷却設備 

その他原子炉 

注水設備 

高圧原子炉代替注水 

ポンプ 
常設耐震／防止 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

原子炉格納 

施設 

圧力低減設備

その他の安全

設備 

高圧原子炉代替注水 

ポンプ 
常設／緩和 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊1 
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表 3－2 許容応力（重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

 

 

 

＊
 

 

        

＊
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表 3－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SNB7

(径≦63mm） 
周囲環境温度 100 673 759 ― 

ポンプ取付ボルト 

SNB7 相当 

(径≦63mm） 

最高使用温度 120 663 759 ― 

K7 ① Ⅴ-○-○-○ R0 
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4. 機能維持評価

4.1 動的機能維持評価方法 

高圧原子炉代替注水ポンプの機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，

基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度が動的機能維持確認済加速度以下

であることを確認することで実施する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定す

る。 

なお，高圧原子炉代替注水ポンプは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載されていない

原動機であるタービンと一体構造の横形ポンプであり，既往の研究によって機能維持が確認さ

れた適用機種と構造・作動原理が異なることから，個別の加振試験によって得られる機能維持

を確認した加速度を動的機能確認済加速度とする。機能確認済加速度を表 4－1に示す。 

表 4－1 機能確認済加速度 (×9.8m/s2) 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

高圧原子炉代替注水

ポンプ 
ターボ形横形ポンプ

水平 

鉛直 
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5. 評価結果

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

高圧原子炉代替注水ポンプの重大事故等の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を

維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【高圧原子炉代替注水ポンプの耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

高圧原子炉 

代替注水 
ポンプ 

常設耐震／防止 
常設／緩和 

原子炉建物 
EL. 1.3＊1 

―＊2 ―＊2 ― ― ＣＨ＝1.41＊3 ＣＶ＝1.05＊3 Ｃｐ＝1.08 120 100 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

１ｉ＊1

(mm)

２ｉ＊1

(mm)

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ

＊1 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

12 
6 

2 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
4 

2 

2 

部材 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 
Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ

(N・mm) 弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

673＊2

（径≦63mm） 
759＊2 ― 531 ― 軸方向 ― 

ポンプ取付ボルト 
（ｉ＝2） 

663＊3

（径≦63mm） 
759＊3 ― 531 ― 軸方向 ― 

Ｈｐ

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

  ＊2：周囲環境温度で算出 

  ＊3：最高使用温度で算出 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
― ― 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
― ― 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

SNB7 
引張り ― ― σb１＝27 ƒｔｓ１＝398＊ 

せん断 ― ― τb１＝7 ƒｓｂ１＝306 

ポンプ取付ボルト 
（ｉ＝2） 

SNB7 相当

（

引張り ― ― σb２＝82 ƒｔｓ２＝398＊ 

せん断 ― ― τb２＝20 ƒｓｂ２＝306 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

1.4.2 動的機能の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 

水平方向 1.17 

鉛直方向 0.87 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。



S2 補 Ⅵ-2-5-5-3-1 R0E 
  

 

11
 

       

 

  
 

    
 

 

  

 

 

 
 

       

転倒方向 



Ⅵ-2-5-6 原子炉冷却材補給設備の耐震性についての計算書 

  

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
2
-
5
-
6
 
R
0
 



Ⅵ-2-5-6-1 原子炉隔離時冷却系の耐震性についての計算書 

  

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
2
-
5
-
6
-
1
 
R
0
 



 
 
 
 
 
 

 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
5
-6
-1
-1
 R
0 

Ⅵ-2-5-6-1-1 原子炉隔離時冷却ポンプの耐震性についての計算書



 

 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
5
-6
-1
-1
 R
0 

目  次 

 

1. 概要  ·································································  1 

2. 一般事項  ·····························································  1 

2.1 構造計画  ···························································  1 

3. 構造強度評価  ·························································  3 

3.1 構造強度評価方法  ···················································  3 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 ············································  3 

3.3 計算条件  ···························································  3 

4. 機能維持評価  ·························································  7 

4.1 動的機能維持評価方法  ···············································  7 

5. 評価結果  ·····························································  8 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果  ····································  8 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果  ··································  8 

 

 

  

 



 

 

1 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
5
-6
-1
-1
 R
0 

1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，原子炉隔離時冷却ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機

能を維持できることを説明するものである。 

原子炉隔離時冷却ポンプは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設

備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）に分類される。以下，設計基準対象施設及

び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

なお，原子炉隔離時冷却ポンプは，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載の横

形ポンプであるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-1 横形ポンプの

耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉隔離時冷却ポンプの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要
概略構造図

基礎・支持構造 主体構造

ポンプはポンプベースに

固定され，ポンプベース

は基礎ボルトで基礎に据

え付ける。

ターボ形

（ターボ形横形ポン

プ） 

（単位：mm） 

基礎

ポンプベース

ポンプ

基礎ボルト

ポンプ取付ボルト

（
軸
端
）
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3. 構造強度評価

3.1 構造強度評価方法 

原子炉隔離時冷却ポンプの構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添

付資料-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基

づき行う。 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉隔離時冷却ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表 3－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－2 に示す。

3.2.2 許容応力 

原子炉隔離時冷却ポンプの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，表

3－3 のとおりとする。 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉隔離時冷却ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 3－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－5 に示す。 

3.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉隔離時冷却ポンプの耐震性についての計

算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉 

冷却材 

補給設備 

原子炉隔離時冷却 

ポンプ 
Ｓ クラス２ポンプ＊

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

非常用炉心冷

却設備その他

原子炉注水設

備 

原子炉隔離時冷却 

ポンプ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊1



S2 補 Ⅵ-2-5-6-1-1 R0 

5 

表 3－3 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊
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表 3－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 周囲環境温度 730 868 ―

ポンプ取付ボルト 最高使用温度 66 730 868 ―

表 3－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 周囲環境温度 685 847 ―

ポンプ取付ボルト 最高使用温度 100 685 847 ―



S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
5
-6
-1
-1
 R
0 

7

4. 機能維持評価

4.1 動的機能維持評価方法 

 原子炉隔離時冷却ポンプの動的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方

法 添付資料-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に

基づき行う。 

 原子炉隔離時冷却ポンプは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特性

であるため，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。機能確

認済加速度を表 4－1 に示す。 

表 4－1 機能確認済加速度 (×9.8m/s2) 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

ポンプ 
横形多段遠心式 

ポンプ 

水平 1.4 

鉛直 1.0 
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉隔離時冷却ポンプの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を維持でき

ることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉隔離時冷却ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を

維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【原子炉隔離時冷却ポンプの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉隔離時冷却 

ポンプ 
Ｓ 

原子炉建物 

EL  1.3＊1 
―＊2 ―＊2 ＣＨ＝0.90＊3 ＣＶ＝0.47＊3 ＣＨ＝1.79＊4 ＣＶ＝0.94＊4 Ｃｐ＝0.38 66 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ  
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

１ｉ＊1

(mm)

２ｉ＊1

(mm)

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ  

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ

＊1 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
8 

4 

2 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
4

2 

2 

部材 
Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ  

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 
Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ

(N・mm) 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

730＊2

（径≦60mm） 

868＊2

（径≦60mm）
607 607 軸直角 軸 1.281×106 ―

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 

730＊3

（径≦60mm） 

868＊3

（径≦60mm） 
607 607 軸直角 軸直角 1.281×106 1.281×106 

Ｈｐ

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。

＊3：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度

＊4：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度

＊

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。

＊2：周囲環境温度で算出

＊3：最高使用温度で算出
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

引張り σb１＝18 ƒｔｓ１＝455＊ σb１＝35 ƒｔｓ１＝455＊

せん断 τb１＝14 ƒｓｂ１＝350 τb１＝23 ƒｓｂ１＝350

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 

引張り σb２＝ 2 ƒｔｓ２＝455＊ σb２＝ 4 ƒｔｓ２＝455＊

せん断 τb２＝ 6 ƒｓｂ２＝350 τb２＝11 ƒｓｂ２＝350

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]

1.4.2 動的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 

水平方向 1.17 1.4 

鉛直方向 0.87 1.0 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1
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【原子炉隔離時冷却ポンプの耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉隔離時冷却 

ポンプ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

原子炉建物 

EL  1.3＊1 
―＊2 ―＊2 ― ― ＣＨ＝1.79＊3 ＣＶ＝0.94＊3 Ｃｐ＝0.38 100 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ  
(kg) 

ｈｉ  
(mm) 

１ｉ＊1

(mm)

２ｉ＊1

(mm)

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ  

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ

＊1 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
8 

4 

2 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
4 

2 

2 

部材 
Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 
Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ

(N・mm) 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

685＊2

（径≦60mm） 

847＊2

（径≦60mm）
― 592 ― 軸 ― 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 

685＊3

（径≦60mm） 

847＊3

（径≦60mm） 
― 592 ― 軸直角 1.281×106 

Ｈｐ

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。

＊2：周囲環境温度で算出

＊3：最高使用温度で算出

＊
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
― ―

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
― ― 

2.4 結論

2.4.1 ボルトの応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

引張り ― ― σb１＝35 ƒｔｓ１＝444＊

せん断 ― ― τb１＝23 ƒｓｂ１＝342

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 

引張り ― ― σb２＝ 4 ƒｔｓ２＝444＊

せん断 ― ― τb２＝11 ƒｓｂ２＝342

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]

2.4.2 動的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 

水平方向 1.17 1.4 

鉛直方向 0.87 1.0 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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１１ ２１ 

１２ ２２ 

ポンプ取付ボルト

基礎ボルト

１１ ２１ 

１２ ２２ 

１１ ２１ 

基礎ボルト

１
２

２
２

１
１

２
１

軸
直
角

方
向

軸方向

ｈ
２

 

ｈ
１

 

転 倒 方 向

ｍ1･g 
ｍ2･g

（1i≦2i）

原

動

機

側

ｍ1･g

転 倒 方 向

Ａ～Ａ矢視図

(基礎ボルト)

Ｂ～Ｂ矢視図

(基礎ボルト) 
(ポンプ取付ボルト)

ＡＡ

Ｂ

Ｂ
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，原子炉隔離時冷却ポンプ駆動用蒸気タービンが設計用地震力に対して十分な構造

強度を有し，動的機能を維持できることを説明するものである。 

原子炉隔離時冷却ポンプ駆動用蒸気タービンは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，

重大事故等対処設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）に分類される。以下，設

計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

なお，原子炉隔離時冷却ポンプ駆動用蒸気タービンは，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成

の方法 添付資料-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実

施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉隔離時冷却ポンプ駆動用蒸気タービンの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

タービンはタービン

ベースに固定され，

タービンベースは基

礎ボルトで基礎に据

え付ける。 

背圧式蒸気タービン 

 

タービン取付ボルト

基礎ボルト

タービン

タービンベース

基礎

(単位:mm) 
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3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

原子炉隔離時冷却ポンプ駆動用蒸気タービンの構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の

計算書作成の方法 添付資料-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記

載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉隔離時冷却ポンプ駆動用蒸気タービンの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設

計基準対象施設の評価に用いるものを表 3－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるも

のを表 3－2に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

原子炉隔離時冷却ポンプ駆動用蒸気タービンの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本

方針」に基づき表 3－3のとおりとする。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉隔離時冷却ポンプ駆動用蒸気タービンの使用材料の許容応力評価条件のうち設計

基準対象施設の評価に用いるものを表 3－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるもの

を表 3－5に示す。 

 

3.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉隔離時冷却ポンプ駆動用蒸気タービンの

耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉 

冷却材 

補給設備 

原子炉隔離時冷却ポンプ 

駆動用蒸気タービン 
Ｓ －＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス２ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。また，クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

 

 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

非常用炉心冷却

設備その他原子

炉注水設備 

原子炉隔離時冷却ポンプ 

駆動用蒸気タービン 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。また，重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 3－3 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・fｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊
 

 ＊
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表 3－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 周囲環境温度 66 ― 

タービン取付ボルト 最高使用温度 302 ― 

表 3－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 周囲環境温度 100 ― 

タービン取付ボルト 最高使用温度 302 ― 
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4. 機能維持評価 

4.1 動的機能維持評価方法 

原子炉隔離時冷却ポンプ駆動用蒸気タービンの動的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管

系の計算書作成の方法 添付資料-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」

に記載の評価方法に基づき行う。 

原子炉隔離時冷却ポンプ駆動用蒸気タービンは地震時動的機能維持が確認された機種と類似

の構造及び振動特性であるため，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度

を適用する。機能確認済加速度を表 4－1に示す。 

 

          表 4－1 機能確認済加速度      (×9.8m/s2) 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

ポンプ駆動用 

タービン 
背圧式蒸気タービン 

水平 2.4 

鉛直 1.0 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉隔離時冷却ポンプ駆動用蒸気タービンの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以

下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，

動的機能を維持できることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉隔離時冷却ポンプ駆動用蒸気タービンの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評

価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強

度を有し，動的機能を維持できることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【原子炉隔離時冷却ポンプ駆動用蒸気タービンの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期 (s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉隔離時冷却ポンプ 

駆動用蒸気タービン 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 1.3＊1 
―＊2 ―＊2 ＣＨ＝0.90＊3 ＣＶ＝0.47＊3 ＣＨ＝1.79＊4 ＣＶ＝0.94＊4 302 66 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

＊3：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度 

＊4：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

 1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

１ｉ
＊1

(mm)

２ｉ
＊1

(mm)

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ

＊1 

基礎ボルト 

（ｉ＝1 ） 
6 

3 

2 

タービン取付ボルト

（ｉ＝2 ）
6 

1 

2 

部材 
Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa)

Ｆｉ

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ

(N・mm) 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1 ） 
軸直角 軸直角 

タービン取付ボルト

（ｉ＝2 ）
軸直角 軸直角 

Ｈｐ

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

軸
方
向

軸直角方向

タービン取付ボルト

Ａ～Ａ矢視図

転倒方向


12


22


11


21


11


21


12


22

Ａ

↓

Ａ

↓

ｈ
1
 ｈ

2
 

基礎ボルト

ｍ･g 

 1
1

 2
1

 1
2

 2
2

（1i≦2i） 

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 

＊3：最高使用温度で算出 

＊ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力  （単位：N） 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1 ） 

タービン取付ボルト

（ｉ＝2 ）

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力  （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1 ） 

引張り σｂ1 ＝21 ƒｔｓ1 ＝455＊ σｂ1 ＝40 ƒｔｓ1 ＝455＊

せん断 τｂ1 ＝12 ƒｓｂ1 ＝350 τｂ1 ＝21 ƒｓｂ1 ＝350

タービン取付ボルト

（ｉ＝2 ）

引張り σｂ2 ＝33 ƒｔｓ2 ＝443＊ σｂ2 ＝64 ƒｔｓ2 ＝444＊

せん断 τｂ2 ＝10 ƒｓｂ2 ＝341 τｂ2 ＝16 ƒｓｂ2 ＝342

すべて許容応力以下である。  注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]

1.4.2 動的機能維持の評価結果   （×9.8m/s2） 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ駆動用 

タービン

水平方向 1.17 2.4 

鉛直方向 0.87 1.0 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【原子炉隔離時冷却ポンプ駆動用蒸気タービンの耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期 (s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉隔離時冷却ポンプ 

駆動用蒸気タービン 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

原子炉建物 

EL 1.3＊1 
―＊2 ―＊2 ― ― ＣＨ＝1.79＊3 ＣＶ＝0.94＊3 302 100 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

 2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

１ｉ
＊1

(mm)

２ｉ
＊1

(mm)

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ

＊1 

基礎ボルト 

（ｉ＝1 ） 
6 

3 

2 

タービン取付ボルト

（ｉ＝2 ）
6 

1 

2 

部材 
Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa)

Ｆｉ

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ

(N・mm) 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1 ） 
― ― 軸直角 

タービン取付ボルト

（ｉ＝2 ）
― ― 軸直角 

Ｈｐ

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

タービン取付ボルト

Ａ～Ａ矢視図

転倒方向


12


22


11


21


11


21


12 

22

Ａ

↓

Ａ

↓

ｈ
1
 ｈ

2
 

基礎ボルト

ｍ･g 

 1
1

 2
1

 1
2

 2
2

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 

＊3：最高使用温度で算出 
＊ 

軸
方
向

軸直角方向

（1i≦2i） 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力  （単位：N） 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1 ） 
－ － 

タービン取付ボルト

（ｉ＝2 ）
－ － 

2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力  （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1 ） 

引張り － － σｂ1 ＝40 ƒｔｓ1 ＝444＊

せん断 － － τｂ1 ＝21 ƒｓｂ1 ＝342

タービン取付ボルト

（ｉ＝2 ）

引張り － － σｂ2 ＝64 ƒｔｓ2 ＝444＊

せん断 － － τｂ2 ＝16 ƒｓｂ2 ＝342

すべて許容応力以下である。  注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]

2.4.2 動的機能維持の評価結果   （×9.8m/s2） 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ駆動用 

タービン

水平方向 1.17 2.4 

鉛直方向 0.87 1.0 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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Ⅵ-2-5-7-1 原子炉補機冷却系及び原子炉補機海水系の 

耐震性についての計算書 
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S2補VI-2-5-7-1-2 RO 

表3-4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設）

温度条件 Sy Su Sy (RT) 
評価部材 材料

(MPa) (MPa) (MPa) （℃） 

基礎ボルト 周囲環境温度 口 753 894 

ポンプ取付ボルト 最高使用温度 85 701 847 

原動機取付ボルト 周囲環境温度 口 229 391 

CT) 

表3-5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備）

温度条件 Sy Su Sy (RT) 
評価部材 材料

(MPa) (MPa) (MPa) （℃） 

基礎ボルト 周囲環境温度 口 685 847 

ポンプ取付ボルト 最高使用温度 85 701 847 

原動機取付ボルト 周囲環境温度 口 212 373 







｀つ

S2補VI-2-5-7-1-2 RO 

【原子炉補機冷却水ポ ン プの耐 震性についての計 算結果】
1. 設計基準対象施設

1. 1 設計条件

機器名称 I 耐震重要度分類 I 据付場所及び床面高さ 固有周期(s)

(m) 水平方向 鉛直方向

弾性設計用地震動 Sd又は静的震度
水平方向 鉛直方向

基準地震動s s 」 ポンプ振動 1
最高使用温度1周囲環境温度

水平方向 鉛直方向 による震度 （℃） （℃） 

原子炉補機冷却水
ポ ン プ

1. 2 機器要目

部材

基礎ボルト
(i = 1) 

ポンプ取付ボルト
(i =2) 

原動機取付ボルト
(i = 3) 

部材

基礎ボルト
(i = 1) 

ポンプ取付ボルト
(i = 2) 

原動機取付ボルト

mi 

(kg) 

s y i 

(MPa) 

753 *2 

s 

（径�60mm)
701 *3 

（径�60mm)
229*2 

hi 

(mm) 

(i =3) (16mmく径�40mm)

Hp 
(µm) 

N 
(rpm) 

I
原子炉建物
EL 15. 3*1 

—*2 
設計震度

ー*2 Ctt = l. 56*3 

設計震度 設計震度 設計震度

Cv = O. 75*3 Ctt = 3.17*4 Cv-1.50*41 Cp = 0.11

注記*1 : 基準床レベルを示す。
*2: 固有周期は十分に小さく，計算は省略する。
*3: 設計用震度I (弾性設計用地震動S d)又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度
*4: 設計用震度I (基準地震動s s )又はこれを上回る設計震度

f 1 i *1 
(mm) 

Sui 

(MPa) 

894 *2 
（径:S::60mm)

847*3 
（径:S::60mm)

391 *2 

/!, 2 i *1 
(mm) 

di Ab i 

(mm) (mmり

Fi F1 ＊ 

(MPa) (MPa) 

626 626 

592 592 

229 274 

ni il f I • *1 

4 
8 

2 
2 

4 
2 
2 

4 
2 

転倒方向
Mp 

弾性設計用地震動 基準地震動 (N·mm) 
S d又は静的震度 s s 

軸直角 軸直角

軸直角 軸直角 1. 910 X 106 

軸直角 軸直角 1. 910 X 106 

注記*1 : 各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，
下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。

*2: 周囲環境温度で算出
*3: 最高使用温度で算出

85 口







12 

S2補VI-2-5-7-1-2 RO 

2. 3 計算数値

2. 3. 1 ボルトに作用するカ （単位：N) 

F bi Qb i 

部材 弾性設計用地震動 基準地震動 弾性設計用地震動 基準地震動
S d又は静的震度 s s Sd又は静的震度 s s 

基礎ボルト

(i = 1) 

ポンプ取付ボルト

(i =2) 

原動機取付ボルト
(i =3) 

2.4 結論

2.4. 1 ボルトの応力 （単位：MPa) 

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Sd又は静的震度 基準地震動s

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

基礎ボルト 引張り CY b 1 = 48 ft s 1 = 444 * 

(i = 1) せん断 てbl = 27 f s b 1 = 342 

ポンプ取付ボルト 引張り (J b2 = 25 ft s 2 = 444 * 

(i =2) せん断 てb2 = 21 f s b 2 = 342 

原動機取付ボルト 引張り CY b3 = 23 ft s 3 = 190* 

(i =3) せん断 てb3 =21 f s b 3 = 146 

すべて許容応力以下である。 注記* : ft s i =Min [l. 4·ft o i -1. 6 ・ てbi, ftoi] 

2. 4. 2 動的機能維持の評価結果 (X9. Sm/sり

機能維持評価用加速度 ＊ 機能確認済加速度

水平方向 0.92 1. 4 

ポンプ

鉛直方向 0.97 1.0 

水平方向 0.92 4. 7 

原動機

鉛直方向 0.97 1.0 

注記＊：設計用震度I (基準地震動s s)により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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Ⅵ-2-5-7-1-5 原子炉補機海水ストレーナの耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

原子炉補機海水ストレーナが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明する

ものである。 

原子炉補機海水ストレーナは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処

設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）に分類される。以下，設計基準対象施設

及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

 原子炉補機海水ストレーナの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

原子炉補機海水ストレー

ナは基礎ボルトで基礎に

据え付ける。 

バスケット形ダブル 

ストレーナ 

 

（単位：mm） 

基礎ボルト 

2
7
1
5 

2866 2800 
基礎 

N2 N1 

基礎ボルト 

脚 

ストレーナ胴体 

（N1-N2直角方向） （N1-N2方向） 

脚 

ストレーナ胴体 
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2.2 評価方針 

原子炉補機海水ストレーナの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷

重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す原子炉補機海水スト

レーナの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」にて算出

した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強

度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

原子炉補機海水ストレーナの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 原子炉補機海水ストレーナの耐震評価フロー 

 

 

 

  

地震時における応力 

設計用地震力 

理論式による固有周期 

原子炉補機海水ストレーナの構造強度評価 

計算モデルの設定 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明  

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 
Ａｓ 脚の最小有効せん断断面積 mm2 
ＣＨ 水平方向設計震度 ― 
ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 
ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm 
Ｅ 脚の縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 
Ｆ 設計・建設規格 SSB-3133に定める値 MPa 
Ｆｂ 基礎ボルトに作用する引張力（1本当たり） N 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

Ｇ 脚のせん断弾性係数 MPa 
g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 
ｈ 据付面から重心までの距離 mm 
Ｉ 脚の断面二次モーメント mm4 
１ 重心と基礎ボルト間の水平方向距離＊ mm 
２ 重心と基礎ボルト間の水平方向距離＊ mm 
ｍ 運転時質量 kg 
ｎ 基礎ボルトの本数 ― 
ｎｆ 評価上引張力を受けるとして期待する基礎ボルトの本数 ― 
Ｑｂ 基礎ボルトに作用するせん断力 N 
Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 MPa 
Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 

40℃における値 
MPa 

ＴＨ 水平方向固有周期 s 
π 円周率 ― 
σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 
τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

注記＊：１≦２ 

 

  

＊
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 
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3. 評価部位 

原子炉補機海水ストレーナの耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐

震評価上厳しくなる基礎ボルトについて実施する。原子炉補機海水ストレーナの耐震評価部位に

ついては，表 2－1の概略構造図に示す。 
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4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

原子炉補機海水ストレーナの固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 計算モデル 

a. 原子炉補機海水ストレーナの質量は重心に集中するものとする。 

b. 原子炉補機海水ストレーナは基礎ボルトで基礎に固定されており，固定端とする。 

c. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

d. 原子炉補機海水ストレーナは，図 4－1に示す下端固定の１質点系振動モデルとし

て考える。 

 

                    ｍ 

 

 

 

 

図 4－1 固有周期の計算モデル 

 

(2) 水平方向固有周期 

水平方向固有周期は次式で求める。 

 

               ｍ       ｈ３       ｈ 

1000     3・Ｅ・Ｉ     Ａｓ・Ｇ 

 

(3) 鉛直方向固有周期 

鉛直方向は十分な剛性を有していることから，固有周期の計算を省略する。 

 

 

4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉補機海水ストレーナの耐震性につ

いての計算結果】の機器要目に示す。 

 

  

ｈ
 

ＴＨ＝ 2・π・ ・・・（4.1.1） ＋ ・ 
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4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4－1に示す。計算の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛であ

ることを確認した。 

 

  表 4－1 固有周期      （単位：s） 

水平 0.012 

鉛直 ―＊ 

注記＊：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.1(1)項 a.～d.のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は原子炉補機海水ストレーナに対して水平方向及び鉛直方向から作用するものと

する。 

(2) 転倒方向は図 5－1，図 5－2における N1-N2直角方向及び N1-N2方向について検討し，計

算書には計算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉補機海水ストレーナの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表5－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表5－2に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

原子炉補機海水ストレーナの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表   

5－3のとおりとする。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉補機海水ストレーナの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表 5－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－5に示す。



 

 

1
1
 

S2 補 Ⅵ-2-5-7-1-5 R0 

表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉補機 

冷却設備 
原子炉補機海水ストレーナ Ｓ クラス３容器＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス３容器の支持構造物を含む。 

 

 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉補機 

冷却設備 
原子炉補機海水ストレーナ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等 

クラス２容器＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）を示す。 

＊2： 重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

  



 

 

1
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S2 補 Ⅵ-2-5-7-1-5 R0 

表 5－3 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

   

＊
 

＊
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S2 補 Ⅵ-2-5-7-1-5 R0 

表 5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SCM435 

(径≦60mm) 
周囲環境温度 50 764 906 ― 

 

 

表 5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SCM435 

(径≦60mm) 
周囲環境温度 50 764 906 ― 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－6及び表 5－7に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

 

表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

取水槽 

EL 1.1＊1 
0.012 ―＊2 ＣＨ＝1.97＊3 ＣＶ＝0.95＊3 ＣＨ＝3.45＊4 ＣＶ＝2.13＊4 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

＊3：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこ

れを上回る設計震度 

＊4：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

 

 

表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

取水槽 

EL 1.1＊1 
0.012 ―＊2 ― ― ＣＨ＝3.45＊3 ＣＶ＝2.13＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度  
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

 基礎ボルトの応力は地震による震度によって生じる引張力とせん断力について計算

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1 計算モデル（N1-N2直角方向転倒） 

 

  

(1－ＣＶ)≧0の場合 

（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度の場合） 

引張りを受ける
ボルト列 

転倒方向 

転倒支点 

転倒支点となる 
ボルト列 

１ １ ２ ２ 

(1－ＣＶ)＜0の場合 

（基準地震動Ｓｓの場合） 

転倒支点となる
ボルト列 

転倒方向 
引張りを受ける
ボルト列 

１ １ ２ ２ 

ｈ
 

（１≦２） 

（１≦２） 

ＣＨ・ｍ・g 

(1－ＣＶ)・ｍ・g 

(ＣＶ－1)・ｍ・g 
ＣＨ・ｍ・g 

転倒支点 

ｈ
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図 5－2 計算モデル（N1-N2方向転倒） 

 

 

 

 

 

 

転倒支点となる 
ボルト列 

(1－ＣＶ)≧0の場合 

（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度の場合） 

(1－ＣＶ)＜0の場合 

（基準地震動Ｓｓの場合） 

引張りを受ける 
ボルト列 

転倒方向 

転倒支点 １ ２ 

ｈ
 

（１≦２） 

１ ２ 

転倒支点となる 
ボルト列 

転倒方向 

転倒支点 

引張りを受ける 
ボルト列 

１ ２ 

ｈ
 

（１≦２） 

１ ２ 

N2 N1 

N2 N1 

(ＣＶ－1)・ｍ・g 

ＣＨ・ｍ・g 

(1－ＣＶ)・ｍ・g 

ＣＨ・ｍ・g 
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(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 5－1及び図 5－2で基礎ボル

トを支点とする転倒を考え，これを片側の列の基礎ボルトで受けるものとして計算する。 

 

引張力 

【(1－ＣＶ)≧0の場合（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度の場合）】 

              ＣＨ・ｍ・g・ｈ－(１－ＣＶ)・ｍ・g・１ 

ｎｆ・（１＋２） 

・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.1） 

 

引張力 

【(1－ＣＶ)＜0の場合（基準地震動Ｓｓの場合）】 

              ＣＨ・ｍ・g・ｈ－(１－ＣＶ)・ｍ・g・２ 

ｎｆ・（１＋２） 

・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.2） 

 

引張応力 

Ｆｂ 

Ａｂ 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂが負のとき基礎ボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行

わない。 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

Ｑｂ＝ＣＨ・ｍ・g   ・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.5） 

        

せん断応力 

             Ｑｂ 

             ｎ・Ａｂ 

  

 

 

Ｆｂ＝ 

σｂ＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.3） 

 

τｂ＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.6） 

Ａｂ＝
 

・ｄ２
 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.4） 

 

Ｆｂ＝ 
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5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉補機海水ストレーナの

耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

5.6 応力の評価 

5.6.1 基礎ボルトの応力評価 

5.4 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓ以下であ

ること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

ƒｔｓ＝ Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]   ・・・・・・・・（5.6.1.1） 

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下であるこ

と。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 
 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度による 
荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓ 

による荷重との 

組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

 Ｆ 
2

・1.5 
 Ｆ 
2

・1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

 Ｆ 

1.5・√3
・1.5 

 Ｆ 

1.5・√3
・1.5 

 

 

  

＊ 

＊ 
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉補機海水ストレーナの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認し

た。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉補機海水ストレーナの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有しているこ

とを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 

 



 

 

S2 補 Ⅵ-2-5-7-1-5 R0 

2
0
 

【原子炉補機海水ストレーナの耐震性についての計算結果】  
1. 設計基準対象施設 
1.1 設計条件 

機器名称 
耐震重要度 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉補機海水ストレーナ Ｓ 
取水槽 

EL 1.1＊1 
0.012 ―＊2 ＣＨ＝1.97＊3 ＣＶ＝0.95＊3

 ＣＨ＝3.45＊4 ＣＶ＝2.13＊4 ― 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

  ＊3：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度 
＊4：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

1.2 機器要目 

部材 
ｍ 

(kg) 

ｈ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

１＊1 

(mm) 

２＊1 

(mm) 
ｎ ｎｆ

＊1 

基礎ボルト 21000 1550 
42 

(M42) 

750 750 
4 

2 

600 600 2 

 

部材 
Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 1.385×103 
764＊2 

(径≦60mm) 

906＊2 

(径≦60mm) 
634 634 N1-N2 N1-N2 

 
Ｅ(MPa) Ｇ(MPa) Ｉ(mm4) ＡＳ(mm2) 

201000＊2 77300＊2 3.896×1010 8.828×105 

注記＊1：基礎ボルトにおける上段は N1-N2 直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は N1-N2 方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
  ＊2：周囲環境温度で算出   
 
 1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 2.594×105 5.170×105 4.057×105 7.105×105 

  

＊
 

転倒方向 

基礎ボルト １ ２ 

ｈ
 

（１≦２） 

１ ２ 

N2 N1 
ｍ・g 

N
1-
N2

直
角
方
向
転
倒

 

N1-N2 方向転倒 
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1.4 結論 
1.4.1 固有周期           (単位：s) 

方向 固有周期 

水 平 方 向 ＴＨ＝0.012 
鉛 直 方 向 ―＊ 

注記＊：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 
 

1.4.2 ボルトの応力                                                                 (単位：MPa) 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SCM435 
引張り σｂ＝188 ƒｔｓ＝475＊ σｂ＝374 ƒｔｓ＝460＊ 

せん断 τｂ＝ 74 ƒｓｂ＝366 τｂ＝129 ƒｓｂ＝366 
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 2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉補機海水ストレーナ 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

取水槽 

EL 1.1＊1 
0.012 ―＊2 ― ― ＣＨ＝3.45＊3 ＣＶ＝2.13＊3 ― 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

2.2 機器要目 

部材 
ｍ 

(kg) 

ｈ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

１＊1 

(mm) 

２＊1 

(mm) 
ｎ ｎｆ

＊1 

基礎ボルト 21000 1550 
42 

(M42) 

750 750 
4 

2 

600 600 2 

 

 

 

Ｅ(MPa) Ｇ(MPa) Ｉ(mm4) ＡＳ(mm2) 

201000＊2 77300＊2 3.896×1010 8.828×105 

 

 

 

 

2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                                                            (単位：N)  

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ― 5.170×105 ― 7.105×105 

 

部材 
Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 1.385×103 764＊2 

(径≦60mm) 

906＊2 

(径≦60mm) 
― 634 ― N1-N2 

注記＊1：基礎ボルトにおける上段は N1-N2 直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は N1-N2 方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

  ＊2：周囲環境温度で算出 

＊
 

N
1-
N2

直
角
方
向
転
倒

 

N1-N2 方向転倒 

転倒方向 

基礎ボルト １ ２ 

ｈ
 

（１≦２） 

１ ２ 

N2 N1 
ｍ・g 
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2.4 結論 
2.4.1 固有周期           (単位：s) 

方向 固有周期 

水 平 方 向 ＴＨ＝0.012 
鉛 直 方 向 ―＊ 

注記＊：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

 

2.4.2 ボルトの応力                                                                 (単位：MPa) 

 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                   注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SCM435 
引張り ― ― σｂ＝374 ƒｔｓ＝460＊ 

せん断 ― ― τｂ＝129 ƒｓｂ＝366 

E 



Ⅵ-2-5-7-2 高圧炉心スプレイ補機冷却系及び高圧炉心スプレイ 

補機海水系の耐震性についての計算書 

  

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
2
-
5
-
7
-
2
 
R
0
 



 
 
 
 
 
 

 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
5
-7
-2
-2
 R
0 

Ⅵ-2-5-7-2-2 高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプの耐震性について 

の計算書
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度を有

し，動的機能を維持できることを説明するものである。 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事

故等対処設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）に分類される。以下，設計基準

対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

なお，高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプは，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」

に記載の横形ポンプであるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-1 横

形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要
概略構造図

基礎・支持構造 主体構造

ポンプはポンプベースに

固定され，ポンプベース

は基礎ボルトで基礎に据

え付ける。

ターボ形

（ターボ形横形ポン

プ） 

（単位：mm） 

基礎

ポンプ取付ボルト

（
軸
端
）ポンプ

基礎ボルト

ポンプベース

原動機取付ボルト

原動機
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3. 構造強度評価

3.1 構造強度評価方法 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプの構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作

成の方法 添付資料-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震

計算方法に基づき行う。 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対

象施設の評価に用いるものを表 3－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－

2 に示す。

3.2.2 許容応力 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

基づき，表 3－3 のとおりとする。 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象

施設の評価に用いるものを表 3－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－5

に示す。 

3.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプの耐震性に

ついての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉補機 

冷却設備 

高圧炉心スプレイ補機 

冷却水ポンプ 
Ｓ クラス３ポンプ＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス３ポンプの支持構造物を含む。 

 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉補機 

冷却設備 

高圧炉心スプレイ補機 

冷却水ポンプ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊1 
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表 3－3 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊
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表 3－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 周囲環境温度 764 906 ―

ポンプ取付ボルト 最高使用温度 66 730 868 ―

原動機取付ボルト 周囲環境温度 231 394 ―

表 3－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 周囲環境温度 764 906 ―

ポンプ取付ボルト 最高使用温度 66 730 868 ―

原動機取付ボルト 周囲環境温度 231 394 ―
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4. 機能維持評価

4.1 動的機能維持評価方法 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプの動的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算

書作成の方法 添付資料-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の

評価方法に基づき行う。 

 高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及

び振動特性であるため，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用す

る。機能確認済加速度を表 4－1 に示す。 

表 4－1 機能確認済加速度 (×9.8m/s2) 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

ポンプ 
横形単段遠心式 

ポンプ 

水平 1.4 

鉛直 1.0 

原動機 
横形ころがり 

軸受電動機 

水平 4.7 

鉛直 1.0 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を

維持できることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

 動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を

以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，

動的機能を維持できることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

高圧炉心スプレイ 

補機冷却水ポンプ 
Ｓ 

原子炉建物 

EL  1.3＊1 
―＊2 ―＊2 ＣＨ＝1.07＊3 ＣＶ＝0.49＊3 ＣＨ＝2.13＊4 ＣＶ＝0.99＊4 Ｃｐ＝0.11 66 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ  
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

１ｉ＊1

(mm)

２ｉ＊1

(mm)

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ  

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ

＊1 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
6 

3 

2 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
4 

2 

2 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
4 

2 

2 

部材 
Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ  

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 
Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ

(N・mm) 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

764＊2

（径≦60mm） 

906＊2

（径≦60mm）
634 634 軸直角 軸直角 ― 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 

730＊3

（径≦60mm） 

868＊3

（径≦60mm） 
607 607 軸 軸 ― 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 

231＊2

（16mm＜径≦40mm） 
394＊2 231 276 軸 軸 ― 

Ｈｐ

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。

＊3：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度

＊4：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。

＊2：周囲環境温度で算出

＊3：最高使用温度で算出

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

引張り σb１＝3 ƒｔｓ１＝475＊ σb１＝ 8 ƒｔｓ１＝475＊

せん断 τb１＝5 ƒｓｂ１＝366 τb１＝10 ƒｓｂ１＝366

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 

引張り σb２＝7 ƒｔｓ２＝455＊ σb２＝ 9 ƒｔｓ２＝455＊

せん断 τb２＝2 ƒｓｂ２＝350 τb２＝ 4 ƒｓｂ２＝350

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 

引張り σb３＝5 ƒｔｓ３＝173＊ σb３＝13 ƒｔｓ３＝207＊

せん断 τb３＝6 ƒｓｂ３＝133 τb３＝10 ƒｓｂ３＝159

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]

1.4.2 動的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 

水平方向 1.17 1.4 

鉛直方向 0.87 1.0 

原動機 

水平方向 1.17 4.7 

鉛直方向 0.87 1.0 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプの耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

高圧炉心スプレイ 

補機冷却水ポンプ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

原子炉建物 

EL  1.3＊1 
―＊2 ―＊2 ― ― ＣＨ＝2.13＊3 ＣＶ＝0.99＊3 Ｃｐ＝0.11 66 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ  
(kg) 

ｈｉ  
(mm) 

１ｉ＊1

(mm)

２ｉ＊1

(mm)

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ  

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ

＊1 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
6 

3 

2 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
4 

2 

2 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
4 

2 

2 

部材 
Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 
Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ

(N・mm) 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

764＊2

（径≦60mm） 

906＊2

（径≦60mm）
― 634 ― 軸直角 ― 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 

730＊3

（径≦60mm） 

868＊3

（径≦60mm） 
― 607 ― 軸 ― 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 

231＊2

（16mm＜径≦40mm） 
394＊2 ― 276 ― 軸 ― 

Ｈｐ

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。

＊2：周囲環境温度で算出

＊3：最高使用温度で算出

＊
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
― ―

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
― ― 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
― ― 

2.4 結論

2.4.1 ボルトの応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

引張り ― ― σb１＝ 8 ƒｔｓ１＝475＊

せん断 ― ― τb１＝10 ƒｓｂ１＝366

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 

引張り ― ― σb２＝ 9 ƒｔｓ２＝455＊

せん断 ― ― τb２＝ 4 ƒｓｂ２＝350

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 

引張り ― ― σb３＝13 ƒｔｓ３＝207＊

せん断 ― ― τb３＝10 ƒｓｂ３＝159

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]

2.4.2 動的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 

水平方向 1.17 1.4 

鉛直方向 0.87 1.0 

原動機 

水平方向 1.17 4.7 

鉛直方向 0.87 1.0 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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１３ ２３ 

１１ ２１ 
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１３ ２３ 

ポンプ取付ボルト 原動機取付ボルト
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Ⅵ-2-5-7-2-5 高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナの耐震性についての
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していること

を説明するものである。 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大

事故等対処設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）に分類される。以下，設計基

準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

 高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

高圧炉心スプレイ補機海

水ストレーナは基礎ボル

トで基礎に据え付ける。 

バスケット形ダブル 

ストレーナ 

 

（単位：mm） 

基礎ボルト 

1
2
2
5 

1270 1350 
基礎 

N2 N1 

基礎ボルト 

脚 

ストレーナ胴体 

（N1-N2直角方向） （N1-N2方向） 

脚 

ストレーナ胴体 
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2.2 評価方針 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて

設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す高圧炉心

スプレイ補機海水ストレーナの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 

固有周期」にて算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まるこ

とを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価

結果」に示す。 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナの耐震評価フロー 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明  

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 
Ａｓ 脚の最小有効せん断断面積 mm2 
ＣＨ 水平方向設計震度 ― 
ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 
ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm 
Ｅ 脚の縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 
Ｆ 設計・建設規格 SSB-3133に定める値 MPa 
Ｆｂ 基礎ボルトに作用する引張力（1本当たり） N 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

Ｇ 脚のせん断弾性係数 MPa 
g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 
ｈ 据付面から重心までの距離 mm 
Ｉ 脚の断面二次モーメント mm4 
１ 重心と基礎ボルト間の水平方向距離＊ mm 
２ 重心と基礎ボルト間の水平方向距離＊ mm 
ｍ 運転時質量 kg 
ｎ 基礎ボルトの本数 ― 
ｎｆ 評価上引張力を受けるとして期待する基礎ボルトの本数 ― 
Ｑｂ 基礎ボルトに作用するせん断力 N 
Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 MPa 
Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 

40℃における値 
MPa 

ＴＨ 水平方向固有周期 s 
π 円周率 ― 
σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 
τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

注記＊：１≦２ 

 

  

＊
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 
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3. 評価部位 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナの耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に

基づき，耐震評価上厳しくなる基礎ボルトについて実施する。高圧炉心スプレイ補機海水ストレ

ーナの耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 
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4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナの固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 計算モデル 

a. 高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナの質量は重心に集中するものとする。 

b. 高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナは基礎ボルトで基礎に固定されており，固定

端とする。 

c. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

d. 高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナは，図 4－1に示す下端固定の１質点系振動

モデルとして考える。 

 

                    ｍ 

 

 

 

 

図 4－1 固有周期の計算モデル 

 

(2) 水平方向固有周期 

水平方向固有周期は次式で求める。 

 

               ｍ       ｈ３       ｈ 

1000     3・Ｅ・Ｉ     Ａｓ・Ｇ 

 

(3) 鉛直方向固有周期 

鉛直方向は十分な剛性を有していることから，固有周期の計算を省略する。 

 

 

4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナの

耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

 

  

ｈ
 

ＴＨ＝ 2・π・ ・・・（4.1.1） ＋ ・ 
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4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4－1に示す。計算の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛であ

ることを確認した。 

 

  表 4－1 固有周期      （単位：s） 

水平 0.007 

鉛直 ―＊ 

注記＊：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.1(1)項 a.～d.のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナに対して水平方向及び鉛直方向から作用

するものとする。 

(2) 転倒方向は図 5－1，図 5－2における N1-N2直角方向及び N1-N2方向について検討し，計

算書には計算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準

対象施設の評価に用いるものを表 5－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5

－2に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に基づき表 5－3のとおりとする。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対

象施設の評価に用いるものを表 5－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－

5に示す。



 

 

1
1
 

S2 補 Ⅵ-2-5-7-2-5 R0 

表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉補機 

冷却設備 

高圧炉心スプレイ補機 

海水ストレーナ 
Ｓ クラス３容器＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス３容器の支持構造物を含む。 

 

 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉補機 

冷却設備 

高圧炉心スプレイ補機 

海水ストレーナ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等 

クラス２容器＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

  



 

 

1
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S2 補 Ⅵ-2-5-7-2-5 R0 

表 5－3 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

   

＊
 

＊
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S2 補 Ⅵ-2-5-7-2-5 R0 

表 5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SCM435 

(径≦60mm) 
周囲環境温度 50 764 906 ― 

 

 

表 5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SCM435 

(径≦60mm) 
周囲環境温度 50 764 906 ― 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－6及び表 5－7に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

 

表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

取水槽 

EL 1.1＊1 
0.007 ―＊2 ＣＨ＝1.97＊3 ＣＶ＝0.95＊3 ＣＨ＝3.45＊4 ＣＶ＝2.13＊4 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

＊3：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこ

れを上回る設計震度 

＊4：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

 

 

表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

取水槽 

EL 1.1＊1 
0.007 ―＊2 ― ― ＣＨ＝3.45＊3 ＣＶ＝2.13＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度  
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

 基礎ボルトの応力は地震による震度によって生じる引張力とせん断力について計算

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1 計算モデル（N1-N2直角方向転倒） 

 

  

(1－ＣＶ)≧0の場合 

（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度の場合） 

引張りを受ける
ボルト列 

転倒方向 

転倒支点 

転倒支点となる 
ボルト列 

１ １ ２ ２ 

(1－ＣＶ)＜0の場合 

（基準地震動Ｓｓの場合） 

転倒支点となる
ボルト列 

転倒方向 
引張りを受ける
ボルト列 

１ １ ２ ２ 

ｈ
 

（１≦２） 

（１≦２） 

ＣＨ・ｍ・g 

(1－ＣＶ)・ｍ・g 

(ＣＶ－1)・ｍ・g 
ＣＨ・ｍ・g 

転倒支点 

ｈ
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図 5－2 計算モデル（N1-N2方向転倒） 

 

 

 

 

 

 

転倒支点となる 
ボルト列 

(1－ＣＶ)≧0の場合 

（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度の場合） 

(1－ＣＶ)＜0の場合 

（基準地震動Ｓｓの場合） 

引張りを受ける 
ボルト列 

転倒方向 

転倒支点 １ ２ 

ｈ
 

（１≦２） 

１ ２ 

転倒支点となる 
ボルト列 

転倒方向 

転倒支点 

引張りを受ける 
ボルト列 

１ ２ 

ｈ
 

（１≦２） 

１ ２ 

N2 N1 

N2 N1 

(ＣＶ－1)・ｍ・g 

ＣＨ・ｍ・g 

(1－ＣＶ)・ｍ・g 

ＣＨ・ｍ・g 
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(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 5－1及び図 5－2で基礎ボル

トを支点とする転倒を考え，これを片側の列の基礎ボルトで受けるものとして計算する。 

 

引張力 

【(1－ＣＶ)≧0の場合（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度の場合）】 

              ＣＨ・ｍ・g・ｈ－(１－ＣＶ)・ｍ・g・１ 

ｎｆ・（１＋２） 

・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.1） 

 

引張力 

【(1－ＣＶ)＜0の場合（基準地震動Ｓｓの場合）】 

              ＣＨ・ｍ・g・ｈ－(１－ＣＶ)・ｍ・g・２ 

ｎｆ・（１＋２） 

・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.2） 

 

引張応力 

Ｆｂ 

Ａｂ 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂが負のとき基礎ボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行

わない。 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

Ｑｂ＝ＣＨ・ｍ・g   ・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.5） 

        

せん断応力 

             Ｑｂ 

             ｎ・Ａｂ 

  

 

 

Ｆｂ＝ 

σｂ＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.3） 

 

τｂ＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.6） 

Ａｂ＝
 

・ｄ２
 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.4） 

 

Ｆｂ＝ 
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5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【高圧炉心スプレイ補機海水ス

トレーナの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

5.6 応力の評価 

5.6.1 基礎ボルトの応力評価 

5.4 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓ以下であ

ること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

ƒｔｓ＝ Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]   ・・・・・・・・（5.6.1.1） 

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下であるこ

と。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 
 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度による 
荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓ 
による荷重との 
組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

 Ｆ 
2

・1.5 
 Ｆ 
2

・1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

 Ｆ 

1.5・√3
・1.5 

 Ｆ 

1.5・√3
・1.5 

 

 

  

＊ 

＊ 
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有しているこ

とを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果

を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有

していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナの耐震性についての計算結果】  
1. 設計基準対象施設 
1.1 設計条件 

機器名称 
耐震重要度 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ Ｓ 
取水槽 

EL 1.1＊1 
0.007 ―＊2 ＣＨ＝1.97＊3 ＣＶ＝0.95＊3

 ＣＨ＝3.45＊4 ＣＶ＝2.13＊4 ― 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

  ＊3：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度 
＊4：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
 

1.2 機器要目 

部材 
ｍ 

(kg) 

ｈ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

１＊1 

(mm) 

２＊1 

(mm) 
ｎ ｎｆ

＊1 

基礎ボルト 3100 660 
20 

(M20) 

325 325 
4 

2 

225 225 2 

 

部材 
Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 314.2 
764＊2 

(径≦60mm) 
906＊2 

(径≦60mm) 
634 634 N1-N2 N1-N2 

 
Ｅ(MPa) Ｇ(MPa) Ｉ(mm4) ＡＳ(mm2) 

201000＊2 77300＊2 1.510×109 1.834×105 

注記＊1：基礎ボルトにおける上段は N1-N2 直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は N1-N2 方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
  ＊2：周囲環境温度で算出   
 
 1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 4.354×104 8.550×104 5.989×104 1.049×105 

  

＊
 

転倒方向 

基礎ボルト １ ２ 

ｈ
 

（１≦２） 

１ ２ 

N2 N1 
ｍ・g 

N
1-
N2

直
角
方
向
転
倒

 

N1-N2 方向転倒 
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1.4 結論 
1.4.1 固有周期           (単位：s) 

方向 固有周期 

水 平 方 向 ＴＨ＝0.007 
鉛 直 方 向 ―＊ 

注記＊：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 
 

1.4.2 ボルトの応力                                                                 (単位：MPa) 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SCM435 
引張り σｂ＝139 ƒｔｓ＝475＊ σｂ＝273 ƒｔｓ＝475＊ 

せん断 τｂ＝ 48 ƒｓｂ＝366 τｂ＝ 84 ƒｓｂ＝366 
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 2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ 
常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

取水槽 

EL 1.1＊1 
0.007 ―＊2 ― ― ＣＨ＝3.45＊3  ＣＶ＝2.13＊3  ― 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
 

2.2 機器要目 

部材 
ｍ 

(kg) 

ｈ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

１＊1 

(mm) 

２＊1 

(mm) 
ｎ ｎｆ

＊1 

基礎ボルト 3100 660 
20 

(M20) 

325 325 
4 

2 

225 225 2 

 

 

 

Ｅ(MPa) Ｇ(MPa) Ｉ(mm4) ＡＳ(mm2) 

201000＊2 77300＊2 1.510×109 1.834×105 

 

 

 

2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                                                            (単位：N)  

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ― 8.550×104 ― 1.049×105 

 

部材 
Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 314.2 
764＊2 

(径≦60mm) 

906＊2 

(径≦60mm) 
― 634 ― N1-N2 

注記＊1：基礎ボルトにおける上段は N1-N2 直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は N1-N2 方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

  ＊2：周囲環境温度で算出 

＊
 

N
1-
N2

直
角
方
向
転
倒

 

N1-N2 方向転倒 

転倒方向 

基礎ボルト １ ２ 

ｈ
 

（１≦２） 

１ ２ 

N2 N1 
ｍ・g 
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2.4 結論 
2.4.1 固有周期           (単位：s) 

方向 固有周期 

水 平 方 向 ＴＨ＝0.007 
鉛 直 方 向 ―＊ 

注記＊：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

 

2.4.2 ボルトの応力                                                                 (単位：MPa) 

 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                   注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

 

 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SCM435 
引張り ― ― σｂ＝273 ƒｔｓ＝475＊ 

せん断 ― ― τｂ＝ 84 ƒｓｂ＝366 

E 



Ⅵ-2-5-8 原子炉冷却材浄化設備の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-5-8-1 原子炉浄化系の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-6 計測制御系統施設の耐震性に関する説明書 
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Ⅵ-2-6-2 制御材の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-6-2-1 制御棒の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，制御棒の耐震性について示すものである。 

地震時において制御棒に要求される機能は，制御棒の挿入機能の確保である。 

制御棒の挿入機能の確保については，原子力発電所耐震設計技術指針重要度分類・許

容応力編（ＪＥＡＧ４６０１・補-1984）に従って，地震時における制御棒の挿入性につ

いての検討を行い，基準地震動Ｓｓに対し制御棒の挿入性が確保されることを確認する。

ここで，地震時に制御棒の挿入性を阻害する支配的要因は，燃料集合体の水平方向地震

による相対変位であることから，制御棒挿入性試験は水平方向地震に対して実施する。

また，鉛直方向地震に対してはその影響を評価する。 

制御棒の挿入機能確保に必要な形状を維持するための構造部材は，シース，ハンドル，

タイロッド及び落下速度リミッタであり，制御棒挿入性試験により挿入機能が確認され

る。 

なお，ボロンカーバイド型制御棒及びハフニウム棒型制御棒の運転寿命は，核的寿命，

機械的寿命のうち短い方で規定される。 

このうち，ボロンカーバイド型制御棒のボロンカーバイド粉末を充填した中性子吸収

棒については，中性子照射によるガス等の発生に伴い中性子吸収棒の内圧が上昇するが，

寿命末期において中性子吸収棒の変形は生じない。 

一方，ハフニウム棒型制御棒のハフニウム棒は，ボロンカーバイド型制御棒のボロン

カーバイド粉末を充填した中性子吸収棒のように内圧を保持する構造ではないため，機

械的変形要因はない。また，ハフニウム棒型制御棒は，ハフニウム棒と構造部材の熱膨

張差や寿命末期におけるハフニウム棒の中性子照射による形状変化の影響を及ぼさない

構造としている。 

以上より，制御棒の寿命中において中性子吸収材によるシースの変形はないことから，

制御棒の挿入性に影響を与えることはない。 

 

2. 一般事項 

 2.1 構造計画 

   制御棒の構造計画を表 2－1 に示す。
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

制御棒は，カップリン

グ・ソケットにより制御

棒駆動機構に支持され

る。 

十字形（フォロワ付） 

制御棒の長さは 4530mm

であり，ブレード幅は

249mm である。 
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制御棒 

カップリング・ソケット 

制御棒駆動機構 

カップリング・ソケット 
の結合状態 

ブレード 

炉心支持板 
燃料支持金具 
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3. 燃料集合体の地震応答解析 

燃料集合体の地震応答解析は原子炉圧力容器内部構造物の一部として実施されており，

この詳細はⅥ-2-2-1「炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉本体の

基礎の地震応答計算書」に示されている。 
制御棒挿入性の評価においては、材料物性の不確かさを考慮して計算された最大相対

変位 35.0mm 及び最大鉛直加速度 1.35×9.8m/s2を用いる。 
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4. 制御棒の挿入性試験 

水平方向地震により燃料集合体に相対変位が生じた状態で制御棒の挿入性が確保され

ることを確認するため，試験を実施している。 

なお，試験は二種類の制御棒について実施している。これらの制御棒は中性子吸収材

が異なっており，ボロンカーバイド粉末を使用したもの，ハフニウム棒を使用したもの

がある。以下，制御棒の区分を容易にするため，上記制御棒をそれぞれボロンカーバイ

ド型制御棒，ハフニウム棒型制御棒と称する。ボロンカーバイド型制御棒の試験は昭和

54 年までに当時の株式会社 日立製作所（現在の日立ＧＥニュークリア・エナジー株式

会社）にて実施したものである。ハフニウム棒型制御棒の試験は昭和 62 年までに当時の

株式会社 日立製作所（現在の日立ＧＥニュークリア・エナジー株式会社）にて実施した

ものである。 

 

4.1 試験装置 

試験装置の概要を図 4－1 に示す。 

試験装置は炉心を模擬するために，試験容器内に上部格子板，燃料集合体，制御棒

案内管を据え付け，下部に制御棒駆動機構ハウジングを接続している。 

試験用機器仕様の概要を表 4－1 に示す。 

燃料集合体は質量を模擬するため燃料ペレットに鉛を使用している。水圧制御ユニ

ット，制御棒及び制御棒駆動機構等の供試体は実機仕様である。 

計測装置の概要を図 4－2 に示す。 

 

4.2 試験方法 

試験条件を表 4－2 に示す。 

図 4－1 に示す試験容器内に 4 体の質量模擬燃料集合体を組み込んで，試験容器中

央部に設けられている油圧加振機により試験容器を介して燃料集合体を強制加振し，

スクラム試験を実施した。 

試験では，図 4－2 に示す計測装置により，燃料集合体の相対変位（振幅）及び制

御棒の挿入時間を測定した。 
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4.3 試験結果 

図4－3及び図4－4 に燃料集合体相対変位と75％ストロークスクラム時間の関係を

示す。 

図 4－3 及び図 4－4 に示すとおり，燃料集合体の相対変位が約 40mm までは，75％

ストロークスクラム時間がそれぞれ 1.62 秒以内であることを確認した。

なお，制御棒挿入性試験において制御棒の外観に有意な変化がないことを確認した。 

表 4－1 試験用機器仕様の概要

試験用機器 仕様の概要

燃料集合体

質量模擬燃料集合体

質量模擬のため燃料ペレットに

鉛を使用

制御棒 実機仕様

燃料支持金具 実機仕様

制御棒案内管 実機仕様

制御棒駆動機構 実機仕様（高速スクラム型）

水圧制御ユニット 実機仕様（高速スクラム型）

油圧加振器
駆動力： N 

ストローク： mm 
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表 4－2 試験条件

項目 条件

温度

圧力

加振条件

スクラム開始時

の制御棒位置
全引き抜き状態
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図 4－1 試験装置の概要  
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加振方向 
試験容器 

油圧加振機 

コンクリート 
基礎台 

上部格子板 

質量模擬 
燃料集合体 

燃料支持金具 

炉心支持板 

制御棒案内管 

制御棒駆動機構 
ハウジング 

ピン支持点 

H2O N2 

水圧制御ユニット 
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図 4－2 計測装置の概要  
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図 4－3 燃料集合体相対変位のスクラム時間に及ぼす影響 
（ボロンカーバイド型制御棒） 
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図 4－4 燃料集合体相対変位のスクラム時間に及ぼす影響 
（ハフニウム棒型制御棒） 
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5. 制御棒挿入性に対する鉛直方向地震による影響評価 

鉛直方向地震により制御棒の挿入性に与える影響について，次の観点で評価する。 

 (1) 鉛直方向の作用荷重及びそれに伴う挿入時間遅れ 

 (2) 燃料集合体の浮上り 

 

5.1 鉛直方向の作用荷重及びそれに伴う挿入時間遅れ 

制御棒に作用する荷重について，制御棒に作用する鉛直方向地震力と地震スクラム

により生じるその他の荷重との大小関係を確認し，評価した。その結果，交番荷重で

ある鉛直地震動の加速度 1.35×9.8m/s2 が，仮に常時制御棒の挿入方向と逆向き（下

向き）に作用した場合でも，制御棒の挿入力（上向き）は下向きの力に対して，大き

くなっており，鉛直方向の作用荷重による制御棒挿入性への影響はない。 

また，鉛直方向の作用荷重は，実際には交番荷重として作用することから，挿入時

間の遅れに対する影響は小さく，スクラム目安時間を超えることはない。  

 

 5.2 燃料集合体の浮上り 

鉛直方向地震による燃料集合体の浮上りの制御棒挿入性への影響については，引用

文献(1)及び(2)で評価している。引用文献に基づいた影響評価により，島根原子力発

電所第2号機における鉛直方向地震に対して燃料集合体が燃料支持金具設置深さ60mm

を超えるような浮上りは生じないことを確認した。 

また，鉛直方向地震に加え水平方向地震が作用し燃料支持金具の面に沿って上方向

に移動する事象を想定する場合でも，燃料支持金具からの離脱は生じないことを確認

した。 
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6. 評価結果 

燃料集合体の地震応答解析の結果，燃料集合体の最大応答相対変位は 40mm 以下である。 

また，制御棒挿入性試験の結果より，燃料集合体の相対変位が約 40mm までの範囲にお

いても，通常のスクラム仕様値 75％ストローク 1.62 秒以下で挿入できること，並びに，

制御棒挿入性試験後，制御棒の外観に有意な変化がないことを確認した。 

さらに，鉛直方向地震による制御棒挿入性への影響について，制御棒に作用する荷重，

挿入時間遅れ及び燃料集合体の浮上りに対して問題ないことを確認した。 

したがって，基準地震動Ｓｓに対する制御棒の挿入性と健全性は確保される。 

 

7. 引用文献 

 (1) 独立行政法人 原子力安全基盤機構 平成 17 年度「原子力施設等の耐震性評

価技術に関する試験及び調査 機器耐力その２（ＢＷＲ制御棒挿入性）に係る報

告書」（平成 18 年 9 月） 

 (2) 独立行政法人 原子力安全基盤機構 平成 17 年度「原子力施設等の耐震性評

価技術に関する試験及び調査 機器耐力その３（総合評価）に係る報告書」（平

成 18 年 8 月） 

 

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
2
-
6
-
2
-
1
 
R
0
E
 



Ⅵ-2-6-3 制御材駆動装置の耐震性についての計算書 

  

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
2
-
6
-
3
 
R
0
 



 

 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
6
-3
-1
 R
0 

Ⅵ-2-6-3-1 制御棒駆動機構の耐震性についての計算書 

 



 

 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
6
-3
-1
 R
0 

目   次 

 

1. 概要  ····································································  1 

2. 一般事項  ································································  1 

2.1 構造計画  ······························································  1 

2.2 評価方針  ······························································  3 

2.3 適用規格・基準等  ······················································  4 

2.4 記号の説明  ····························································  5 

2.5 計算精度と数値の丸め方  ················································  6 

3. 評価部位  ································································  7 

4. 固有周期  ································································  8 

5. 構造強度評価  ····························································  9 

5.1 構造強度評価方法  ······················································  9 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 ···············································  9 

5.3 設計用地震力  ··························································  13 

5.4 計算方法  ······························································  14 

5.5 計算条件  ······························································  16 

5.6 応力の評価  ····························································  20 

6. 評価結果  ································································  21 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果  ·······································  21 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果  ·····································  21 

 

 



 

 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
6
-3
-1
 R
0 

1 

1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

制御棒駆動機構が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

制御棒駆動機構は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備におい

ては常設耐震重要重大事故防止設備に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処

設備としての構造強度評価を示す。 

 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

制御棒駆動機構の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

制御棒駆動機構は，原子炉圧

力容器下部から延長している

制御棒駆動機構ハウジング内

に収容する一体構造物で，制

御棒駆動機構ハウジングの下

端フランジに締付ボルトで接

合される。 

水圧駆動ピストンラッ

チ方式
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2.2 評価方針 

制御棒駆動機構の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重

の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す制御棒駆動機構の部位を踏まえ

「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」にて算出した固有周期に基づく

設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法に

て確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

制御棒駆動機構の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

図 2－1 制御棒駆動機構の耐震評価フロー 

計算モデルの設定

地震時における応力

設計用地震力

制御棒駆動機構の

構造強度評価

固有周期の算出
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.4 記号の説明 

記  号 記  号  の  説  明 単 位 

Ｂ１，Ｂ２ 設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 

（一次応力の計算に使用するもの） 

― 

Ｃ２ 設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 

（一次＋二次応力の計算に使用するもの） 

― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ―

Ｄ０ 管の外径 mm 

Ｅ 設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 1 に定める値 MPa 

Ｆｗ 制御棒駆動機構の自重による荷重 N 

Ｆｓｃｒ スクラム反力により制御棒駆動機構に生じる荷重 N 

Ｆｖ 鉛直方向震度により制御棒駆動機構に生じる地震荷重 N 

Ｋ２，Ｋｅ 設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 

（ピーク応力の計算に使用するもの） 

― 

Ｍｈｓｇ 水平方向震度により制御棒駆動機構ハウジングに生じる 

モーメント

N･mm 

Ｍｉｐ 管の機械的荷重（地震による慣性力を含む。）により生じる 

モーメント

N･mm 

Ｍｉｓ 管の地震による慣性力と相対変位により生じるモーメントの 

全振幅 

N･mm 

ｎｉ 繰返し荷重 i の実際の繰返し回数 回 

Ｎｉ 繰返し荷重 i に対し，設計・建設規格 PPB-3534 にしたがって 

算出された許容繰返し回数 

回 

Ｐ 地震と組合せるべき運転状態における圧力 MPa 

Ｓｈ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 に定める材料の 

最高使用温度における値 

MPa 

Ｓℓ 繰返しピーク応力強さ MPa 

Ｓｍ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 1 に定める値 MPa 

Ｓｎ 一次＋二次応力 MPa 

Ｓｐ ピーク応力 MPa 

Ｓｐｒｍ 一次応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

ｔ 管の厚さ mm 

Ｕ 疲労累積係数 ― 

Ｚｉ 管の断面係数 mm3 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりである。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

圧力 MPa 小数点以下第 3 位 四捨五入 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ 小数点以下第 1 位 四捨五入 整数位 

外径 mm 小数点以下第 2 位 四捨五入 小数点以下第 1 位 

厚さ mm 小数点以下第 2 位 四捨五入 小数点以下第 1 位 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

断面係数 mm3 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊1 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊1 

許容応力＊2 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

疲労累積係数 ― 小数点以下第 5 位 切上げ 小数点以下第 4 位 

注記＊1：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値と

する。 
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3. 評価部位

制御棒駆動機構の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，制御棒駆動機

構ハウジングの下端フランジとの接合部品であるフランジについて，耐震評価上厳しくなる最小

板厚部を管とみなし，地震荷重として制御棒駆動機構ハウジング部分の応答の最大値が作用する

ものとして実施する。制御棒駆動機構の耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示す。 
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4. 固有周期

表 2－1 の構造計画図に示すように，制御棒駆動機構は制御棒駆動機構ハウジングに据付部材

を介さずに，締結ボルトにて直接接続される構造である。Ⅵ-2-2-1「炉心，原子炉圧力容器及び

原子炉内部構造物並びに原子炉本体の基礎の地震応答計算書」において，制御棒駆動機構ハウジ

ングの固有周期は 以下であることが確認でき，剛構造とみなすことができるため，固有周

期の計算は省略する。 



S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
6
-3
-1
 R
0

9

5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

(1) 制御棒駆動機構ハウジングの下端フランジとの接合部品であるフランジの最小板厚部を管

とみなし，地震荷重として制御棒駆動機構ハウジング部分の応答の最大値が作用するものと

する。

(2) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

(3) 耐震評価は，設計基準対象施設と重大事故等対処設備の包絡条件で実施する。

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

制御棒駆動機構の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用い

るものを表 5－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－2に示す。 

5.2.2 許容応力 

制御棒駆動機構の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 5－3 のとお

りとする。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

制御棒駆動機構の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いる

ものを表 5－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－5 に示す。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ＊1 許容応力状態

計測制御系統

施設

制御材駆動

装置
制御棒駆動機構 Ｓ ―＊2

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ
ⅣＡＳ

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ* 

注記＊1：許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。 

＊2：クラス１管の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ＊2 許容応力状態

計測制御系統

施設

制御材駆動

装置
制御棒駆動機構 常設耐震／防止 ―＊3

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

ⅣＡＳ

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ 
ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 
Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

＊2：許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。 

＊3：クラス１管の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 5－3 許容応力（クラス１管及び重大事故等クラス２管（クラス１管）） 

許容応力状態 

許容限界＊1 

一次応力 一次＋二次応力 一次＋二次＋ピーク応力

ⅢＡＳ 2.25・Ｓｍ 
3・Ｓｍ 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによる 

応力振幅について評価する。

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによる 

疲労累積係数と運転状態Ⅰ，Ⅱに 

おける疲労累積係数の和が 1.0 以下 

であること。 

ⅣＡＳ 

ⅤＡＳ＊2 
3・Ｓｍ 

注記＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊2：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。 
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表 5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｍ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

制御棒駆動機構 

フランジ
最高使用温度 302 114 ― ― ― ― 

表 5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｍ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

制御棒駆動機構 

フランジ
最高使用温度 302 114 ― ― ― ― 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－6 及び表 5－7 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

EL 13.054 

（EL 17.499＊1） 

―＊2 ―＊2 ―＊3 ＣＶ＝0.64＊4 ―＊3 ＣＶ＝1.29＊5 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：制御棒駆動機構ハウジングの解析結果を用いるため，計算は省略する。 

＊3：水平方向震度により発生する荷重は，制御棒駆動機構ハウジングの地震応答

解析結果を用いるため，記載は省略する。 

＊4：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，

若しくはこれを上回る設計震度 

＊5：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

EL 13.054 

（EL 17.499＊1） 

―＊2 ―＊2 ― ― ―＊3 ＣＶ＝1.29＊4 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：制御棒駆動機構ハウジングの解析結果を用いるため，計算は省略する。 

＊3：水平方向震度により発生する荷重は，制御棒駆動機構ハウジングの地震応答

解析結果を用いるため，記載は省略する。 

＊4：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
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5.4 計算方法 

制御棒駆動機構ハウジングの下端フランジとの接合部品であるフランジの最小板厚部を管と

みなし，地震荷重として制御棒駆動機構ハウジング部分の応答の最大値が作用するものとして

実施する。 

耐震評価モデルを図 5－1 に示す。 

図 5－1 耐震評価モデル 

5.4.1 管に作用するモーメント 

図 5－1 の評価部位において，鉛直方向に作用する荷重Ｆｍを管に作用するモーメント 

Ｍｅへ換算する換算式は以下となる。 

Ｍୣ＝Ｄ଴ଶ＋ቀＤ଴ − 2ｔቁଶ8Ｄ଴ Ｆ୫ ・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1）

(1) 管の機械的荷重（地震による慣性力を含む。）により生じるモーメント

機械的荷重として自重とスクラム反力による荷重，地震による慣性力として地震動によ

る鉛直荷重と応答モーメントを考慮すると以下となる。 

Ｍ
ｉｐ

＝Ｍ
ｈｓｇ

＋
Ｄ

０

ଶ
＋ ቀＤ

０
− 2ｔቁଶ8Ｄ

０

∙ ቀＦ
ｗ
＋Ｆ

ｓｃｒ
＋Ｆ

ｖ
ቁ

・・・・・・・・・・（5.4.1.2）
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(2) 管の地震動の慣性力と相対変位により生じるモーメントの全振幅

相対変位は生じないことから，地震動の慣性力として地震動による鉛直荷重と応答モー

メントを考慮すると以下となる。

Ｍ
ｉｓ

＝൞Ｍ
ｈｓｇ

＋
Ｄ

０

ଶ
＋ ቀＤ

０
− 2ｔቁଶ8Ｄ

０

∙Ｆ
ｖ
ൢ × 2 ・・・・・（5.4.1.3）

5.4.2 耐震性についての計算 

(1) 一次応力

Ｓ
ｐｒｍ

＝
Ｂ

１
∙Ｐ ∙Ｄ

０2ｔ ＋
Ｂ

２
∙Ｍ

ｉｐ

Ｚ
ｉ

・・・・・・・・・・・・（5.4.2.1）

ここで， 

Ｚ
ｉ
＝

π32 ∙Ｄ０

ସ − ቀＤ
０
− 2ｔቁସ

Ｄ
０

・・・・・・・・・・・・・・（5.4.2.2）

とする。 

(2) 一次＋二次応力

Ｓ
ｎ
＝

Ｃ
２
∙Ｍ

ｉｓ

Ｚ
ｉ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.2.3）

(3) ピーク応力

Ｓ
ｐ
＝

Ｋ
２
∙Ｃ

２
∙Ｍ

ｉｓ

Ｚ
ｉ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.2.4）

(4) 繰返しピーク応力強さ

Ｓ
ℓ
＝

Ｋ
ｅ
∙Ｓ

ｐ2 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.2.5）

(5) 疲労累積係数

෍ቌｎｉ

Ｎ
ｉ

ቍ ≦  1.0 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.2.6）
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5.5 計算条件 

5.5.1 設計条件 

制御棒駆動機構の耐震評価に用いる設計条件を表 5－8 に示す。 

表 5－8 設計条件 

管番号 
対応する 

評価点 

最高 

使用圧力 

(MPa) 

最高 

使用温度 

(℃) 

外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 

耐震

重要度

分類 

縦弾性 

係数 

(MPa) 

1 最小断面 8.62 302 Ｓ 

注記＊：最高使用温度における値 

5.5.2 制御棒駆動機構の耐震評価の計算条件 

耐震評価に用いる計算条件は，本計算書の【制御棒駆動機構の耐震性についての計算結

果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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5.5.3 運転条件 

制御棒駆動機構の耐震評価に用いる運転条件を表 5－9 に示す。 

表 5－9 運転条件 

運転状態 運転条件 回数 

Ⅰ及びⅡ 耐圧試験（最高使用圧力以下） 

起動（昇温） 

タービントリップ及びその他のスクラム

定格出力運転（制御棒駆動機構隔離） 

定格出力運転（単一制御棒スクラム） 

燃料交換（スクラム） 

原子炉給水ポンプ停止 

逃がし安全弁誤作動 

Ⅲ 過大圧力 

自動減圧系誤作動 

誤起動 

Ⅳ 冷却材喪失事故 

運転条件領域区分：制御棒駆動機構ハウジング面より下の領域 

運転条件図：図 5－2 参照 
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5.6 応力の評価 

5.4.2 項で求めた組合せ応力が最高使用温度における許容応力以下であること。ただし，許

容応力は下表による。 

応力の種類 
許容応力＊ 

許容応力状態ⅢＡＳ 許容応力状態ⅣＡＳ 

一次応力 設計応力強さＳｍの 2.25 倍 設計応力強さＳｍの 3 倍 

一次＋二次応力 

設計応力強さＳｍの 3 倍 

ただし，弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによる 

応力振幅について評価する。 

一次＋二次

＋ピーク応力 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによる疲労累積係数と 

運転状態Ⅰ，Ⅱにおける疲労累積係数の和が 1.0 以下 

であること。 

注記＊：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び

他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

制御棒駆動機構の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界

を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

制御棒駆動機構の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認し

た。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【制御棒駆動機構の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機 器 名 称 耐震重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

制御棒駆動機構 Ｓ 
EL 13.054

（EL 17.499＊1） 

―＊2 ―＊2 ―＊3 ＣＶ＝0.64＊4 ―＊3 ＣＶ＝1.29＊5 302 ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：制御棒駆動機構ハウジングの解析結果を用いるため，計算は省略する。 

＊3：水平方向震度により発生する荷重は，制御棒駆動機構ハウジングの地震応答解析結果を用いるため，記載は省略する。 

＊4：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度 

＊5：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

1.2 機器要目 

部  材 
Ｄ０ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｍｈｓｇ(N･mm) 

Ｆｗ 

(N) 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

管番号 1 

部  材 
Ｆｓｃｒ 

(N) 

Ｆｖ(N) 

Ｐ 

(MPa) 

ｎｉ

(回) 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

管番号 1 

部  材 
Ｚｉ 

(mm3) 
Ｂ１ Ｂ２ Ｃ２ Ｋ２ Ｋｅ 

Ｓｍ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

縦弾性係数 

Ｅ(MPa) 

管番号1 

注記＊1：運転条件の回数に設計用地震応力繰返し回数（150 回）を加えた回数 

＊2：最高使用温度で算出 
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1.3 計算数値 

管に作用するモーメント

部  材 

Ｍｉｐ（N･mm） Ｍｉｓ（N･mm） 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

管番号 1 

許容繰返し回数 

部  材 

Ｓｐ（MPa） Ｓℓ（MPa） Ｎｉ(回) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

管番号 1 

1.4 結論 

1.4.1 応力 

許容応力状態 最大応力評価点 最大応力区分

一次応力評価(MPa) 一次＋二次応力評価(MPa) 疲労評価 

一次応力

Ｓｐｒｍ（Ｓｄ） 

Ｓｐｒｍ（Ｓｓ） 

許容応力

2.25・Ｓｍ 

3・Ｓｍ 

一次＋二次応力

Ｓｎ（Ｓｄ）

Ｓｎ（Ｓｓ） 

許容応力

3・Ｓｍ

3・Ｓｍ 

疲労累積係数

Ｕ＋ＵＳｄ 

Ｕ＋ＵＳｓ 

ⅢＡＳ 

管番号1 

最小断面 

Ｓｐｒｍ（Ｓｄ） 33 258 ― ― ― 

ⅢＡＳ Ｓｎ（Ｓｄ） ― ― 38 344 ― 

ⅢＡＳ Ｕ＋ＵＳｄ ― ― ― ― 0.0000 

ⅣＡＳ Ｓｐｒｍ（Ｓｓ） 55 344 ― ― ― 

ⅣＡＳ Ｓｎ（Ｓｓ） ― ― 81 344 ― 

ⅣＡＳ Ｕ＋ＵＳｓ ― ― ― ― 0.0000 

すべて許容応力以下である。
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機 器 名 称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

制御棒駆動機構 常設耐震／防止 
EL 13.054

（EL 17.499＊1） 

―＊2 ―＊2 ― ― ―＊3 ＣＶ＝1.29＊4 302 ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：制御棒駆動機構ハウジングの解析結果を用いるため，計算は省略する。 

＊3：水平方向震度により発生する荷重は，制御棒駆動機構ハウジングの地震応答解析結果を用いるため，記載は省略する。 

＊4：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

2.2 機器要目 

部  材 
Ｄ０ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｍｈｓｇ(N･mm) 

Ｆｗ 

(N) 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

管番号 1 ― 

部  材 
Ｆｓｃｒ 

(N) 

Ｆｖ(N) 

Ｐ 

(MPa) 

ｎｉ

(回) 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

管番号 1 ― 

部  材 
Ｚｉ 

(mm3) 
Ｂ１ Ｂ２ Ｃ２ Ｋ２ Ｋｅ 

Ｓｍ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

縦弾性係数 

Ｅ(MPa) 

管番号1 ― 

注記＊1：運転条件の回数に設計用地震応力繰返し回数（150 回）を加えた回数 

＊2：最高使用温度で算出 
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2.3 計算数値 

管に作用するモーメント

部  材 

Ｍｉｐ（N･mm） Ｍｉｓ（N･mm） 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

管番号 1 ― ― 

許容繰返し回数 

部  材 

Ｓｐ（MPa） Ｓℓ（MPa） Ｎｉ(回) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

管番号 1 ― ― ― 

2.4 結論 

2.4.1 応力 

許容応力状態 最大応力評価点 最大応力区分

一次応力評価(MPa) 一次＋二次応力評価(MPa) 疲労評価 

一次応力

Ｓｐｒｍ（Ｓｓ） 

許容応力

3・Ｓｍ 

一次＋二次応力

Ｓｎ（Ｓｓ） 

許容応力

3・Ｓｍ 

疲労累積係数

Ｕ＋ＵＳｓ 

ⅤＡＳ 

管番号1 

最小断面 

Ｓｐｒｍ（Ｓｓ） 55 344 ― ― ― 

ⅤＡＳ Ｓｎ（Ｓｓ） ― ― 81 344 ― 

ⅤＡＳ Ｕ＋ＵＳｓ ― ― ― ― 0.0000 

すべて許容応力以下である。
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Ⅵ-2-6-3-2-1 制御棒駆動水圧系の耐震性についての計算書 

  

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
2
-
6
-
3
-
2
-
1
 
R
0
 



 
S
2
 
補
 Ⅵ

-
2-
6
-
3-
2
-
1-
1
 
R0
 

Ⅵ-2-6-3-2-1-1 水圧制御ユニットの耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，水圧制御ユニットが設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能

を維持できることを説明するものである。 

水圧制御ユニットは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備に

おいては常設耐震重要重大事故防止設備に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故

等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

 2.1 構造計画 

      水圧制御ユニットの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

水圧制御ユニットのフレ

ームは，十分剛な水圧制

御ユニット支持架構及び

床に取付ボルトにより固

定されている。 

配管ユニット，計装ユ

ニット等の構成部品が

フレームに取り付けら

れた構造 

（単位：mm） 

2
 

水圧制御ユニット支持架構 

水圧制御ユニット支持架構 
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 2.2 評価方針 

水圧制御ユニットの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び

荷重の組合せ並びに，許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す水圧制御ユニットの部

位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸元」及び

「4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収

まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施す

る。また，制御棒駆動水圧系スクラム弁の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」にて設定した動的機器の機能維持の方針に基づき，機能維持評価用加速度が機能確認済

加速度以下であることを，「5. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。

確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

 水圧制御ユニット及び制御棒駆動水圧系スクラム弁の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

図 2－1 水圧制御ユニット及び制御棒駆動水圧系スクラム弁の耐震評価フロー 
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地震応答解析 

地震時における応力 

設計用地震力 

水圧制御ユニットの構造強度評価 

機能維持評価用加速度 

制御棒駆動水圧系 

スクラム弁の機能維持評価 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 

Ａｂ 

ＣＨ 

ＣⅤ 

ＤO 

Ｄi 

ｄｏ 

Ｅ 

Ｆ  

Ｆ ＊ 

Ｆｂ 

Ｆｘ 

Ｆｙ 

Ｆｚ 

fｂ 

fｃ 

fｓ 

fｓｂ 

fｔ 

fｔｏ 

fｔｓ 

ｉ 

 

ｋ 

Ｍｘ 

Ｍｙ 

Ｍｚ 

ｍｉ 

ｍ 

ｎ 

ｎｆ 

Ｑｂ 

Ｓ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

フレームの断面積 

取付ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

フレームの外径 

フレームの内径 

ボルトの呼び径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1（1）に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 

取付ボルトに作用する引張力 

フレームの軸力（ｘ方向） 

フレームのせん断力（ｙ方向） 

フレームのせん断力（ｚ方向） 

フレームの許容曲げ応力 

フレームの許容圧縮応力 

フレーム又はボルト等の許容せん断応力 

せん断力のみを受ける取付ボルトの許容せん断応力 

フレーム又はボルト等の許容引張応力 

引張力のみを受ける取付ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける取付ボルトの許容引張応力 

断面二次半径 

取付ボルト間の距離 

座屈長さ 

フレームのねじりモーメント（ｘ軸） 

フレームの曲げモーメント（ｙ軸） 

フレームの曲げモーメント（ｚ軸） 

荷重位置の質量（ｉ＝ａ，ｂ，ｃ，ｄ） 

水圧制御ユニット解析モデル各節点の付加質量の合計 

フレームと壁及び床の取付部 1箇所当たりの取付ボルトの本数 

評価上引張力を受けるとして期待する取付ボルトの本数 

取付ボルトに作用するせん断力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 

mm2 

mm2 

― 

― 

mm 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

mm 

mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

kg 

kg 

― 

― 

N 

MPa 

MPa 

MPa 
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記号 記号の説明 単位 

Ｓｙ（ＲＴ） 

 

Ｘ,Ｙ,Ｚ 

ｘ,ｙ,ｚ 

Ｚｐ 

Ｚｙ 

Ｚｚ 

Ｉｙ 

Ｉｚ 

Λ 

λ 

ν 

 ν′ 

π 

σｂ 

σｃ 

σｆ 

σｆａ 

σｔ 

σｔｂ 

τ 

τｂ 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 

40℃における値 

絶対（節点）座標軸 

局所（要素）座標軸 

フレームのねじり断面係数 

フレームの断面係数（ｙ軸） 

フレームの断面係数（ｚ軸） 

フレームの断面二次モーメント（ｙ軸） 

フレームの断面二次モーメント（ｚ軸） 

フレームの限界細長比 

フレームの有効細長比 

ポアソン比 

座屈に対する安全率 

円周率 

フレームに生じる曲げ応力 

フレームに生じる圧縮応力 

フレームに生じる組合せ応力 

フレームに生じる引張応力又は圧縮応力と曲げ応力の和 

フレームに生じる引張応力 

取付ボルトに生じる引張応力の最大値 

フレームに生じるせん断応力 

取付ボルトに生じるせん断応力の最大値 

MPa 

 

― 

― 

mm3 

mm3 

mm3 

mm4 

mm4 

― 

― 

― 

― 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

   精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

   表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりである。 
 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2位＊2 四捨五入 小数点以下第 1位＊3 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊5 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 3位の場合は，小数点以下第 3位表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 2位の場合は，小数点以下第 2位表示とする。 

注 ＊4：絶対値が 1000以上のときはべき数表示とする。 

＊5：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。
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3. 評価部位 

 水圧制御ユニットの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件に

基づき，耐震評価上厳しくなるフレーム及び取付ボルトについて実施する。なお，水圧制御ユ

ニットは，構造物として十分な剛性を有しており，支持構造物であるフレーム及び取付ボルト

が健全であればスクラム機能を維持できるため，フレーム及び取付ボルトを評価対象とする。

水圧制御ユニットの耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 水圧制御ユニットのフレームは，十分に剛な水圧制御ユニット支持架構及び床に取付ボ

ルトにより固定されるものとする。 

(2) 水圧制御ユニットの質量には，フレーム自身の質量のほか，配管ユニット，スクラムパ

イロット弁，スクラム弁，チェック弁，ゲート弁，アキュムレータ，窒素容器，計装ユ

ニット及びそれらに内容する水の質量を考慮する。 

(3) 地震力は，水圧制御ユニットに対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用するものと

し，作用する荷重の算出において組み合わせるものとする。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

 4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

  4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

水圧制御ユニットの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示す。 

   

4.2.2 許容応力 

  水圧制御ユニットの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，表 4－3

に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

水圧制御ユニットの使用材料の許容応力評価条件のうち，設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 4－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御系統

施設 

制御棒駆動 

水圧設備 
水圧制御ユニット Ｓ 

クラス２ 

支持構造物 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御系統

施設 

制御棒駆動 

水圧設備 
水圧制御ユニット 常設耐震／防止 

重大事故等 

クラス２支持構造物 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊2 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

  ＊2：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－3 許容応力（クラス２支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ft 1.5・ft 1.5・fs 

ⅣＡＳ 

1.5・ft 1.5・ft 1.5・fs 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を 

省略する。 

           

 

 

  

1
0
 

＊
 

＊
 

＊
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

フレーム

周囲環境温度 50 ― 205 365 ― 

周囲環境温度 50 ― 241 394 ― 

取付ボルト 周囲環境温度 50 ― 211 394 ― 

 注記＊1：

 ＊2：

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

  注記＊1：

 ＊2：

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ）

(MPa) 

フレーム

周囲環境温度 50 ― 205 365 ― 

周囲環境温度 50 ― 241 394 ― 

取付ボルト 周囲環境温度 50 ― 211 394 ― 

1
1
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4.3 解析モデル及び諸元 

水圧制御ユニットの解析モデルを図 4－1 に，解析モデルの概要を以下に示す。また，機器

の諸元を本計算書の【水圧制御ユニットの耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

(1) 図 4－1中○内の数字は部材番号（要素番号），数字は節点番号を示す。

(2) 図 4－1中の    は荷重位置を示し，ｍa, ｍbは kg，ｍcは  kg，ｍdは kg，

ｍeは  kgで総質量は  kgである。 

(3) 図 4－1中実線はフレーム部材，点線は質量 ｍa, ｍb, ｍc, ｍd, ｍeとフレーム部材を

結ぶ剛要素を示す。 

(4) 拘束条件は，フレーム下端及び上端を固定（ボルトによる固定）とする。フレーム中段

をフレーム軸方向自由，フレーム軸直角方向固定（Ｕボルトによる固定）とする。 

(5) 部材の応力算出に必要な機器要目を下表に示す。

(6) 解析コードは「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用し，固有値と各要素に発生する荷重及びモーメント

を求める。なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ

－5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

材料 

対象要素 ①―⑯ ⑰―⑲ ⑳―㉒ ㉓―㉕ 

Ａ（mm2） 

Ｉｙ（mm4） 

Ｉｚ（mm4） 

Ｚｙ（mm3） 

Ｚｚ（mm3） 

Ｚｐ（mm3） 

断 面 形 状

（㎜） 

ＤO＝φ

Ｄi＝φ

12 

y 

z 

y 

z 

y 

z 

y 
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図 4－1 水圧制御ユニット解析モデル（単位：mm） 
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4.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 4－6に示す。固有周期は，0.05秒以下であり，剛構造であることを

確認した。 

表 4－6 固有値解析結果 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

1次 水平 0.023 ― ― ― 
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4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－7及び表 4－8に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は， 

Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

表 4－7 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建物 
EL 23.8＊1 

0.023 0.05以下 

ＣＨ＝1.17＊2 

（NS 方向） 
ＣＨ＝1.20＊2 

（EW 方向） 

ＣＶ＝0.98＊2 

ＣＨ＝2.17＊3 

（NS 方向） 
ＣＨ＝2.07＊3 

（EW 方向） 

ＣＶ＝1.95＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくは 

これを上回る設計震度 
＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

表 4－8 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建物 
EL 23.8＊1 

0.023 0.05以下 ― ― 

ＣＨ＝2.17＊2 

（NS 方向） 
ＣＨ＝2.07＊2 

（EW 方向） 

ＣＶ＝1.95＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
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4.6 計算方法 

4.6.1 応力の計算方法 

4.6.1.1 フレームの応力 

解析による計算で得られる各要素端での軸力Ｆｘ，せん断力Ｆｙ，Ｆｚ，ねじりモ

ーメントＭｘ及び曲げモーメントＭｙ，Ｍｚより各応力を次のように求める。 

(1) 引張応力又は圧縮応力

Ａ

|Ｆ|
＝σ

x
t ･････････････････････････････････････････････････ (4.6.1.1.1) 

Ａ

|Ｆ|
－＝σ

x
c ･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.1.2) 

(2) せん断応力













































2222

Ａ

|Ｆ|
＋

Ｚ

|Ｍ|
＋

Ａ

|Ｆ|

，Ａ

|Ｆ|
＋

Ｚ

|Ｍ|
＋

Ａ

|Ｆ|
τ＝Max

y

p

xzz

p

xy ･･ (4.6.1.1.3) 

(3) 曲げ応力

鋼管の場合

･･･････････････････････････････････････ (4.6.1.1.4) 

  形鋼の場合 

･････････････････････････････････････････ (4.6.1.1.5) 

(4) 組合せ応力

22＋3･τσ＝σ faf ･････････････････････････････････････････ (4.6.1.1.6) 

ここで， 

b
x

fa ＋σ
Ａ

|Ｆ|
＝σ ･･･････････････････････････････････････････ (4.6.1.1.7) 

22

z

z

y

y
b

Ｚ

Ｍ

Ｚ

Ｍ
＝σ 






+








z

z

y

y
b

Ｚ

|Ｍ|
＋

Ｚ

|Ｍ|
＝σ
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  4.6.1.2 取付ボルトの応力 

取付ボルトに生じる応力は，解析による計算で得られる各要素端での軸力Ｆｘ，

せん断力Ｆｙ，Ｆｚ，ねじりモーメントＭｘ及び曲げモーメントＭｙ，Ｍｚから手計

算により，地震による引張応力とせん断応力について計算する。水圧制御ユニット

の取付ボルト部の概要を図 4－2に示す。 

(1) 引張応力

取付ボルトに対する引張応力は，図 4－2 に示すフレームの軸力ＦｘとモーメントＭｚ

を考え，これを保守的に片側のボルトで受けるものとして計算する。 

a. 引張力



z
b y

|Ｍ |
Ｆ ＝|Ｆ |＋ ･･････････････････････････････････････････ (4.6.1.2.1) 

b. 引張応力

bf

b
tb

・ｎ

Ｆ
＝σ

Ａ
････････････････････････････････････････････ (4.6.1.2.2) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ＝
π

4・ｄｏ
２ ････････････････････････････････････････････ (4.6.1.2.3)

(2) せん断応力

取付ボルトに対するせん断力は，フレームと床の取付部 1 箇所当たりの取付ボルトの

本数で受けるものとして計算する。 

a. せん断力

 
 
 

2

2 x y
b x z

i

|Ｍ | |Ｍ |
Ｑ ＝ |Ｆ | ＋ |Ｆ |＋ ＋

Ｄ
････････････････････････ (4.6.1.2.4) 

b. せん断応力

b

b
b

ｎ・
＝τ

Ａ

Ｑ
･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.2.5) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂは，（4.6.1.2.3）式による。 

図 4－2 取付ボルト部の概要 

フレーム

Ｄi 
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重（水圧制御ユニット）及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【水圧

制御ユニットの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

4.8 応力の評価 

4.8.1 フレームの応力評価 

4.6.1.1項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただし，許容組合

せ応力は fｔ以下であること。

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
fｔ

・1.5
1.5

Ｆ
・1.5

1.5

Ｆ

許容圧縮応力 
fｃ

・1.5
ν

Ｆ
・

Λ

λ
0.4・1

2



















− ・1.5

ν

Ｆ
・

Λ

λ
0.4・1

2



















−

許容せん断応力 
fｓ 

許容曲げ応力 
fｂ

・1.5
1.5

Ｆ
・1.5

1.5

Ｆ

ただし， 

･･････････････････････････････････････････････････････ (4.8.1.1) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度による荷重との組合せの場合 

0.6・Ｆ

・Ｅπ
Λ＝

2

･････････････････････････････････････････････････ (4.8.1.2) 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

0.6・Ｆ

・Ｅπ
Λ＝

2

 ･････････････････････････････････････････････････ (4.8.1.3) 

･･････････････････････････････････････････････ (4.8.1.4) 

・1.5
31.5・

Ｆ
・1.5
31.5・

Ｆ

i

k
＝λ



2

Λ

λ
・
3

2
ν＝1.5 






+

′ ′

′ 

＊

＊

＊

＊

＊
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4.8.2 取付ボルトの応力評価 

4.6.1.2項で求めた取付ボルトの引張応力σｔｂ は，次式より求めた許容引張応力 fｔｓ

以下であること。ただし，fｔｏは下表による。

fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τｂ，fｔｏ] ･･････････････････････････････ (4.8.2.1)

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける取付ボルトの許容せん断応力 fｓｂ以下であるこ

と。ただし，fｓｂは下表による。

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度による

荷重との組合せの場合

基準地震動Ｓｓによる

荷重との組合せの場合

許容引張応力
fｔｏ ・1.5

2

Ｆ
・1.5
2

Ｆ

許容せん断応力
fｓｂ 

・1.5
31.5・

Ｆ
・1.5
31.5・

Ｆ

＊
＊
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5. 機能維持評価

5.1 動的機能維持評価方法 

制御棒駆動水圧系スクラム弁の動的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基

づき，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

制御棒駆動水圧系スクラム弁は，地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造であ

るため，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。機能確認

済加速度を表 5-1 に示す。 

表 5－1 機能確認済加速度    (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

制御棒駆動水圧系スクラム弁 

水平 6.0 

鉛直 6.0 
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

水圧制御ユニットの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容

限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を維持できる

ことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

水圧制御ユニットの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を

維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【水圧制御ユニットの耐震性についての計算結果】 

1．設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水圧制御ユニット Ｓ 
原子炉建物 

EL 23.8＊1
0.023 0.05 以下 

ＣＨ＝1.17＊2

（NS 方向） 

ＣＨ＝1.20＊2

（EW 方向）

ＣＶ＝0.98＊2 

ＣＨ＝2.17＊3

（NS 方向） 

ＣＨ＝2.07＊3

（EW 方向）

ＣＶ＝1.95＊3 ― 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

1.2 機器要目 

ｍ 

(kg) 
 

(mm) 
ｄｏ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 
ｎ ｎｆ 

Ｄｉ 

(mm) 

2 1 

部材 材料 Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

フレーム

205 365 205 246 

241 

(厚さ≦16mm) 

394 

(厚さ≦16mm) 
241 276 

取付ボルト 
211 

(径＞40mm) 

394 

(径＞40mm) 
211 253 

2
2
 

 

Ｄi 

水圧制御ユニット支持架構 
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材料 
Ｅ 

(MPa) 
ν 

ｋ

(mm) 

ｉ 

(mm) 
λ Λ ν′ 

注記 ＊1：弾性設計用地震動 Sd又は静的震度による荷重との組合せの場合 

 ＊2：基準地震動 Ssによる荷重との組合せの場合 

要素番号 

○8 ○10○14○16 ○19 ○20○21

材料 

Ａ(mm2) 

Ｚｙ(mm3) 

Ｚｚ(mm3) 

Ｚｐ(mm3) 

2
3
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1.3 計算数値 

1.3.1 フレームの荷重及びモーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 

荷重 

方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度による荷重との組合せの場合（1/2） 

フレームの荷重 フレームのモーメント

Ｆｘ

(N) 

Ｆｙ

(N) 

Ｆｚ

(N) 

Ｍｘ

(N･mm) 

Ｍｙ

(N･mm) 

Ｍｚ

(N･mm) 

○8 10 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○10 12 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○14 14 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○16 16 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

2
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要素 

番号 

節点 

番号 

荷重 

方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度による荷重との組合せの場合（2/2） 

フレームの荷重 フレームのモーメント

Ｆｘ

(N) 

Ｆｙ

(N) 

Ｆｚ

(N) 

Ｍｘ

(N･mm) 

Ｍｙ

(N･mm) 

Ｍｚ

(N･mm) 

○19 20 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○20 21 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○21 21 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

2
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要素 

番号 

節点 

番号 

荷重 

方向 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合（1/2） 

フレームの荷重 フレームのモーメント

Ｆｘ

(N) 

Ｆｙ

(N) 

Ｆｚ

(N) 

Ｍｘ

(N･mm) 

Ｍｙ

(N･mm) 

Ｍｚ

(N･mm) 

○8 10 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○10 12 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○14 14 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○16 16 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

2
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要素 

番号 

節点 

番号 

荷重 

方向 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合（2/2） 

フレームの荷重 フレームのモーメント

Ｆｘ

(N) 

Ｆｙ

(N) 

Ｆｚ

(N) 

Ｍｘ

(N･mm) 

Ｍｙ

(N･mm) 

Ｍｚ

(N･mm) 

○19 20 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○20 21 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○21 21 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

2
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1.3.2 取付ボルトの荷重及びモーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 

荷重 

方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度による荷重との組合せの場合 

フレームの荷重 フレームのモーメント

Ｆｘ

(N) 

Ｆｙ

(N) 

Ｆｚ

(N) 

Ｍｘ

(N･mm) 

Ｍｙ

(N･mm) 

Ｍｚ

(N･mm) 

○16 16 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○16 18 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

要素 

番号 

節点 

番号 

荷重 

方向 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

フレームの荷重 フレームのモーメント

Ｆｘ

(N) 

Ｆｙ

(N) 

Ｆｚ

(N) 

Ｍｘ

(N･mm) 

Ｍｙ

(N･mm) 

Ｍｚ

(N･mm) 

○16 16 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○16 18 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

2
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期   (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 0.023 

鉛直方向 0.05 以下 

2
9
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1.4.2 応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
要素

番号 

節点

番号 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

フレーム

引張り
＊1

○8 10 σｔ ＝6 f ｔ ＝205 σｔ ＝10 f ｔ ＝246

圧縮
＊1

○8 10 σｃ ＝6＊4 f ｃ ＝157 σｃ ＝10＊4 f ｃ ＝179

せん断
＊1

○16 16 τ  ＝7 f ｓ ＝118 τ  ＝11 f ｓ ＝142

曲げ
＊1

○14 14 σｂ ＝40 f ｂ ＝205 σｂ ＝69 f ｂ ＝246

組合せ
＊2

○10 12 σｆ ＝44 f ｔ ＝205 σｆ ＝76 f ｔ ＝246

引張り
＊1

○21 21 σｔ ＝2 f ｔ ＝241 σｔ ＝4 f ｔ ＝276

圧縮
＊1

○21 21 σｃ ＝2＊4 f ｃ ＝219 σｃ ＝4＊4 f ｃ ＝247

せん断
＊1

○19 20 τ  ＝11 f ｓ ＝139 τ  ＝17 f ｓ ＝159

曲げ
＊1

○20 21 σｂ ＝38 f ｂ ＝241 σｂ ＝65 f ｂ ＝276

組合せ
＊2

○20 21 σｆ ＝41 f ｔ ＝241 σｆ ＝69 f ｔ ＝276

取付ボルト 
引張り

＊3

○16 16 σｔｂ＝19 f ｔｓ＝158＊5 σｔｂ＝34 f ｔｓ＝189＊5

せん断
＊3

○16 18 τｂ ＝6 f ｓｂ＝121 τｂ ＝9 f ｓｂ＝146

注記＊1：フレームの引張り，圧縮，せん断，曲げ応力の算出応力は，荷重方向（Ｘ，Ｙ，Ｚ，自重）ごとの応力を用いて以下のように求める。 

ここで，荷重方向（Ｘ，Ｙ，Ｚ，自重）ごとの応力は 4.6.1.1項により求める。 

(算出応力) = �(自重方向による応力)�+ �(Ｘ軸方向による応力)2 + (Ｙ軸方向による応力)2 + (Ｚ軸方向による応力)2

＊2：フレームの組合せ応力は＊1で求めた引張り，圧縮，せん断，曲げ応力を用いて 4.6.1.1 項により求める。 

＊3：取付ボルトの引張り，せん断応力は＊1 と同様の順序で求める。ただし，応力の算出には 4.6.1.2項を用いる。 

＊4：絶対値を記載 

＊5：fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τb，fｔｏ]

すべて許容応力以下である。

3
0
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1.4.3 動的機能維持の評価結果  (×9.8 m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

制御棒駆動水圧系 

スクラム弁

水平方向 
NS 方向：1.02 

EW 方向：0.98 6.0 

鉛直方向 1.28 6.0 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

3
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2．重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水圧制御ユニット 常設耐震／防止 
原子炉建物 

EL 23.8＊1 
0.023 0.05 以下 ― ― 

ＣＨ＝2.17＊2

（NS 方向） 

ＣＨ＝2.07＊2

（EW 方向） 

ＣＨ＝1.95＊2 ― 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

2.2 機器要目 

ｍ 

(kg) 

 
(mm) 

ｄｏ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 
ｎ ｎｆ 

Ｄｉ 

(mm) 

2 1 

部材 材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

フレーム

205 365 ― 246 

241 

 (厚さ≦16mm) 

394 

(厚さ≦16mm) 
― 276 

取付ボルト 
211 

(径＞40mm) 

394 

(径＞40mm) 
― 253 

3
2
 

 

Ｄi 

水圧制御ユニット支持架構 
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材料 
Ｅ 

(MPa) 
ν 

ｋ

(mm) 

ｉ 

(mm) 
λ Λ ν′ 

注記 ＊：基準地震動 Ss による荷重との組合せの場合 

要素番号 

○8 ○10○14○16 ○19 ○20○21

材料 

Ａ(mm2) 

Ｚｙ(mm3) 

Ｚｚ(mm3) 

Ｚｐ(mm3) 

3
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2.3 計算数値 

2.3.1 フレームの荷重及びモーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 

荷重 

方向 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合（1/2） 

フレームの荷重 フレームのモーメント

Ｆｘ

(N) 

Ｆｙ

(N) 

Ｆｚ

(N) 

Ｍｘ

(N･mm) 

Ｍｙ

(N･mm) 

Ｍｚ

(N･mm) 

○8 10 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○10 12 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○14 14 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○16 16 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 
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要素 

番号 

節点 

番号 

荷重 

方向 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合（2/2） 

フレームの荷重 フレームのモーメント

Ｆｘ

(N) 

Ｆｙ

(N) 

Ｆｚ

(N) 

Ｍｘ

(N･mm) 

Ｍｙ

(N･mm) 

Ｍｚ

(N･mm) 

○19 20 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○20 21 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○21 21 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 
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2.3.2 取付ボルトの荷重及びモーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 

荷重 

方向 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

フレームの荷重 フレームのモーメント

Ｆｘ

(N) 

Ｆｙ

(N) 

Ｆｚ

(N) 

Ｍｘ

(N･mm) 

Ｍｙ

(N･mm) 

Ｍｚ

(N･mm) 

○16 16 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○16 18 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 3
6
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2.4 結論 

2.4.1 固有周期  (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 0.023 

鉛直方向 0.05 以下 

3
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2.4.2 応力  (単位：MPa) 

注記＊1：フレームの引張り，圧縮，せん断，曲げ応力の算出応力は，荷重方向（Ｘ，Ｙ，Ｚ，自重）ごとの応力を用いて以下のように求める。 

ここで，荷重方向（Ｘ，Ｙ，Ｚ，自重）ごとの応力は 4.6.1.1項により求める。 

(算出応力) = �(自重方向による応力)�+ �(Ｘ軸方向による応力)2 + (Ｙ軸方向による応力)2 + (Ｚ軸方向による応力)2

＊2：フレームの組合せ応力は＊1で求めた引張り，圧縮，せん断，曲げ応力を用いて 4.6.1.1 項により求める。 

＊3：取付ボルトの引張り，せん断応力は＊1 と同様の順序で求める。ただし，応力の算出には 4.6.1.2項を用いる。 

＊4：絶対値を記載 

＊5：fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τb，fｔｏ]

すべて許容応力以下である。

部材 材料 応力 
要素

番号 

節点

番号 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

フレーム

引張り
＊1

○8 10 － － σｔ ＝10 f ｔ ＝246

圧縮
＊1

○8 10 － － σｃ ＝10＊4 f ｃ ＝179

せん断
＊1

○16 16 － － τ  ＝11 f ｓ ＝142

曲げ
＊1

○14 14 － － σｂ ＝69 f ｂ ＝246

組合せ
＊2

○10 12 － － σｆ ＝76 f ｔ ＝246

引張り
＊1

○21 21 － － σｔ ＝4 f ｔ ＝276

圧縮
＊1

○21 21 － － σｃ ＝4＊4 f ｃ ＝247

せん断
＊1

○19 20 － － τ  ＝17 f ｓ ＝159

曲げ
＊1

○20 21 － － σｂ ＝65 f ｂ ＝276

組合せ
＊2

○20 21 － － σｆ ＝69 f ｔ ＝276

取付ボルト 
引張り

＊3

○16 16 － － σｔｂ＝34 f ｔｓ＝189＊5

せん断
＊3

○16 18 － － τｂ ＝9 f ｓｂ＝146

3
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S2 補 Ⅵ-2-6-3-2-1-1 R0E 

2.4.3 動的機能維持の評価結果   (×9.8 m/s2） 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

制御棒駆動水圧系 

スクラム弁

水平方向 
NS 方向：1.02 

EW 方向：0.98 
6.0 

鉛直方向 1.28 6.0 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

3
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

ほう酸水貯蔵タンクが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するもので

ある。 

ほう酸水貯蔵タンクは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備に

おいては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基

準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 なお，ほう酸水貯蔵タンクは，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-5 

平底たて置円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

 ほう酸水貯蔵タンクの構造計画を表2－1に示す。
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表2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

胴下端を基礎ボルトで基

礎に据え付ける。 

たて置円筒形 

（上面及び下面に平板 

を有するたて置円筒 

形容器） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

S2 補 Ⅵ-2-6-4-1-2 R0 

胴板 

基礎ボルト 

φ3000 3
85
8 

基礎 



3. 固有周期

 3.1 固有周期の計算 

 理論式により固有周期を計算する。固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【ほう

酸水貯蔵タンクの耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

計算の結果，固有周期は0.05秒以下であり，剛構造であることを確認した。固有周期の計算

結果を表3－1に示す。 

表3－1 固有周期 （単位：ｓ） 

  水平 

  鉛直 
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4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

ほう酸水貯蔵タンクの構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添

付資料-5 平底たて置円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計

算方法に基づき行う。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

ほう酸水貯蔵タンクの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に

用いるものを表4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－2に示す。 

4.2.2 許容応力 

ほう酸水貯蔵タンクの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表4－3及

び表4－4のとおりとする。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

ほう酸水貯蔵タンクの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用

いるものを表4－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－6に示す。 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【ほう酸水貯蔵タンクの耐震性についての計算結

果】の設計条件及び機器要目に示す。 S
2 
補
 
Ⅵ
-
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6
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-1
-2
 R
0 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

ほう酸水 

注入設備 
ほう酸水貯蔵タンク Ｓ クラス２容器

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス２容器の支持構造物を含む。 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

ほう酸水 

注入設備 
ほう酸水貯蔵タンク 常設耐震／防止 

重大事故等 

クラス２容器

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

原子炉冷却 

系統施設 

非常用炉心 

冷却設備その他 

原子炉注水設備 

ほう酸水注入系 

ほう酸水貯蔵タンク 常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

非常用炉心 

冷却設備その他 

原子炉注水設備 

水の供給設備 

ほう酸水貯蔵タンク 
常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

原子炉格納 

施設 

圧力低減設備 

その他の安全設備 
ほう酸水貯蔵タンク 常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。

S2 補 Ⅵ-2-6-4-1-2 R0 

＊1

＊3

＊ 

＊2

＊2

＊2

＊2

＊3

＊3

＊3
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表 4－3 許容応力（クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ス

テンレス鋼及び高ニッケル合

金については上記値と 1.2・Ｓ

との大きい方 

左欄の 1.5 倍の値 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによ

る疲労解析を行い，疲労累積係数が 1.0 以下である

こと。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値

が 2・Ｓｙ以下であれば，疲労解析は不要 
ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労

累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値

が 2・Ｓｙ以下であれば，疲労解析は不要 

注記＊1：座屈による評価は，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。

S2 補 Ⅵ-2-6-4-1-2 R0 
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表 4－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

 許容限界＊1，＊2 

 （ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・f ｔ 1.5・f ｓ 

ⅣＡＳ 

  1.5・f ｔ 1.5・f ｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。

＊ ＊

S2 補 Ⅵ-2-6-4-1-2 R0 
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴板 SUS316L 最高使用温度 66 108 159 459 175 

基礎ボルト 
SS41 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

注記＊：SS400 相当 

表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴板 SUS316L 最高使用温度 66 ― 159 459 175 

基礎ボルト 
SS41 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

注記＊：SS400 相当 

S2 補 Ⅵ-2-6-4-1-2 R0 

＊ 

＊ 



5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

ほう酸水貯蔵タンクの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを

確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

ほう酸水貯蔵タンクの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有して

いることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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S2 補 Ⅵ-2-6-4-1-2 R0 

1
0 

【ほう酸水貯蔵タンクの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
比重 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

ほう酸水貯蔵タンク Ｓ 
原子炉建物 

EL 34.8＊1 
ＣＨ＝1.67＊2 ＣＶ＝0.99＊2 ＣＨ＝2.87＊3 ＣＶ＝1.87＊3 静水頭 66 50 1.07 

 

1.2 機器要目 

ｍ０

(kg) 

ｍｅ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

ｇ
(mm) 

Ｈ 

(mm) 
ｓ ｎ 

3000 8.0  192000＊1  73800＊1 1750 3316 15 20 

Ｄｃ 

(mm)

Ｄｂｏ 

(mm)

Ｄｂｉ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｍｓ(N･mm) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

3150 3250 3000 
24 

(M24) 
452.4 8.397×108 1.443×109 

Ｓｙ(胴板) 

(MPa) 

Ｓｕ(胴板) 

(MPa) 

Ｓ(胴板) 

(MPa) 

Ｓｙ(基礎ボルト)

(MPa) 

Ｓｕ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｆ(基礎ボルト)

(MPa) 

Ｆ (基礎ボルト)

(MPa) 

 159＊1  459＊1  108＊1 
 231＊2

(16mm＜径≦40mm) 
 394＊2 231 276 

注記＊1：最高使用温度で算出 

 ＊2：周囲環境温度で算出

＊ 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 



S2 補 Ⅵ-2-6-4-1-2 R0 

1
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1.3 計算数値 

1.3.1 胴に生じる応力 

(1) 一次一般膜応力 (単位：MPa) 

(2) 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 (単位：MPa) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

鉛直方向地震による応力 σφ２＝7 σｘ３＝1 ― σφ２＝13 σｘ３＝1 ― 

水平方向地震による応力 ― σｘ４＝15 τ＝13 ― σｘ４＝26 τ＝22

応力の和 
引張側 σ２φ＝7 σ２ｘｔ＝15 ― σ２φ＝13 σ２ｘｔ＝26 ― 

圧縮側 σ２φ＝-7 σ２ｘｃ＝15 ― σ２φ＝-13 σ２ｘｃ＝26 ― 

組合せ応力 

（変動値） 

引張り σ２ｔ＝48 σ２ｔ＝84

圧縮 σ２ｃ＝42 σ２ｃ＝71

1.3.2 基礎ボルトに生じる応力 (単位：MPa) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

引張応力 σｂ＝60 σｂ＝134

せん断応力 τｂ＝53 τｂ＝92

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

静水頭による応力 σφ１＝7 ― ― σφ１＝7 ― ― 

鉛直方向地震による引張応力 σφ２＝7 ― ― σφ２＝13 ― ― 

空質量による圧縮応力 ― σｘ２＝1 ― ― σｘ２＝1 ― 

鉛直方向地震による軸方向応力 ― σｘ３＝1 ― ― σｘ３＝1 ― 

水平方向地震による応力 ― σｘ４＝15 τ＝13 ― σｘ４＝26 τ＝22

応力の和 
引張側 σφ＝13 σｘｔ＝15 ― σφ＝19 σｘｔ＝25 ― 

圧縮側 σφ＝-13 σｘｃ＝16 ― σφ＝-19 σｘｃ＝26 ― 

組合せ応力 
引張り σ０ｔ＝27 σ０ｔ＝44

圧縮 σ０ｃ＝21 σ０ｃ＝35
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1.4 結論

1.4.1 固有周期 (単位：s)

方向 固有周期 

水平方向 

鉛直方向 

1.4.2 応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

胴板 SUS316L 

一次一般膜 σ０＝27 Ｓａ＝159 σ０＝44 Ｓａ＝275

一次＋二次 σ２＝48 Ｓａ＝318 σ２＝84 Ｓａ＝318

圧縮と曲げの

組合せ

（座屈の評価）  0.12 （無次元） 0.21 （無次元）

基礎ボルト SS41 
引張り σｂ＝60 ƒ ｔｓ＝157＊ σｂ＝134 ƒ ｔｓ＝143＊ 
せん断 τｂ＝53 ƒ ｓｂ＝133 τｂ＝92 ƒ ｓｂ＝159 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒ ｔｓ＝Min[1.4・ƒ ｔｏ－1.6・τｂ， ƒ ｔｏ]

＋  ≦1 
η･(σｘ２＋σｘ３)  η・σｘ４

ƒ ｃ  ƒ ｂ
＋  ≦1 

η･(σｘ２＋σｘ３)  η・σｘ４

ƒ ｃ  ƒ ｂ



S2 補 Ⅵ-2-6-4-1-2 R0 

1
3 

2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
比重 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

ほう酸水貯蔵タンク 
常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建物 

EL 34.8＊1 
― ― ＣＨ＝2.87＊2 ＣＶ＝1.87＊2 静水頭 66 50 1.07 

 

2.2 機器要目 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｅ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

ｇ
(mm) 

Ｈ 

(mm) 
ｓ ｎ 

3000 8.0  192000＊1  73800＊1 1750 3316 15 20 

Ｄｃ 

(mm)

Ｄｂｏ 

(mm)

Ｄｂｉ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ  

(mm2) 

Ｍｓ(N･mm) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

3150 3250 3000 24 

(M24)
452.4 ― 1.443×109 

Ｓｙ(胴板) 

(MPa) 

Ｓｕ(胴板) 

(MPa) 

Ｓ(胴板) 

(MPa) 

Ｓｙ(基礎ボルト)

(MPa) 

Ｓｕ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｆ(基礎ボルト)

(MPa) 

Ｆ (基礎ボルト)

(MPa) 

 159＊1  459＊1  ―
 231＊2

(16mm＜径≦40mm) 
 394＊2 ― 276 

注記＊1：最高使用温度で算出 

 ＊2：周囲環境温度で算出 

＊ 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
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2.3 計算数値 

2.3.1 胴に生じる応力 

(1) 一次一般膜応力 (単位：MPa) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

静水頭による応力 ― ― ― σφ１＝7 ― ― 

鉛直方向地震による引張応力 ― ― ― σφ２＝13 ― ― 

空質量による圧縮応力 ― ― ― ― σｘ２＝1 ― 

鉛直方向地震による軸方向応力 ― ― ― ― σｘ３＝1 ― 

水平方向地震による応力 ― ― ― ― σｘ４＝26 τ＝22

応力の和 
引張側 ― ― ― σφ＝19 σｘｔ＝25 ― 

圧縮側 ― ― ― σφ＝-19 σｘｃ＝26 ― 

組合せ応力 
引張り ― σ０ｔ＝44

圧縮 ― σ０ｃ＝35

(2) 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 (単位：MPa) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

鉛直方向地震による応力 ― ― ― σφ２＝13 σｘ３＝1 ― 

水平方向地震による応力 ― ― ― ― σｘ４＝26 τ＝22

応力の和 
引張側 ― ― ― σ２φ＝13 σ２ｘｔ＝26 ― 

圧縮側 ― ― ― σ２φ＝-13 σ２ｘｃ＝26 ― 

組合せ応力 

（変動値） 

引張り ― σ２ｔ＝84

圧縮 ― σ２ｃ＝71

2.3.2 基礎ボルトに生じる応力 (単位：MPa) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

引張応力 ― σｂ＝134

せん断応力 ― τｂ＝92
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2.4 結論

2.4.1 固有周期 (単位：s)

方向 固有周期 

水平方向 

鉛直方向 

2.4.2 応力 (単位：MPa)

部材 材料 応力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力

胴板 SUS316L 

一次一般膜 ― ― σ０＝44 Ｓａ＝275

一次＋二次 ― ― σ２＝84 Ｓａ＝318

圧縮と曲げの

組合せ
―

（座屈の評価） ―  0.21 （無次元）

基礎ボルト SS41 
引張り ― ― σｂ＝134 ƒ ｔｓ＝143＊ 
せん断 ― ― τｂ＝92 ƒ ｓｂ＝159 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒ ｔｓ＝Min[1.4・ƒ ｔｏ－1.6・τｂ， ƒ ｔｏ] 

＋  ≦1 
η･(σｘ２＋σｘ３)  η・σｘ４

ƒ ｃ  ƒ ｂ
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針

に基づき，中性子源領域計装／中間領域計装が設計用地震力に対して十分な構造強度を

有していることを説明するものである。 

中性子源領域計装／中間領域計装は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，

重大事故等対処設備においては，常設耐震重要重大事故防止設備に分類される。以下，

設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

中性子源領域計装／中間領域計装の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

中性子源領域計装及

び中間領域計装は，中

性子源領域計装／中間

領域計装ドライチュー

ブ内で，検出器駆動機

構によって設置位置を

保持される。 

中性子源領域計装／

中間領域計装ドライチ

ューブは，上端を上部

格子板の穴に挿入し，

プランジャ（ばね）に

より支持され，下端部

は原子炉中性子計装案

内管に炉心支持板位置

でリングにより支持さ

れる。 

炉心支持板より下方

では，原子炉中性子計

装案内管及び原子炉中

性子計装ハウジングで

ガイドされ，原子炉中

性子計装ハウジング下

端に取り付けられたフ

ランジに固定される。

核分裂電離箱 

（中性子源領域計装

／中間領域計装ドラ

イ チ ュ ー ブ は 外 径

mm の長尺円筒

形の炉内構造物であ

る。） 

2
 

上部格子板 

中性子源領域計装／中間領域計装 
ドライチューブ 

炉心支持板 

プランジャ 

リング

原子炉中性子計装案内管 

(単位：mm) 
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2.2 評価方針 

中性子源領域計装／中間領域計装の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて

示す中性子源領域計装／中間領域計装の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する

箇所において，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力，死荷重及

び外圧による応力が許容限界内に収まることを，「5. 地震応答解析及び構造強度評

価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

中性子源領域計装／中間領域計装の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

図 2－1 中性子源領域計装／中間領域計装の耐震評価フロー 

固有値解析 

設計用地震力 

地震応答解析 

死荷重及び外圧 

地震時における応力 

中性子源領域計装／中間領域計装の構造強度評価 

解析モデル設定 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 断面積 mm2 

Ｄｉ 内径 mm 

Ｄｏ 外径 mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

ＦＥ 応力評価点のせん断力 N 

Ｈ 水平力 N 

Ｉ 断面二次モーメント mm4 

Ｌ リングからプランジャ先端までの長さ mm 

 リングからチャンネルボックスに接触する点までの距離 mm 

' リングから応力評価点までの距離 mm 

ＭＥ  応力評価点の曲げモーメント N･mm 

ＰＢ  チャンネルボックスからの支持反力 N 

Ｐｏ  外圧 MPa 

Ｓ12 主応力差σ1－σ2 MPa 

Ｓ23 主応力差σ2－σ3 MPa 

Ｓ31 主応力差σ3－σ1 MPa 

Ｓｍ 設計応力強さ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表 1 に定める値 

MPa 

Ｓｕ 設計引張強さ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表 9 に定める値 

MPa 

ＶＤ 死荷重による鉛直力 N 

ＶＳ 地震荷重による鉛直力 N 

ｗ 等分布荷重 N/mm 

Ｙ 外径と内径の比 ― 

δＤ 設計たわみ量 mm 

η 溶接部の継手効率 ― 

ν ポアソン比 ― 

σ1 主応力 MPa 

σ2 主応力 MPa 

σ3 主応力 MPa 

σ  軸方向応力 MPa 

σｒ 半径方向応力 MPa 

σｔ 周方向応力 MPa 

τ ｒ せん断応力 MPa 

τｒｔ せん断応力 MPa 

τｔ  せん断応力 MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2 に示すとおりである。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 四捨五入 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg 有効数字 3 桁目 四捨五入 有効数字 2 桁 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 4 桁目 四捨五入 有効数字 3 桁＊2 

断面二次モーメント mm4 有効数字 4 桁目 四捨五入 有効数字 3 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 4 桁目 切上げ 有効数字 3 桁 

力 N 有効数字 4 桁目 切上げ 有効数字 3 桁 

応力強さ MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

 許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

なお，計算過程に用いる値の場合は，小数点以下第 1 位を四捨五入，整数位ま

での値とする。 

＊2：べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における設計応力強さ

及び設計引張強さは，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切捨て，

整数位までの値とする。 



7 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
6
-5
-1
 R
0 

3. 評価部位

中性子源領域計装／中間領域計装の耐震評価は，「5.2 構造強度評価方法」に示す条

件に基づき，耐震評価上厳しくなるドライチューブについて実施する。中性子源領域計

装／中間領域計装の耐震評価部位を図 3－1 に示す。 

なお，応力評価点は構造の不連続を考慮して，応力評価上最も厳しい箇所を選び，応

力評価点を含む断面を，応力評価面と呼ぶ。 

また，地震荷重による応力が極大となる方位の応力評価点は（P01）と表し，極小とな

る方位の応力評価点にはプライム（ ’）を付けて（P01’）と表す。

一次応力の評価は，内外面の応力評価点を含む断面（応力評価面）について行う。 
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Ｄo ＝

Ｄi ＝

Ｌ ＝ 

' ＝ 

図 3－1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 

 ：応力評価点 

〔   〕：材   料 

P01’

P02’

P01 

P02 

モーメント

上部格子板 

炉心支持板 

リング

原子炉中性子計装案内管 

Ｄi 

Ｄo Ｌ
 

P01,P01’ ドライチューブ 

〔SUS316LTP〕 
P02,P02’




'

プランジャ 
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4. 固有周期

4.1 固有値解析方法 

中性子源領域計装／中間領域計装の固有値解析方法を以下に示す。 

(1) 中性子源領域計装／中間領域計装は，「4.2 解析モデル及び諸元」に示す三次元

はりモデルとして考える。 

4.2 解析モデル及び諸元 

中性子源領域計装／中間領域計装の解析モデルを図 4－1 に，解析モデルの概要を

以下に示す。また，機器の諸元を本計算書の【中性子源領域計装／中間領域計装の耐

震性についての計算結果】のその他の機器要目に示す。 

(1) 強度上重要で，耐震上の条件が最も厳しくなる炉心支持板と上部格子板間の中性

子源領域計装／中間領域計装ドライチューブをモデル化する。 

(2) 

(3) 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

(5) 計算機コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値を求める。

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性評価等の概要については，Ⅵ-5

「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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図 4－1 解析モデル 
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4.3 固有値解析結果 

固有値解析結果を表 4－1 に，振動モード図を図 4－2 に示す。 

また，鉛直方向の固有周期は 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。 

なお，各次数の振動モード図（刺激関数モード）は，各節点において，各次数の刺

激係数の絶対値に振動モードを乗じて求めた刺激関数を，最大の刺激関数（1 次）で

正規化したものである。 

表 4－1 固有値解析結果 

モード*1 卓越方向 固有周期(s) 
刺激係数*2 

水平方向*3 鉛直方向 

1 次 水平 ― 

2 次 水平 ― 

注記＊1：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。 

＊2：固有値解析より得られる各次数の刺激係数の絶対値に振動 

モードの最大値を乗じて求めた刺激関数を示す。

＊3：Ｘ方向とＺ方向は同一である。 

図 4－2 振動モード図（刺激関数モード） 
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5. 地震応答解析及び構造強度評価

5.1 地震応答解析方法 

4.2 項(1)～(5)のほか，次の条件で計算する。 

動的応答加速度は，スペクトルモーダル法により求めた応答加速度に，保守的に支

持点の加速度（動的加速度と静的加速度の包絡値）を加えて求める。中性子源領域計

装／中間領域計装の動的応答加速度分布図を図 5－1 及び図 5－2 に示す。 

図 5－1 動的応答加速度分布図（弾性設計用地震動Ｓｄ） 
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図 5－2 動的応答加速度分布図（基準地震動Ｓｓ） 
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5.2 構造強度評価方法 

4.2 項(1)～(5)のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は，中性子源領域計装／中間領域計装に対して，水平方向及び鉛直方向か

ら作用するものとする。

5.3 荷重の組合せ及び許容応力 

5.3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

中性子源領域計装／中間領域計装の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計

基準対象施設の評価に用いるものを表 5－1 に，重大事故等対処設備の評価に用

いるものを表 5－2 に示す。 

5.3.2 許容応力 

中性子源領域計装／中間領域計装の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に基づき表 5－3 のとおりとする。 

5.3.3 使用材料の許容応力評価条件 

中性子源領域計装／中間領域計装の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基

準対象施設の評価に用いるものを表 5－4 に，重大事故等対処設備の評価に用い

るものを表 5－5 に示す。 

5.3.4 溶接部の継手効率 

応力評価点は，溶接部でないためη＝1.00 を用いる。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震重要度 

分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

計測 

装置 

中性子源領域計装／ 

中間領域計装 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

計測制御 

系統施設 

原子炉非常

停止信号 
中性子束高 ― ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

計測制御 

系統施設 

原子炉非常

停止信号 
中性子束計装不作動 ― ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：原子炉圧力容器内部に位置するため，炉内構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

1
5
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表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

計測 

装置 

中性子源領域計装／ 

中間領域計装 

常設耐震／ 

防止 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳ 

の許容限界を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

＊2：原子炉圧力容器内部に位置するため，炉内構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

  ＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

1
6
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表 5－3 許容応力（炉内構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊

（ボルト等以外） 

一次一般膜応力 一次一般膜＋一次曲げ応力 

ⅢＡＳ 1.5・Ｓｍ 左欄の 1.5 倍の値 

ⅣＡＳ 
2／3・Ｓｕ

ただし，オーステナイト系 

ステンレス鋼及び高ニッケル

合金については 2／3・Ｓｕと

2.4・Ｓｍの小さい方

左欄の 1.5 倍の値 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳ 

の許容限界を用いる。） 

注記＊：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力

で代表可能である場合は評価を省略する。 

1
7
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表 5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部位 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｍ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

ドライチューブ SUS316LTP 流体の最高温度 

表 5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部位 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｍ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

ドライチューブ SUS316LTP 流体の最高温度 

1
8
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5.4 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 5－6 及び表 5－7 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，

Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数

は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所及び 

 床面高さ(m) 
原子炉格納容器内 EL 8.800（EL 25.843 ～ 21.571＊1） 

固有周期(s) 水平： ＊2 鉛直：0.05 以下 

減衰定数(％) 水平：1.0 鉛直：― 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード＊3
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊4 応答鉛直 

震度＊4 

応答水平震度＊5 応答鉛直 

震度＊5 NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

1 次 4.32 3.48 ― 9.11 7.55 ― 

2 次 5.99 5.11 ― 18.57 21.96 ― 

動的震度＊6 1.38 1.45 0.72 2.93 2.79 2.03 

静的震度＊7 0.86 0.85 0.29 ― ― ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

    ＊2：1 次固有周期について記載 

＊3：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。0.020s 以上 0.050s 未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：各モードの固有周期に対し，設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）

又はこれを上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

＊5：各モードの固有周期に対し，設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）又は

これを上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

＊6：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）及び設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又

はこれらを上回る設計震度 

＊7：3.6・Ｃｉ及び 1.2・ＣＶより定めた震度 
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表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

 床面高さ(m) 
原子炉格納容器内 EL 8.800（EL 25.843 ～ 21.571＊1） 

固有周期(s) 水平： ＊2 鉛直：0.05 以下 

減衰定数(％) 水平：1.0 鉛直：― 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード＊3
固有周期 

(s) 

応答水平震度 応答鉛直 

震度 

応答水平震度＊4 応答鉛直 

震度＊4 NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

1 次 ― ― ― 9.11 7.55 ― 

2 次 ― ― ― 18.57 21.96 ― 

動的震度＊5 ― ― ― 2.93 2.79 2.03 

静的震度 ― ― ― ― ― ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1 次固有周期について記載 

＊3：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。0.020s 以上 0.050s 未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：各モードの固有周期に対し，設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）又は

これを上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

＊5：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
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5.5 計算方法 

5.5.1 応力の計算方法 

中性子源領域計装／中間領域計装の応力計算における，応力の記号とその方向

は，以下のとおりとする。 

σｔ ： 周方向応力 

σ  ： 軸方向応力 

σｒ ： 半径方向応力 

τｔ  ： せん断応力 

中性子源領域計装／中間領域計装に作用する外圧を表 5－8，死荷重を表 5－9

及び地震荷重を表 5－10 に示す。 

以下，外圧，死荷重及び地震荷重による応力をそれぞれ求める。 

表 5－8 中性子源領域計装／中間領域計装に作用する外圧 

許容応力状態 

外圧 

Ｐｏ 

（MPa） 

ⅢＡＳ 

ⅣＡＳ 

ⅤＡＳ 

σｔ 

σｒ 

σ  
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表 5－9 中性子源領域計装／中間領域計装に作用する死荷重 

荷重名称 

鉛直力 

ＶＤ 

(N) 

死荷重 

表 5－10 中性子源領域計装／中間領域計装に作用する地震荷重 

荷重名称 

鉛直力 水平力＊1 

地震時 

中性子源領域計装

／中間領域計装 

設計たわみ量*2 

ＶＳ 

(N) 

Ｈ 

(N) 

δＤ

(mm) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的地震力 

基準地震動Ｓｓ 

注記＊1：水平力Ｈは質量と動的応答加速度の積であり中性子源領域計装／中間

領域計装に一様に加わる。 

＊2：燃料集合体の相対変位（地震時たわみ量）及び水平移動量と中性子源

領域計装／中間領域計装の移動量の合計。燃料集合体の相対変位はⅥ

-2-2-1「炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉本

体の基礎の地震応答計算書」に基づき設定する。 
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5.5.1.1 外圧による応力 

(1) 一次一般膜応力

外圧Ｐｏによる一次一般膜応力は，下式により計算する。

ot ・Ｐ
Ｙ－１

Ｙ
＝－σ ··································  (5.5.1.1.1)

o・Ｐ
－１Ｙ

Ｙ
＝－σ

2

2

   ··································  (5.5.1.1.2) 

or ・Ｐ
１＋Ｙ

Ｙ
＝－σ ··································  (5.5.1.1.3)

ここで，外径と内径の比Ｙは，次式により求める。 

i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝  ···········································  (5.5.1.1.4)

 

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力

外圧Ｐｏによる一次曲げ応力は，存在しない。したがって，一次一般膜＋一

次曲げ応力は，一次一般膜応力と同じである。 

5.5.1.2 死荷重による応力 

死荷重による応力は，下式により計算する。 

 σ ＝－
ＶＤ

Ａ
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (5.5.1.2.1) 

Ｄ
ｏ

 

Ｄ
ｉ

 

Ｄｏ＝

Ｄｉ＝
ドライチューブ 
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5.5.1.3 地震荷重による応力 

(1) 水平方向地震荷重による応力

応力計算モデルを，図 5－3 に示す。 

応力評価点の曲げモーメントＭＥ，せん断力ＦＥは下式に

より計算する。 

2)'－・ｗ・(
2

1
)－'－・(＝ＰＭ BE  ····················  (5.5.1.3.1)

BE )－Ｐ'－＝ｗ・(Ｆ    ·······························  (5.5.1.3.2) 

ここで，ＰＢ，ｗ，は，下式により求める。 

3

ｗ・
＝ＰB


········································  (5.5.1.3.3)

Ｌ

Ｈ
ｗ＝  ············································  (5.5.1.3.4)

4

1

ｗ

・Ｅ・Ｉ72・δ
＝

D








   ·······························  (5.5.1.3.5) 

したがって，応力評価点に生じる一次曲げ応力は，次式により計算する。 

2

Ｄ
・

Ｉ

Ｍ
＝σ

oE± ·····································  (5.5.1.3.6)

また，応力評価点に生じる一次一般膜応力は，次式により計算する。 

Ａ

Ｆ
＝τ

E
t ± ········································  (5.5.1.3.7)
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(2) 鉛直方向地震荷重による応力

鉛直方向地震荷重による応力は，次式により計算する。

 σ ＝
ＶＳ

Ａ
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (5.5.1.3.8) 

図 5－3 水平方向地震荷重による応力の計算モデル 

5.5.1.4 主応力及び応力強さ 

(1) 主応力

計算した応力は，応力の分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求める。

組合せ応力は，一般にσｔ，σ ，σｒ，τｔ ，τ ｒ，τｒｔの 6 成分を持つ

が，主応力σは，引用文献(1)の 1･3･6 項により，次式を満足する 3 根σ1，

σ2，σ3 として計算する。 

 σ3－（σｔ＋σ ＋σｒ）・σ2＋（σｔ・σ ＋σ ・σｒ＋σｒ・σｔ－τｔ 
2

 －τ ｒ
2－τｒｔ

2）・σ－σｔ・σ ・σｒ＋σｔ・τ ｒ
2＋σ ・τｒｔ

2

 ＋σｒ・τｔ 
2－2・τｔ ・τ ｒ・τｒｔ＝0  ·············  (5.5.1.4.1) 

(2) 応力強さ

以下の 3 つの主応力差の絶対値で最大のものを応力強さとする。

  Ｓ12＝σ1－σ2  ·····································  (5.5.1.4.2) 

  Ｓ23＝σ2－σ3  ·····································  (5.5.1.4.3) 

  Ｓ31＝σ3－σ1  ·····································  (5.5.1.4.4) 

（単位：mm） 
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5.6 計算条件 

5.6.1 中性子源領域計装／中間領域計装の応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【中性子源領域計装／中間領域計装

の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

5.7 応力の評価方法 

 5.7.1 中性子源領域計装／中間領域計装の応力評価 

5.5.1 項で求めた中性子源領域計装／中間領域計装の各応力強さが下表で定め

た許容応力以下であること。 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震

度による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

一次一般膜応力 

の許容応力 
1.5・Ｓｍ 

2／3・Ｓｕ

ただし，オーステナイト系ステン

レス鋼及び高ニッケル合金につい

ては 2／3・Ｓｕと 2.4・Ｓｍの小

さい方 

一次一般膜＋ 

一次曲げ応力 

の許容応力 

上欄の1.5倍の値 上欄の 1.5 倍の値 
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

中性子源領域計装／中間領域計装の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下

に示す。 

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有して

いることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

中性子源領域計装／中間領域計装の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価

結果を以下に示す。 

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有して

いることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

7. 引用文献

(1) 機械工学便覧 基礎編 α3（日本機械学会）



S2 補 Ⅵ-2-6-5-1 R0 

【中性子源領域計装／中間領域計装の耐震性についての計算結果】

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 
耐震重要度 

分類 

据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

流体の最高温度

(℃) 
外圧(MPa) 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
ⅢＡＳ ⅣＡＳ ⅢＡＳ ⅣＡＳ 

中性子源領域計装

／中間領域計装 
Ｓ 

原子炉格納容器内 

EL 8.800 

(EL 25.843 ～ 21.571＊ 1) 

0.05 

以下 

ＣＨ＝1.45＊ 2 

又は＊3 
ＣＶ＝0.72＊ 2 

ＣＨ＝2.93＊ 4 

又は＊5 
ＣＶ＝2.03＊ 4 

注 記 ＊ 1： 基 準 床 レ ベ ル を 示 す 。

  ＊ 2： 設 計 用 震 度 Ⅰ （ 弾 性 設 計 用 地 震 動 Ｓ ｄ ） 又 は 静 的 震 度 の い ず れ か 大 き い 方 ， 若 し く は こ れ を 上 回 る 設 計 震 度  

  ＊ 3： 設 計 用 床 応 答 ス ペ ク ト ル Ⅰ （ 弾 性 設 計 用 地 震 動 Ｓ ｄ ） 又 は こ れ を 上 回 る 設 計 用 床 応 答 ス ペ ク ト ル に よ り 得 ら れ る 震 度

  ＊ 4： 設 計 用 震 度 Ⅱ （ 基 準 地 震 動 Ｓ ｓ ） 又 は こ れ を 上 回 る 設 計 震 度  

  ＊ 5： 設 計 用 床 応 答 ス ペ ク ト ル Ⅱ （ 基 準 地 震 動 Ｓ ｓ ） 又 は こ れ を 上 回 る 設 計 用 床 応 答 ス ペ ク ト ル に よ り 得 ら れ る 震 度  

1.2 機器要目 

部材 
ＶＤ 

(N) 

Ｄ o 

(mm) 

Ｄ i 

(mm) 

Ａ 

(mm2) 

Ｉ 

(mm4) 

Ｅ 

(MPa)

Ｌ 

(mm) 

’
(mm) 

Ｓｍ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

ドライチューブ 

1.3 計算数値 

部材 

ＶＳ(N) Ｈ(N) δＤ(mm) ｗ(N/mm) 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ドライチューブ 

部材 

(mm) ＰＢ(N) ＦＥ(N) ＭＥ(N･mm) 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ドライチューブ 

2
8
 



S2 補 Ⅵ-2-6-5-1 R0 

1.4 結論 

1.4.1 中性子源領域計装／中間領域計装の応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 応力評価面 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ドライチューブ SUS316LTP 

一次一般膜応力強さ 
P01-P02 27 142 28 228 

P01’-P02’ 27 142 28 228 

一次一般膜＋一次曲げ 

応力強さ 

P01-P02 169 214 253 342 

P01’-P02’ 171 214 256 342 

すべて許容応力以下である。 

2
9
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1.5 その他の機器要目 

(1) 材料物性値

項目 記号 単位 入力値 

材質 ― ― SUS316LTP 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 10 

節点数 ― 個 11 

継手効率 η ― 1.00 

(2) 要素の断面性状

要素 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント

(mm4)

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

(3) 節点の質量

節点番号 
節点質量 

(kg) 

1 ― 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 ― 



3
1
 

S2 補 Ⅵ-2-6-5-1 R0 

2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

流体の最高温度 

(℃) 
外圧(MPa) 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
ⅤＡＳ ⅤＡＳ 

中性子源領域計装 

／中間領域計装 

常設耐震 

／防止 

原子炉格納容器内 

EL 8.800 

(EL 25.843 ～ 21.571＊ 1) 

0.05 

以下 
― ― 

ＣＨ＝2.93＊ 2 

又は＊3 
ＣＶ＝2.03＊ 2 

注 記 ＊ 1： 基 準 床 レ ベ ル を 示 す 。

  ＊ 2： 設 計 用 震 度 Ⅱ （ 基 準 地 震 動 Ｓ ｓ ） 又 は こ れ を 上 回 る 設 計 震 度  

  ＊ 3： 設 計 用 床 応 答 ス ペ ク ト ル Ⅱ （ 基 準 地 震 動 Ｓ ｓ ） 又 は こ れ を 上 回 る 設 計 用 床 応 答 ス ペ ク ト ル に よ り 得 ら れ る 震 度

2.2 機器要目 

部材 
ＶＤ 

(N) 

Ｄ o 

(mm) 

Ｄ i 

(mm) 

Ａ 

(mm2) 

Ｉ 

(mm4) 

Ｅ 

(MPa)

Ｌ 

(mm) 

’
(mm) 

Ｓｍ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

ドライチューブ 

2.3 計算数値 

部材 

ＶＳ(N) Ｈ(N) δＤ(mm) ｗ(N/mm) 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ドライチューブ ― ― ― ― 

部材 

(mm) ＰＢ(N) ＦＥ(N) ＭＥ(N･mm) 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ドライチューブ ― ― ― ― 



3
2 

S2 補 Ⅵ-2-6-5-1 R0 

2.4 結論 

2.4.1 中性子源領域計装／中間領域計装の応力    (単位：MPa) 

部材 材料 応力 応力評価面 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ドライチューブ SUS316LTP 

一次一般膜応力強さ 
P01-P02 ― ― 31 226 

P01’-P02’ ― ― 31 226

一次一般膜＋一次曲げ 

応力強さ 

P01-P02 ― ― 255 339 

P01’-P02’ ― ― 258 339 

すべて許容応力以下である。 
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2.5 その他の機器要目 

(1) 材料物性値

項目 記号 単位 入力値 

材質 ― ― SUS316LTP 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 10 

節点数 ― 個 11 

継手効率 η ― 1.00 

(2) 要素の断面性状

要素 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント

(mm4)

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

(3) 節点の質量

節点番号 
節点質量 

(kg) 

1 ― 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 ― 
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まえがき

　　本書は，サイトバンカ設備の管の耐震計算について説明するものであり，以下より構成

　される。

　　 (Ⅰ) 基本方針

　　 (Ⅱ) 計算書
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1. 一般事項

1.1 概要 

本書は，サイトバンカ設備の管の耐震計算の基本方針について説明するものである。 

なお，計算対象は管及び管に取り付く支持構造物とする。 

1.2 適用規格・基準等 

 本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 （（社）日本電気協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。）
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2. 耐震支持設計方針

管及び管に取り付く支持構造物を含む配管系の設計は，管経路の設計，支持構造物配置の設計，

支持構造物構造の設計の手順で実施する。各設計項目における設計方法を以下に示す。 

2.1 管経路の設計 

管経路は建物形状，機器配置や系統設計条件を考慮するとともに，保守点検性の確保を考慮

して決定する。この際，管内部にドレン溜りやエアポケットが生じることのないようにする。 

なお，次項の支持構造物配置の設計において，管経路の変更が必要であると判断された場合

は，管経路の再検討を実施する。 

2.2 支持構造物配置の設計 

 支持構造物配置の検討に当たっては，三次元多質点系はりモデルによる解析を実施する。解

析においては，原則として，固定点から固定点までを独立した 1つのブロックとして配管系を

モデル化し，配管系の固有値，並びに自重や地震等により管及び支持点に作用する荷重を算定

する。なお，支持構造物の配置は，建物との共振のおそれがない配置となるよう決定する。 

支持構造物配置の成立性確認として，以下に示す項目を確認する。 

(1) 配管系の固有値を確認し，配管系が建物との共振のおそれがないことを確認する。

(2) 解析により算定した管に作用する荷重に基づき計算した管の応力が，許容応力以下となる

ことを確認する。 

(3) 解析により算定した支持点荷重が過大でないことを確認する。

(4) 建物や他構造物の配置を考慮した上で，解析上の支持点に支持構造物が設置可能であるこ

とを確認する。 

確認の結果，上述の条件を満たさない場合は，支持構造物配置の再検討を実施する。支持構

造物配置の再検討で成立性確認が困難と判断される場合は，必要に応じて管経路の再検討を実

施する。 

なお，解析は計算機コード「ＨＩＳＡＰ」により実施する。また，配管系の解析モデル作成

に当たっては，以下を考慮する。 

(1) 配管系は三次元多質点系はりモデルとし，曲げ，せん断，ねじり及び軸力に対する剛性を

考慮する。 

(2) 弁等の偏心質量がある場合には，その影響を評価できるモデル化を行う。また，弁の剛性

を考慮したモデル化を行う。 

(3) 同一モデルに含める範囲は，原則として固定点から固定点までとする。

(4) 分岐管がある場合には，その影響を考慮できるモデル化を行う。ただし，母管に対して分

岐管の径が十分に小さく，分岐管の振動が母管に与える影響が小さい場合にはこの限りでは

ない。 

(5) 質点は応力が高くなると考えられる点に設定するとともに，代表的な振動モードを十分に
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表現できるように，適切な間隔で設ける。 

(6) 配管の支持構造物は，以下の境界条件として扱うことを基本とする。

a. レストレイント：拘束方向の剛性を考慮する。

b. アンカ：6方向の剛性を考慮する。

(7) 配管系の質量は，配管自体の質量の他に弁等の集中質量，保温材等の付加質量及び管内流

体の質量を考慮する。 

(8) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

(9) 解析においては，以下に示す荷重条件を考慮する。

a. 内圧

b. 機械的荷重（自重その他の長期的荷重）

c. 地震荷重（配管系重心レベル上階の静的震度による慣性力）

2.3 支持構造物構造の設計 

支持構造物は，三次元多質点系はりモデルによる配管系の解析により算定した自重，地震等

による支持点荷重が作用した際に生じる応力が，許容応力以下となるよう構造を決定する。ま

た，建物と共振しないように十分な剛性を有する構造とする。 

本工事範囲において使用する支持構造物の種類，機能及び用途を表 2－1に示す。 

表 2－1 支持構造物の種類，機能及び用途 

種類 概略図 機能 用途 

アンカ
変位及び回転を完

全に拘束する。 

配管系の解析におけ

る解析モデルの境界

点として固定点を設

ける際に使用する。 

レストレイント
一定方向の変位を

拘束する。 

管に作用する慣性力

により生じる応力の

低減を目的として，変

位を拘束する際に使

用する。 
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3. 計算方法

3.1 荷重の組合せ 

耐震計算において考慮する荷重の組合せを表 3－1に示す。 

表 3－1 荷重の組合せ 

設備 管クラス 耐震重要度分類 荷重の組合せ 許容応力状態

サイトバンカ設備 クラス３管 Ｂ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＢ ＢＡＳ 

注：本表に使用する記号について，Ｄは死荷重，Ｐｄは当該設備に設計上定められた最高使用圧力

による荷重，Ｍｄは当該設備に設計上定められた機械的荷重，ＳＢはＢクラスの設備に適用され

る静的地震力，ＢＡＳはＢクラス設備の地震時の許容応力状態を示す。 

3.2 管の耐震計算 

許容応力状態ＢＡＳにおける一次応力が許容応力以下であることを確認する。 

計算式を以下に示す。また，計算式の記号説明を表 3－2 に示す。 

Ｓｐｒｍ＝Ｐ・Ｄｏ／4・ｔ＋0.75・ｉ1・(Ｍａ＋Ｍｂ)／Ｚ ≦Ｓｙ＊ 

注記＊：オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金については，Ｓｙと 1.2・Ｓの

うち大きい方の値とする。 

表 3－2 計算式の記号説明（管の耐震計算） 

記号 単位 定義 

Ｄｏ mm 管の外径 

ｉ1 ―
応力係数で設計・建設規格 PPC-3810 に規定する値又は 1.33 のいずれか大き

い方の値 

Ｍａ N･mm 管の機械的荷重（自重その他の長期的荷重に限る。）により生じるモーメント

Ｍｂ N･mm 管の機械的荷重（地震を含めた短期的荷重）により生じるモーメント 

Ｐ MPa 地震と組合せるべき運転状態における圧力 

Ｓ MPa 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5に規定する材料の最高使用温度にお

ける許容引張応力 

Ｓｐｒｍ MPa 一次応力 

Ｓｙ MPa 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に規定する材料の設計降伏点 

ｔ mm 管の厚さ 

Ｚ mm3 管の断面係数 
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3.3 支持構造物の耐震計算 

許容応力状態ＢＡＳにおける一次応力が許容応力以下であることを確認する。 

計算式を以下に示す。また，計算式の記号説明を表 3－3 に示す。 

(1) 部材

a. 引張応力

σｔ＝Ｆｔ／Ａ ≦1.5・ｆｔ 

b. せん断応力

(a) 管軸直角方向（Ｙ方向，Ｚ方向）

τｙ＝Ｆｙ／Ａｙ ≦1.5・ｆｓ，τｚ＝Ｆｚ／Ａｚ ≦1.5・ｆｓ

(b) ねじり

τｐ＝Ｍｐ／Ｚｐ ≦1.5・ｆｓ

c. 圧縮応力

σｃ＝Ｆｃ／Ａ ≦1.5・ｆｃ 

d. 曲げ応力（管軸直角方向（Ｙ方向，Ｚ方向））

σｂｙ＝Ｍｙ／Ｚｙ ≦1.5・ｆｂ，σｂｚ＝Ｍｚ／Ｚｚ ≦1.5・ｆｂ

e. 組合せ応力

√(σ2＋3・τ2) ≦1.5・ｆｔ，σ＝σｔ＋σｂｙ＋σｂｚ，τ＝√(τｙ
2＋τｚ

2)＋τｐ

(2) 溶接部

a. 引張応力

σｔ＝Ｆｔ／Ａｗ ≦1.5・ｆｓ 

b. せん断応力

(a) 管軸直角方向（Ｙ方向，Ｚ方向）

τｙ＝Ｆｙ／Ａｙｗ ≦1.5・ｆｓ，τｚ＝Ｆｚ／Ａｚｗ ≦1.5・ｆｓ

(b) ねじり

τｐ＝Ｍｐ／Ｚｐｗ ≦1.5・ｆｓ

c. 曲げ応力（管軸直角方向（Ｙ方向，Ｚ方向））

σｂｙ＝Ｍｙ／Ｚｙｗ ≦1.5・ｆｓ，σｂｚ＝Ｍｚ／Ｚｚｗ ≦1.5・ｆｓ

d. 組合せ応力

√(σ2＋τ2) ≦1.5・ｆｓ，σ＝σｔ＋σｂｙ＋σｂｚ，τ＝√(τｙ
2＋τｚ

2)＋τｐ
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表 3－3 計算式の記号説明（支持構造物の耐震計算） 

記号 単位 定義 

Ａ mm2 部材の断面積 

Ａｗ mm2 溶接部の断面積 

Ａｙ,Ａｚ mm2 部材の有効せん断面積（Ｙ方向，Ｚ方向） 

Ａｙｗ,Ａｚｗ mm2 溶接部の有効せん断面積（Ｙ方向，Ｚ方向） 

Ｆｃ N 圧縮荷重 

Ｆｔ N 引張荷重 

Ｆｙ,Ｆｚ N せん断荷重（Ｙ方向，Ｚ方向） 

ｆｂ MPa 許容曲げ応力 

ｆｃ MPa 許容圧縮応力 

ｆｓ MPa 許容せん断応力 

ｆｔ MPa 許容引張応力 

Ｍｐ N･mm ねじりモーメント 

Ｍｙ,Ｍｚ N･mm 曲げモーメント（Ｙ方向，Ｚ方向） 

Ｚｐ mm3 部材の極断面係数 

Ｚｐｗ mm3 溶接部の極断面係数 

Ｚｙ,Ｚｚ mm3 部材の断面係数（Ｙ方向，Ｚ方向） 

Ｚｙｗ,Ｚｚｗ mm3 溶接部の断面係数（Ｙ方向，Ｚ方向） 

σ MPa 組合せ応力（引張方向） 

σｂｙ,σｂｚ MPa 曲げ応力（Ｙ方向，Ｚ方向） 

σｃ MPa 圧縮応力 

σｔ MPa 引張応力 

τ MPa 組合せ応力（せん断方向） 

τｐ,τｙ,τｚ MPa せん断応力（ねじり，Ｙ方向，Ｚ方向） 

3.4 計算精度と数値の丸め方 

計算精度は 6桁以上を確保する。表示する数値の丸め方は表 3－4に示すとおりとする。 

表 3－4 表示する数値の丸め方 

項目 数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

鳥瞰図 寸法 mm 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

評価結果 

計算応力 MPa 小数点第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊ MPa 小数点第 1位 切捨て 整数位 

支持点荷重 kN,kN･m 小数点第 1位 切上げ 整数位 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5及び表 8 に記載された温度の中間における許容 

応力は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。
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4. 計算書の構成

サイトバンカ設備の管は，安全重要度クラスⅢのＢクラスに属することから，以下に示す構成

で計算書を作成するものとする。 

(1) 概要

本基本方針に基づき，管及び支持構造物の耐震計算を実施した結果を示す旨を記載する。

(2) 概略系統図及び鳥瞰図

a. 概略系統図

工事計画記載範囲の系統の概略を示した図面を添付する。

b. 鳥瞰図

工事計画記載範囲の管のうち，最大応力評価点の許容応力／計算応力（以下「裕度」とい

う。）が最小となる解析モデルを代表として解析モデル図を添付する。 

(3) 評価結果

a. 管の応力評価結果

工事計画記載範囲の管のうち，裕度が最小となる解析モデルにおける最大応力評価点の評

価結果を記載する。 

b. 支持構造物の応力評価結果

工事計画記載範囲の支持点のうち，支持点荷重が最大となる支持点を代表として，裕度が

最小となる応力分類の評価結果を記載する。 
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1. 概要

本書は，（Ⅰ）基本方針に基づき，管及び支持構造物の耐震計算を実施した結果を示した

　ものである。

　　評価結果記載方法は以下に示すとおりとする。

(1) 管

工事計画記載範囲の管のうち，最大応力評価点の許容応力／計算応力（以下「裕度」と

 　 いう。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図及び最大応力評価点の評価結果を記

    載する。

(2) 支持構造物

工事計画記載範囲の支持点のうち，支持点荷重が最大となる支持点を代表として，裕度

    が最小となる応力分類の評価結果を記載する。
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2. 概略系統図及び鳥瞰図

 2.1　概略系統図

概略系統図記号凡例

記 号 内 容

(太線） 　工事計画記載範囲の管

(破線） 　工事計画記載範囲外の管であって系統の概略を示すた

　めに表記する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

アンカ

2
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固体廃棄物処理系(サイトバンカ設備)概略系統図
サイトバンカ建物

床ドレンサンプタンク

屋外サイトバンカ

建物
SB-Y-1SP

床ドレン化学廃液系

床ドレンタンクへ

屋外 タービン建物

SB-T-1

S
B-
Y
-2
SP

S
B-
Y
-3
SP

S
B-
Y
-4
SP

S
B-
Y
-5
SP

サイトバンカ設備

スキマサージタンクへ

サイトバンカ建物
機器ドレンサンプタンク

[注] 太線範囲の管クラスはクラス３管であり，
床ドレンサンプポンプ機器ドレンサンプポンプ

     耐震重要度分類はＢクラスである。

3
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 2.2　鳥瞰図

鳥瞰図記号凡例

記 号 内 容

(太線） 　工事計画記載範囲の管

(破線） 　工事計画記載範囲外の管であって解析モデルの概略を示すため

　に表記する管

　質点

アンカ

レストレイント

　(本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

　す。)

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。
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鳥瞰図 SB-T-1(1/7)

5
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鳥瞰図 SB-T-1(2/7)
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鳥瞰図 SB-T-1(3/7)
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鳥瞰図 SB-T-1(4/7)
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鳥瞰図 SB-T-1(5/7)
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鳥瞰図 SB-T-1(6/7)
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鳥瞰図 SB-T-1(7/7)
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3. 評価結果

 3.1　管の応力評価結果

下表に示すごとく最大応力は許容応力以下である。

クラス３管

計算応力 許容応力

Ｓprm Ｓｙ
＊

SB-T-1 ＢＡＳ 153 24 234

注記＊：オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金については，Ｓｙと1.2・Ｓのうち

大きい方の値とする。

鳥瞰図
最大応力

評価点

一次応力評価（MPa）

許容応力

状態
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 3.2　支持構造物の応力評価結果

下表に示すごとく計算応力は許容応力以下である。

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

AN-SB-26619 アンカ ラグ SGV410 60 1 1 1 1 1 1 組合せ 113 124

評価結果

反力(kN) モーメント(kN･m)
応力
分類

計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

支持点荷重

支持構造物
番号

種類 型式 材質
温度
(℃)

1
3
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Ⅵ-2-8 放射線管理施設の耐震性に関する説明書 
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Ⅵ-2-8-3 換気設備の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-8-3-1 中央制御室空調換気系の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-8-3-1-2 中央制御室送風機の耐震性についての計算書

S
2
 
補

 Ⅵ
-
2-
8
-
3-
1
-
2 
R
0 



 

 

目  次 

 

1. 概要  ·································································  1 

2. 一般事項  ·····························································  1 

2.1 構造計画  ···························································  1 

3. 構造強度評価  ·························································  3 

3.1 構造強度評価方法  ···················································  3 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 ············································  3 

3.3 計算条件  ···························································  3 

4. 機能維持評価  ·························································  8 

4.1 動的機能維持評価方法  ···············································  8 

5. 評価結果  ·····························································  9 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果  ····································  9 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果  ··································  9 

 

 

  

 

S
2
 
補

 Ⅵ
-
2-
8
-
3-
1
-
2 
R
0 



 

 

1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，中央制御室送風機が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を維

持できることを説明するものである。 

中央制御室送風機は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備にお

いては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基準

対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

なお，中央制御室送風機は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載の横形ポン

プと類似の構造であるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-1 横形ポ

ンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

中央制御室送風機の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ファンは基礎ボルトで基

礎に据え付ける。 

遠心式 

（遠心直結型ファン） 

（単位：mm） 

S2 補 Ⅵ-2-8-3-1-2 R0 
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基礎 



3. 構造強度評価

3.1 構造強度評価方法 

中央制御室送風機の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資

料-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき

行う。 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

中央制御室送風機の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用

いるものを表 3－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－2に示す。 

3.2.2 許容応力 

中央制御室送風機の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，表 3－3

のとおりとする。 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

中央制御室送風機の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用い

るものを表 3－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－5に示す。 

3.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【中央制御室送風機の耐震性についての計算結果】

の設計条件及び機器要目に示す。 S
2
 
補

 Ⅵ
-
2-
8
-
3-
1
-
2 
R
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

放射線管理 

施設 
換気設備 中央制御室送風機 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

放射線管理 

施設 
換気設備 中央制御室送風機 

常設耐震／防止

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

4
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表 3－3 許容応力（その他支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

5
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表 3－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 

（原動機側軸受台） 

SS41＊

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

基礎ボルト 

（吸込口側軸受台） 

SS41＊

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

ケーシング取付ボルト
SS41＊

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

原動機取付ボルト 
SS41＊

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

注記＊：SS400 相当 
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表 3－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 

（原動機側軸受台） 

SS41＊

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

基礎ボルト 

（吸込口側軸受台） 

SS41＊

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

ケーシング取付ボルト
SS41＊

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

原動機取付ボルト 
SS41＊

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

注記＊：SS400 相当 
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4. 機能維持評価

4.1 動的機能維持評価方法 

 中央制御室送風機の動的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添

付資料-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき

行う。 

 中央制御室送風機は地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特性である

ため，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。機能確認済加

速度を表 4－1に示す。 

表 4－1 機能確認済加速度 (×9.8m/s2) 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

ファン
遠心直結型 

ファン

水平 2.3 

鉛直 1.0 

原動機 
横形ころがり 

軸受電動機 

水平 4.7 

鉛直 1.0 

8 



S
2
 
補

 Ⅵ
-
2-
8
-
3-
1
-
2 
R
0 

5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

中央制御室送風機の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を維持できること

を確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

中央制御室送風機の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を維持

できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【中央制御室送風機の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
送風機振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

中央制御室送風機 Ｓ 
廃棄物処理建物 
EL 22.1＊1 

―＊2 ―＊2 ＣＨ＝1.15＊3 ＣＶ＝0.79＊3 ＣＨ＝2.77＊4 ＣＶ＝1.58＊4 ― 50 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

１ｉ＊1

(mm)

２ｉ＊1

(mm)
ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ ｎｆｉ
＊1 

基礎ボルト（原動機側軸受台） 
（ｉ＝1） 

6 
3 

2 

基礎ボルト（吸込口側軸受台） 
（ｉ＝2） 

4 
2 

2 

ケーシング取付ボルト

（ｉ＝3） 
8 

2 

4 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝4） 
4 

2 

2 

部材 
Ｓｙｉ 
 (MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 
Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ

(N・mm) 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト（原動機側軸受台） 
（ｉ＝1） 

211＊2

（40mm＜径≦100mm）

394＊2

（40mm＜径≦100mm）
211 253 軸 軸 ―  

基礎ボルト（吸込口側軸受台） 
（ｉ＝2） 

211＊2

（40mm＜径≦100mm）

394＊2

（40mm＜径≦100mm）
211 253 軸  軸 ―  

ケーシング取付ボルト
（ｉ＝3） 

211＊2

（40mm＜径≦100mm）

394＊2

（40mm＜径≦100mm）
211 253 軸直角 軸直角 1.432×106 

原動機取付ボルト 
（ｉ＝4） 

211＊2

（40mm＜径≦100mm）

394＊2

（40mm＜径≦100mm）
211 253 軸直角 軸直角 1.432×106 

Ｈｐ

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 
＊3：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度 
＊4：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

＊

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し， 
下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 
＊3：最高使用温度で算出 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト（原動機側軸受台） 

（ｉ＝1） 

基礎ボルト（吸込口側軸受台） 

（ｉ＝2） 

ケーシング取付ボルト
（ｉ＝3） 

原動機取付ボルト 
（ｉ＝4） 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト（原動機側軸受台） 

（ｉ＝1） 
SS41 

引張り σb１＝ 46 ƒｔｓ１＝158＊ σb１＝131 ƒｔｓ１＝190＊ 

せん断 τb１＝ 20 ƒｓｂ１＝122 τb１＝ 45 ƒｓｂ１＝146 

基礎ボルト（吸込口側軸受台） 

（ｉ＝2） 
SS41 

引張り σb２＝ 17 ƒｔｓ２＝158＊ σb２＝ 43 ƒｔｓ２＝190＊ 

せん断 τb２＝  5 ƒｓｂ２＝122 τb２＝ 11 ƒｓｂ２＝146 

ケーシング取付ボルト
（ｉ＝3） 

SS41 
引張り σb３＝ 30 ƒｔｓ３＝158＊ σb３＝ 88 ƒｔｓ３＝190＊ 

せん断 τb３＝ 11 ƒｓｂ３＝122 τb３＝ 25 ƒｓｂ３＝146 

原動機取付ボルト 
（ｉ＝4） 

SS41 
引張り σb４＝ 13 ƒｔｓ４＝158＊ σb４＝ 33 ƒｔｓ４＝190＊ 

せん断 τb４＝  9 ƒｓｂ４＝122 τb４＝ 20 ƒｓｂ４＝146 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]

1.4.2 動的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ファン

水平方向 1.10 2.3 

鉛直方向 0.92 1.0 

原動機 

水平方向 1.10 4.7 

鉛直方向 0.92 1.0 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
送風機振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

中央制御室送風機 
常設耐震／防止
常設／緩和 

廃棄物処理建物 
EL 22.1＊1 

―＊2 ―＊2 ― ― ＣＨ＝2.77＊3 ＣＶ＝1.58＊3 ― 50 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

１ｉ＊1

(mm)

２ｉ＊1

(mm)

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ

＊1 

基礎ボルト（原動機側軸受台） 

（ｉ＝1） 
6 

3 

2 

基礎ボルト（吸込口側軸受台） 

（ｉ＝2） 
4 

2 

2 

ケーシング取付ボルト
（ｉ＝3） 

8 
2 

4 

原動機取付ボルト 
（ｉ＝4） 

4 
2 

2 

部材 
Ｓｙｉ 
 (MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 
Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ

(N・mm) 弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト（原動機側軸受台） 

（ｉ＝1） 

211＊2

（40mm＜径≦100mm） 

394＊2

（40mm＜径≦100mm）
― 253 ― 軸 ― 

基礎ボルト（吸込口側軸受台） 

（ｉ＝2） 

211＊2

（40mm＜径≦100mm） 

394＊2

（40mm＜径≦100mm）
― 253 ― 軸 ― 

ケーシング取付ボルト
（ｉ＝3） 

211＊2

（40mm＜径≦100mm） 

394＊2

（40mm＜径≦100mm）
― 253 ― 軸直角 1.432×106 

原動機取付ボルト 
（ｉ＝4） 

211＊2

（40mm＜径≦100mm） 

394＊2

（40mm＜径≦100mm）
― 253 ― 軸直角 1.432×106 

Ｈｐ

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 
＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し， 
下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 
＊3：最高使用温度で算出

＊
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト（原動機側軸受台） 

（ｉ＝1） 

基礎ボルト（吸込口側軸受台） 

（ｉ＝2） 

ケーシング取付ボルト
（ｉ＝3） 

原動機取付ボルト 
（ｉ＝4） 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト（原動機側軸受台） 

（ｉ＝1） 
SS41 

引張り ― ― σb１＝131 ƒｔｓ１＝190＊ 

せん断 ― ― τb１＝ 45 ƒｓｂ１＝146 

基礎ボルト（吸込口側軸受台） 

（ｉ＝2） 
SS41 

引張り ― ― σb２＝ 43 ƒｔｓ２＝190＊ 

せん断 ― ― τb２＝ 11 ƒｓｂ２＝146 

ケーシング取付ボルト
（ｉ＝3） 

SS41 
引張り ― ― σb３＝ 88 ƒｔｓ３＝190＊ 

せん断 ― ― τb３＝ 25 ƒｓｂ３＝146 

原動機取付ボルト 
（ｉ＝4） 

SS41 
引張り ― ― σb４＝ 33 ƒｔｓ４＝190＊ 

せん断 ― ― τb４＝ 20 ƒｓｂ４＝146 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]

2.4.2 動的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ファン

水平方向 1.10 2.3 

鉛直方向 0.92 1.0 

原動機 

水平方向 1.10 4.7 

鉛直方向 0.92 1.0 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。



S2 補 Ⅵ-2-8-3-1-2 R0E 

1
4
 

Ｂ Ｃ 

（軸方向転倒） （軸直角方向転倒） 

Ａ～Ａ矢視図 
（基礎ボルト（原動機側軸受台））

Ｃ～Ｃ矢視図 
（ケーシング取付ボルト）

Ｄ～Ｄ矢視図 
（原動機取付ボルト）

ｍ１･g 
ｍ２･g 

１
4 

２
４
 

ｈ
4

ｈ
３
 

２３１３

原動機取付ボルト

１２２２ ２１１１

ｈ
２

ｈ
１
 

基礎ボルト
基礎ボルト

（吸込口側軸受台） （原動機側軸受台）

ケーシング取付ボルト

２１１１ １２２２
１

３
 

２
３
 

Ｂ 

2
0
0

（１ｉ≦２ｉ）

ｍ４･g 

ｍ３･g 

Ａ Ａ 

転 倒 方 向 転 倒 方 向 

Ｄ 

１４ ２４

Ｃ 

Ｄ 

２
１
 

２３１３

１４２４

Ｂ～Ｂ矢視図 
（基礎ボルト（吸込口側軸受台））


１

１
 



２
２
 

 
１

２
 

 




 
  



 

 

Ⅵ-2-8-3-1-3 中央制御室非常用再循環送風機の         

耐震性についての計算書

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
8
-3
-1
-3
 R
0 



 

 

目  次 

 

1. 概要  ·································································  1 

2. 一般事項  ·····························································  1 

2.1 構造計画  ···························································  1 

3. 構造強度評価  ·························································  3 

3.1 構造強度評価方法  ···················································  3 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 ············································  3 

3.3 計算条件  ···························································  3 

4. 機能維持評価  ·························································  8 

4.1 動的機能維持評価方法  ···············································  8 

5. 評価結果  ·····························································  9 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果  ····································  9 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果  ··································  9 

 

 

  

 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
8
-3
-1
-3
 R
0 



 

 

1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，中央制御室非常用再循環送風機が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，

動的機能を維持できることを説明するものである。 

中央制御室非常用再循環送風機は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等

対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以

下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示

す。 

なお，中央制御室非常用再循環送風機は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記

載の横形ポンプと類似の構造であるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資

料-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 
 

2. 一般事項 
2.1 構造計画 

中央制御室非常用再循環送風機の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要
概略構造図

基礎・支持構造 主体構造

ファンはベースに固定さ

れ，ベースは基礎ボルト

で基礎に据え付ける。

遠心式

（遠心直結型ファン）

（単位：mm） 

S2 補 Ⅵ-2-8-3-1-3 R0 
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基礎

ベース 



3. 構造強度評価

3.1 構造強度評価方法 

中央制御室非常用再循環送風機の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の

方法 添付資料-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算

方法に基づき行う。 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

中央制御室非常用再循環送風機の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 3－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－2 に

示す。 

3.2.2 許容応力 

中央制御室非常用再循環送風機の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

き，表 3－3のとおりとする。 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

中央制御室非常用再循環送風機の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設

の評価に用いるものを表 3－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－5 に示

す。 

3.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【中央制御室非常用再循環送風機の耐震性につい

ての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

放射線管理 

施設 
換気設備 中央制御室非常用再循環送風機 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

放射線管理 

施設 
換気設備 中央制御室非常用再循環送風機 

常設耐震／防止

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

4 
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表 3－3 許容応力（その他支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

5 
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表 3－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 
SS41＊

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 211 394 ―

ケーシング取付ボルト
SS41＊

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 211 394 ―

原動機取付ボルト 
SS41＊

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 211 394 ―

注記＊：SS400 相当 

6 
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表 3－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 
SS41＊

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 211 394 ―

ケーシング取付ボルト
SS41＊

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 211 394 ―

原動機取付ボルト 
SS41＊

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 211 394 ―

注記＊：SS400 相当 

7 
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4. 機能維持評価

4.1 動的機能維持評価方法 

中央制御室非常用再循環送風機の動的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作

成の方法 添付資料-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価

方法に基づき行う。 

 中央制御室非常用再循環送風機は地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振

動特性であるため，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。

機能確認済加速度を表 4－1 に示す。 

表 4－1 機能確認済加速度 (×9.8m/s2) 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

ファン
遠心直結型 

ファン

水平 2.3 

鉛直 1.0 

原動機 
横形ころがり 

軸受電動機 

水平 4.7 

鉛直 1.0 

8 
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

中央制御室非常用再循環送風機の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を維

持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

中央制御室非常用再循環送風機の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下

に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動

的機能を維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。

9 
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【中央制御室非常用再循環送風機の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
送風機振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

中央制御室 

非常用再循環送風機 
Ｓ 

廃棄物処理建物 

EL 25.3 

（ EL 22.1＊1，26.7＊1） 

―＊2 ―＊2 ＣＨ＝1.27＊3 ＣＶ＝0.82＊3 ＣＨ＝2.77＊4 ＣＶ＝1.64＊4 ― 50 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ  
(kg) 

ｈｉ  
(mm) 

１ｉ＊1

(mm)

２ｉ＊1

(mm)

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ  

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ

＊1 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
8 

2 

2 

ケーシング取付ボルト

（ｉ＝2） 
4 

2 

2 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
4 

2 

2 

部材 
Ｓｙｉ 

 (MPa) 

Ｓｕｉ  

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 
Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ

(N・mm) 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

211＊2

（40mm＜径≦100mm）

394＊2

（40mm＜径≦100mm） 
211 253 軸直角 軸直角 ― 

ケーシング取付ボルト

（ｉ＝2） 

211＊2

（40mm＜径≦100mm）

394＊2

（40mm＜径≦100mm） 
211 253 軸  軸  ―  

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 

211＊2

（40mm＜径≦100mm）

394＊2

（40mm＜径≦100mm） 
211 253 軸  軸  ―  

Ｈｐ

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。

＊3：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度

＊4：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度

＊

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。

＊2：周囲環境温度で算出

  ＊3：最高使用温度で算出
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力  (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

ケーシング取付ボルト

（ｉ＝2） 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力    (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SS41 

引張り σb１＝ 48 ƒｔｓ１＝158＊ σb１＝122 ƒｔｓ１＝190＊

せん断 τb１＝ 14 ƒｓｂ１＝122 τb１＝ 30 ƒｓｂ１＝146

ケーシング取付ボルト

（ｉ＝2） 
SS41 

引張り σb２＝ 16 ƒｔｓ２＝158＊ σb２＝ 40 ƒｔｓ２＝190＊

せん断 τb２＝  9 ƒｓｂ２＝122 τb２＝ 18 ƒｓｂ２＝146

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
SS41 

引張り σb３＝  9 ƒｔｓ３＝158＊ σb３＝ 22 ƒｔｓ３＝190＊

せん断 τb３＝  6 ƒｓｂ３＝122 τb３＝ 12 ƒｓｂ３＝146

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]

1.4.2 動的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ファン

水平方向 1.21 2.3 

鉛直方向 0.96 1.0 

原動機 

水平方向 1.21 4.7 

鉛直方向 0.96 1.0 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
送風機振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

中央制御室 

非常用再循環送風機 

常設耐震／防止

常設／緩和 

廃棄物処理建物 

EL 25.3 

（ EL 22.1＊1，26.7＊1） 

―＊2 ―＊2 ― ― ＣＨ＝2.77＊3 ＣＶ＝1.64＊3 ― 50 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ  
(kg) 

ｈｉ  
(mm) 

１ｉ＊1

(mm)

２ｉ＊1

(mm)

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ  

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ

＊1 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
8 

2 

2 

ケーシング取付ボルト

（ｉ＝2） 
4 

2 

2 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
4 

2 

2 

部材 
Ｓｙｉ 

 (MPa) 

Ｓｕｉ  

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 
Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ

(N・mm) 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

211＊2

（40mm＜径≦100mm）

394＊2

（40mm＜径≦100mm）
― 253 ― 軸直角 ― 

ケーシング取付ボルト

（ｉ＝2） 

211＊2

（40mm＜径≦100mm）

394＊2

（40mm＜径≦100mm）
― 253 ― 軸  ―  

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 

211＊2

（40mm＜径≦100mm）

394＊2

（40mm＜径≦100mm）
― 253 ― 軸  ―  

Ｈｐ

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。

＊2：周囲環境温度で算出

  ＊3：最高使用温度で算出

＊

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力  (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

ケーシング取付ボルト

（ｉ＝2） 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 

2.4 結論

2.4.1 ボルトの応力    (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SS41 

引張り ― ― σb１＝122 ƒｔｓ１＝190＊

せん断 ― ― τb１＝ 30 ƒｓｂ１＝146

ケーシング取付ボルト

（ｉ＝2） 
SS41 

引張り ― ― σb２＝ 40 ƒｔｓ２＝190＊

せん断 ― ― τb２＝ 18 ƒｓｂ２＝146

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
SS41 

引張り ― ― σb３＝ 22 ƒｔｓ３＝190＊

せん断 ― ― τb３＝ 12 ƒｓｂ３＝146

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]

2.4.2 動的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ファン

水平方向 1.21 2.3 

鉛直方向 0.96 1.0 

原動機 

水平方向 1.21 4.7 

鉛直方向 0.96 1.0 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

中央制御室非常用再循環処理装置フィルタが設計用地震力に対して十分な構造強度を有している

ことを説明するものである。 

中央制御室非常用再循環処理装置フィルタは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，

重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類

される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

中央制御室非常用再循環処理装置フィルタの構造計画を表 2－1 に示す。 



S2 補 Ⅵ-2-8-3-1-4 R0 

2 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

中央制御室非常用再

循環処理装置フィル

タは基礎ボルトで基

礎に据え付ける。 

形鋼骨組及び鋼板

外板による溶接構

造 

（単位：mm） 

基礎ボルト

基礎
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2.2 評価方針 

中央制御室非常用再循環処理装置フィルタの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す中央

制御室非常用再循環処理装置フィルタの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所にお

いて，「4. 固有周期」にて算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内

に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を

「6. 評価結果」に示す。 

中央制御室非常用再循環処理装置フィルタの耐震評価フローを図 2－1 に示す。

図 2－1 中央制御室非常用再循環処理装置フィルタの耐震評価フロー

計算モデルの設定

地震時における応力

設計用地震力

理論式による固有周期

中央制御室非常用 

再循環処理装置フィルタの

構造強度評価
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ 

Ａｅ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ

Ｅ 

Ｆ

Ｆ

Ｆｂ

ƒｓｂ

ƒｔｏ 
ƒｔｓ

Ｇ 

g

ｈ

Ｉ 

ＫＨ 

ＫＶ

１ 

２

ｍ

ｎ 

ｎf

Ｑｂ

Ｓｕ

Ｓｙ 

Ｓｙ(ＲＴ)

ＴＨ 

ＴＶ 

π

σｂ 

τｂ

ボルトの軸断面積 

有効せん断断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

ボルトの呼び径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値

設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 

ボルトに作用する引張力（1 本当たり） 

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 

せん断弾性係数 

重力加速度（＝9.80665） 

据付面から重心までの距離 

断面二次モーメント 

水平方向ばね定数 

鉛直方向ばね定数 

重心とボルト間の水平方向距離＊ 

重心とボルト間の水平方向距離＊ 

運転時質量 

ボルトの本数 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

ボルトに作用するせん断力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 

40℃における値 

水平方向固有周期 

鉛直方向固有周期 

円周率 

ボルトに生じる引張応力 

ボルトに生じるせん断応力 

mm2

mm2

― 

― 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

MPa

MPa

MPa

MPa 

m/s2

mm 

mm4 

N/m 

N/m 

mm 

mm 

kg 

― 

― 

N 

MPa

MPa

MPa

s 

s 

― 

MPa

MPa 

注記＊：１≦２ 

＊
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりである。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

断面二次モーメント mm4 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及 

び降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位 

までの値とする。 
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3. 評価部位

中央制御室非常用再循環処理装置フィルタの耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条

件に基づき，耐震評価上厳しくなる基礎ボルトについて実施する。中央制御室非常用再循環処理

装置フィルタの耐震評価部位については，表2－1の概略構造図に示す。 
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4. 固有周期

4.1 固有周期の計算方法 

中央制御室非常用再循環処理装置フィルタの固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 計算モデル

a. 中央制御室非常用再循環処理装置フィルタの質量は重心に集中するものとする。

b. 中央制御室非常用再循環処理装置フィルタは据付台床上にあり，据付台床は基礎ボルト

で基礎に固定されており，固定端とする。 

c. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

中央制御室非常用再循環処理装置フィルタは，図 4－1 に示す下端固定の 1 質点系振動モ

デルとして考える。

図 4－1 固有周期の計算モデル 

(2) 水平方向固有周期

曲げ及びせん断変形によるばね定数ＫＨは次式で求める。

ＫＨ＝
1000

ｈ3

3・Ｅ・Ｉ
＋

ｈ

Ｇ・Ａe

したがって，固有周期ＴＨは次式で求める。

ＴＨ＝2・π・
ｍ

ＫＨ
 

ｍ 

ｈ
 

・・・・・・・・・・・・・・（4.1.1） 

・・・・・・・・・・・・・・（4.1.2） 
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(3) 鉛直方向固有周期

軸方向変形によるばね定数ＫＶは次式で求める。

ＫＶ＝
1000

ｈ

Ｅ・Ａe

したがって，固有周期ＴＶは次式で求める。

ＴＶ＝2・π・
ｍ

ＫＶ

4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【中央制御室非常用再循環処理装置フィル

タの耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。

4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4－1 に示す。計算の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛構造

であることを確認した。 

表 4－1 固有周期 （単位：s） 

水平 

鉛直 

・・・・・・・・・・・・・・（4.1.3） 

・・・・・・・・・・・・・・（4.1.4） 
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

 4.1(1)項 a.～c.のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は中央制御室非常用再循環処理装置フィルタに対して水平方向及び鉛直方向から作

用するものとする。 

(2) 転倒方向は図5－1，図5－2における短辺方向及び長辺方向について検討し，計算書には計

算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

中央制御室非常用再循環処理装置フィルタの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計

基準対象施設の評価に用いるものを表 5－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを

表 5－2 に示す。

5.2.2 許容応力 

中央制御室非常用再循環処理装置フィルタの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に基づき表 5－3 のとおりとする。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

中央制御室非常用再循環処理装置フィルタの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基

準対象施設の評価に用いるものを表 5－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表

5－5 に示す。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

放射線管理

施設 
換気設備 

中央制御室非常用 

再循環処理装置 

フィルタ

Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

放射線管理

施設 
換気設備 

中央制御室非常用 

再循環処理装置 

フィルタ

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊1
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表 5－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊
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表 5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 
SS41＊

（40mm<径≦100mm） 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

注記＊：SS400 相当 

表 5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 
SS41＊

（40mm<径≦100mm） 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

注記＊：SS400 相当 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表5－6及び表5－7に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

廃棄物 
処理建物 
EL 25.3

（EL 22.1＊1，26.7＊1）

ＣＨ＝1.27＊2 ＣＶ＝0.82＊2 ＣＨ＝2.77＊3 ＣＶ＝1.64＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを

上回る設計震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

廃棄物 
処理建物 
EL 25.3

（EL 22.1＊1，26.7＊1）

― ― ＣＨ＝2.77＊2 ＣＶ＝1.64＊2

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

ボルトの応力は地震による震度により作用するモーメントによって生じる引張力とせ

ん断力について計算する。 

図 5－1(1) 計算モデル（短辺方向転倒－1 (1－ＣＶ)≧0の場合） 

 

図 5－1(2) 計算モデル（短辺方向転倒－2 (1－ＣＶ)＜0の場合） 

Ａ～Ａ矢視図

ｈ

１ ２

（１≦２）

Ａ Ａ

引張りを受ける 

ボルト列

転倒支点となる 

ボルト列

転倒支点

転倒方向

ｍ・ＣＨ・g

ｍ・(１－ＣＶ)・g

１ ２

Ａ～Ａ矢視図

ｈ

１ ２

（１≦２）

Ａ Ａ

引張りを受ける 

ボルト列

転倒支点となる 

ボルト列

転倒支点

転倒方向

ｍ・ＣＨ・g

ｍ・(ＣＶ－１)・g

１ ２
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図 5－2(1) 計算モデル（長辺方向転倒－1 (1－ＣＶ)≧0の場合） 

図 5－2(2) 計算モデル（長辺方向転倒－2 (1－ＣＶ)＜0の場合） 

転倒支点となる 

ボルト列

(１≦２)

Ａ Ａ

ｈ

転倒方向

ｍ・(１－ＣＶ)・g 

ｍ・ＣＨ・g

転倒支点

引張りを受ける 

ボルト列

Ａ～Ａ矢視図

引張りを受ける 

ボルト列

１ ２
１ ２

転倒支点となる 

ボルト列

１ ２

(１≦２)

Ａ Ａ

ｈ

転倒方向

ｍ・(ＣＶ－１)・g 
ｍ・ＣＨ・g

転倒支点

Ａ～Ａ矢視図

１ ２
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(1) 引張応力

ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 5－1及び図 5－2で最外列のボルト

を支点とする転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

(１－ＣＶ)≧0 のとき 

 ＣＨ・ｍ・g・ｈ－(１－ＣＶ)・ｍ・g・1 

ｎｆ・（１＋２） 

・・・・（5.4.1.1）

(１－ＣＶ)＜0 のとき 

 ＣＨ・ｍ・g・ｈ－(１－ＣＶ)・ｍ・g・ 2 

ｎｆ・（１＋２） 

・・・・（5.4.1.2）

引張応力 

Ｆｂ 

Ａｂ

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わない。 

(2) せん断応力

ボルトに対するせん断力はボルト全本数で受けるものとして計算する。

せん断力 

Ｑｂ＝ ＣＨ・ｍ・g ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.5） 

せん断応力 

Ｑｂ 

ｎ・Ａｂ 

Ｆｂ＝ 

σｂ＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.3）

τｂ＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.6）

Ａｂ＝ ・ｄ２
・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.4）

Ｆｂ＝ 
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5.5 計算条件 

 5.5.1 ボルトの応力計算条件 

ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【中央制御室非常用再循環処理装置

フィルタの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。

5.6 応力の評価 

5.6.1 ボルトの応力評価 

5.4 項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓ以下であるこ

と。ただし，ƒｔｏは下表による。

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ····················· （5.6.1.1）

せん断応力τｂはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下であること。

ただし，ƒｓｂは下表による。

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度による

荷重との組合せの場合

基準地震動Ｓｓ

による荷重との

組合せの場合

許容引張応力

ƒｔｏ

・1.5
2

Ｆ
・1.5
2

Ｆ

許容せん断応力

ƒｓｂ

・1.5
31.5・

Ｆ
・1.5
31.5・

Ｆ

＊

＊ 
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

中央制御室非常用再循環処理装置フィルタの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下

に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有してい

ることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

中央制御室非常用再循環処理装置フィルタの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価

結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度

を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【中央制御室非常用再循環処理装置フィルタの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 
耐震重要度 

分類 

据付場所及び 

床面高さ（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

中央制御室 

非常用再循環 

処理装置 

フィルタ

Ｓ 

廃棄物処理建物 

EL  25.3

（EL 22.1＊1，26.7＊1） 

ＣＨ＝1.27＊2 Ｃｖ＝0.82＊2 ＣＨ＝2.77＊3 Ｃｖ＝1.64＊3 － 50

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

1.2 機器要目 

部材 
ｍ 

(kg) 

h 

(mm) 

d

(mm) 

１＊1

(mm) 
２＊1

(mm) 
ｎ ｎｆ 

基礎ボルト 18 
3 

6 

部材 
Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
211＊2 

（40mm＜径≦100mm）

394＊2

（40mm＜径≦100mm）
211 253 長辺 長辺 

Ｅ(MPa) Ｇ(MPa) Ｉ(mm4) Ａｅ(mm2) 

注記＊1：ボルトにおける上段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

1.4 結論 

1.4.1 固有周期    （単位：ｓ） 

方向 固有周期 

水 平 方 向 

鉛 直 方 向 

1.4.2 ボルトの応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS41 

引張り σｂ＝19 ƒｔｓ＝158＊ σｂ＝125 ƒｔｓ＝147＊

せん断 τｂ＝35 ƒｓｂ＝122 τｂ＝75 ƒｓｂ＝146

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝ Min[1.4・ƒｔｏ－ 1.6・τｂ， ƒｔｏ]
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機器名称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

中央制御室 

非常用再循環 

処理装置 

フィルタ

常設耐震／防止 

常設／緩和 

廃棄物処理建物 

EL  25.3

（EL 22.1＊1，26.7＊1）

－ － ＣＨ＝2.77＊2 Ｃｖ＝1.64＊2 － 50

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

2.2 機器要目 

部材 
ｍ 

(kg) 

h 

(mm) 

d

(mm) 

１＊1

(mm) 
２＊1

(mm) 
ｎ ｎｆ 

基礎ボルト 18 
3 

6 

部材 
Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
211＊2 

(40mm＜径≦100mm) 

394＊2 

(40mm＜径≦100mm) 
－ 253 － 長辺 

Ｅ(MPa) Ｇ(MPa) Ｉ(mm4) Ａｅ(mm2) 

注記＊1：ボルトにおける上段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 

＊
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

2.4 結論 

2.4.1 固有周期 （単位：ｓ） 

方向 固有周期 

水 平 方 向 

鉛 直 方 向 

2.4.2 ボルトの応力     (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS41 

引張り － － σｂ＝125 ƒｔｓ＝147＊

せん断 － － τｂ＝75 ƒｓｂ＝146

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝ Min[1.4・ƒｔｏ－ 1.6・τｂ， ƒｔｏ]
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転倒方向

基礎ボルト
(１≦２)

２

Ａ Ａ

１

ｍ・g

ｈ

Ａ～Ａ矢視図

（長辺方向転倒）

 １
 ２

長辺方向

短
辺
方
向
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及びⅥ-2-1-9「機能維

持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，機器搬入口が設計用地震力に

対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

機器搬入口は設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備においては

常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基準対象

施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，新規制対応工認対象となる設計用地震力及び重大事故等時に対

する評価について記載するものとし，前述の荷重を除く荷重による機器搬入口の評価は，昭和

59 年 9 月 17 日付け 59資庁第 8283 号にて認可された工事計画の添付書類（参照図書(1)）によ

る（以下「既工認」という。）。 

 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

機器搬入口の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

機器搬入口はドライウェル

に支持される。 

機器搬入口の水平方向地震

荷重はシヤラグ及びドライウ

ェル下部より原子炉建物を介

して原子炉建物基礎スラブに

伝達され，鉛直方向地震荷重

はドライウェル下部より原子

炉建物を介して原子炉建物基

礎スラブに伝達される。 

内径 mm，板厚 mm，

長さ ㎜の円筒胴，板厚

mmの鏡板及びフランジで

構成される鋼製構造物であ

る。 

 

 

（単位：mm） 

機器搬入口 拡大図 

鏡板 

円筒胴 

フランジ

機器搬入口 

原子炉建物基礎スラブ 

原子炉建物 

シヤラグ

ドライウェル 
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2.2 評価方針 

機器搬入口の応力評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及びⅥ-

2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，

「3. 評価部位」にて設定する箇所に作用する設計用地震力による応力等が許容限界内に収

まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を

「6. 評価結果」に示す。 

機器搬入口の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 機器搬入口の耐震評価フロー 

2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）

計算モデルの設定 

設計用地震力 

地震時における応力 

応力解析又は理論式による応力計算 

機器搬入口の構造強度評価 

理論式による固有値の算出 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

Ｃｉ 地震層せん断力係数 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄ 死荷重 ― 

ｄ１ 直径 mm 

 Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｋｅ 弾塑性解析に用いる繰返しピーク応力強さの補正係数 ― 

ｉ 長さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

Ｍ 機械的荷重 ― 

ＭＬ 地震と組み合わせる機械的荷重 ― 

ＭＳＡＬ 機械的荷重（ＳＡ後長期機械的荷重） ― 

ＭＳＡＬＬ 機械的荷重（ＳＡ後長々期機械的荷重） ― 

Ｎａ 地震時の許容繰返し回数 ― 

Ｎｃ 地震時の実際の繰返し回数 ― 

Ｐ 圧力 ― 

ＰＬ 地震と組み合わせる圧力 ― 

ＰＳＡＬ 圧力（ＳＡ後長期圧力） ―，kPa 

ＰＳＡＬＬ 圧力（ＳＡ後長々期圧力） ―，kPa 

Ｒｈ 半径 mm 

Ｒｉ 半径 mm 

Ｓ 許容引張応力 MPa 

Ｓｄ 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力 ― 

Ｓｄ* 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 ― 

Ｓ 繰返しピーク応力強さ MPa 

Ｓ′ 補正繰返しピーク応力強さ MPa 

Ｓｍ 設計応力強さ MPa 

Ｓｎ 地震動による応力振幅 MPa 

Ｓｐ 地震荷重のみにおける一次＋二次＋ピーク応力の応力差範囲 MPa 

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 ― 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 40℃における設計降伏点 MPa 

ｔｉ 厚さ（ｉ＝1，2，3） mm 

ＴＳＡＬ 温度（ＳＡ後長期温度） ℃ 

ＴＳＡＬＬ 温度（ＳＡ後長々期温度） ℃ 

Ｗ 荷重 ― 
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3. 評価部位

機器搬入口の形状及び主要寸法を図 3－1に，使用材料及び使用部位を表 3－1に示す。

注記＊：Ｗ（死荷重又は活荷重）の作用点を示す。 

①フランジ ②鏡板 ③ブラケット ④スイングボルト

⑤ピン ⑥ブラケット ⑦円筒胴 ⑧補強板

ｄ１＝ ｔ１＝ ｔ２＝ ｔ３＝ １＝

 ２＝ ３＝ ４＝ Ｒｉ＝11400 Ｒｈ＝3600 

（単位：mm） 

図 3－1 機器搬入口の形状及び主要寸法 

① ② ⑧ ⑦⑤ ⑥ ③ ④ 

２

ｔ３ Ｗ 

Ｒｉ 

３

１

ｄ
１
 

ｔ
１
 ｔ２ 

４

＊
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表 3－1 使用材料表 

 

使用部位 使用材料 備考 

フランジ SGV49 SGV480 相当 

鏡板 SGV49 SGV480 相当 

円筒胴 SGV49 SGV480 相当 

補強板 SPV50 SPV490 相当 

ブラケット SGV49 SGV480 相当 

スイングボルト SNCM439 ― 

ピン SNCM439 ― 
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4. 固有周期

(1) 設計基準対象施設としての固有周期

設計基準対象施設としての固有周期を表 4－1 に示す。水平方向（軸）及び水平方向（軸直

角）に対し，固有周期は 0.05 秒を超えており，柔構造であることを確認した。また，鉛直方

向（軸直角）に対し，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛構造であることを確認した。 

表 4－1 固有周期（設計基準対象施設） 

卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向（軸） 

水平方向（軸直角） 

鉛直方向（軸直角） 

(2) 重大事故等対処設備としての固有周期

重大事故等対処設備としての固有周期を表 4－2 に示す。水平方向（軸）及び水平方向（軸

直角）に対し，固有周期は 0.05 秒を超えており，柔構造であることを確認した。また，鉛直

方向（軸直角）に対し，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛構造であることを確認した。 

表 4－2 固有周期（重大事故等対処設備） 

卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向（軸） 

水平方向（軸直角） 

鉛直方向（軸直角） 
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

(1) 機器搬入口の水平方向地震荷重はシヤラグ及びドライウェル下部より原子炉建物を介し

て原子炉建物基礎スラブに伝達され，鉛直方向地震荷重はドライウェル下部より原子炉建

物を介して原子炉建物基礎スラブに伝達される。 

 機器搬入口の耐震評価として，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」により

求めた地震力及びⅥ-2-2-1「炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉本

体の基礎の地震応答計算書」において計算された荷重を用いて，既工認の手法に従い構造

強度評価を行う。 

(2) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。

(3) 概略構造図を表 2－1に示す。

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

機器搬入口の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基準対象施設の評価に用い

るものを表 5－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－2に示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

5.2.2 許容応力 

機器搬入口の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 5－3 に示すと

おりとする。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

機器搬入口の使用材料の許容応力評価条件のうち，設計基準対象施設の評価に用いる

ものを表 5－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－5に示す。 
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表5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1 許容応力状態 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 
機器搬入口 Ｓ 

クラスＭＣ

容器

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* 

(10) 

(11) 

(14) 

(16) 

ⅢＡＳ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

(12) 

(13) 

(15) 

ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*＊2 (17) ⅣＡＳ 

注記＊1：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－2の荷重の組合せのNo.を示す。 

 ＊2：原子炉格納容器は冷却材喪失事故後の最終障壁となることから，構造全体としての安全裕度を確認する意味で，冷却材喪失事故後の最 

大内圧との組合せを考慮する。 
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表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊2 

許容応力 

状態＊3 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 
機器搬入口 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ＊4 (Ⅴ（Ｌ）-1) ⅤＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ (Ⅴ（ＬＬ）-1) ⅤＡＳ 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－3の荷重の組合せのNo.を示す。 

＊3：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 

＊4：重大事故等後の最高内圧と最高温度との組合せを考慮する。 
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表5－3 クラスＭＣ容器の許容応力 

応力分類 

許容 

応力状態 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ

Ｓｙと0.6・Ｓｕの小さい方。ただし，オーステナイト系ス

テンレス鋼及び高ニッケル合金については1.2・Ｓとす

る。 

左欄の 

1.5倍の値＊1 
3・Ｓ＊2 

Ｓｄ又はＳｓ地

震動のみによる

応力振幅につい

て評価する。 

＊3，＊4

Ｓｄ又はＳｓ地震

動のみによる疲労

解析を行い，運転

状態Ⅰ，Ⅱにおけ

る疲労累積係数と

の和が1.0以下で

あること。

ⅣＡＳ

構造上の連続な部分は0.6・Ｓｕ，不連続な部分はＳｙと

0.6・Ｓｕの小さい方。ただし，オーステナイト系ステン

レス鋼及び高ニッケル合金については，構造上の連続な部

分は2・Ｓと0.6・Ｓｕの小さい方，不連続な部分は1.2・

Ｓとする。 

左欄の 

1.5倍の値＊1 

ⅤＡＳ＊5 

注記＊1：設計・建設規格 PVB-3111に準じる場合は，純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比又は1.5のいずれか小さい方の値 

(α)を用いる。 

＊2：3・Ｓを超えるときは弾塑性解析を行うこと。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。また，ＳｍはＳと読み替

える。）の簡易弾塑性解析を用いることができる。 

＊3：設計・建設規格 PVB-3140(6)を満たすときは疲労解析不要。 

ただし，PVB-3140(6)の「応力の全振幅」は「Ｓｄ又はＳｓ地震動による応力の全振幅」と読み替える。 

＊4：運転状態Ⅰ，Ⅱにおいて，疲労解析を要しない場合は，地震動のみによる疲労累積係数が1.0以下であること。 

＊5：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

機器搬入口 

SGV49＊1 周囲環境温度 171 131 229 423 ― 

SPV50＊2 周囲環境温度 171 167 429 550 ― 

注記＊1：SGV480 相当 

 ＊2：SPV490 相当 

表5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

機器搬入口 

SGV49＊1 

周囲環境温度 200＊2 131 226 422 ― 

周囲環境温度 70＊3 131 248 453 ― 

SPV50＊4 

周囲環境温度 200＊2 167 417 545 ― 

周囲環境温度 70＊3 167 478 581 ― 

注記＊1：SGV480 相当 

＊2：ＳＡ後長期温度 

＊3：ＳＡ後長々期温度 

＊4：SPV490 相当
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5.2.4 設計荷重 

(1) 設計基準対象施設としての設計荷重

設計基準対象施設としての設計荷重である，圧力，最高使用温度，死荷重及び活荷重

は，既工認からの変更はなく，次のとおりである。 

a. 圧力及び最高使用温度

内圧（冷却材喪失事故後の最大内圧） 327 kPa

外圧   14 kPa 

温度（最高使用温度） 171 ℃ 

b. 死荷重

(a) 機器搬入口の自重  N 

(b) ドライウェルの自重

機器搬入口より上部のドライウェルの自重及び付加物の重量を死荷重とする。

c. 活荷重

(a) 床に加わる荷重  N 

(b) ドライウェルの荷重

機器搬入口より上部の活荷重を考慮する。

(2) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度

重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度は，以下のとおりとする。

内圧ＰＳＡＬ 660 kPa（ＳＡ後長期） 

内圧ＰＳＡＬＬ 380 kPa（ＳＡ後長々期） 

温度ＴＳＡＬ 200 ℃（ＳＡ後長期） 

温度ＴＳＡＬＬ  70 ℃（ＳＡ後長々期） 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－6～表 5－11 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-

7「設計用床応答スペクトルの作成方針」により求めた地震力を上回る地震力を設定する。減

衰定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

また，ドライウェルの機器搬入口設置位置に作用する地震荷重は，Ⅵ-2-2-1「炉心，原子

炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉本体の基礎の地震応答計算書」により求めた

地震荷重を上回る荷重を設定する。 

(1) 設計基準対象施設としての設計用地震力

a. 機器搬入口

設計基準対象施設として機器搬入口の応力計算に用いる設計用地震力を表 5－6 に示す。

ここで，機器搬入口の評価においては，表 5－6 に記載の設計震度を上回る震度を用いて

評価を実施する。 

b. ドライウェル

設計基準対象施設として機器搬入口の応力計算に用いる，ドライウェルの鉛直荷重及

び鉛直方向地震荷重を表 5－8に，水平方向地震荷重を表 5－9に示す。 

(2) 重大事故等対処設備としての設計用地震力

a. 機器搬入口

重大事故等対処設備として機器搬入口の応力計算に用いる設計用地震力を表 5－7 に示

す。ここで，機器搬入口の評価においては，表 5－7 に記載の設計震度を上回る震度を用

いて評価を実施する。 

b. ドライウェル

重大事故等対処設備として機器搬入口の応力計算に用いる，ドライウェルの鉛直荷重

及び鉛直方向地震荷重を表 5－10 に，水平方向地震荷重を表 5－11 に示す。 
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表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 減衰定数(％) 

水平方向 鉛直方向 

＊1，＊2 

水平方向 

設計震度 

ＣＨ 

＊1 

鉛直方向 

設計震度 

ＣＶ 

＊2，＊3 

水平方向 

設計震度 

ＣＨ 

＊3 

鉛直方向 

設計震度 

ＣＶ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

Ｘ方向＊4 Ｙ方向＊4 Ｚ方向＊4 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 

原子炉 

格納容器 

EL

2.34 2.34 ― 4.41 4.41 ― 

1.0＊5 ― 0.53 0.53 0.41 0.99 0.99 0.76 

0.63 0.63 0.24 ― ― ― 

注記＊1：上段は設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又はこれを上回る設計用床応答スペクトルより得られる震度，中段は設計

用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又はこれを上回る設計震度，下段は静的震度（3.0・Ｃｉ及び 1.0・ＣＶ）を示す。 

＊2：Ｘ方向とＹ方向の最大震度を示す。 

＊3：上段は設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計用床応答スペクトルより得られる震度，中段は設計用震度

Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度を示す。 

＊4：機器搬入口に対し，Ｘ方向は軸方向，Ｙ方向及びＺ方向は軸直角方向を示す。 

＊5：溶接構造物に適用される減衰定数の値。 
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表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ＊1 基準地震動Ｓｓ 減衰定数(％) 

水平方向 鉛直方向 

＊2，＊3 

水平方向 

設計震度 

ＣＨ 

＊2 

鉛直方向 

設計震度 

ＣＶ 

＊3，＊4 

水平方向 

設計震度 

ＣＨ 

＊4 

鉛直方向 

設計震度 

ＣＶ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

Ｘ方向＊5 Ｙ方向＊5 Ｚ方向＊5 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 

原子炉 

格納容器 

EL

2.34 2.34 ― 4.41 4.41 ― 

1.0＊6 ― 0.53 0.53 0.41 0.99 0.99 0.76 

0.63 0.63 0.24 ― ― ― 

注記＊1：重大事故等対処設備の評価に対し，弾性設計用地震動Ｓｄに加えて静的震度を考慮する。 

＊2：上段は設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又はこれを上回る設計用床応答スペクトルより得られる震度，中段は設計

用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又はこれを上回る設計震度，下段は静的震度（3.0・Ｃｉ及び 1.0・ＣＶ）を示す。 

＊3：Ｘ方向とＹ方向の最大震度を示す。 

＊4：上段は設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計用床応答スペクトルより得られる震度，中段は設計用震度

Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度を示す。 

＊5：機器搬入口に対し，Ｘ方向は軸方向，Ｙ方向及びＺ方向は軸直角方向を示す。 

＊6：溶接構造物に適用される減衰定数の値。 
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表 5－8 鉛直荷重及び鉛直方向地震荷重（設計基準対象施設） 

（単位：N） 

通常運転時 燃料交換時 

鉛直荷重 
地震荷重 

鉛直荷重 
地震荷重 

Ｓｄ* Ｓｓ Ｓｄ* Ｓｓ 

表 5－9 水平方向地震荷重（設計基準対象施設） 

弾性設計用地震動Ｓｄ* 

による地震荷重 

基準地震動Ｓｓ 

による地震荷重 

せん断力 

(N) 

モーメント

(N･mm)

せん断力 

(N) 

モーメント

(N･mm)

2.690×107 3.460×1011 6.100×107 7.580×1011 

表 5－10 鉛直荷重及び鉛直方向地震荷重（重大事故等対処設備） 

（単位：N） 

鉛直荷重 地震荷重 

Ｓｄ* Ｓｓ 

表 5－11 水平方向地震荷重（重大事故等対処設備） 

弾性設計用地震動Ｓｄ* 

による地震荷重 

基準地震動Ｓｓ 

による地震荷重 

せん断力 

(N) 

モーメント

(N･mm)

せん断力 

(N) 

モーメント

(N･mm)

2.690×107 3.460×1011 6.100×107 7.580×1011 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力評価方法 

機器搬入口の応力評価点は，機器搬入口を構成する部材の形状及び荷重伝達経路を考

慮し，発生応力が大きくなる部位を選定する。選定した応力評価点を表 5－12 及び図 5－

1に示す。 

応力計算方法は既工認から変更はなく，参照図書(1)に示すとおりである。 

評価の概要を以下に示す。 

応力評価点Ｐ８及びＰ９は既工認の各荷重による応力を比倍（圧力比，荷重比等）し

評価する。 

表 5－12 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１＊ 鏡板中央部 

Ｐ２＊ フランジ

Ｐ３＊ ブラケットとフランジとの結合部 

Ｐ４＊ ブラケットと円筒胴との結合部 

Ｐ５＊ ピン取付部 

Ｐ６＊ スイングボルト

Ｐ７＊ ピン 

Ｐ８ 
機器搬入口円筒胴 

（Ｐ８－Ａ～Ｐ８－Ｃ） 

Ｐ９ 
機器搬入口本体と補強板との結合部 

（Ｐ９－Ａ～Ｐ９－Ｃ） 

注記＊：Ｐ１～Ｐ７については，地震荷重は荷重値が小さく 

無視できるため，評価を行わない。 
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図 5－1 機器搬入口の応力評価点 

：応力評価点 

Ｂ 

Ｂ 
Ａ 

Ａ部詳細 Ｂ－Ｂ矢視 

Ｐ２

Ｐ１

Ｐ９
Ａ

Ｐ８
Ａ

Ｐ８
Ｂ

Ｐ９
Ｂ

Ｐ８
Ｃ

Ｐ９
Ｃ

Ｐ８
Ａ

Ｐ９
Ａ

Ｐ３ Ｐ６ Ｐ４Ｐ７Ｐ５ 



20 

S
2
 
補

 Ⅵ
-
2-
9
-
2-
6
 
R0
 

5.5 計算条件 

応力計算に用いる荷重を，「5.2 荷重の組合せ及び許容応力」及び「5.3 設計用地震力」

に示す。 

5.6 応力の評価 

「5.4 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。ただし，一次＋二次応力が許

容値を満足しない場合は，設計・建設規格 PVB-3300 に基づいて疲労評価を行い，疲労累積

係数が 1.0 以下であること。 
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

機器搬入口の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を

満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を表 6－1及び表 6－2 に示す。

表中の「荷重の組合せ」欄には，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

における表 5－2の荷重の組合せの No.を記載する。 

なお，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」の 5.3 項にて，設計・建

設規格 PVB-3140(6)を満たすことを確認しているため，一次＋二次＋ピーク応力強さの評

価は不要である。 

(2) 疲労評価結果

疲労評価結果を表 6－3に示す。
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表 6－1 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

機器搬入口 

Ｐ８－Ａ 機器搬入口円筒胴 

一次一般膜応力 5 229 ○ (11)

一次膜応力＋一次曲げ応力 5 344 ○ (11)

一次＋二次応力 8 393 ○ (11)

Ｐ８－Ｂ 機器搬入口円筒胴 

一次一般膜応力 5 229 ○ (11)

一次膜応力＋一次曲げ応力 5 344 ○ (11)

一次＋二次応力 8 393 ○ (11)

Ｐ８－Ｃ 機器搬入口円筒胴 

一次一般膜応力 8 229 ○ (11)

一次膜応力＋一次曲げ応力 8 344 ○ (11)

一次＋二次応力 16 393 ○ (11)

Ｐ９－Ａ 
機器搬入口本体と補強板との

結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 61 495 ○ (11)

一次＋二次応力 244 501 ○ (11)

Ｐ９－Ｂ 
機器搬入口本体と補強板との

結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 52 495 ○ (11)

一次＋二次応力 216 501 ○ (11)

Ｐ９－Ｃ 
機器搬入口本体と補強板との

結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 72 495 ○ (11)

一次＋二次応力 350 501 ○ (11)
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表 6－2(1) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ） 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

機器搬入口 

Ｐ８－Ａ 機器搬入口円筒胴 

一次一般膜応力 7 253 ○ (13)

一次膜応力＋一次曲げ応力 7 380 ○ (13)

一次＋二次応力 12 393 ○ (13)

Ｐ８－Ｂ 機器搬入口円筒胴 

一次一般膜応力 7 253 ○ (13)

一次膜応力＋一次曲げ応力 7 380 ○ (13)

一次＋二次応力 12 393 ○ (13)

Ｐ８－Ｃ 機器搬入口円筒胴 

一次一般膜応力 12 253 ○ (13)

一次膜応力＋一次曲げ応力 12 380 ○ (13)

一次＋二次応力 24 393 ○ (13)

Ｐ９－Ａ 
機器搬入口本体と補強板との

結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 118 495 ○ (13)

一次＋二次応力 463 501 ○ (13)

Ｐ９－Ｂ 
機器搬入口本体と補強板との

結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 101 495 ○ (13)

一次＋二次応力 418 501 ○ (13)

Ｐ９－Ｃ 
機器搬入口本体と補強板との

結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 135 495 ○ (13)

一次＋二次応力 671 501 ×＊ 
(13) 

疲労評価 0.838 1.0 ○ 単位なし 

注記＊：Ｐ９－Ｃの一次＋二次応力評価は許容値を満足しないが，設計・建設規格 PVB-3300 に基づいて疲労評価を行い，十分な構造強度を有し 

ていることを確認した。 
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表 6－2(2) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

機器搬入口 

Ｐ８－Ａ 機器搬入口円筒胴 

一次一般膜応力 7 253 ○ (17)

一次膜応力＋一次曲げ応力 7 380 ○ (17)

一次＋二次応力 4 393 ○ (17)

Ｐ８－Ｂ 機器搬入口円筒胴 

一次一般膜応力 7 253 ○ (17)

一次膜応力＋一次曲げ応力 7 380 ○ (17)

一次＋二次応力 4 393 ○ (17)

Ｐ８－Ｃ 機器搬入口円筒胴 

一次一般膜応力 8 253 ○ (17)

一次膜応力＋一次曲げ応力 8 380 ○ (17)

一次＋二次応力 8 393 ○ (17)

Ｐ９－Ａ 
機器搬入口本体と補強板との

結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 131 495 ○ (17)

一次＋二次応力 118 501 ○ (17)

Ｐ９－Ｂ 
機器搬入口本体と補強板との

結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 128 495 ○ (17)

一次＋二次応力 102 501 ○ (17)

Ｐ９－Ｃ 
機器搬入口本体と補強板との

結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 126 495 ○ (17)

一次＋二次応力 146 501 ○ (17)
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表 6－3 許容応力状態ⅣＡＳに対する疲労評価結果 

評価部位 
Ｓｎ

(MPa) 
Ｋｅ 

Ｓｐ

(MPa) 

Ｓ

(MPa) 

Ｓ′＊ 

(MPa) 

Ｎａ

(回) 

Ｎｃ

(回) 

疲労累積係数 

Ｎｃ/Ｎａ 

Ｐ９－Ｃ 671 0.838 

注記＊：Ｓに（ 2.07×105 /Ｅ）を乗じた値である。 

 Ｅ＝ 1.93×105 MPa 
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6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

機器搬入口の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認し

た。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価結果を表 6－4に示す。 

表中の「荷重の組合せ」欄には，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

における表 5－3の荷重の組合せの No.を記載する。 

なお，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」の 5.3 項にて，設計・建

設規格 PVB-3140(6)を満たすことを確認しているため，一次＋二次＋ピーク応力強さの評

価は不要である。 
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表 6－4(1) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ） 

 

 

 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

機器搬入口 

Ｐ８－Ａ 機器搬入口円筒胴 

一次一般膜応力 17 253 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

一次膜応力＋一次曲げ応力 17 379 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

一次＋二次応力 4 393 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

Ｐ８－Ｂ 機器搬入口円筒胴 

一次一般膜応力 17 253 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

一次膜応力＋一次曲げ応力 17 379 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

一次＋二次応力 4 393 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

Ｐ８－Ｃ 機器搬入口円筒胴 

一次一般膜応力 17 253 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

一次膜応力＋一次曲げ応力 17 379 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

一次＋二次応力 8 393 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

Ｐ９－Ａ 
機器搬入口本体と補強板との

結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 242 490 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

一次＋二次応力 118 501 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

Ｐ９－Ｂ 
機器搬入口本体と補強板との

結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 239 490 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

一次＋二次応力 102 501 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

Ｐ９－Ｃ 
機器搬入口本体と補強板との

結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 236 490 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

一次＋二次応力 146 501 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  
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表 6－4(2) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ） 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

機器搬入口 

Ｐ８－Ａ 機器搬入口円筒胴 

一次一般膜応力 10 272 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  

一次膜応力＋一次曲げ応力 10 408 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  

一次＋二次応力 4 393 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  

Ｐ８－Ｂ 機器搬入口円筒胴 

一次一般膜応力 10 272 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  

一次膜応力＋一次曲げ応力 10 408 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  

一次＋二次応力 4 393 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  

Ｐ８－Ｃ 機器搬入口円筒胴 

一次一般膜応力 10 272 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  

一次膜応力＋一次曲げ応力 10 408 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  

一次＋二次応力 8 393 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  

Ｐ９－Ａ 
機器搬入口本体と補強板との

結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 174 523 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  

一次＋二次応力 230 501 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  

Ｐ９－Ｂ 
機器搬入口本体と補強板との

結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 166 523 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  

一次＋二次応力 198 501 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  

Ｐ９－Ｃ 
機器搬入口本体と補強板との

結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 167 523 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  

一次＋二次応力 277 501 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  
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7. 参照図書 

(1) 島根原子力発電所第２号機 第２回工事計画認可申請書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及びⅥ-2-1-9「機能維

持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，逃がし安全弁搬出ハッチが設

計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

逃がし安全弁搬出ハッチは設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設

備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，

設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，新規制対応工認対象となる設計用地震力及び重大事故等時に対

する評価について記載するものとし，前述の荷重を除く荷重による逃がし安全弁搬出ハッチの

評価は，昭和 59年 9月 17日付け 59資庁第 8283号にて認可された工事計画の添付書類（参照

図書(1)）による（以下「既工認」という。）。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

逃がし安全弁搬出ハッチの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

逃がし安全弁搬出ハッ

チはドライウェルに支持

される。 

逃がし安全弁搬出ハッ

チの水平方向地震荷重は

シヤラグ及びドライウェ

ル下部より原子炉建物を

介して原子炉建物基礎ス

ラブに伝達され，鉛直方

向地震荷重はドライウェ

ル下部より原子炉建物を

介して原子炉建物基礎ス

ラブに伝達される。

内径 mm，板厚

mm，長さ ㎜の円筒

胴，板厚 mmの鏡板及

びフランジで構成される

鋼製構造物である。 

（単位：mm） 

S2 補 Ⅵ-2-9-2-7 R0 

0E

φ
 

逃がし安全弁搬出ハッチ 

拡大図 

鏡板 

フランジ

￥

円筒胴 

逃がし安全弁搬出ハッチ 

ドライウェル 

シヤラグ

原子炉建物 

原子炉建物基礎スラブ 
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2.2 評価方針 

逃がし安全弁搬出ハッチの応力評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説

明書」及びⅥ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容

限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所に作用する設計用地震力による応力等が許

容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。

確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

逃がし安全弁搬出ハッチの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 逃がし安全弁搬出ハッチの耐震評価フロー 

2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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計算モデルの設定 

設計用地震力 

地震時における応力 

応力解析又は理論式による応力計算 

逃がし安全弁搬出ハッチの 

構造強度評価 

理論式による固有値の算出 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

Ｃｉ 地震層せん断力係数 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄ 死荷重 ― 

ｄ１ 直径 mm 

ｉ 長さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

Ｍ 機械的荷重 ― 

ＭＬ 地震と組み合わせる機械的荷重 ― 

ＭＳＡＬ 機械的荷重（ＳＡ後長期機械的荷重） ― 

ＭＳＡＬＬ 機械的荷重（ＳＡ後長々期機械的荷重） ― 

Ｐ 圧力 ― 

ＰＬ 地震と組み合わせる圧力 ― 

ＰＳＡＬ 圧力（ＳＡ後長期圧力） ―，kPa 

ＰＳＡＬＬ 圧力（ＳＡ後長々期圧力） ―，kPa 

Ｒｈ 半径 mm 

Ｒｉ 半径 mm 

Ｓ 許容引張応力 MPa 

Ｓｄ 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力 ― 

Ｓｄ* 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 ― 

Ｓｍ 設計応力強さ MPa 

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 ― 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 40℃における設計降伏点 MPa 

ｔｉ 厚さ（ｉ＝1，2，3） mm 

ＴＳＡＬ 温度（ＳＡ後長期温度） ℃ 

ＴＳＡＬＬ 温度（ＳＡ後長々期温度） ℃ 

Ｗ 荷重 ― 
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3. 評価部位

逃がし安全弁搬出ハッチの形状及び主要寸法を図 3－1に，使用材料及び使用部位を表 3－1に

示す。 

注記＊：Ｗ（死荷重又は活荷重）の作用点を示す。 

① フランジ ② 鏡板 ③ ブラケット ④ ボルト ⑤ 円筒胴 ⑥ 補強板

ｄ１ ＝ ｔ１ ＝ ｔ２ ＝ ｔ３ ＝

 １ ＝  ２ ＝  ３ ＝  4 ＝

Ｒｈ ＝1900 Ｒi ＝11400 

（単位：mm） 

図 3－1 逃がし安全弁搬出ハッチの形状及び主要寸法 
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② 

⑤ ③

④ 
⑥ 

２３
ｔ２ 

ｔ
１
 

ｄ
１
 

Ｒｉ 

１

ｔ３ ４

Ｗ＊ 



6 

表 3－1 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

フランジ SGV49 SGV480相当 

鏡板 SGV49 SGV480相当 

円筒胴 SGV49 SGV480相当 

補強板 SPV50 SPV490相当 

ブラケット SGV49 SGV480相当 

ボルト SNCM439 ― 
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4. 固有周期

(1) 設計基準対象施設としての固有周期

設計基準対象施設としての固有周期を表 4－1 に示す。水平方向（軸）に対し，固有周期は

0.05 秒を超えており，柔構造であることを確認した。また，水平方向（軸直角）及び鉛直方

向（軸直角）に対し，固有周期は 0.05秒以下であり，剛構造であることを確認した。 

表 4－1 固有周期（設計基準対象施設） 

卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向（軸） 

水平方向（軸直角） 

鉛直方向（軸直角） 

(2) 重大事故等対処設備としての固有周期

重大事故等対処設備としての固有周期を表 4－2 に示す。水平方向（軸）に対し，固有周期

は 0.05 秒を超えており，柔構造であることを確認した。また，水平方向（軸直角）及び鉛直

方向（軸直角）に対し，固有周期は 0.05秒以下であり，剛構造であることを確認した。 

表 4－2 固有周期（重大事故等対処設備） 

卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向（軸） 

水平方向（軸直角） 

鉛直方向（軸直角） 
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

(1) 逃がし安全弁搬出ハッチの水平方向地震荷重はシヤラグ及びドライウェル下部より原子

炉建物を介して原子炉建物基礎スラブに伝達され，鉛直方向地震荷重はドライウェル下部

より原子炉建物を介して原子炉建物基礎スラブに伝達される。 

  逃がし安全弁搬出ハッチの耐震評価として，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成

方針」により求めた地震力及びⅥ-2-2-1「炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並

びに原子炉本体の基礎の地震応答計算書」において計算された荷重を用いて，既工認の手

法に従い構造強度評価を行う。 

(2) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。

(3) 概略構造図を表 2－1に示す。

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

逃がし安全弁搬出ハッチの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基準対象施設

の評価に用いるものを表 5－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－2 に

示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

5.2.2 許容応力 

逃がし安全弁搬出ハッチの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 5

－3に示すとおりとする。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

逃がし安全弁搬出ハッチの使用材料の許容応力評価条件のうち，設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 5－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－5 に示

す。 
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表5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1 許容応力状態 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 

逃がし安全弁

搬出ハッチ 
Ｓ 

クラスＭＣ

容器

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* 

(10) 

(11) 

(14) 

(16) 

ⅢＡＳ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

(12) 

(13) 

(15) 

ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*＊2 (17) ⅣＡＳ 

注記＊1：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－2の荷重の組合せのNo.を示す。 

  ＊2：原子炉格納容器は冷却材喪失事故後の最終障壁となることから，構造体全体としての安全裕度を確認する意味で，冷却材喪失事故後の最 

大内圧との組合せを考慮する。 

S2 補 Ⅵ-2-9-2-7 R0 
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表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊2 

許容応力

状態＊3 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 

逃がし安全弁

搬出ハッチ 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ＊4 (Ⅴ（Ｌ）-1) ⅤＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ (Ⅴ（ＬＬ）-1) ⅤＡＳ 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－3の荷重の組合せのNo.を示す。 

＊3：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 

＊4：重大事故等後の最高内圧と最高温度との組合せを考慮する。  

S2 補 Ⅵ-2-9-2-7 R0 
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表5－3 クラスＭＣ容器の許容応力 

応力分類 

許容 

応力状態 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ

Ｓｙと0.6・Ｓｕの小さい方。ただし，オー

ステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル

合金については1.2・Ｓとする。 

左欄の 

1.5倍の値＊1 
3・Ｓ＊2 

Ｓｄ又はＳｓ地

震動のみによる

応力振幅につい

て評価する。 

＊3，＊4

Ｓｄ又はＳｓ地震

動のみによる疲労

解析を行い，運転

状態Ⅰ，Ⅱにおけ

る疲労累積係数と

の和が 1.0以下で

あること。

ⅣＡＳ

構造上の連続な部分は0.6・Ｓｕ，不連続な

部分はＳｙと0.6・Ｓｕの小さい方。ただ

し，オーステナイト系ステンレス鋼及び高

ニッケル合金については，構造上の連続な

部分は2・Ｓと0.6・Ｓｕの小さい方，不連

続な部分は1.2・Ｓとする。 

左欄の 

1.5倍の値＊1 

ⅤＡＳ＊5 

注記＊1：設計・建設規格 PVB-3111に準じる場合は，純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比又は1.5のいずれか小さい方の値(α)を用

いる。 

＊2：3・Ｓを超えるときは弾塑性解析を行うこと。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。また，ＳｍはＳと読み替える。）

の簡易弾塑性解析を用いることができる。 

＊3：設計・建設規格 PVB-3140(6)を満たすときは疲労解析不要。 

ただし，PVB-3140(6)の「応力の全振幅」は「Ｓｄ又はＳｓ地震動による応力の全振幅」と読み替える。 

＊4：運転状態Ⅰ，Ⅱにおいて，疲労解析を要しない場合は，地震動のみによる疲労累積係数が1.0以下であること。 

＊5：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 

S2 補 Ⅵ-2-9-2-7 R0 
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表5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

逃がし安全弁搬出ハッチ 

SGV49＊1 周囲環境温度 171 131 229 423 ― 

SPV50＊2 周囲環境温度 171 167 429 550 ― 

注記＊1：SGV480相当 

  ＊2：SPV490相当 

表5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

逃がし安全弁搬出ハッチ 

SGV49＊1 

周囲環境温度 200＊2 131 226 422 ― 

周囲環境温度 70＊3 131 248 453 ― 

SPV50＊4 

周囲環境温度 200＊2 167 417 545 ― 

周囲環境温度 70＊3 167 478 581 ― 

注記＊1：SGV480相当 

  ＊2：ＳＡ後長期温度  

＊3：ＳＡ後長々期温度 

＊4：SPV490相当   

S2 補 Ⅵ-2-9-2-7 R0 
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5.2.4 設計荷重 

(1) 設計基準対象施設としての設計荷重

設計基準対象施設としての設計荷重である，圧力，最高使用温度，死荷重及び活荷重

は，既工認からの変更はなく，次のとおりである。 

a. 圧力及び最高使用温度

内圧（冷却材喪失事故後の最大内圧） 327 kPa

外圧   14 kPa 

温度（最高使用温度） 171 ℃ 

b. 死荷重

(a) 逃がし安全弁搬出ハッチの自重  N 

(b) ドライウェルの自重

逃がし安全弁搬出ハッチより上部のドライウェルの自重及び付加物の重量を死荷

重とする。 

c. 活荷重

(a) 床に加わる荷重  N 

(b) ドライウェルの荷重

逃がし安全弁搬出ハッチより上部の活荷重を考慮する。

(2) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度

重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度は，以下のとおりとする。

内圧ＰＳＡＬ 660 kPa（ＳＡ後長期） 

内圧ＰＳＡＬＬ 380 kPa（ＳＡ後長々期） 

温度ＴＳＡＬ 200 ℃（ＳＡ後長期） 

温度ＴＳＡＬＬ  70 ℃（ＳＡ後長々期） 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－6～表 5－11に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-

7「設計用床応答スペクトルの作成方針」により求めた地震力を上回る地震力を設定する。減

衰定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

また，ドライウェルの逃がし安全弁搬出ハッチ設置位置に作用する地震荷重は，Ⅵ-2-2-1

「炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉本体の基礎の地震応答計算書」

により求めた地震荷重を上回る荷重を設定する。  

(1) 設計基準対象施設としての設計用地震力

a. 逃がし安全弁搬出ハッチ

設計基準対象施設として逃がし安全弁搬出ハッチの応力計算に用いる設計用地震力

を表 5－6に示す。 

b. ドライウェル

設計基準対象施設として逃がし安全弁搬出ハッチの応力計算に用いる，ドライウェル

の鉛直荷重及び鉛直方向地震荷重を表 5－8に，水平方向地震荷重を表 5－9に示す。 

(2) 重大事故等対処設備としての設計用地震力

a. 逃がし安全弁搬出ハッチ

重大事故等対処設備として逃がし安全弁搬出ハッチの応力計算に用いる設計用地震力

を表 5－7に示す。 

b. ドライウェル

重大事故等対処設備として逃がし安全弁搬出ハッチの応力計算に用いる，ドライウェ

ルの鉛直荷重及び鉛直方向地震荷重を表 5－10に，水平方向地震荷重を表 5－11に示す。
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表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 減衰定数(％) 

水平方向 鉛直方向 

＊1，＊2 

水平方向 

設計震度 

ＣＨ 

＊1 

鉛直方向 

設計震度 

ＣＶ 

＊2，＊3 

水平方向 

設計震度 

ＣＨ 

＊3 

鉛直方向 

設計震度 

ＣＶ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

Ｘ方向＊4 Ｙ方向＊4 Ｚ方向＊4 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 

原子炉 

格納容器 

EL

2.45 2.45 ― 6.85 6.85 ― 

1.0＊5 ― 1.00 1.00 0.63 3.49 3.49 1.21 

0.86 0.86 0.29 ― ― ― 

注記＊1：上段は設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又はこれを上回る設計用床応答スペクトルより得られる震度，中段は設計用

震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又はこれを上回る設計震度，下段は静的震度（3.6・Ｃｉ及び 1.2・ＣＶ）を示す。 

＊2：Ｘ方向とＹ方向の最大震度を示す。  

＊3：上段は設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計用床応答スペクトルより得られる震度，中段は設計用震度Ⅰ

（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度を示す。 

＊4：逃がし安全弁搬出ハッチに対し，Ｘ方向は軸方向，Ｙ方向及びＺ方向は軸直角方向を示す。 

＊5：溶接構造物に適用される減衰定数の値。 

S2 補 Ⅵ-2-9-2-7 R0 
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表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ＊1 基準地震動Ｓｓ 減衰定数(％) 

水平方向 鉛直方向 

＊2，＊3 

水平方向 

設計震度 

ＣＨ 

＊2 

鉛直方向 

設計震度 

ＣＶ 

＊3，＊4 

水平方向 

設計震度 

ＣＨ 

＊4 

鉛直方向 

設計震度 

ＣＶ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

Ｘ方向＊5 Ｙ方向＊5 Ｚ方向＊5 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 

原子炉 

格納容器 

EL

2.45 2.45 ― 6.85 6.85 ― 

1.0＊6 ― 1.00 1.00 0.63 3.49 3.49 1.21 

0.86 0.86 0.29 ― ― ― 

注記＊1：重大事故等対処設備の評価に対し，弾性設計用地震動Ｓｄに加えて静的震度を考慮する。 

＊2：上段は設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又はこれを上回る設計用床応答スペクトルより得られる震度，中段は設計用

震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又はこれを上回る設計震度，下段は静的震度（3.6・Ｃｉ及び 1.2・ＣＶ）を示す。 

＊3：Ｘ方向とＹ方向の最大震度を示す。  

＊4：上段は設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計用床応答スペクトルより得られる震度，中段は設計用震度Ⅰ

（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度を示す。 

＊5：逃がし安全弁搬出ハッチに対し，Ｘ方向は軸方向，Ｙ方向及びＺ方向は軸直角方向を示す。 

＊6：溶接構造物に適用される減衰定数の値。 

S2 補 Ⅵ-2-9-2-7 R0 
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表 5－8 鉛直荷重及び鉛直方向地震荷重（設計基準対象施設） 

（単位：N） 

通常運転時 燃料交換時 

鉛直荷重 
地震荷重 

鉛直荷重 
地震荷重 

Ｓｄ* Ｓｓ Ｓｄ* Ｓｓ 

表 5－9 水平方向地震荷重（設計基準対象施設） 

弾性設計用地震動Ｓｄ* 

による地震荷重 

基準地震動Ｓｓ 

による地震荷重 

せん断力 

(N) 

モーメント

(N･mm)

せん断力 

(N) 

モーメント

(N･mm)

2.470×107 1.880×1011 5.650×107 4.080×1011 

表 5－10 鉛直荷重及び鉛直方向地震荷重（重大事故等対処設備） 

（単位：N） 

鉛直荷重 
地震荷重 

Ｓｄ* Ｓｓ 

表 5－11 水平方向地震荷重（重大事故等対処設備） 

弾性設計用地震動Ｓｄ* 

による地震荷重 

基準地震動Ｓｓ 

による地震荷重 

せん断力 

(N) 

モーメント

(N･mm)

せん断力 

(N) 

モーメント

(N･mm)

2.470×107 1.880×1011 5.650×107 4.080×1011 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力評価方法 

逃がし安全弁搬出ハッチの応力評価点は，逃がし安全弁搬出ハッチを構成する部材の

形状及び荷重伝達経路を考慮し，発生応力が大きくなる部位を選定する。選定した応力

評価点を表 5－12及び図 5－1に示す。 

応力計算方法は既工認から変更はなく，参照図書(1)に示すとおりである。 

評価の概要を以下に示す。 

応力評価点Ｐ６及びＰ７は既工認の各荷重による応力を比倍（圧力比，荷重比等）し

評価する。 

表 5－12 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１＊ 鏡板中央部 

Ｐ２＊ フランジ

Ｐ３＊ ブラケットとフランジとの結合部 

Ｐ４＊ ブラケットと円筒胴との結合部 

Ｐ５＊ ボルトのねじ部 

Ｐ６ 
逃がし安全弁搬出ハッチ円筒胴 

（Ｐ６－Ａ～Ｐ６－Ｃ） 

Ｐ７ 
逃がし安全弁搬出ハッチ本体と補強板との結合部 

（Ｐ７－Ａ～Ｐ７－Ｃ） 

注記＊：Ｐ１～Ｐ５については，地震荷重は荷重値が小さく 

無視できるので評価を行わない。 
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図 5－1 逃がし安全弁搬出ハッチの応力評価点 
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5.5 計算条件 

応力計算に用いる荷重を，「5.2 荷重の組合せ及び許容応力」及び「5.3 設計用地震力」

に示す。 

5.6 応力の評価 

「5.4 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。ただし，一次＋二次応力が許

容値を満足しない場合は，設計・建設規格 PVB-3300 に基づいて疲労評価を行い，疲労累積

係数が 1.0以下であること。 
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

逃がし安全弁搬出ハッチの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認

した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を表 6－1及び表 6－2に示す。

表中の「荷重の組合せ」欄には，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

における表 5－2の荷重の組合せの No.を記載する。 

なお，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」の 5.3 項にて，設計・建

設規格 PVB-3140(6)を満たすことを確認しているため，一次＋二次＋ピーク応力強さの評

価は不要である。 
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表 6－1 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

逃がし安全弁

搬出ハッチ 

Ｐ６－Ａ 
逃がし安全弁搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 4 229 ○ (11) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 4 344 ○ (11) 

一次＋二次応力 4 393 ○ (11) 

Ｐ６－Ｂ 
逃がし安全弁搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 4 229 ○ (11) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 4 344 ○ (11) 

一次＋二次応力 4 393 ○ (11) 

Ｐ６－Ｃ 
逃がし安全弁搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 4 229 ○ (11) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 4 344 ○ (11) 

一次＋二次応力 8 393 ○ (11) 

Ｐ７－Ａ 
逃がし安全弁搬出ハッチ本体 

と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 47 495 ○ (11) 

一次＋二次応力 130 501 ○ (11) 

Ｐ７－Ｂ 
逃がし安全弁搬出ハッチ本体 

と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 52 495 ○ (11) 

一次＋二次応力 128 501 ○ (11) 

Ｐ７－Ｃ 
逃がし安全弁搬出ハッチ本体 

と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 54 495 ○ (11) 

一次＋二次応力 163 501 ○ (11) 

S2 補 Ⅵ-2-9-2-7 R0 
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表 6－2(1) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

逃がし安全弁

搬出ハッチ 

Ｐ６－Ａ 
逃がし安全弁搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 6 253 ○ (13) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 6 380 ○ (13) 

一次＋二次応力 8 393 ○ (13) 

Ｐ６－Ｂ 
逃がし安全弁搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 6 253 ○ (13) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 6 380 ○ (13) 

一次＋二次応力 8 393 ○ (13) 

Ｐ６－Ｃ 
逃がし安全弁搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 8 253 ○ (13) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 8 380 ○ (13) 

一次＋二次応力 16 393 ○ (13) 

Ｐ７－Ａ 
逃がし安全弁搬出ハッチ本体 

と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 105 495 ○ (13) 

一次＋二次応力 304 501 ○ (13) 

Ｐ７－Ｂ 
逃がし安全弁搬出ハッチ本体 

と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 111 495 ○ (13) 

一次＋二次応力 306 501 ○ (13) 

Ｐ７－Ｃ 
逃がし安全弁搬出ハッチ本体 

と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 116 495 ○ (13) 

一次＋二次応力 422 501 ○ (13) 

S2 補 Ⅵ-2-9-2-7 R0 
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表 6－2(2) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

逃がし安全弁

搬出ハッチ 

Ｐ６－Ａ 
逃がし安全弁搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 3 253 ○ (17) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 3 380 ○ (17) 

一次＋二次応力 2 393 ○ (17) 

Ｐ６－Ｂ 
逃がし安全弁搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 4 253 ○ (17) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 4 380 ○ (17) 

一次＋二次応力 2 393 ○ (17) 

Ｐ６－Ｃ 
逃がし安全弁搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 4 253 ○ (17) 

一次膜応力＋一次曲げ応力 4 380 ○ (17) 

一次＋二次応力 4 393 ○ (17) 

Ｐ７－Ａ 
逃がし安全弁搬出ハッチ本体 

と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 83 495 ○ (17) 

一次＋二次応力 100 501 ○ (17) 

Ｐ７－Ｂ 
逃がし安全弁搬出ハッチ本体 

と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 87 495 ○ (17) 

一次＋二次応力 104 501 ○ (17) 

Ｐ７－Ｃ 
逃がし安全弁搬出ハッチ本体 

と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 87 495 ○ (17) 

一次＋二次応力 126 501 ○ (17) 

S2 補 Ⅵ-2-9-2-7 R0 
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6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

逃がし安全弁搬出ハッチの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有している

ことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価結果を表 6－3に示す。

表中の「荷重の組合せ」欄には，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

における表 5－3の荷重の組合せの No.を記載する。 

なお，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」の 5.3 項にて，設計・建

設規格 PVB-3140(6)を満たすことを確認しているため，一次＋二次＋ピーク応力強さの評

価は不要である。 
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表 6－3(1) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

逃がし安全弁

搬出ハッチ 

Ｐ６－Ａ 
逃がし安全弁搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 10 253 ○ Ⅴ（Ｌ）-1 

一次膜応力＋一次曲げ応力 10 379 ○ Ⅴ（Ｌ）-1 

一次＋二次応力 2 393 ○ Ⅴ（Ｌ）-1 

Ｐ６－Ｂ 
逃がし安全弁搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 10 253 ○ Ⅴ（Ｌ）-1 

一次膜応力＋一次曲げ応力 10 379 ○ Ⅴ（Ｌ）-1 

一次＋二次応力 2 393 ○ Ⅴ（Ｌ）-1 

Ｐ６－Ｃ 
逃がし安全弁搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 10 253 ○ Ⅴ（Ｌ）-1 

一次膜応力＋一次曲げ応力 10 379 ○ Ⅴ（Ｌ）-1 

一次＋二次応力 4 393 ○ Ⅴ（Ｌ）-1 

Ｐ７－Ａ 
逃がし安全弁搬出ハッチ本体 

と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 140 490 ○ Ⅴ（Ｌ）-1 

一次＋二次応力 100 501 ○ Ⅴ（Ｌ）-1 

Ｐ７－Ｂ 
逃がし安全弁搬出ハッチ本体 

と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 145 490 ○ Ⅴ（Ｌ）-1 

一次＋二次応力 104 501 ○ Ⅴ（Ｌ）-1 

Ｐ７－Ｃ 
逃がし安全弁搬出ハッチ本体 

と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 143 490 ○ Ⅴ（Ｌ）-1 

一次＋二次応力 126 501 ○ Ⅴ（Ｌ）-1 

S2 補 Ⅵ-2-9-2-7 R0 
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表 6－3(2) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

逃がし安全弁

搬出ハッチ 

Ｐ６－Ａ 
逃がし安全弁搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 6 272 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1 

一次膜応力＋一次曲げ応力 6 408 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1 

一次＋二次応力 4 393 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1 

Ｐ６－Ｂ 
逃がし安全弁搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 6 272 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1 

一次膜応力＋一次曲げ応力 6 408 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1 

一次＋二次応力 4 393 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1 

Ｐ６－Ｃ 
逃がし安全弁搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 7 272 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1 

一次膜応力＋一次曲げ応力 7 408 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1 

一次＋二次応力 8 393 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1 

Ｐ７－Ａ 
逃がし安全弁搬出ハッチ本体 

と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 127 523 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1 

一次＋二次応力 230 501 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1 

Ｐ７－Ｂ 
逃がし安全弁搬出ハッチ本体 

と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 131 523 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1 

一次＋二次応力 246 501 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1 

Ｐ７－Ｃ 
逃がし安全弁搬出ハッチ本体 

と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 135 523 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1 

一次＋二次応力 304 501 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1 

S2 補 Ⅵ-2-9-2-7 R0 
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7. 参照図書

(1) 島根原子力発電所第２号機 第２回工事計画認可申請書

Ⅳ-3-5-6「逃がし安全弁搬出ハッチの強度計算書」
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及びⅥ-2-1-9「機能維

持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，制御棒駆動機構搬出ハッチが

設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

制御棒駆動機構搬出ハッチは設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処

設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以

下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，新規制対応工認対象となる設計用地震力及び重大事故等時に対

する評価について記載するものとし，前述の荷重を除く荷重による制御棒駆動機構搬出ハッチ

の評価は，昭和 59年 9月 17 日付け 59資庁第 8283 号にて認可された工事計画の添付書類（参

照図書(1)）による（以下「既工認」という。）。 

 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

制御棒駆動機構搬出ハッチの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

制御棒駆動機構搬出ハッチ

はドライウェルに支持され

る。 

制御棒駆動機構搬出ハッチ

の水平方向地震荷重はシヤラ

グ及びドライウェル下部より

原子炉建物を介して原子炉建

物基礎スラブに伝達され，鉛

直方向地震荷重はドライウェ

ル下部より原子炉建物を介し

て原子炉建物基礎スラブに伝

達される。 

内径 mm，板厚 mm，

長さ ㎜の円筒胴，板厚

mmの鏡板及びフランジで

構成される鋼製構造物であ

る。 

（単位：mm） 

制御棒駆動機構搬出ハッチ 

原子炉建物 

原子炉建物基礎スラブ 

シヤラグ

ドライウェル 

制御棒駆動機構搬出ハッチ 拡大図 

鏡板 

円筒胴 

フランジ

φ
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2.2 評価方針 

制御棒駆動機構搬出ハッチの応力評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する

説明書」及びⅥ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許

容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所に作用する設計用地震力による応力等が

許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施す

る。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

制御棒駆動機構搬出ハッチの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 制御棒駆動機構搬出ハッチの耐震評価フロー 

2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）

計算モデルの設定 

設計用地震力 

地震時における応力 

応力解析又は理論式による応力計算 

制御棒駆動機構搬出ハッチの構造強度評価 

理論式による固有値の算出 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

Ｃｉ 地震層せん断力係数 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄ 死荷重 ― 

ｄ１ 直径 mm 

 Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｋｅ 弾塑性解析に用いる繰返しピーク応力強さの補正係数 ― 

ｉ 長さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

Ｍ 機械的荷重 ― 

ＭＬ 地震と組み合わせる機械的荷重 ― 

ＭＳＡＬ 機械的荷重（ＳＡ後長期機械的荷重） ― 

ＭＳＡＬＬ 機械的荷重（ＳＡ後長々期機械的荷重） ― 

Ｎａ 地震時の許容繰返し回数 ― 

Ｎｃ 地震時の実際の繰返し回数 ― 

Ｐ 圧力 ― 

ＰＬ 地震と組み合わせる圧力 ― 

ＰＳＡＬ 圧力（ＳＡ後長期圧力） ―，kPa 

ＰＳＡＬＬ 圧力（ＳＡ後長々期圧力） ―，kPa 

Ｒｈ 半径 mm 

Ｒｉ 半径 mm 

Ｓ 許容引張応力 MPa 

Ｓｄ 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力 ― 

Ｓｄ* 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 ― 

Ｓ 繰返しピーク応力強さ MPa 

Ｓ′ 補正繰返しピーク応力強さ MPa 

Ｓｍ 設計応力強さ MPa 

Ｓｎ 地震動による応力振幅 MPa 

Ｓｐ 地震荷重のみにおける一次＋二次＋ピーク応力の応力差範囲 MPa 

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 ― 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 40℃における設計降伏点 MPa 

ｔｉ 厚さ（ｉ＝1，2，3） mm 

ＴＳＡＬ 温度（ＳＡ後長期温度） ℃ 

ＴＳＡＬＬ 温度（ＳＡ後長々期温度） ℃ 

Ｗ 荷重 ― 
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3. 評価部位

制御棒駆動機構搬出ハッチの形状及び主要寸法を図 3－1に，使用材料及び使用部位を表 3－

1に示す。 

注記＊：Ｗ（死荷重又は活荷重）の作用点を示す。 

①フランジ ②鏡板 ③ブラケット ④ボルト

⑤円筒胴 ⑥補強板

ｄ１＝ ｔ１＝ ｔ２＝ ｔ３＝ １＝

 ２＝ ３＝ ４＝ Ｒｉ＝11400 Ｒｈ＝1400 

（単位：mm） 

図 3－1 制御棒駆動機構搬出ハッチの形状及び主要寸法 

① 

⑤ ③ ④ ⑥ 

② 

ｔ３ ４

Ｒｉ 

１
３２

ｔ２ 

ｄ
１
 

ｔ
１
 

Ｗ＊ 
球Ｒｈ 
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表 3－1 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

フランジ SGV49 SGV480 相当 

鏡板 SGV49 SGV480 相当 

円筒胴 SGV49 SGV480 相当 

補強板 SPV50 SPV490 相当 

ブラケット SGV49 SGV480 相当 

ボルト SNCM439 ― 
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4. 固有周期

(1) 設計基準対象施設としての固有周期

設計基準対象施設としての固有周期を表 4－1 に示す。水平方向（軸），水平方向（軸直角）

及び鉛直方向（軸直角）に対し，固有周期は 0.05 秒を超えており，柔構造であることを確認

した。 

表 4－1 固有周期（設計基準対象施設） 

卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向（軸） 

水平方向（軸直角） 

鉛直方向（軸直角） 

(2) 重大事故等対処設備としての固有周期

重大事故等対処設備としての固有周期を表 4－2 に示す。水平方向（軸），水平方向（軸直

角）及び鉛直方向（軸直角）に対し，固有周期は 0.05 秒を超えており，柔構造であることを

確認した。 

表 4－2 固有周期（重大事故等対処設備） 

卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向（軸） 

水平方向（軸直角） 

鉛直方向（軸直角） 
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

(1) 制御棒駆動機構搬出ハッチの水平方向地震荷重はシヤラグ及びドライウェル下部より原

子炉建物を介して原子炉建物基礎スラブに伝達され，鉛直方向地震荷重はドライウェル下

部より原子炉建物を介して原子炉建物基礎スラブに伝達される。 

 制御棒駆動機構搬出ハッチの耐震評価として，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作

成方針」により求めた地震力及びⅥ-2-2-1「炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物

並びに原子炉本体の基礎の地震応答計算書」において計算された荷重を用いて，既工認の

手法に従い構造強度評価を行う。 

(2) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。

(3) 概略構造図を表 2－1に示す。

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

制御棒駆動機構搬出ハッチの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基準対象施

設の評価に用いるものを表5－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表5－2に

示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

5.2.2 許容応力 

制御棒駆動機構搬出ハッチの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき

表 5－3 に示すとおりとする。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

制御棒駆動機構搬出ハッチの使用材料の許容応力評価条件のうち，設計基準対象施設

の評価に用いるものを表 5－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－5 に

示す。 
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表5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1 許容応力状態 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 

制御棒 

駆動機構 

搬出ハッチ 

Ｓ 
クラスＭＣ

容器

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* 

(10) 

(11) 

(14) 

(16) 

ⅢＡＳ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

(12) 

(13) 

(15) 

ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*＊2 (17) ⅣＡＳ 

注記＊1：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－2の荷重の組合せのNo.を示す。 

＊2：原子炉格納容器は冷却材喪失事故後の最終障壁となることから，構造全体としての安全裕度を確認する意味で，冷却材喪失事故後の最 

大内圧との組合せを考慮する。 
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表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊2 

許容応力

状態＊3 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 

制御棒 

駆動機構 

搬出ハッチ 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ＊4 (Ⅴ（Ｌ）-1) ⅤＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ (Ⅴ（ＬＬ）-1) ⅤＡＳ 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－3の荷重の組合せのNo.を示す。 

＊3：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 

＊4：重大事故等後の最高内圧と最高温度との組合せを考慮する。 
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表5－3 クラスＭＣ容器の許容応力 

応力分類 

許容 

応力状態 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ

Ｓｙと0.6・Ｓｕの小さい方。ただし，オー

ステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル

合金については1.2・Ｓとする。 

左欄の 

1.5倍の値＊1 
3・Ｓ＊2 

Ｓｄ又はＳｓ地

震動のみによる

応力振幅につい

て評価する。 

＊3，＊4

Ｓｄ又はＳｓ地震

動のみによる疲労

解析を行い，運転

状態Ⅰ，Ⅱにおけ

る疲労累積係数と

の和が1.0以下で

あること。

ⅣＡＳ

構造上の連続な部分は0.6・Ｓｕ，不連続な

部分はＳｙと0.6・Ｓｕの小さい方。ただ

し，オーステナイト系ステンレス鋼及び高

ニッケル合金については，構造上の連続な

部分は2・Ｓと0.6・Ｓｕの小さい方，不連

続な部分は1.2・Ｓとする。 

左欄の 

1.5倍の値＊1 

ⅤＡＳ＊5 

注記＊1：設計・建設規格 PVB-3111に準じる場合は，純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比又は1.5のいずれか小さい方の値(α)を用

いる。 

＊2：3・Ｓを超えるときは弾塑性解析を行うこと。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。また，ＳｍはＳと読み替える。）

の簡易弾塑性解析を用いることができる。 

＊3：設計・建設規格 PVB-3140(6)を満たすときは疲労解析不要。 

ただし，PVB-3140(6)の「応力の全振幅」は「Ｓｄ又はＳｓ地震動による応力の全振幅」と読み替える。 

＊4：運転状態Ⅰ，Ⅱにおいて，疲労解析を要しない場合は，地震動のみによる疲労累積係数が1.0以下であること。 

＊5：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

制御棒駆動機構搬出ハッチ 

SGV49＊1 周囲環境温度 171 131 229 423 ― 

SPV50＊2 周囲環境温度 171 167 429 550 ― 

注記＊1：SGV480 相当 

 ＊2：SPV490 相当 

表5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

制御棒駆動機構搬出ハッチ 

SGV49＊1 

周囲環境温度 200＊2 131 226 422 ― 

周囲環境温度 70＊3 131 248 453 ― 

SPV50＊4 

周囲環境温度 200＊2 167 417 545 ― 

周囲環境温度 70＊3 167 478 581 ― 

注記＊1：SGV480 相当 

＊2：ＳＡ後長期温度 

＊3：ＳＡ後長々期温度 

＊4：SPV490 相当 
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5.2.4 設計荷重 

(1) 設計基準対象施設としての設計荷重

設計基準対象施設としての設計荷重である，圧力，最高使用温度，死荷重及び活荷重

は，既工認からの変更はなく，次のとおりである。 

a. 圧力及び最高使用温度

内圧（冷却材喪失事故後の最大内圧） 327 kPa

外圧   14 kPa 

温度（最高使用温度） 171 ℃ 

b. 死荷重

(a) 制御棒駆動機構搬出ハッチの自重  N 

(b) ドライウェルの自重

制御棒駆動機構搬出ハッチより上部のドライウェルの自重及び付加物の重量を死

荷重とする。 

c. 活荷重

(a) 床に加わる荷重  N 

(b) ドライウェルの荷重

制御棒駆動機構搬出ハッチより上部の活荷重を考慮する。

(2) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度

重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度は，以下のとおりとする。

内圧ＰＳＡＬ 660 kPa（ＳＡ後長期） 

内圧ＰＳＡＬＬ 380 kPa（ＳＡ後長々期） 

温度ＴＳＡＬ 200 ℃（ＳＡ後長期） 

温度ＴＳＡＬＬ  70 ℃（ＳＡ後長々期） 



14 

S
2
 
補

 Ⅵ
-
2-
9
-
2-
8
 
R0
 

5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－6～表 5－11 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-

7「設計用床応答スペクトルの作成方針」により求めた地震力を上回る地震力を設定する。減

衰定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

また，ドライウェルの制御棒駆動機構搬出ハッチ設置位置に作用する地震荷重は，Ⅵ-2-2-

1「炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉本体の基礎の地震応答計算書」

により求めた地震荷重を上回る荷重を設定する。 

(1) 設計基準対象施設としての設計用地震力

a. 制御棒駆動機構搬出ハッチ

設計基準対象施設として制御棒駆動機構搬出ハッチの応力計算に用いる設計用地震力

を表 5－6 に示す。ここで，制御棒駆動機構搬出ハッチの評価においては，表 5－6 に記

載の設計震度を上回る震度を用いて評価を実施する。 

b. ドライウェル

設計基準対象施設として制御棒駆動機構搬出ハッチの応力計算に用いる，ドライウェ

ルの鉛直荷重及び鉛直方向地震荷重を表 5－8に，水平方向地震荷重を表 5－9に示す。

(2) 重大事故等対処設備としての設計用地震力

a. 制御棒駆動機構搬出ハッチ

重大事故等対処設備として制御棒駆動機構搬出ハッチの応力計算に用いる設計用地震

力を表 5－7 に示す。ここで，制御棒駆動機構搬出ハッチの評価においては，表 5－7 に

記載の設計震度を上回る震度を用いて評価を実施する。 

b. ドライウェル

重大事故等対処設備として制御棒駆動機構搬出ハッチの応力計算に用いる，ドライウ

ェルの鉛直荷重及び鉛直方向地震荷重を表 5－10 に，水平方向地震荷重を表 5－11 に示

す。 
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表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 減衰定数(％) 

水平方向 鉛直方向 

＊1，＊2 

水平方向 

設計震度 

ＣＨ 

＊1 

鉛直方向 

設計震度 

ＣＶ 

＊2，＊3 

水平方向 

設計震度 

ＣＨ 

＊3 

鉛直方向 

設計震度 

ＣＶ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

Ｘ方向＊4 Ｙ方向＊4 Ｚ方向＊4 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 

原子炉 

格納容器 

EL

2.62 2.62 1.87 4.98 4.98 3.75 

1.0＊5 1.0＊5 0.53 0.53 0.41 0.99 0.99 0.76 

0.63 0.63 0.24 ― ― ― 

注記＊1：上段は設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又はこれを上回る設計用床応答スペクトルより得られる震度，中段は設計

用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又はこれを上回る設計震度，下段は静的震度（3.0・Ｃｉ及び 1.0・ＣＶ）を示す。 

＊2：Ｘ方向とＹ方向の最大震度を示す。 

＊3：上段は設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計用床応答スペクトルより得られる震度，中段は設計用震度

Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度を示す。 

＊4：制御棒駆動機構搬出ハッチに対し，Ｘ方向は軸方向，Ｙ方向及びＺ方向は軸直角方向を示す。 

＊5：溶接構造物に適用される減衰定数の値。 
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表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ＊1 基準地震動Ｓｓ 減衰定数(％) 

水平方向 鉛直方向 

＊2，＊3 

水平方向 

設計震度 

ＣＨ 

＊2 

鉛直方向 

設計震度 

ＣＶ 

＊3，＊4 

水平方向 

設計震度 

ＣＨ 

＊4 

鉛直方向 

設計震度 

ＣＶ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

Ｘ方向＊5 Ｙ方向＊5 Ｚ方向＊5 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 

原子炉 

格納容器 

EL

2.62 2.62 1.87 4.98 4.98 3.75 

1.0＊6 1.0＊6 0.53 0.53 0.41 0.99 0.99 0.76 

0.63 0.63 0.24 ― ― ― 

注記＊1：重大事故等対処設備の評価に対し，弾性設計用地震動Ｓｄに加えて静的震度を考慮する。 

＊2：上段は設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又はこれを上回る設計用床応答スペクトルより得られる震度，中段は設計

用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又はこれを上回る設計震度，下段は静的震度（3.0・Ｃｉ及び 1.0・ＣＶ）を示す。 

＊3：Ｘ方向とＹ方向の最大震度を示す。 

＊4：上段は設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計用床応答スペクトルより得られる震度，中段は設計用震度

Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度を示す。 

＊5：制御棒駆動機構搬出ハッチに対し，Ｘ方向は軸方向，Ｙ方向及びＺ方向は軸直角方向を示す。 

＊6：溶接構造物に適用される減衰定数の値。 
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表 5－8 鉛直荷重及び鉛直方向地震荷重（設計基準対象施設） 

（単位：N） 

通常運転時 燃料交換時 

鉛直荷重 
地震荷重 

鉛直荷重 
地震荷重 

Ｓｄ* Ｓｓ Ｓｄ* Ｓｓ 

表 5－9 水平方向地震荷重（設計基準対象施設） 

弾性設計用地震動Ｓｄ* 

による地震荷重 

基準地震動Ｓｓ 

による地震荷重 

せん断力 

(N) 

モーメント

(N･mm)

せん断力 

(N) 

モーメント

(N･mm)

2.690×107 4.300×1011 6.100×107 9.460×1011 

表 5－10 鉛直荷重及び鉛直方向地震荷重（重大事故等対処設備） 

（単位：N） 

鉛直荷重 地震荷重 

Ｓｄ* Ｓｓ 

表 5－11 水平方向地震荷重（重大事故等対処設備） 

弾性設計用地震動Ｓｄ* 

による地震荷重 

基準地震動Ｓｓ 

による地震荷重 

せん断力 

(N) 

モーメント

(N･mm)

せん断力 

(N) 

モーメント

(N･mm)

2.690×107 4.300×1011 6.100×107 9.460×1011 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力評価方法 

制御棒駆動機構搬出ハッチの応力評価点は，制御棒駆動機構搬出ハッチを構成する部

材の形状及び荷重伝達経路を考慮し，発生応力が大きくなる部位を選定する。選定した

応力評価点を表 5－12 及び図 5－1に示す。 

応力計算方法は既工認から変更はなく，参照図書(1)に示すとおりである。 

評価の概要を以下に示す。 

応力評価点Ｐ６及びＰ７は既工認の各荷重による応力を比倍（圧力比，荷重比等）し

評価する。 

表 5－12 応力評価点 

注記＊：Ｐ１～Ｐ５については，地震荷重は荷重値が小さく 

無視できるため，評価を行わない。 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１＊ 鏡板中央部 

Ｐ２＊ フランジ

Ｐ３＊ ブラケットとフランジとの結合部 

Ｐ４＊ ブラケットと円筒胴との結合部 

Ｐ５＊ ボルト 

Ｐ６ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ円筒胴 

（Ｐ６－Ａ～Ｐ６－Ｃ） 

Ｐ７ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ本体と補強板 

との結合部（Ｐ７－Ａ～Ｐ７－Ｃ） 
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図 5－1 制御棒駆動機構搬出ハッチの応力評価点 

：応力評価点 

Ａ 

Ａ－Ａ矢視 

Ａ 

Ｐ６
Ａ

Ｐ７
Ａ

Ｐ３ Ｐ４

Ｐ５

Ｐ６
Ａ

Ｐ６
Ｂ

Ｐ７
Ｂ

Ｐ２

Ｐ１

Ｐ７
Ａ

Ｐ６
Ｃ

Ｐ７
Ｃ
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5.5 計算条件 

応力計算に用いる荷重を，「5.2 荷重の組合せ及び許容応力」及び「5.3 設計用地震力」

に示す。 

5.6 応力の評価 

「5.4 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。ただし，一次＋二次応力が許

容値を満足しない場合は，設計・建設規格 PVB-3300 に基づいて疲労評価を行い，疲労累積

係数が 1.0 以下であること。 
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

制御棒駆動機構搬出ハッチの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確

認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を表 6－1及び表 6－2 に示す。

表中の「荷重の組合せ」欄には，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

における表 5－2の荷重の組合せの No.を記載する。 

なお，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」の 5.3 項にて，設計・建

設規格 PVB-3140(6)を満たすことを確認しているため，一次＋二次＋ピーク応力強さの評

価は不要である。 

(2) 疲労評価結果

疲労評価結果を表 6－3に示す。
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表 6－1 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

制御棒 

駆動機構 

搬出ハッチ 

Ｐ６－Ａ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 16 229 ○ (11)

一次膜応力＋一次曲げ応力 16 344 ○ (11)

一次＋二次応力 26 393 ○ (10),(11)

Ｐ６－Ｂ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 16 229 ○ (10),(11)

一次膜応力＋一次曲げ応力 16 344 ○ (10),(11)

一次＋二次応力 26 393 ○ (10),(11)

Ｐ６－Ｃ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 11 229 ○ (11)

一次膜応力＋一次曲げ応力 11 344 ○ (11)

一次＋二次応力 22 393 ○ (11)

Ｐ７－Ａ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

本体と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 63 495 ○ (11)

一次＋二次応力 340 501 ○ (11)

Ｐ７－Ｂ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

本体と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 56 495 ○ (11)

一次＋二次応力 265 501 ○ (11)

Ｐ７－Ｃ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

本体と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 55 495 ○ (11)

一次＋二次応力 367 501 ○ (11)
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表 6－2(1) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ）（その１） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

制御棒 

駆動機構 

搬出ハッチ 

Ｐ６－Ａ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 31 253 ○ (13)

一次膜応力＋一次曲げ応力 31 380 ○ (13)

一次＋二次応力 55 393 ○ (13)

Ｐ６－Ｂ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 31 253 ○ (13)

一次膜応力＋一次曲げ応力 31 380 ○ (13)

一次＋二次応力 55 393 ○ (13)

Ｐ６－Ｃ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 19 253 ○ (13)

一次膜応力＋一次曲げ応力 19 380 ○ (13)

一次＋二次応力 38 393 ○ (13)
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表 6－2(1) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ）（その２） 

注記＊：Ｐ７－Ａ，Ｐ７－Ｂ及びＰ７－Ｃの一次＋二次応力評価は許容値を満足しないが，設計・建設規格 PVB-3300 に基づいて疲労評価を行い， 

十分な構造強度を有していることを確認した。 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

制御棒 

駆動機構 

搬出ハッチ 

Ｐ７－Ａ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

本体と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 119 495 ○ (13)

一次＋二次応力 663 501 ×＊ 
(13) 

疲労評価 0.798 1.0 ○ 単位なし 

Ｐ７－Ｂ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

本体と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 102 495 ○ (13)

一次＋二次応力 510 501 ×＊ 
(13) 

疲労評価 0.290 1.0 ○ 単位なし 

Ｐ７－Ｃ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

本体と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 99 495 ○ (13)

一次＋二次応力 673 501 ×＊ 
(13) 

疲労評価 0.843 1.0 ○ 単位なし 
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表 6－2(2) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

制御棒 

駆動機構 

搬出ハッチ 

Ｐ６－Ａ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 16 253 ○ (17)

一次膜応力＋一次曲げ応力 16 380 ○ (17)

一次＋二次応力 26 393 ○ (17)

Ｐ６－Ｂ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 17 253 ○ (17)

一次膜応力＋一次曲げ応力 17 380 ○ (17)

一次＋二次応力 26 393 ○ (17)

Ｐ６－Ｃ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 11 253 ○ (17)

一次膜応力＋一次曲げ応力 11 380 ○ (17)

一次＋二次応力 18 393 ○ (17)

Ｐ７－Ａ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

本体と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 145 495 ○ (17)

一次＋二次応力 295 501 ○ (17)

Ｐ７－Ｂ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

本体と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 147 495 ○ (17)

一次＋二次応力 222 501 ○ (17)

Ｐ７－Ｃ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

本体と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 130 495 ○ (17)

一次＋二次応力 322 501 ○ (17)
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表 6－3 許容応力状態ⅣＡＳに対する疲労評価結果 

評価部位 
Ｓｎ

(MPa) 
Ｋｅ 

Ｓｐ

(MPa) 

Ｓ

(MPa) 

Ｓ′＊ 

(MPa) 

Ｎａ

(回) 

Ｎｃ

(回) 

疲労累積係数 

Ｎｃ/Ｎａ 

Ｐ７－Ａ 663 0.798 

Ｐ７－Ｂ 510 0.290 

Ｐ７－Ｃ 673 0.843 

注記＊：Ｓに（ 2.07×105 /Ｅ）を乗じた値である。 

Ｅ＝ 1.93×105 MPa 
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6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

制御棒駆動機構搬出ハッチの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に

示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有してい

ることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価結果を表 6－4に示す。 

表中の「荷重の組合せ」欄には，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

における表 5－3の荷重の組合せの No.を記載する。 

なお，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」の 5.3 項にて，設計・建

設規格 PVB-3140(6)を満たすことを確認しているため，一次＋二次＋ピーク応力強さの評

価は不要である。 

 

(2) 疲労評価結果 

疲労評価結果を表 6－5に示す。 
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表 6－4(1) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ） 

 

 

 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

制御棒 

駆動機構 

搬出ハッチ 

Ｐ６－Ａ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 19 253 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

一次膜応力＋一次曲げ応力 19 379 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

一次＋二次応力 26 393 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

Ｐ６－Ｂ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 18 253 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

一次膜応力＋一次曲げ応力 18 379 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

一次＋二次応力 26 393 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

Ｐ６－Ｃ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 13 253 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

一次膜応力＋一次曲げ応力 13 379 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

一次＋二次応力 18 393 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

Ｐ７－Ａ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

本体と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 257 490 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

一次＋二次応力 295 501 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

Ｐ７－Ｂ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

本体と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 259 490 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

一次＋二次応力 222 501 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

Ｐ７－Ｃ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

本体と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 241 490 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  

一次＋二次応力 322 501 ○ Ⅴ（Ｌ）-1  
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表 6－4(2) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ）（その１） 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

制御棒 

駆動機構 

搬出ハッチ 

Ｐ６－Ａ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 30 272 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  

一次膜応力＋一次曲げ応力 30 408 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  

一次＋二次応力 51 393 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  

Ｐ６－Ｂ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 30 272 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  

一次膜応力＋一次曲げ応力 30 408 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  

一次＋二次応力 51 393 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  

Ｐ６－Ｃ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

円筒胴 

一次一般膜応力 17 272 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  

一次膜応力＋一次曲げ応力 17 408 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  

一次＋二次応力 30 393 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  
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表 6－4(2) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ）（その２） 

 

注記＊：Ｐ７－Ａ及びＰ７－Ｃの一次＋二次応力評価は許容値を満足しないが，設計・建設規格 PVB-3300 に基づいて疲労評価を行い，十分な構造 

強度を有していることを確認した。 

 

  

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

制御棒 

駆動機構 

搬出ハッチ 

Ｐ７－Ａ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

本体と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 198 523 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  

一次＋二次応力 581 501 ×＊ 
Ⅴ（ＬＬ）-1 

 

疲労評価 0.434 1.0 ○ 単位なし 

Ｐ７－Ｂ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

本体と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 196 523 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  

一次＋二次応力 426 501 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  

Ｐ７－Ｃ 
制御棒駆動機構搬出ハッチ 

本体と補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 170 523 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1  

一次＋二次応力 606 501 ×＊ 
Ⅴ（ＬＬ）-1 

 

疲労評価 0.518 1.0 ○ 単位なし 
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表 6－5 許容応力状態ⅤＡＳに対する疲労評価結果 

評価部位 
Ｓｎ

(MPa) 

Ｋｅ Ｓｐ

(MPa) 

Ｓ

(MPa) 

Ｓ′＊ 

(MPa) 

Ｎａ

(回) 

Ｎｃ

(回) 

疲労累積係数 

Ｎｃ/Ｎａ 

Ｐ７－Ａ 581 0.434 

Ｐ７－Ｃ 606 0.518 

注記＊：Ｓに（ 2.07×105 /Ｅ）を乗じた値である。 

 Ｅ＝ 2.00×105 MPa 
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7. 参照図書

(1) 島根原子力発電所第２号機 第２回工事計画認可申請書

Ⅳ-3-5-7「制御棒駆動機構搬出ハッチの強度計算書」
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Ⅵ-2-9-2-10 所員用エアロックの耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及びⅥ-2-1-9「機能維

持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，所員用エアロックが設計用地

震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

所員用エアロックは設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備にお

いては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基

準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，新規制対応工認対象となる設計用地震力及び重大事故等時に対

する評価について記載するものとし，前述の荷重を除く荷重による所員用エアロックの評価

は，昭和 59 年 9 月 17 日付け 59 資庁第 8283 号にて認可された工事計画の添付書類（参照図書

(1)）による（以下「既工認」という。）。 

 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

所員用エアロックの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

所員用エアロックはドライ

ウェルに支持される。

所員用エアロックの水平方

向地震荷重はシヤラグ及びド

ライウェル下部より原子炉建

物を介して原子炉建物基礎ス

ラブに伝達され，鉛直方向地

震荷重はドライウェル下部よ

り原子炉建物を介して原子炉

建物基礎スラブに伝達され

る。 

内径 mm，板厚 ～

mm，長さ ㎜の円筒胴

及び板厚 mmの扉等で構成

される鋼製構造物である。  

（単位：mm） 
所員用エアロック 拡大図 

円筒胴 

所員用エアロック 

原子炉建物基礎スラブ 

原子炉建物 

シヤラグ

ドライウェル 

φ

外側扉 

内側扉 
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2.2 評価方針 

所員用エアロックの応力評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

及びⅥ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に

基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所に作用する設計用地震力による応力等が許容限界

内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結

果を「6. 評価結果」に示す。 

所員用エアロックの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 所員用エアロックの耐震評価フロー 

2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）

計算モデルの設定 

設計用地震力 

地震時における応力 

応力解析又は理論式による応力計算 

所員用エアロックの構造強度評価 

理論式による固有値の算出 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

Ｃｉ 地震層せん断力係数 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄ 死荷重 ― 

ｄ１ 直径 mm 

 Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｋｅ 弾塑性解析に用いる繰返しピーク応力強さの補正係数 ― 

ｉ 長さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

Ｍ 機械的荷重 ― 

ＭＬ 地震と組み合わせる機械的荷重 ― 

ＭＳＡＬ 機械的荷重（ＳＡ後長期機械的荷重） ― 

ＭＳＡＬＬ 機械的荷重（ＳＡ後長々期機械的荷重） ― 

Ｎａ 地震時の許容繰返し回数 ― 

Ｎｃ 地震時の実際の繰返し回数 ― 

Ｐ 圧力 ― 

ＰＬ 地震と組み合わせる圧力 ― 

ＰＳＡＬ 圧力（ＳＡ後長期圧力） ―，kPa 

ＰＳＡＬＬ 圧力（ＳＡ後長々期圧力） ―，kPa 

Ｒｉ 半径 mm 

Ｓ 許容引張応力 MPa 

Ｓｄ 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力 ― 

Ｓｄ* 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 ― 

Ｓ 繰返しピーク応力強さ MPa 

Ｓ′ 補正繰返しピーク応力強さ MPa 

Ｓｍ 設計応力強さ MPa 

Ｓｎ 地震動による応力振幅 MPa 

Ｓｐ 地震荷重のみにおける一次＋二次＋ピーク応力の応力差範囲 MPa 

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 ― 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 40℃における設計降伏点 MPa 

ｔｉ 厚さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

ＴＳＡＬ 温度（ＳＡ後長期温度） ℃ 

ＴＳＡＬＬ 温度（ＳＡ後長々期温度） ℃ 

Ｗ 荷重 ― 
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3. 評価部位

所員用エアロックの形状及び主要寸法を図 3－1に，使用材料及び使用部位を表 3－1に示

す。 

注記＊：Ｗ（死荷重又は活荷重）の作用点を示す。 

① 内側扉 ② 外側扉 ③ 内側隔壁 ④ 外側隔壁 ⑤ 円筒胴 ⑥ 補強板

ｄ１ ＝ ｔ１ ＝ ｔ２ ＝

ｔ３ ＝ ｔ４ ＝ ｔ５ ＝

ｔ６ ＝ ｔ７ ＝ ｔ８ ＝

 １ ＝  ２ ＝  ３ ＝

 ４ ＝  ５ ＝  ６ ＝

Ｒｉ ＝11400 

（単位：mm） 

図 3－1 所員用エアロックの形状及び主要寸法 

ｔ
８
 

Ｒｉ 

② ③ 
④ ⑤ ⑥ 

① 

Ｗ 

ｔ４ 

ｔ３ 

４

６

３

５

１２

ｔ６ 

ｔ
５
 

ｔ２ 

ｔ
１
 

ｄ
１
 

ｔ
７

＊
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表 3－1 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

内側扉 SGV49 SGV480 相当 

外側扉 SGV49 SGV480 相当 

内側隔壁 SGV49 SGV480 相当 

外側隔壁 SGV49 SGV480 相当 

垂直，水平ビーム SGV49 SGV480 相当 

円筒胴 SGV49 SGV480 相当 

補強板 SPV50 SPV490 相当 
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4. 固有周期

(1) 設計基準対象施設としての固有周期

設計基準対象施設としての固有周期を表 4－1 に示す。水平方向（軸），水平方向（軸直角）

及び鉛直方向（軸直角）に対し，固有周期は 0.05 秒を超えており，柔構造であることを確認

した。 

表 4－1 固有周期（設計基準対象施設） 

卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向（軸） 

水平方向（軸直角） 

鉛直方向（軸直角） 

(2) 重大事故等対処設備としての固有周期

重大事故等対処設備としての固有周期を表 4－2 に示す。水平方向（軸），水平方向（軸直

角）及び鉛直方向（軸直角）に対し，固有周期は 0.05 秒を超えており，柔構造であることを

確認した。 

表 4－2 固有周期（重大事故等対処設備） 

卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向（軸） 

水平方向（軸直角） 

鉛直方向（軸直角） 
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

(1) 所員用エアロックの水平方向地震荷重はシヤラグ及びドライウェル下部より原子炉建物

を介して原子炉建物基礎スラブに伝達され，鉛直方向地震荷重はドライウェル下部より原

子炉建物を介して原子炉建物基礎スラブに伝達される。 

 所員用エアロックの耐震評価として，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

により求めた地震力及びⅥ-2-2-1「炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原

子炉本体の基礎の地震応答計算書」において計算された荷重を用いて，既工認の手法に従

い構造強度評価を行う。 

(2) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。

(3) 概略構造図を表 2－1に示す。

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

所員用エアロックの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 5－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－2に示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

5.2.2 許容応力 

所員用エアロックの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 5－3 に

示すとおりとする。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

所員用エアロックの使用材料の許容応力評価条件のうち，設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 5－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－5に示す。 
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表5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1 許容応力状態 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 

所員用 

エアロック
Ｓ 

クラスＭＣ

容器

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* 

(10) 

(11) 

(14) 

(16) 

ⅢＡＳ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

(12) 

(13) 

(15) 

ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*＊2 (17) ⅣＡＳ 

注記＊1：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－2の荷重の組合せのNo.を示す。 

 ＊2：原子炉格納容器は冷却材喪失事故後の最終障壁となることから，構造全体としての安全裕度を確認する意味で，冷却材喪失事故後の最 

大内圧との組合せを考慮する。 
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表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊2 

許容応力 

状態＊3 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 

所員用 

エアロック

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ＊4 (Ⅴ（Ｌ）-1) ⅤＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ (Ⅴ（ＬＬ）-1) ⅤＡＳ 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－3の荷重の組合せのNo.を示す。 

＊3：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 

＊4：重大事故等後の最高内圧と最高温度との組合せを考慮する。 
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表5－3 クラスＭＣ容器の許容応力 

応力分類 

許容 

応力状態 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ

Ｓｙと0.6・Ｓｕの小さい方。ただし，オーステナイト系ス

テンレス鋼及び高ニッケル合金については1.2・Ｓとす

る。 

左欄の 

1.5倍の値＊1 
3・Ｓ＊2 

Ｓｄ又はＳｓ地

震動のみによる

応力振幅につい

て評価する。 

＊3，＊4

Ｓｄ又はＳｓ地震

動のみによる疲労

解析を行い，運転

状態Ⅰ，Ⅱにおけ

る疲労累積係数と

の和が1.0以下で

あること。

ⅣＡＳ

構造上の連続な部分は0.6・Ｓｕ，不連続な部分はＳｙと

0.6・Ｓｕの小さい方。ただし，オーステナイト系ステン

レス鋼及び高ニッケル合金については，構造上の連続な部

分は2・Ｓと0.6・Ｓｕの小さい方，不連続な部分は1.2・

Ｓとする。 

左欄の 

1.5倍の値＊1 

ⅤＡＳ＊5 

注記＊1：設計・建設規格 PVB-3111に準じる場合は，純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比又は1.5のいずれか小さい方の値 

(α)を用いる。 

＊2：3・Ｓを超えるときは弾塑性解析を行うこと。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。また，ＳｍはＳと読み替

える。）の簡易弾塑性解析を用いることができる。 

＊3：設計・建設規格 PVB-3140(6)を満たすときは疲労解析不要。 

ただし，PVB-3140(6)の「応力の全振幅」は「Ｓｄ又はＳｓ地震動による応力の全振幅」と読み替える。 

＊4：運転状態Ⅰ，Ⅱにおいて，疲労解析を要しない場合は，地震動のみによる疲労累積係数が1.0以下であること。 

＊5：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

所員用エアロック 

SGV49＊1 周囲環境温度 171 131 229 423 ― 

SPV50＊2 周囲環境温度 171 167 429 550 ― 

注記＊1：SGV480 相当 

 ＊2：SPV490 相当 

表5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

所員用エアロック 

SGV49＊1 

周囲環境温度 200＊2 131 226 422 ― 

周囲環境温度 70＊3 131 248 453 ― 

SPV50＊4 

周囲環境温度 200＊2 167 417 545 ― 

周囲環境温度 70＊3 167 478 581 ― 

注記＊1：SGV480 相当 

＊2：ＳＡ後長期温度 

＊3：ＳＡ後長々期温度 

＊4：SPV490 相当
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5.2.4 設計荷重 

(1) 設計基準対象施設としての設計荷重

設計基準対象施設としての設計荷重である，圧力，最高使用温度，死荷重及び活荷重

は，既工認からの変更はなく，次のとおりである。 

a. 圧力及び最高使用温度

内圧（冷却材喪失事故後の最大内圧） 327 kPa

外圧   14 kPa 

温度（最高使用温度） 171 ℃ 

b. 死荷重

(a) 所員用エアロックの自重  N 

(b) ドライウェルの自重

所員用エアロックより上部のドライウェルの自重及び付加物の重量を死荷重とす

る。 

c. 活荷重

(a) 床に加わる荷重  N 

(b) ドライウェルの荷重

所員用エアロックより上部の活荷重を考慮する。

(2) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度

重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度は，以下のとおりとする。

内圧ＰＳＡＬ 660 kPa（ＳＡ後長期） 

内圧ＰＳＡＬＬ 380 kPa（ＳＡ後長々期） 

温度ＴＳＡＬ 200 ℃（ＳＡ後長期） 

温度ＴＳＡＬＬ  70 ℃（ＳＡ後長々期） 



14 

S
2
 
補

 Ⅵ
-
2-
9
-
2-
1
0
 R
0 

5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－6～表 5－11 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-

7「設計用床応答スペクトルの作成方針」により求めた地震力を上回る地震力を設定する。減

衰定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

また，ドライウェルの所員用エアロック設置位置に作用する地震荷重は，Ⅵ-2-2-1「炉

心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉本体の基礎の地震応答計算書」によ

り求めた地震荷重を上回る荷重を設定する。 

(1) 設計基準対象施設としての設計用地震力

a. 所員用エアロック

設計基準対象施設として所員用エアロックの応力計算に用いる設計用地震力を表 5－6

に示す。ここで，所員用エアロックの評価においては，表 5－6 に記載の設計震度を上回

る震度を用いて評価を実施する。 

b. ドライウェル

設計基準対象施設として所員用エアロックの応力計算に用いる，ドライウェルの鉛直

荷重及び鉛直方向地震荷重を表 5－8に，水平方向地震荷重を表 5－9に示す。 

(2) 重大事故等対処設備としての設計用地震力

a. 所員用エアロック

重大事故等対処設備として所員用エアロックの応力計算に用いる設計用地震力を表5－

7 に示す。ここで，所員用エアロックの評価においては，表 5－7 に記載の設計震度を上

回る震度を用いて評価を実施する。 

b. ドライウェル

重大事故等対処設備として所員用エアロックの応力計算に用いる，ドライウェルの鉛

直荷重及び鉛直方向地震荷重を表 5－10 に，水平方向地震荷重を表 5－11 に示す。 
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表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 減衰定数(％) 

水平方向 鉛直方向 

＊1，＊2 

水平方向 

設計震度 

ＣＨ 

＊1 

鉛直方向 

設計震度 

ＣＶ 

＊2，＊3 

水平方向 

設計震度 

ＣＨ 

＊3 

鉛直方向 

設計震度 

ＣＶ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

Ｘ方向＊4 Ｙ方向＊4 Ｚ方向＊4 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 

原子炉 

格納容器 

EL

2.43 2.43 2.11 4.09 4.09 4.37 

1.0＊5 1.0＊5 0.53 0.53 0.41 0.99 0.99 0.76 

0.63 0.63 0.24 ― ― ― 

注記＊1：上段は設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又はこれを上回る設計用床応答スペクトルより得られる震度，中段は設計

用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又はこれを上回る設計震度，下段は静的震度（3.0・Ｃｉ及び 1.0・ＣＶ）を示す。 

＊2：Ｘ方向とＹ方向の最大震度を示す。 

＊3：上段は設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計用床応答スペクトルより得られる震度，中段は設計用震度

Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度を示す。 

＊4：所員用エアロックに対し，Ｘ方向は軸方向，Ｙ方向及びＺ方向は軸直角方向を示す。 

＊5：溶接構造物に適用される減衰定数の値。 



1
6
 

S2 補 Ⅵ-2-9-2-10 R0 

表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ＊1 基準地震動Ｓｓ 減衰定数(％) 

水平方向 鉛直方向 

＊2，＊3 

水平方向 

設計震度 

ＣＨ 

＊2 

鉛直方向 

設計震度 

ＣＶ 

＊3，＊4 

水平方向 

設計震度 

ＣＨ 

＊4 

鉛直方向 

設計震度 

ＣＶ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

Ｘ方向＊5 Ｙ方向＊5 Ｚ方向＊5 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 

原子炉 

格納容器 

EL

2.43 2.43 2.11 4.09 4.09 4.37 

1.0＊6 1.0＊6 0.53 0.53 0.41 0.99 0.99 0.76 

0.63 0.63 0.24 ― ― ― 

注記＊1：重大事故等対処設備の評価に対し，弾性設計用地震動Ｓｄに加えて静的震度を考慮する。 

＊2：上段は設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又はこれを上回る設計用床応答スペクトルより得られる震度，中段は設計

用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又はこれを上回る設計震度，下段は静的震度（3.0・Ｃｉ及び 1.0・ＣＶ）を示す。 

＊3：Ｘ方向とＹ方向の最大震度を示す。 

＊4：上段は設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計用床応答スペクトルより得られる震度，中段は設計用震度

Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度を示す。 

＊5：所員用エアロックに対し，Ｘ方向は軸方向，Ｙ方向及びＺ方向は軸直角方向を示す。 

＊6：溶接構造物に適用される減衰定数の値。 
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表 5－8 鉛直荷重及び鉛直方向地震荷重（設計基準対象施設） 

（単位：N） 

通常運転時 燃料交換時 

鉛直荷重 
地震荷重 

鉛直荷重 
地震荷重 

Ｓｄ* Ｓｓ Ｓｄ* Ｓｓ 

表 5－9 水平方向地震荷重（設計基準対象施設） 

弾性設計用地震動Ｓｄ* 

による地震荷重 

基準地震動Ｓｓ 

による地震荷重 

せん断力 

(N) 

モーメント

(N･mm)

せん断力 

(N) 

モーメント

(N･mm)

2.690×107 4.300×1011 6.100×107 9.460×1011 

表 5－10 鉛直荷重及び鉛直方向地震荷重（重大事故等対処設備） 

（単位：N） 

鉛直荷重 
地震荷重 

Ｓｄ* Ｓｓ 

表 5－11 水平方向地震荷重（重大事故等対処設備） 

弾性設計用地震動Ｓｄ* 

による地震荷重 

基準地震動Ｓｓ 

による地震荷重 

せん断力 

(N) 

モーメント

(N･mm)

せん断力 

(N) 

モーメント

(N･mm)

2.690×107 4.300×1011 6.100×107 9.460×1011 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力評価方法 

所員用エアロックの応力評価点は，所員用エアロックを構成する部材の形状及び荷重

伝達経路を考慮し，発生応力が大きくなる部位を選定する。選定した応力評価点を表 5－

12 及び図 5－1に示す。 

応力計算方法は既工認から変更はなく，参照図書(1)に示すとおりである。 

評価の概要を以下に示す。 

応力評価点Ｐ１１及びＰ１２は既工認の各荷重による応力を比倍（圧力比，荷重比等）

し評価する。 

表 5－12 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１＊ 内側扉 

Ｐ２＊ 外側扉 

Ｐ３＊ 内側隔壁板 

Ｐ４＊ 内側隔壁垂直ビーム 

Ｐ５＊ 内側隔壁上部水平ビーム 

Ｐ６＊ 内側隔壁下部水平ビーム 

Ｐ７＊ 外側隔壁板 

Ｐ８＊ 外側隔壁垂直ビーム 

Ｐ９＊ 外側隔壁上部水平ビーム 

Ｐ１０＊ 外側隔壁下部水平ビーム 

Ｐ１１ 
所員用エアロック円筒胴 

（Ｐ１１－Ａ～Ｐ１１－Ｃ） 

Ｐ１２ 
所員用エアロック本体と補強板との結合部 

（Ｐ１２－Ａ～Ｐ１２－Ｃ） 

注記＊：Ｐ１～Ｐ１０については，地震荷重は荷重値が小さく 

無視できるため，評価を行わない。 
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図 5－1 所員用エアロックの応力評価点 
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5.5 計算条件 

応力計算に用いる荷重を，「5.2 荷重の組合せ及び許容応力」及び「5.3 設計用地震力」

に示す。 

5.6 応力の評価 

「5.4 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。ただし，一次＋二次応力が許

容値を満足しない場合は，設計・建設規格 PVB-3300 に基づいて疲労評価を行い，疲労累積

係数が 1.0 以下であること。 
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

所員用エアロックの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容

限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を表 6－1及び表 6－2 に示す。

表中の「荷重の組合せ」欄には，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

における表 5－2の荷重の組合せの No.を記載する。 

なお，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」の 5.3 項にて，設計・建

設規格 PVB-3140(6)を満たすことを確認しているため，一次＋二次＋ピーク応力強さの評

価は不要である。 

(2) 疲労評価結果

疲労評価結果を表 6－3に示す。
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表 6－1 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

所員用 

エアロック

Ｐ１１－Ａ 所員用エアロック円筒胴 

一次一般膜応力 43 229 ○ (11)

一次膜応力＋一次曲げ応力 43 344 ○ (11)

一次＋二次応力 65 393 ○ (11)

Ｐ１１－Ｂ 所員用エアロック円筒胴 

一次一般膜応力 43 229 ○ (11)

一次膜応力＋一次曲げ応力 43 344 ○ (11)

一次＋二次応力 65 393 ○ (11)

Ｐ１１－Ｃ 所員用エアロック円筒胴 

一次一般膜応力 27 229 ○ (11)

一次膜応力＋一次曲げ応力 27 344 ○ (11)

一次＋二次応力 53 393 ○ (11)

Ｐ１２－Ａ 
所員用エアロック本体と 

補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 80 495 ○ (11)

一次＋二次応力 289 501 ○ (11)

Ｐ１２－Ｂ 
所員用エアロック本体と 

補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 64 495 ○ (11)

一次＋二次応力 228 501 ○ (11)

Ｐ１２－Ｃ 
所員用エアロック本体と 

補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 69 495 ○ (11)

一次＋二次応力 399 501 ○ (11)
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表 6－2(1) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ） 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

所員用 

エアロック

Ｐ１１－Ａ 所員用エアロック円筒胴 

一次一般膜応力 73 253 ○ (13)

一次膜応力＋一次曲げ応力 73 380 ○ (13)

一次＋二次応力 126 393 ○ (13)

Ｐ１１－Ｂ 所員用エアロック円筒胴 

一次一般膜応力 73 253 ○ (13)

一次膜応力＋一次曲げ応力 73 380 ○ (13)

一次＋二次応力 126 393 ○ (13)

Ｐ１１－Ｃ 所員用エアロック円筒胴 

一次一般膜応力 44 253 ○ (13)

一次膜応力＋一次曲げ応力 44 380 ○ (13)

一次＋二次応力 87 393 ○ (13)

Ｐ１２－Ａ 
所員用エアロック本体と 

補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 147 495 ○ (13)

一次＋二次応力 581 501 ×＊ 
(13) 

疲労評価 0.475 1.0 ○ 単位なし 

Ｐ１２－Ｂ 
所員用エアロック本体と 

補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 123 495 ○ (13)

一次＋二次応力 455 501 ○ (13)

Ｐ１２－Ｃ 
所員用エアロック本体と 

補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 128 495 ○ (13)

一次＋二次応力 685 501 ×＊ 
(13) 

疲労評価 0.909 1.0 ○ 単位なし 

注記＊：Ｐ１２－Ａ及びＰ１２－Ｃの一次＋二次応力評価は許容値を満足しないが，設計・建設規格 PVB-3300 に基づいて疲労評価を行い，十分な 

構造強度を有していることを確認した。 
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表 6－2(2) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

所員用 

エアロック

Ｐ１１－Ａ 所員用エアロック円筒胴 

一次一般膜応力 42 253 ○ (17)

一次膜応力＋一次曲げ応力 42 380 ○ (17)

一次＋二次応力 44 393 ○ (17)

Ｐ１１－Ｂ 所員用エアロック円筒胴 

一次一般膜応力 43 253 ○ (17)

一次膜応力＋一次曲げ応力 43 380 ○ (17)

一次＋二次応力 44 393 ○ (17)

Ｐ１１－Ｃ 所員用エアロック円筒胴 

一次一般膜応力 35 253 ○ (17)

一次膜応力＋一次曲げ応力 35 380 ○ (17)

一次＋二次応力 44 393 ○ (17)

Ｐ１２－Ａ 
所員用エアロック本体と 

補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 142 495 ○ (17)

一次＋二次応力 238 501 ○ (17)

Ｐ１２－Ｂ 
所員用エアロック本体と 

補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 156 495 ○ (17)

一次＋二次応力 185 501 ○ (17)

Ｐ１２－Ｃ 
所員用エアロック本体と 

補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 138 495 ○ (17)

一次＋二次応力 344 501 ○ (17)
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表 6－3 許容応力状態ⅣＡＳに対する疲労評価結果 

評価部位 
Ｓｎ

(MPa) 
Ｋｅ 

Ｓｐ

(MPa) 

Ｓ

(MPa) 

Ｓ′＊ 

(MPa) 

Ｎａ

(回) 

Ｎｃ

(回) 

疲労累積係数 

Ｎｃ/Ｎａ 

Ｐ１２－Ａ 581 0.475 

Ｐ１２－Ｃ 685 0.909 

注記＊：Ｓに（ 2.07×105 /Ｅ）を乗じた値である。 

 Ｅ＝ 1.93×105 MPa 
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6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

所員用エアロックの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを

確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価結果を表 6－4に示す。

表中の「荷重の組合せ」欄には，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

における表 5－3の荷重の組合せの No.を記載する。 

なお，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」の 5.3 項にて，設計・建

設規格 PVB-3140(6)を満たすことを確認しているため，一次＋二次＋ピーク応力強さの評

価は不要である。 

(2) 疲労評価結果

疲労評価結果を表 6－5に示す。
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表 6－4(1) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ） 

評価対象 

設備 
評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

所員用 

エアロック

Ｐ１１－Ａ 所員用エアロック円筒胴 

一次一般膜応力 53 253 ○ Ⅴ（Ｌ）-1

一次膜応力＋一次曲げ応力 53 379 ○ Ⅴ（Ｌ）-1

一次＋二次応力 44 393 ○ Ⅴ（Ｌ）-1

Ｐ１１－Ｂ 所員用エアロック円筒胴 

一次一般膜応力 56 253 ○ Ⅴ（Ｌ）-1

一次膜応力＋一次曲げ応力 56 379 ○ Ⅴ（Ｌ）-1

一次＋二次応力 44 393 ○ Ⅴ（Ｌ）-1

Ｐ１１－Ｃ 所員用エアロック円筒胴 

一次一般膜応力 50 253 ○ Ⅴ（Ｌ）-1

一次膜応力＋一次曲げ応力 50 379 ○ Ⅴ（Ｌ）-1

一次＋二次応力 44 393 ○ Ⅴ（Ｌ）-1

Ｐ１２－Ａ 
所員用エアロック本体と 

補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 252 490 ○ Ⅴ（Ｌ）-1

一次＋二次応力 238 501 ○ Ⅴ（Ｌ）-1

Ｐ１２－Ｂ 
所員用エアロック本体と 

補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 269 490 ○ Ⅴ（Ｌ）-1

一次＋二次応力 185 501 ○ Ⅴ（Ｌ）-1

Ｐ１２－Ｃ 
所員用エアロック本体と 

補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 248 490 ○ Ⅴ（Ｌ）-1

一次＋二次応力 344 501 ○ Ⅴ（Ｌ）-1 
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表 6－4(2) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ） 

評価対象 

設備 
評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

所員用 

エアロック

Ｐ１１－Ａ 所員用エアロック円筒胴 

一次一般膜応力 64 272 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1

一次膜応力＋一次曲げ応力 64 408 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1

一次＋二次応力 85 393 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1

Ｐ１１－Ｂ 所員用エアロック円筒胴 

一次一般膜応力 66 272 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1

一次膜応力＋一次曲げ応力 66 408 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1

一次＋二次応力 85 393 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1

Ｐ１１－Ｃ 所員用エアロック円筒胴 

一次一般膜応力 51 272 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1

一次膜応力＋一次曲げ応力 51 408 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1

一次＋二次応力 71 393 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1

Ｐ１２－Ａ 
所員用エアロック本体と 

補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 208 523 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1

一次＋二次応力 479 501 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1

Ｐ１２－Ｂ 
所員用エアロック本体と 

補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 213 523 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1

一次＋二次応力 369 501 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1

Ｐ１２－Ｃ 
所員用エアロック本体と 

補強板との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 196 523 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1

一次＋二次応力 595 501 ×＊ 
Ⅴ（ＬＬ）-1 

疲労評価 0.477 1.0 ○ 単位なし 

注記＊：Ｐ１２－Ｃの一次＋二次応力評価は許容値を満足しないが，設計・建設規格 PVB-3300 に基づいて疲労評価を行い，十分な構造強度を有して 

いることを確認した。 
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表 6－5 許容応力状態ⅤＡＳに対する疲労評価結果 

評価部位 
Ｓｎ

(MPa) 
Ｋｅ 

Ｓｐ

(MPa) 

Ｓ

(MPa) 

Ｓ′＊ 

(MPa) 

Ｎａ

(回) 

Ｎｃ

(回) 

疲労累積係数 

Ｎｃ/Ｎａ 

Ｐ１２－Ｃ 595 0.477 

注記＊：Ｓに（ 2.07×105 /Ｅ）を乗じた値である。 

 Ｅ＝ 2.00×105 MPa 
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7. 参照図書

(1) 島根原子力発電所第２号機 第２回工事計画認可申請書

Ⅳ-3-5-4「所員用エアロックの強度計算書」
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及びⅥ-2-1-9「機能維

持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，電気配線貫通部が設計用地震

力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

電気配線貫通部は設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備におい

ては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基準

対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

電気配線貫通部の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

   

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

電気配線貫通部はドライウ

ェルに支持される。 

電気配線貫通部の水平方向

地震荷重はシヤラグ及びドラ

イウェル下部より原子炉建物

を介して原子炉建物基礎スラ

ブに伝達され，鉛直方向地震

荷重はドライウェル下部より

原子炉建物を介して原子炉建

物基礎スラブに伝達される。 

円筒形スリーブ，アダプタ

及びフランジで構成される鋼

製構造物である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
電気配線貫通部 拡大図 

電気配線貫通部

原子炉建物基礎スラブ 

原子炉建物 

シヤラグ 

ドライウェル 

ドライウェル 

スリーブ 

アダプタ フランジ 
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2.2 評価方針 

電気配線貫通部の応力評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及

びⅥ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基

づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所に作用する設計用地震力による応力等が許容限界内

に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実

施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

電気配線貫通部の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 電気配線貫通部の耐震評価フロー 

 

 

  

解析モデル設定 

（地震応答解析） 

解析モデル設定 

（応力解析） 

固有値解析 

設計用地震力 

地震応答解析 

応力解析 

地震時における応力 

電気配線貫通部の構造強度評価 

Ⅵ-2-9-2-1「ドライウェルの 

耐震性についての計算書」 

において算出された応力 
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2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

Ｃｉ 地震層せん断力係数 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

 Ｄ 死荷重 ― 

 ｄｏ 外径 mm 

 ｄｉ 内径 mm 

 Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｋｅ 弾塑性解析に用いる繰返しピーク応力強さの補正係数 ― 

 Ｌｉ 長さ（ｉ＝1，2） mm 

ｍ０ 質量 kg 

 Ｍ 機械的荷重 ― 

 ＭＬ 地震と組み合わせる機械的荷重 ― 

 ＭＳＡＬ 機械的荷重（ＳＡ後長期機械的荷重） ― 

 ＭＳＡＬＬ 機械的荷重（ＳＡ後長々期機械的荷重） ― 

Ｎａ 地震時の許容繰返し回数 ― 

Ｎｃ 地震時の実際の繰返し回数 ― 

 Ｐ 圧力 ― 

 ＰＬ 地震と組み合わせる圧力 ― 

 ＰＳＡＬ 圧力（ＳＡ後長期圧力） ―，kPa 

 ＰＳＡＬＬ 圧力（ＳＡ後長々期圧力） ―，kPa 

 Ｓ 許容引張応力 MPa 

 Ｓｄ 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力 ― 

 Ｓｄ* 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 ― 

Ｓ 繰返しピーク応力強さ MPa 

Ｓ′ 補正繰返しピーク応力強さ MPa 

Ｓｍ 設計応力強さ MPa 

Ｓｎ 地震動による応力振幅 MPa 

Ｓｐ 地震荷重のみにおける一次＋二次＋ピーク応力の応力差範囲 MPa 

 Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 ― 

 Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

 Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 40℃における設計降伏点 MPa 

 Ｔ 温度 ℃ 

 ＴＳＡＬ 温度（ＳＡ後長期温度） ℃ 

 ＴＳＡＬＬ 温度（ＳＡ後長々期温度） ℃ 

ν ポアソン比 ― 
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3. 評価部位

電気配線貫通部の形状及び主要寸法を図 3－1及び表 3－1に，使用材料及び使用部位を

表 3－2 に示す。 

なお，電気配線貫通部のうち口径が最大である X-100A～D の形状及び寸法にて構造強度評価

を行う。 

図 3－1 電気配線貫通部の形状及び主要寸法 

表 3－1 電気配線貫通部の主要寸法 

（単位：mm） 

貫通部 

番号 
ｄｏ ｄｉ Ｌ１ Ｌ２ 

X-100A～D

表 3－2 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

ドライウェル SPV50 SPV490 相当 

アダプタ STS42 STS410 相当 

フランジ SGV49 SGV480 相当 

スリーブ STS42 STS410 相当 

ｄ
ｏ
 

アダプタ

スリーブフランジ
内側接続箱 外側接続箱 

ドライウェルの板厚中心 

Ｌ１ Ｌ２ 

ｄ
ｉ
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4. 地震応答解析及び構造強度評価

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 電気配線貫通部の水平方向地震荷重はシヤラグ及びドライウェル下部より原子炉建物を

介して原子炉建物基礎スラブに伝達され，鉛直方向地震荷重はドライウェル下部より原子

炉建物を介して原子炉建物基礎スラブに伝達される。 

電気配線貫通部の耐震評価として，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に

より求めた地震力及びⅥ-2-2-1「炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子

炉本体の基礎の地震応答計算書」において計算された荷重及び相対変位を用いて構造強度

評価を行う。 

(2) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。

(3) 概略構造図を表 2－1に示す。

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

電気配線貫通部の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

4.2.2 許容応力 

電気配線貫通部の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－3 に示

すとおりとする。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

電気配線貫通部の使用材料の許容応力評価条件のうち，設計基準対象施設の評価に用

いるものを表 4－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5に示す。 
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表4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1 

許容応力 

状態 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 

電気配線 

貫通部 
Ｓ 

クラスＭＣ

容器

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* 

(10) 

(11) 

(14) 

(16) 

ⅢＡＳ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

(12) 

(13) 

(15) 

ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*＊2 (17) ⅣＡＳ 

注記＊1：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－2の荷重の組合せのNo.を示す。 

 ＊2：原子炉格納容器は冷却材喪失事故後の最終障壁となることから，構造全体としての安全裕度を確認する意味で，冷却材喪失事故後の最 

大内圧との組合せを考慮する。 
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表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊2 

許容応力 

状態＊3 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 

電気配線 

貫通部 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ＊4 (Ⅴ（Ｌ）-1) ⅤＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ (Ⅴ（ＬＬ）-1) ⅤＡＳ 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－3の荷重の組合せのNo.を示す。 

＊3：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 

＊4：重大事故等後の最高内圧と最高温度との組合せを考慮する。 
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表4－3 クラスＭＣ容器の許容応力 

応力分類 

許容 

応力状態 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ

Ｓｙと0.6・Ｓｕの小さい方。ただし，オーステナイト系ス

テンレス鋼及び高ニッケル合金については1.2・Ｓとす

る。 

左欄の 

1.5倍の値＊1 
3・Ｓ＊2 

Ｓｄ又はＳｓ地

震動のみによる

応力振幅につい

て評価する。 

＊3，＊4

Ｓｄ又はＳｓ地震

動のみによる疲労

解析を行い，運転

状態Ⅰ，Ⅱにおけ

る疲労累積係数と

の和が1.0以下で

あること。

ⅣＡＳ

構造上の連続な部分は0.6・Ｓｕ，不連続な部分はＳｙと

0.6・Ｓｕの小さい方。ただし，オーステナイト系ステン

レス鋼及び高ニッケル合金については，構造上の連続な部

分は2・Ｓと0.6・Ｓｕの小さい方，不連続な部分は1.2・

Ｓとする。 

左欄の 

1.5倍の値＊1 

ⅤＡＳ＊5 

注記＊1：設計・建設規格 PVB-3111に準じる場合は，純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比又は1.5のいずれか小さい方の値

(α)を用いる。 

＊2：3・Ｓを超えるときは弾塑性解析を行うこと。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。また，ＳｍはＳと読み替

える。）の簡易弾塑性解析を用いることができる。 

＊3：設計・建設規格 PVB-3140(6)を満たすときは疲労解析不要。 

ただし，PVB-3140(6)の「応力の全振幅」は「Ｓｄ又はＳｓ地震動による応力の全振幅」と読み替える。 

＊4：運転状態Ⅰ，Ⅱにおいて，疲労解析を要しない場合は，地震動のみによる疲労累積係数が1.0以下であること。 

＊5：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

電気配線貫通部 SPV50＊ 周囲環境温度 171 167 429 550 ― 

注記＊：SPV490 相当 

表4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

電気配線貫通部 SPV50＊1 

周囲環境温度 200＊2 167 417 545 ― 

周囲環境温度 70＊3 167 478 581 ― 

注記＊1：SPV490 相当 

＊2：ＳＡ後長期温度 

＊3：ＳＡ後長々期温度 
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4.2.4 設計荷重 

(1) 設計基準対象施設としての設計荷重

設計基準対象施設としての設計荷重である，圧力，最高使用温度及び死荷重は，以下

のとおりとする。 

a. 圧力及び最高使用温度

内圧（冷却材喪失事故後の最大内圧） 327 kPa

外圧   14 kPa 

温度（最高使用温度） 171 ℃ 

b. ドライウェルの自重

電気配線貫通部より上部のドライウェルの自重及び付加物の重量を死荷重とする。

c. 電気配線貫通部の自重

「4.6.1 応力評価点」の応力評価点に作用する電気配線貫通部の自重による鉛直荷

重は，以下のとおりとする。 

鉛直荷重  N･mm 

(2) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度

重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度は，以下のとおりとする。

内圧ＰＳＡＬ 660 kPa（ＳＡ後長期） 

内圧ＰＳＡＬＬ 380 kPa（ＳＡ後長々期） 

温度ＴＳＡＬ 200 ℃ （ＳＡ後長期） 

温度ＴＳＡＬＬ  70 ℃ （ＳＡ後長々期） 
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4.3 地震応答解析モデル及び諸元 

(1) 設計基準対象施設としての地震応答解析モデル及び諸元

設計基準対象施設としての評価は，スリーブ（内部ケーブル含む）及び接続箱の質量を

考慮して固有値解析及び構造強度評価を実施する。動的解析手法としては，スペクトルモ

ーダル解析法を用いる。 

地震応答解析モデルの概要を以下に示す。 

a. 電気配線貫通部は，3次元はり要素による有限要素解析手法を適用する。地震応答解析

モデルを図 4－1に，機器の諸元について表 4－6に示す。

b. 質量は，接続箱中心位置に接続箱質量を設定し，スリーブは等分布質量を設定する。

c.   

d. 解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用する。なお，評価に用いる解析コー

ドの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）

の概要」に示す。

(2) 重大事故等対処設備としての地震応答解析モデル及び諸元

重大事故等対処設備としての地震応答解析モデル及び諸元は，設計基準対象施設と同じ

とする。 

：ドライウェルの剛性を考慮した

ばね支持条件 

：支持条件 

図 4－1 電気配線貫通部の地震応答解析モデル（X-100A～D） 

内側接続箱 外側接続箱 

スリーブ

（はり要素） 
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表 4－6 地震応答解析モデルの機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

質量 ｍ０ kg 

温度条件 Ｔ ℃ 57 

縦弾性係数 Ｅ MPa 201000 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― ― 

節点数 ― ― 
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4.4 固有周期 

(1) 設計基準対象施設としての固有周期

設計基準対象施設としての固有周期を表 4－7 に，振動モード図を図 4－2 に示す。鉛直

方向（軸直角）に対し，固有周期は 0.05 秒を超えており，柔構造であることを確認した。

また，水平方向（軸）及び水平方向（軸直角）に対し，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛

構造であることを確認した。 

表 4－7 固有周期（設計基準対象施設） 

卓越方向 
固有周期 

(s) 

刺激係数＊ 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

水平方向（軸） ― ― ― 

水平方向（軸直角） ― ― ― 

鉛直方向（軸直角） 

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

算出した値を示す。 

図 4－2 振動モード図（設計基準対象施設） 
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(2) 重大事故等対処設備としての固有周期

重大事故等対処設備としての固有周期を表 4－8 に，振動モード図を図 4－3 に示す。鉛

直方向（軸直角）に対し，固有周期は 0.05 秒を超えており，柔構造であることを確認した。

また，水平方向（軸）及び水平方向（軸直角）に対し，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛

構造であることを確認した。 

表 4－8 固有周期（重大事故等対処設備） 

卓越方向 
固有周期 

(s) 

刺激係数＊ 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

水平方向（軸） ― ― ― 

水平方向（軸直角） ― ― ― 

鉛直方向（軸直角） 

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

算出した値を示す。 

図 4－3 振動モード図（重大事故等対処設備） 
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4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－9～表 4－16 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は， 

Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」により求めた地震力を上回る地震力を設定

する。減衰定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

また，ドライウェルの電気配線貫通部設置位置に作用する地震荷重は，Ⅵ-2-2-1「炉心，

原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉本体の基礎の地震応答計算書」により求

めた地震荷重を上回る荷重を設定する。 

(1) 設計基準対象施設としての設計用地震力

a. 電気配線貫通部

設計基準対象施設として電気配線貫通部の応力計算に用いる設計用地震力を表 4－9 に，

地震による相対変位を表 4－10 に示す。ここで，電気配線貫通部の評価においては， 

表 4－9 に記載の設計震度及び表 4－10 に記載の相対変位を上回る震度及び相対変位を用

いて評価を実施する。 

b. ドライウェル

設計基準対象施設として電気配線貫通部の応力計算に用いる，ドライウェルの鉛直荷

重及び鉛直方向地震荷重を表 4－11 に，水平方向地震荷重を表 4－12 に示す。ここで，

電気配線貫通部の評価においては，表 4－11 及び表 4－12 に記載の地震荷重を上回る荷

重を用いて評価を実施する。 

(2) 重大事故等対処設備としての設計用地震力

a. 電気配線貫通部

重大事故等対処設備として電気配線貫通部の応力計算に用いる設計用地震力を表 4－13

に，地震による相対変位を表 4－14 に示す。ここで，電気配線貫通部の評価においては，

表 4－13 に記載の設計震度及び表 4－14 に記載の相対変位を上回る震度及び相対変位を

用いて評価を実施する。 

b. ドライウェル

重大事故等対処設備として電気配線貫通部の応力計算に用いる，ドライウェルの鉛直

荷重及び鉛直方向地震荷重を表4－15に，水平方向地震荷重を表4－16に示す。ここで，

電気配線貫通部の評価においては，表 4－15 及び表 4－16 に記載の地震荷重を上回る荷

重を用いて評価を実施する。 
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表 4－9 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 減衰定数(％) 

水平方向 鉛直方向 

＊1，＊2 

水平方向 

設計震度 

ＣＨ 

＊1 

鉛直方向 

設計震度 

ＣＶ 

＊2，＊3 

水平方向 

設計震度 

ＣＨ 

＊3 

鉛直方向 

設計震度 

ＣＶ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

Ｘ方向＊4 Ｙ方向＊4 Ｚ方向＊4 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 

原子炉 

格納容器 

EL

― ― 1.46 ― ― 2.84 

― 1.0＊5 0.60 0.60 0.48 1.18 1.18 0.88 

0.66 0.66 0.29 ― ― ― 

注記＊1：上段は設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又はこれを上回る設計用床応答スペクトルより得られる震度，中段は設計

用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又はこれを上回る設計震度，下段は静的震度（3.6・Ｃｉ及び 1.2・ＣＶ）を示す。 

＊2：Ｘ方向とＹ方向の最大震度を示す。 

＊3：上段は設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計用床応答スペクトルより得られる震度，中段は設計用震度

Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度を示す。 

＊4：電気配線貫通部に対し，Ｘ方向は軸方向，Ｙ方向及びＺ方向は軸直角方向を示す。 

＊5：溶接構造物に適用される減衰定数の値。 
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表 4－10 原子炉建物と原子炉格納容器間の相対変位（設計基準対象施設） 

（単位：mm） 

弾性設計用地震動Ｓｄ*による 

水平方向相対変位＊1，＊2 

基準地震動Ｓｓによる 

水平方向相対変位＊1，＊2 

1.8 3.1 

注記＊1：相対変位量の絶対値を示す。 

＊2：相対変位による設計荷重を上回る荷重を用いて評価を実施する。 

表 4－11 鉛直荷重及び鉛直方向地震荷重（設計基準対象施設） 

（単位：N） 

通常運転時 燃料交換時 

鉛直荷重 
地震荷重 

鉛直荷重 
地震荷重 

Ｓｄ* Ｓｓ Ｓｄ* Ｓｓ 

表 4－12 水平方向地震荷重（設計基準対象施設） 

弾性設計用地震動Ｓｄ* 

による地震荷重 

基準地震動Ｓｓ 

による地震荷重 

せん断力 

(N) 

モーメント

(N･mm)

せん断力 

(N) 

モーメント

(N･mm)

2.740×107 4.780×1011 6.270×107 1.060×1012 
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表 4－13 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ＊1 基準地震動Ｓｓ 減衰定数(％) 

水平方向 鉛直方向 

＊2，＊3 

水平方向 

設計震度 

ＣＨ 

＊2 

鉛直方向 

設計震度 

ＣＶ 

＊3，＊4 

水平方向 

設計震度 

ＣＨ 

＊4 

鉛直方向 

設計震度 

ＣＶ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

Ｘ方向＊5 Ｙ方向＊5 Ｚ方向＊5 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 

原子炉 

格納容器 

EL

― ― 1.46 ― ― 2.84 

― 1.0＊6 0.60 0.60 0.48 1.18 1.18 0.88 

0.66 0.66 0.29 ― ― ― 

注記＊1：重大事故等対処設備の評価に対し，弾性設計用地震動Ｓｄに加えて静的震度を考慮する。 

＊2：上段は設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又はこれを上回る設計用床応答スペクトルより得られる震度，中段は設計

用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又はこれを上回る設計震度，下段は静的震度（3.6・Ｃｉ及び 1.2・ＣＶ）を示す。 

＊3：Ｘ方向とＹ方向の最大震度を示す。 

＊4：上段は設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計用床応答スペクトルより得られる震度，中段は設計用震度

Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度を示す。 

＊5：電気配線貫通部に対し，Ｘ方向は軸方向，Ｙ方向及びＺ方向は軸直角方向を示す。 

＊6：溶接構造物に適用される減衰定数の値。 
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表 4－14 原子炉建物と原子炉格納容器間の相対変位（重大事故等対処設備） 

（単位：mm） 

弾性設計用地震動Ｓｄ*による 

水平方向相対変位＊1，＊2，＊3 

基準地震動Ｓｓによる 

水平方向相対変位＊1，＊3 

1.8 3.1 

注記＊1：相対変位量の絶対値を示す。 

＊2：重大事故等対処設備の評価に対し，弾性設計用地震動Ｓｄに加

えて静的変位を考慮する。 

＊3：相対変位による設計荷重を上回る荷重を用いて評価を実施する。 

表 4－15 鉛直荷重及び鉛直方向地震荷重（重大事故等対処設備） 

（単位：N） 

鉛直荷重 
地震荷重 

Ｓｄ* Ｓｓ 

表 4－16 水平方向地震荷重（重大事故等対処設備） 

弾性設計用地震動Ｓｄ* 

による地震荷重 

基準地震動Ｓｓ 

による地震荷重 

せん断力 

(N) 

モーメント

(N･mm)

せん断力 

(N) 

モーメント

(N･mm)

2.740×107 4.780×1011 6.270×107 1.060×1012 



22 

S
2
 
補

 Ⅵ
-
2-
9
-
2-
1
2
 R
0 

4.6 計算方法 

4.6.1 応力評価点 

電気配線貫通部の応力評価点は，電気配線貫通部を構成する部材の形状及び荷重伝達

経路を考慮し，発生応力が大きくなる部位を選定する。選定した応力評価点を表 4－17

及び図 4－4に示す。 

表 4－17 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ 
ドライウェルとスリーブとの結合部 

（Ｐ１－Ａ～Ｐ１－Ｃ） 

図 4－2 電気配線貫通部の応力評価位置 

 

図 4－4 電気配線貫通部の応力評価点 

ドライウェル内側 

Ｐ１ 

Ａ 

Ｐ１ 

Ｂ 

Ｐ１ 

Ｃ 

Ａ 

Ａ 

スリーブ

Ａ－Ａ矢視図 

ドライウェル外側 

ドライウェル 

Ｐ１ 

Ａ 
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4.6.2 応力解析モデル及び諸元 

(1) 設計基準対象施設としての応力解析モデル

設計基準対象施設としての評価における，電気配線貫通部の応力解析モデルの概要を

以下に示す。 

する。 

a. 電気配線貫通部の応力解析モデルは，3次元シェルモデルによる有限要素解析手法を

適用する。

応力解析モデルを図 4－5に，機器の諸元について表 4－18 に示す。

b. 電気配線貫通部の自重及び地震荷重に対し，電気配線貫通部先端に単位荷重を負荷

する。

c. 

d. 解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，応力を求める。なお，評価に

用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログ

ラム（解析コード）の概要」に示す。

(2) 重大事故等対処設備としての応力解析モデル

重大事故等対処設備としての応力解析モデル及び諸元は，設計基準対象施設と同じと
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図 4－5 電気配線貫通部の応力解析モデル（X-100A～D） 
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表 4－18 応力解析モデルの機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 ― ― 
SPV50（SPV490相当） 

STS42（STS410相当） 

質量 ｍ０ kg ―＊ 

温度条件 Ｔ ℃ 57 

縦弾性係数 Ｅ MPa 201000 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― ― 

節点数 ― ― 

注記＊：単位荷重による解析のため，質量は定義不要。 
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4.6.3 応力計算方法 

電気配線貫通部の応力計算方法について以下に示す。 

(1) 設計基準対象施設としての応力計算

a. 電気配線貫通部に作用する荷重による応力

電気配線貫通部に作用する自重及び地震荷重による応力を 4.6.2 項の応力解析モデ

ルにて算出する。

b. ドライウェルに作用する荷重による応力

ドライウェルに作用する圧力，自重及び地震荷重による応力は，Ⅵ-2-9-2-1「ドラ

イウェルの耐震性についての計算書」において算出された応力を用いる。

c. 応力の組合せ

応力評価点Ｐ１の応力は，a.項で求めた電気配線貫通部に作用する荷重による応力

と，b.項で求めたドライウェルに作用する荷重による応力を組み合わせることで算出

する。 

(2) 重大事故等対処設備としての応力計算

重大事故等対処設備としての応力計算方法は，設計基準対象施設と同じとする。

4.7 計算条件 

応力計算に用いる荷重を，「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」及び「4.5 設計用地震力」

に示す。 

4.8 応力の評価 

「4.6 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。ただし，一次＋二次応力が許

容値を満足しない場合は，設計・建設規格 PVB-3300 に基づいて疲労評価を行い，疲労累積

係数が 1.0 以下であること。 
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

電気配線貫通部の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を表 5－1及び表 5－2 に示す。

表中の「荷重の組合せ」欄には，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

における表 5－2の荷重の組合せの No.を記載する。 

なお，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」の 5.3 項にて，設計・建

設規格 PVB-3140(6)を満たすことを確認しているため，一次＋二次＋ピーク応力強さの評

価は不要である。 

(2) 疲労評価結果

疲労評価結果を表 5－3に示す。
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表 5－1 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢＡＳ 

判定 荷重の組合せ 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

電気配線 

貫通部 

(X-100A～D) 

Ｐ１－Ａ 
ドライウェルとスリーブと

の結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 82 495 ○ (11)

一次＋二次応力 350 501 ○ (10)，(11)

Ｐ１－Ｂ 
ドライウェルとスリーブと

の結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 91 495 ○ (11)

一次＋二次応力 346 501 ○ (10)，(11)

Ｐ１－Ｃ 
ドライウェルとスリーブと

の結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 85 495 ○ (11)

一次＋二次応力 222 501 ○ (11)
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表 5－2(1) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ） 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 荷重の組合せ 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

電気配線 

貫通部 

(X-100A～D) 

Ｐ１－Ａ 
ドライウェルとスリーブと

の結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 161 495 ○ (13)

一次＋二次応力 684 501 ×＊ 
(12)，(13) 

疲労評価 0.708 1.0 ○ 単位なし 

Ｐ１－Ｂ 
ドライウェルとスリーブと

の結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 171 495 ○ (13)

一次＋二次応力 682 501 ×＊ 
(12)，(13) 

疲労評価 0.705 1.0 ○ 単位なし 

Ｐ１－Ｃ 
ドライウェルとスリーブと

の結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 163 495 ○ (13)

一次＋二次応力 446 501 ○ (13) 

注記＊：Ｐ１－Ａ及びＰ１－Ｂの一次＋二次応力評価は許容値を満足しないが，設計・建設規格 PVB-3300 に基づいて疲労評価を行い，十分な構造

強度を有していることを確認した。 
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表 5－2(2) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 荷重の組合せ 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

電気配線 

貫通部 

(X-100A～D) 

Ｐ１－Ａ 
ドライウェルとスリーブと

の結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 112 495 ○ (17)

一次＋二次応力 350 501 ○ (17)

Ｐ１－Ｂ 
ドライウェルとスリーブと

の結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 128 495 ○ (17)

一次＋二次応力 346 501 ○ (17)

Ｐ１－Ｃ 
ドライウェルとスリーブと

の結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 108 495 ○ (17)

一次＋二次応力 216 501 ○ (17)
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表 5－3 許容応力状態ⅣＡＳに対する疲労評価結果 

評価部位 
Ｓｎ

(MPa) 
Ｋｅ 

Ｓｐ

(MPa) 

Ｓ

(MPa) 

Ｓ′＊ 

(MPa) 

Ｎａ

(回) 

Ｎｃ

(回) 

疲労累積係数 

Ｎｃ/Ｎａ 

Ｐ１－Ａ 684 0.708 

Ｐ１－Ｂ 682 0.705 

注記＊：Ｓに（ 2.07×105 /Ｅ）を乗じた値である。 

 Ｅ＝ 1.93×105 MPa 



32 

S
2
 
補

 Ⅵ
-
2-
9
-
2-
1
2
 R
0 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

電気配線貫通部の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確

認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価結果を表 5－4に示す。

表中の「荷重の組合せ」欄には，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

における表 5－3の荷重の組合せの No.を記載する。 

なお，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」の 5.3 項にて，設計・建

設規格 PVB-3140(6)を満たすことを確認しているため，一次＋二次＋ピーク応力強さの評

価は不要である。 

(2) 疲労評価結果

疲労評価結果を表 5－5に示す。
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表 5－4(1) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 荷重の組合せ 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

電気配線 

貫通部 

(X-100A～D) 

Ｐ１－Ａ 
ドライウェルとスリーブと

の結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 196 490 ○ Ⅴ（Ｌ）-1

一次＋二次応力 350 501 ○ Ⅴ（Ｌ）-1

Ｐ１－Ｂ 
ドライウェルとスリーブと

の結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 212 490 ○ Ⅴ（Ｌ）-1

一次＋二次応力 346 501 ○ Ⅴ（Ｌ）-1

Ｐ１－Ｃ 
ドライウェルとスリーブと

の結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 191 490 ○ Ⅴ（Ｌ）-1

一次＋二次応力 216 501 ○ Ⅴ（Ｌ）-1 
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表 5－4(2) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 荷重の組合せ 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

電気配線 

貫通部 

(X-100A～D) 

Ｐ１－Ａ 
ドライウェルとスリーブと

の結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 156 523 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1

一次＋二次応力 684 501 ×＊ 
Ⅴ（ＬＬ）-1 

疲労評価 0.647 1.0 ○ 単位なし 

Ｐ１－Ｂ 
ドライウェルとスリーブと

の結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 171 523 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1

一次＋二次応力 682 501 ×＊ 
Ⅴ（ＬＬ）-1 

疲労評価 0.644 1.0 ○ 単位なし 

Ｐ１－Ｃ 
ドライウェルとスリーブと

の結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 159 523 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1

一次＋二次応力 436 501 ○ Ⅴ（ＬＬ）-1 

注記＊：Ｐ１－Ａ及びＰ１－Ｂの一次＋二次応力評価は許容値を満足しないが，設計・建設規格 PVB-3300 に基づいて疲労評価を行い，十分な構造

強度を有していることを確認した。 
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表 5－5 許容応力状態ⅤＡＳに対する疲労評価結果 

評価部位 
Ｓｎ

(MPa) 
Ｋｅ 

Ｓｐ

(MPa) 

Ｓ

(MPa) 

Ｓ′＊ 

(MPa) 

Ｎａ

(回) 

Ｎｃ

(回) 

疲労累積係数 

Ｎｃ/Ｎａ 

Ｐ１－Ａ 684 0.647 

Ｐ１－Ｂ 682 0.644 

注記＊：Ｓに（ 2.07×105 /Ｅ）を乗じた値である。 

 Ｅ＝ 2.00×105 MPa 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計方

針に基づき，原子炉建物機器搬出入口の扉（以下「機器搬出入扉」という。）が設計用地震力に

対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

機器搬出入扉は，原子炉建物原子炉棟（二次格納施設）の一部施設として扱うため，設計基準

対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備においては常設重大事故緩和設備に分

類される。 

以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備として構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 配置概要 

機器搬出入扉の設置位置を図 2－1に示す。 
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図 2－1 設置位置図（EL 15.3m） 
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2.2 構造概要 

機器搬出入扉の構造計画を表 2－1に示す。 

表 2－1 構造計画 

計画構造 

支持構造 主体構造 

大扉の扉開放時は，ヒンジにより大扉が扉

枠に固定され，扉閉止時においては，大扉に

配したカンヌキを扉枠内のカンヌキ受けに差

し込み，大扉と扉枠を一体化する構造とす

る。また，扉枠を周辺躯体にアンカーボルト

で固定する構造とする。くぐり戸の扉開放時

は，ヒンジによりくぐり戸が大扉に固定さ

れ，扉閉止時においては，くぐり戸に配した

カンヌキを大扉内のカンヌキ受けに差し込む

ことにより，大扉に一体化する構造とする。 

大扉は片開型の鋼製扉とし，扉板に芯材を

取り付け，大扉に配したカンヌキを扉枠内の

カンヌキ受けに差し込み，大扉と扉枠を一体

化させる構造とする。くぐり戸は片開型の鋼

製扉とし，くぐり戸に設置されたくぐり戸用

カンヌキを大扉に設置されたカンヌキ受けに

差し込み，くぐり戸と大扉を一体化させる構

造とする。また，大扉と建物躯体及びくぐり

戸と大扉の接続はヒンジを介する構造とす

る。 

概略構造図 
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2.3 評価方針 

機器搬出入扉の耐震評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」の「3.1 構造強度上の制限」

にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき「2.2 構造概要」にて示す機器

搬出入扉の部位を踏まえ，「4.1 評価対象部位」にて設定する部位において，設計用地震力に

より生じる応力度が許容限界内に収まることを「4. 構造強度評価」に示す方法にて確認する

ことで実施する。 

機器搬出入扉の耐震評価は，Ⅵ-2-2-2「原子炉建物の地震応答計算書」の結果を踏まえたも

のとする。評価に当たっては，材料物性の不確かさを考慮する。 

機器搬出入扉の耐震評価フローを図 2－2に示す。 

図 2－2 耐震評価フロー 

Ⅵ-2-2-2 

「原子炉建物の地震応答計算書」 

（水平，鉛直方向の応答加速度） 

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。 

ｖ計算モデルの 

設定 

理論式による 

固有周期の算出 

設計用地震力＊

の算定 

地震時における 

発生応力度の算出 

構造強度評価 
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2.4 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

(1) 建築基準法・同施行令

(2) 各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 改定）

(3) 鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定）

(4) ＪＩＳ Ｇ ４３０３－2012 ステンレス鋼棒

(5) ＪＩＳ Ｇ ４０５１－2016 機械構造用炭素鋼鋼材

(6) ＪＩＳ Ｇ ４０５３－2016 機械構造用合金鋼鋼材

(7) ＪＩＳ Ｂ １０５４－１－2013 耐食ステンレス鋼製締結用部品の機械的性質

(8) 構造力学公式集（土木学会）
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2.5 記号の説明 

機器搬出入扉の耐震評価に用いる記号を表 2－2に示す。 

表 2－2(1) 耐震評価に用いる記号 

項目 記号 定義 単位 

共通 

Ｅ ヤング率 N/m2 

ＦＨ 水平地震力 N 

ＦＶ 鉛直地震力 N 

ｆ 機器搬出入扉の 1次固有振動数 Hz 

Ｉ 断面二次モーメント mm4 

ℓ モデル化に用いる芯材の長さ mm 

ｍ 質量分布 kg/m 

ＣＨ 水平震度 ― 

ＣＶ 鉛直震度 ― 

Ｗｘ 扉体自重 kN 

Ｗ1 扉体幅 mm 

Ｈ1 扉体高 mm 

ＰＮ１ 圧力荷重（内圧） kN/m2 

ＰＮ２ 圧力荷重（外圧） kN/m2 

ヒ
ン
ジ
部 

共通 

Ｌｊ ヒンジ間距離 mm 

Ｌｒ 扉体重心～ヒンジ芯間距離（扉体幅方向） mm 

Ｌｔ 扉体重心～ヒンジ芯間距離（扉体厚方向） mm 

Ｒｒ 扉体幅方向自重反力 N 

Ｒｔ 扉体厚方向自重反力 N 

ヒンジ

アーム

Ａ1 ヒンジアームの断面積 mm2 

Ｔ1 ヒンジアームの引張力 N 

Ｌ1 ヒンジアームの作用点間距離 mm 

Ｍ1 ヒンジアームの曲げモーメント N･mm 

Ｑ1 ヒンジアームのせん断力 N 

Ｚ1 ヒンジアームの断面係数 mm3 

σt1 ヒンジアームの引張応力度 N/mm2 

σｂ1 ヒンジアームの曲げ応力度 N/mm2 

σＸ1 ヒンジアームの組合せ応力度 N/mm2 

τ1 ヒンジアームのせん断応力度 N/mm2 
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表 2－2(2) 耐震評価に用いる記号 

項目 記号 定義 単位 

ヒ
ン
ジ
部 

ヒンジ

ピン

Ａ2 ヒンジピンの断面積 mm2 

Ａ2’ ヒンジピンの受圧面積 mm2 

Ｌ2 ヒンジピンの軸支持間距離 mm 

Ｎ2 ヒンジピンの圧縮力 N 

Ｍ2 ヒンジピンの曲げモーメント N･mm 

Ｑ2 ヒンジピンのせん断力 N 

Ｚ2 ヒンジピンの断面係数 mm3 

σc2 ヒンジピンの圧縮応力度 N/mm2 

σｂ2 ヒンジピンの曲げ応力度 N/mm2 

σＸ2 ヒンジピンの組合せ応力度 N/mm2 

τ2 ヒンジピンのせん断応力度 N/mm2 

ヒンジ

ボルト 

Ａｂ3 ヒンジボルトの断面積 mm2 

ｎｂ3 ヒンジボルトの本数 本 

Ｔ3 ヒンジボルトの引張力 N 

Ｑ3 ヒンジボルトのせん断力 N 

σｔ3 ヒンジボルトの引張応力度 N/mm2 

τ3 ヒンジボルトのせん断応力度 N/mm2 

カ
ン
ヌ
キ
部

共通 ＦＨ’ 水平面外方向の慣性力 N 

カンヌキ

Ａ4 カンヌキの断面積 mm2 

Ｌ4 カンヌキの作用点間距離 mm 

Ｍ4 カンヌキの曲げモーメント N･mm 

ｎ カンヌキの本数 本 

Ｑ4 カンヌキのせん断力 N 

Ｚ4 カンヌキの断面係数 mm3 

σｂ4 カンヌキの曲げ応力度 N/mm2 

σＸ4 カンヌキの組合せ応力度 N/mm2 

τ4 カンヌキのせん断応力度 N/mm2 
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3. 固有周期

3.1 固有周期の計算方法 

 固有周期は，扉閉止時及び扉開放時について，「土木学会 構造力学公式集」に基づき以下

の式により計算する。機器搬出入扉は，ヒンジ及びカンヌキにより扉と扉枠を固定する構造で

あることから扉閉止時の大扉については両端固定はり，くぐり戸は四辺支持の長方形板に，扉

開放時については，ヒンジ，自由端はりに単純化したモデルとし，モデル化に用いる芯材又は

扉板の長さは扉高さとする。 

ここで，固有振動数は水平方向（扉体面外方向）について算出するものとし，鉛直方向（扉

体面内方向）については，扉に配された鉛直方向の芯材等の軸剛性が，面外方向の剛性に比べ

て十分に大きいため，固有振動数の算出を省略する。 

モデル化の対象は，扉板及び芯材の組合せによる断面を有する機器搬出入扉（大扉）につい

ては芯材を，芯材がなく扉板そのものにより断面を構成する機器搬出入扉（くぐり戸）につい

ては扉板とする。なお，扉開放時は芯材の有無に関わらず同一の評価式を用いる。扉閉止時及

び扉開放時の固有値計算モデルを図 3－1 及び図 3－2に示す。 

3.1.1 水平方向 

(1) 扉閉止時

a. 両端固定はりモデル（大扉：芯材をモデル化）

1

ｆ
Ｔ＝

2

2

4.7300 ＥI
ｆ＝

ｍ2πℓ

b. 四辺支持の長方形板モデル（くぐり戸：扉板をモデル化）

 



 

2 2

ｈ Ｅ
ｆ

2ｂ 3 1-

図 3－1 固有値計算モデル（扉閉止時） 

 
（芯材又は扉板の長さ）

芯材又は扉板
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(2) 扉開放時（大扉及びくぐり戸：芯材又は扉板をモデル化）

扉開放時において機器搬出入扉は，面外方向については剛体モード（固有振動数がほぼ

ゼロ）となり，これに伴う荷重の増幅は生じないが，本評価においては保守的に芯材又は

扉板が自由振動するものとして，下記の評価式にて固有振動数を算出することとした。 

ヒンジ，自由端はりモデル

1

ｆ
Ｔ＝

2

2

3.9266 ＥI
ｆ＝

ｍ2πℓ

図 3－2 固有値計算モデル（扉開放時） 

3.1.2 鉛直方向 

鉛直方向については，扉に配された鉛直方向の芯材等の軸剛性が「3.1.1 水平方向」

で検討した面外方向の剛性に比べて十分に大きいことから，固有周期の計算を省略する。 

 
（芯材又は扉板の長さ）

芯材又は扉板



10 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
9-
3-
2 
R0
 

3.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる数値を表 3－1に示す。 

表 3－1(1) 固有周期の計算条件（大扉） 

項目 記号 単位 数値 

モデル化に用いる芯材の長さ ℓ mm 

ヤング率 Ｅ N/m2 

断面二次モーメント Ｉ mm4 

質量分布 ｍ kg/m 

表 3－1(2) 固有周期の計算条件（くぐり戸） 

項目 記号 単位 数値 

モデル化に用いる芯材の長さ ℓ mm 

ヤング率 Ｅ N/m2 

断面二次モーメント Ｉ mm4 

質量分布 ｍ kg/m 

定数 λ － 

モデル化に用いる扉板の長さ b m 

モデル化に用いる扉板の厚さ h m 

ポアソン比 ν ― 

材料の密度 ρ kg/m3 
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3.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 3－2に示す。計算結果より，剛構造であることを確認した。 

表 3－2 固有周期 

扉名称 扉の開閉状況 固有振動数(Hz) 固有周期(s) 

機器搬出入扉（大扉） 
閉止時 

開放時 

機器搬出入扉（くぐり戸） 
閉止時 

開放時 
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4. 構造強度評価

4.1 評価対象部位 

機器搬出入扉の評価対象部位は，「2.2 構造概要」に示す機器搬出入扉の構造を踏まえ，機

器搬出入扉に作用する荷重の作用方向及び伝達経路を考慮し設定する。 

機器搬出入扉の大扉に生じる地震力及び圧力荷重は，ヒンジ部（ヒンジアーム，ヒンジピン，

ヒンジボルト）及びカンヌキ部（カンヌキ）から扉枠に伝達しているため，評価部位をヒンジ

部及びカンヌキ部とする。また，大扉の重量にはくぐり戸の重量を含めて評価する。 

機器搬出入扉のくぐり戸に生じる地震力及び圧力荷重は，ヒンジ部（ヒンジアーム，ヒンジ

ピン，ヒンジボルト）及びカンヌキ部（カンヌキ）に伝わり，十分な裕度を有する溶接にて支

持する。くぐり戸は扉開放時においては，ヒンジにより扉が大扉に固定され，扉閉止時におい

ては，くぐり戸用カンヌキにより，大扉に一体化する構造としていることから，評価対象部位

をヒンジ部及びカンヌキ部とする。 

なお，扉枠についてはボルト，アンカーボルトの大半が損傷しない限り転倒・脱落は生じな

いことから評価対象としないこととする。 

機器搬出入扉の地震荷重の作用イメージと評価部位を図 4－1に示す。 
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図 4－1(1) 扉閉止時の地震荷重の作用イメージと評価部位 
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図 4－1(2) 扉開放時の地震荷重の作用イメージと評価部位 
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4.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」の「3.1 構造強度上の制限」

にて設定している荷重の組合せに基づき設定する。 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」の「3.1 構造強度上の制限」にて設定している荷重の組

合せを以下に示す。なお，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」の「3.1 構造強度上の制限」に

従い，設計基準対象施設と重大事故等対処設備の評価に用いる荷重の組合せは同一とする。 

なお，本資料において基準地震動Ｓｓによる評価として短期許容応力度を超えないことを確

認するため，弾性設計用地震動Ｓｄによる評価は行わないこととする。 

Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

4.2.1 耐震評価上考慮する荷重 

機器搬出入扉の耐震評価に用いる荷重を以下に示す。 

Ｇ ：扉の固定荷重 

Ｐ ：通常時の圧力荷重 

Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓによる地震力 
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4.2.2 荷重の設定 

(1) 固定荷重（Ｇ）

機器搬出入扉の固定荷重を表 4－1に示す。

表 4－1 固定荷重 

扉名称 固定荷重(kN) 

機器搬出入扉（大扉） 

機器搬出入扉（くぐり戸） 

注：大扉の固定荷重       �はくぐり戸の固定荷重        �を含む。 

(2) 圧力荷重（Ｐ）

機器搬出入扉に作用する圧力荷重を表 4－2 に示す。ここで，圧力荷重は機器搬出入扉

の建設時に設定した設計条件を基に設定するものであり，外圧（負圧）は機器搬出入扉に

対し外側から内側へ作用するものとする。 

表 4－2 圧力荷重 

種類 圧力荷重(kN/m2) 

内圧（正圧） 0.000 

外圧（負圧） 0.981 

(3) 地震荷重（Ｓs）

基準地震動Ｓs による荷重は，表 4－3 で示した設計震度を用いて，次式により算定す

る。ただし，耐震評価に用いる震度は，材料物性の不確かさを考慮したものとしてⅥ-2-

2-2「原子炉建物の地震応答計算書」によることとし，設置床面と上階床面のうち，最大

の値とする。 

Ｓs＝Ｇ・Ｋ 

ここで，Ｓs ：基準地震動Ｓsによる地震力(kN） 

Ｇ ：固定荷重(kN） 

Ｋ ：設計震度 
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表 4－3 設計震度 

扉名称 
設置場所 

（抽出位置） 

設計震度 

水平方向 鉛直方向 

機器搬出入扉 
EL 15.3m 

（EL 23.8m） 
1.02 1.28 
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4.3 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏まえて設定す

る。 

4.3.1 使用材料 

機器搬出入扉を構成するヒンジ部，カンヌキ部の使用材料を表 4－4に示す。 

表 4－4(1) 使用材料（大扉） 

部位 材質 仕様 

ヒンジ部

ヒンジアーム

ヒンジピン

ヒンジボルト

カンヌキ部 カンヌキ

表 4－4(2) 使用材料（くぐり戸） 

部位 材質 仕様 

ヒンジ部

ヒンジアーム

ヒンジピン

ヒンジボルト

カンヌキ部 カンヌキ
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4.3.2 許容限界 

(1) ヒンジ部及びカンヌキ部

ヒンジ部及びカンヌキ部を構成する部材の許容限界は，「鋼構造設計規準－許容応力度

設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定）」に基づき設定する。各部材の許容限界を表 4

－5に示す。 

表 4－5 ヒンジ部及びカンヌキ部の許容限界

材質 
許容限界(N/mm²) 

圧縮 曲げ 引張り せん断 

235 235 235 135 

215 215 215 124 

205 205 205 118 

700 700 700 404 

651 651 651 375 

345 345 345 199 
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4.4 計算方法 

機器搬出入扉の耐震評価は，地震により生じる応力度が，「4.3 許容限界」で設定した許容

限界を超えないことを確認する。 

4.4.1 荷重計算方法 

(1) ヒンジ部

ヒンジ部は，ヒンジアーム，ヒンジピン及びヒンジボルトで構成されており，次式によ

り算定する水平地震力及び扉体自重反力（鉛直地震力を含む）から，各部材に発生する応

力度を算定する。なお，圧力荷重はヒンジ部に作用しない構造である。ヒンジ部に生じる

荷重を図 4－2に示す。 

ＦＨ＝ＷＸ・ＣＨ 

ＦＶ＝ＷＸ・ＣＶ 

  ｒ
ｒ Ｘ Ｖ

ｊ

Ｌ
Ｒ Ｗ ＋Ｆ

Ｌ
 

  ｔ
ｔ Ｘ Ｖ

ｊ

Ｌ
Ｒ Ｗ ＋Ｆ

Ｌ
 

図 4－2 ヒンジ部に生じる荷重 
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a. ヒンジアーム

ヒンジアームは，引張応力度及び曲げ応力度とせん断応力度の組合せについて評価す

る。図 4－3にヒンジアームに生じる荷重を示す。 

(a) 引張力

ヒンジアームに生じる引張力及び引張応力度を次式により算定する。

Ｈ
1 ｒ

Ｆ
Ｔ Ｒ＋

2


1
ｔ1

1

Ｔ
=
Ａ



(b) 曲げモーメント

ヒンジアームに生じる曲げモーメント及び曲げ応力度を次式により算定する。

 1 Ｘ Ｖ 1Ｍ Ｗ ＋Ｆ Ｌ 

1
ｂ1

1

Ｍ
=

Ｚ


(c) せん断力

ヒンジアームに生じるせん断力及びせん断応力度を次式により算定する。

1 Ｘ ＶＱ Ｗ ＋Ｆ

1
1

1

Ｑ
=
Ａ



図 4－3 ヒンジアームに生じる荷重 
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b. ヒンジピン

ヒンジピンは，圧縮応力度及び曲げ応力度とせん断応力度の組合せについて評価する。

図 4－4にヒンジピンに生じる荷重を示す。 

(a) 圧縮力

ヒンジピンに生じる圧縮力及び圧縮応力度を次式により算定する。

2 Ｘ ＶＮ Ｗ ＋Ｆ

2
ｃ2 ’

2

Ｎ
=
Ａ



(b) 曲げモーメント

ヒンジピンに生じる曲げモーメント及び曲げ応力度を次式により算定する。

2

Ｈ 2
2 ｒ ｔ 2

Ｆ
Ｍ Ｒ＋ ＋Ｒ Ｌ

2

 
  

 

2
ｂ2

2

Ｍ
=

Ｚ


(c) せん断力

ヒンジピンに生じるせん断力及びせん断応力度を次式により算定する。

2

Ｈ 2
2 ｒ ｔ

Ｆ
Ｑ Ｒ＋ ＋Ｒ

2

 
  

 

2
2

2

Ｑ
=
Ａ


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図 4－4 ヒンジピンに生じる荷重 
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c. ヒンジボルト

ヒンジボルトは，引張応力度及びせん断応力度について評価する。ヒンジボルトに生

じる荷重は，扉の開放角度が 90°の時には引張力として作用し，扉の開放角度が 0°の

時には，せん断力として作用することから次式により算定する。なお，45°や 135°等

の上記以外の開放状況下においては，ヒンジボルトに生じる引張力とせん断力はそれぞ

れ 90°開放時の引張力，0°開放時のせん断力に包絡されるため，開放状況は 90°と

0°を想定するものとする。また，2 か所設置しているヒンジ部のうち，上部のヒンジ

部は水平方向の荷重のみ負担するのに対して，下部のヒンジ部は鉛直方向の荷重と水平

方向の荷重を負担することから，下部のヒンジボルトを対象に評価する。図 4－5 に下

部のヒンジボルトに生じる荷重を示す。 

2
2Ｈ

3 3 ｒ Ｘ Ｖ

Ｆ
Ｔ ＝Ｑ Ｒ ＋ ＋（Ｗ ＋Ｆ )

2
＝

 
 
 

3
ｔ3

ｂ3 ｂ3

Ｔ
=
ｎ Ａ




3
3

ｂ3 ｂ3

Ｑ
=
ｎ Ａ




図 4－5 下部のヒンジボルトに生じる荷重 
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(2) カンヌキ部

カンヌキ部は，カンヌキで構成されており，次式により算定する水平地震力及び圧力荷

重（内圧）から，各部材に発生する荷重を算定する。扉体に生じる荷重を図 4－6 に，カ

ンヌキ部に生じる荷重を図 4－7 に示す。なお，圧力荷重（外圧）は扉体から扉枠に直接

伝達され，カンヌキ部には作用しない構造である。 

ＦＨ’＝ＷＸ・ＣＨ＋ＰＮ1・Ｗ1・Ｈ1

図 4－6 扉体に生じる荷重 

図 4－7 カンヌキ部に生じる荷重 
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a. カンヌキ

カンヌキは，曲げ応力度及びせん断応力度の組合せについて評価する。

(a) 曲げモーメント

カンヌキに生じる曲げモーメント及び曲げ応力度を次式により算定する。

Ｈ
4 4

Ｆ ’
Ｍ = Ｌ

ｎ


4
ｂ4

4

Ｍ
=

Ｚ


(b) せん断力

カンヌキに生じるせん断力及びせん断応力度を次式により算定する。

Ｈ
4

Ｆ ’
Ｑ =

ｎ

4
4

4

Ｑ
=
Ａ


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4.4.2 応力評価 

各部材に生じる応力度等が，許容限界以下であることを確認する。 

なお，異なる荷重が同時に作用する部材については，荷重の組合せを考慮する。 

(1) ヒンジ部

a. ヒンジアーム

ヒンジアームに生じる引張応力度,曲げ応力度及びせん断応力度から組合せ応力度を

次式により算定し，ヒンジアームに生じる引張応力度及び組合せ応力度が許容限界以下

であることを確認する。 

1
t1

1

Ｔ
=
Ａ



2 2

1 1
Ｘ1

1 1

Ｍ Ｑ
= ＋3

Ｚ Ａ

   
    

   

b. ヒンジピン

ヒンジピンに生じる圧縮応力度，曲げ応力度及びせん断応力度から組合せ応力度を次

式により算定し，ヒンジピンに生じる圧縮応力度及び組合せ応力度が許容限界以下であ

ることを確認する。 

2
ｃ2

2

Ｎ
=
Ａ ’



2 2

2 2
Ｘ2

2 2

Ｍ Ｑ
= ＋3

Ｚ Ａ

   
    

   

c. ヒンジボルト

ヒンジボルトに生じる引張応力度及びせん断応力度を次式により算定し，ヒンジボル

トの許容限界以下であることを確認する。

3
ｔ3

ｂ3 ｂ3

Ｔ
=
ｎ Ａ




3
3

ｂ3 ｂ3

Ｑ
=
ｎ Ａ



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(2) カンヌキ部

a. カンヌキ

カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を次式により算定

し，カンヌキに生じる組合せ応力度が許容限界以下であることを確認する。 

2 2

4 4
Ｘ4

4 4

Ｍ Ｑ
= ＋3

Ｚ Ａ

   
    

   
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4.5 計算条件 

「4.4 計算方法」に用いる計算条件を表 4－6に示す。 

表 4－6(1) 耐震評価に用いる計算条件（大扉） 

評価部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

ＣＨ ― 水平震度 1.02 

ＣＶ ― 鉛直震度 1.28 

ＷＸ kN 扉体自重 

Ｗ１ mm 扉体幅 

Ｈ１ mm 扉体高 

ＰＮ１ kN/m2 圧力荷重（内圧） 0.000 

ＰＮ２ kN/m2 圧力荷重（外圧） 0.981 

ヒンジ部

共通 

Ｌｊ mm ヒンジ中心間距離

Ｌｒ mm 
扉体重心～ヒンジ芯間距離

（扉体幅方向） 

Ｌｔ mm 
扉体重心～ヒンジ芯間距離

（扉体厚方向） 

ヒンジ

アーム

Ａ１ mm2 断面積 

Ｌ１ mm 作用点間距離 

Ｚ１ mm3 断面係数 

ヒンジ

ピン

Ａ２ mm2 断面積 

Ａ２’ mm2 受圧面積 

Ｌ２ mm 軸支持間距離 

Ｚ２ mm3 断面係数 

ヒンジ

ボルト 

Ａｂ３ mm2 断面積 

ｎｂ３ 本 本数 

カンヌキ部 カンヌキ

Ａ4 mm2 断面積 

Ｌ4 mm 作用点間距離 

ｎ 本 本数 

Ｚ4 mm3 断面係数 
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表 4－6(2) 耐震評価に用いる計算条件（くぐり戸） 

評価部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

ＣＨ ― 水平震度 1.02 

ＣＶ ― 鉛直震度 1.28 

ＷＸ kN 扉体自重 

Ｗ１ mm 扉体幅 

Ｈ１ mm 扉体高 

ＰＮ１ kN/m2 圧力荷重（内圧） 0.000 

ＰＮ２ kN/m2 圧力荷重（外圧） 0.981 

ヒンジ部

共通 

Ｌｊ mm ヒンジ中心間距離

Ｌｒ mm 
扉体重心～ヒンジ芯間距離

（扉体幅方向） 

Ｌｔ mm 
扉体重心～ヒンジ芯間距離

（扉体厚方向） 

ヒンジ

アーム

Ａ１ mm2 断面積 

Ｌ１ mm 作用点間距離 

Ｚ１ mm3 断面係数 

ヒンジ

ピン

Ａ２ mm2 断面積 

Ａ２’ mm2 受圧面積 

Ｌ２ mm 軸支持間距離 

Ｚ２ mm3 断面係数 

ヒンジ

ボルト 

Ａｂ３ mm2 断面積 

ｎｂ３ 本 本数 

カンヌキ部 カンヌキ

Ａ4 mm2 断面積 

Ｌ4 mm 作用点間距離 

ｎ 本 本数 

Ｚ4 mm3 断面係数 
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5. 評価結果

機器搬出入扉の評価結果を表 5－1 に示す。発生値は許容限界を下回っており，設計用地震力

に対して十分な耐震性を有していることを確認した。 

表 5－1(1) 耐震評価結果（大扉） 

評価部位 分類 
発生値 

(N/mm2) 

許容限界 

(N/mm2) 
判定 

ヒンジ部

ヒンジ

アーム

引張り 5 205 OK 

曲げ 35 205 OK 

せん断 6 118 OK 

組合せ 37 205 OK 

ヒンジ

ピン

圧縮 32 345 OK 

曲げ 127 345 OK 

せん断 29 199 OK 

組合せ 137 345 OK 

ヒンジ

ボルト 

引張り 93 651 OK 

せん断 93 375 OK 

カンヌキ部 カンヌキ

曲げ 34 345 OK 

せん断 3 199 OK 

組合せ 35 345 OK 
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表 5－1(2) 耐震評価結果（くぐり戸） 

評価部位 分類 
発生値 

(N/mm2) 

許容限界 

(N/mm2) 
判定 

ヒンジ部

ヒンジ

アーム

引張り 2 215 OK 

曲げ 42 215 OK 

せん断 4 124 OK 

組合せ 43 215 OK 

ヒンジ

ピン

圧縮 12 345 OK 

曲げ 39 345 OK 

せん断 7 199 OK 

組合せ 41 345 OK 

ヒンジ

ボルト 

引張り 26 651 OK 

せん断 26 375 OK 

カンヌキ部 カンヌキ

曲げ 41 700 OK 

せん断 2 404 OK 

組合せ 42 700 OK 



S2
 補

 Ⅵ
-2
-
9-

3-
3 

R0
 

Ⅵ-2-9-3-3 原子炉建物エアロックの耐震性についての計算書 



S2
 補

 Ⅵ
-2
-
9-

3-
3 

R0
 

目 次 

1. 概要 ··········································································· 1

2. 一般事項 ······································································· 1

2.1 配置概要 ····································································· 1 

2.2 構造計画 ····································································· 7 

2.3 評価方針 ····································································· 8 

2.4 適用規格・基準等 ····························································· 9 

2.5 記号の説明 ·································································· 10 

3. 固有周期 ······································································ 12

3.1 固有周期の計算方法 ·························································· 12 

3.1.1 水平方向 ································································ 12 

3.1.2 鉛直方向 ································································ 13 

3.2 固有周期の計算条件 ·························································· 14 

3.3 固有周期の計算結果 ·························································· 15 

4. 構造強度評価 ·································································· 16

4.1 評価部位 ···································································· 16 

4.2 荷重及び荷重の組合せ ························································ 18 

4.2.1 耐震評価上考慮する荷重··················································· 18 

4.2.2 荷重の設定 ······························································ 19 

4.3 許容限界 ···································································· 21 

4.3.1 使用材料 ································································ 21 

4.3.2 許容限界 ································································ 22 

4.4 計算方法 ···································································· 23 

4.5 計算条件 ···································································· 32 

5. 評価結果 ······································································ 34



1 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
9-

3-
3 

R0
 

1. 概要

本資料は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計方

針に基づき，原子炉建物エアロックが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを

説明するものである。 

原子炉建物エアロックは，原子炉建物原子炉棟（二次格納施設）の一部施設として扱うため，

設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備においては常設重大事故緩和

設備に分類される。 

以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備として構造強度評価を示す。 

2. 一般事項

2.1 配置概要 

原子炉建物エアロックの設置位置を図 2－1に示す。 
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図 2－1(1) 設置位置図 

ＰＮ 
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図 2－1(2) 設置位置図 
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図 2－1(3) 設置位置図 

ＰＮ 
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図 2－1(4) 設置位置図 

ＰＮ 
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図 2－1(5) 設置位置図 

ＰＮ 
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2.2 構造計画 

原子炉建物エアロックの構造計画を表 2－1，概略構造図を図 2－2に示す。 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 

支持構造 主体構造 

エアロックを閉止する際に，カンヌキによ

り扉が扉枠に固定される構造とする。また，

扉枠を躯体の開口部周辺に，スタッドにより

固定する構造とする。 

開き戸形式の鋼製扉とし，鋼製の芯材に表

側鋼板を取付け，扉に設置されたカンヌキを

鋼製の扉枠に差し込み，扉を扉枠と一体化さ

せる構造とする。また，扉と扉枠の接続はヒ

ンジを介する構造とする。

図 2－2 概略構造図 



8 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
9-

3-
3 

R0
 

2.3 評価方針 

原子炉建物エアロックの耐震評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」の「3.1 構造強度

上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき「2.2 構造計画」に

て示す原子炉建物エアロックの部位を踏まえ，「4.1 評価部位」にて設定する部位において，

設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを「4. 構造強度評価」に示す方法にて

確認することで実施する。 

原子炉建物エアロックの耐震評価は，Ⅵ-2-2-2「原子炉建物の地震応答計算書」の結果を踏

まえたものとする。評価にあたっては材料物性の不確かさを考慮する。 

なお，図 2－1 で示すように，原子炉建物内にはエアロック扉が 8 箇所あるが，いずれも同

一構造の扉であることから，最も設計用地震が大きいエアロック扉 1箇所（原子炉建物エアロ

ック（その 8）を代表）について評価を実施する。 

原子炉建物エアロックの耐震評価フローを図 2－3に示す。 

図 2－3 耐震評価フロー 

Ⅵ-2-2-2 

「原子炉建物の地震応答計算書」 

（水平，鉛直方向の応答加速度） 

注記＊：材料物性の不確かさ 

を考慮する。 

計算モデルの 

設定 

理論式による 

固有周期の算出 

設計用地震力＊

の算定 

地震時における 

応力度の算出 

構造強度評価 
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2.4 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

(1) 建築基準法・同施行令

(2) 各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 改定）

(3) 鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定）

(4) ＪＩＳ Ｇ ４３０３－2012 ステンレス鋼棒

(5) ＪＩＳ Ｇ ４０５１－2016 機械構造用炭素鋼鋼材

(6) ＪＩＳ Ｇ ４０５３－2016 機械構造用合金鋼鋼材

(7) 構造力学公式集（土木学会）
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2.5 記号の説明 

原子炉建物エアロックの耐震評価に用いる記号を表 2－2に示す。 

表 2－2(1) 耐震評価に用いる記号 

項目 記号 定義 単位 

共通 

Ｅ ヤング率 N/m2 

ＦＨ 水平地震力 N 

ＦＶ 鉛直地震力 N 

Ｔ 固有周期 s 

ｆ 原子炉建物エアロックの 1次固有振動数 Hz 

Ｉ 断面二次モーメント m4 

ℓ はり長さ mm 

ｍ 質量分布 kg/m 

ＣＨ 水平震度 ― 

ＣＶ 鉛直震度 ― 

Ｗｘ 扉体自重 kN 

Ｗ1 扉体幅 mm 

Ｈ1 扉体高 mm 

ＰＥ1 圧力荷重（内圧） kN/m2 

ＰＥ2 圧力荷重（外圧） kN/m2 

ヒ
ン
ジ
部 

共通 

Ｌｊ ヒンジ中心間距離 mm 

Ｌｒ 扉体重心～ヒンジ芯間距離（扉体幅方向） mm 

Ｌｔ 扉体重心～ヒンジ芯間距離（扉体厚方向） mm 

Ｒｒ 扉体幅方向自重反力 N 

Ｒｔ 扉体厚方向自重反力 N 

ヒンジ

アーム

Ａ1 ヒンジアームの断面積 mm2 

Ｌ1 ヒンジアームの作用点間距離 mm 

Ｍ1 ヒンジアームの曲げモーメント N･mm 

Ｑ1 ヒンジアームのせん断力 N 

Ｚ1 ヒンジアームの断面係数 mm3 

σｂ1 ヒンジアームの曲げ応力度 N/mm2 

σＸ1 ヒンジアームの組合せ応力度 N/mm2 

τ1 ヒンジアームのせん断応力度 N/mm2 

ヒンジ

ピン

Ａ2 ヒンジピンの断面積 mm2 

Ｌ2 ヒンジピンの軸支持間距離 mm 
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表 2－2(2) 耐震評価に用いる記号 

項目 記号 定義 単位 

ヒ
ン
ジ
部 

ヒンジ

ピン

Ｍ2 ヒンジピンの曲げモーメント N･mm 

Ｑ2 ヒンジピンのせん断力 N 

Ｚ2 ヒンジピンの断面係数 mm3 

σｂ2 ヒンジピンの曲げ応力度 N/mm2 

σＸ2 ヒンジピンの組合せ応力度 N/mm2 

τ2 ヒンジピンのせん断応力度 N/mm2 

ヒンジ

ボルト 

Ａｂ3 ヒンジボルトの断面積 mm2 

ｎｂ3 ヒンジボルトの本数 本 

Ｑ3 ヒンジボルトのせん断力 N 

Ｔ3 ヒンジボルトの引張力 N 

σｔ3 ヒンジボルトの引張応力度 N/mm2 

τ3 ヒンジボルトのせん断応力度 N/mm2 

カ
ン
ヌ
キ
部

共通  ＦＨ’ 水平面外方向の慣性力 N 

カンヌキ

Ａ4 カンヌキの断面積 mm2 

Ｌ4 カンヌキの作用点間距離 mm 

Ｍ4 カンヌキの曲げモーメント N･mm 

ｎ カンヌキの本数 本 

Ｑ4 カンヌキのせん断力 N 

Ｚ4 カンヌキの断面係数 mm3 

σｂ4 カンヌキの曲げ応力度 N/mm2 

σＸ4 カンヌキの組合せ応力度 N/mm2 

τ4 カンヌキのせん断応力度 N/mm2 

カンヌキ

受け

ピン

Ａ5 カンヌキ受けピンの断面積 mm2 

Ｌ5 カンヌキ受けピンの作用点間距離 mm 

Ｍ5 カンヌキ受けピンの曲げモーメント N･mm 

Ｑ5 カンヌキ受けピンのせん断力 N 

Ｚ5 カンヌキ受けピンの断面係数 mm3 

σｂ5 カンヌキ受けピンの曲げ応力度 N/mm2 

τ5 カンヌキ受けピンのせん断応力度 N/mm2 

カンヌキ

受け

ボルト 

Ａｂ6 カンヌキ受けボルトの断面積 mm2 

ｎｂ6 カンヌキ受けボルトの本数 本 

Ｔ6 カンヌキ受けボルトの引張力 N 

σｔ6 カンヌキ受けボルトの引張応力度 N/mm2 
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3. 固有周期

3.1 固有周期の計算方法 

固有周期は，扉閉止時及び扉開放時について，図 3－1 及び図 3－2 に示すはりモデルとし

て，「土木学会 構造力学公式集」に基づき計算する。 

ここで，扉閉止時は，カンヌキにより扉枠に固定される構造であることから端部の境界条件

を固定とする。 

扉開放時は，片側ヒンジ，片側自由端のはりとしてモデル化する。 

また，モデル化に用いる芯材の長さは扉幅とする。 

3.1.1 水平方向 

(1) 扉閉止時

扉閉止時の水平方向の固有周期は，図 3－1 に示す固有値計算モデルにより，扉体面外

方向について算出する。 

1
Ｔ＝

ｆ

2

2

4.7300 ＥＩ
ｆ＝

ｍ2πℓ

図 3－1 固有値計算モデル（扉閉止時） 

ℓ 

扉体 
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(2) 扉開放時

扉開放時の水平方向の固有周期は，図 3－2 に示す固有値計算モデルにより，扉体面外

方向について算出する。 

1
Ｔ＝

ｆ

2

2

3.9266 ＥＩ
ｆ＝

ｍ2πℓ

図 3－2 固有値計算モデル（扉開放時） 

3.1.2 鉛直方向 

鉛直方向については，扉に配された鉛直方向の芯材等の軸剛性が，「3.1.1 水平方向」

で検討した面外方向の剛性に比べて十分に大きいことから，固有周期の計算を省略する。 

ℓ 

扉体 
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3.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる数値を表 3－1に示す。 

表 3－1 固有周期の計算条件 

項目 記号 単位 数値 

モデル化に用いる芯材の長さ ℓ mm 

ヤング率 Ｅ N/m2 

断面二次モーメント Ｉ m4 

質量分布 ｍ kg/m 
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3.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 3－2に示す。計算結果より，剛構造であることを確認した。 

表 3－2 固有周期 

扉の開閉状況 固有振動数(Hz) 固有周期(s) 

閉止時 

開放時 
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4. 構造強度評価

4.1 評価部位 

原子炉建物エアロックの評価対象部位は，「2.2 構造計画」に示すエアロックの構造を踏ま

え，エアロックに作用する荷重の作用方向及び伝達経路を考慮し設定する。 

エアロックに生じる地震力及び圧力荷重は，ヒンジ部及びカンヌキ部から扉枠に伝達してい

るため，評価部位をヒンジ部及びカンヌキ部とする。 

なお，扉枠からは直接躯体に荷重の伝達をしているため，扉枠と躯体を接合しているスタッ

ドについては，評価対象としないこととする。 

原子炉建物エアロックの地震荷重の作用イメージと評価部位を図 4－1に示す。 
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図 4－1 地震荷重の作用イメージと評価部位 
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4.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-9-1「機能維持の基本方針」の「3.1 構造強度上の制限」

にて設定している荷重の組合せに準じて設定する。 

Ⅵ-2-9-1「機能維持の基本方針」の「3.1 構造強度上の制限」にて設定している荷重の組

合せを以下に示す。なお，Ⅵ-2-9-1「機能維持の基本方針」の「3.1 構造強度上の制限」に

従い，設計基準対象施設と重大事故等対処施設の評価に用いる荷重の組合せは同一とする。 

なお，本資料において基準地震動Ｓｓによる評価として短期許容応力度を超えないことを

確認するため，弾性設計用地震動Ｓｄによる評価は行わないこととする。 

Ｇ＋Ｐ＋ＳＳ 

4.2.1 耐震評価上考慮する荷重 

原子炉建物エアロックの耐震評価に用いる荷重を以下に示す。 

Ｇ ：固定荷重(kN) 

Ｐ ：圧力荷重(kN/m2) 

ＳＳ ：基準地震動ＳＳによる地震力(kN) 
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4.2.2 荷重の設定 

(1) 固定荷重（Ｇ）

原子炉建物エアロックの固定荷重を表 4－1に示す。

表 4－1 固定荷重 

固定荷重(kN) 

(2) 圧力荷重（Ｐ）

原子炉建物エアロックにかかる圧力荷重を表 4－2 に示す。ここで，圧力荷重は原子炉

建物エアロックの建設時に設定した設計条件を基に設定するものであり，外圧（負圧）は

エアロックに対し外側から内側へ作用するものとする。

表 4－2 圧力荷重 

種類 圧力荷重(kN/m2) 

内圧（正圧） 0.000 

外圧（負圧） 0.981 

(3) 地震荷重（ＳＳ）

基準地震動ＳＳによる荷重は，表 4－3 で示した設計震度を用いて，次式により算定す

る。ただし，耐震評価に用いる震度は，材料物性の不確かさを考慮したものとしてⅥ-2-

2-2「原子炉建物の地震応答計算書」によることとし，設置階及びその上階の値のうち大

きい方とする。 

ＳＳ＝Ｇ・Ｋ 

ここで，ＳＳ ：基準地震動ＳＳによる地震力(kN) 

Ｇ ：固定荷重(kN) 

Ｋ ：設計震度 
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表 4－3 設計震度 

エアロック名称 設置場所 
設計震度 

水平方向 鉛直方向 

原子炉建物エアロック（その 1） EL 8800 0.92 0.97 

原子炉建物エアロック（その 2） EL 8800 0.92 0.97 

原子炉建物エアロック（その 3） EL 15300 1.02 1.28 

原子炉建物エアロック（その 4） EL 15300 1.02 1.28 

原子炉建物エアロック（その 5） EL 23800 1.46 1.44 

原子炉建物エアロック（その 6） EL 23800 1.46 1.44 

原子炉建物エアロック（その 7） EL 30500 1.46 1.49 

原子炉建物エアロック（その 8） EL 42800 2.00 1.51 
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4.3 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏まえて設定す

る。 

4.3.1 使用材料 

原子炉建物エアロックを構成するヒンジ部及びカンヌキ部の使用材料を表 4－4 に示す。 

表 4－4 使用材料 

部位 材質 仕様 

ヒンジ部

ヒンジアーム

ヒンジピン

ヒンジボルト

カンヌキ部

カンヌキ

カンヌキ受けピン

カンヌキ受けボルト
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4.3.2 許容限界 

ヒンジ部及びカンヌキ部を構成する部材の許容限界は，「鋼構造設計規準－許容応力度

設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定）」（以下「S規準」という。）に準じて設定する。

各部材の許容限界を表 4－5に示す。 

表 4－5 ヒンジ部及びカンヌキ部の許容限界 

材質 
許容限界(N/mm²) 

曲げ 引張り せん断 

235 235 135 

205 205 118 

345 345 199 

651 651 375 
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4.4 計算方法 

原子炉建物エアロックの耐震評価は，地震により生じる応力度または荷重が，「4.3 許容限

界」で設定した許容限界を超えないことを確認する。 

(1) 荷重計算方法

a. ヒンジ部

ヒンジ部は，ヒンジアーム，ヒンジピン及びヒンジボルトで構成されており，次式によ

り算定する水平地震力及び扉体自重反力（鉛直地震力を含む）から，各部材に発生する応

力度を算定する。ヒンジ部に生じる荷重を図 4－2に示す。 

ＦＨ＝ＷＸ・ＣＨ 

ＦＶ＝ＷＸ・ＣＶ 

  ｒ
ｒ Ｘ Ｖ

ｊ

Ｌ
Ｒ＝ Ｗ ＋Ｆ ・

Ｌ

  ｔ
ｔ Ｘ Ｖ

ｊ

Ｌ
Ｒ＝ Ｗ ＋Ｆ ・

Ｌ

図 4－2 ヒンジ部に生じる荷重 
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(a) ヒンジアーム

ヒンジアームは，曲げ応力度とせん断応力度の組合せについて評価する。図 4－3 に

ヒンジアームに生じる荷重を示す。

イ. 曲げモーメント

ヒンジアームに生じる曲げモーメント及び曲げ応力度を次式により算定する。

 1 Ｘ Ｖ 1Ｍ Ｗ Ｆ＝ ＋ ・Ｌ

1
ｂ1

1

σ ＝
Ｍ

Ｚ

ロ. せん断力

ヒンジアームに生じるせん断力及びせん断応力度を次式により算定する。

1 Ｘ ＶＱ＝Ｗ ＋Ｆ

1
1

1

τ＝
Ｑ

Ａ

図 4－3 ヒンジアームに生じる荷重 
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(b) ヒンジピン

ヒンジピンは，曲げ応力度とせん断応力度の組合せについて評価する。図 4－4 にヒ

ンジピンに生じる荷重を示す。

イ. 曲げモーメント

ヒンジピンに生じる曲げモーメント及び曲げ応力度を次式により算定する。

2 

2 Ｈ
2 ｒ ｔ 2

Ｆ
Ｍ Ｒ ＋ ＋Ｒ Ｌ＝ ・

2

 
 
 

2
ｂ2

2

σ ＝
Ｍ

Ｚ

ロ. せん断力

ヒンジピンに生じるせん断力及びせん断応力度を次式により算定する。

2

2Ｈ
2 ｒ ｔ

Ｆ
Ｑ ＋

2
＝ Ｒ ＋Ｒ

 
 
 

2
2

2

τ ＝
Ｑ

Ａ

図 4－4 ヒンジピンに生じる荷重 
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(c) ヒンジボルト

ヒンジボルトは，引張応力度及びせん断応力度について評価する。ヒンジボルトに生

じる荷重は，扉の開放角度が 90°の時には引張力として作用し，扉の開放角度が 180°

の時には，せん断力として作用することから次式により算定する。なお，45°や 135°

等の上記以外の開放状況下においては，ヒンジボルトに生じる引張力とせん断力はそれ

ぞれ 90°開放時の引張力，180°開放時のせん断力に包絡されるため開放状況は 90°と

180°を想定するものとする。また，2 か所設置しているヒンジ部のうち，上部のヒン

ジ部は水平方向の荷重のみ負担するのに対して，下部のヒンジ部は鉛直方向の荷重と水

平方向の荷重を負担することから，下部のヒンジボルトを対象に評価する。図 4－5 に

ヒンジボルトに生じる荷重を示す。

 
2

2Ｈ
3 3 ｒ Ｘ Ｖ

Ｆ
Ｔ ＝Ｑ Ｒ ＋ Ｗ＝ ＋ ＋Ｆ

2

 
 
 

3
ｔ3 

ｂ3 ｂ3

Ｔ
σ

・Ａ
＝

ｎ

3
3 

ｂ3 ｂ3

Ｑ

ｎ ・Ａ
＝τ

図 4－5 ヒンジボルトに生じる荷重 
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b. カンヌキ部

カンヌキ部は，カンヌキ，カンヌキ受けピン及びカンヌキ受けボルトで構成されており，

次式により算定する水平地震力及び圧力荷重（外圧）から，各部材に発生する荷重を算定

する。扉体に生じる荷重を図 4－6に，カンヌキ部に生じる荷重を図 4－7に示す。 

ＦＨ’＝ＷＸ・ＣＨ＋ＰＥ2・Ｗ1・Ｈ1 

図 4－6 扉体に生じる荷重 

図 4－7 カンヌキ部に生じる荷重 
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(a) カンヌキ

カンヌキは，曲げ応力度及びせん断応力度の組合せについて評価する。

イ. 曲げモーメント

カンヌキに生じる曲げモーメント及び曲げ応力度を次式により算定する。

Ｈ
4 4

Ｆ ’
＝Ｍ ・Ｌ

2・ｎ

4
ｂ4 

4

＝
Ｍ

σ
Ｚ

ロ. せん断力

カンヌキに生じるせん断力及びせん断応力度を次式により算定する。

Ｈ
4

Ｆ ’
Ｑ ＝

2・ｎ

4
4

4
 τ ＝

Ｑ

Ａ



29 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
9-

3-
3 

R0
 

(b) カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピンは，曲げ応力度及びせん断応力度について評価する。なお，端部を

単純支持として評価するため，曲げとせん断の組合せについては評価を行わないものと

する。 

イ. 曲げモーメント

カンヌキ受けピンに生じる曲げモーメント及び曲げ応力度を次式により算定する。

Ｈ
5 5

Ｆ ’1
Ｍ ＝ ・ ・Ｌ

4 2・ｎ

5
ｂ5 

5

＝
Ｍ

σ
Ｚ

ロ. せん断力

カンヌキ受けピンに生じるせん断力及びせん断応力度を次式により算定する。

Ｈ
5 

Ｆ ’1
Ｑ ・

2
＝

2・ｎ

5
5 

5

τ ＝
Ｑ

Ａ

(c) カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けボルトは，引張応力度について評価する。カンヌキ受けボルトに生じる

引張力及び引張応力度を次式により算定する。 

Ｈ
6 

Ｆ ’
Ｔ ＝

2・ｎ

6
ｔ6 

ｂ6 ｂ6

Ｔ
σ

・Ａ
＝
ｎ
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(2) 応力の評価

各部材に生じる応力度等が，許容限界以下であることを確認する。なお，異なる荷重が同

時に作用する部材については，荷重の組合せを考慮する。 

a. ヒンジ部

(a) ヒンジアーム

ヒンジアームに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を次式により

算定し，ヒンジアームに生じる組合せ応力度が許容限界以下であることを確認する。 

2 2

1 １
Ｘ1 

1 １

Ｍ Ｑ
σ ＋3・

Ｚ Ａ
＝

   
   
   
   

(b) ヒンジピン

ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を次式により算

定し，ヒンジピンに生じる組合せ応力度が許容限界以下であることを確認する。 

2 2

2 2
Ｘ2

2 2

Ｍ Ｑ
σ ＋3・

Ｚ Ａ
＝

   
   
   
   

(c) ヒンジボルト

ヒンジボルトに生じる引張応力度及びせん断応力度を次式により算定し，ボルトの許

容限界以下であることを確認する。 

3
ｔ3 

ｂ3 ｂ3

Ｔ
σ

・Ａ
＝
ｎ

3
3

ｂ3 ｂ3
 

 

Ｑ

ｎ
＝τ

・Ａ
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b. カンヌキ部

(a) カンヌキ

カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を次式により算定

し，カンヌキに生じる組合せ応力度が許容限界以下であることを確認する。 

2 2

4 4
Ｘ4 

4 4

Ｍ Ｑ
σ ＋3・

Ｚ Ａ
＝

   
   
   
   

(b) カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を次式に

より算定し，カンヌキ受けピンに生じる組合せ応力度が許容限界以下であることを確認

する。 

5
ｂ5

5

σ ＝
Ｍ

Ｚ

5
5

5
 τ ＝

Ｑ

Ａ

(c) カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けボルトに生じる引張応力度を次式により算定し，ボルトの許容限界以下

であることを確認する。 

6
ｔ6

ｂ6 ｂ6 

Ｔ

ｎ ・Ａ
＝σ
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4.5 計算条件 

「4.4 計算方法」に用いる計算条件を表 4－6に示す。 

表 4－6(1) 耐震評価に用いる計算条件 

対称部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

ＣＨ ― 水平震度 2.00 

ＣＶ ― 鉛直震度 1.51 

ＷＸ kN 扉体自重 

Ｗ1 mm 扉体幅 

Ｈ1 mm 扉体高 

ＰＥ1 kN/m2 圧力荷重（内圧） 0.000 

ＰＥ2 kN/m2 圧力荷重（外圧） 0.981 

ヒ

ン

ジ

部 

共通 

Ｌｊ mm ヒンジ中心間距離

Ｌｒ mm 
扉体重心～ヒンジ芯間距離

（扉体幅方向） 

Ｌｔ mm 
扉体重心～ヒンジ芯間距離

（扉体厚方向） 

ヒンジアーム

Ａ1 mm2 断面積 

Ｌ1 mm 作用点間距離 

Ｚ1 mm3 断面係数 

ヒンジピン

Ａ2 mm2 断面積 

Ｌ2 mm 軸支持間距離 

Ｚ2 mm3 断面係数 

ヒンジボルト
Ａｂ3 mm2 断面積 

ｎｂ3 本 本数 
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表 4－6(2) 耐震評価に用いる計算条件 

対称部位 記号 単位 定義 数値 

カ

ン

ヌ

キ

部 

カンヌキ

Ａ4 mm2 断面積 

Ｌ4 mm 作用点間距離 

ｎ 本 本数 

Ｚ4 mm3 断面係数 

カンヌキ受け

ピン 

Ａ5 mm2 断面積 

Ｌ5 mm 作用点間距離 

Ｚ5 mm3 断面係数 

カンヌキ受け

ボルト

Ａｂ6 mm2 断面積 

ｎｂ6 本 本数 
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5. 評価結果

エアロックの評価結果を表 5－1 に示す。発生値は許容限界を下回っており，設計用地震力に

対して十分な耐震性を有していることを確認した。 

表 5－1 耐震評価結果 

原子炉建物エアロック（その 8） 

評価部位 分類 発生値 許容限界 判定 

ヒ

ン

ジ

部 

ヒンジ

アーム

曲げ(N/mm2) 44 235 OK 

せん断(N/mm2) 5 135 OK 

組合せ(N/mm2) 45 235 OK 

ヒンジ

ピン

曲げ(N/mm2) 28 345 OK 

せん断(N/mm2) 18 199 OK 

組合せ(N/mm2) 41 345 OK 

ヒンジ

ボルト 

引張り(N/mm2) 83 651 OK 

せん断(N/mm2) 83 375 OK 

カ

ン

ヌ

キ

部 

カンヌキ

曲げ(N/mm2) 44 205 OK 

せん断(N/mm2) 5 118 OK 

組合せ(N/mm2) 45 205 OK 

カンヌキ受け

ピン 

曲げ(N/mm2) 162 345 OK 

せん断(N/mm2) 10 199 OK 

カンヌキ受け

ボルト
引張り(N/mm2) 33 651 OK 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，残留熱代替除去ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能

を維持できることを説明するものである。 

残留熱代替除去ポンプは，重大事故等対処設備においては常設重大事故緩和設備に分類される。

以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

なお，残留熱代替除去ポンプは，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載の横形

ポンプであるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-1 横形ポンプの耐

震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

残留熱代替除去ポンプの構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要
概略構造図

基礎・支持構造 主体構造

ポンプはポンプベースに

固定され，ポンプベース

は基礎ボルトで基礎に据

え付ける。

ターボ形

（ターボ形横形ポン

プ） 

（単位：mm） 

（
軸
端
）ポンプ

ポンプ取付ボルト

ポンプベース

原動機

原動機取付ボルト

基礎ボルト

基礎
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3. 構造強度評価

3.1 構造強度評価方法 

残留熱代替除去ポンプの構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添

付資料-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基

づき行う。 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

残留熱代替除去ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評

価に用いるものを表 3－1 に示す。

3.2.2 許容応力 

残留熱代替除去ポンプの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，表 3

－2 のとおりとする。 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

残留熱代替除去ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表 3－3に示す。 

3.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【残留熱代替除去ポンプの耐震性についての計算

結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納 

施設 

圧力低減設備

その他の安全

設備 

原子炉格納容

器安全設備 

残留熱代替除去ポンプ 常設／緩和 
重大事故等 

クラス２ポンプ＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊1
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表 3－2 許容応力（重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

    

 

 

 

 

 

＊
 

＊
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表 3－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 周囲環境温度 699 803 ―

ポンプ取付ボルト 最高使用温度 185 637 759 ―

原動機取付ボルト 周囲環境温度 225 385 ―
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4. 機能維持評価 

4.1 動的機能維持評価方法 

 残留熱代替除去ポンプの動的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 

添付資料-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づ

き行う。 

 残留熱代替除去ポンプは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特性で

あるため，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。機能確認

済加速度を表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 機能確認済加速度           (×9.8m/s2) 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

ポンプ 
横形単段遠心式 

ポンプ 

水平 1.4 

鉛直 1.0 

原動機 
横形ころがり 

軸受電動機 

水平 4.7 

鉛直 1.0 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

残留熱代替除去ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を

維持できることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【残留熱代替除去ポンプの耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

残留熱代替除去ポンプ 常設／緩和 
原子炉建物 

EL  1.3＊1 
―＊2 ―＊2 ― ― ＣＨ＝2.13＊3 ＣＶ＝0.99＊3 Ｃｐ＝0.11 185 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ  
(kg) 

ｈｉ  
(mm) 

１ｉ＊1

(mm)

２ｉ＊1

(mm)

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ  

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ

＊1 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
8 

4 

2 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
4 

2 

2 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
4 

2 

2 

部材 
Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 
Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ

(N・mm) 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

699＊2

(径≦63mm) 

803＊2

(径≦63mm)
― 562 ― 軸 ― 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 

637＊3

(径≦63mm) 

759＊3

(径≦63mm) 
― 531 ― 軸 ― 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 

225＊2 

(16mm＜径≦40mm) 
385＊2 ― 270 ― 軸 ― 

Ｈｐ

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。

＊2：周囲環境温度で算出

＊3：最高使用温度で算出

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
― ―

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
― ― 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
― ― 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

引張り ― ― σb１＝19 ƒｔｓ１＝421＊

せん断 ― ― τb１＝21 ƒｓｂ１＝324

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 

引張り ― ― σb２＝24 ƒｔｓ２＝398＊

せん断 ― ― τb２＝10 ƒｓｂ２＝306

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 

引張り ― ― σb３＝12 ƒｔｓ３＝202＊

せん断 ― ― τb３＝10 ƒｓｂ３＝155

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]

1.4.2 動的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 

水平方向 1.17 1.4 

鉛直方向 0.87 1.0 

原動機 

水平方向 1.17 4.7 

鉛直方向 0.87 1.0 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。



S2 補 Ⅵ-2-9-4-4-4-1 R0E 

1
1 

１１ ２１ 

１２ 

２２ 

１３ ２３ 

１２ 

２２ 

１３ ２３ 

１１ ２１ 

ポンプ取付ボルト
原動機取付ボルト

基礎ボルト

Ａ Ａ

２
１

 
１

１

１
２

２
２

１
３
２

３

軸
直

角
方

向

軸方向
転 倒 方 向

転 倒 方 向

転 倒 方 向

ｈ
２

 
ｈ

１
 

ｈ
３

 

ｍ1･g ｍ3･gｍ2･g

(基礎ボルト) 
(ポンプ取付ボルト) 
(原動機取付ボルト) 

Ａ～Ａ矢視図

 

（1i≦2i）
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Ⅵ-2-10-1 非常用電源設備の耐震性に関する説明書 
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Ⅵ-2-10-1-2 非常用発電装置の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-10-1-2-1-1 非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機 

の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機が設計用地震力に対して十

分な構造強度を有し，動的機能を維持できることを説明するものである。 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機は，設計基準対象施設においてはＳクラ

ス施設に，重大事故等対処設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）に分類される。

以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を

示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の構造計画を表 2－1 に示す。 

 



 

 

S2 補 Ⅵ-2-10-1-2-1-1 R0 

2 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ディーゼル機関及び発電

機は機関取付ボルト，発

電機固定子取付ボルト及

び発電機軸受台取付ボル

トで直接据付台床に取り

付ける。据付台床は基礎

ボルトで基礎に据え付け

る。 

4 サイクル単動無気噴

油式ディーゼル機関及

び同期発電機 

（ディーゼル機関及び

三相同期発電機） 

 

ディーゼル機関 

据付台床 
基礎ボルト 

ディーゼル機関取付ボルト 
発電機固定子取付ボルト 

発電機軸受台取付ボルト 

3610 13102 

（単位：mm） 

4
68
5 

基礎 

ガバナ 



 

 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
1
0-
1-
2-
1-
1 
R
0 

3 

2.2 評価方針 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の

基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」に

て示す非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の部位を踏まえ「3. 評価部位」

にて設定する箇所において，「4. 固有周期」にて算出した固有周期に基づく設計用地震力によ

る応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで

実施する。また，非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の機能維持評価は，Ⅵ

-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した動的機器の機能維持の方針に基づき，機能維持評

価用加速度が機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認

することで実施する。確認結果を「7. 評価結果」に示す。 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の耐震評価フロー 

 

 

 

  

地震時における応力 

設計用地震力 

理論式による固有周期 

非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル機関及び発電機の 
構造強度評価 

計算モデルの設定 

機能維持評価用加速度 

非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル機関及び発電機の 
機能維持評価 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明  

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 
Ａｓ 最小有効せん断断面積 mm2 
ＣＥＨ ディーゼル機関往復運動による水平方向震度 ― 
ＣＥＶ ディーゼル機関往復運動による鉛直方向震度 ― 
ＣＨ 水平方向設計震度 ― 
ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 
ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 
Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 
Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 
Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1 本当たり）＊1 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

Ｇ せん断弾性係数 MPa 
g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 
ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 
Ｉ 断面二次モーメント mm4 
１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 
２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 
ＭＥ１ ディーゼル機関回転により作用するモーメント N･mm 
ＭＥ２ 発電機回転により作用するモーメント N･mm 
ｍｉ 運転時質量＊2 kg 
Ｎ 回転数（ディーゼル機関の定格回転数） rpm 
ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 
ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 
Ｐ ディーゼル機関出力 kW 
Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 
Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 MPa 
Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 

40℃における値＊1 
MPa 

ＴＨ 水平方向固有周期 s 
ＴＶ 鉛直方向固有周期 s 

π 円周率 ― 
σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 
τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

＊
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注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ， ƒｔｏｉ， ƒｔｓｉ，１ｉ，２ｉ，ｎｉ， 

ｎｆｉ，Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下の

とおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：ディーゼル機関取付ボルト 

ｉ＝3：発電機固定子取付ボルト 

ｉ＝4：発電機軸受台取付ボルト 

＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：ディーゼル機関取付面 

ｉ＝3：発電機固定子取付面 

ｉ＝4：発電機軸受台取付面 

＊3：１ｉ≦ ２ｉ 

 

  

＊
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 

 

  



 

 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
1
0-
1-
2-
1-
1 
R
0 

8 

3. 評価部位 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」

に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる基礎ボルト及び取付ボルトについて実施する。非常

用ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の耐震評価部位については，表 2－1 の概略構

造図に示す。 
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4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 計算モデル 

a. ディーゼル機関及び発電機，各機器の質量は重心に集中するものとする。 

b. ディーゼル機関及び発電機は据付台床上にあり，据付台床は基礎ボルトで基礎に固定さ

れており，固定端とする。また，ディーゼル機関，発電機固定子及び発電機軸受台は，据

付台床上に取付ボルトで固定されるものとする。 

c. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

d. ディーゼル機関及び発電機は，図 4－1 に示す下端固定の 1 質点系振動モデルとして考

える。 

 

                    ｍ１ 

 

 

 

 

図 4－1 固有周期の計算モデル 

 

(2) 水平方向固有周期 

水平方向固有周期は次式で求める。 

 

               ｍ１      ｈ１
３      ｈ１ 

1000     3・Ｅ・Ｉ    Ａｓ・Ｇ 

 

(3) 鉛直方向固有周期 

鉛直方向固有周期は次式で求める。 

 

               ｍ１     ｈ１      

1000    Ａ・Ｅ      

 

4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機

関及び発電機の耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

 

  

ｈ
１

 

ＴＨ＝ 2・π・ ・・・（4.1.1） ＋ ・  

ＴＶ＝ 2・π・ ・・・（4.1.2） ・ 
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4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4－1 に示す。計算の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛構造

であることを確認した。 

  表 4－1 固有周期 （単位：s）

水平 

鉛直 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.1(1)項 a.～d.のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機に対して水平方向及び鉛直

方向から作用するものとする。 

(2) 転倒方向は図 5－1～図 5－8 における軸直角方向及び軸方向について検討し，計算書には

計算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の荷重の組合せ及び許容応力状態

のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 5－1 に，重大事故等対処設備の評価に

用いるものを表 5－2 に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維

持の基本方針」に基づき表 5－3 のとおりとする。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の使用材料の許容応力評価条件の

うち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 5－4 に，重大事故等対処設備の評価に用

いるものを表 5－5 に示す。



 

 

1
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源 

設備 

非常用発電 

装置 

非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル機関及び発電機 
Ｓ  ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源 

設備 

非常用発電 

装置 

非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル機関及び発電機 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 5－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

   

＊
 

＊
 



 

 

1
4 

S2 補 Ⅵ-2-10-1-2-1-1 R0 

表 5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
S35C 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 50 299 498 ― 

ディーゼル機関 

取付ボルト 

SCM435 

(径≦60mm) 
周囲環境温度 50 764 906 ― 

発電機固定子 

取付ボルト 

SCM435 

(径≦60mm) 
周囲環境温度 50 764 906 ― 

発電機軸受台 

取付ボルト 

SS41＊ 
(40mm＜径≦100mm) 

周囲環境温度 50 211 394 ― 

注記＊：SS400 相当 

        

  



 

 

1
5 

S2 補 Ⅵ-2-10-1-2-1-1 R0 

 

表 5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
S35C 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 50 299 498 ― 

ディーゼル機関 

取付ボルト 

SCM435 

(径≦60mm) 
周囲環境温度 50 764 906 ― 

発電機固定子 

取付ボルト 

SCM435 

(径≦60mm) 
周囲環境温度 50 764 906 ― 

発電機軸受台 

取付ボルト 

SS41＊ 
(40mm＜径≦100mm) 

周囲環境温度 50 211 394 ― 

注記＊：SS400 相当 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－6 及び表 5－7 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建物 

EL 1.3＊1 
ＣＨ＝0.65＊2 ＣＶ＝0.48＊2 ＣＨ＝1.84＊3 ＣＶ＝0.95＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこ

れを上回る設計震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建物 

EL 1.3＊1 
― ― ＣＨ＝1.84＊2 ＣＶ＝0.95＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は地震による震度，ディーゼル機関の往復運動による震度及びデ

ィーゼル機関回転により作用するモーメントによって生じる引張力とせん断力につい

て計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1 計算モデル（軸直角方向転倒） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－2 計算モデル（軸方向転倒）  

 
 

転倒方向 

ｈ
１

 

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ１・g 

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ１・g 

１１           ２１ １１           ２１ 

（１１≦２１）

転倒支点となる

ボルト列 

引張りを受ける

ボルト列 

転倒支点 

 
  

転倒支点 

転倒方向 

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ１・g 

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ１・g 

ｈ
１

 

転倒支点となる

ボルト列 

１１  ２１ １１              ２１ 

引張りを受ける

ボルト列 

（１１≦２１）



 

 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
1
0-
1-
2-
1-
1 
R
0 

18 

(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 5－1 及び図 5－2 で基礎ボル

トを支点とする転倒を考え，これを片側の列の基礎ボルトで受けるものとして計算する。 

なお，計算モデル図 5－2の場合は，ディーゼル機関回転によるモーメントは，作用し

ない。 

 

引張力 

             (ＣＨ＋ＣＥＨ)・ｍ１・g・ｈ１－(１－ＣＥＶ－ＣＶ)・ｍ１・g・１１ 

ｎｆ１・（１１＋２１） 

・・・・・・（5.4.1.1.1） 

 

ここで，ＣＥＨ及びＣＥＶはディーゼル機関の往復運動による起振力及びディーゼル機

関の回転数を考慮して定める値である。 

 

引張応力 

Ｆｂ１ 

Ａｂ１ 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂ１は次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂ１が負のとき基礎ボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行

わない。 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

       Ｑｂ１＝（ＣＨ＋ＣＥＨ ）・ｍ１・g ・ ・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.4） 

        

せん断応力 

            Ｑｂ１ 

            ｎ１・Ａｂ１ 

  

Ｆｂ１＝ 

σｂ１＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.2） 

τｂ１＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.5） 

Ａｂ１＝
 

・ｄ１
２
 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.3） 
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5.4.1.2 ディーゼル機関取付ボルトの計算方法 

ディーゼル機関取付ボルトの応力は地震による震度，ディーゼル機関の往復運動に

よる震度及びディーゼル機関回転により作用するモーメントによって生じる引張力と

せん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－3 計算モデル（軸直角方向転倒） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－4 計算モデル（軸方向転倒） 

 

  

 
 
 

転倒方向 

ｈ
２

 

１２       ２２ １２          ２２ 

（１２≦２２）

転倒支点となる

ボルト列 

引張りを受ける

ボルト列 

転倒支点 

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ２・g 

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ２・g 

 
 

転倒方向 

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ２・g 

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ２・g 
ｈ

２
 転倒支点となる

ボルト列 

１２  ２２ １２  ２２ 

引張りを受ける

ボルト列 

転倒支点 （１２≦２２）
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(1) 引張応力 

ディーゼル機関取付ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 5－3 及び図 5

－4 でディーゼル機関取付ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の列のディーゼ

ル機関取付ボルトで受けるものとして計算する。 

なお，計算モデル図 5－4 の場合は，ディーゼル機関回転によるモーメント＊は作用し

ない。 

 

引張力 

             (ＣＨ＋ＣＥＨ)・ｍ２・g・ｈ２＋ＭＥ１－(１－ＣＥＶ－ＣＶ)・ｍ２・g・１２ 

ｎｆ２・（１２＋２２） 

・・・・・・・・（5.4.1.2.1） 

ここで，ＣＥＨ及びＣＥＶはディーゼル機関の往復運動による起振力及びディーゼル機

関の回転数を考慮して定める値である。また，ディーゼル機関回転によるモーメントＭ

Ｅ1は次式により求める。 
60 

            2・π・Ｎ 

（1kW＝10６N･mm/s） 
引張応力 

Ｆｂ２ 

Ａｂ２ 

ここで，ディーゼル機関取付ボルトの軸断面積Ａｂ２は次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂ２が負のときディーゼル機関取付ボルトには引張力が生じないので，引張

応力の計算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

ディーゼル機関取付ボルトに対するせん断力はディーゼル機関取付ボルト全本数で受

けるものとして計算する。 

 

せん断力 

       Ｑｂ２＝（ＣＨ＋ＣＥＨ ）・ｍ２・g ・・・・・・・・・・・・（5.4.1.2.4） 

        

せん断応力 

             Ｑｂ２ 

             ｎ２・Ａｂ２  

Ｆｂ２＝ 

σｂ２＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.2.2） 

τｂ２＝
 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.2.5） 

Ａｂ２＝
 

・ｄ２
２
 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.2.3） 

注記＊：ＭＥ１＝ ・10６・Ｐ 
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5.4.1.3 発電機固定子取付ボルトの計算方法 

発電機固定子取付ボルトの応力は地震による震度，ディーゼル機関の往復運動によ

る震度及び発電機回転により作用するモーメントによって生じる引張力とせん断力に

ついて計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－5 計算モデル（軸直角方向転倒） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－6 計算モデル（軸方向転倒） 

 
 

転倒方向 転倒支点となる

ボルト列 

引張りを受ける

ボルト列 

（１３≦２３）

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ３・g 

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ３・g 
ｈ

３
 

転倒支点 １３       ２３ １３           ２３ 

 
 
 

転倒方向 

（１３≦２３）

転倒支点となる

ボルト列 

引張りを受ける

ボルト列 

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ３・g 

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ３・g 

ｈ
３

 

１３             ２３ 

転倒支点 

１３           ２３ 
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(1) 引張応力 

発電機固定子取付ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 5－5 及び   

図 5－6 で発電機固定子取付ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の列の発電機

固定子取付ボルトで受けるものとして計算する。 

なお，計算モデル図 5－6 の場合は，発電機回転によるモーメント＊は作用しない。 

 

引張力 

             (ＣＨ＋ＣＥＨ)・ｍ３・g・ｈ３＋ＭＥ２－(１－ＣＥＶ－ＣＶ)・ｍ３・g・１３ 

ｎｆ３・（１３＋２３） 

・・・・・・・・（5.4.1.3.1） 

ここで，ＣＥＨ及びＣＥＶはディーゼル機関の往復運動による起振力及びディーゼル機

関の回転数を考慮して定める値である。また，発電機回転によるモーメントＭＥ２は次式

により求める。 
                    60 
                   2・π・Ｎ 

（1kW＝10６N･mm/s） 

引張応力 

Ｆｂ３ 

Ａｂ３ 

ここで，発電機固定子取付ボルトの軸断面積Ａｂ３は次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂ３が負のとき発電機固定子取付ボルトには引張力が生じないので，引張応

力の計算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

発電機固定子取付ボルトに対するせん断力は発電機固定子取付ボルト全本数で受ける

ものとして計算する。 

 

せん断力 

       Ｑｂ３＝（ＣＨ＋ＣＥＨ ）・ｍ３・g ・・・・・・・・・・・・（5.4.1.3.4） 

        

せん断応力 

            Ｑｂ３ 

            ｎ３・Ａｂ３  

Ｆｂ３＝ 

σｂ３＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.3.2） 

τｂ３＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.3.5） 

Ａｂ３＝
 

・ｄ３
２
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.3.3） 

・10６・Ｐ 注記＊：ＭＥ２ ＝ ＭＥ１ ＝ 
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5.4.1.4 発電機軸受台取付ボルトの計算方法 

発電機軸受台取付ボルトの応力は地震による震度，ディーゼル機関の往復運動によ

る震度によって生じる引張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－7 計算モデル（軸直角方向転倒） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－8 計算モデル（軸方向転倒） 

 

  

 
 
 

転倒方向 

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ４・g 

１４      ２４ １４      ２４ 

（１４≦２４）

転倒支点となる

ボルト列 

引張りを受ける

ボルト列 

転倒支点 

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ４・g ｈ
４

 

 
 

転倒方向 転倒支点となる

ボルト列 

引張りを受ける

ボルト列 

（１４≦２４）

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ４・g 

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ４・g 
ｈ

４
 

１４   ２４ 転倒支点 １４   ２４ 
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(1) 引張応力 

発電機軸受台取付ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 5－7 及び   

図 5－8 で発電機軸受台取付ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の列の発電機

軸受台取付ボルトで受けるものとして計算する。 

 

引張力 

             (ＣＨ＋ＣＥＨ)・ｍ４・g・ｈ４－(１－ＣＥＶ－ＣＶ)・ｍ４・g・１４ 

ｎｆ４・（１４＋２４） 

                         ・・・・・・・・・（5.4.1.4.1） 

 

ここで，ＣＥＨ及びＣＥＶはディーゼル機関の往復運動による起振力及びディーゼル機

関の回転数を考慮して定める値である。 

 

引張応力 

Ｆｂ４ 

Ａｂ４ 

ここで，発電機軸受台取付ボルトの軸断面積Ａｂ４は次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂ４が負のとき発電機軸受台取付ボルトには引張力が生じないので，引張応

力の計算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

発電機軸受台取付ボルトに対するせん断力は発電機軸受台取付ボルト全本数で受ける

ものとして計算する。 

 

せん断力 

       Ｑｂ４＝（ＣＨ＋ＣＥＨ ）・ｍ４・g ・・・・・・・・・・・・（5.4.1.4.4） 

        

せん断応力 

            Ｑｂ４ 

            ｎ４・Ａｂ４ 

  

Ｆｂ４＝ 

σｂ４＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.4.2） 

τｂ４＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.4.5） 

Ａｂ４＝
 

・ｄ４
２
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.4.3） 
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5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【非常用ディーゼル発電設備デ

ィーゼル機関及び発電機の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

5.5.2 ディーゼル機関取付ボルトの応力計算条件 

ディーゼル機関取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【非常用ディー

ゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機

器要目に示す。 

 

5.5.3 発電機固定子取付ボルトの応力計算条件 

発電機固定子取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【非常用ディーゼ

ル発電設備ディーゼル機関及び発電機の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器

要目に示す。 

 

5.5.4 発電機軸受台取付ボルトの応力計算条件 

発電機軸受台取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【非常用ディーゼ

ル発電設備ディーゼル機関及び発電機の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器

要目に示す。 
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5.6 応力の評価 

5.6.1 ボルトの応力評価 

5.4項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力ƒｔｓｉ以下である

こと。ただし，ƒｔｏｉは下表による。 

 

ƒｔｓｉ＝ Min[1.4・ƒｔｏｉ－ 1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]  ··············· （5.6.1.1） 

 

せん断応力τｂｉはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂｉ以下であるこ

と。ただし，ƒｓｂｉは下表による。 

 
 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度による 
荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓ 

による荷重との 

組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｉ 

Ｆ

2
・1.5

ｉ

 
Ｆ

2
・1.5

ｉ

 

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

ｉ 

 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

ｉ 

 

 

 

  

＊ 

＊ 
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6. 機能維持評価 

6.1 動的機能維持評価方法 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の地震後の動的機能維持評価について

以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，

基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機は地震時動的機能維持が確認された機

種と類似の構造及び振動特性であるため，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確認

済加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 6－1 に示す。 

 

                表 6－1 機能確認済加速度         (×9.8m/s2) 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

機 関 

中速形 

ディーゼル機関 

水平 1.1 

鉛直 1.0 

ガバナ 

水平 1.8 

鉛直 1.0 

発電機 横形すべり軸受 

水平 2.6 

鉛直 1.0 
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7. 評価結果 

7.1 設計基準対象施設としての評価結果 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の設計基準対象施設としての耐震評価

結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度

を有し，動的機能を維持できることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

7.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の重大事故等時の状態を考慮した場合

の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分

な構造強度を有し，動的機能を維持できることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【非常用ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 
耐震重要度 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ ディーゼル機関 

往復運動による 

水平方向震度 

ディーゼル機関 

往復運動による 

鉛直方向震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル機関及び発電機 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 1.3＊1 
ＣＨ＝0.65＊2 ＣＶ＝0.48＊2 ＣＨ＝1.84＊3 ＣＶ＝0.95＊3 ＣＥＨ＝0.02 ＣＥＶ＝0.02 ― 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ

(mm) 

１ｉ＊1

(mm)

２ｉ＊1

(mm)
ｎｉ ｎｆｉ

＊1 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
1700 

48 

(M48) 

915 915 
50 

23 

4632 5861 2 

ディーゼル機関取付ボルト 

(ｉ＝2) 
1700 

56 

(M56) 

915 915 
32 

16 

2735 3515 2 

発電機固定子取付ボルト 

(ｉ＝3) 
637.2 

48 

(M48) 

1600 1600 
6 

3 

625 625 2 

発電機軸受台取付ボルト 

(ｉ＝4) 
637.2 

42 

(M42) 

600 600 
4 

2 

200 200 2 

部材 
Ａｂｉ 

(mm2) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

ＭＥ

(N･mm) 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
1.810×103  299＊2

(40mm＜径≦100mm) 

 498＊2

(40mm＜径≦100mm) 
299 348 軸直角 軸 ― 

ディーゼル機関取付ボルト 

(ｉ＝2) 
2.463×103  764＊2

(径≦60mm) 

 906＊2

(径≦60mm) 
634 634 軸直角 軸 1.143×108 

発電機固定子取付ボルト 

(ｉ＝3) 
1.810×103  764＊2

(径≦60mm) 

 906＊2

(径≦60mm) 
634 634 軸 軸 ― 

発電機軸受台取付ボルト 

(ｉ＝4) 
1.385×103  211＊2

(40mm＜径≦100mm) 

 394＊2

(40mm＜径≦100mm) 
211 253 軸 軸 ― 

Ｐ(kW) Ｎ(rpm) Ｅ(MPa) Ｇ(MPa) Ｉ(mm4) ＡＳ(mm2) 

6150 514  201000＊2  77300＊2 1.504×1012 1.288×105 

注記＊1：ボルトにおける上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 

ディーゼル機関取付ボルト 

(ｉ＝2) 

発電機固定子取付ボルト 

(ｉ＝3) 

発電機軸受台取付ボルト 

(ｉ＝4) 
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1.4 結論

1.4.1 固有周期   (単位：s) 

方向 固有周期

水 平 方 向

鉛 直 方 向

1.4.2 ボルトの応力   (単位：MPa) 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]

1.4.3 動的機能維持の評価結果    (×9.8m/s2) 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
S35C 

引張り σｂ１＝ 15 ƒｔｓ１＝224＊ σｂ１＝130 ƒｔｓ１＝261＊

せん断 τｂ１＝ 12 ƒｓｂ１＝173 τｂ１＝ 34 ƒｓｂ１＝201

ディーゼル機関 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

SCM435 
引張り σｂ２＝ 12 ƒｔｓ２＝475＊ σｂ２＝107 ƒｔｓ２＝475＊

せん断 τｂ２＝  9 ƒｓｂ２＝366 τｂ２＝ 25 ƒｓｂ２＝366

発電機固定子 

取付ボルト 

(ｉ＝3) 

SCM435 
引張り σｂ３＝  6 ƒｔｓ３＝475＊ σｂ３＝ 62 ƒｔｓ３＝475＊

せん断 τｂ３＝ 15 ƒｓｂ３＝366 τｂ３＝ 41 ƒｓｂ３＝366

発電機軸受台 

取付ボルト 

(ｉ＝4) 

SS41 
引張り σｂ４＝ 44 ƒｔｓ４＝158＊ σｂ４＝156 ƒｔｓ４＝187＊

せん断 τｂ４＝ 18 ƒｓｂ４＝122 τｂ４＝ 49 ƒｓｂ４＝146

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

機関 
水平方向 0.81 1.1 

鉛直方向 0.58 1.0 

ガバナ 
水平方向 0.81 1.8 

鉛直方向 0.58 1.0 

発電機 
水平方向 0.81 2.6 

鉛直方向 0.58 1.0 
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機器名称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ ディーゼル機関 

往復運動による 

水平方向震度 

ディーゼル機関 

往復運動による 

鉛直方向震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル発電設備 

ディーゼル機関及び発電機 

常設／防止 

（DB 拡張） 

原子炉建物 

EL 1.3＊1 
― ― ＣＨ＝1.84＊2 ＣＶ＝0.95＊2 ＣＥＨ＝0.02 ＣＥＶ＝0.02 ― 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ

(mm) 

１ｉ＊1

(mm)

２ｉ＊1

(mm)
ｎｉ ｎｆｉ

＊1 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
1700 

48 

(M48) 

915 915 
50 

23 

4632 5861 2 

ディーゼル機関取付ボルト 

(ｉ＝2) 
1700 

56 

(M56) 

915 915 
32 

16 

2735 3515 2 

発電機固定子取付ボルト 

(ｉ＝3) 
637.2 

48 

(M48) 

1600 1600 
6 

3 

625 625 2 

発電機軸受台取付ボルト 

(ｉ＝4) 
637.2 

42 

(M42) 

600 600 
4 

2 

200 200 2 

Ｐ(kW) Ｎ(rpm) Ｅ(MPa) Ｇ(MPa) Ｉ(mm4) ＡＳ(mm2) 

6150 514 201000＊2 77300＊2 1.504×1012 1.288×105 

注記＊1：ボルトにおける上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 

部材 
Ａｂｉ 

(mm2) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

ＭＥ

(N･mm) 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
1.810×103 299＊2

(40mm＜径≦100mm) 

498＊2

(40mm＜径≦100mm) 
― 348 ― 軸 ― 

ディーゼル機関取付ボルト 

(ｉ＝2) 
2.463×103 764＊2

(径≦60mm) 

906＊2

(径≦60mm) 
― 634 ― 軸 ― 

発電機固定子取付ボルト 

(ｉ＝3) 
1.810×103 764＊2

(径≦60mm) 

906＊2

(径≦60mm) 
― 634 ― 軸 ― 

発電機軸受台取付ボルト 

(ｉ＝4) 
1.385×103 211＊2

(40mm＜径≦100mm) 

394＊2

(40mm＜径≦100mm) 
― 253 ― 軸 ― 

＊
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
― ― 

ディーゼル機関取付ボルト 

(ｉ＝2) 
― ― 

発電機固定子取付ボルト 

(ｉ＝3) 
― ― 

発電機軸受台取付ボルト 

(ｉ＝4) 
― ― 
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2.4 結論

2.4.1 固有周期    (単位：s) 

方向 固有周期

水 平 方 向

鉛 直 方 向

2.4.2 ボルトの応力   (単位：MPa) 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]

2.4.3 動的機能維持の評価結果   (×9.8m/s2) 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
S35C 

引張り ― ― σｂ１＝130 ƒｔｓ１＝261＊

せん断 ― ― τｂ１＝ 34 ƒｓｂ１＝201

ディーゼル機関 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

SCM435 
引張り ― ― σｂ２＝107 ƒｔｓ２＝475＊

せん断 ― ― τｂ２＝ 25 ƒｓｂ２＝366

発電機固定子 

取付ボルト 

(ｉ＝3) 

SCM435 
引張り ― ― σｂ３＝ 62 ƒｔｓ３＝475＊

せん断 ― ― τｂ３＝ 41 ƒｓｂ３＝366

発電機軸受台 

取付ボルト 

(ｉ＝4) 

SS41 
引張り ― ― σｂ４＝156 ƒｔｓ４＝187＊

せん断 ― ― τｂ４＝ 49 ƒｓｂ４＝146

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

機関 
水平方向 0.81 1.1 

鉛直方向 0.58 1.0 

ガバナ 
水平方向 0.81 1.8 

鉛直方向 0.58 1.0 

発電機 
水平方向 0.81 2.6 

鉛直方向 0.58 1.0 
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   耐震性についての計算書
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

非常用ディーゼル発電設備空気だめが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを

説明するものである。 

非常用ディーゼル発電設備空気だめは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事

故等対処設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）に分類される。以下，設計基準

対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 なお，非常用ディーゼル発電設備空気だめは，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」

に記載のスカート支持たて置円筒形容器であるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方

法 添付資料-3 スカート支持たて置円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」に

基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 
2.1 構造計画 

非常用ディーゼル発電設備空気だめの構造計画を表 2－1に示す。 

1 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要
概略構造図

基礎・支持構造 主体構造

胴をスカートで支持し，

スカートを基礎ボルトで

基礎に据え付ける。

たて置円筒形

（上面及び下面に鏡板

を有するスカート支持

たて置円筒形容器）

（単位：mm） 

胴板

スカート

基礎ボルト

φ1500

基礎

鏡板

鏡板

2
94
0 
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3. 固有周期

3.1 固有周期の計算 

理論式により固有周期を計算する。固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【非常

用ディーゼル発電設備空気だめの耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

計算の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛構造であることを確認した。固有周期の計算

結果を表 3－1 に示す。 

表 3－1 固有周期 （単位：s）

水平 

鉛直 
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4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

非常用ディーゼル発電設備空気だめの構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作

成の方法 添付資料-3 スカート支持たて置円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本

方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

非常用ディーゼル発電設備空気だめの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対

象施設の評価に用いるものを表 4－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－

2 に示す。 

4.2.2 許容応力 

非常用ディーゼル発電設備空気だめの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

基づき表 4－3 及び表 4－4 のとおりとする。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

非常用ディーゼル発電設備空気だめの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象

施設の評価に用いるものを表 4－5 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－6

に示す。 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【非常用ディーゼル発電設備空気だめの耐震性に

ついての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源 

設備 

非常用発電 

装置 

非常用ディーゼル発電設備 

空気だめ 
Ｓ クラス３容器

＊
Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス３容器の支持構造物を含む。 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類
＊1

機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源 

設備 

非常用発電 

装置 

非常用ディーゼル発電設備 

空気だめ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等
＊2

クラス２容器

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3

ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－3 許容応力（クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ステ

ンレス鋼及び高ニッケル合金

については上記値と 1.2・Ｓと

の大きい方 

左欄の 1.5 倍の値 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによる疲労解

析を行い，疲労累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が

1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要 

注記＊1：座屈による評価は，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 4－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・fｔ 1.5・fｓ

ⅣＡＳ 

1.5・fｔ 1.5・fｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

胴板 SB46＊1 最高使用温度 100 ― 220 433 ― 

スカート
SM41A＊2 

(厚さ≦16mm) 
周囲環境温度 50 ― 241 394 ― 

基礎ボルト 
SS41＊3 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

注記＊1：SB450 相当 

＊2：SM400A 相当 

＊3：SS400 相当 
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表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

胴板 SB46＊1 最高使用温度 100 ― 220 433 ― 

スカート
SM41A＊2 

(厚さ≦16mm) 
周囲環境温度 50 ― 241 394 ― 

基礎ボルト 
SS41＊3 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

注記＊1：SB450 相当 

＊2：SM400A 相当 

＊3：SS400 相当 
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

非常用ディーゼル発電設備空気だめの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを

確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

非常用ディーゼル発電設備空気だめの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を

以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し

ていることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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スカート開口部の形状を示す。

D2 D1 

【非常用ディーゼル発電設備空気だめの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル発電設備 

空気だめ 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 1.3＊1 
ＣＨ＝0.66＊2 ＣＶ＝0.48＊2 ＣＨ＝1.87＊3 ＣＶ＝0.96＊3 3.24 100 50 

 

1.2 機器要目 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｅ 

(kg) 

Ｄｉ

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｄｓ

(mm) 

ｔｓ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

Ｇｓ

(MPa) 

1500 25.0 1519 6.0 198000＊1 201000＊2 76200＊1 77300＊2 

ℓ 

(mm) 

ℓｓ 

(mm) 

Ｄ１

(mm) 

Ｄ２

(mm) 

Ｄ３

(mm) 
s ｎ 

Ｄｃ 

(mm) 

Ｄｂｏ

(mm) 

971 699 400 155.2 ― 15 12 1630 1710 

Ｄｂｉ 

(mm) 

ｄ

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｙ

(mm) 

Ｍｓ(N･mm) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

1350 
20 

(M20) 
314.2 560 4.540×107 1.286×108 

Ｓｙ(胴板) 

(MPa) 

Ｓｕ(胴板) 

(MPa) 

Ｓ(胴板) 

(MPa) 

Ｓｙ(スカート)

(MPa) 

Ｓｕ(スカート)

(MPa) 

Ｆ(スカート)

(MPa) 

Ｆ
 
(スカート) 

(MPa) 

220＊1 433＊1 ―
241＊2 

(厚さ≦16mm) 

394＊2 

(厚さ≦16mm) 
241 276 

Ｓｙ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｓｕ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｆ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｆ (基礎ボルト)

(MPa) 

  231＊2 

(16mm＜径≦40mm) 

  394＊2 

(16mm＜径≦40mm) 
231 276 

注記＊1：最高使用温度で算出

＊2：周囲環境温度で算出

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

＊

＊

基礎ボルト

スカート

Ａ Ａ

Ａ～Ａ矢視図

D
j 

胴板

Dbi 

Dbo 
Dc 

ts 


         s

t Di 

m0･g 

Ds 

1
5
0 
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1.3 計算数値 

1.3.1 胴に生じる応力 

(1) 一次一般膜応力 (単位：MPa) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

静水頭又は内圧による応力 σφ１＝100 σｘ１＝50 ― σφ１＝100 σｘ１＝50 ― 

運転時質量による引張応力 ― σｘ２＝0 ― ― σｘ２＝0 ― 

鉛直方向地震による引張応力 ― σｘ５＝0 ― ― σｘ５＝0 ― 

空質量による圧縮応力 ― σｘ３＝1 ― ― σｘ３＝1 ― 

鉛直方向地震による圧縮応力 ― σｘ６＝1 ― ― σｘ６＝1 ― 

水平方向地震による応力 ― σｘ４＝1 τ＝1 ― σｘ４＝2 τ＝2

応力の和 
引張側 σφ＝100 σｘｔ＝51 ― σφ＝100 σｘｔ＝52 ― 

圧縮側 σφ＝-100 σｘｃ＝-49 ― σφ＝-100 σｘｃ＝-48 ― 

組合せ応力 
引張り σ０ｔ＝ 100 σ０ｔ＝100

圧縮 ― ― 

(2) 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値  (単位：MPa) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

鉛直方向地震による引張応力 ― σｘ５＝0 ― ― σｘ５＝0 ― 

鉛直方向地震による圧縮応力 ― σｘ６＝1 ― ― σｘ６＝1 ― 

水平方向地震による応力 ― σｘ４＝1 τ＝1 ― σｘ４＝2 τ＝2

応力の和 
引張側 σ２φ＝0 σ２ｘｔ＝1 ― σ２φ＝0 σ２ｘｔ＝2 ― 

圧縮側 σ２φ＝0 σ２ｘｃ＝1 ― σ２φ＝0 σ２ｘｃ＝2 ― 

組合せ応力 

（変動値） 

引張り σ２ｔ＝ 2 σ２ｔ＝5

圧縮 σ２ｃ＝ 2 σ２ｃ＝6

1.3.2 スカートに生じる応力   (単位：MPa) 1.3.3 基礎ボルトに生じる応力   (単位：MPa) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

応力 組合せ応力 応力 組合せ応力 

運転時質量による応力 σｓ１＝2

σｓ＝9

σｓ１＝2

σｓ＝22

引張応力 σｂ＝15 σｂ＝61

鉛直方向地震による応力 σｓ３＝1 σｓ３＝2 せん断応力 τｂ＝8 τｂ＝21 
水平方向地震

による応力 

曲げ σｓ２＝6 σｓ２＝16

せん断 τｓ＝3 τｓ＝6
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1.4 結論

1.4.1 固有周期  (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 

鉛直方向 

1.4.2 応力      (単位：MPa) 

すべて許容応力以下である。  注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

胴板 SB46 

一次一般膜 σ０＝100 Ｓａ＝ 220 σ０＝100 Ｓａ＝259 

一次＋二次 σ２＝2 Ｓａ＝ 440 σ２＝6 Ｓａ＝440 

スカート SM41A 

組合せ σｓ＝9 ƒｔ＝ 241 σｓ＝22 ƒｔ＝276

圧縮と曲げ 

の組合せ 

(座屈の評価) 

ƒb

+
η ・ σs2η ・ （ σs1 + σs3 ）

ƒc

≦ 1 ƒb

+
η ・ σs2η ・ （ σs1 + σs3 ）

ƒc

≦ 1

0.04（無次元） 0.10（無次元） 

基礎ボルト SS41 

引張り σｂ＝15 ƒｔｓ＝173＊ σｂ＝61 ƒｔｓ＝ 207＊

せん断 τｂ＝8 ƒｓｂ＝133 τｂ＝21 ƒｓｂ＝ 159
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スカート開口部の形状を示す。

D2 D1 

2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル発電設備 

空気だめ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

原子炉建物 

EL 1.3＊1 
― ― ＣＨ＝1.87＊2 ＣＶ＝0.96＊2 3.24 100 50 

2.2 機器要目 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｅ 

(kg) 

Ｄｉ

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｄｓ

(mm) 

ｔｓ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

Ｇｓ

(MPa) 

1500 25.0 1519 6.0 198000＊1 201000＊2 76200＊1 77300＊2 

ℓ 

(mm) 

ℓｓ 

(mm) 

Ｄ１

(mm) 

Ｄ２

(mm) 

Ｄ３

(mm) 
s ｎ 

Ｄｃ 

(mm) 

Ｄｂｏ

(mm) 

971 699 400 155.2 ― 15 12 1630 1710 

Ｄｂｉ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｙ

(mm) 

Ｍｓ(N･mm) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

1350 
20 

(M20) 
314.2 560 ― 1.286×108 

Ｓｙ(胴板) 

(MPa) 

Ｓｕ(胴板) 

(MPa) 

Ｓ(胴板) 

(MPa) 

Ｓｙ(スカート)

(MPa) 

Ｓｕ(スカート)

(MPa) 

Ｆ(スカート)

(MPa) 

Ｆ
 
(スカート) 

(MPa) 

220＊1 433＊1 ―
241＊2 

(厚さ≦16mm) 

394＊2 

(厚さ≦16mm) 
― 276 

注記＊1：最高使用温度で算出

＊2：周囲環境温度で算出

Ｓｙ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｓｕ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｆ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｆ
 
(基礎ボルト)

(MPa) 

 231＊2 

(16mm＜径≦40mm) 

 394＊2 

(16mm＜径≦40mm) 
― 276 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

＊

＊

基礎ボルト

スカート

Ａ Ａ

Ａ～Ａ矢視図

D
j 

胴板

Dbi 

Dbo 
Dc 

ts 


   

s

t Di 

m0･g 

Ds 

1
5
0 
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2.3 計算数値 

2.3.1 胴に生じる応力 

(1) 一次一般膜応力  (単位：MPa) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

静水頭又は内圧による応力 ― ― ― σφ１＝100 σｘ１＝50 ― 

運転時質量による引張応力 ― ― ― ― σｘ２＝0 ― 

鉛直方向地震による引張応力 ― ― ― ― σｘ５＝0 ― 

空質量による圧縮応力 ― ― ― ― σｘ３＝1 ― 

鉛直方向地震による圧縮応力 ― ― ― ― σｘ６＝1 ― 

水平方向地震による応力 ― ― ― ― σｘ４＝2 τ＝2

応力の和 
引張側 ― ― ― σφ＝100 σｘｔ＝52 ― 

圧縮側 ― ― ― σφ＝-100 σｘｃ＝-48 ― 

組合せ応力 
引張り ― σ０ｔ＝100

圧縮 ― ― 

(2) 地震動のみによる 一次応力と二次応力の和の変動値   (単位：MPa) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

鉛直方向地震による引張応力 ― ― ― ― σｘ５＝0 ― 

鉛直方向地震による圧縮応力 ― ― ― ― σｘ６＝1 ― 

水平方向地震による応力 ― ― ― ― σｘ４＝2 τ＝2

応力の和 
引張側 ― ― ― σ２φ＝0 σ２ｘｔ＝2 ― 

圧縮側 ― ― ― σ２φ＝0 σ２ｘｃ＝2 ― 

組合せ応力 

（変動値） 

引張り ― σ２ｔ＝5

圧縮 ― σ２ｃ＝6

2.3.2 スカートに生じる応力   (単位：MPa) 2.3.3 基礎ボルトに生じる応力   (単位：MPa) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

応力 組合せ応力 応力 組合せ応力 

運転時質量による応力 ― 

― 

σｓ１＝2

σｓ＝22

引張応力 ― σｂ＝61

鉛直方向地震による応力 ― σｓ３＝2 せん断応力 ― τｂ＝21 
水平方向地震

による応力 

曲げ ― σｓ２＝16

せん断 ― τｓ＝6
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2.4 結論

2.4.1 固有周期 (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 

鉛直方向 

2.4.2 応力    (単位：MPa) 

すべて許容応力以下である。  注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

胴板 SB46 

一次一般膜 ― ― σ０＝100 Ｓａ＝259 

一次＋二次 ― ― σ２＝6 Ｓａ＝440 

スカート SM41A 

組合せ ― ― σｓ＝22 ƒｔ＝276

圧縮と曲げ 

の組合せ 

(座屈の評価) 

― ƒb

+
η ・ σs2η ・ （ σs1 + σs3 ）

ƒc

≦ 1

― 0.10（無次元） 

基礎ボルト SS41 

引張り ― ― σｂ＝61 ƒｔｓ＝207＊

せん断 ― ― τｂ＝21 ƒｓｂ＝159
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機が設計用地震

力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を維持できることを説明するものである。 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機は，設計基準対象施設にお

いてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）

に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的

機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の構造計画を表2－

1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ディーゼル機関及び発電

機は機関取付ボルト，発

電機固定子取付ボルト及

び発電機軸受台取付ボル

トで直接据付台床に取り

付ける。据付台床は基礎

ボルトで基礎に据え付け

る。 

4 サイクル単動無気噴

油式ディーゼル機関及

び同期発電機 

（ディーゼル機関及び

三相同期発電機） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ディーゼル機関 

据付台床 
基礎ボルト 

ディーゼル機関取付ボルト 
発電機固定子取付ボルト 

発電機軸受台取付ボルト 

3610 13922 

（単位：mm） 

4
68
5 

基礎 

ガバナ 
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2.2 評価方針 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の応力評価は，Ⅵ-2-1-9

「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構

造計画」にて示す高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の部位を

踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」にて算出した固有周期に

基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す

方法にて確認することで実施する。また，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備ディーゼル

機関及び発電機の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した動的機器の

機能維持の方針に基づき，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを，「6. 

機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 評価結果」に示

す。 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の耐震評価フローを図 2

－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の耐震評価フロー 

 

 

 

  

地震時における応力 

設計用地震力 

理論式による固有周期 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電設備 

ディーゼル機関及び発電機の 
構造強度評価 

計算モデルの設定 

機能維持評価用加速度 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電設備 

ディーゼル機関及び発電機の 
機能維持評価 



 

 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
1
0-
1-
2-
2-
1 
R
0 

4 

2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明  

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 
Ａｓ 最小有効せん断断面積 mm2 
ＣＥＨ ディーゼル機関往復運動による水平方向震度 ― 
ＣＥＶ ディーゼル機関往復運動による鉛直方向震度 ― 
ＣＨ 水平方向設計震度 ― 
ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 
ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 
Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 
Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 
Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1 本当たり）＊1 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

Ｇ せん断弾性係数 MPa 
g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 
ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 
Ｉ 断面二次モーメント mm4 
１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 
２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 
ＭＥ１ ディーゼル機関回転により作用するモーメント N･mm 
ＭＥ２ 発電機回転により作用するモーメント N･mm 
ｍｉ 運転時質量＊2 kg 
Ｎ 回転数（ディーゼル機関の定格回転数） rpm 
ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 
ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 
Ｐ ディーゼル機関出力 kW 
Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 
Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 MPa 
Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 

40℃における値＊1 
MPa 

ＴＨ 水平方向固有周期 s 
ＴＶ 鉛直方向固有周期 s 

π 円周率 ― 
σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 
τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

＊
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注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ， ƒｔｏｉ， ƒｔｓｉ，１ｉ，２ｉ，ｎｉ， 

ｎｆｉ，Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下の

とおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：ディーゼル機関取付ボルト 

ｉ＝3：発電機固定子取付ボルト 

ｉ＝4：発電機軸受台取付ボルト 

＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：ディーゼル機関取付面 

ｉ＝3：発電機固定子取付面 

ｉ＝4：発電機軸受台取付面 

＊3：１ｉ≦ ２ｉ 

 

  

＊
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 
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3. 評価部位 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の耐震評価は，「5.1 構造

強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる基礎ボルト及び取付ボルトについて

実施する。高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の耐震評価部位に

ついては，表 2－1 の概略構造図に示す。 
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4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の固有周期の計算方法を

以下に示す。 

(1) 計算モデル 

a. ディーゼル機関及び発電機，各機器の質量は重心に集中するものとする。 

b. ディーゼル機関及び発電機は据付台床上にあり，据付台床は基礎ボルトで基礎に固定さ

れており，固定端とする。また，ディーゼル機関，発電機固定子及び発電機軸受台は，据

付台床上に取付ボルトで固定されるものとする。 

c. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

d. ディーゼル機関及び発電機は，図 4－1 に示す下端固定の 1 質点系振動モデルとして考

える。 
 

                    ｍ１ 

 

 

 

 

図 4－1 固有周期の計算モデル 

 

(2) 水平方向固有周期 

水平方向固有周期は次式で求める。 

 

               ｍ１      ｈ１
３      ｈ１ 

1000     3・Ｅ・Ｉ    Ａｓ・Ｇ 

 

(3) 鉛直方向固有周期 

鉛直方向固有周期は次式で求める。 

 

               ｍ１     ｈ１      

1000    Ａ・Ｅ      

 

4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備

ディーゼル機関及び発電機の耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

 

  

ｈ
１

 

ＴＨ＝ 2・π・ ・・・（4.1.1） ＋ ・  

ＴＶ＝ 2・π・ ・・・（4.1.2） ・ 



S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
1
0-
1-
2-
2-
1 
R
0

10 

4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4－1 に示す。計算の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛構造

であることを確認した。 

  表 4－1 固有周期 （単位：s）

水平 

鉛直 



 

 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
1
0-
1-
2-
2-
1 
R
0 

11 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.1(1)項 a.～d.のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機に対して水平

方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(2) 転倒方向は図 5－1～図 5－8 における軸直角方向及び軸方向について検討し，計算書には

計算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の荷重の組合せ及び

許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 5－1 に，重大事故等対処

設備の評価に用いるものを表 5－2に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の許容応力は，Ⅵ-

2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 5－3のとおりとする。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の使用材料の許容応

力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 5－4 に，重大事故等対処設

備の評価に用いるものを表 5－5 に示す。



 

 

1
2 

S2 補 Ⅵ-2-10-1-2-2-1 R0 

表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源 

設備 

非常用発電 

装置 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電設備 

ディーゼル機関及び発電機 

Ｓ  ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源 

設備 

非常用発電 

装置 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電設備 

ディーゼル機関及び発電機 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 5－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

   

＊
 

＊
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表 5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
S35C 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 50 299 498 ― 

ディーゼル機関 

取付ボルト 

SCM435 

(径≦60mm) 
周囲環境温度 50 764 906 ― 

発電機固定子 

取付ボルト 

SCM435 

(径≦60mm) 
周囲環境温度 50 764 906 ― 

発電機軸受台 

取付ボルト 

SS41＊ 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

注記＊：SS400 相当 
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表 5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
S35C 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 50 299 498 ― 

ディーゼル機関 

取付ボルト 

SCM435 

(径≦60mm) 
周囲環境温度 50 764 906 ― 

発電機固定子 

取付ボルト 

SCM435 

(径≦60mm) 
周囲環境温度 50 764 906 ― 

発電機軸受台 

取付ボルト 

SS41＊ 

(40mm＜径≦100mm) 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

注記＊：SS400 相当 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－6 及び表 5－7 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建物 

EL 1.3＊1 
ＣＨ＝0.65＊2 ＣＶ＝0.48＊2 ＣＨ＝1.84＊3 ＣＶ＝0.95＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこ

れを上回る設計震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建物 

EL 1.3＊1 
― ― ＣＨ＝1.84＊2 ＣＶ＝0.95＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は地震による震度，ディーゼル機関の往復運動による震度及びデ

ィーゼル機関回転により作用するモーメントによって生じる引張力とせん断力につい

て計算する。 

 

図 5－1 計算モデル（軸直角方向転倒） 

 

図 5－2 計算モデル（軸方向転倒） 

転倒方向

ｈ
１

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ１・g

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ１・g

１１ ２１ １１ ２１

（１１≦２１）

転倒支点となる

ボルト列

引張りを受ける

ボルト列

転倒支点

転倒方向

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ１・g

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ１・g

ｈ
１

転倒支点となる

ボルト列

１１ ２１ １１ ２１

引張りを受ける

ボルト列

転倒支点 （１１≦２１）
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(1) 引張応力

基礎ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 5－1 及び図 5－2 で基礎ボル

トを支点とする転倒を考え，これを片側の列の基礎ボルトで受けるものとして計算する。 

なお，計算モデル図 5－2の場合は，ディーゼル機関回転によるモーメントは，作用し

ない。 

引張力 

 (ＣＨ＋ＣＥＨ)・ｍ１・g・ｈ１－(１－ＣＥＶ－ＣＶ)・ｍ１・g・１１ 

ｎｆ１・（１１＋２１） 

・・・・・・（5.4.1.1.1）

ここで，ＣＥＨ及びＣＥＶはディーゼル機関の往復運動による起振力及びディーゼル機

関の回転数を考慮して定める値である。 

引張応力 

Ｆｂ１ 

Ａｂ１

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂ１は次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂ１が負のとき基礎ボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行

わない。 

(2) せん断応力

基礎ボルトに対するせん断力は基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。

せん断力 

Ｑｂ１＝（ＣＨ＋ＣＥＨ ）・ｍ１・g ・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.4） 

せん断応力 

Ｑｂ１ 

 ｎ１・Ａｂ１ 

Ｆｂ１＝ 

σｂ１＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.2）

τｂ１＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.5）

Ａｂ１＝
 

・ｄ１
２ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.3）
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5.4.1.2 ディーゼル機関取付ボルトの計算方法 

ディーゼル機関取付ボルトの応力は地震による震度，ディーゼル機関の往復運動に

よる震度及びディーゼル機関回転により作用するモーメントによって生じる引張力と

せん断力について計算する。 

図 5－3 計算モデル（軸直角方向転倒） 

図 5－4 計算モデル（軸方向転倒） 

転倒方向

ｈ
２

１２ ２２ １２ ２２

（１２≦２２）

転倒支点となる

ボルト列

引張りを受ける

ボルト列

転倒支点

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ２・g

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ２・g 

転倒方向

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ２・g

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ２・g
ｈ

２ 転倒支点となる

ボルト列

１２ ２２ １２ ２２

引張りを受ける

ボルト列

転倒支点 （１２≦２２）
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(1) 引張応力

ディーゼル機関取付ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 5－3 及び

図 5－4 でディーゼル機関取付ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の列のディ

ーゼル機関取付ボルトで受けるものとして計算する。 

なお，計算モデル図 5－4 の場合は，ディーゼル機関回転によるモーメント＊は作用し

ない。 

引張力 

 (ＣＨ＋ＣＥＨ)・ｍ２・g・ｈ２＋ＭＥ１－(１－ＣＥＶ－ＣＶ)・ｍ２・g・１２ 

ｎｆ２・（１２＋２２） 

・・・・・・・・（5.4.1.2.1）

ここで，ＣＥＨ及びＣＥＶはディーゼル機関の往復運動による起振力及びディーゼル機

関の回転数を考慮して定める値である。また，ディーゼル機関回転によるモーメントＭ

Ｅ1は次式により求める。

60 

   2・π・Ｎ 

（1kW＝10６N･mm/s）

引張応力 

Ｆｂ２ 

Ａｂ２

ここで，ディーゼル機関取付ボルトの軸断面積Ａｂ２は次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂ２が負のときディーゼル機関取付ボルトには引張力が生じないので，引張

応力の計算は行わない。 

(2) せん断応力

ディーゼル機関取付ボルトに対するせん断力はディーゼル機関取付ボルト全本数で受

けるものとして計算する。 

せん断力 

Ｑｂ２＝（ＣＨ＋ＣＥＨ ）・ｍ２・g ・・・・・・・・・・・・（5.4.1.2.4） 

せん断応力 

Ｑｂ２ 

 ｎ２・Ａｂ２

Ｆｂ２＝ 

σｂ２＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.2.2）

τｂ２＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.2.5）

Ａｂ２＝
 

・ｄ２
２ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.2.3）

注記＊：ＭＥ１＝ ・10６・Ｐ
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5.4.1.3 発電機固定子取付ボルトの計算方法 

発電機固定子取付ボルトの応力は地震による震度，ディーゼル機関の往復運動によ

る震度及び発電機回転により作用するモーメントによって生じる引張力とせん断力に

ついて計算する。 

 

図 5－5 計算モデル（軸直角方向転倒） 

 

図 5－6 計算モデル（軸方向転倒） 

転倒方向 転倒支点となる

ボルト列

引張りを受ける

ボルト列

（１３≦２３）

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ３・g

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ３・g
ｈ

３

転倒支点 １３ ２３ １３ ２３

転倒方向

（１３≦２３）

転倒支点となる

ボルト列

引張りを受ける

ボルト列

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ３・g

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ３・g

ｈ
３

１３ ２３

転倒支点

１３ ２３
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(1) 引張応力 

発電機固定子取付ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 5－5 及び   

図 5－6 で発電機固定子取付ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の列の発電機

固定子取付ボルトで受けるものとして計算する。 

なお，計算モデル図 5－6 の場合は，発電機回転によるモーメント＊は作用しない。 

 

引張力 

             (ＣＨ＋ＣＥＨ)・ｍ３・g・ｈ３＋ＭＥ２－(１－ＣＥＶ－ＣＶ)・ｍ３・g・１３ 

ｎｆ３・（１３＋２３） 

・・・・・・・・（5.4.1.3.1） 

ここで，ＣＥＨ及びＣＥＶはディーゼル機関の往復運動による起振力及びディーゼル機

関の回転数を考慮して定める値である。また，発電機回転によるモーメントＭＥ２は次式

により求める。 
                    60 
                   2・π・Ｎ 

（1kW＝10６N･mm/s） 

引張応力 

Ｆｂ３ 

Ａｂ３ 

ここで，発電機固定子取付ボルトの軸断面積Ａｂ３は次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂ３が負のとき発電機固定子取付ボルトには引張力が生じないので，引張応

力の計算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

発電機固定子取付ボルトに対するせん断力は発電機固定子取付ボルト全本数で受ける

ものとして計算する。 

 

せん断力 

       Ｑｂ３＝（ＣＨ＋ＣＥＨ ）・ｍ３・g ・・・・・・・・・・・・（5.4.1.3.4） 

        

せん断応力 

            Ｑｂ３ 

            ｎ３・Ａｂ３  

Ｆｂ３＝ 

σｂ３＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.3.2） 

τｂ３＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.3.5） 

Ａｂ３＝
 

・ｄ３
２
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.3.3） 

・10６・Ｐ 注記＊：ＭＥ２ ＝ ＭＥ１ ＝ 
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5.4.1.4 発電機軸受台取付ボルトの計算方法 

発電機軸受台取付ボルトの応力は地震による震度，ディーゼル機関の往復運動によ

る震度によって生じる引張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－7 計算モデル（軸直角方向転倒） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－8 計算モデル（軸方向転倒） 

 

  

 
 
 

転倒方向 

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ４・g 

１４      ２４ １４      ２４ 

（１４≦２４）

転倒支点となる

ボルト列 

引張りを受ける

ボルト列 

転倒支点 

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ４・g ｈ
４

 

 
 

転倒方向 転倒支点となる

ボルト列 

引張りを受ける

ボルト列 

（１４≦２４）

（ＣＨ＋ＣＥＨ）・ｍ４・g 

（１－ＣＥＶ－ＣＶ）・ｍ４・g 
ｈ

４
 

１４   ２４ 転倒支点 １４   ２４ 
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(1) 引張応力 

発電機軸受台取付ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 5－7 及び   

図 5－8 で発電機軸受台取付ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の列の発電機

軸受台取付ボルトで受けるものとして計算する。 

 

引張力 

             (ＣＨ＋ＣＥＨ)・ｍ４・g・ｈ４－(１－ＣＥＶ－ＣＶ)・ｍ４・g・１４ 

ｎｆ４・（１４＋２４） 

                         ・・・・・・・・・（5.4.1.4.1） 

 

ここで，ＣＥＨ及びＣＥＶはディーゼル機関の往復運動による起振力及びディーゼル機

関の回転数を考慮して定める値である。 

 

引張応力 

Ｆｂ４ 

Ａｂ４ 

ここで，発電機軸受台取付ボルトの軸断面積Ａｂ４は次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂ４が負のとき発電機軸受台取付ボルトには引張力が生じないので，引張応

力の計算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

発電機軸受台取付ボルトに対するせん断力は発電機軸受台取付ボルト全本数で受ける

ものとして計算する。 

 

せん断力 

       Ｑｂ４＝（ＣＨ＋ＣＥＨ ）・ｍ４・g ・・・・・・・・・・・・（5.4.1.4.4） 

        

せん断応力 

            Ｑｂ４ 

            ｎ４・Ａｂ４ 

  

Ｆｂ４＝ 

σｂ４＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.4.2） 

τｂ４＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.4.5） 

Ａｂ４＝
 

・ｄ４
２
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.4.3） 
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5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電設備ディーゼル機関及び発電機の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器

要目に示す。 

 

5.5.2 ディーゼル機関取付ボルトの応力計算条件 

ディーゼル機関取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【高圧炉心スプ

レイ系ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の耐震性についての計算結果】の設

計条件及び機器要目に示す。 

 

5.5.3 発電機固定子取付ボルトの応力計算条件 

発電機固定子取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の耐震性についての計算結果】の設計

条件及び機器要目に示す。 

 

5.5.4 発電機軸受台取付ボルトの応力計算条件 

発電機軸受台取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の耐震性についての計算結果】の設計

条件及び機器要目に示す。 
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5.6 応力の評価 

5.6.1 ボルトの応力評価 

5.4項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力ƒｔｓｉ以下である

こと。ただし，ƒｔｏｉは下表による。 

 

ƒｔｓｉ＝ Min[1.4・ƒｔｏｉ－ 1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]  ··············· （5.6.1.1） 

 

せん断応力τｂｉはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂｉ以下であるこ

と。ただし，ƒｓｂｉは下表による。 

 
 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度による 
荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓ 

による荷重との 

組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｉ 

Ｆ

2
・1.5

ｉ

 
Ｆ

2
・1.5

ｉ

 

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

ｉ 

 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

ｉ 

 

 

 

  

＊ 

＊ 
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6. 機能維持評価 

6.1 動的機能維持評価方法 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の地震後の動的機能維持

評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，

基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機は地震時動的機能維持が

確認された機種と類似の構造及び振動特性であるため，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記

載の機能確認済加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 6－1 に示す。 

 

                表 6－1 機能確認済加速度         (×9.8m/s2) 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

機 関 

中速形 

ディーゼル機関 

水平 1.1 

鉛直 1.0 

ガバナ 

水平 1.8 

鉛直 1.0 

発電機 横形すべり軸受 

水平 2.6 

鉛直 1.0 
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7. 評価結果 

7.1 設計基準対象施設としての評価結果 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の設計基準対象施設とし

ての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十

分な構造強度を有し，動的機能を維持できることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

7.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の重大事故等時の状態を

考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力

に対して十分な構造強度を有し，動的機能を維持できることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備ディーゼル機関及び発電機の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 
耐震重要度 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ ディーゼル機関 

往復運動による 

水平方向震度 

ディーゼル機関 

往復運動による 

鉛直方向震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電設備 

ディーゼル機関及び発電機 

Ｓ 
原子炉建物 

EL 1.3＊1 
ＣＨ＝0.65＊2 ＣＶ＝0.48＊2 ＣＨ＝1.84＊3 ＣＶ＝0.95＊3 ＣＥＨ＝0.02 ＣＥＶ＝0.02 ― 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ

(mm) 

１ｉ＊1

(mm)

２ｉ＊1

(mm)
ｎｉ ｎｆｉ

＊1 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
1650 

48 

(M48) 

915 915 
54 

25 

5148 6165 2 

ディーゼル機関取付ボルト 

(ｉ＝2) 
1615 

56 

(M56) 

915 915 
36 

18 

3310 3720 2 

発電機固定子取付ボルト 

(ｉ＝3) 
637.2 

48 

(M48) 

1600 1600 
6 

3 

625 625 2 

発電機軸受台取付ボルト 

(ｉ＝4) 
637.2 

42 

(M42) 

600 600 
4 

2 

200 200 2 

部材 
Ａｂｉ 

(mm2) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

ＭＥ

(N･mm) 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
1.810×103  299＊2

(40mm＜径≦100mm) 

 498＊2 

(40mm＜径≦100mm) 
299 348 軸直角 軸 ― 

ディーゼル機関取付ボルト 

(ｉ＝2) 
2.463×103  764＊2 

(径≦60mm) 

 906＊2

(径≦60mm) 
634 634 軸直角 軸 6.465×107 

発電機固定子取付ボルト 

(ｉ＝3) 
1.810×103  764＊2 

(径≦60mm) 

 906＊2

(径≦60mm) 
634 634 軸 軸 ― 

発電機軸受台取付ボルト 

(ｉ＝4) 
1.385×103  211＊2

(40mm＜径≦100mm) 

 394＊2

(40mm＜径≦100mm) 
211 253 軸 軸 ― 

Ｐ(kW) Ｎ(rpm) Ｅ(MPa) Ｇ(MPa) Ｉ(mm4) ＡＳ(mm2) 

3480 514  201000＊2  77300＊2 1.576×1012 1.274×105 

注記＊1：ボルトにおける上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 

ディーゼル機関取付ボルト 

(ｉ＝2) 

発電機固定子取付ボルト 

(ｉ＝3) 

発電機軸受台取付ボルト 

(ｉ＝4) 
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1.4 結論

1.4.1 固有周期    (単位：s) 

方向 固有周期

水 平 方 向

鉛 直 方 向

1.4.2 ボルトの応力   (単位：MPa) 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]

1.4.3 動的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
S35C 

引張り σｂ１＝ 14 ƒｔｓ１＝224＊ σｂ１＝126 ƒｔｓ１＝261＊

せん断 τｂ１＝ 13 ƒｓｂ１＝173 τｂ１＝ 34 ƒｓｂ１＝201

ディーゼル機関 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

SCM435 
引張り σｂ２＝ 10 ƒｔｓ２＝475＊ σｂ２＝100 ƒｔｓ２＝475＊

せん断 τｂ２＝  9 ƒｓｂ２＝366 τｂ２＝ 25 ƒｓｂ２＝366

発電機固定子 

取付ボルト 

(ｉ＝3) 

SCM435 
引張り σｂ３＝  6 ƒｔｓ３＝475＊ σｂ３＝ 62 ƒｔｓ３＝475＊

せん断 τｂ３＝ 15 ƒｓｂ３＝366 τｂ３＝ 42 ƒｓｂ３＝366

発電機軸受台 

取付ボルト 

(ｉ＝4) 

SS41 
引張り σｂ４＝ 45 ƒｔｓ４＝158＊ σｂ４＝161 ƒｔｓ４＝185＊

せん断 τｂ４＝ 19 ƒｓｂ４＝122 τｂ４＝ 51 ƒｓｂ４＝146

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

機関 
水平方向 0.81 1.1 

鉛直方向 0.58 1.0 

ガバナ 
水平方向 0.81 1.8 

鉛直方向 0.58 1.0 

発電機 
水平方向 0.81 2.6 

鉛直方向 0.58 1.0 
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機器名称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ ディーゼル機関 

往復運動による 

水平方向震度 

ディーゼル機関 

往復運動による 

鉛直方向震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電設備 

ディーゼル機関及び発電機 

常設／防止 

（DB 拡張） 

原子炉建物 

EL 1.3＊1 
― ― ＣＨ＝1.84＊2 ＣＶ＝0.95＊2 ＣＥＨ＝0.02 ＣＥＶ＝0.02 ― 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ

(mm) 

１ｉ＊1

(mm)

２ｉ＊1

(mm)
ｎｉ ｎｆｉ

＊1 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
1650 

48 

(M48) 

915 915 
54 

25 

5148 6165 2 

ディーゼル機関取付ボルト 

(ｉ＝2) 
1615 

56 

(M56) 

915 915 
36 

18 

3310 3720 2 

発電機固定子取付ボルト 

(ｉ＝3) 
637.2 

48 

(M48) 

1600 1600 
6 

3 

625 625 2 

発電機軸受台取付ボルト 

(ｉ＝4) 
637.2 

42 

(M42) 

600 600 
4 

2 

200 200 2 

Ｐ(kW) Ｎ(rpm) Ｅ(MPa) Ｇ(MPa) Ｉ(mm4) ＡＳ(mm2) 

3480 514  201000＊2  77300＊2 1.576×1012 1.274×105 

注記＊1：ボルトにおける上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 

部材 
Ａｂｉ 

(mm2) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

ＭＥ

(N･mm) 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
1.810×103  299＊2

(40mm＜径≦100mm) 

 498＊2 

(40mm＜径≦100mm) 
― 348 ― 軸 ― 

ディーゼル機関取付ボルト 

(ｉ＝2) 
2.463×103  764＊2 

(径≦60mm) 

 906＊2

(径≦60mm) 
― 634 ― 軸 ― 

発電機固定子取付ボルト 

(ｉ＝3) 
1.810×103  764＊2 

(径≦60mm) 

 906＊2

(径≦60mm) 
― 634 ― 軸 ― 

発電機軸受台取付ボルト 

(ｉ＝4) 
1.385×103  211＊2

(40mm＜径≦100mm) 

 394＊2

(40mm＜径≦100mm) 
― 253 ― 軸 ― 

＊
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
― ― 

ディーゼル機関取付ボルト 

(ｉ＝2) 
― ― 

発電機固定子取付ボルト 

(ｉ＝3) 
― ― 

発電機軸受台取付ボルト 

(ｉ＝4) 
― ― 
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2.4 結論

2.4.1 固有周期    (単位：s) 

方向 固有周期

水 平 方 向

鉛 直 方 向

2.4.2 ボルトの応力   (単位：MPa) 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]

2.4.3 動的機能維持の評価結果   (×9.8m/s2) 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
S35C 

引張り ― ― σｂ１＝126 ƒｔｓ１＝261＊

せん断 ― ― τｂ１＝ 34 ƒｓｂ１＝201

ディーゼル機関 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

SCM435 
引張り ― ― σｂ２＝100 ƒｔｓ２＝475＊

せん断 ― ― τｂ２＝ 25 ƒｓｂ２＝366

発電機固定子 

取付ボルト 

(ｉ＝3) 

SCM435 
引張り ― ― σｂ３＝ 62 ƒｔｓ３＝475＊

せん断 ― ― τｂ３＝ 42 ƒｓｂ３＝366

発電機軸受台 

取付ボルト 

(ｉ＝4) 

SS41 
引張り ― ― σｂ４＝161 ƒｔｓ４＝185＊

せん断 ― ― τｂ４＝ 51 ƒｓｂ４＝146

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

機関 
水平方向 0.81 1.1 

鉛直方向 0.58 1.0 

ガバナ 
水平方向 0.81 1.8 

鉛直方向 0.58 1.0 

発電機 
水平方向 0.81 2.6 

鉛直方向 0.58 1.0 
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       空気だめの耐震性についての計算書
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備空気だめが設計用地震力に対して十分な構造強度を有し

ていることを説明するものである。 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備空気だめは，設計基準対象施設においてはＳクラス施

設に，重大事故等対処設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）に分類される。以

下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 なお，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備空気だめは，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書

作成の方法」に記載のスカート支持たて置円筒形容器であるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計

算書作成の方法 添付資料-3 スカート支持たて置円筒形容器の耐震性についての計算書作成の

基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 
2.1 構造計画 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備空気だめの構造計画を表 2－1 に示す。 

1 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

胴をスカートで支持し，

スカートを基礎ボルトで

基礎に据え付ける。 

たて置円筒形 
（上面及び下面に鏡板

を有するスカート支持

たて置円筒形容器） 

 

（単位：mm） 

胴板 

スカート 

基礎ボルト 

φ1500 

基礎 

鏡板 

鏡板 

2
94
0 
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3. 固有周期

3.1 固有周期の計算 

理論式により固有周期を計算する。固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電設備空気だめの耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

計算の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛構造であることを確認した。固有周期の計算

結果を表 3－1 に示す。 

表 3－1 固有周期 （単位：s）

水平 

鉛直 
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4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備空気だめの構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管

系の計算書作成の方法 添付資料-3 スカート支持たて置円筒形容器の耐震性についての計算

書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備空気だめの荷重の組合せ及び許容応力状態のう

ち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いる

ものを表 4－2 に示す。 

4.2.2 許容応力 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備空気だめの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の

基本方針」に基づき表 4－3 及び表 4－4 のとおりとする。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備空気だめの使用材料の許容応力評価条件のうち

設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－5 に，重大事故等対処設備の評価に用いるも

のを表 4－6に示す。 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備空気だ

めの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源 

設備 

非常用発電 

装置 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電設備 

空気だめ 

Ｓ クラス３容器
＊

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス３容器の支持構造物を含む。 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類
＊1

機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源 

設備 

非常用発電 

装置 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電設備 

空気だめ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等
＊2

クラス２容器

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3

ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－3 許容応力（クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ステ

ンレス鋼及び高ニッケル合金

については上記値と 1.2・Ｓと

の大きい方 

左欄の 1.5 倍の値 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによる疲労解

析を行い，疲労累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が

1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要 

注記＊1：座屈による評価は，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 4－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・fｔ 1.5・fｓ

ⅣＡＳ 

1.5・fｔ 1.5・fｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

胴板 SB46＊1 最高使用温度 100 ― 220 433 ― 

スカート
SM41A＊2 

(厚さ≦16mm) 
周囲環境温度 50 ― 241 394 ― 

基礎ボルト 
SS41＊3 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

注記＊1：SB450 相当 

＊2：SM400A 相当 

＊3：SS400 相当 



S2 補 Ⅵ-2-10-1-2-2-3 R0 

9

表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

胴板 SB46＊1 最高使用温度 100 ― 220 433 ― 

スカート
SM41A＊2 

(厚さ≦16mm) 
周囲環境温度 50 ― 241 394 ― 

基礎ボルト 
SS41＊3 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

注記＊1：SB450 相当 

＊2：SM400A 相当 

＊3：SS400 相当 
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備空気だめの設計基準対象施設としての耐震評価結果

を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有

していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備空気だめの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐

震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構

造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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スカート開口部の形状を示す。

D2 D1 

【高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備空気だめの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル 

発電設備空気だめ 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 1.3＊1 
ＣＨ＝0.66＊2 ＣＶ＝0.48＊2 ＣＨ＝1.87＊3 ＣＶ＝0.96＊3 3.24 100 50 

 

1.2 機器要目 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｅ 

(kg) 

Ｄｉ

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｄｓ

(mm) 

ｔｓ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

Ｇｓ

(MPa) 

1500 25.0 1519 6.0 198000＊1 201000＊2 76200＊1 77300＊2 

ℓ 

(mm) 

ℓｓ 

(mm) 

Ｄ１

(mm) 

Ｄ２

(mm) 

Ｄ３

(mm) 
s ｎ 

Ｄｃ 

(mm) 

Ｄｂｏ

(mm) 

971 699 400 155.2 ― 15 12 1630 1710 

Ｄｂｉ 

(mm) 

ｄ

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｙ

(mm) 

Ｍｓ(N･mm) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

1350 
20 

(M20) 
314.2 560 4.540×107 1.286×108 

Ｓｙ(胴板) 

(MPa) 

Ｓｕ(胴板) 

(MPa) 

Ｓ(胴板) 

(MPa) 

Ｓｙ(スカート)

(MPa) 

Ｓｕ(スカート)

(MPa) 

Ｆ(スカート)

(MPa) 

Ｆ
 
(スカート) 

(MPa) 

220 433 ― 
241＊2 

(厚さ≦16mm) 

394＊2 

(厚さ≦16mm) 
241 276 

Ｓｙ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｓｕ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｆ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｆ (基礎ボルト)

(MPa) 

 231＊2 

(16mm＜径≦40mm) 

 394＊2 

(16mm＜径≦40mm) 
231 276 

注記＊1：最高使用温度で算出

＊2：周囲環境温度で算出

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

＊1 ＊1

＊

＊

基礎ボルト

スカート

Ａ Ａ

Ａ～Ａ矢視図

D
j 

胴板

Dbi 

Dbo 
Dc 

ts 


   

s

t Di 

m0･g 

Ds 

1
5
0 
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1.3 計算数値 

1.3.1 胴に生じる応力 

(1) 一次一般膜応力 (単位：MPa) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

静水頭又は内圧による応力 σφ１＝100 σｘ１＝50 ― σφ１＝100 σｘ１＝50 ― 

運転時質量による引張応力 ― σｘ２＝0 ― ― σｘ２＝0 ― 

鉛直方向地震による引張応力 ― σｘ５＝0 ― ― σｘ５＝0 ― 

空質量による圧縮応力 ― σｘ３＝1 ― ― σｘ３＝1 ― 

鉛直方向地震による圧縮応力 ― σｘ６＝1 ― ― σｘ６＝1 ― 

水平方向地震による応力 ― σｘ４＝1 τ＝1 ― σｘ４＝2 τ＝2

応力の和 
引張側 σφ＝100 σｘｔ＝51 ― σφ＝100 σｘｔ＝52 ― 

圧縮側 σφ＝-100 σｘｃ＝-49 ― σφ＝-100 σｘｃ＝-48 ― 

組合せ応力 
引張り σ０ｔ＝ 100 σ０ｔ＝100

圧縮 ― ― 

(2) 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値  (単位：MPa) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

鉛直方向地震による引張応力 ― σｘ５＝0 ― ― σｘ５＝0 ― 

鉛直方向地震による圧縮応力 ― σｘ６＝1 ― ― σｘ６＝1 ― 

水平方向地震による応力 ― σｘ４＝1 τ＝1 ― σｘ４＝2 τ＝2

応力の和 
引張側 σ２φ＝0 σ２ｘｔ＝1 ― σ２φ＝0 σ２ｘｔ＝2 ― 

圧縮側 σ２φ＝0 σ２ｘｃ＝1 ― σ２φ＝0 σ２ｘｃ＝2 ― 

組合せ応力 

（変動値） 

引張り σ２ｔ＝ 2 σ２ｔ＝5

圧縮 σ２ｃ＝ 2 σ２ｃ＝6

1.3.2 スカートに生じる応力   (単位：MPa) 1.3.3 基礎ボルトに生じる応力   (単位：MPa) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

応力 組合せ応力 応力 組合せ応力 

運転時質量による応力 σｓ１＝2

σｓ＝9

σｓ１＝2

σｓ＝22

引張応力 σｂ＝15 σｂ＝61

鉛直方向地震による応力 σｓ３＝1 σｓ３＝2 せん断応力 τｂ＝8 τｂ＝21 
水平方向地震

による応力 

曲げ σｓ２＝6 σｓ２＝16

せん断 τｓ＝3 τｓ＝6
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1.4 結論

1.4.1 固有周期  (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 

鉛直方向 

1.4.2 応力      (単位：MPa) 

すべて許容応力以下である。  注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

胴板 SB46 

一次一般膜 σ０＝100 Ｓａ＝ 220 σ０＝100 Ｓａ＝259 

一次＋二次 σ２＝2 Ｓａ＝ 440 σ２＝6 Ｓａ＝440 

スカート SM41A 

組合せ σｓ＝9 ƒｔ＝ 241 σｓ＝22 ƒｔ＝276

圧縮と曲げ 

の組合せ 

(座屈の評価) 

ƒb

+
η ・ σs2η ・ （ σs1 + σs3 ）

ƒc

≦ 1 ƒb

+
η ・ σs2η ・ （ σs1 + σs3 ）

ƒc

≦ 1

0.04（無次元） 0.10（無次元） 

基礎ボルト SS41 

引張り σｂ＝15 ƒｔｓ＝173＊ σｂ＝61 ƒｔｓ＝ 207＊

せん断 τｂ＝8 ƒｓｂ＝133 τｂ＝21 ƒｓｂ＝ 159
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スカート開口部の形状を示す。

D2 D1 

2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル 

発電設備空気だめ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

原子炉建物 

EL 1.3＊1 
― ― ＣＨ＝1.87＊2 ＣＶ＝0.96＊2 3.24 100 50 

2.2 機器要目 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｅ 

(kg) 

Ｄｉ

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｄｓ

(mm) 

ｔｓ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

Ｇｓ

(MPa) 

1500 25.0 1519 6.0 198000＊1 201000＊2 76200＊1 77300＊2 

ℓ 

(mm) 

ℓｓ 

(mm) 

Ｄ１

(mm) 

Ｄ２

(mm) 

Ｄ３

(mm) 
s ｎ 

Ｄｃ 

(mm) 

Ｄｂｏ

(mm) 

971 699 400 155.2 ― 15 12 1630 1710 

Ｄｂｉ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｙ

(mm) 

Ｍｓ(N･mm) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

1350 
20 

(M20) 
314.2 560 ― 1.286×108 

Ｓｙ(胴板) 

(MPa) 

Ｓｕ(胴板) 

(MPa) 

Ｓ(胴板) 

(MPa) 

Ｓｙ(スカート)

(MPa) 

Ｓｕ(スカート)

(MPa) 

Ｆ(スカート)

(MPa) 

Ｆ
 
(スカート) 

(MPa) 

220＊1 433＊1 ―
241＊2 

(厚さ≦16mm) 

394＊2 

(厚さ≦16mm) 
― 276 

注記＊1：最高使用温度で算出

＊2：周囲環境温度で算出

Ｓｙ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｓｕ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｆ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｆ
 
(基礎ボルト)

(MPa) 

 231＊2 

(16mm＜径≦40mm) 

 394＊2 

(16mm＜径≦40mm) 
― 276 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

＊

＊

基礎ボルト

スカート

Ａ Ａ

Ａ～Ａ矢視図

D
j 

胴板

Dbi 

Dbo 
Dc 

ts 


      s

t Di 

m0･g 

Ds 

1
5
0 
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2.3 計算数値 

2.3.1 胴に生じる応力 

(1) 一次一般膜応力  (単位：MPa) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

静水頭又は内圧による応力 ― ― ― σφ１＝100 σｘ１＝50 ― 

運転時質量による引張応力 ― ― ― ― σｘ２＝0 ― 

鉛直方向地震による引張応力 ― ― ― ― σｘ５＝0 ― 

空質量による圧縮応力 ― ― ― ― σｘ３＝1 ― 

鉛直方向地震による圧縮応力 ― ― ― ― σｘ６＝1 ― 

水平方向地震による応力 ― ― ― ― σｘ４＝2 τ＝2

応力の和 
引張側 ― ― ― σφ＝100 σｘｔ＝52 ― 

圧縮側 ― ― ― σφ＝-100 σｘｃ＝-48 ― 

組合せ応力 
引張り ― σ０ｔ＝100

圧縮 ― ― 

(2) 地震動のみによる 一次応力と二次応力の和の変動値   (単位：MPa) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

鉛直方向地震による引張応力 ― ― ― ― σｘ５＝0 ― 

鉛直方向地震による圧縮応力 ― ― ― ― σｘ６＝1 ― 

水平方向地震による応力 ― ― ― ― σｘ４＝2 τ＝2

応力の和 
引張側 ― ― ― σ２φ＝0 σ２ｘｔ＝2 ― 

圧縮側 ― ― ― σ２φ＝0 σ２ｘｃ＝2 ― 

組合せ応力 

（変動値） 

引張り ― σ２ｔ＝5

圧縮 ― σ２ｃ＝6

2.3.2 スカートに生じる応力   (単位：MPa) 2.3.3 基礎ボルトに生じる応力   (単位：MPa) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

応力 組合せ応力 応力 組合せ応力 

運転時質量による応力 ― 

― 

σｓ１＝2

σｓ＝22

引張応力 ― σｂ＝61

鉛直方向地震による応力 ― σｓ３＝2 せん断応力 ― τｂ＝21 
水平方向地震

による応力 

曲げ ― σｓ２＝16

せん断 ― τｓ＝6



S2 補 Ⅵ-2-10-1-2-2-3 R0E 

1
6 

2.4 結論

2.4.1 固有周期 (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 

鉛直方向 

2.4.2 応力    (単位：MPa) 

すべて許容応力以下である。  注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

胴板 SB46 

一次一般膜 ― ― σ０＝100 Ｓａ＝259 

一次＋二次 ― ― σ２＝6 Ｓａ＝440 

スカート SM41A 

組合せ ― ― σｓ＝22 ƒｔ＝276

圧縮と曲げ 

の組合せ 

(座屈の評価) 

― ƒb

+
η ・ σs2η ・ （ σs1 + σs3 ）

ƒc

≦ 1

― 0.10（無次元） 

基礎ボルト SS41 

引張り ― ― σｂ＝61 ƒｔｓ＝207＊

せん断 ― ― τｂ＝21 ƒｓｂ＝159



Ⅵ-2-10-1-2-3 ガスタービン発電機の耐震性についての計算書 

  

S
2
 
補

 
Ⅵ

-
2
-
1
0
-
1
-
2
-
3
 
R
0
 



S
2
 
補

 Ⅵ
-
2-
1
0
-1
-
2
-3
-
2
 R
0
 

Ⅵ-2-10-1-2-3-1 ガスタービン発電機ガスタービン機関及び発電機

                の耐震性についての計算書



 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0-
1-
2-
3-
1 
R0
 

 

目―1 

目  次 

 

1. ガスタービン機関  ························································  1 

1.1 概要  ·································································  1 

1.2 一般事項  ·····························································  1 

1.2.1 構造計画  ·························································  1 

1.2.2 評価方針  ·························································  3 

1.2.3 適用規格・基準等  ·················································  4 

1.2.4 記号の説明  ·······················································  5 

1.2.5 計算精度と数値の丸め方  ············································  8 

1.3 評価部位  ·····························································  9 

1.4 固有周期  ·····························································  10 

1.4.1 固有値解析方法  ···················································  10 

1.4.2 解析モデル及び諸元 ················································  10 

1.4.3 固有値解析結果  ···················································  11 

1.5 構造強度評価  ·························································  12 

1.5.1 構造強度評価方法  ·················································  12 

1.5.2 荷重の組合せ及び許容応力  ·········································  12 

1.5.3 設計用地震力  ·····················································  16 

1.5.4 計算方法  ·························································  17 

1.5.5 計算条件  ·························································  21 

1.5.6 応力の評価  ·······················································  21 

1.6 機能維持評価  ·························································  22 

1.6.1 基本方針  ·························································  22 

1.6.2 評価対象部位  ·····················································  22 

1.6.3 評価基準値  ·······················································  22 

1.6.4 記号の説明  ·······················································  23 

1.6.5 評価方法  ·························································  23 

1.7 評価結果  ·····························································  33 

1.7.1 重大事故等対処設備としての評価結果  ································  33 

2. 発電機  ··································································  41 

2.1 概要  ·································································  41 

2.2 一般事項  ·····························································  41 

2.2.1 構造計画  ·························································  41 

2.3 構造強度評価  ·························································  43 

2.3.1 構造強度評価方法  ·················································  43 

2.3.2 荷重の組合せ及び許容応力  ·········································  43 

2.3.3 計算条件  ·························································  43



 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0-
1-
2-
3-
1 
R0
 

 

目―2 

2.4 機能維持評価  ·························································  47 

2.4.1 動的機能維持評価方法  ·············································  47 

2.5 評価結果  ·····························································  48 

2.5.1 重大事故等対処設備としての評価結果  ································  48 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 1 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0-
1-
2-
3-
1 
R0
 

 

1. ガスタービン機関 

1.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，ガスタービン機関が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を

維持できることを説明するものである。 

ガスタービン機関は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設

重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び機能維持

評価を示す。 

 

1.2 一般事項 

1.2.1 構造計画 

ガスタービン機関の構造計画を表 1－2－1に示す。 
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表 1－2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ガスタービン機関は,台

板に取付ボルトにより固

定する。台板は，基礎ボ

ルトにて床面に固定す

る。 

燃料制御ユニットは,ガ

スタービン機関に取付ボ

ルトにより固定する。

単純開放サイクル 1軸

式ガスタービン機関 

燃料制御ユニット 

（調速装置） 

（ガスタービン発電機） 

（ガスタービン機関） 

基礎ボルト 
燃料制御ユニット 

基礎 
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1.2.2 評価方針 

ガスタービン機関の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び

荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「1.2.1 構造計画」にて示すガスタービン機関の部

位を踏まえ「1.3 評価部位」にて設定する箇所において，「1.4 固有周期」で算出した固有

周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「1.5 構造強度評

価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，ガスタービン機関の機能維持評価

は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，機能維

持評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを，「1.6 機能維持評価」にて示す方法

にて確認することで実施する。確認結果を「1.7 評価結果」に示す。 

ガスタービン機関の耐震評価フローを図 1－2－1に示す。 

図 1－2－1 ガスタービン機関の耐震評価フロー 

地震時における応力 

設計用地震力 

固有値解析 

ガスタービン機関の 

構造強度評価 

解析モデルの設定 

機能維持評価用加速度 

ガスタービン機関の 

機能維持評価 
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1.2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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1.2.4 記号の説明 

1.2.4.1 記号説明 

記号 記号の説明 単位 

ＣＰ ガスタービン機関振動による震度 ― 

ＣＰ’ ガスタービン発電機振動による震度 ― 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊ MPa 

Ｆｉ ＊ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊ MPa 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊ MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊ MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊ MPa 

Ｇ せん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（g＝9.80665） m/s2 

Ｉ 断面二次モーメント mm4 

Ｐ 原動機出力 kW 

Ｒ 発電機定格回転数 rpm 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値＊ MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値＊ MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料

の 40℃における値＊ 
MPa 

ＴＨ 水平方向固有周期 s 

ＴＶ 鉛直方向固有周期 s 

π 円周率 ― 

注記＊：Ｆｉ，Ｆｉ ＊， ƒｓｂｉ， ƒｔｏｉ， ƒｔｓｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ及びＳｙｉ(ＲＴ)の 

添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：ガスタービン機関取付ボルト 
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1.2.4.2 基礎ボルトの構造強度評価の記号説明 

記号 記号の説明 単位 

ｍ１ 台板質量（ガスタービン機関，発電機，エンクロージャ含む） kg 

ｄ１ 基礎ボルトの呼び径 mm 

Ａｂｔ１ 基礎ボルト軸断面積 mm2 

ｎ１ 基礎ボルト本数 ― 

ｎｔ１１ 評価上引張力を受けるとして期待する基礎ボルトの本数 ― 

ｈ１ ボルト据付面からガスタービン機関重心までの高さ mm 

 ボルト間距離 mm 

Ｌ１１ 支点となる取付ボルトから重心までの距離（Ｌ１１側） mm 

Ｌ２１ 支点となる取付ボルトから重心までの距離（Ｌ２１側） mm 

ａＨ 水平方向評価用加速度 m/s2 

ａＶ 鉛直方向評価用加速度 m/s2 

ａＰ１ 回転体振動による加速度 m/s2 

ＭＰ１ 回転体回転により働くモーメント N･mm 

ｐ１ 予想最大両振幅 μm 

Ｆｂｔ１ 基礎ボルトに作用する引張力（1本当たり） N 

σｂｔ１ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

Ｑｂ１ 基礎ボルトに作用するせん断力 N 

τｂ１ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 
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1.2.4.3 ガスタービン機関取付ボルトの構造強度評価の記号説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｔ２ 取付ボルト軸断面積 mm2 

ｄ２ 取付ボルトの呼び径 mm 

ａＨ 水平方向評価用加速度 m/s2 

ａＶ 鉛直方向評価用加速度 m/s2 

ａＰ２ 回転体振動による加速度 m/s2 

ｈ２ 取付面からガスタービン機関重心までの高さ mm 

Ｌ１２ 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの

距離 
mm 

Ｌ２２
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの

距離 
mm

Ｌ３２ 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの

距離 
mm

Ｌ４２ 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの

距離 
mm 

Ｌ５２ 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの

距離 
mm 

ＬＧ２ 支点となる取付ボルトから重心までの距離 mm 

ｍ２ ガスタービン機関質量 kg 

ＭＰ２ 回転体回転により働くモーメント N･mm 

ｎ２ 取付ボルト本数 ― 

ｎｔ１２ Ｌ１２の長さ面に設けた取付ボルトの片側本数 ― 

ｎｔ２２ Ｌ２２の長さ面に設けた取付ボルトの片側本数 ― 

ｎｔ３２ Ｌ３２の長さ面に設けた取付ボルトの片側本数 ― 

ｎｔ４２ Ｌ４２の長さ面に設けた取付ボルトの片側本数 ― 

ｎｔ５２ Ｌ５２の長さ面に設けた取付ボルトの片側本数 ― 

ｐ２ 予想最大両振幅 μm 

Ｆｂｔ２１ 軸直角方向の取付ボルトに作用する引張力（1本当たり） N 

Ｆｂｔ２２ 軸方向の取付ボルトに作用する引張力（1本当たり） N 

σｂｔ２ 取付ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｂｔ２１ 軸直角方向の取付ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｂｔ２２ 軸方向の取付ボルトに生じる引張応力 MPa 

Ｑｂ２ 取付ボルトに作用するせん断力 N 

τｂ２ 取付ボルトに生じるせん断応力 MPa 
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1.2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 1－2－2に示すとおりである。 

表 1－2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格  付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降

伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値

とする。 
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1.3 評価部位 

ガスタービン機関の耐震評価は，「1.5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価

上厳しくなる基礎ボルト部およびガスタービン機関取付ボルト部について実施する。ガスタービ

ン機関の耐震評価部位については，表 1－2－1 の概略構造図に示す。 
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1.4 固有周期 

1.4.1 固有値解析方法 

ガスタービン発電機の固有値解析方法を以下に示す。 

(1) ガスタービン機関を含むガスタービン発電機は，「1.4.2 解析モデル及び諸元」に示す

三次元 FEMモデルとして考える。 

 

1.4.2 解析モデル及び諸元 

ガスタービン発電機の解析モデルを図 1－4－1に，解析モデルの概要を以下に示す。また，

機器の諸元を本計算書の【ガスタービン機関の耐震性についての計算結果】のその他の機器要

目に示す。 

(1) ガスタービン発電機の主要機器及び主要補機の質量は，それぞれの重心に集中するもの

とする。エンクロージャの扉は，質量のみ考慮することとし，扉取付部周辺フレームに付

加する。エンクロージャの外板も質量のみ考慮することとし，フレームに分散して付加す

る。配管，ケーブルトレイは，等分布荷重として，当該質量のみをモデル全体に付加す

る。 

(2) ガスタービン発電機の主要機器及び主要補機の重心位置については，公称値による重心

位置を設定するものとする。 

(3) 拘束条件は，基礎ボルト部を完全拘束とする。なお，基礎ボルト部は剛体として評価す

る。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

(5) 解析コードは，「MSC NASTRAN Ver.2008.0.4」を使用し，固有値を求める。解析の結

果，固有周期が 0.05秒以下である場合は，剛構造として評価を実施する。固有周期が

0.05秒を超える場合は，スペクトルモーダル解析による地震応答解析を実施する。 

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算

機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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図 1－4－1 解析モデル 

1.4.3 固有値解析結果 

固有値解析結果を表 1－4－1に示す。固有周期は，0.05秒以下であり，剛構造であること

を確認した。 

表 1－4－1 固有値解析結果 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

1次 鉛直 0.044 ― ― ― 



 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0-
1-
2-
3-
1 
R0
 

 

12 

1.5 構造強度評価 

1.5.1 構造強度評価方法 

1.4.2項(1)～(5)のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は，ガスタービン機関に対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとす

る。 

(2) 転倒方向は，ガスタービン発電機を正面より見て左右に転倒する場合を「軸方向転

倒」，前後に転倒する場合を「軸直角方向転倒」という。計算書には計算結果の厳しい方

（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

 

1.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

1.5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

ガスタービン機関の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表 1－5－1に示す。 

 

1.5.2.2 許容応力 

ガスタービン機関の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 1－5－

2のとおりとする。 

 

1.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

ガスタービン機関の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に

用いるものを表 1－5－3に示す。 
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表 1－5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用 

電源設備 

非常用 

発電装置 
ガスタービン機関 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ  

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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S2 補 Ⅵ-2-10-1-2-3-1 R0 

 

 

表 1－5－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ

＊  1.5・ｆｓ

＊ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 1－5－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 周囲環境温度 40 

ガスタービン機関 

取付ボルト 
周囲環境温度 75 
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1.5.3 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 1－5－4に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に

基づき設定する。 

 

表 1－5－4 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

ガスタービン発電機

建物 

EL  47.550 

（EL 54.500＊1） 

0.05以下 0.044 ― ― 
ＣＨ＝

2.96＊2 

ＣＶ＝

1.00＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

        ＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
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1.5.4 計算方法 

1.5.4.1 応力の計算方法 

1.5.4.1.1 基礎ボルトの応力評価方法 

基礎ボルトの応力評価を行う。応力評価に当たっては，図 1－5－1に示す地震に

よる水平及び鉛直加速度，運転により作用するモーメントによって生じる引張力と

せん断力にて評価を行う。 

(1) 引張応力の評価

基礎ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として，基礎ボルトを支点とする転倒を考

え，これを片側の列のボルトで受けるものとして計算する。 

図 1－5－1 台板の軸直角方向基礎ボルトの計算モデル図 

図1－5－1に示すモーメントの釣合い式より以下の各計算式が得られる。 

軸直角方向の引張力 

Ｆｂｔ１=
ｍ１・(ａＨ＋ａＰ１)・ｈ１＋ＭＰ１-ｍ１・(g-ａＶ-ａＰ１)・Ｌ２１

ｎ
ｔ１１

・ℓ

・・・・・（1.5.4.1.1.1）

ｈ１ 

Ｌ１１ 

 

Ｌ２１ 

Ｐ１) 

ａＰ１) 

転倒方向 

転倒支点 

(Ｌ１１≦Ｌ２１) 
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ここで，ａＰ１はガスタービン機関の回転体振動の振幅及びガスタービン機関の回転数を考

慮して定める値である。ガスタービン機関の出力及び定格回転速度と発電機の出力及び定格

回転速度が作用し，相殺されるためＭＰ１は作用しない。また，ガスタービン機関回転による

モーメントＭＰ１，回転体振動による加速度ａＰ１は次式により求める。 

 

注記： 

ａ
Ｐ１

=
ｐ

１

2
・(

2πＲ

60
)

2

・10-6 

 

Ｍ
Ｐ１

=(
60

2・π・Ｒ
)・106・Ｐ 

 

 

引張応力 

σｂｔ１=
Ｆｂｔ１

Ａｂｔ１

 

 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂｔ１は次式により求める。 

Ａｂｔ１=
π

４
・ｄ１

2
 

 

(2) せん断応力の評価 

基礎ボルトに対するせん断力は，基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

Ｑｂ１=ｍ１・(ａＨ＋ａＰ１) 

 

せん断応力 

τｂ１=
Ｑｂ１

ｎ１・Ａｂｔ１

 

  

  ・・・・・・・・・・・・・・・（1.5.4.1.1.4） 

(1kW=106 N･mm/s) 

  ・・・・・・・・・・・・・・・（1.5.4.1.1.5） 

  ・・・・・・・・・・・・・・・（1.5.4.1.1.2） 

  ・・・・・・・・・・・・・・・（1.5.4.1.1.3） 
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1.5.4.1.2 ガスタービン機関取付ボルトの応力評価方法 

ガスタービン機関取付ボルトの応力評価を行う。応力評価に当たっては，図 1－5

－2に示す地震による水平及び鉛直加速度，運転により作用するモーメントによっ

て生じる引張力とせん断力にて評価を行う。 

(1) 引張応力の評価

ガスタービン機関取付ボルトに対する引張力は，ガスタービン機関取付ボルトを支点とす

る転倒を考え，これを片側の列のボルトで受けるものとして計算する。 

図 1－5－2 ガスタービン機関取付ボルトの計算モデル図 

図1－5－2に示すモーメントの釣合い式より以下の各計算式が得られる。 

軸直角方向の引張力 

Ｆｂｔ２１=
｛ｍ２・(ａＨ＋ａＰ２)・ｈ２＋ＭＰ２－ｍ２・(g－ａＶ－ａＰ２)・ＬＧ２｝・Ｌ５２

(ｎｔ１２・Ｌ１２
２＋ｎｔ２２・Ｌ２２

２＋ｎｔ３２・Ｌ３２
２＋ｎｔ４２・Ｌ４２

２＋ｎｔ５２・Ｌ５２
２)

・・・・・（1.5.4.1.2.1）

ここで，ａＰ２はガスタービン機関の回転体振動の振幅及びガスタービン機関の回転数を考

慮して定める値である。また，ガスタービン機関回転によるモーメントＭＰ２，回転体振動に

よる加速度ａＰ２は次式により求める。 

注記： 

ａ
Ｐ２

=
ｐ

２

2
・(

2πＲ

60
)

2

・10-6

（軸直角方向の計算モデル） （軸方向の計算モデル） 
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Ｍ
Ｐ２

=(
60

2・π・Ｒ
)・106・Ｐ 

 

引張応力 

σｂｔ２１=
Ｆｂｔ２１

Ａｂｔ２

 

 

ここで，ガスタービン機関取付ボルトの軸断面積Ａｂｔ２は次式により求める。 

Ａｂｔ２=
π

４
・ｄ２

２

 

 

軸方向の引張力 

Ｆｂｔ２２=
ｍ２・(ａＨ＋ａＰ２)・ｈ２－ｍ２・(g－ａＶ－ａＰ２)・ＬＧ２

ｎｔ１２・Ｌ１２

 

・・・・・（1.5.4.1.2.4） 

引張応力 

σｂｔ２２=
Ｆｂｔ２２

Ａｂｔ２

 

 

σｂｔ２=Max(σｂｔ２１,σｂｔ２２)          ・・・・・・・・・・・・・（1.5.4.1.2.6） 

 

(2) せん断応力の評価 

ガスタービン機関取付ボルトのせん断力は，ガスタービン機関取付ボルト全本数で受ける

ものとして計算する。 

 

せん断力 

Ｑ
ｂ２

=ｍ
２
・(ａＨ＋ａＰ２) 

せん断応力 

τ
ｂ２

=
Ｑ

ｂ２

ｎ
２
・Ａ

ｂｔ２

 

  

  ・・・・・・・・・・・・・・・（1.5.4.1.2.7） 

  ・・・・・・・・・・・・・・・（1.5.4.1.2.8） 

(1kW=106 N･mm/s) 

  ・・・・・・・・・・・・・・・（1.5.4.1.2.2） 

  ・・・・・・・・・・・・・・・（1.5.4.1.2.3） 

  ・・・・・・・・・・・・・・・（1.5.4.1.2.5） 
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1.5.5 計算条件 

1.5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【ガスタービン機関の耐震性

についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

 

1.5.5.2 ガスタービン機関取付ボルトの応力計算条件 

ガスタービン機関取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【ガスター

ビン機関の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

1.5.6 応力の評価 

1.5.6.1 ボルトの応力評価 

1.5.4項で求めたボルトの引張応力σｂｔｉは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓｉ以下で

あること。ただし，ƒｔｏｉは下表による。 

 

ƒ
ｔｓｉ＝Min [1.4・ƒ

ｔｏｉ－1.6・τ
ｂｉ，ƒ

ｔｏｉ] ・・・・・・・・・・・（1.5.6.1.1） 

 

せん断応力τｂｉはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂｉ以下であるこ

と。ただし，ƒｓｂｉは下表による。 

 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓ 

による荷重との 

組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｉ 

Ｆ
ｉ

2
・1.5 

Ｆ
ｉ

2
・1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 

Ｆ
ｉ

1.5・√3
・1.5 

Ｆ
ｉ

1.5・√3
・1.5 

 

＊ 

＊ 
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1.6 機能維持評価 

1.6.1 基本方針 

ガスタービン機関の地震後の動的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づ

き，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。また，耐震計

算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

1.6.2 評価対象部位 

ガスタービン機関における評価対象部位は,ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版に記載の非常用

ディーゼル発電機及びポンプ駆動用タービンの機能維持評価項目にならい,以下の部位とす

る。 

(1) 基礎ボルト，ガスタービン機関取付ボルト 

(2) 軸とケーシングのクリアランス 

(3) 軸受 

(4) 燃料制御ユニット 

このうち「(1) 基礎ボルト，ガスタービン機関取付ボルト」については，「1.5 構造強

度評価」に従い評価を行った「1.7 評価結果」にて設計用地震力に対して十分な構造強度を

有していることを確認している。 

以上より，以下の機能維持評価においては，軸とケーシングのクリアランス，軸受及び燃

料制御ユニットを評価対象部位とする。 

 

1.6.3 評価基準値 

軸とケーシングのクリアランスについては，メーカ規定の最小クリアランス値を，軸受に

ついては，メーカ規定の基本静定格荷重（メーカ保証値）を評価基準値として設定する。燃

料制御ユニットの機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，同形式

の燃料制御ユニット単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部

位の最大加速度を適用する。 

  



23 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0-
1-
2-
3-
1 
R0
 

1.6.4 記号の説明 

ガスタービン機関の動的機能維持評価に用いる記号を表 1－6－1に示す。 

表1－6－1 記号説明 

記号 記号の説明 単位 

ａＨ' 水平方向評価用加速度 m/s2 

ａＶ' 鉛直方向評価用加速度 m/s2 

g 重力加速度 (g＝9.80665) m/s2 

Ｘ０ 静ラジアル荷重係数 － 

Ｙ０ 静アキシアル荷重係数 － 

Ｐ０ 軸受に発生する静等価荷重 N 

Ｆａ 軸受に作用するアキシアル荷重 N 

Ｆｒ 軸受に作用するラジアル荷重 N 

Ｆｓ 運転時の最大スラスト荷重 N 

Ｍｍ 回転軸の質量 kg 

Ｍｍ１，Ｍｍ２ 片側の軸受にかかる質量 kg 

1.6.5 評価方法 

1.6.5.1 軸とケーシングのクリアランス 

(1) 軸とケーシングのクリアランスは，ガスタービン機関回転軸の地震時のたわみ量（変位

量）を解析にて算出することにより評価する。ガスタービン機関回転軸の解析モデルは，

1次元はり要素を用いたモデルとし，評価モデルの各要素に自重，地震荷重及びアンバラ

ンスにより生じる荷重を負荷し，静的解析を実施する。

(2) ケーシングは，運転時の高圧に耐えかつ高速回転する回転軸を支える厚肉構造であるこ

とから，変形しない剛体として扱う。 

(3) 「a. 荷重及び荷重の組合せ」に示す荷重及び荷重の組合せが作用することによりガス

タービン機関回転軸に発生するたわみ量（変位量）を「(4) 評価モデル及び諸元」に示す

解析モデルを用いて算出する。なお，両端を軸受で支持された軸のたわみ量の算出におい

て，軸受自体の剛性による変位は 程度と許容クリアランスに比べると十分小さ

く，軸とケーシングのクリアランスを評価する上では有意とはならないため考慮しない。

一方，軸受による軸の支持条件は単純支持として，軸のたわみ量が大きくなるよう保守的

に評価する。 

各評価部位のたわみ量が許容クリアランス内に収まることを確認する。評価部位を図 1

－6－1に示す。 

評価部位は，

とする。 

なお，水平方向地震動による変位量と鉛直方向地震動による変位量は，安全側の評価と
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して絶対値和とする。 

 

a. 荷重及び荷重の組合せ 

(a) 荷重の種類 

たわみ量算出に用いる荷重は，以下の荷重を用いる。 

イ. 死荷重（Ｄ） 

死荷重は，ガスタービン機関回転軸の自重とする。 

ロ. 地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重は，基準地震動Ｓｓによる地震力とする。 

ハ. アンバランス（Ｕ） 

アンバランス荷重は，ガスタービン機関回転軸のたわみ量の算出において考慮す

る。なお，アンバランス荷重に相当するたわみ量として，主軸振動に対するメーカ

管理値を用いるものとする。 

 

(b) 荷重の組合せ 

たわみ量算出に用いる荷重の組合せを表 1－6－2に示す。 

 

表 1－6－2 荷重の組合せ 

設備名称 地震動 荷重の組合せ 

ガスタービン機関回転軸 基準地震動Ｓｓ Ｄ＋Ｓｓ＋Ｕ  
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図1－6－1 軸とケーシングのクリアランス評価部位 
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(4) 評価モデル及び諸元

ガスタービン機関回転軸の構成図と 2つのはり要素を結合した解析モデルを図 1－6－2

に，円筒形状に置き換えたガスタービン機関回転軸のイメージ図を図 1－6－3に,解析モ

デルの概要を以下に示す。また，機器の諸元を本計算書の【ガスタービン機関の耐震性に

ついての計算結果】のその他の機器要目に示す。 

a. クリアランスの評価にあたっては，ガスタービン機関回転軸とケーシングとの相対変

位が評価対象となるが，ケーシングは運転時の高圧に耐えかつ高速回転する回転軸を

支える厚肉構造であることから変形しない剛体として扱い，回転軸のみモデル化して

地震時の応答加速度に対するたわみ量（変位量）を評価する。

b. ガスタービン機関回転軸は，中心のメインシャフトの外周に位置するインペラ，カッ

プリングロータ及びタービンディスク（以下，これらをロータと記す。）並びにメイ

ンシャフトからなる 2重構造である。この内外 2つの構造を各々はり要素でモデル化

する。特に，インペラ，タービンディスク等の複雑な翼形状を持つロータ部品は，全

体を一様なはり要素でモデル化できないため，実機構造と等価な剛性，質量を持つ円

筒形状に諸元を置き換えてモデル化する。 

c. 内側の中実形状のメインシャフトと外周の円筒形状に置き換えたロータを各々はり要

素でモデル化し，2つのモデルを実機構造と同様に両端の第 1 段インペラ部及び NO.2

ベアリングシャフト部と中央のカップリングロータ部の 3箇所で結合する。

d. 軸受は，軸受自体の変位は地震時に 程度と許容クリアランスに比べると十分

小さいため剛体とし，拘束条件としては，軸受部 A（玉軸受）を並進 3方向固定，軸

受部 B（ころ軸受）を並進 2方向（軸直方向）固定として設定する。 

e. アンバランス荷重による変位は，運転中に生じる主軸振動の管理値以下になるよう調

整されているため，保守的に主軸振動に対するメーカ管理値をアンバランス荷重によ

る変位として用いる。この変位を解析モデルから算出したたわみ量（変位量）に重畳

（絶対和）する。

f. 解析コードは MSC NASTRAN Ver.2011.1（以下「MSC NASTRAN」という）を使用す

る。なお，評価に用いる解析コード MSC NASTRANの検証及び妥当性確認等の概要につ

いては，別紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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図1－6－2 ガスタービン機関回転軸の構成図及び解析モデル図 

図1－6－3 円筒形状に置き換えたガスタービン機関回転軸のイメージ図 
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(5) 軸とケーシングのクリアランスは，メーカ規定の最小クリアランス値を評価基準値とし

て設定する。各評価部位の許容クリアランスを表 1－6－3に示す。 

表 1－6－3 軸とケーシングの許容クリアランス 

評価部位 
許容クリアランス 

(mm) 

(6) ガスタービン機関回転軸の変位量を表 1－6－4に，ガスタービン機関回転軸のたわみ変

形図を図 1－6－4に示す。 

表 1－6－4 ガスタービン機関回転軸の変位量 

評価部位 
変位量 

(mm) 

0.072 

0.087 

0.107 
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図1－6－4 ガスタービン機関回転軸のたわみ変形図 
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1.6.5.2 軸受 

(1) 軸受は，軸受に作用する荷重が許容される荷重以下であることで評価する。

(2) 軸受には，アキシアル荷重，ラジアル荷重が作用するものとする。これらの荷重と

JIS(JIS B 1519-2009)に基づく計算式を用いて，地震時に軸受に作用する静等価荷重を評

価する。 

(3) ガスタービン機関回転軸に地震力が作用することにより軸受に発生する静等価荷重を求

め，メーカ規定の軸受の基本静定格荷重（メーカ保証値）以下であることを確認する。地

震力により回転軸に生じる全荷重を 2 箇所の軸受が均等に受けるものとする。軸受に作用

する荷重には，アキシアル荷重とラジアル荷重がある。アキシアル荷重は水平方向評価用

加速度から算出した荷重と運転中に生じるスラスト荷重を重畳（絶対値和）したものであ

り，ラジアル荷重は鉛直方向評価用加速度と重力加速度を重畳した加速度から算出したも

のである。両者を合成する 2種類の算出式から最大となる方の荷重を静等価荷重として評

価する。軸受に発生する静等価荷重の計算式を表 1－6－5示す。また，軸受の評価部位を

図 1－6－5に示す。 

表1－6－5 軸受に発生する静等価荷重の計算に使用する計算式 

項  目 計算式 

アキシアル荷重 Ｆａ=Ｍｍ・ａＨ'＋Ｆｓ 

ラジアル荷重 Ｆｒ=Ｍ(g＋ａＶ')＊

静等価荷重 Ｐ０=Max(Ｘ０・Ｆｒ＋Ｙ０・Ｆａ,Ｆｒ) 

注記＊：片側の軸受にかかる質量Ｍは発電機・反発電機側それぞれの値である 

Ｍｍ１,Ｍｍ２を用いて両方評価する。 

ラジアル荷重：Ｆｒ   アキシアル荷重：Ｆａ 

Ｍｍ・ａＨ'   Ｆｓ 

Ｍ・g 

Ｍ・ａＶ' 

軸 

軸 
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図1－6－5 軸受評価部位 
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(4) 軸受は，メーカ規定の軸受の基本静定格荷重を評価基準値として設定する。メーカ規定

の軸受の基本静定格荷重を表 1－6－6 に示す。 

表1－6－6 軸受の基本静定格荷重 

軸受型式 
基本静定格荷重 

(N) 

玉軸受 

ころ軸受 

(5) 軸受の静等価荷重を，表 1－6－7に示す。

表1－6－7 軸受の静等価荷重 

軸受型式 
地震力の 

組合せ 

静等価荷重 

(N) 

玉軸受 
鉛直+軸平行 6.880×103 

鉛直+軸直角 6.310×103 

ころ軸受 
鉛直+軸平行 2.630×103 

鉛直+軸直角 6.150×103 

1.6.5.3 燃料制御ユニット 

燃料制御ユニットの機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

き，同形式の燃料制御ユニット単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を

確認した評価部位の最大加速度を適用する。また，加振試験の結果から，固有周期は前

後，左右及び鉛直方向において 0.05 秒以下であるため剛構造として扱い，ガスタービン

機関と一様に挙動するものとする。 

機能確認済加速度を表 1－6－8に示す。 

表 1－6－8 機能確認済加速度 (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

燃料制御ユニット 

水平 13.0 

鉛直 13.0 
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1.7 評価結果 

1.7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

ガスタービン機関の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能及

び電気的機能を維持できることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価及び電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【ガスタービン機関の耐震性についての計算結果】  

1. 重大事故等対処設備 
1.1 設計条件 

機器名称 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ ガスタービン

機関振動 

による震度 

ガスタービン
発電機振動 
による震度 

周囲環境温度 

(℃) 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
基礎ボルト 

ガスタービン 

機関取付ボルト 

ガスタービン機関 

ガスタービン 

発電機建物 

EL  47.550 

（EL 54.500＊1） 

0.05 以下 0.044 ― ― ＣＨ＝2.96＊2 ＣＶ＝1.00＊2 ＣP＝0.10 ＣP’＝0.15 40 75 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
  ＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
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1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ

(mm) 

Ｌ１ｉ＊1

(mm) 

Ｌ２ｉ＊1

(mm) 

Ｌ３ｉ＊1

(mm) 

Ｌ４ｉ＊1

(mm) 

Ｌ５ｉ＊1

(mm) 

Ｌ６ｉ＊1

(mm) 

Ｌ７ｉ＊1

(mm) 

Ｌ８ｉ＊1

(mm) 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

ガスタービン機関 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

部材 
Ｌ９ｉ＊1

(mm) 

Ｌ１０ｉ＊1

(mm) 

Ｌ１１ｉ＊1

(mm) 

Ｌ１２ｉ＊1

(mm) 

Ｌ１３ｉ＊1

(mm) 

Ｌ１４ｉ＊1

(mm) 

Ｌ１５ｉ＊1

(mm) 

ＬＧｉ＊1

(mm) 

＊1

(mm) 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 

ガスタービン機関 
取付ボルト 
(ｉ＝2) 

部材 ｎｉ ｎｔ１ｉ＊1 ｎｔｋｉ＊1 ｎｔ１５ｉ＊1 

基礎ボルト 
(ｉ＝1，ｋ=2～14) 

ガスタービン機関 

取付ボルト 
(ｉ＝2，ｋ=2～5) 

部材 
Ａｂｔｉ 

(mm2) 

Ｓｙｉ

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

ＭＰｉ

(N･mm) 
ｐｉ

(μm) 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

― 軸直角 ― 

ガスタービン機関 
取付ボルト 
(ｉ＝2) 

― 軸 2.760×107 

Ｐ(kW) Ｒ(rpm) Ｅ(MPa) Ｇ(MPa) Ｉ(mm4) ＡＳ(mm2) 

5,200 ― ― ― ― 

注記＊1：ボルトにおける上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
  ＊2：周囲環境温度で算出 

＊
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1.3 計算数値 
1.3.1 ボルトに作用する力  (単位：N) 

部材 

Ｆｂｔｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
― 5.378×104 ― 1.634×106 

ガスタービン機関 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

― 7.640×104 ― 4.383×105 

1.4 結論 

1.4.1 固有周期   (単位：s) 

方向 固有周期 

水 平 方 向 ＴＨ＝0.05 以下 

鉛 直 方 向 ＴＶ＝0.044 

1.4.2 ボルトの応力  (単位：MPa) 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り ― ― σｂｔ１＝119 

せん断 ― ― τｂ１＝91 

ガスタービン機関 
取付ボルト 

引張り ― ― σｂｔ２＝109 

せん断 ― ― τｂ２＝52 
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1.4.3 機能維持の評価結果 

(1) 軸とケーシングのクリアランス  (単位：mm) 

たわみ量 許容クリアランス 

0.072 

0.087 

0.107 

すべて許容値（許容クリアランス）以下である。 

(2) 軸受  (単位：N) 

静等価荷重 基本静定格荷重 

玉軸受 

鉛直+軸平行 Ｐ０＝6.880×103 

鉛直+軸直角 Ｐ０＝6.310×103 

ころ軸受 

鉛直+軸平行 Ｐ０＝2.630×103 

鉛直+軸直角 Ｐ０＝6.150×103 

すべて許容値（基本静定格荷重）以下である。 

(3) 燃料制御ユニット  (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

燃料制御ユニット 

水平方向 1.43 13.0 

鉛直方向 0.69 13.0 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

1.5.1 固有値解析 

項目 記号 単位 入力値 

材質 ― ― 

質量 ｍ１ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

ポアソン比 ν ― 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 

注記＊：総質量を示す。ガスタービン機関・発電機・台板はそれぞれ である。 

1.5.2 軸とケーシングのクリアランス 

項目 記号 単位 入力値 

材質＊ ― ― 

質量 Ｍｍ kg 

温度条件 

（最高使用温度） 
Ｔ ℃ 

縦弾性係数＊ Ｅ MPa 

ポアソン比 ν ― 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 

アンバランス Ｕ mm 

注記＊：対象部位はそれぞれ, を 

示す。 
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1.5.3 軸受 

項目 記号 単位 入力値 

質量 

Ｍｍ kg 

Ｍｍ１ kg 

Ｍｍ２ kg 

運転時の最大 

スラスト荷重＊ Ｆｓ N 

静ラジアル 

荷重係数＊ 
Ｘ０ ― 

静アキシアル 

荷重係数＊ 
Ｙ０ ― 

注記＊：対象部位はそれぞれ,①が玉軸受,②がころ軸受を示す。 
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基礎ボルト 

ガスタービン 

機関取付ボルト 

軸方向転倒 

軸直角方向転倒 

転倒方向 

Ｌ
２

１
 

Ｌ
１

１
 

ｈ
１
 

ｈ
２
 

ＬＧ２ 

Ｌ１２ 

ＬＧ２ 

Ｌ１２ 

Ｌ２２ 

Ｌ３２ 

Ｌ４２ 

Ｌ５２ 

ｍ１・g 

転倒方向 
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2. 発電機 

2.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，発電機が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を維持できるこ

とを説明するものである。 

発電機は,重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和

設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示

す。 

なお，発電機は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載の横形ポンプであるた

め，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-1 横形ポンプの耐震性についての

計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2.2 一般事項 

2.2.1 構造計画 

発電機の構造計画を表 2－2－1に示す。 
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表 2－2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

発電機は，台板に発電機

取付ボルトにて固定す

る。台板は，基礎ボルト

にて床面に固定する。 

横置・円筒回転界磁

形・開放保護形・自由

通流自力通流形・三相

同期発電機 

発電機 
取付ボルト 

基礎ボルト 

基礎 

発電機 
取付ボルト 
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2.3 構造強度評価 

2.3.1 構造強度評価方法 

発電機の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-1 横形

ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

2.3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

2.3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

発電機の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事故等対処設備の評価に用いるも

のを表 2－3－1に示す。 

 

2.3.2.2 許容応力 

発電機の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，表 2－3－2 のとおりと

する。 

 

2.3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

発電機の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に用いるもの

を表 2－3－3に示す。 

 

2.3.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【発電機の耐震性についての計算結果】の設計条

件及び機器要目に示す。 
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表 2－3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用 

電源設備 

非常用 

発電装置 
発電機＊2 

常設耐震／防止

常設／緩和 
－ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊1 



 

 

S2 補 Ⅵ-2-10-1-2-3-1 R0 

45 

 

表 2－3－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

   

＊
 

 

        

＊
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表 2－3－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

発電機取付ボルト SCM435 周囲環境温度 75 712 847 ― 
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2.4 機能維持評価 

2.4.1 動的機能維持評価方法 

 発電機の動的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資

料-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき

行う。 

 発電機は地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特性であるため，

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。機能確認済加

速度を表 2－4－1に示す。 

 

表 2－4－1 機能確認済加速度         (×9.8m/s2) 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

発電機 
横形転がり 

軸受 

水平 4.7 

鉛直 1.0 
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2.5 評価結果 

2.5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

発電機の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を維持できること

を確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【発電機の耐震性についての計算結果】   

1. 重大事故等対処設備  

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
固有周期(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基準地震動Ｓｓ 
発電機振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

発電機  
常設耐震／防止
常設／緩和 

ガスタービン 

発電機建物 

EL 47.550 

（EL 54.500＊1） 

―＊2 ―＊2 ― ― ＣＨ＝2.96 ＊3 ＣＶ＝1.00 ＊3 Ｃｐ＝0.15 75 75 

 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍ 
(kg) 

ｈ  
(mm) 

ℓ1＊1 

(mm) 

ℓ2＊1 

(mm) 
ｄ 
(mm) 

Ａｂ  
(mm2) 

ｎ ｎｆ＊1 

発電機 
取付ボルト 

13,500 795 
730 730 

M36 1.018×103 8 
4 

990 1,120 2 

 

部材 
Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 
Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ 

(N・mm) 弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

発電機 

取付ボルト 
  712＊2   847＊2 ― 592 ― 軸方向  2.546×10 7 

 
Ｈｐ 

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

80 1,800 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

＊3：設計用震度Ｉ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
 

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

  ＊2：周囲環境温度で算出 

  ＊3：最高使用温度で算出 

＊  
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                           (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

発電機取付ボルト ― 8.284×104 ― 4.117×105 

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                              (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

発電機取付ボルト SCM435 
引張り ― ― σb＝82 ƒｔｓ＝444＊ 

せん断 ― ― τb＝51 ƒｓｂ＝341 

すべて許容応力以下である。                         注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 

 

1.4.2 動的機能維持の評価結果                         (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

発電機 

水平方向 1.43 4.7 

鉛直方向 0.69 1.0 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.  発電機制御盤 

1.1 概要 

本計算書は,Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき,発電機制御盤が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し,電気的機能を維持で

きることを説明するものである。 

発電機制御盤は,重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大

事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維

持評価を示す。 

 

1.2 一般事項 

1.2.1 構造計画 

発電機制御盤の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

発電機制御盤は, 

基礎に埋め込まれた 

チャンネルベースに 

取付ボルトで設置する。 

自立型 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立閉鎖型の

盤） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チャンネルベース 
（長辺方向） 

 
 

取付ボルト 

（短辺方向） 

正面 
側面 

床 

盤 7400 

2300 

1900 

（単位：mm） 

【発電機制御盤】 
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1.2.2 評価方針 

発電機制御盤の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重 

の組合せ並びに許容限界に基づき,「1.2.1 構造計画」にて示す発電機制御盤の部位を踏まえ

「1.3 評価部位」にて設定する箇所において,「1.4 固有値解析」で算出した固有周期に基づ

く設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを,「1.5 構造強度評価」にて示す方 

法にて確認することで実施する。また, 発電機制御盤の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持 

の基本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき,機能維持評価用加速度が機能確認 

済加速度以下であることを,「1.6 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施す 

る。確認結果を「1.7 評価結果」に示す。 

発電機制御盤の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2－1 発電機制御盤の耐震評価フロー 

解析モデル設定 

固有値解析 

設計用地震力 

地震時における応力 

盤の構造強度評価 

機能維持評価用加速度 

器具の電気的機能維持評価 
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1.2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（（社）日本電気協

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会,2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。） 
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1.2.4 記号の説明 

記 号 説 明 単 位 
Ｆｂｉ 引張力 N 

Ｑｂｉ せん断力 N 

σ１ 引張応力 MPa 

τ１ せん断応力 MPa 

ƒ 最大応力 MPa 

ｍ１  全体の質量（盤） kg 

g 重力加速度 m/s2 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

ｈ１ 全体重心位置（鉛直）（盤） mm 

Ｌ１ 全体重心位置（左右） mm 

Ｌ１’ 全体重心位置（前後） mm 

ｎ１  ボルト本数 － 

 １  転倒支点からボルトまでの距離 mm 

Ａ１ ボルト呼び径断面積 mm2 

ｄ ボルト径 mm 

（注）図 5-1 の添字 a,b,c,x はボルト列を示す。 
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1.2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は,有効数字 6桁を確保する。 

表示する数値の丸め方は,表 2-2 に示すとおりである。 

 

 

表 2-2 表示する数値の丸め方 

 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 － 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ mm － － 整数位*1 

面積 mm2 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

モーメント N・mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

力 N 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力*2 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記*1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は,小数点以下第 1 位表示とする。 

*2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点は 

比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て,整数位までの値とする。 
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1.3 評価部位 

発電機制御盤の耐震評価は,「1.5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき,耐震評価上 

厳しくなる取付ボルトについて実施する。発電機制御盤の耐震評価部位については,表2－1の 

概略構造図に示す。
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1.4 固有値解析 

1.4.1 固有値解析方法 

  発電機制御盤の固有値解析方法を以下に示す。 

(1) 発電機制御盤は,「1.4.2 解析モデル及び諸元」に示す三次元 FEM モデルとして考える。 

 

1.4.2 解析モデル及び諸元 

発電機制御盤の解析モデルを図 4－1 に,解析モデルの概要を以下に示す。また,機器の諸元

を本計算書の【発電機制御盤の耐震性についての計算結果】のその他の機器要目に示す。 

(1) 発電機制御盤の質量は,その重心に集中するものとする。 

(2) 拘束条件は,基礎部を完全拘束とする。 

(3) 耐震計算に用いる寸法は,公称値を使用する。 

(4) 解析コードは,「MSC NASTRAN(Ver.2008.0.4)」を使用し,固有値を求める。 

  なお,評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については,Ⅵ-5「計算機プ 

ログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 解析モデル 

 

 

  

チャンネルベース 
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Z 

要素数：73237 

節点数：67536 
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1.4.3 固有値解析結果 

固有値解析結果を表 4－1に示す。 

固有周期は 0.05 秒以下であり,剛構造であることを確認した。 
 

表 4－1 固有値解析結果 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 X 方向 Y 方向 

1 次 水平 0.039  － － － 
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1.5 構造強度評価 

1.5.1 構造強度評価方法 

(1) 盤の質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は盤に対して,水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(3) 盤は基礎部で完全拘束とする。 

(4) 転倒方向は,長辺方向及び短辺方向について検討し,計算書には結果の厳しい方（許容値/

発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(5) 耐震計算に用いる寸法は,公称値を使用する。 

 

1.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

1.5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

 発電機制御盤の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価に用いる

ものを表 5－1に示す。 

 

1.5.2.2 許容応力 

 発電機制御盤の許容応力は,Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 5－2のとおりと

する。 

 

1.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

 発電機制御盤の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に用いるも

のを表 5－3 に示す。 

 



 

 

1
1
 

 

S2 補 Ⅵ-2-10-1-2-3-2 R0 

表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用 
電源設備 

非常用 
発電装置 

発電機制御盤 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ  

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備,「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため,評価結果の記載を省略する。 
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S2 補 Ⅵ-2-10-1-2-3-2 R0 

 

表 5－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1,＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ƒｔ 1.5・ƒｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には,組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合,規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ
 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

取付ボルト 
SS400 

（16mm<径≦40mm） 
周囲環境温度 40 235 400 ― 
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1.5.3 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 5-4 に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は,Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に 

基づき設定する。 

 

表 5-4 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

設置場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ガスタービン 

発電機建物 

EL 47.5＊1 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

0.039 0.05 以下 － － ＣＨ=1.71＊2 ＣＶ=1.10＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
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1.5.4 計算方法 

1.5.4.1 応力の計算方法 

1.5.4.1.1 取付ボルトの計算方法 

取付ボルトの応力は,地震による震度により作用するモーメントによって生じる 

引張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

図5－1 取付ボルト配置概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １x 

短辺方向 

ｈ1 

Ｌ1 

ｍ１ ＣＨ g 

ｎ１c ｎ１b ｎ１a 

 １a 

 １b 

 １c 

σ１c 
σ１b 

σ１a 

重心 

ｍ１ ＣＨ g 

ｍ１(1－ＣＶ)g 

Ｌ１’ 

ｎ１x 

重心 

σ１x 

長辺方向 

ｍ１(1－ＣＶ)g 
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(1) 長辺方向 

地震時の引張応力は,ボルト端列を支点とし,各ボルト列応力が支点からの距離に 

比例するとして,モーメントのつり合い式より算出する。 

 

 

  

(ｎ１ａ・Ａ１)σ１ａ・ １ａ＋(ｎ１ｂ・Ａ１)σ１ｂ・ １ｂ＋(ｎ１ｃ・Ａ１)σ１ｃ・ １ｃ 

＝ｍ１・ＣＨ・g・ｈ１－ｍ１・g・（１－ＣＶ）・L１ 

 

 

 

 

 

 

ここで,ボルトの断面積Ａ１は次式により求める。 

  

 

        

 

 せん断応力は以下の式より算出する。 

 

Ｑｂｉ＝ｍ１・ＣＨ・g 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

σ１ａ 
 １ａ ＝ σ１ｂ 

 １ｂ ＝ σ１ｃ 
 １ｃ 

Ｆｂｉ＝  １ａ・ｍ１・ ＣＨ・ｈ１－（ ＣＶ）・L１｝ 
(ｎ１ａ・ ２１ａ＋ｎ１ｂ・ ２１ｂ＋ｎ１ｃ・ ２１ｃ) 

Ｆｂｉ 
Ａ１ σmａｘ＝ 

π 

4 
Ａ１＝ ・ｄ2 

ｍ１・ＣＨ・  
ｎ１・Ａ１ 

τ1＝ 
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(2) 短辺方向 

長辺方向と同様にモーメントのつり合い式より算出する。 

       

(ｎ１ｘ・Ａ１)σ１ｘ・ １ｘ＝ｍ１・ＣＨ・g・ｈ１－ｍ１・g（１－ＣＶ）・L１’ 

 

 

 

 

 

 

 

せん断応力は以下の式より算出する。 

  

Ｑｂｉ＝ｍ１・ＣＨ・g 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｆｂｉ＝ ｍ１・ ＣＨ・ｈ１－（ ＣＶ）・L１’｝ 
ｎ１ｘ・ １ｘ 

Ｆｂｉ 
Ａ１ σｍａｘ＝ 

ｍ１・ＣＨ・  
ｎ１・Ａ１ 

τ1＝ 
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1.5.5 計算条件 

1.5.5.1 取付ボルトの応力計算条件 

          取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は,本計算書の【発電機制御盤の耐震性に 

ついての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

1.5.6 応力の評価 

1.5.6.1 ボルトの応力評価 

          1.5.4.1項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力ƒｔｓｉ以下で 

あること。ただし,ƒｔｏｉは下表による。 

 

ƒｔｓｉ = Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]   （1.5.6.1.1） 

 

 

          せん断応力τｂｉは,せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ƒｓｂｉ以下である 

こと。ただし,ƒｓｂｉは下表による。 

 

 

 

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｉ 

 

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 
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1.6 機能維持評価 

1.6.1 電気的機能維持評価方法 

発電機制御盤の電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお,機能維持評価用加速度はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき, 

基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

発電機制御盤の機能確認済加速度は,Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき,同形式の 

器具単体の正弦波加振試験において電気的機能の健全性を確認した評価部位の最大加速度を 

適用する。機能確認済加速度を表6－1に示す。 

 

表6－1 機能確認済加速度             （×9.8m/s2） 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

発電機制御盤 
水平 5.1 

鉛直 3.0 
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1.7 評価結果 

1.7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

発電機制御盤の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。 

発生値は許容限界を満足しており,設計用地震力に対して十分な構造強度を有し,電気的機能

を維持できることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 



 

 

2
0
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【発電機制御盤の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

発電機制御盤 
常設耐震／防止 

常設／緩和 

ガスタービン発電機建物 

EL 47.5＊1 
0.039 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.71＊2 ＣＶ＝1.10＊2 40 

  

 

 

1.2 機器要目 

部材  
ｍ 1 

（ kg）  

ｈ1 

（ mm）  

ｄ 

（ mm）  

Ａ 1 

（ mm 2） 
ｎ 1

’  
Ｓｙ 

（ MPa）  

Ｓｕ 

（ MPa）  

取付ボルト 13100 1100 
20 

（ M20）  
314 72 

235 

（ 16mm＜ 径 ≦ 40mm）  

400 

 

部材  
 １x* 

（ mm）  

 1y* 

（ mm）  

 1z* 

（ mm）  
Ｆ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄまたは静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

（ MPa）  

取付ボルト 1800 1125 475 280 －  161 

注記 *：転倒方向は,長辺方向及び短辺方向について検討し,計算書には結果の厳しい方（許容値/発生値の小さい方をいう。）となる短辺方向の値を記載する。 

 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
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S2 補 Ⅵ-2-10-1-2-3-2 R0 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                      （単位：N） 

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                           (単位：MPa) 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                                                                                    注記*：ƒｔｓｉ=Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                          （×9.8 m/s2） 

 

 

 

 

 

注記*：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。 

機能維持評価用加速度は全て機能確認済加速度以下である。 

 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト － 4770 － 219679 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト SS400 

引張 － － σ1=16 ƒｔｓ１=210* 

せん断 － － τ1=10 ƒｓｂ１=161 

 機能維持評価用加速度* 機能確認済加速度 

発電機制御盤 

水平方向 1.43 5.1 

鉛直方向 0.92 3.0 
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2
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1.5 その他の機器要目 

 

 項目 記号 単位 入力値 

材質 ― ― SS400 

質量 ｍ kg 13100 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 40 

縦弾性係数 Ｅ MPa 201667 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 73237 

節点数 ― 個 67536 
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取付ボルト 

 １b 

 １c 
 １x 

側面 

（短辺方向） 

転倒方向 

ｈ１ 

Ｌ１ 

 １a 

重心 

Ｌ１’ 

重心 

正面 

（長辺方向） 

チャンネルベース 

 ｍ1・g 
ｍ1・g 
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2.  予備発電機制御盤 

2.1 概要 

本計算書は,Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき, 予備発電機制御盤が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し,電気的機能を

維持できることを説明するものである。 

予備発電機制御盤は,重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設

重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機

能維持評価を示す。 

 

2.2 一般事項 

2.2.1 構造計画 

予備発電機制御盤の構造計画を表 2－1に示す。 



 

 

S2 補 Ⅵ-2-10-1-2-3-2 R0 

2
5
 

  

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

予備発電機制御盤は, 

基礎に埋め込まれた 

チャンネルベースに 

取付ボルトで設置する。 

自立型 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立閉鎖型の

盤） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チャンネルベース 
（長辺方向） 

 
 

取付ボルト 

（短辺方向） 

正面 
側面 

床 

盤 7400 

2300 

1900 

（単位：mm） 

【予備発電機制御盤】 
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2.2.2 評価方針 

予備発電機制御盤の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷

重の組合せ並びに許容限界に基づき,「2.2.1 構造計画」にて示す予備発電機制御盤の部位を

踏まえ「2.3 評価部位」にて設定する箇所において,「2.4 固有値解析」で算出した固有周期

に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを,「2.5 構造強度評価」にて

示す方法にて確認することで実施する。また, 予備発電機制御盤の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9

「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき,機能維持評価用加速度

が機能確認済加速度以下であることを,「2.6 機能維持評価」にて示す方法にて確認すること

で実施する。確認結果を「2.7 評価結果」に示す。 

予備発電機制御盤の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2－1 予備発電機制御盤の耐震評価フロー 

解析モデル設定 

固有値解析 

設計用地震力 

地震時における応力 

盤の構造強度評価 

機能維持評価用加速度 

器具の電気的機能維持評価 
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2.2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（（社）日本電気協

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会,2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。） 

  



 

 

S
2
 
補

 Ⅵ
-
2-
1
0
-1
-
2
-3
-
2
 R
0
 

28 

2.2.4 記号の説明 

記 号 説 明 単 位 
Ｆｂｉ 引張力 N 

Ｑｂｉ せん断力 N 

σ１ 引張応力 MPa 

τ１ せん断応力 MPa 

ƒ 最大応力 MPa 

ｍ１  全体の質量（盤） kg 

g 重力加速度 m/s2 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

ｈ１ 全体重心位置（鉛直）（盤） mm 

Ｌ１ 全体重心位置（左右） mm 

Ｌ１’ 全体重心位置（前後） mm 

ｎ１  ボルト本数 － 

 １  転倒支点からボルトまでの距離 mm 

Ａ１ ボルト呼び径断面積 mm2 

ｄ ボルト径 mm 

（注）図 5-1 の添字 a,b,c,x はボルト列を示す。 
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2.2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は,有効数字 6桁を確保する。 

表示する数値の丸め方は,表 2-2 に示すとおりである。 

 

 

表 2-2 表示する数値の丸め方 

 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 － 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ mm － － 整数位*1 

面積 mm2 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

モーメント N・mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

力 N 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力*2 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記*1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は,小数点以下第 1 位表示とする。 

*2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点は 

比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て,整数位までの値とする。 
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2.3 評価部位 

予備発電機制御盤の耐震評価は,「2.5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき,耐震評価

上厳しくなる取付ボルトについて実施する。予備発電機制御盤の耐震評価部位については,表2－

1の概略構造図に示す。
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2.4 固有値解析 

2.4.1 固有値解析方法 

  予備発電機制御盤の固有値解析方法を以下に示す。 

(1) 予備発電機制御盤は,「2.4.2 解析モデル及び諸元」に示す三次元 FEM モデルとして考え

る。 

 

2.4.2 解析モデル及び諸元 

予備発電機制御盤の解析モデルを図 4－1 に,解析モデルの概要を以下に示す。また,機器の

諸元を本計算書の【予備発電機制御盤の耐震性についての計算結果】のその他の機器要目に示

す。 

(1) 予備発電機制御盤の質量は,その重心に集中するものとする。 

(2) 拘束条件は,基礎部を完全拘束とする。 

(3) 耐震計算に用いる寸法は,公称値を使用する。 

(4) 解析コードは,「MSC NASTRAN(Ver.2008.0.4)」を使用し,固有値を求める。 

  なお,評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については,Ⅵ-5「計算機プ 

ログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 解析モデル 

 

 

 

チャンネルベース 

X 

Y 

Z 

要素数：73237 

節点数：67536 
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2.4.3 固有値解析結果 

固有値解析結果を表 4－1に示す。 

固有周期は 0.05 秒以下であり,剛構造であることを確認した。 
 

表 4－1 固有値解析結果 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 X 方向 Y 方向 

1 次 水平 0.039  － － － 
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2.5 構造強度評価 

2.5.1 構造強度評価方法 

(1) 盤の質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は盤に対して,水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(3) 盤は基礎部で完全拘束とする。 

(4) 転倒方向は,長辺方向及び短辺方向について検討し,計算書には結果の厳しい方（許容値/

発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(5) 耐震計算に用いる寸法は,公称値を使用する。 

 

2.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

2.5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

 予備発電機制御盤の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価に用

いるものを表 5－1に示す。 

 

2.5.2.2 許容応力 

 予備発電機制御盤の許容応力は,Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 5－2のとお

りとする。 

 

2.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

 予備発電機制御盤の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に用い

るものを表 5－3 に示す。 

 



 

 

3
4
 

 

S2 補 Ⅵ-2-10-1-2-3-2 R0 

表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用 
電源設備 

非常用 
発電装置 

予備発電機制御盤 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ  

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備,「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため,評価結果の記載を省略する。 
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S2 補 Ⅵ-2-10-1-2-3-2 R0 

 

表 5－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1,＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ƒｔ 1.5・ƒｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には,組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合,規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ
 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

取付ボルト 
SS400 

（16mm<径≦40mm） 
周囲環境温度 40 235 400 ― 
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2.5.3 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 5-4 に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は,Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に 

基づき設定する。 

 

表 5-4 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

設置場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ガスタービン 

発電機建物 

EL 47.5＊1 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

0.039 0.05 以下 － － ＣＨ=1.71
＊2 ＣＶ=1.10

＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
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2.5.4 計算方法 

2.5.4.1 応力の計算方法 

2.5.4.1.1 取付ボルトの計算方法 

取付ボルトの応力は,地震による震度により作用するモーメントによって生じる 

引張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

図5－1 取付ボルト配置概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １x 

短辺方向 

ｈ1 

Ｌ1 

ｎ１c ｎ１b ｎ１a 

 １a 

 １b 

 １c 

σ１c 
σ１b 

σ１a 

重心 

Ｌ１’ 

ｎ１x 

重心 

σ１x 

長辺方向 

ｍ1 ＣＨ g ｍ1 ＣＨ g 

ｍ1(1－ＣＶ)g ｍ1(1－ＣＶ)g 
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(1) 長辺方向 

地震時の引張応力は,ボルト端列を支点とし,各ボルト列応力が支点からの距離に 

比例するとして,モーメントのつり合い式より算出する。 

 

 

 

(ｎ１ａ・Ａ１)σ１ａ・ １ａ＋(ｎ１ｂ・Ａ１)σ１ｂ・ １ｂ＋(ｎ１ｃ・Ａ１)σ１ｃ・ １ｃ 

＝ｍ１・ＣＨ・g・ｈ１－ｍ１・g・（１－ＣＶ）・L１ 

 

 

 

 

 

 

ここで,ボルトの断面積Ａ１は次式により求める。 

 

 

 

 せん断応力は以下の式より算出する。 

 

Ｑｂｉ＝ｍ１・ＣＨ・g 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

σ１ａ 
 １ａ ＝ σ１ｂ 

 １ｂ ＝ σ１ｃ 
 １ｃ 

Ｆｂｉ＝  １ａ・ｍ１・ ＣＨ・ｈ１－（ ＣＶ）・L１｝ 
(ｎ１ａ・ ２１ａ＋ｎ１ｂ・ ２１ｂ＋ｎ１ｃ・ ２１ｃ) 

Ｆｂｉ 
Ａ１ σｍａｘ＝ 

π 

4 
Ａ１＝ ・ｄ2 

ｍ１・ＣＨ・  
ｎ１・Ａ１ 

τ1＝ 
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(2) 短辺方向 

長辺方向と同様にモーメントのつり合い式より算出する。 

       

(ｎ１ｘ・Ａ１)σ１ｘ・ １ｘ＝ｍ１・ＣＨ・g・ｈ１－ｍ１・g（１－ＣＶ）・L１’ 

   

 

 

 

 

 

 

 

せん断応力は以下の式より算出する。 

  

Ｑｂｉ＝ｍ１・ＣＨ・g 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｆｂｉ＝ ｍ１・ ＣＨ・ｈ１－（ ＣＶ）・L１’｝ 
ｎ１ｘ・ １ｘ 

Ｆｂｉ 
Ａ１ σｍａｘ＝ 

ｍ１・ＣＨ・  
ｎ１・Ａ１ 

τ1＝ 
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2.5.5 計算条件 

2.5.5.1 取付ボルトの応力計算条件 

          取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は,本計算書の【予備発電機制御盤の耐震性に

ついての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

2.5.6 応力の評価 

2.5.6.1 ボルトの応力評価 

          2.5.4.1項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力ƒｔｓｉ以下で 

あること。ただし,ƒｔｏｉは下表による。 

 

ƒｔｓｉ= Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]   （2.5.6.1.1） 

 

 

          せん断応力τｂｉは,せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ƒｓｂｉ以下であるこ

と。ただし,ƒｓｂｉは下表による。 

 

 

 

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｉ 

 

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 
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2.6 機能維持評価 

2.6.1 電気的機能維持評価方法 

予備発電機制御盤の電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお,機能維持評価用加速度はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき, 

基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

予備発電機制御盤の機能確認済加速度は,Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき,同形式の

器具単体の正弦波加振試験において電気的機能の健全性を確認した評価部位の最大加速度を 

適用する。機能確認済加速度を表6－1に示す。 

 

表6－1 機能確認済加速度             （×9.8m/s2） 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

予備発電機制御盤 
水平 5.1 

鉛直 3.0 
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2.7 評価結果 

2.7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

予備発電機制御盤の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。 

発生値は許容限界を満足しており,設計用地震力に対して十分な構造強度を有し,電気的機能を

維持できることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【予備発電機制御盤の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

予備発電機制御盤 
常設耐震／防止 

常設／緩和 

ガスタービン発電機建物 

EL 47.5＊1 
0.039 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.71＊2 ＣＶ＝1.10＊2 40 

  

 

 

1.2 機器要目 

部材  
ｍ 1 

（ kg）  

ｈ1 

（ mm）  

ｄ 

（ mm）  

Ａ 1 

（ mm 2） 
ｎ 1

’  
Ｓｙ 

（ MPa）  

Ｓｕ 

（ MPa）  

取付ボルト 13100 1100 
20 

（ M20）  
314 72 

235 

（ 16mm＜ 径 ≦ 40mm）  

400 

 

部材  
 1x* 

（ mm）  

 1y* 

（ mm）  

 1z* 

（ mm）  
Ｆ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄまたは静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

（ MPa）  

取付ボルト 1800 1125 475 280 －  161 

注記 *：転倒方向は,長辺方向及び短辺方向について検討し,計算書には結果の厳しい方（許容値/発生値の小さい方をいう。）となる短辺方向の値を記載する。 

 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                      （単位：N） 

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                           (単位：MPa) 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                                                                                    注記*：ƒｔｓｉ=Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                                                  （×9.8 m/s2） 

 

 

 

 

 

注記*：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度又はこれを上回る加速度とする。 

機能維持評価用加速度は全て機能確認済加速度以下である。 

  

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト － 4770 － 219679 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト SS400 

引張 － － σ1=16 ƒｔｓ１=210* 

せん断 － － τ1=10 ƒｓｂ１=161 

 機能維持評価用加速度* 機能確認済加速度 

予備発電機制御盤 

水平方向 1.43 5.1 

鉛直方向 0.92 3.0 
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1.5 その他の機器要目 

 

 
項目 記号 単位 入力値 

材質 ― ― SS400 

質量 ｍ kg 13100 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 40 

縦弾性係数 Ｅ MPa 201667 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 73237 

節点数 ― 個 67536 
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取付ボルト 

 １b 

 １c 
 １x 

側面 

（短辺方向） 

転倒方向 

ｈ１ 

Ｌ１ 

 １a 

重心 

Ｌ１’ 

重心 

正面 

（長辺方向） 

チャンネルベース 

 ｍ1・g 
ｍ1・g 



Ⅵ-2-10-1-3 その他の電源装置の耐震性についての計算書 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，230V 系蓄電池（RCIC）が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機

能を維持できることを説明するものである。 

230V 系蓄電池（RCIC）は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備

においては常設耐震重要重大事故防止設備に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故

等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，230V 系蓄電池（RCIC）は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載の直

立形盤に類するため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性に

ついての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

230V 系蓄電池（RCIC）の構造計画を表 2－1 に示す。
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

230V 系蓄電池（RCIC）は，取付ボ

ルトにてチャンネルベースに固定

する。チャンネルベースは基礎ボ

ルトにて基礎に設置する。

直立形 

（鋼製架台に固定

された制御弁式据

置鉛蓄電池） 

【230V 系蓄電池（RCIC）】 

取付ボルト

チャンネルベース
（長辺方向） （短辺方向）

蓄電池

床

正面 側面

横 たて

基礎ボルト

高さ

機器名称 
230V 系蓄電池（RCIC） 

（4 個並び 2段 1 列） 

230V 系蓄電池（RCIC） 

（3 個並び 2段 1 列） 

たて 

横 

高さ 

(単位：mm) 
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3. 固有周期

3.1 固有周期の確認 

230V 系蓄電池（RCIC）の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該設備に振動を与え

自由減衰振動を振動解析装置により記録解析し，確認する。試験の結果，剛構造であることを

確認した。固有周期の確認結果を表 3－1 に示す。 

表 3－1 固有周期 

230V 系蓄電池（RCIC） 

（4 個並び 2段 1 列） 

水平 

鉛直 

230V 系蓄電池（RCIC） 

（3 個並び 2段 1 列） 

水平 

鉛直 

（単位：s） 
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4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

230V 系蓄電池（RCIC）の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添

付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

230V 系蓄電池（RCIC）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2 に示す。 

4.2.2 許容応力 

230V 系蓄電池（RCIC）の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－3 

のとおりとする。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

230V 系蓄電池（RCIC）の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に

用いるものを表4－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－5に示す。 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【230V 系蓄電池（RCIC）（4個並び 2 段 1 列）の耐

震性についての計算結果】及び【230V 系蓄電池（RCIC）（3個並び 2 段 1 列）の耐震性について

の計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 
230V 系蓄電池（RCIC） Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ*
 ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 
230V 系蓄電池（RCIC） 常設耐震／防止 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。）

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

S2 Ⅴ-2-10-1-3-4 R0 
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表 4－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ

ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
＊ ＊
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 
SS400 

(径≦16mm) 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

取付ボルト 
SS400 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 40 235 400 ― 

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

(径≦16mm) 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

取付ボルト 
SS400 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 40 235 400 ― 
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5. 機能維持評価

5.1 電気的機能維持評価方法 

230V 系蓄電池（RCIC）の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

蓄電池は，ＪＥＡＧ４６０１-1987 において「装置」に分類され，機能維持評価は構造健全性

を確認することとされている。したがって，230V 系蓄電池（RCIC）の機能維持評価は，支持構

造物が健全であることの確認により行う。 
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

230V 系蓄電池（RCIC）の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許

容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を維持でき

ることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価は支持構造物が健全であることの確認により行うため，評価結果は

(1)構造強度評価結果による。

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

230V 系蓄電池（RCIC）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能

を維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価は支持構造物が健全であることの確認により行うため，評価結果は

(1)構造強度評価結果による。
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【230V 系蓄電池（RCIC）（4個並び2段1列）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

230V 系蓄電池（RCIC） 

（4個並び2段1列） 
Ｓ 

廃棄物処理建物 

EL 12.3＊1 
ＣＨ＝0.84＊2 Ｃｖ＝0.70＊2 ＣＨ＝2.18＊3 Ｃｖ＝1.40＊3 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ

(kg) 

hｉ

(mm) 

ｄｉ 

(mm)

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ

Ｓｙｉ 

(MPa)

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
733＊1 16 

(M16)
201.1 12

245 

（径≦16mm）

400 

（径≦16mm）

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
683＊1 16 

(M16)
201.1 12

2235 

（16mm＜径≦40mm）

400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 

１ｉ＊2

(mm)

２ｉ＊2

(mm)
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

420.5＊1 420.5＊1 4

245 280 短辺方向 長辺方向 

740＊1 740＊1 2

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

430.5＊1 430.5＊1 6

235 280 長辺方向 長辺方向 

760＊1 760＊1 2

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。

＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 （単位：N）

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力    （単位：MPa） 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SS400 

引張り σｂ１＝17 ƒｔｓ１＝147＊ σｂ１＝74 ƒｔｓ１＝168＊

せん断 τｂ１＝8 ƒｓｂ１＝113 τｂ１＝21 ƒｓｂ１＝129

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り σｂ２＝13 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝66 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝8 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝20 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

230V 系蓄電池（RCIC） 

（4個並び2段1列） 
常設耐震／防止 

廃棄物処理建物 

EL 12.3＊1 
－ － ＣＨ＝2.18＊2 Ｃｖ＝1.40＊2 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

2.2 機器要目 

部材 
１ｉ＊2

(mm)

２ｉ＊2

(mm)
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ

(MPa) 
Ｆｉ

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

420.5＊1 420.5＊1 4
― 280 ― 長辺方向 

740＊1 740＊1 2

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

430.5＊1 430.5＊1 6
― 280 ― 長辺方向 

760＊1 760＊1 2

 

部材 
ｍｉ

(kg) 

hｉ

(mm) 

ｄｉ 

(mm)

Ａｂｉ 

(mm2) ｎｉ
Ｓｙｉ 

(MPa)

Ｓｕｉ 

(MPa)

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
733＊1 16 

(M16)
201.1 12

245 

（径≦16mm）

400 

（径≦16mm）

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
683＊1 16 

(M16)
201.1 12

1235 

（16mm＜径≦40mm）

1400 

（16mm＜径≦40mm） 

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。

＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。

＊
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
― ―

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
― ― 

2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SS400 

引張り ― ― σｂ１＝74 ƒｔｓ１＝168＊

せん断 ― ― τｂ１＝21 ƒｓｂ１＝129

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝66 ƒｔｓ２＝210＊

せん断 ― ― τｂ２＝20 ƒｓｂ２＝161

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]
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ｈ
2

Ａ Ａ

チャンネルベース

取付ボルト

gｍ ･　2

転倒方向

　　正面
（長辺方向）

　取付ボルト

　　側面
（短辺方向）

gｍ ･　2

Ａ～Ａ矢視図

（　 ≦ 　）

 12  22  12  22

 12  22

 12  22

ｈ

チャンネルベース

gｍ ･　

転倒方向

　　正面
（長辺方向）

1

1

基礎ボルト

　基礎ボルト
(ケミカルアンカ)

Ａ～Ａ矢視図

（　 ≦ 　）

　　側面
（短辺方向）

gｍ ･　1

 11  21  11  21

 11  21

Ａ Ａ Ｂ

ｈ
1

Ｂ

転倒方向

 11  21

Ｂ～Ｂ矢視図

（　 ≦ 　）
 11  21

 11  21



1
5 

S2 補 Ⅵ-2-10-1-3-5 R0 

【230V 系蓄電池（RCIC）（3個並び2段1列）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

230V 系蓄電池（RCIC） 

（3個並び2段1列） 
Ｓ 

廃棄物処理建物 

EL 12.3＊1 
ＣＨ＝0.84＊2 Ｃｖ＝0.70＊2 ＣＨ＝2.18＊3 Ｃｖ＝1.40＊3 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ

(kg) 

hｉ

(mm) 

ｄｉ 

(mm)

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ

Ｓｙｉ 

(MPa)

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
733＊1 16 

(M16)
201.1 10

245 

（径≦16mm）

400 

（径≦16mm）

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
683＊1 16 

(M16)
201.1 12

235 

（16mm＜径≦40mm）

400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 

１ｉ＊2

(mm)

２ｉ＊2

(mm)
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

420.5＊1 420.5＊1 3

245 280 長辺方向 長辺方向 

555＊1 585＊1 2

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

430.5＊1 430.5＊1 6

235 280 長辺方向 長辺方向 

575＊1 605＊1 2

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。

＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力  (単位：N)

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力    (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SS400 

引張り σｂ１＝18 ƒｔｓ１＝147＊ σｂ１＝74 ƒｔｓ１＝168＊

せん断 τｂ１＝8 ƒｓｂ１＝113 τｂ１＝20 ƒｓｂ１＝129

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り σｂ２＝15 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝65 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝7 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝16 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]



1
7 

S2 補 Ⅵ-2-10-1-3-5 R0 

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

230V 系蓄電池（RCIC） 

（3個並び2段1列） 
常設耐震／防止 

廃棄物処理建物 

EL 12.3＊1 
－ － ＣＨ＝2.18＊2 Ｃｖ＝1.40＊2 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

2.2 機器要目 

部材 
１ｉ＊2

(mm)

２ｉ＊2

(mm)
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ

(MPa) 
Ｆｉ

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

420.5＊1 420.5＊1 3
― 280 ― 長辺方向 

555＊1 585＊1 2

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

430.5＊1 430.5＊1 6
― 280 ― 長辺方向 

575＊1 605＊1 2

 

部材 
ｍｉ

(kg) 

hｉ

(mm) 

ｄｉ 

(mm)

Ａｂｉ 

(mm2) ｎｉ
Ｓｙｉ 

(MPa)

Ｓｕｉ 

(MPa)

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
733＊1 16 

(M16)
201.1 10

245 

（径≦16mm）

400 

（径≦16mm）

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
683＊1 16 

(M16)
201.1 12

235 

（16mm＜径≦40mm）

400 

（16mm＜径≦40mm） 

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。

＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。

＊
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力  (単位：N)

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
― ―

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
― ― 

2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SS400 

引張り ― ― σｂ１＝74 ƒｔｓ１＝168＊

せん断 ― ― τｂ１＝20 ƒｓｂ１＝129

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝65 ƒｔｓ２＝210＊

せん断 ― ― τｂ２＝16 ƒｓｂ２＝161

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]
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ｈ
2

ＡＡ

チャンネルベース

取付ボルト

　取付ボルト

gｍ ･　2

転倒方向

　　正面
（長辺方向）

Ａ～Ａ矢視図

（　 ≦ 　）

　　側面
（短辺方向）

gｍ ･　2

 12  22  12  22

 12  22

 12  22

ｈ

チャンネルベース

gｍ ･　

転倒方向

　　正面
（長辺方向）

1

1

基礎ボルト

　基礎ボルト
(ケミカルアンカ)

Ａ～Ａ矢視図

（　 ≦ 　）

　　側面
（短辺方向）

gｍ ･　1

 11  21  11  21

 11  21

 11  21

Ａ Ａ
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，B-115V 系蓄電池が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を維

持できることを説明するものである。 

B-115V 系蓄電池は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備におい

ては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基準対

象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，B-115V 系蓄電池は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載の直立形盤

に類するため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性について

の計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

B-115V 系蓄電池の構造計画を表 2－1 に示す。
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

B-115V 系蓄電池は，取付ボルトに

てチャンネルベースに固定する。

チャンネルベースは基礎ボルトに

て基礎に設置する。 

直立形 

（鋼製架台に固定

された制御弁式据

置鉛蓄電池） 

【B-115V 系蓄電池】 

取付ボルト

チャンネルベース
（長辺方向） （短辺方向）

蓄電池

床

正面 側面

横 たて

基礎ボルト

高さ

機器名称 
B-115V 系蓄電池

（4 個並び 2段 1 列） 

B-115V 系蓄電池

（3 個並び 2段 1 列） 

たて 

横 

高さ 

（単位：mm） 
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3. 固有周期

3.1 固有周期の確認 

B-115V 系蓄電池の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該設備に振動を与え自由減

衰振動を振動解析装置により記録解析し，確認する。試験の結果，剛構造であることを確認し

た。固有周期の確認結果を表 3－1に示す。 

表 3－1 固有周期 

B-115V 系蓄電池

（4 個並び 2段 1 列） 

水平 

鉛直 

B-115V 系蓄電池

（3 個並び 2段 1 列） 

水平 

鉛直 

（単位：s） 
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4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

B-115V 系蓄電池の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資

料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

B-115V 系蓄電池の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用

いるものを表 4－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2 に示す。 

4.2.2 許容応力 

B-115V 系蓄電池の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－3のと

おりとする。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

B-115V 系蓄電池の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用い

るものを表4－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－5に示す。 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【B-115V 系蓄電池（4 個並び 2 段 1 列）の耐震性

についての計算結果】及び【B-115V 系蓄電池（3 個並び 2段 1 列）の耐震性についての計算結

果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 
B-115V 系蓄電池 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ*
 ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 
B-115V 系蓄電池

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。）

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

S2 Ⅴ-2-10-1-3-4 R0 
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表 4－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 
SS400 

(径≦16mm) 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

取付ボルト 
SS400 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 40 235 400 ― 

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

(径≦16mm) 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

取付ボルト 
SS400 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 40 235 400 ― 
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5. 機能維持評価

5.1 電気的機能維持評価方法 

B-115V 系蓄電池の電気的機能維持評価について，以下に示す。

蓄電池は，ＪＥＡＧ４６０１-1987 において「装置」に分類され，機能維持評価は構造健全

性を確認することとされている。したがって，B-115V 系蓄電池の機能維持評価は，支持構造物

が健全であることの確認により行う。 
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

B-115V 系蓄電池の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界

を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を維持できること

を確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価は支持構造物が健全であることの確認により行うため，評価結果は

(1)構造強度評価結果による。

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

B-115V 系蓄電池の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を維持

できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価は支持構造物が健全であることの確認により行うため，評価結果は

(1)構造強度評価結果による。
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【B-115V 系蓄電池（4 個並び 2 段 1 列）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

B-115V 系蓄電池

（4 個並び 2 段 1 列） 
Ｓ 

廃棄物処理建物 

EL 12.3＊1 
ＣＨ＝0.84＊2 Ｃｖ＝0.70＊2 ＣＨ＝2.18＊3 Ｃｖ＝1.40＊3 40

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ

(kg) 

hｉ

(mm) 

ｄｉ 

(mm)

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ

Ｓｙｉ 

(MPa)

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
733＊1 16 

(M16)
201.1 11

245 

（径≦16mm）

400 

（径≦16mm）

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
683＊1 16 

(M16)
201.1 12

235 

（16mm＜径≦40mm）

400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 

１ｉ＊2

(mm)

２ｉ＊2

(mm)
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 

420.5＊1 420.5＊1 4

245 280 長辺方向 長辺方向 

  740＊1   740＊1 1

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

430.5＊1 430.5＊1 6

235 280 長辺方向 長辺方向 

  760＊1   760＊1 2

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。

＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 （単位：N）

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力    （単位：MPa） 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
SS400 

引張り σｂ１＝31 ƒｔｓ１＝147＊ σｂ１＝147 ƒｔｓ１＝168＊

せん断 τｂ１＝9 ƒｓｂ１＝113 τｂ１＝23 ƒｓｂ１＝129

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
SS400 

引張り σｂ２＝13 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝66 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝8 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝20 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

B-115V 系蓄電池

(4 個並び 2 段 1 列) 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

廃棄物処理建物 

EL 12.3＊1 
－ － ＣＨ＝2.18＊2 Ｃｖ＝1.40＊2 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

2.2 機器要目 

部材 
１ｉ＊2

(mm)

２ｉ＊2

(mm)
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ

(MPa) 
Ｆｉ

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 

420.5＊1 420.5＊1 4
― 280 ― 長辺方向 

  740＊1   740＊1 1

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

430.5＊1 430.5＊1 6
― 280 ― 長辺方向 

  760＊1   760＊1 2

 

部材 
ｍｉ

(kg) 

hｉ

(mm) 

ｄｉ 

(mm)

Ａｂｉ 

(mm2) ｎｉ
Ｓｙｉ 

(MPa)

Ｓｕｉ 

(MPa)

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
733＊1 16 

(M16)
201.1 11

245 

（径≦16mm）

400 

（径≦16mm）

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
683＊1 16 

(M16)
201.1 12

235 

（16mm＜径≦40mm）

400 

（16mm＜径≦40mm）

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。

＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。

＊
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力 （単位：N） 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
― ―

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
― ― 

2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力  （単位：MPa） 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
SS400 

引張り ― ― σｂ１＝147 ƒｔｓ１＝168＊

せん断 ― ― τｂ１＝23 ƒｓｂ１＝129

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝66 ƒｔｓ２＝210＊

せん断 ― ― τｂ２＝20 ƒｓｂ２＝161

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]
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ｈ

チャンネルベース

gｍ ･　

転倒方向

　　正面
（長辺方向）

1

1

基礎ボルト

　基礎ボルト
(ケミカルアンカ)

Ａ～Ａ矢視図

（　 ≦ 　）

　　側面
（短辺方向）

gｍ ･　1

 11  21  11  21

 11  21

Ａ Ａ

 11  21

ｈ
2

Ａ Ａ

チャンネルベース

取付ボルト

gｍ ･　2

転倒方向

　正面
（長辺方向）

　取付ボルト

　　側面
（短辺方向）

gｍ ･　2

Ａ～Ａ矢視図

（　 ≦ 　）

 12  22  12  22

 12  22

 12  22
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【B-115V 系蓄電池（3 個並び 2 段 1 列）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

B-115V 系蓄電池

(3 個並び 2 段 1 列) Ｓ 
廃棄物処理建物 

EL 12.3＊1 
ＣＨ＝0.84＊2 Ｃｖ＝0.70＊2 ＣＨ＝2.18＊3 Ｃｖ＝1.40＊3 40

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ

(kg) 

hｉ

(mm) 

ｄｉ 

(mm)

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ

Ｓｙｉ 

(MPa)

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
733＊1 16 

(M16)
201.1 7

245 

（径≦16mm）

400 

（径≦16mm）

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
683＊1 16 

(M16)
201.1 12 

235 

（16mm＜径≦40mm）

400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 

１ｉ＊2

(mm)

２ｉ＊2

(mm)
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 

420.5＊1 420.5＊1 2

245 280 長辺方向 長辺方向 

  555＊1   585＊1 1

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

430.5＊1 430.5＊1 6

235 280 長辺方向 長辺方向 

 575＊1   605＊1 2

＊

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。

＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 （単位：N）

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力    （単位：MPa） 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
SS400 

引張り σｂ１＝36 ƒｔｓ１＝147＊ σｂ１＝147 ƒｔｓ１＝168＊

せん断 τｂ１＝11 ƒｓｂ１＝113 τｂ１＝29 ƒｓｂ１＝129

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
SS400 

引張り σｂ２＝15 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝65 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝7 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝16 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]
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2. 重大事故等対処施設 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

B-115V 系蓄電池

（3 個並び 2 段 1 列） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

廃棄物処理建物 

EL 12.3＊1 
－ － ＣＨ＝2.18＊2 Ｃｖ＝1.40＊2 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

2.2 機器要目 

部材 
１ｉ＊2

(mm)

２ｉ＊2

(mm)
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 

420.5＊1 420.5＊1 2
― 280 ― 長辺方向 

  555＊1   585＊1 1

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

430.5＊1 430.5＊1 6
― 280 ― 長辺方向 

 575＊1   605＊1 2

部材 
ｍｉ

(kg) 

hｉ

(mm) 

ｄｉ 

(mm)

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ

Ｓｙｉ 

(MPa)

Ｓｕｉ 

(MPa)

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
733＊1 16 

(M16)
201.1 7

245 

（径≦16mm）

400 

（径≦16mm）

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
683＊1 16 

(M16)
201.1 12

235 

（16mm＜径≦40mm）

400 

（16mm＜径≦40mm）

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。

＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。

＊
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力 （単位：N） 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
― ―

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
― ― 

2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力   （単位：MPa） 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
SS400 

引張り ― ― σｂ１＝147 ƒｔｓ１＝168＊

せん断 ― ― τｂ１＝29 ƒｓｂ１＝129

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝65 ƒｔｓ２＝210＊

せん断 ― ― τｂ２＝16 ƒｓｂ２＝161

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]
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ｈ
2

ＡＡ

チャンネルベース

取付ボルト

　取付ボルト

gｍ ･　2

転倒方向

　正面
（長辺方向）

Ａ～Ａ矢視図

（　 ≦ 　）

　　側面
（短辺方向）

gｍ ･　2

 12  22  12  22

 12  22

 12  22

ｈ

チャンネルベース

gｍ ･　

転倒方向

　　正面
（長辺方向）

1

1

基礎ボルト

　基礎ボルト
(ケミカルアンカ)

Ａ～Ａ矢視図

（　 ≦ 　）

　　側面
（短辺方向）

gｍ ･　1

 11  21  11  21

 11  21

Ａ Ａ

 11  21

　　側面
（短辺方向）

gｍ ･　1

 11  21
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Ⅵ-2-10-1-3-8 B1-115V 系蓄電池（SA）の耐震性についての計算書 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，B1-115V 系蓄電池（SA）が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的

機能を維持できることを説明するものである。 

B1-115V 系蓄電池（SA）は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設

備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設

計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，B1-115V 系蓄電池（SA）は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載の直

立形盤に類するため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性に

ついての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

B1-115V 系蓄電池（SA）の構造計画を表 2－1 に示す。
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

B1-115V 系蓄電池（SA）

は，取付ボルトにてチ

ャンネルベースに固

定する。チャンネルベ

ースは基礎ボルトに

て基礎に設置する。 

直立形 

（鋼製架台に

固定された制

御弁式据置鉛

蓄電池） 

【B1-115V 系蓄電池（SA）】 

取付ボルト

チャンネルベース
（長辺方向） （短辺方向）

蓄電池

床

正面 側面

横 たて

基礎ボルト

高さ

機器名称 
B1-115V 系蓄電池（SA） 

（4 個並び 2段 1 列） 

B1-115V 系蓄電池（SA） 

（3 個並び 2段 1 列） 

B1-115V 系蓄電池（SA） 

（2，3 個並び 2 段 1 列） 

たて 

横 

高さ 

(単位：mm) 
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3. 固有周期

3.1 固有周期の確認 

B1-115V 系蓄電池（SA）の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該設備に振動を与

え自由減衰振動を振動解析装置により記録解析し，確認する。試験の結果，剛構造であること

を確認した。固有周期の確認結果を表 3－1 に示す。 

表 3－1 固有周期 

B1-115V 系蓄電池（SA） 

（4 個並び 2段 1 列） 

水平 

鉛直 

B1-115V 系蓄電池（SA） 

（3 個並び 2段 1 列） 

水平 

鉛直 

B1-115V 系蓄電池（SA） 

（2，3 個並び 2 段 1 列） 

水平 

鉛直 

（単位：s） 
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4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

B1-115V 系蓄電池（SA）の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添

付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

B1-115V 系蓄電池（SA）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表 4－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2 に示す。 

4.2.2 許容応力 

B1-115V 系蓄電池（SA）の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4

－3 のとおりとする。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

B1-115V 系蓄電池（SA）の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表4－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－5に示す。 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【B1-115V 系蓄電池（SA）（4 個並び 2段 1 列）の

耐震性についての計算結果】，【B1-115V 系蓄電池（SA）（3個並び 2 段 1 列）の耐震性について

の計算結果】及び【B1-115V 系蓄電池（SA）（2，3個並び 2 段 1 列）の耐震性についての計算結

果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 
B1-115V 系蓄電池（SA） Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ*
 ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 
B1-115V 系蓄電池（SA） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。）

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

S2 Ⅴ-2-10-1-3-4 R0 
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表 4－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 
SS400 

(径≦16mm) 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

取付ボルト 
SS400 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 40 235 400 ― 

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

(径≦16mm) 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

取付ボルト 
SS400 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 40 235 400 ― 
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5. 機能維持評価

5.1 電気的機能維持評価方法 

B1-115V 系蓄電池（SA）の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

蓄電池は，ＪＥＡＧ４６０１-1987 において「装置」に分類され，機能維持評価は構造健全性

を確認することとされている。したがって，B1-115V 系蓄電池（SA）の機能維持評価は，支持構

造物が健全であることの確認により行う。 
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

B1-115V 系蓄電池（SA）の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を維持で

きることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価は支持構造物が健全であることの確認により行うため，評価結果は

(1)構造強度評価結果による。

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

B1-115V 系蓄電池（SA）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能

を維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価は支持構造物が健全であることの確認により行うため，評価結果は

(1)構造強度評価結果による。
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S2 補 Ⅵ-2-10-1-3-8 R0 

【B1-115V 系蓄電池（SA）（4 個並び 2 段 1 列）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

B1-115V 系蓄電池（SA） 

（4 個並び 2 段 1 列） 
Ｓ 

廃棄物処理建物 

EL 12.3＊1 
ＣＨ＝1.01＊2 Ｃｖ＝0.57＊2 ＣＨ＝2.18＊3 Ｃｖ＝1.40＊3 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ

(kg) 

hｉ

(mm) 

ｄｉ 

(mm)

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ

Ｓｙｉ 

(MPa)

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
733＊1 16 

(M16)
201.1 10

245 

（径≦16mm）

400 

（径≦16mm）

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
683＊1 16 

(M16)
201.1 12

235 

（16mm＜径≦40mm）

400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 

１ｉ＊2

(mm)

２ｉ＊2

(mm)
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

420.5＊1 420.5＊1 3

245 280 短辺方向 短辺方向 

740＊1 740＊1 2

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

430.5＊1 430.5＊1 6

235 280 長辺方向 長辺方向 

760＊1 760＊1 2

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。

＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。

＊
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S2 補 Ⅵ-2-10-1-3-8 R0 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SS400 

引張り σｂ１＝26 ƒｔｓ１＝147＊ σｂ１＝80 ƒｔｓ１＝168＊

せん断 τｂ１＝12 ƒｓｂ１＝113 τｂ１＝25 ƒｓｂ１＝129

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り σｂ２＝14 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝66 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝10 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝20 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]
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S2 補 Ⅵ-2-10-1-3-8 R0 

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

B1-115V 系蓄電池（SA） 

（4 個並び 2 段 1 列） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

廃棄物処理建物 

EL 12.3＊1 
－ － ＣＨ＝2.18＊2 Ｃｖ＝1.40＊2 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ

(kg) 

hｉ

(mm) 

ｄｉ 

(mm)

Ａｂｉ 

(mm2) ｎｉ
Ｓｙｉ 

(MPa)

Ｓｕｉ 

(MPa)

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
733＊1 16 

(M16)
201.1 10

245 

（径≦16mm）

400 

（径≦16mm）

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
683＊1 16 

(M16)
201.1 12

235 

（16mm＜径≦40mm）

400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ＊2

(mm)

２ｉ＊2

(mm)
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ

(MPa) 
Ｆｉ

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

420.5＊1 420.5＊1 3
― 280 ― 短辺方向 

740＊1 740＊1 2

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

430.5＊1 430.5＊1 6
― 280 ― 長辺方向 

760＊1 760＊1 2

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。

＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。

＊
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S2 補 Ⅵ-2-10-1-3-8 R0 

2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
― ―

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
― ― 

2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SS400 

引張り ― ― σｂ１＝80 ƒｔｓ１＝168＊

せん断 ― ― τｂ１＝25 ƒｓｂ１＝129

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝66 ƒｔｓ２＝210＊

せん断 ― ― τｂ２＝20 ƒｓｂ２＝161

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]
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S2 補 Ⅵ-2-10-1-3-8 R0 

ｈ

チャンネルベース

gｍ ･　

転倒方向

　　正面
（長辺方向）

1

1

基礎ボルト

　基礎ボルト
(ケミカルアンカ)

Ａ～Ａ矢視図

（　 ≦ 　）

　　側面
（短辺方向）

gｍ ･　1

 11  21  11  21

Ａ Ａ

 11  21

 11  21

ｈ
2

Ａ Ａ

チャンネルベース

取付ボルト

gｍ ･　2

転倒方向

　　正面
（長辺方向）

　取付ボルト

　　側面
（短辺方向）

gｍ ･　2

Ａ～Ａ矢視図

（　 ≦ 　）

 12  22  12  22

 12  22

 12  22
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S2 補 Ⅵ-2-10-1-3-8 R0 

【B1-115V 系蓄電池（SA）（3 個並び 2 段 1 列）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

B1-115V 系蓄電池（SA） 

（3 個並び 2 段 1 列） 
Ｓ 

廃棄物処理建物 

EL 12.3＊1 
ＣＨ＝1.01＊2 Ｃｖ＝0.57＊2 ＣＨ＝2.18＊3 Ｃｖ＝1.40＊3 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ

(kg) 

hｉ

(mm) 

ｄｉ 

(mm)

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ

Ｓｙｉ 

(MPa)

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
733＊1 16 

(M16)
201.1 8

245 

（径≦16mm）

400 

（径≦16mm）

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
683＊1 16 

(M16)
201.1 12

235 

（16mm＜径≦40mm）

400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 

１ｉ＊2

(mm)

２ｉ＊2

(mm)
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

420.5＊1 420.5＊1 2

245 280 短辺方向 短辺方向 

555＊1 585＊1 2

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

430.5＊1 430.5＊1 6

235 280 長辺方向 長辺方向 

575＊1 605＊1 2

＊

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。

＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。
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S2 補 Ⅵ-2-10-1-3-8 R0 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SS400 

引張り σｂ１＝31 ƒｔｓ１＝147＊ σｂ１＝96 ƒｔｓ１＝168＊

せん断 τｂ１＝12 ƒｓｂ１＝113 τｂ１＝25 ƒｓｂ１＝129

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り σｂ２＝17 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝65 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝8 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝16 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]
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S2 補 Ⅵ-2-10-1-3-8 R0 

2. 重大事故等対処施設 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

B1-115V 系蓄電池（SA） 

（3 個並び 2 段 1 列） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

廃棄物処理建物 

EL 12.3＊1 
― ― ＣＨ＝2.18＊2 Ｃｖ＝1.40＊2 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

2.2 機器要目 

部材 
１ｉ＊2

(mm)

２ｉ＊2

(mm)
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

420.5＊1 420.5＊1 2
― 280 ― 短辺方向 

555＊1 585＊1 2

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

430.5＊1 430.5＊1 6
― 280 ― 長辺方向 

 575＊1  605＊1 2

部材 
ｍｉ

(kg) 

hｉ

(mm) 

ｄｉ 

(mm)

Ａｂｉ 

(mm2) ｎｉ
Ｓｙｉ 

(MPa)

Ｓｕｉ 

(MPa)

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
733＊1 16 

(M16)
201.1 8

245 

（径≦16mm）

400 

（径≦16mm）

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
683＊1 16 

(M16)
201.1 12

235 

（16mm＜径≦40mm）

400 

（16mm＜径≦40mm） 

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。

＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。

＊
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S2 補 Ⅵ-2-10-1-3-8 R0 

2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
― ―

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
― ― 

2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SS400 

引張り ― ― σｂ１＝96 ƒｔｓ１＝168＊

せん断 ― ― τｂ１＝25 ƒｓｂ１＝129

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝65 ƒｔｓ２＝210＊

せん断 ― ― τｂ２＝16 ƒｓｂ２＝161

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]
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S2 補 Ⅵ-2-10-1-3-8 R0 

ｈ
2

ＡＡ

チャンネルベース

取付ボルト

　取付ボルト

gｍ ･　2

転倒方向

　　正面
（長辺方向）

Ａ～Ａ矢視図

（　 ≦ 　）

　　側面
（短辺方向）

gｍ ･　2

 12  22  12  22

 12  22

 12  22

チャンネルベース

gｍ ･　

転倒方向

　正面
（長辺方向）

1

基礎ボルト

　基礎ボルト
(ケミカルアンカ)

Ａ～Ａ矢視図

（　 ≦ 　）

　　側面
（短辺方向）

gｍ ･　1

 11  21  11  21

ｈ
1

ＡＡ

 11  21

 11  21
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S2 補 Ⅵ-2-10-1-3-8 R0 

【B1-115V 系蓄電池（SA）（2， 3 個並び 2 段 1 列）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

B1-115V 系蓄電池（SA） 

（2，3 個並び 2 段 1 列）
Ｓ 

廃棄物処理建物 

EL 12.3＊1 
ＣＨ＝1.01＊2 Ｃｖ＝0.57＊2 ＣＨ＝2.18＊3 Ｃｖ＝1.40＊3 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ

(kg) 

hｉ

(mm) 

ｄｉ 

(mm)

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ

Ｓｙｉ 

(MPa)

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
666＊1 16 

(M16)
201.1 6

245 

（径≦16mm）

400 

（径≦16mm）

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 616＊1 16 

(M16)
201.1 12

235 

（16mm＜径≦40mm）

400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 

１ｉ＊2

(mm)

２ｉ＊2

(mm)
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

420.5＊1 420.5＊1 1

245 280 短辺方向 短辺方向 

475＊1 665＊1 1

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

430.5＊1 430.5＊1 6

235 280 長辺方向 長辺方向 

 495＊1  685＊1 2

＊

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。

＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SS400 

引張り σｂ１＝48 ƒｔｓ１＝147＊ σｂ１＝156 ƒｔｓ１＝168＊

せん断 τｂ１＝14 ƒｓｂ１＝113 τｂ１＝30 ƒｓｂ１＝129

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り σｂ２＝14 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝53 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝7 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝14 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]
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2. 重大事故等対処施設 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

B1-115V 系蓄電池（SA） 

（2，3 個並び 2 段 1 列）

常設耐震／防止 

常設／緩和 

廃棄物処理建物 

EL 12.3＊1 
－ － ＣＨ＝2.18＊2 Ｃｖ＝1.40＊2 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

2.2 機器要目 

部材 
１ｉ＊2

(mm)

２ｉ＊2

(mm)
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

420.5＊1 420.5＊1 1
― 280 ― 短辺方向 

475＊1 665＊1 1

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

430.5＊1 430.5＊1 6
― 280 ― 長辺方向 

495＊1 685＊1 2

部材 
ｍｉ

(kg) 

hｉ

(mm) 

ｄｉ 

(mm)

Ａｂｉ 

(mm2) ｎｉ
Ｓｙｉ 

(MPa)

Ｓｕｉ 

(MPa)

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
666＊1 16 

(M16)
201.1 6

245 

（径≦16mm）

400 

（径≦16mm）

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
616＊1 16 

(M16)
201.1 12

1235 

（16mm＜径≦40mm）

1400 

（16mm＜径≦40mm） 

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。

＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。

＊



2
3 

S2 補 Ⅵ-2-10-1-3-8 R0 

2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
― ―

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
― ― 

2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SS400 

引張り ― ― σｂ１＝156 ƒｔｓ１＝168＊

せん断 ― ― τｂ１＝30 ƒｓｂ１＝129

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝53 ƒｔｓ２＝210＊

せん断 ― ― τｂ２＝14 ƒｓｂ２＝161

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]
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ｈ
2

ＡＡ

チャンネルベース

取付ボルト

　取付ボルト

gｍ ･　2

転倒方向

　　正面
（長辺方向）

Ａ～Ａ矢視図

（　 ≦ 　）

　　側面
（短辺方向）

gｍ ･　2

 12  22  12  22

 12  22

 12  22

ｈ

チャンネルベース

gｍ ･　

転倒方向

　正面
（長辺方向）

1

1

基礎ボルト

　基礎ボルト
(ケミカルアンカ)

　　側面
（短辺方向）

gｍ ･　1

 11  21  11  21

Ａ Ａ

Ａ～Ａ矢視図

（　 ≦ 　）

 11  21

 11  21
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Ⅵ-2-10-1-3-9 SA 用 115V 系蓄電池の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維

持の設計方針に基づき，SA用 115V系蓄電池が設計用地震力に対して十分な構造強度を有

し，電気的機能を維持できることを説明するものである。 

SA用 115V系蓄電池は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備

及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度

評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，SA 用 115V 系蓄電池は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載

の直立形盤に類するため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-9 盤

の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

SA用 115V系蓄電池の構造計画を表 2－1に示す。
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

SA 用 115V 系蓄電池は，取付ボル

トにてチャンネルベースに固定す

る。チャンネルベースは基礎ボル

トにて基礎に設置する。

直立形 

（鋼製架台に固定

された制御弁式据

置鉛蓄電池） 

【SA 用 115V 系蓄電池】 

取付ボルト

チャンネルベース
（長辺方向） （短辺方向）

蓄電池

床

正面 側面

横 たて

高さ

基礎ボルト

機器名称 
SA 用 115V 系蓄電池 

（4個並び2段1列） 

SA 用 115V 系蓄電池 

（3個並び2段1列） 

SA 用 115V 系蓄電池 

（2，3 個並び 2 段 1 列） 

たて 

横 

高さ 

(単位：mm) 
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3. 固有周期

3.1 固有周期の確認 

SA 用 115V 系蓄電池の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該設備に振動を与え自

由減衰振動を振動解析装置により記録解析し，確認する。試験の結果，剛構造であることを確

認した。固有周期の確認結果を表 3－1 に示す。 

表 3－1 固有周期 

SA 用 115V 系蓄電池 

（4 個並び 2段 1 列） 

水平 

鉛直 

SA 用 115V 系蓄電池 

（3 個並び 2段 1 列） 

水平 

鉛直 

SA 用 115V 系蓄電池 

（2，3 個並び 2 段 1 列） 

水平 

鉛直 

（単位：s） 
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4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

SA 用 115V 系蓄電池の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付

資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

SA 用 115V 系蓄電池の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事故等対処設備の評

価に用いるものを表 4－1 に示す。 

4.2.2 許容応力 

SA 用 115V 系蓄電池の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－2 の

とおりとする。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

SA 用115V 系蓄電池の使用材料の許容応力評価条件のうち，重大事故等対処設備の評価に

用いるものを表4－3に示す。 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【SA 用 115V 系蓄電池（4 個並び 2 段 1列）の耐震

性についての計算結果】，【SA 用 115V 系蓄電池（3 個並び 2段 1 列）の耐震性についての計算結

果】及び【SA 用 115V 系蓄電池（2，3 個並び 2段 1 列）の耐震性についての計算結果】の設計

条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 
SA 用 115V 系蓄電池 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。）

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

S2 Ⅴ-2-10-1-3-4 R0 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ

ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

(40mm＜径) 
周囲環境温度 40 215 400 ― 

取付ボルト 
SS400 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 40 235 400 ― 
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5. 機能維持評価

5.1 電気的機能維持評価方法 

SA 用 115V 系蓄電池の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

蓄電池は，ＪＥＡＧ４６０１-1987 において「装置」に分類され，機能維持評価は構造健全性

を確認することとされている。したがって，SA 用 115V 系蓄電池の機能維持評価は，支持構造物

が健全であることの確認により行う。 
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6. 評価結果

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

SA 用 115V 系蓄電池の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を

維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価は支持構造物が健全であることの確認により行うため，評価結果は

(1)構造強度評価結果による。
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【SA 用 115V 系蓄電池（4 個並び 2 段 1 列）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

SA 用 115V 系蓄電池 

（4 個並び 2 段 1 列） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

廃棄物処理建物 

EL 15.3

(EL 16.9＊1) 

－ － ＣＨ＝2.48＊2 Ｃｖ＝1.47＊2 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

1.2 機器要目 

部材 
１ｉ＊2

(mm)

２ｉ＊2

(mm)
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ

(MPa) 
Ｆｉ

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

510.5＊1 510.5＊1 4
― 258 ― 短辺方向 

640＊1 640＊1 4

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

430.5＊1 430.5＊1 6
― 280 ― 長辺方向 

760＊1 760＊1 2

 

部材 
ｍｉ

(kg) 

hｉ

(mm) 

ｄｉ 

(mm)

Ａｂｉ 

(mm2) ｎｉ
Ｓｙｉ 

(MPa)

Ｓｕｉ 

(MPa)

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
749＊1 16 

(M16)
201.1 16

215 

（40mm＜径）

400 

（40mm＜径）

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
683＊1 16 

(M16) 
201.1 12

235 

（16mm＜径≦40mm）

400 

（16mm＜径≦40mm） 

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。

＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
― ―

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
― ― 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SS400 

引張り ― ― σｂ１＝60 ƒｔｓ１＝154＊

せん断 ― ― τｂ１＝18 ƒｓｂ１＝119

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝75 ƒｔｓ２＝210＊

せん断 ― ― τｂ２＝23 ƒｓｂ２＝161

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]
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チャンネルベース

gｍ ･　

転倒方向

　　正面
（長辺方向）

　　側面
（短辺方向）

gｍ ･　

　基礎ボルト
(ケミカルアンカ)

基礎ボルト

ｈ
1

1 ＡＡ

 11  21

1

 21 11

 11  21

Ａ～Ａ矢視図

（　 ≦ 　） 11  21

ｈ
2

Ａ Ａ

チャンネルベース

取付ボルト

gｍ ･　2

転倒方向

　　正面
（長辺方向）

　取付ボルト

　側面
（短辺方向）

gｍ ･　2

Ａ～Ａ矢視図

（　 ≦ 　）

 12  22  12  22

 12  22

 12  22
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【SA 用 115V 系蓄電池（3 個並び 2 段 1 列）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

SA 用 115V 系蓄電池 

（3 個並び 2 段 1 列） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

廃棄物処理建物 

EL 15.3

(EL 16.9＊1) 

－ － ＣＨ＝2.48＊2 Ｃｖ＝1.47＊2 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ

(kg) 

hｉ

(mm) 

ｄｉ 

(mm)

Ａｂｉ 

(mm2) ｎｉ
Ｓｙｉ 

(MPa)

Ｓｕｉ 

(MPa)

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
749＊1 16 

(M16) 
201.1 16

215 

（40mm＜径）

400 

（40mm＜径）

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
683＊1 16 

(M16) 
201.1 12

235 

（16mm＜径≦40mm）

400 

（16mm＜径≦40mm） 

部材 
１ｉ＊2

(mm)

２ｉ＊2

(mm)
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ

(MPa) 
Ｆｉ

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

470＊1 500＊1 4
― 258 ― 短辺方向 

510.5＊1 510.5＊1 4

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

430.5＊1 430.5＊1 6
― 280 ― 長辺方向 

575＊1 605＊1 2

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。

＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
― ―

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
― ― 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SS400 

引張り ― ― σｂ１＝50 ƒｔｓ１＝154＊

せん断 ― ― τｂ１＝15 ƒｓｂ１＝119

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝74 ƒｔｓ２＝210＊

せん断 ― ― τｂ２＝19 ƒｓｂ２＝161

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]
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チャンネルベース

gｍ ･　

転倒方向

　　正面
（短辺方向）

　　側面
（長辺方向）

gｍ ･　

Ａ～Ａ矢視図

（　 ≦ 　）

　基礎ボルト
(ケミカルアンカ)

ＡＡ
ｈ

1

 11  21

1

11  21

基礎ボルト

1

 21 11

 11  21

ｈ
2

ＡＡ

チャンネルベース

取付ボルト

　取付ボルト

gｍ ･　2

転倒方向

　　正面
（長辺方向）

Ａ～Ａ矢視図

（　 ≦ 　）

　　側面
（短辺方向）

gｍ ･　2

 12  22  12  22

 22 12

 12  22



1
6 

S2 補 Ⅵ-2-10-1-3-9 R0 

【SA 用 115V 系蓄電池（2，3 個並び 2 段 1 列）の耐震性についての計算結果】 

1．重大事故等対処設備

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

SA 用 115V 系蓄電池 

（2，3 個並び 2 段 1 列） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

廃棄物処理建物 

EL 15.3

(EL 16.9＊1) 

－ － ＣＨ＝2.48＊2 Ｃｖ＝1.47＊2 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

1.2 機器要目 

部材 
１ｉ＊2

(mm)

２ｉ＊2

(mm)
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ

(MPa) 
Ｆｉ

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

390＊1 580＊1 4
― 258 ― 短辺方向 

510.5＊1 510.5＊1 4

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

430.5＊1 430.5＊1 6
― 280 ― 長辺方向 

495＊1 685＊1 2

 

部材 
ｍｉ

(kg) 

hｉ

(mm) 

ｄｉ 

(mm)

Ａｂｉ 

(mm2) ｎｉ
Ｓｙｉ 

(MPa)

Ｓｕｉ 

(MPa)

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
682＊1 16 

(M16) 
201.1 16

215 

（40mm＜径）

400 

（40mm＜径）

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
616＊1 16 

(M16) 
201.1 12

235 

（16mm＜径≦40mm）

400 

（16mm＜径≦40mm） 

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。

＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
― ―

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
― ― 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SS400 

引張り ― ― σｂ１＝42 ƒｔｓ１＝154＊

せん断 ― ― τｂ１＝13 ƒｓｂ１＝119

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張り ― ― σｂ２＝61 ƒｔｓ２＝210＊

せん断 ― ― τｂ２＝16 ƒｓｂ２＝161

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]
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チャンネルベース

gｍ ･　

転倒方向

　正面
（短辺方向）

　　側面
（長辺方向）

gｍ ･　

Ａ～Ａ矢視図

（　 ≦ 　）

　基礎ボルト
(ケミカルアンカ)

ＡＡ

ｈ
1

 11  21

1

11  21

基礎ボルト

1

 21 11

 11  21

ｈ
2

ＡＡ

チャンネルベース

取付ボルト

　取付ボルト

gｍ ･　2

転倒方向

　　正面
（長辺方向）

Ａ～Ａ矢視図

（　 ≦ 　）

　　側面
（短辺方向）

gｍ ･　2

 12  22  12  22

 22 12

 12  22
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Ⅵ-2-10-1-3-10 高圧炉心スプレイ系蓄電池の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維

持の設計方針に基づき，高圧炉心スプレイ系蓄電池が設計用地震力に対して十分な構造

強度を有し，電気的機能を維持できることを説明するものである。 

高圧炉心スプレイ系蓄電池は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事

故等対処設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）に分類される。以下，

設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評

価を示す。 

なお，高圧炉心スプレイ系蓄電池は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」

に記載の直立形盤に類するため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資

料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

高圧炉心スプレイ系蓄電池の構造計画を表 2－1に示す。
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

高圧炉心スプレイ系蓄電池は，基礎

に埋め込まれたチャンネルベース

に取付ボルトで設置する。 

直立形 

（鋼製架台に固定さ

れたベント形クラッ

ド式据置鉛蓄電池） 

【高圧炉心スプレイ系蓄電池】 

高さ

横

正面

（長辺方向）

取付ボルト

チャンネルベース

蓄電池

（短辺方向）

側面

たて

 

 

機器名称 
高圧炉心スプレイ系蓄電池 

（14個並び 2段 1列） 

高圧炉心スプレイ系蓄電池 

（12個並び 2段 1列） 

 たて   

横   

高さ   

(単位：mm) 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の確認 

 高圧炉心スプレイ系蓄電池の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該設備に振動を

与え自由減衰振動を振動解析装置により記録解析し，確認する。試験の結果，剛構造であるこ

とを確認した。固有周期の確認結果を表 3－1に示す。 

 

表 3－1 固有周期 

高圧炉心スプレイ系蓄電池 

（14個並び 2段 1列） 

水平  

鉛直  

高圧炉心スプレイ系蓄電池 

（12個並び 2段 1列） 

水平  

鉛直  

（単位：s） 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

高圧炉心スプレイ系蓄電池の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 

添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行

う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

高圧炉心スプレイ系蓄電池の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－2に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

高圧炉心スプレイ系蓄電池の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表

4－3のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

高圧炉心スプレイ系蓄電池の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表4－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－5に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【高圧炉心スプレイ系蓄電池（14個並び 2段 1列）

の耐震性についての計算結果】及び【高圧炉心スプレイ系蓄電池（12 個並び 2段 1列）の耐震

性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 

高圧炉心スプレイ系 

蓄電池 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ*
 ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 

高圧炉心スプレイ系 

蓄電池 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

     注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

     ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊
  
        

＊
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

取付ボルト 
SS41＊ 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 40 235 400 ― 

注記＊：SS400相当 

 

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

取付ボルト 
SS41＊ 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 40 235 400 ― 

注記＊：SS400相当 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

高圧炉心スプレイ系蓄電池の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

蓄電池は，ＪＥＡＧ４６０１-1987 において「装置」に分類され，機能維持評価は構造健全性

を確認することとされている。したがって，高圧炉心スプレイ系蓄電池の機能維持評価は，支持

構造物が健全であることの確認により行う。 
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

高圧炉心スプレイ系蓄電池の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。 発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を維持

できることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価は支持構造物が健全であることの確認により行うため，評価結果は

(1)構造強度評価結果による。 

 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

高圧炉心スプレイ系蓄電池の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的

機能を維持できることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価は支持構造物が健全であることの確認により行うため，評価結果は

(1)構造強度評価結果による。 
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【高圧炉心スプレイ系蓄電池（14 個並び 2 段 1 列）の耐震性についての計算結果】  

1. 設計基準対象施設  

1.1 設計条件  

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

高圧炉心スプレイ系蓄電池 

（14 個並び 2 段 1 列） 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 2.8 

(EL 8.8＊1) 

  ＣＨ＝1.07＊2 Ｃｖ＝0.49＊2 ＣＨ＝2.13＊3 Ｃｖ＝0.99＊3 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

1.2 機器要目  

部材 
ｍｉ 

(kg) 

hｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 
Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 6358＊1 16 

(M16) 2201.1 182 
2235 

（16mm＜径≦40mm） 
400 

（16mm＜径≦40mm） 

 
 

部材 
１ｉ＊2 

(mm) 

２ｉ＊2 

(mm) 
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

238＊1 262＊1 4 

235 280 短辺方向 短辺方向 

1119＊1 1131＊1 2 

 
 
 
 
 
 

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。 
＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊  

Ａ

ｈ

チャンネルベース

転倒方向

　　側面
（短辺方向）

g2ｍ ･　

　取付ボルト

2

Ａ

Ａ～Ａ矢視図

（　 ≦ 　）

g2ｍ ･　

　　正面
（長辺方向）

取付ボルト

 12  22  12  22

 12  22

 12  22
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                    (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 
1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                                            (単位：MPa) 
 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS41 

引張り σｂ２＝5 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝15 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝5 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝10 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。     注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 
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2. 重大事故等対処設備  

2.1 設計条件  

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

高圧炉心スプレイ系蓄電池 

（14 個並び 2 段 1 列） 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

原子炉建物 

EL 2.8 

(EL 8.8＊1) 

  ― ― ＣＨ＝2.13＊2 Ｃｖ＝0.99＊2 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

2.2 機器要目  

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

部材 
１ｉ＊2 

(mm) 

２ｉ＊2 
(mm) 

ｎｆｉ
＊2 

Ｆｉ 

(MPa) 
Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

238＊1 262＊1 4 
― 280 ― 短辺方向 

1119＊1 1131＊1 2 

 
 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

hｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 
Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 358＊1 16 

(M16) 201.1 8 235 

（16mm＜径≦40mm） 
400 

（16mm＜径≦40mm） 

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。 
＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊  

Ａ

ｈ

チャンネルベース

転倒方向

　　側面
（短辺方向）

g2ｍ ･　

　取付ボルト

2

Ａ

Ａ～Ａ矢視図

（　 ≦ 　）

g2ｍ ･　

　　正面
（長辺方向）

取付ボルト

 12  22  12  22

 12  22

 12  22
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                                     (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 
2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力                                                                           (単位：MPa) 
 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS41 

引張り ― ― σｂ２＝15 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝10 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。     注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 
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【高圧炉心スプレイ系蓄電池（12 個並び 2 段 1 列）の耐震性についての計算結果】  

1. 設計基準対象施設  

1.1 設計条件  

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

高圧炉心スプレイ系蓄電池 

（12 個並び 2 段 1 列） 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 2.8 

(EL 8.8＊1) 

  ＣＨ＝1.07＊2 Ｃｖ＝0.49＊2 ＣＨ＝2.13＊3 Ｃｖ＝0.99＊3 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

1.2 機器要目  

部材 
ｍｉ 

(kg) 

hｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 
Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 358＊1 

16 

(M16) 201.1 8 235 

（16mm＜径≦40mm） 
400 

（16mm＜径≦40mm） 
 
 

部材 
１ｉ＊2 

(mm) 

２ｉ＊2 

(mm) 
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

238＊1 262＊1 4 

235 280 短辺方向 短辺方向 

953＊1 957＊1 2 

 
 

＊  

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。 
＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

Ａ

ｈ

チャンネルベース

転倒方向

　　側面
（短辺方向）

g2ｍ ･　

　取付ボルト

2

Ａ

Ａ～Ａ矢視図

（　 ≦ 　）

取付ボルト

　　正面
（長辺方向）

g2ｍ ･　

 12  22  12  22

 12  22

 12  22
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                    (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 
1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                                            (単位：MPa) 
 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS41 

引張り σｂ２＝5 ƒｔｓ２＝176＊ σｂ２＝13 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 τｂ２＝5 ƒｓｂ２＝135 τｂ２＝9 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。     注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 
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2. 重大事故等対処設備  

2.1 設計条件  

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

高圧炉心スプレイ系蓄電池 

（12 個並び 2 段 1 列） 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

原子炉建物 

EL 2.8 

(EL 8.8＊1) 

  ― ― ＣＨ＝2.13＊2 Ｃｖ＝0.99＊2 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

2.2 機器要目  

 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

部材 
１ｉ＊2 

(mm) 

２ｉ＊2 

(mm) 
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

238＊1 262＊1 4 
― 280 ― 短辺 

953＊1 957＊1 2 

 
 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

hｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 
Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 358＊1 16 

(M16) 201.1 8 235 

（16mm＜径≦40mm） 
400 

（16mm＜径≦40mm） 

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。 
＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊  

Ａ

ｈ

チャンネルベース

転倒方向

　　側面
（短辺方向）

g2ｍ ･　

　取付ボルト

2

Ａ

Ａ～Ａ矢視図

（　 ≦ 　）

取付ボルト

　　正面
（長辺方向）

g2ｍ ･　

 12  22  12  22

 12  22

 12  22
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                                     (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 
2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力                                                                           (単位：MPa) 
 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS41 

引張り ― ― σｂ２＝13 ƒｔｓ２＝210＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝9 ƒｓｂ２＝161 

すべて許容応力以下である。     注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，原子炉中性子計装用蓄電池が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気

的機能を維持できることを説明するものである。 

原子炉中性子計装用蓄電池は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処

設備においては常設耐震重要重大事故防止設備に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大

事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，原子炉中性子計装用蓄電池は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載の

直立形盤に類するため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性

についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

原子炉中性子計装用蓄電池の構造計画を表 2－1に示す。
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

原子炉中性子計装用蓄電池は，基

礎に埋め込まれたチャンネルベー

スに取付ボルトで設置する。

直立形 

（鋼製架台に固定

されたベント形ク

ラッド式据置鉛蓄

電池） 

【原子炉中性子計装用蓄電池】 

高さ

横

正面

（長辺方向）

取付ボルト

チャンネルベース

蓄電池

（短辺方向）

側面

たて

機器名称 
A-原子炉中性子

計装用蓄電池

B-原子炉中性子

計装用蓄電池

たて 

横 

高さ 

(単位：mm) 
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3. 固有周期

3.1 固有周期の確認 

   原子炉中性子計装用蓄電池の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該設備に振動を  

与え自由減衰振動を振動解析装置により記録解析し，確認する。試験の結果，剛構造であるこ

とを確認した。固有周期の確認結果を表 3－1に示す。 

表 3－1 固有周期 

原子炉中性子計装用蓄電池 
水平 

鉛直 

（単位：s） 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

原子炉中性子計装用蓄電池の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 

添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行

う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉中性子計装用蓄電池の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－2に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

原子炉中性子計装用蓄電池の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表

4－3のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉中性子計装用蓄電池の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表4－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－5に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉中性子計装用蓄電池の耐震性についての

計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 

原子炉中性子計装用 

蓄電池 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ*
 ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用 

電源設備 

原子炉中性子計装用 

蓄電池 
常設耐震／防止 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
＊

 

＊
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

取付ボルト 
SS41＊ 

(40mm＜径) 
周囲環境温度 40 215 400 ― 

     注記＊：SS400相当 

 

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

取付ボルト 
SS41＊ 

(40mm＜径) 
周囲環境温度 40 215 400 ― 

     注記＊：SS400相当 
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

原子炉中性子計装用蓄電池の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

蓄電池は，ＪＥＡＧ４６０１-1987 において「装置」に分類され，機能維持評価は構造健全性

を確認することとされている。したがって，原子炉中性子計装用蓄電池の機能維持評価は，支持

構造物が健全であることの確認により行う。 
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉中性子計装用蓄電池の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を維持

できることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

 構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

 電気的機能維持評価は支持構造物が健全であることの確認により行うため，評価結果は

(1)構造強度評価結果による。 

 

 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉中性子計装用蓄電池の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的

機能を維持できることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

   構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

 電気的機能維持評価は支持構造物が健全であることの確認により行うため，評価結果は

(1)構造強度評価結果による。 
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Ａ

ｈ取付ボルト

チャンネルベース

転倒方向

　　側面
（短辺方向）

g2ｍ ･　

　　正面
（長辺方向）

　取付ボルト

2

g2ｍ ･　 Ａ

Ａ～Ａ矢視図

（　 ≦ 　）

 12  22  12  22

 12  22

 12  22

【原子炉中性子計装用蓄電池の耐震性についての計算結果】  

1. 設計基準対象施設  

1.1 設計条件  

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

原子炉中性子計装用蓄電池 Ｓ 

廃棄物処理建物 

EL 16.9＊1 

EL 12.3 

  ＣＨ＝1.06＊2 Ｃｖ＝0.74＊2 ＣＨ＝2.48＊3 Ｃｖ＝1.47＊3 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

    ＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度のいずれか大きい方，若しくはこれを上回る設計震度 

    ＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

1.2 機器要目  

部材 
ｍｉ 

(kg) 

hｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 
Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 260＊1 16 

（M16） 201.1 10 215 

（40mm＜径） 

400 

（40mm＜径） 
 
 

部材 

１ｉ＊2 

(mm) 

２ｉ＊2 

(mm) 
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

150＊1 150＊1 5 

215 258 短辺方向 短辺方向 

970＊1 970＊1 2 

 
 
 
 
 
 

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。 
＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊  
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1.3 計算数値  

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 

1.4 結論  
1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS41 

引張り σｂ２＝3 ƒｔｓ２＝161＊ σｂ２＝8 ƒｔｓ２＝193＊ 

せん断 τｂ２＝2 ƒｓｂ２＝124 τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝148 

すべて許容応力以下である。     注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 
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2. 重大事故等対処設備  

2.1 設計条件  

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

原子炉中性子計装用蓄電池 常設耐震／防止 

廃棄物処理建物 

EL 16.9＊1 

EL 12.3 

  － － ＣＨ＝2.48＊2 Ｃｖ＝1.47＊2 40 

 注記＊1：基準床レベルを示す。 

     ＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

2.2 機器要目  

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

部材 
１ｉ＊2 

(mm) 

２ｉ＊2 

(mm) 
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ 

(MPa) 
Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

150＊1 150＊1 5 
― 258 ― 短辺方向  

970＊1 970＊1 2 

 
 

 

部材 
ｍｉ 

(kg) 
hｉ 

(mm) 
ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
 260＊1 16 

(M16) 201.1 10 215 

（40mm＜径） 
400 

（40mm＜径） 

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。 
＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

＊  

Ａ

ｈ取付ボルト

チャンネルベース

転倒方向

　　側面
（短辺方向）

g2ｍ ･　

　　正面
（長辺方向）

　取付ボルト

2

g2ｍ ･　 Ａ

Ａ～Ａ矢視図

（　 ≦ 　）

 12  22  12  22

 12  22

 12  22
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2.3 計算数値  

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論  
2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS41 

引張り ― ― σｂ２＝8 ƒｔｓ２＝193＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝4 ƒｓｂ２＝148 

すべて許容応力以下である。     注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 
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1. 概要 

本資料は，設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の設計する際に，Ⅵ-2-1-5「波及的影響

に係る基本方針」の「4. 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設」にて選定した波及的影

響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針を説明するものである。 

 

2. 基本方針 

  波及的影響の設計対象とする下位クラス施設は，Ⅵ-2-1-5「波及的影響に係る基本方針」の「5. 

波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震設計方針」に基づき，以下「3. 耐震評価方

針」に示すとおり，耐震評価部位，地震応答解析方法，設計用地震動又は地震力，荷重の種類及

び荷重の組合せ並びに許容限界を定めて耐震評価を実施する。この耐震評価を実施するものとし

て，Ⅵ-2-1-5「波及的影響に係る基本方針」の「4. 波及的影響の設計対象とする下位クラス施

設」にて選定した波及的影響の設計対象とする下位クラス施設を，建物・構築物，機器・配管系

及び土木構造物に分けて表 2－1に示す。 
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表 2－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設（１／２） 

建物・構築物 

・１号機タービン建物 

・１号機廃棄物処理建物 

・２号機排気筒モニタ室 

・燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備 

・原子炉ウェルシールドプラグ 

・１号機排気筒 

・サイトバンカ建物 

・１号機原子炉建物 

機器・配管系 

・燃料プール冷却ポンプ室冷却機 

・原子炉浄化系補助熱交換器 

・ガンマ線遮蔽壁 

・原子炉建物天井クレーン 

・燃料取替機 

・制御棒貯蔵ハンガ 

・チャンネル着脱装置 

・耐火障壁 

・中央制御室天井照明 

・チャンネル取扱ブーム 

・循環水系配管 

・タービン補機海水系配管 

・給水系配管 

・タービンヒータドレン系配管 

・タービン補機冷却系熱交換器 

・復水輸送系配管 

・復水系配管 

・グランド蒸気排ガスフィルタ 

・格納容器空気置換排風機 

・消火系配管 

・廃棄物処理建物排気処理装置 

・取水槽ガントリクレーン 

・除じん機 

・タービン補機海水ストレーナ 

・主排気ダクト 

・高光度航空障害灯管制器 

・建物開口部竜巻防護対策設備 
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表 2－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設（２／２） 

土木構造物 

・取水槽海水ポンプエリア竜巻防護対策設備 

・取水槽循環水ポンプエリア竜巻防護対策設備 

・取水槽海水ポンプエリア防水壁 

・２号機放水路 

・３号機放水路 

・１号機取水管 

・施設護岸 

・１号機取水槽ピット部 

・免震重要棟遮蔽壁 

・復水貯蔵タンク遮蔽壁 
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3.  耐震評価方針 

 3.1 耐震評価部位 

   耐震評価部位については，対象設備の構造及び波及的影響の観点を考慮し，ＪＥＡＧ４６０

１及び工事計画での実績を参照した上で，耐震評価上厳しい箇所を選定する。 

 

  3.1.1 不等沈下又は相対変位の観点 

      (1) 地盤の不等沈下による影響 

不等沈下による影響は，Ⅵ-2-1-5「波及的影響に係る基本方針」の「4.1 不等沈下又

は相対変位の観点」に示すように，不等沈下の観点で波及的影響を及ぼす下位クラス施設

はない。 

      (2) 建物間の相対変位による影響 

        a. １号機タービン建物 

            １号機タービン建物は，相対変位により制御室建物及び２号機タービン建物に衝突す

る可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力

に対して，１号機タービン建物の相対変位による衝突の有無の確認を行い，衝突する場

合には衝突時に制御室建物及び２号機タービン建物に影響がないことを確認する。 

 

        b. １号機廃棄物処理建物 

 １号機廃棄物処理建物は，相対変位により制御室建物及び２号機廃棄物処理建物に衝

突する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地

震力に対して，１号機廃棄物処理建物の相対変位による衝突の有無の確認を行い，衝突

する場合には衝突時に制御室建物及び２号機廃棄物処理建物に影響がないことを確認す

る。 

 

        c. ２号機排気筒モニタ室 

 ２号機排気筒モニタ室は，相対変位により２号機排気筒に衝突する可能性が否定でき

ないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，２号機排

気筒モニタ室の相対変位による衝突の有無の確認を行い，衝突する場合には衝突時に２

号機排気筒に影響がないことを確認する。 

 

        d. 燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備は，相対変位により２号機排気筒に衝突する

可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に

対して，燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備の相対変位による衝突の有無の確認を

行い，衝突する場合には衝突時に２号機排気筒に影響がないことを確認する。 

 

    3.1.2 接続部の観点 

      (1) 接続部における相互影響 
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a. 燃料プール冷却ポンプ室冷却機 

 原子炉補機冷却系配管に系統上接続されている下位クラス施設である燃料プール冷却

ポンプ室冷却機の損傷により，上位クラス施設の原子炉補機冷却系配管の機能喪失の可

能性が否定できない。このため，上位クラス施設の原子炉補機冷却系配管と系統上接続

されている下位クラス施設の燃料プール冷却ポンプ室冷却機について，上位クラス施設

の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材及び支持部の評価を実施す

る。 

 

      b. 原子炉浄化系補助熱交換器 

            原子炉補機冷却系配管に系統上接続されている下位クラス施設である原子炉浄化系補

助熱交換器の損傷により，上位クラス施設の原子炉補機冷却系配管の機能喪失の可能性

が否定できない。このため，上位クラス施設の原子炉補機冷却系配管と系統上接続され

ている下位クラス施設の原子炉浄化系補助熱交換器について，上位クラス施設の設計に

適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材及び支持部の評価を実施する。 

 

3.1.3 建物内施設の損傷，転倒，落下等の観点 

(1) 施設の損傷，転倒，落下等による影響 

        a. ガンマ線遮蔽壁 

            ガンマ線遮蔽壁は，転倒により原子炉圧力容器に衝突し，原子炉圧力容器が損傷する

可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に

対して，主要構造部材の評価を実施する。 

 

        b. 原子炉建物天井クレーン 

            原子炉建物天井クレーンは，本体及び吊荷の転倒又は落下により燃料プール，使用済

燃料貯蔵ラック等に衝突し，燃料プール，使用済燃料貯蔵ラック等が損傷する可能性が

否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，

主要構造部材，支持部及び吊具の評価を実施する。 

 

        c. 燃料取替機 

            燃料取替機は，本体及び吊荷の転倒又は落下により燃料プール，使用済燃料貯蔵ラッ

ク等に衝突し，燃料プール，使用済燃料貯蔵ラック等が損傷する可能性が否定できない

ことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部

材，支持部及び吊具の評価を実施する。 

 

        d. 制御棒貯蔵ハンガ 

            制御棒貯蔵ハンガは，転倒又は落下により燃料プール，使用済燃料貯蔵ラック等に衝

突し，燃料プール，使用済燃料貯蔵ラック等が損傷する可能性が否定できないことか

ら，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材及び支
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持部の評価を実施する。 

 

        e. チャンネル着脱装置 

            チャンネル着脱装置は，転倒又は落下により燃料プール，使用済燃料貯蔵ラック等に

衝突し，燃料プール，使用済燃料貯蔵ラック等が損傷する可能性が否定できないことか

ら，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材，支持

部及び吊具の評価を実施する。 

 

        f. 耐火障壁 

            耐火障壁は，転倒により原子炉補機冷却系熱交換器，中央制御室送風機等に衝突し，

原子炉補機冷却系熱交換器，中央制御室送風機等が損傷する可能性が否定できないこと

から，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材及び

支持部の評価を実施する。 

 

        g. 原子炉ウェルシールドプラグ 

            原子炉ウェルシールドプラグは，落下により原子炉格納容器に衝突し，原子炉格納容

器が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動

又は地震力に対して，主要構造部材の評価を実施する。 

 

        h. 中央制御室天井照明 

            中央制御室天井照明は，落下により安全設備制御盤，原子炉制御盤等に衝突し，安全

設備制御盤，原子炉制御盤等が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施

設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材及び支持部の評価を実施

する。 

 

        i. チャンネル取扱ブーム 

            チャンネル取扱ブームは，転倒又は落下により燃料プール及び使用済燃料貯蔵ラック

に衝突し，燃料プール及び使用済燃料貯蔵ラックが損傷する可能性が否定できないこと

から，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材及び

支持部の評価を実施する。 

 

        j. 燃料プール冷却ポンプ室冷却機 

            燃料プール冷却ポンプ室冷却機は，転倒により原子炉補機冷却系配管に衝突し，原子

炉補機冷却系配管が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に

適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材及び支持部の評価を実施する。 

 

        k. 原子炉浄化系補助熱交換器 

            原子炉浄化系補助熱交換器は，転倒により原子炉補機冷却系配管に衝突し，原子炉補

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
1
 R
0 



 

7 

  

機冷却系配管が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用

する地震動又は地震力に対して，主要構造部材及び支持部の評価を実施する。 

 

        l. 循環水系配管 

            循環水系配管は，転倒により復水器エリア防水壁及びタービン建物漏えい検知器に衝

突し，復水器エリア防水壁及びタービン建物漏えい検知器が損傷する可能性が否定でき

ないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，配管系及

び支持部の評価を実施する。 

 

        m. タービン補機海水系配管 

            タービン補機海水系配管は，落下により原子炉補機海水系配管（放水配管含む）及び

復水器エリア防水壁に衝突し，原子炉補機海水系配管（放水配管含む）及び復水器エリ

ア防水壁が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する

地震動又は地震力に対して，配管系及び支持部の評価を実施する。 

 

        n. 給水系配管 

            給水系配管は，落下により原子炉補機海水系配管に衝突し，原子炉補機海水系配管が

損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は

地震力に対して，配管系及び支持部の評価を実施する。 

 

        o. タービンヒータドレン系配管 

            タービンヒータドレン系配管は，落下により原子炉補機海水系配管に衝突し，原子炉

補機海水系配管が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適

用する地震動又は地震力に対して，配管系及び支持部の評価を実施する。 

 

        p. タービン補機冷却系熱交換器 

            タービン補機冷却系熱交換器は，転倒により原子炉補機海水系配管（放水配管）に衝

突し，原子炉補機海水系配管（放水配管）が損傷する可能性が否定できないことから，

上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材及び支持部

の評価を実施する。 

 

        q. 復水輸送系配管 

            復水輸送系配管は，落下により非常用ガス処理系配管に衝突し，非常用ガス処理系配

管が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動

又は地震力に対して，配管系及び支持部の評価を実施する。 

 

        r. 復水系配管 

            復水系配管は，落下により非常用ガス処理系配管に衝突し，非常用ガス処理系配管が
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損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は

地震力に対して，配管系及び支持部の評価を実施する。 

 

        s. グランド蒸気排ガスフィルタ 

            グランド蒸気排ガスフィルタは，転倒により非常用ガス処理系配管，高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電設備 燃料配管等に衝突し，非常用ガス処理系配管，高圧炉心スプ

レイ系ディーゼル発電設備 燃料配管等が損傷する可能性が否定できないことから，上

位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材及び支持部の

評価を実施する。 

 

        t. 格納容器空気置換排風機 

            格納容器空気置換排風機は，転倒により原子炉棟空調換気系入口隔離弁に衝突し，原

子炉棟空調換気系入口隔離弁が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施

設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，支持部の評価を実施する。 

 

        u. 消火系配管 

            消火系配管は，落下により高圧炉心スプレイ補機海水系配管に衝突し，高圧炉心スプ

レイ補機海水系配管が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計

に適用する地震動又は地震力に対して，配管系及び支持部の評価を実施する。 

 

        v. 廃棄物処理建物排気処理装置 

            廃棄物処理建物排気処理装置は，転倒により高圧原子炉代替注水ポンプ用電路に衝突

し，高圧原子炉代替注水ポンプ用電路が損傷する可能性が否定できないことから，上位

クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材及び支持部の評

価を実施する。 

 

    3.1.4 屋外施設の損傷，転倒，落下等の観点  

      (1) 施設の損傷，転倒，落下等による影響 

        a. 取水槽海水ポンプエリア竜巻防護対策設備 

            取水槽海水ポンプエリア竜巻防護対策設備は，落下により原子炉補機海水ポンプ，原

子炉補機海水系配管等に衝突し，原子炉補機海水ポンプ，原子炉補機海水系配管等が損

傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地

震力に対して，主要構造部材の評価を実施する。 

 

        b. 取水槽ガントリクレーン 

            取水槽ガントリクレーンは，転倒及び落下により原子炉補機海水ポンプ，原子炉補機

海水系配管等に衝突し，原子炉補機海水ポンプ，原子炉補機海水系配管等が損傷する可

能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対
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して，主要構造部材，支持部及び吊具の評価を実施する。 

 

        c. １号機排気筒 

            １号機排気筒は，損傷及び転倒により原子炉補機海水ポンプ，２号機原子炉建物等に

衝突し，原子炉補機海水ポンプ，２号機原子炉建物等が損傷する可能性が否定できない

ことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材

の評価を実施する。 

 

        d. 除じん機 

            除じん機は，損傷により原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ

に衝突し，原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプが損傷する可能

性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対し

て，主要構造部材及び支持部の評価を実施する。 

 

        e. 取水槽循環水ポンプエリア竜巻防護対策設備 

            取水槽循環水ポンプエリア竜巻防護対策設備は，落下により原子炉補機海水系配管，

高圧炉心スプレイ補機海水系配管等に衝突し，原子炉補機海水系配管，高圧炉心スプレ

イ補機海水系配管等が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計

に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材の評価を実施する。 

 

        f. 取水槽海水ポンプエリア防水壁 

            取水槽海水ポンプエリア防水壁は，落下により取水槽水位計及び除じん系配管（ポン

プ入口配管，ポンプ出口～取水槽海水ポンプエリア境界壁）に衝突し，取水槽水位計及

び除じん系配管（ポンプ入口配管，ポンプ出口～取水槽海水ポンプエリア境界壁）が損

傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地

震力に対して，主要構造部材の評価を実施する。 

 

        g. タービン補機海水ストレーナ 

            タービン補機海水ストレーナは，転倒により循環水系配管（ポンプ出口～タービン建

物外壁）及び取水槽漏えい検知器に衝突し，循環水系配管（ポンプ出口～タービン建物

外壁）及び取水槽漏えい検知器が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス

施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材及び支持部の評価を実

施する。 

 

        h. サイトバンカ建物 

            サイトバンカ建物（増築部含む）は，損傷及び転倒により防波壁に衝突し，防波壁が

損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は

地震力に対して，主要構造部材の評価を実施する。 
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i. １号機取水槽ピット部

１号機取水槽ピット部は，損傷及び落下により１号機取水槽流路縮小工及び１号機取

水槽北側壁に衝突し，１号機取水槽流路縮小工及び１号機取水槽北側壁が損傷する可能

性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対し

て，主要構造部材の評価を実施する。 

j. ２号機放水路

２号機放水路は，地震により損傷した場合，防波壁に波及的影響を及ぼすおそれが否

定できないことから，２号機放水路による波及的影響を踏まえて防波壁の有する機能を

保持するよう，防波壁を設計する。 

k. ３号機放水路

３号機放水路は，地震により損傷した場合，防波壁に波及的影響を及ぼすおそれが否

定できないことから，３号機放水路による波及的影響を踏まえて防波壁の有する機能を

保持するよう，防波壁を設計する。 

l. １号機取水管

１号機取水管は，地震により損傷した場合，防波壁に波及的影響を及ぼすおそれが否

定できないことから，１号機取水管による波及的影響を踏まえて防波壁の有する機能を

保持するよう，防波壁を設計する。 

m. 施設護岸

施設護岸は，地震により損傷した場合，防波壁に波及的影響を及ぼすおそれが否定で

きないことから，施設護岸による波及的影響を踏まえて防波壁の有する機能を保持する

よう，防波壁を設計する。 

n. １号機原子炉建物

１号機原子炉建物は，損傷及び転倒により制御室建物及び２号機廃棄物処理建物に衝

突し，制御室建物及び２号機廃棄物処理建物が損傷する可能性が否定できないことか

ら，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材の評価

を実施する。 

o. １号機タービン建物

１号機タービン建物は，損傷及び転倒により制御室建物，２号機タービン建物等に衝

突し，制御室建物，２号機タービン建物等が損傷する可能性が否定できないことから，

上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材の評価を実

施する。 
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        p. １号機廃棄物処理建物 

            １号機廃棄物処理建物は，損傷及び転倒により制御室建物及び２号機廃棄物処理建物

に衝突し，制御室建物及び２号機廃棄物処理建物が損傷する可能性が否定できないこと

から，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材の評

価を実施する。 

 

        q. ２号機排気筒モニタ室 

            ２号機排気筒モニタ室は，損傷及び転倒により２号機排気筒に衝突し，２号機排気筒

が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又

は地震力に対して，主要構造部材の評価を実施する。 

 

        r. 燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備 

            燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備は，転倒及び落下により２号機排気筒，非常

用ディーゼル発電設備 A-ディーゼル燃料移送ポンプ等に衝突し，２号機排気筒，非常

用ディーゼル発電設備 A-ディーゼル燃料移送ポンプ等が損傷する可能性が否定できな

いことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部

材の評価を実施する。 

 

        s. 主排気ダクト 

            主排気ダクトは，転倒及び落下により２号機排気筒に衝突し，２号機排気筒が損傷す

る可能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力

に対して，主要構造部材及び支持部の評価を実施する。 

 

        t. 免震重要棟遮蔽壁 

            免震重要棟遮蔽壁は，転倒により緊急時対策所に衝突し，緊急時対策所が損傷する可

能性が否定できないことから，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対

して，主要構造部材の評価を実施する。 

 

        u. 復水貯蔵タンク遮蔽壁 

            復水貯蔵タンク遮蔽壁は，転倒により B－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽に衝突

し，Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽が損傷する可能性が否定できないことから，

上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材の評価を実

施する。 

 

        v. 高光度航空障害灯管制器 

            高光度航空障害灯管制器は，転倒により排気筒（非常用ガス処理系用）に衝突し，排

気筒（非常用ガス処理系用）が損傷する可能性が否定できないことから，上位クラス施
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設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，支持部の評価を実施する。 

 

        w. タービン補機海水系配管 

            タービン補機海水系配管は，落下により原子炉補機海水系配管（放水配管）に衝突

し，原子炉補機海水系配管（放水配管）が損傷する可能性が否定できないことから，上

位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，配管系及び支持部の評価を

実施する。 

 

        x. 建物開口部竜巻防護対策設備 

            建物開口部竜巻防護対策設備は，比較的大型の鋼製構造物であり，地震により破損・

脱落した場合，広範囲に波及的影響を及ぼすおそれが否定できないことから，上位クラ

ス施設の設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材及び支持部の評価を

実施する。 

 

           なお，防波壁（西端部）周辺斜面，防波壁（東端部）周辺斜面，２号機南側切取斜

面，２号機西側切取斜面，緊急時対策所周辺斜面，ガスタービン発電機建物周辺斜面及

び２号機南側盛土斜面については，基準地震動Ｓｓに対して斜面の崩壊のおそれがない

ことを確認している。 

 

 3.2 地震応答解析 

      地震応答解析については，Ⅵ-2-1-5「波及的影響に係る基本方針」の「5.2 地震応答解

析」に基づき，下位クラス施設に適用する方法として，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」

に記載の建物・構築物，機器・配管系又は屋外重要土木構造物それぞれの地震応答解析の方針

に従い実施する。 

 

 3.3 設計用地震動又は地震力 

      設計用地震動又は地震力については，Ⅵ-2-1-5「波及的影響に係る基本方針」の「5.3 設

計用地震動又は地震力」に基づき，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力とし

て，基準地震動Ｓｓを適用する。 

 

 3.4 荷重の種類及び荷重の組合せ 

      荷重の種類及び荷重の組合せについては，Ⅵ-2-1-5「波及的影響に係る基本方針」の「5.4 

荷重の種類及び荷重の組合せ」に基づき，波及的影響を受けるおそれのある上位クラス施設の

運転状態において下位クラス施設に発生する荷重として，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」の

設計基準対象施設又は常設重大事故等対処施設の荷重の組合せを適用し，上位クラス施設が設

計基準対象施設のうち耐震重要度分類のＳクラスに属する施設，その間接支持構造物及び屋外

重要土木構造物（以下「Ｓクラス施設等」という。）の場合は運転状態Ⅰ～Ⅳとして，重大事

故等対象施設のうち常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備及び常設重大事故
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防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳクラスのもの）並びにこれ

らが設置される常設重大事故等対処施設（以下「重要ＳＡ施設」という。）の場合は運転状態

Ｖとして発生する荷重を設定する。また，屋外に設置されている施設については，Ⅵ-2-1-9

「機能維持の基本方針」の風荷重及び積雪荷重の組合せの考え方に基づき設定する。 

 

 3.5 許容限界 

      波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の評価に用いる許容限界については，Ⅵ-2-1-5

「波及的影響に係る基本方針」の「5.5 許容限界」に基づき，波及的影響を受けるおそれの

ある上位クラス施設と同じ運転状態において，下位クラス施設が波及的影響を及ぼすおそれが

ないよう，また，上位クラス施設の機能に影響がないよう，以下，建物・構築物，機器・配管

系及び土木構造物に分けて設定する。 

 

    3.5.1 建物・構築物 

           建物・構築物については，Ⅵ-2-1-5「波及的影響に係る基本方針」の「5.5 許容限

界」に基づき，距離，許容応力度，せん断ひずみ及び層間変形角を許容限界とする。 

許容応力度においては「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」に基づき，許容応

力度を設定する。せん断ひずみにおいては，ＪＥＡＧ４６０１—1987 に基づく終局点に

対応するせん断ひずみを許容限界として設定する。層間変形角においては，「建築基準法

及び同施行令」に基づく評価基準値を許容限界として設定する。 

 

    3.5.2 機器・配管系 

           機器・配管系については，Ⅵ-2-1-5「波及的影響に係る基本方針」の「5.5 許容限

界」に基づき，下位クラス施設が破断延性限界に十分な余裕を有していることに相当す

る許容限界として，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に示す許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡ

Ｓの許容限界を設定する。 

 

    3.5.3 土木構造物 

           土木構造物については，Ⅵ-2-1-5「波及的影響に係る基本方針」の「5.5 許容限界」

に基づき，構造部材の短期許容応力度又は終局耐力並びに構造物の層間変形角に対して

妥当な安全余裕を考慮して設定する。 

 

 3.6 まとめ 

      以上を踏まえ，波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針を表 3－1に示

す。 

評価の観点の欄については，Ⅵ-2-1-5「波及的影響に係る基本方針」において設定した以下

の４つの設計の観点のうち，当該施設に該当する項目を記載する。 

 

    ①設置地盤及び地震応答性状の相違等に起因する相対変位又は不等沈下による影響 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-1
1-
1
 R
0 
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②耐震重要施設と下位のクラスの施設との接続部における相互影響 

③建屋内における下位のクラスの施設の損傷，転倒及び落下等による耐震重要施設への影響 

④建屋外における下位のクラスの施設の損傷，転倒及び落下等による耐震重要施設への影響 

 

     評価条件の欄については，波及的影響を受けるおそれのある上位クラス施設と同じ運転状態

を想定することから，上位クラス施設がＳクラス施設等の場合は「ＤＢ」，重要ＳＡ施設の場合

は「ＳＡ」と評価条件に明記する。また，荷重の種類及び荷重の組合せに用いている記号はⅥ

-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づく。 

各施設の詳細な評価は，Ⅵ-2-11-2「波及的影響を及ぼすおそれのある施設の耐震性について

の計算書」以降の各計算書に示す。 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
11

-1
 R
0 



 

 

  

15
 

S2 補 Ⅵ-2-11-1 R0 

 

表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（１／１５） 

（建物・構造物） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

１号機タービン建物 
①（相対変位） 

④ 
主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

ＤＢ 

①１号機タービン建物と制御室建

物及び２号機タービン建物との

離隔距離を適用する。 

④ＪＥＡＧ４６０１-1987 に基づく

終局点に対応するせん断ひずみ

を適用する。 ＳＡ 

１号機廃棄物処理建物 
①（相対変位） 

④ 
主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

ＤＢ 

①１号機廃棄物処理建物と制御室

建物及び２号機廃棄物処理建物

との離隔距離を適用する。 

④ＪＥＡＧ４６０１-1987 に基づく

終局点に対応するせん断ひずみ

を適用する。 ＳＡ 

２号機排気筒モニタ室 
①（相対変位） 

④ 
主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

ＤＢ 

①２号機排気筒モニタ室と２号機

排気筒との離隔距離を適用す

る。 

④ＪＥＡＧ４６０１-1987 に基づく

終局点に対応するせん断ひずみ

を適用する。 

ＳＡ 
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S2 補 Ⅵ-2-11-1 R0 

 

表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（２／１５） 

（建物・構造物） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

燃料移送ポンプエリア

竜巻防護対策設備 

①（相対変位） 

④ 
主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

ＤＢ 

①燃料移送ポンプエリア竜巻防護

対策設備と２号機排気筒との離

隔距離を適用する。 

④「建築基準法及び同施行令」に

基づく層間変形角の評価基準値

を許容限界として設定する。 
ＳＡ 

原子炉ウェルシールド

プラグ 
③ 主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

ＤＢ 「鉄筋コンクリート構造計算規

準・同解説」等に基づき，許容応

力度を設定する。 ＳＡ 

１号機排気筒 ④ 主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

ＤＢ 
「建築基準法及び同施行令」に基

づく層間変形角の評価基準値を許

容限界として設定する。 
ＳＡ 

サイトバンカ建物 ④ 主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ ＤＢ 

ＪＥＡＧ４６０１-1987 に基づく終

局点に対応するせん断ひずみを適

用する。 
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S2 補 Ⅵ-2-11-1 R0 

 

表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（３／１５） 

（建物・構造物） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

１号機原子炉建物 ④ 主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

ＤＢ 

ＪＥＡＧ４６０１-1987 に基づく終

局点に対応するせん断ひずみを適

用する。 

「建築基準法及び同施行令」に基

づく層間変形角の評価基準値を許

容限界として設定する。 ＳＡ 
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S2 補 Ⅵ-2-11-1 R0 

 

表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（４／１５） 

（機器・配管系） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

燃料プール冷却ポンプ

室冷却機 
②，③ 

主要構造部材 

支持部 
Ｓｓ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

示すクラス３容器及びクラス３支

持構造物の許容応力（許容応力状態

ⅣＡＳ）を適用する。 

原子炉浄化系補助熱交

換器 
②，③ 

主要構造部材 

支持部 
Ｓｓ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

示すクラス３容器及びクラス３支

持構造物の許容応力（許容応力状態

ⅣＡＳ）を適用する。 

ガンマ線遮蔽壁 ③ 主要構造部材 Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 
「鋼構造設計規準－許容応力度設

計法－((社)日本建築学会,2005 改

定)」に基づく許容応力度を適用す

る。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ 

＋Ｓｓ 
ＳＡ 
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S2 補 Ⅵ-2-11-1 R0 

 

表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（５／１５） 

（機器・配管系） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

原子炉建物天井 

クレーン 
③ 

主要構造部材 

支持部 

吊具 

Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

示すその他の支持構造物の許容応

力（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡＳ）

を適用する。 

吊具については，クレーン構造規格

及び日本クレーン協会規格に定め

られた安全率を上回るように設定

された許容荷重を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

燃料取替機 ③ 

主要構造部材 

支持部 

吊具 

Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

示すその他の支持構造物の許容応

力（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡＳ）

を適用する。 

吊具については，クレーン構造規

格及び日本クレーン協会規格に定

められた安全率を上回るように設

定された許容荷重を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 
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表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（６／１５） 

（機器・配管系） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

制御棒貯蔵ハンガ ③ 
主要構造部材 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 
Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に示すその他の支持構造物の許容

応力（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡ

Ｓ）を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

チャンネル着脱装置 ③ 

主要構造部材 

支持部 

吊具 

Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 
Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に示すその他の支持構造物の許容

応力（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡ

Ｓ）を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

耐火障壁 ③ 
主要構造部材 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 
Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に示すその他の支持構造物の許容

応力（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡ

Ｓ）を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

中央制御室天井照明 ③ 
主要構造部材 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に示すその他の支持構造物の許容

応力（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡ

Ｓ）を適用する。 

支持部については「各種合成構造設

計指針・同解説」に基づく許容荷重

を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 
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表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（７／１５） 

（機器・配管系） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

チャンネル取扱ブーム ③ 
主要構造部材 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 
Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に示すその他の支持構造物の許容

応力（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤ

ＡＳ）を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

循環水系配管 ③ 
配管系 

支持部 
Ｓｓ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に示すクラス３管及びクラス３支

持構造物の許容応力（許容応力状

態ⅣＡＳ）を適用する。 

タービン補機海水系配管 ③，④ 
配管系 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に示すクラス３管及び重大事故等

クラス２管（クラス３管）並びに

クラス３支持構造物及び重大事故

等クラス２支持構造物の許容応力

（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡ

Ｓ）を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 
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表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（８／１５） 

（機器・配管系） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

給水系配管 ③ 
配管系 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に示すクラス３管及び重大事故等

クラス２管（クラス３管）並びに

クラス３支持構造物及び重大事故

等クラス２支持構造物の許容応力

（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡ

Ｓ）を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

タービンヒータドレン系

配管 
③ 

配管系 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に示すクラス３管及び重大事故等

クラス２管（クラス３管）並びに

クラス３支持構造物及び重大事故

等クラス２支持構造物の許容応力

（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡ

Ｓ）を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 
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表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（９／１５） 

（機器・配管系） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

タービン補機冷却系熱交

換器 
③ 

主要構造部材 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 
Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に示すクラス３容器及びクラス

３支持構造物の許容応力（許容応

力状態ⅣＡＳ及びⅤＡＳ）を適用

する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

復水輸送系配管 ③ 
配管系 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に示すクラス３管及び重大

事故等クラス２管（クラス３

管）並びにクラス３支持構造物

及び重大事故等クラス２支持構

造物の許容応力（許容応力状態

ⅣＡＳ及びⅤＡＳ）を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 
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表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（１０／１５） 

（機器・配管系） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

復水系配管 ③ 
配管系 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に示すクラス３管及び重大

事故等クラス２管（クラス３

管）並びにクラス３支持構造物

及び重大事故等クラス２支持構

造物の許容応力（許容応力状態

ⅣＡＳ及びⅤＡＳ）を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

グランド蒸気排ガスフィ

ルタ 
③ 

主要構造部材 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に示すクラス３容器及びク

ラス３支持構造物の許容応力

（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡ

Ｓ）を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

格納容器空気置換排風機 ③ 支持部 Ｓｓ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に示すその他の支持構造物の許

容応力（許容応力状態ⅣＡＳ）を

適用する 
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表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（１１／１５） 

（機器・配管系） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

消火系配管 ③ 
配管系 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に示すクラス３管及び重大

事故等クラス２管（クラス３

管）並びにクラス３支持構造物

及び重大事故等クラス２支持構

造物の許容応力（許容応力状態

ⅣＡＳ及びⅤＡＳ）を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

廃棄物処理建物排気処理

装置 
③ 

主要構造部材 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に示すクラス３容器及びク

ラス３支持構造物の許容応力

（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡ

Ｓ）を適用する。 
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表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（１２／１５） 

（機器・配管系） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

取水槽ガントリ 

クレーン 
④ 

主要構造部材 

支持部 

吊具 

Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

示すその他の支持構造物の許容応

力（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡ

Ｓ）を適用する。 

吊具については，クレーン構造規

格及び日本クレーン協会規格に定

められた安全率を上回るように設

定された許容荷重を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

除じん機 ④ 
主要構造部材 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 
Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に示すその他の支持構造物の許容

応力（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤ

ＡＳ）を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

タービン補機海水ストレ

ーナ 
④ 

主要構造部材 

支持部 
Ｓｓ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に示すクラス３容器及びクラス３

支持構造物の許容応力（許容応力

状態ⅣＡＳ及びⅤＡＳ）を適用す

る。 
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表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（１３／１５） 

（機器・配管系） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

主排気ダクト ④ 
主要構造部材 

支持部 
Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に示すクラス４管及び重大事故等

クラス２管（クラス４管）並びに

その他の支持構造物の許容応力

（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡ

Ｓ）を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ 
ＳＡ 

高光度航空障害灯管制器 ④ 支持部 Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＋

ＰＫ＋ＰＳ 
ＤＢ 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に示すその他の支持構造物の許容

応力（許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤ

ＡＳ）を適用する。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋

Ｓｓ＋ＰＫ＋ＰＳ 
ＳＡ 

建物開口部竜巻防護対策

設備 
④ 

主要構造部材 

支持部 
Ｓｓ Ｄ＋Ｓｓ＋Ｐｓ 

ＤＢ 

「鋼構造設計規準－許容応力度設

計法－((社)日本建築学会,2005改

定)」に基づく許容応力度を適用す

る。 

「各種合成構造設計指針・同解説

((社)日本建築学会,2010 改定」に

基づくアンカー耐力を適用する。 

ＳＡ 
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表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（１４／１５） 

（土木構造物） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

取水槽海水ポンプエリ

ア竜巻防護対策設備 
④ 主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

ＤＢ 

「鋼構造設計規準－許容応力度設

計法－((社)日本建築学会,2005 改

定)」及び「各種合成構造設計指

針・同解説((社)日本建築学

会,2010 改定」に基づく短期許容応

力度を適用する。 

ＳＡ 

取水槽循環水ポンプエ

リア竜巻防護対策設備 
④ 主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

ＤＢ 

「鋼構造設計規準－許容応力度設

計法－((社)日本建築学会,2005 改

定)」及び「各種合成構造設計指

針・同解説((社)日本建築学

会,2010 改定」に基づく短期許容応

力度を適用する。 

ＳＡ 

取水槽海水ポンプエリ

ア防水壁 
④ 主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ ＤＢ 

「鋼構造設計規準－許容応力度設

計法－((社)日本建築学会,2005 改

定)」及び「各種合成構造設計指

針・同解説((社)日本建築学

会,2010 改定」に基づく短期許容応

力度を適用する。 
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表 3－1 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震評価方針（１５／１５） 

（土木構造物） 

設計対象 

下位クラス施設 
評価の観点 耐震評価部位 

設計用

地震動 

荷重の種類 

荷重の組合せ 

評価

条件 
許容限界設定の考え方 

１号機取水槽ピット部 ④ 主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ ＤＢ 

「土木学会マニュアル 2005」に基

づく圧縮縁コンクリート限界ひず

み及びせん断耐力を適用する。 

免震重要棟遮蔽壁 ④ 主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ ＳＡ 

遮蔽壁については「土木学会マニ

ュアル 2005」に基づく圧縮縁コン

クリート限界ひずみ及びせん断耐

力，鋼管杭については「道路橋示

方書・同解説 Ⅴ耐震設計編（平

成 14年 3月）」に基づく全塑性モ

ーメント及び終局強度を適用す

る。 

復水貯蔵タンク遮蔽壁 ④ 主要構造部材 Ｓｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

ＤＢ 「コンクリート標準示方書 2002」に

基づく終局耐力及び許容応力度を

適用する。 ＳＡ 
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Ⅵ-2-11-2-1-1 １号機原子炉建物の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価

方針」に基づき，１号機原子炉建物が制御室建物及び廃棄物処理建物に対して，波及的

影響を及ぼさないことを説明するものである。 

その波及的影響の評価は，制御室建物及び廃棄物処理建物の有する機能が保持される

ことを確認するために，施設の損傷，転倒及び落下等による影響では，１号機原子炉建

物の構造物全体としての変形性能の評価を実施する。 

 

2. 基本方針 

2.1 位置 

１号機原子炉建物の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 １号機原子炉建物の設置位置 

 PN

１号機原子炉建物 
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2.2 構造概要 

１号機原子炉建物は，地上 5 階，地下 1 階建の鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）

の建物である。１号機原子炉建物の概略平面図を図 2－2 に，概略断面図を図 2－3 に，

建物配置図を図 2－4 に示す。 

１号機原子炉建物の平面は，49.01m＊（ＮＳ）×41.96m＊（ＥＷ）であり，基礎スラ

ブ底面からの高さは 59.7m である。 

１号機原子炉建物の基礎は厚さ 3.0m のべた基礎で，岩盤に直接設置している。 

 

注記＊：建物寸法は壁外面寸法とする。 
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図 2－2 １号機原子炉建物の概略平面図（EL 3.1m＊） 

 

注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 
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図 2－3(1) １号機原子炉建物の概略断面図（Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向） 
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図 2－3(2) １号機原子炉建物の概略断面図（Ｂ－Ｂ 断面，ＥＷ 方向） 

 

 



 

6 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-
1-
1 
R0
 

１号機原子炉建物１号機廃棄物処理建物

１号機タービン建物

制御室建物

14m以上

PN

廃棄物処理建物

タービン建物

35m以上

 

図 2－4 建物配置図 
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2.3 評価方針 

１号機原子炉建物は，制御室建物及び廃棄物処理建物と同じ運転状態を想定するこ

とから，設計基準対象施設及び重大事故等対処施設に対する波及的影響の評価を行う。 

１号機原子炉建物の設計基準対象施設に対する波及的影響の評価においては，基準

地震動Ｓｓに対する評価（以下「Ｓｓ地震時に対する評価」という。）を行うことと

する。１号機原子炉建物の波及的影響の評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすお

それのある下位クラス施設の耐震評価方針」に基づき，地震応答解析による評価にお

いて，施設の損傷，転倒及び落下等による影響では，構造物全体としての変形性能の

評価を行う。なお，１号機原子炉建物は，制御室建物と 14m 以上，廃棄物処理建物と

35m 以上離れており，１号機原子炉建物が倒壊しない限り衝突・接触することはない。

評価にあたっては，材料物性の不確かさを考慮する。 

また，重大事故等対処施設に対する波及的影響の評価においては，Ｓｓ地震時に対

する評価を行う。ここで，１号機原子炉建物では，設計基準事故時及び重大事故等時

の状態における圧力，温度等の条件に有意な差異がないことから，重大事故等対処施

設に対する波及的影響の評価は，設計基準対象施設に対する波及的影響の評価と同一

となる。 

図 2－5 に波及的影響の評価フローを示す。 
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評価開始

地震荷重 固定荷重，運転荷重

荷重の組合せ

許容限界の設定

解析モデル及び諸元の設定＊

Ｓｓ地震時の地震応答解析

変形性能の評価＊

（層間変形角及びせん断ひずみの評価）

評価終了

 

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。 

 

図 2－5 １号機原子炉建物の波及的影響の評価フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

１号機原子炉建物の波及的影響の評価を行う際に適用する規格・基準等を以下に示

す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 
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3. 評価方法 

3.1 評価対象部位及び評価方針 

１号機原子炉建物の波及的影響の評価は，以下の方針に基づき行う。 

構造物全体としての変形性能の評価では，質点系モデルを用いた地震応答解析結果

により求められる鉄骨部の最大層間変形角及び耐震壁の最大応答せん断ひずみが，

「建築基準法施行令第 82 条の 2（層間変形角）」及び「原子力発電所耐震設計技術指

針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）」により設定した許容限界を超え

ないことを確認する。 

以上の評価では，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.2 設計に用いる地震波 

１号機原子炉建物の地震応答解析に用いる地震波は，上位クラス施設である制御室

建物及び廃棄物処理建物の評価に適用したⅥ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用

地震動Ｓｄの策定概要」に示す解放基盤表面レベルに想定する地震波のうち，基準地

震動Ｓｓを用いることとする。 

地震応答解析に用いる地震波の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルを，図

3－1～図 3－3 に示す。 
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図 3－1(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－1(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－2(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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図 3－2(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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図 3－3 加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ） 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラ

ス施設の耐震評価方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せを用いる。荷重の組

合せを表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

 

［記号の説明］ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態における運転荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 



 

17 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-
1-
1 
R0
 

3.4 許容限界 

１号機原子炉建物の制御室建物及び廃棄物処理建物に対する波及的影響の評価に

おける許容限界は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の

耐震評価方針」に記載の許容限界に基づき，表 3－2 及び表 3－3 のとおり設定する。 

 

表 3－2 波及的影響の評価における許容限界 

（設計基準対象施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

制御室建物及び

廃棄物処理建物

に波及的影響を

及ぼさない 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

鉄骨部 

最大層間変形角が波及

的影響を及ぼさないた

めの許容限界を超えな

いことを確認 

層間変形角 

1/120＊ 

耐震壁 

最大応答せん断ひずみ

が構造物全体としての

構造強度の確認のため

の許容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ 

4.0×10-3 

注記＊：「建築基準法施行令第 82 条の 2（層間変形角）」により設定。 

 

表 3－3 波及的影響の評価における許容限界 

（重大事故等対処施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

制御室建物及び

廃棄物処理建物

に波及的影響を

及ぼさない 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

鉄骨部 

最大層間変形角が波及

的影響を及ぼさないた

めの許容限界を超えな

いことを確認 

層間変形角 

1/120＊ 

耐震壁 

最大応答せん断ひずみ

が構造物全体としての

構造強度の確認のため

の許容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ 

4.0×10-3 

注記＊：「建築基準法施行令第 82 条の 2（層間変形角）」により設定。 
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3.5 解析方法 

3.5.1 地震応答解析モデル 

地震応答解析モデルは，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の解析モ

デルの設定方針に基づき，水平方向について設定する。地震応答解析モデルの設

定に用いた使用材料の物性値を表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 使用材料の物性値 

使用材料 
ヤング係数 

Ｅ 
（N/mm2） 

せん断 
弾性係数 

Ｇ 
（N/mm2） 

減衰定数 
ｈ 

（％） 
備考 

鉄筋コンクリート 

コンクリート： 

Fc＝22.1（N/mm2） 

（Fc＝225（kgf/cm2）） 

鉄筋：SD35（SD345 相当） 

2.20×104 9.18×103 5 ― 

鉄骨： 

SS41 （SS400 相当） 
2.05×105 7.90×104 2 

EL 59.8m～ 

EL 44.0m 
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地震応答解析モデルは，地盤との相互作用を考慮し，曲げ及びせん断剛性を考

慮した質点系モデルとし，弾塑性時刻歴応答解析を行う。建物のモデル化は，Ｎ

Ｓ方向及びＥＷ方向それぞれについて行っているが，ＥＷ方向においては，燃料

プール壁による拘束効果を考慮して回転ばねを取り付けている。 

地震応答解析モデルを図 3－4 に示す。 

地震応答解析モデルは，地盤を 3 次元ＦＥＭを用いてモデル化した地盤－建物

の一体モデルとし，基礎スラブは剛板と仮定した多点拘束を設定する。 

地盤は，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版

（（社）日本電気協会）」により，成層補正を行ったのち，等価な一様地盤とし

ての物性値を定める。なお，基礎底面と地盤の各節点の間には付着力 0.40N/mm2

を考慮したジョイント要素を設けることにより基礎の浮上りを評価する。基礎底

面のジョイント要素のばね定数は，解析上不安定な挙動を起こさない程度に十分

大きい値とする。 

入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓから以下の手順で算

定する。まず，解放基盤表面以深の地盤を 1 次元地盤としてモデル化し，一次元

波動論に基づく評価により，EL-215m の入射波を算定する。算定した EL-215m の

入射波を 2 次元地盤に入力して有限要素法による応答計算を行い，建物基礎底面

での地盤応答を評価して入力地震動とする。ただし，地盤を 3 次元ＦＥＭでモデ

ル化していることから，基礎底面レベルにおける地盤の応答が入力地震動と一致

するように補正した地震動を，地盤モデル底面に入力する。地震応答解析に用い

る地盤モデルの地盤物性値を表 3－5 に示す。表 3－5 に示す地盤物性値のうち，

表層①-1 については，地震動レベル及び試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性

を考慮した等価物性値とする。 

なお，2 次元ＦＥＭ地盤モデルの側面はエネルギ伝達境界，底面は粘性境界を

設けることにより，遠方地盤への波動の逸散を考慮する。 

地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図を図 3－5 に，2 次元ＦＥＭ地盤

モデルを図 3－6 に，基礎底面位置（EL 0.1m）における入力地震動の加速度応答

スペクトルを図 3－7 に示す。入力地震動の算定には，解析コード「ＳＨＡＫＥ」

及び「ＳｕｐｅｒＦＬＵＳＨ」を用いる。評価に用いる解析コードの検証，妥当

性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に

示す。 
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図 3－4(1) 地震応答解析モデル（ＮＳ方向） 

誘発上下動を 

考慮する建物モデル 
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図 3－4(2) 地震応答解析モデル（ＥＷ方向） 

誘発上下動を 

考慮する建物モデル 
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表 3－5 １号機原子炉建物の地震応答解析に用いる地盤モデルの地盤物性値 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ（m/s） 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

表層①-1 127 * 422 * 20.7 0.45 0.341* 8 * 

岩盤①-2 250  800  20.6 0.446 1.31 3  

岩盤② 900  2100  23.0 0.388 19.0 3  

岩盤③ 1600  3600  24.5 0.377 64.0 3  

岩盤④ 1950  4000  24.5 0.344 95.1 3  

岩盤⑤ 2000  4050  26.0 0.339 105.9 3  

岩盤⑥ 2350  4950  27.9 0.355 157.9 3  

注記＊：地震動レベル及び試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性を考慮した等価物性値



S2 補 Ⅵ-2-11-2-1-1 R0 

 

 

23 

  

図 3－5 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図
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(a) ＮＳ方向 

 

 

 

(b) ＥＷ方向 

 

図 3－6 2 次元ＦＥＭ地盤モデル 
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(b) ＥＷ方向 

 

図 3－7 入力地震動の加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，EL 0.1m） 
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3.5.2 解析方法 

１号機原子炉建物の地震応答解析には，解析コード「ＮＡＰＩＳＯＳ」を用い

る。 

建物・構築物の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づ

き，時刻歴応答解析により実施する。 

なお，地震応答解析に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要について

は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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3.5.3 建物・構築物の復元力特性 

(1) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係） 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係）は，「ＪＥＡＧ 

４６０１-1991 追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁

のせん断応力度－せん断ひずみ関係を図 3－8 に示す。 

 

τ1

γ1

γ

τ

0 γ2 γ3

τ2

τ3

 

 

τ１ ： 第 1 折点のせん断応力度 

τ２ ： 第 2 折点のせん断応力度 

τ３ ： 終局点のせん断応力度 

γ１ ： 第 1 折点のせん断ひずみ 

γ２ ： 第 2 折点のせん断ひずみ 

γ３ ： 終局点のせん断ひずみ（4.0×10-3） 

 

図 3－8 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係 
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(2) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１

-1991 追補版」に基づき，最大点指向型モデルとする。耐震壁のせん断応力度－

せん断ひずみ関係の履歴特性を図 3－9 に示す。 

 

τ1

γ1

γ

τ

0 γ2 γ3

τ2

τ3

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

 

 

a. O-A 間 ：弾性範囲 

b. A-B 間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最

大点が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c. B-C 間 ：負側最大点指向 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

e. 安定ループは面積を持たない。 

 

図 3－9 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 
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(3) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係） 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係）は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁の曲げモーメン

ト－曲率関係を図 3－10 に示す。 

 

Ｍ1

φ1

φ

Ｍ

0 φ2 φ3

Ｍ2

Ｍ3

 

 

Ｍ１ ： 第 1 折点の曲げモーメント 

Ｍ２ ： 第 2 折点の曲げモーメント 

Ｍ３ ： 終局点の曲げモーメント 

φ１ ： 第 1 折点の曲率 

φ２ ： 第 2 折点の曲率 

φ３ ： 終局点の曲率 

 

図 3－10 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係 
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(4) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，ディグレイディングトリリニア型モデルとする。耐震壁の曲

げモーメント－曲率関係の履歴特性を図 3－11 に示す。 

 

Ｍ1

φ1

φ

Ｍ

0 φ2 φ3

Ｍ2

Ｍ3

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

2・
Ｍ

1

 

 

a. O-A 間 ：弾性範囲 

b. A-B 間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最

大点が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c. B-C 間 ：負側最大点指向型で，安定ループは最大曲率に応じた等価粘

性減衰を与える平行四辺形をしたディグレイディングトリリ

ニア型とする。平行四辺形の折点は，最大値から 2・Ｍ1 を減

じた点とする。ただし，負側最大点が第 2 折点を超えていな

ければ，負側第 2 折点を最大点とする安定ループを形成する。

また，安定ループ内部での繰り返しに用いる剛性は安定ルー

プの戻り剛性に同じとする。 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

 

図 3－11 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 
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(5) 鉄骨部のせん断力－せん断ひずみ関係（Ｑ－γ関係） 

鉄骨部のせん断力－せん断ひずみ関係（Ｑ－γ関係）は，「ＪＥＡＧ４６０１

-1991 追補版」に基づき，バイリニア型スケルトン曲線とする。鉄骨部のせん断

力－せん断ひずみ関係を図 3－12 に示す。 

 

γ1

γ

Ｑ

0

Ｑ1

Ｋ2＝0

Ｋ1

 

 

Ｑ１ ： 第 1 折点のせん断力 

γ１ ： 第 1 折点のせん断ひずみ 

Ｋ１ ： 第 1 せん断剛性 

Ｋ２ ： 第 2 せん断剛性 

 

図 3－12 鉄骨部のせん断力－せん断ひずみ関係 
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(6) 鉄骨部のせん断力－せん断ひずみ関係の履歴特性 

鉄骨部のせん断力－せん断ひずみ関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，完全弾塑性型モデルとスリップ型モデルの混合型として設定

する。鉄骨部のせん断力－せん断ひずみ関係の履歴特性を図 3－13 に示す。 

 

γ
0

Ｑｐ1

Ｑ1

Ｑ

－Ｑｐ1

－Ｑ1

 

 

図 3－13 鉄骨部のせん断力－せん断ひずみ関係の履歴特性 
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(7) スケルトン曲線の諸数値 

１号機原子炉建物の各耐震壁及び鉄骨部について算定したせん断及び曲げスケ

ルトン曲線の諸数値を表 3－6～表 3－9 に示す。 
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表 3－6 せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＮＳ方向） 

O.W

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

59.8～50.9 19.9  ― ― 2.16 ― ―

50.9～44.0 19.3  ― ― 2.10 ― ―

44.0～36.1 1.65 2.23 4.03 0.180 0.540 4.00

36.1～31.0 1.74 2.34 4.48 0.189 0.567 4.00

31.0～23.8 1.77 2.39 4.56 0.193 0.579 4.00

23.8～15.3 1.80 2.42 4.74 0.195 0.586 4.00

15.3～3.1 1.89 2.55 4.52 0.206 0.617 4.00

EL
(m)

 

 

S.W

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

44.0～36.1 1.58 2.13 3.41 0.172 0.515 4.00 

36.1～31.0 1.69 2.28 4.28 0.184 0.552 4.00 

31.0～23.8 1.63 2.20 4.55 0.178 0.533 4.00 

23.8～15.3 1.75 2.37 4.12 0.191 0.573 4.00 

15.3～11.3 2.12 2.87 4.39 0.231 0.694 4.00 

11.3～3.1 1.89 2.55 4.00 0.206 0.617 4.00 

EL
(m)
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表 3－7(1) せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＥＷ方向） 

O.W-1

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

59.8～50.9 14.2  ― ― 1.55 ― ―

50.9～44.0 19.4  ― ― 2.12 ― ―

44.0～36.1 1.65 2.23 4.48 0.180 0.540 4.00

36.1～31.0 1.74 2.34 4.83 0.189 0.567 4.00

31.0～23.8 1.77 2.39 4.44 0.193 0.579 4.00

23.8～15.3 1.80 2.42 4.44 0.195 0.586 4.00

15.3～3.1 1.89 2.55 3.98 0.206 0.617 4.00

EL
(m)

 

 

S.W

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

44.0～36.1 1.58 2.13 4.57 0.172 0.515 4.00

36.1～31.0 1.69 2.28 4.69 0.184 0.552 4.00

31.0～23.8 1.63 2.20 4.39 0.178 0.533 4.00

23.8～15.3 1.75 2.37 4.01 0.191 0.573 4.00

15.3～11.3 2.12 2.87 4.14 0.231 0.694 4.00

11.3～3.1 1.89 2.55 4.00 0.206 0.617 4.00

EL
(m)
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表 3－7(2) せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＥＷ方向） 

O.W-2

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

59.8～50.9 14.2  ― ― 1.55 ― ―

50.9～44.0 19.4  ― ― 2.12 ― ―

44.0～36.1 1.65 2.23 3.76 0.180 0.540 4.00

36.1～31.0 1.74 2.34 3.76 0.189 0.567 4.00

31.0～23.8 1.77 2.39 3.63 0.193 0.579 4.00

EL
(m)

 

 

O.W-3

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

31.0～23.8 1.77 2.39 5.27 0.193 0.579 4.00

23.8～15.3 1.80 2.42 5.20 0.195 0.586 4.00

15.3～3.1 1.89 2.55 4.48 0.206 0.617 4.00

EL
(m)
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表 3－8 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＮＳ方向） 

O.W

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

44.0～36.1 0.915  1.82   2.36   6.48 61.2  1220    

36.1～31.0 1.62   2.55   3.43   7.12 63.3  1270    

31.0～23.8 2.56   6.11   8.43   5.56 50.7  1010    

23.8～15.3 4.28   8.32   11.0    5.76 49.9  999    

15.3～3.1 6.74   17.5    23.7    5.39 45.2  562    

EL
(m)

 

 

S.W

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

44.0～36.1 0.119  0.200  0.386  25.6  267    4710    

36.1～31.0 0.826  1.65   2.44   13.7  140    2180    

31.0～23.8 0.578  1.75   2.47   11.7  138    1600    

23.8～15.3 1.68   3.65   5.00   10.7  107    1870    

15.3～11.3 1.63   3.36   4.34   15.2  118    1380    

11.3～3.1 2.34   5.14   6.88   13.1  122    1540    

EL
(m)

 

 

 



 

 

38 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-
1-
1 
R0
 

表 3－9(1) 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＥＷ方向） 

O.W-1

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

44.0～36.1 0.757  1.33   1.81   4.90 46.7  933    

36.1～31.0 1.10   2.22   3.04   5.43 49.5  990    

31.0～23.8 1.46   2.59   3.40   5.56 49.5  989    

23.8～15.3 1.89   3.94   5.50   5.74 49.6  992    

15.3～3.1 3.92   10.6    13.7    6.28 51.5  1030    

EL
(m)

 

 

S.W

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

44.0～36.1 1.85   2.58   4.52   4.69 50.5  943    

36.1～31.0 1.78   2.50   4.51   7.68 74.7  1490    

31.0～23.8 0.578  1.75   2.47   11.7  138    1600    

23.8～15.3 1.68   3.65   5.00   10.7  107    1870    

15.3～11.3 1.63   3.36   4.34   15.2  118    1380    

11.3～3.1 2.34   5.14   6.88   13.1  122    1540    

EL
(m)
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表 3－9(2) 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＥＷ方向） 

O.W-2

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

44.0～36.1 0.614  1.14   1.49   4.91 46.5  930    

36.1～31.0 1.01   1.62   1.98   5.31 47.9  958    

31.0～23.8 1.56   2.80   3.30   5.53 47.3  946    

EL
(m)

 

 

O.W-3

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

31.0～23.8 0.701  2.13   2.94   5.62 50.5  1010    

23.8～15.3 2.16   4.35   6.21   5.78 50.2  1000    

15.3～3.1 3.37   7.18   9.29   6.29 51.5  1030    

EL
(m)
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3.5.4 材料物性の不確かさ等 

解析においては，「3.5.1 地震応答解析モデル」に示す物性値及び定数を基本

ケースとし，材料物性の不確かさを考慮する。材料物性の不確かさを考慮した地

震応答解析は，建物応答への影響の大きい地震動に対して実施することとし，基

本ケースの地震応答解析の応答値のいずれかが最大となる地震動に対して実施す

ることとする。 

材料物性の不確かさのうち，地盤物性については，地盤調査結果の平均値を基

に設定した数値を基本ケースとし，地盤物性の不確かさ検討にあたっては，Ｓ波

速度に対して標準偏差に相当するばらつき（±1σ）を考慮する。なお，建物剛性

の不確かさについては，コンクリートの実強度は設計基準強度よりも大きくなる

こと及び建物剛性として考慮していない壁の建物剛性への寄与については構造耐

力の向上が見られることから，保守的に考慮しない。 

材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケースを表 3－10 に，地盤物性の

不確かさを考慮した解析用地盤物性値を表 3－11 に示す。 

 

表 3－10 材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤物性 備考 

ケース 1 

（工認モデル） 
設計基準強度 標準地盤 基本ケース 

ケース 2 

（地盤物性＋σ） 
設計基準強度 

標準地盤＋σ 

（＋10％，＋20％） 
 

ケース 3 

（地盤物性－σ） 
設計基準強度 

標準地盤－σ 

（－10％，－20％） 
 

ケース 4 

（積雪） 
設計基準強度 標準地盤 

積雪荷重との 

組合せを考慮 
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表 3－11 地盤物性の不確かさを考慮した解析用地盤物性値 

層番号 
地盤のＳ波速度 Ｖｓ（m/s） 

基本ケース ＋σ相当 －σ相当 

表層①-1 127 153 102 

岩盤①-2 250 300 200 

岩盤② 900 1080 720 

岩盤③ 1600 1760 1440 

岩盤④ 1950 2145 1755 

岩盤⑤ 2000 2200 1800 

岩盤⑥ 2350 2585 2115 
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3.6 評価方法 

１号機原子炉建物の波及的影響の評価は，基準地震動Ｓｓにおける質点系モデルの

地震応答解析結果を用い，以下のとおり評価する。 

なお，以下の評価には，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.6.1 構造物全体としての変形性能の評価方法 

構造物全体としての変形性能の評価は，質点系モデルによる地震応答解析を行

い，層間変形角及び応答せん断ひずみを算定し，最大層間変形角及び最大応答せ

ん断ひずみが許容限界を超えないことを確認する。 
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4. 評価結果 

4.1 構造物全体としての変形性能の評価結果 

4.1.1 層間変形角の評価結果 

基準地震動Ｓｓに対する建物の最大層間変形角を表 4－1 に示す。 

その結果，ケース 1（工認モデル）の最大層間変形角は，1/233（O.W-2 軸，EL 59.8m

～EL 50.9m，ＥＷ方向，Ｓｓ－Ｄ）である。また，材料物性の不確かさを考慮し

た場合の最大層間変形角は，最大で 1/221（O.W-1 軸，EL 59.8m～EL 50.9m，ＥＷ

方向，ケース 3，Ｓｓ－Ｄ）であり，いずれの場合においても許容限界（1/120）

を超えないことを確認した。 

 

表 4－1 建物の最大層間変形角（EL 59.8m～EL 44.0m） 

ケース 

方向 

ケース 1 
（工認モデル） 

ケース 2 ケース 3 ケース 4 許容限界 

ＮＳ 
1/330 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1/316 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1/366 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1/326 

(Ｓｓ－Ｄ) 
1/120 

ＥＷ 
1/233 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1/250 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1/221 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1/247 

(Ｓｓ－Ｄ) 
1/120 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性の

不確かさを考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，

Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷに対して実

施。 
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4.1.2 せん断ひずみの評価結果 

基準地震動Ｓｓに対する建物の最大応答せん断ひずみを表 4－2 に示す。 

その結果，ケース 1（工認モデル）の最大応答せん断ひずみは，0.77×10-3（O.W

軸，EL 44.0m～EL 36.1m，ＮＳ方向，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ）である。また，材料物性

の不確かさを考慮した場合の最大応答せん断ひずみは，最大で 0.84×10-3（O.W

軸，EL 44.0m～EL 36.1m，ＮＳ方向，ケース 4，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ）であり，いず

れの場合においても許容限界（4.0×10-3）を超えないことを確認した。 

 

表 4－2 建物の最大応答せん断ひずみ（EL 44.0m～EL 3.1m） 

（単位：×10-3） 

ケース 

方向 

ケース 1 
（工認モデル） 

ケース 2 ケース 3 ケース 4 許容限界 

ＮＳ 
0.77 

(Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ) 

0.77 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.63 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.84 

(Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ) 
4.0 

ＥＷ 
0.67 

(Ｓｓ－Ｎ１) 

0.63 

(Ｓｓ－Ｎ１) 

0.72 

(Ｓｓ－Ｎ１) 

0.70 

(Ｓｓ－Ｎ１) 
4.0 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性の不確かさ

を考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２， 

Ｓｓ－Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷに対して実施。 
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Ⅵ-2-11-2-1-2 １号機タービン建物の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価

方針」に基づき，１号機タービン建物が制御室建物，タービン建物及び廃棄物処理建物

に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明するものである。 

その波及的影響の評価は，制御室建物，タービン建物及び廃棄物処理建物の有する機

能が保持されることを確認するために，施設の損傷，転倒及び落下等による影響では，

１号機タービン建物の構造物全体としての変形性能の評価を，建物間の相対変位による

影響では，制御室建物及びタービン建物への衝突の有無を確認する。 

 

2. 基本方針 

2.1 位置 

１号機タービン建物の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 １号機タービン建物の設置位置 

 PN

1 号機タービン建物 
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2.2 構造概要 

１号機タービン建物は，地上 1 階（一部地上 2 階），地下 2 階建の鉄筋コンクリー

ト造（一部鉄骨造）の建物であり，隣接する制御室建物及びタービン建物と構造的に

分離している。１号機タービン建物の概略平面図を図 2－2 に，概略断面図を図 2－3

に，建物配置図を図 2－4 に，１号機タービン建物と制御室建物のクリアランスを図 2

－5 に，１号機タービン建物とタービン建物のクリアランスを図 2－6 に示す。 

１号機タービン建物の平面は，64.75m（一部 47.0m）＊（ＮＳ）×104.0m＊（ＥＷ）

であり，基礎スラブ底面からの高さは 34.0m である。 

１号機タービン建物の基礎は厚さ 1.7m～2.0m のべた基礎で，岩盤に直接設置して

いる。 

 

注記＊：建物寸法は壁外面寸法とする。
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図 2－2 １号機タービン建物の概略平面図（EL 1.8m＊） 

 

注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 
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図 2－3(1) １号機タービン建物の概略断面図（Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向） 
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図 2－3(2) １号機タービン建物の概略断面図（Ｂ－Ｂ 断面，ＥＷ 方向） 
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図 2－4 建物配置図
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図 2－5(1) １号機タービン建物と制御室建物のクリアランス 

（ＮＳ方向）
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図 2－5(2) １号機タービン建物と制御室建物のクリアランス 

（ＥＷ 方向）
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図 2－6 １号機タービン建物とタービン建物のクリアランス 

（ＥＷ 方向） 
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2.3 評価方針 

１号機タービン建物は，制御室建物，タービン建物及び廃棄物処理建物と同じ運転

状態を想定することから，設計基準対象施設及び重大事故等対処施設に対する波及的

影響の評価を行う。 

１号機タービン建物の設計基準対象施設に対する波及的影響の評価においては，基

準地震動Ｓｓに対する評価（以下「Ｓｓ地震時に対する評価」という。）を行うこと

とする。１号機タービン建物の波及的影響の評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼ

すおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」に基づき，地震応答解析による評価

において，施設の損傷，転倒及び落下等による影響では，構造物全体としての変形性

能の評価を行う。建物間の相対変位による影響では，制御室建物及びタービン建物と

の相対変位による評価を行うことで，制御室建物及びタービン建物への衝突の有無の

確認を行う。この相対変位による評価では，１号機タービン建物の最大応答変位に加

えて，Ⅵ-2-2-5「制御室建物の地震応答計算書」及びⅥ-2-2-7「タービン建物の地震

応答計算書」に基づく最大応答変位を用いる。１号機タービン建物は廃棄物処理建物

と 9m 以上離れており，１号機タービン建物が倒壊しない限り衝突・接触することは

ない。評価にあたっては，材料物性の不確かさを考慮する。 

なお，１号機タービン建物は，その配置上，制御室建物と接触する可能性が高いＮ

Ｓ方向及びＥＷ方向並びにタービン建物と接触する可能性が高いＥＷ方向に対して

波及的影響の評価を行う。 

また，重大事故等対処施設に対する波及的影響の評価においては，Ｓｓ地震時に対

する評価を行う。ここで，１号機タービン建物では，設計基準事故時及び重大事故等

時の状態における圧力，温度等の条件に有意な差異がないことから，重大事故等対処

施設に対する波及的影響の評価は，設計基準対象施設に対する波及的影響の評価と同

一となる。 

図 2－7 に波及的影響の評価フローを示す。 
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評価開始

地震荷重 固定荷重，運転荷重

荷重の組合せ

許容限界の設定

解析モデル及び諸元の設定＊

Ｓｓ地震時の地震応答解析

変形性能の評価＊

（せん断ひずみの評価）
建物間の最大相対変位による評価＊

（制御室建物及びタービン建物への影響評価）

添付書類
Ⅵ-2-2-5「 制御室建物の地震応答計算書」
Ⅵ-2-2-7「タービン建物の地震応答計算書」

建物間の時刻歴相対変位による評価＊

（制御室建物及びタービン建物への影響評価）

評価終了

最大相対変位
50mm又は100mm未満

最大相対変位
50mm又は100mm以上

時刻歴相対変位
50mm又は100mm未満

 

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。 

 

図 2－7 １号機タービン建物の波及的影響の評価フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

１号機タービン建物の波及的影響の評価を行う際に適用する規格・基準等を以下に

示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 
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3. 評価方法 

3.1 評価対象部位及び評価方針 

１号機タービン建物の波及的影響の評価は，以下の方針に基づき行う。 

構造物全体としての変形性能の評価では，質点系モデルを用いた地震応答解析結果

により求められる耐震壁の最大応答せん断ひずみが，「原子力発電所耐震設計技術指

針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）」により設定した許容限界を超え

ないことを確認する。 

制御室建物及びタービン建物との相対変位による評価では，１号機タービン建物と

それぞれの建物の最大応答変位の絶対値和（以下「最大相対変位」という。）と建物

間のクリアランスの大小関係により，隣接する制御室建物及びタービン建物への衝突

の有無を確認する。なお，最大相対変位が許容限界を超過する場合には，１号機ター

ビン建物とそれぞれの建物の時刻歴上の相対変位から衝突の有無を確認する。 

以上の評価では，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.2 設計に用いる地震波 

１号機タービン建物の地震応答解析に用いる地震波は，上位クラス施設である制御

室建物，タービン建物及び廃棄物処理建物の評価に適用したⅥ-2-1-2「基準地震動Ｓ

ｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの策定概要」に示す解放基盤表面レベルに想定する地震

波のうち，基準地震動Ｓｓを用いることとする。 

地震応答解析に用いる地震波の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルを，図

3－1～図 3－3 に示す。 
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図 3－1(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－1(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－2(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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図 3－2(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 



 

17 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-
1-
2 
R0
 

0

1000

2000

3000

0.01 0.1 1 10

加
速

度
（

c
m/

s2
）

周期（s）

Ss-D

Ss-F1

Ss-F2

Ss-N1

Ss-N2NS

Ss-N2EW

減衰定数:0.05

 

(a) ＮＳ方向 

 

0

1000

2000

3000

0.01 0.1 1 10

加
速

度
（

c
m/
s2
）

周期（s）

Ss-D

Ss-F1

Ss-F2

Ss-N1

Ss-N2NS

Ss-N2EW

減衰定数:0.05

 

(b) ＥＷ方向 

 

 

図 3－3 加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ） 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラ

ス施設の耐震評価方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せを用いる。荷重の組

合せを表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

 

［記号の説明］ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態における運転荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 
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3.4 許容限界 

１号機タービン建物の制御室建物，タービン建物及び廃棄物処理建物に対する波及

的影響の評価における許容限界は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下

位クラス施設の耐震評価方針」に記載の許容限界に基づき，表 3－2 及び表 3－3 のと

おり設定する。 

 

表 3－2 波及的影響の評価における許容限界 

（設計基準対象施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

制御室建物，

タービン建物及

び廃棄物処理建

物に波及的影響

を及ぼさない 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

耐震壁 

最大応答せん断ひずみ

が構造物全体としての

構造強度の確認のため

の許容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ

4.0×10-3 

１号機タービン 

建物及び 

制御室建物 

建物間の最大相対変位

が波及的影響を及ぼさ

ないための許容限界を

超えないことを確認＊ 

相対変位 

50mm 

１号機タービン 

建物及び 

タービン建物 

建物間の最大相対変位

が波及的影響を及ぼさ

ないための許容限界を

超えないことを確認＊ 

相対変位 

100mm 

注記＊：最大相対変位が許容限界を超過する場合には，１号機タービン建物とそれぞれの

建物の時刻歴上の相対変位から衝突の有無を確認する。 
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表 3－3 波及的影響の評価における許容限界 

（重大事故等対処施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

制御室建物，

タービン建物及

び廃棄物処理建

物に波及的影響

を及ぼさない 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

耐震壁 

最大応答せん断ひずみ

が構造物全体としての

構造強度の確認のため

の許容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ

4.0×10-3 

１号機タービン 

建物及び 

制御室建物 

建物間の最大相対変位

が波及的影響を及ぼさ

ないための許容限界を

超えないことを確認＊ 

相対変位 

50mm 

１号機タービン 

建物及び 

タービン建物 

建物間の最大相対変位

が波及的影響を及ぼさ

ないための許容限界を

超えないことを確認＊ 

相対変位 

100mm 

注記＊：最大相対変位が許容限界を超過する場合には，１号機タービン建物とそれぞれの

建物の時刻歴上の相対変位から衝突の有無を確認する。 
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3.5 解析方法 

3.5.1 地震応答解析モデル 

地震応答解析モデルは，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の解析モ

デルの設定方針に基づき，水平方向について設定する。地震応答解析モデルの設

定に用いた使用材料の物性値を表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 使用材料の物性値 

使用材料 
ヤング係数 

Ｅ 
（N/mm2） 

せん断 
弾性係数 

Ｇ 
（N/mm2） 

減衰定数 
ｈ 

（％） 
備考 

鉄筋コンクリート 

コンクリート： 

Fc＝22.1（N/mm2） 

（Fc＝225（kgf/cm2）） 

鉄筋：SD35（SD345 相当） 

2.20×104 9.18×103 5 ― 
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地震応答解析モデルは，地盤との相互作用を考慮し，曲げ及びせん断剛性を考

慮した質点系モデルとし，弾塑性時刻歴応答解析を行う。建物のモデル化は，Ｎ

Ｓ方向及びＥＷ方向それぞれについて行っている。 

地震応答解析モデルを図 3－4 に示す。 

基礎底面の地盤ばねについては，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ 

４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）」（以下「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」という。）により，成層補正を行ったのち，振動アドミッタンス理論に

基づき求めたスウェイ及びロッキングの地盤ばねを，近似法により定数化して用

いる。このうち，基礎底面のロッキング地盤ばねには，基礎浮上りによる幾何学

的非線形性を考慮する。地盤ばねの定数化の概要を図 3－5 に，地盤ばね定数及び

減衰係数を表 3－5 に示す。基礎底面ばねの評価には解析コード「ＡＤＭＩＴＨＦ」

を用いる。評価に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要については， 

Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓから以下の手順で算

定する。まず，解放基盤表面以深の地盤を 1 次元地盤としてモデル化し，一次元

波動論に基づく評価により，EL-215m の入射波を算定する。算定した EL-215m の

入射波を建物位置での地盤をモデル化した 1 次元地盤に入力して一次元波動論に

基づく評価を行い，建物基礎底面での地盤応答を評価して入力地震動とする。地

震応答解析に用いる地盤モデルの地盤物性値を表 3－6 に示す。表 3－6 に示す地

盤物性値のうち，表層①-1 については，地震動レベル及び試験結果に基づく埋戻

土のひずみ依存性を考慮した等価物性値とする。また，建物基礎底面レベルにお

けるせん断力（以下「切欠き力」という。）を入力地震動に付加することにより，

地盤の切欠き効果を考慮する。 

地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図を図 3－6 に，1 次元地盤モデル

を図 3－7 に，基礎底面位置（EL-0.3m）における入力地震動の加速度応答スペク

トルを図 3－8 に示す。入力地震動の算定には，解析コード「ＳＨＡＫＥ」を用い

る。評価に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計

算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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図 3－4(1) 地震応答解析モデル（ＮＳ方向） 
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図 3－4(2) 地震応答解析モデル（ＥＷ方向） 
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Ｋｃ

ω1

Ｃｃ

実部 RＫ(ω)

虚部 IＫ(ω)

円振動数(ω)

地盤ばね(Ｋ)

 

ばね定数 ：0Hz のばね定数Ｋｃで定数化 

減衰係数 ：地盤－建物連成系の 1 次固有円振動数ω1 に対応する虚部の値と原

点とを結ぶ直線の傾きＣｃで定数化 

 

図 3－5 地盤ばねの定数化の概要 

 

表 3－5 地盤ばね定数と減衰係数 

(a) ＮＳ方向 

ばね 

番号 

地盤ばね 

成分 

ばね定数 

Ｋｃ 

減衰係数 

Ｃｃ 

K1 底面・水平 1.30×109 （kN/m） 1.85×107 （kN・s/m） 

K2 底面・回転 9.51×1011（kN・m/rad） 2.71×109 （kN・m・s/rad） 

 

 

(b) ＥＷ方向 

ばね 

番号 

地盤ばね 

成分 

ばね定数 

Ｋｃ 

減衰係数 

Ｃｃ 

K1 底面・水平 1.23×109 （kN/m） 1.60×107 （kN・s/m） 

K2 底面・回転 2.67×1012（kN・m/rad） 1.54×1010（kN・m・s/rad） 
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表 3－6 １号機タービン建物の地震応答解析に用いる地盤モデルの地盤物性値 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ（m/s） 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

表層①-1 127 * 422 * 20.7 0.45 0.341* 8 * 

岩盤③ 1600  3600  24.5 0.377 64.0 3  

岩盤④ 1950  4000  24.5 0.344 95.1 3  

岩盤⑤ 2000  4050  26.0 0.339 105.9 3  

岩盤⑥ 2350  4950  27.9 0.355 157.9 3  

注記＊：地震動レベル及び試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性を考慮した等価物性値 
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図 3－6 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図
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図 3－7 1 次元地盤モデル 
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図 3－8 入力地震動の加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，EL-0.3m） 
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3.5.2 解析方法 

１号機タービン建物の地震応答解析には，解析コード「ＮＵＰＰ４」を用いる。 

建物・構築物の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づ

き，時刻歴応答解析により実施する。 

なお，地震応答解析に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要について

は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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3.5.3 建物・構築物の復元力特性 

(1) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係） 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係）は，「ＪＥＡＧ 

４６０１-1991 追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁

のせん断応力度－せん断ひずみ関係を図 3－9 に示す。 

 

τ1

γ1

γ

τ

0 γ2 γ3

τ2

τ3

 

 

τ１ ： 第 1 折点のせん断応力度 

τ２ ： 第 2 折点のせん断応力度 

τ３ ： 終局点のせん断応力度 

γ１ ： 第 1 折点のせん断ひずみ 

γ２ ： 第 2 折点のせん断ひずみ 

γ３ ： 終局点のせん断ひずみ（4.0×10-3） 

 

図 3－9 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係 
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(2) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１

-1991 追補版」に基づき，最大点指向型モデルとする。耐震壁のせん断応力度－

せん断ひずみ関係の履歴特性を図 3－10 に示す。 

 

τ1

γ1

γ

τ

0 γ2 γ3

τ2

τ3

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

 

 

a. O-A 間 ：弾性範囲 

b. A-B 間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最

大点が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c. B-C 間 ：負側最大点指向 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

e. 安定ループは面積を持たない。 

 

図 3－10 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 
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(3) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係） 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係）は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁の曲げモーメン

ト－曲率関係を図 3－11 に示す。 

 

Ｍ1

φ1

φ

Ｍ

0 φ2 φ3

Ｍ2

Ｍ3

 

 

Ｍ１ ： 第 1 折点の曲げモーメント 

Ｍ２ ： 第 2 折点の曲げモーメント 

Ｍ３ ： 終局点の曲げモーメント 

φ１ ： 第 1 折点の曲率 

φ２ ： 第 2 折点の曲率 

φ３ ： 終局点の曲率 

 

図 3－11 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係 
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(4) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，ディグレイディングトリリニア型モデルとする。耐震壁の曲

げモーメント－曲率関係の履歴特性を図 3－12 に示す。 

 

Ｍ1

φ1

φ

Ｍ

0 φ2 φ3

Ｍ2

Ｍ3

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

2・
Ｍ

1

 

 

a. O-A 間 ：弾性範囲 

b. A-B 間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最

大点が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c. B-C 間 ：負側最大点指向型で，安定ループは最大曲率に応じた等価粘

性減衰を与える平行四辺形をしたディグレイディングトリリ

ニア型とする。平行四辺形の折点は，最大値から 2・Ｍ1 を減

じた点とする。ただし，負側最大点が第 2 折点を超えていな

ければ，負側第 2 折点を最大点とする安定ループを形成する。

また，安定ループ内部での繰り返しに用いる剛性は安定ルー

プの戻り剛性に同じとする。 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

 

図 3－12 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 

 

 



 

35 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-
1-
2 
R0
 

(5) スケルトン曲線の諸数値 

１号機タービン建物の各耐震壁について算定したせん断及び曲げスケルトン曲

線の諸数値を表 3－7～表 3－10 に示す。 
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表 3－7(1) せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＮＳ方向） 

T1-T5

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

33.7～23.8 1.65 2.23 4.14 0.180 0.540 4.00

23.8～15.9 1.68 2.27 4.22 0.183 0.550 4.00

15.9～8.8 1.63 2.20 3.15 0.177 0.532 4.00

8.8～1.8 1.73 2.34 3.72 0.189 0.566 4.00

EL
(m)

 

 

T6-T9(TA側)

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

33.7～23.8

23.8～21.1

21.1～15.9 1.62 2.18 3.53 0.176 0.529 4.00

15.9～8.8 1.70 2.30 3.20 0.185 0.556 4.00

8.8～1.8 1.78 2.40 2.98 0.194 0.581 4.00

EL
(m)

―＊

―＊

 

 

T6-T9(TF側)

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

33.7～23.8

23.8～15.9 1.61 2.17 3.86 0.175 0.526 4.00

15.9～8.8 1.66 2.25 4.23 0.181 0.544 4.00

8.8～1.8 1.82 2.46 4.11 0.199 0.596 4.00

EL
(m)

―＊

 

 

注記＊：線形部材 
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表 3－7(2) せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＮＳ方向） 

T10-T12

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

33.7～23.8 1.63 2.19 4.14 0.177 0.531 4.00

23.8～15.9 1.74 2.35 3.99 0.190 0.569 4.00

15.9～8.8 1.68 2.26 3.80 0.183 0.548 4.00

8.8～1.8 1.78 2.40 3.99 0.193 0.580 4.00

EL
(m)
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表 3－8 せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＥＷ方向） 

TA-TC

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

33.7～23.8 1.97 2.66 4.65 0.215 0.645 4.00

23.8～15.9 2.06 2.78 4.61 0.224 0.671 4.00

15.9～8.8 1.83 2.46 4.41 0.199 0.596 4.00

8.8～1.8 1.85 2.50 4.39 0.201 0.604 4.00

EL
(m)

 

 

TD-TF

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

33.7～23.8 1.98 2.68 4.66 0.216 0.648 4.00

23.8～15.9 1.98 2.67 4.48 0.216 0.647 4.00

15.9～8.8 1.90 2.57 4.39 0.207 0.622 4.00

8.8～1.8 1.97 2.66 4.49 0.215 0.644 4.00

EL
(m)

 

 

TG-TH

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

23.8～15.9 1.84 2.48 4.47 0.200 0.601 4.00

15.9～8.8 1.80 2.43 4.43 0.196 0.588 4.00

8.8～1.8 1.92 2.59 4.50 0.209 0.626 4.00

EL
(m)
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表 3－9(1) 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＮＳ方向） 

T1-T5

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

33.7～23.8 0.203  0.328  0.425  6.16 62.0  1240    

23.8～15.9 0.620  0.801  1.08   3.90 41.4  829    

15.9～8.8 3.15   3.59   4.93   4.08 41.9  838    

8.8～1.8 2.76   3.47   4.85   3.62 40.1  802    

EL
(m)

 

 

T6-T9(TA側)

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

33.7～23.8

23.8～21.1

21.1～15.9 0.183  0.272  0.344  14.1  179    3570    

15.9～8.8 0.376  0.601  0.855  10.2  112    2250    

8.8～1.8 0.296  0.447  0.636  10.1  111    2220    

EL
(m)

―＊

―＊

 

 

T6-T9(TF側)

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

33.7～23.8

23.8～15.9 0.110  0.208  0.356  8.87 101    2020    

15.9～8.8 0.904  1.27   1.92   4.48 52.6  1050    

8.8～1.8 1.20   2.05   3.13   5.65 58.8  1180    

EL
(m)

―＊

 

 

注記＊：線形部材 
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表 3－9(2) 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＮＳ方向） 

T10-T12

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

33.7～23.8 0.254  0.357  0.457  5.56 57.6  1150    

23.8～15.9 0.322  0.476  0.587  6.47 59.3  1190    

15.9～8.8 0.741  0.993  1.36   5.28 57.5  1150    

8.8～1.8 2.75   3.03   3.54   6.92 59.0  1180    

EL
(m)
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表 3－10 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＥＷ方向） 

TA-TC

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

33.7～23.8 2.01   3.25   4.24   2.86 22.4  448    

23.8～15.9 2.41   4.56   5.98   3.04 23.5  375    

15.9～8.8 4.16   8.52   12.6    2.16 21.5  195    

8.8～1.8 5.92   9.66   13.7    2.34 21.2  387    

EL
(m)

 

 

TD-TF

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

33.7～23.8 2.03   3.28   4.27   2.88 22.4  449    

23.8～15.9 2.68   4.60   6.08   2.55 22.2  445    

15.9～8.8 1.53   2.43   3.35   3.55 34.1  663    

8.8～1.8 4.03   6.60   9.06   3.35 28.1  423    

EL
(m)

 

 

TG-TH

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

23.8～15.9 0.897  1.91   2.88   3.43 32.8  445    

15.9～8.8 2.86   3.19   4.27   2.99 27.6  553    

8.8～1.8 3.96   5.44   7.42   3.39 29.4  446    

EL
(m)
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3.5.4 地盤の回転ばねの復元力特性 

地盤の回転ばねに関する曲げモーメント－回転角の関係は「ＪＥＡＧ４６０１

-1991 追補版」に基づき，浮上りによる幾何学的非線形性を考慮する。地盤の回

転ばねの曲げモーメント－回転角の関係を図 3－13 に示す。 

浮上り時の地盤の回転ばねの剛性は，図 3－13 の曲線で表され，減衰係数は，

回転ばねの接線剛性に比例するものとして考慮する。 

 

1.0

1.0

2.0

2.0 3.0 4.0

K0

M/M0

θ/θ0

K

非線形曲線

M

θ
Kθ

W

規
準

化
モ
ー
メ
ン
ト

規準化回転角

θθ /23 0

0


M

M

0.0

0.0

 

 

Ｍ ：転倒モーメント 

Ｍ０ ：浮上り限界転倒モーメント(=Ｗ･Ｌ/6) 

θ ：回転角 

θ０ ：浮上り限界回転角 

Ｋ０ ：地盤の回転ばね定数（浮上り前） 

Ｋ ：地盤の回転ばね定数（浮上り後） 

Ｗ  ：建物総重量 

Ｌ  ：建物基礎幅 

 

図 3－13 地盤の回転ばねの曲げモーメント－回転角関係 
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3.5.5 材料物性の不確かさ等 

解析においては，「3.5.1 地震応答解析モデル」に示す物性値及び定数を基本

ケースとし，材料物性の不確かさを考慮する。材料物性の不確かさを考慮した地

震応答解析は，建物応答への影響の大きい地震動に対して実施することとし，基

本ケースの地震応答解析の応答値のいずれかが最大となる地震動に対して実施す

ることとする。 

材料物性の不確かさのうち，地盤物性については，地盤調査結果の平均値を基

に設定した数値を基本ケースとし，地盤物性の不確かさ検討にあたっては，Ｓ波

速度に対して標準偏差に相当するばらつき（±1σ）を考慮する。なお，建物剛性

の不確かさについては，コンクリートの実強度は設計基準強度よりも大きくなる

こと及び建物剛性として考慮していない壁の建物剛性への寄与については構造耐

力の向上が見られることから，保守的に考慮しない。 

材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケースを表 3－11 に，地盤物性の

不確かさを考慮した解析用地盤物性値を表 3－12 に示す。 

 

 

表 3－11 材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤物性 備考 

ケース 1 

（工認モデル） 
設計基準強度 標準地盤 基本ケース 

ケース 2 

（地盤物性＋σ） 
設計基準強度 

標準地盤＋σ 

（＋10％，＋20％） 
 

ケース 3 

（地盤物性－σ） 
設計基準強度 

標準地盤－σ 

（－10％，－20％） 
 

ケース 4 

（積雪） 
設計基準強度 標準地盤 

積雪荷重との 

組合せを考慮 
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表 3－12 地盤物性の不確かさを考慮した解析用地盤物性値 

層番号 
地盤のＳ波速度 Ｖｓ（m/s） 

基本ケース ＋σ相当 －σ相当 

表層①-1 127 153 102 

岩盤③ 1600 1760 1440 

岩盤④ 1950 2145 1755 

岩盤⑤ 2000 2200 1800 

岩盤⑥ 2350 2585 2115 
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3.6 評価方法 

１号機タービン建物の波及的影響の評価は，基準地震動Ｓｓにおける質点系モデル

の地震応答解析結果を用い，以下のとおり評価する。 

なお，以下の評価には，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.6.1 構造物全体としての変形性能の評価方法 

構造物全体としての変形性能の評価は，質点系モデルによる地震応答解析を行

い，応答せん断ひずみを算定し，最大応答せん断ひずみが許容限界を超えないこ

とを確認する。 

 

3.6.2 相対変位による評価方法 

相対変位による評価は，「3.5 解析方法」に示す１号機タービン建物の地震応

答解析モデルによる解析結果とⅥ-2-2-5「制御室建物の地震応答計算書」及びⅥ

-2-2-7「タービン建物の地震応答計算書」における地震応答解析結果から，地震

動毎に最大応答変位の和を算定し，その値が許容限界を超えないことを確認する。

最大相対変位を算定する際の基準点は，各建物の基礎底面レベルの地盤面とする。 

また，衝突のおそれのある床レベルに地震応答解析モデルの質点がない場合に

は，当該床レベルの上下質点の応答変位を用いた線形補間により，当該床レベル

の変位を算定する。 

さらに，上記の最大相対変位が許容限界を超える場合には，各建物の時刻歴応

答変位による相対変位が，許容限界を超えないことを確認する。 
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4. 評価結果 

4.1 構造物全体としての変形性能の評価結果 

基準地震動Ｓｓに対する建物の最大応答せん断ひずみを表 4－1 に示す。 

その結果，ケース 1（工認モデル）の最大応答せん断ひずみは，1.54×10-3（T10-T12

軸，EL 23.8m～EL 15.9m，ＮＳ方向，Ｓｓ－Ｄ）である。また，材料物性の不確かさ

を考慮した場合の最大応答せん断ひずみは，最大で 1.73×10-3（T10-T12 軸，EL 23.8m

～EL 15.9m，ＮＳ方向，ケース 2，Ｓｓ－Ｄ）であり，いずれの場合においても許容

限界（4.0×10-3）を超えないことを確認した。 

 

表 4－1 建物の最大応答せん断ひずみ 

（単位：×10-3）     

ケース 

方向 

ケース 1 
（工認モデル） 

ケース 2 ケース 3 ケース 4 許容限界 

ＮＳ 
1.54 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1.73 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1.36 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1.63 

(Ｓｓ－Ｄ) 
4.0 

ＥＷ 
0.33 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.36 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.29 

(Ｓｓ－Ｆ２) 

0.34 

(Ｓｓ－Ｄ) 
4.0 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性

の不確かさを考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－

Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷ

に対して実施。 
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4.2 相対変位による評価結果 

基準地震動Ｓｓに対する１号機タービン建物及び制御室建物間のＮＳ方向の最大

相対変位を表 4－2 に示す。また，各建物の最大応答変位とクリアランスを図 4－1 に

示す。 

その結果，ケース 1（工認モデル）の最大相対変位は，EL 22.05m で 23.41mm（Ｓｓ

－Ｄ）である。 

材料物性の不確かさを考慮した場合の最大相対変位は，ケース 1 と同一のレベルで，

24.48mm（ケース 2，Ｓｓ－Ｄ）であり，許容限界（50mm）を超えないことを確認した。 

 

表 4－2 １号機タービン建物と制御室建物の最大相対変位 

（ＮＳ方向，絶対値和） 

（単位：mm） 

１号機タービン

建物 
制御室建物 

ケース 1 
（工認モデル） 

ケース 2 ケース 3 ケース 4 
許容 

限界 
質点 

番号 

EL 

（m） 

質点 

番号 

EL 

（m） 

＊ 22.05 ① 22.05 23.41 
（Ｓｓ－Ｄ） 

24.48 
（Ｓｓ－Ｄ） 

21.15 
（Ｓｓ－Ｄ） 

24.19 
（Ｓｓ－Ｄ） 

50 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性の不確かさを

考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－ 

Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷに対して実施。 

注記＊：制御室建物の質点①（EL 22.05m）の応答変位に加算する１号機タービン建物の

応答変位は，１号機タービン建物の上下質点間（EL 23.8m～EL 15.9m）で線形補

間して算定。
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図 4－1 １号機タービン建物と制御室建物の最大応答変位とクリアランス  

（ＮＳ方向） 
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基準地震動Ｓｓに対する１号機タービン建物及び制御室建物間のＥＷ方向の最大

相対変位を表 4－3 に示す。また，各建物の最大応答変位とクリアランスを図 4－2 に

示す。 

その結果，ケース 1（工認モデル）の最大相対変位は，EL 22.05m で 15.34mm（Ｓｓ

－Ｄ）である。 

材料物性の不確かさを考慮した場合の最大相対変位は，ケース 1 と同一のレベルで，

15.51mm（ケース 4，Ｓｓ－Ｄ）であり，許容限界（50mm）を超えないことを確認した。 

 

表 4－3 １号機タービン建物と制御室建物の最大相対変位 

（ＥＷ方向，絶対値和） 

（単位：mm） 

１号機タービン

建物 
制御室建物 

ケース 1 
（工認モデル） 

ケース 2 ケース 3 ケース 4 
許容 

限界 
質点 

番号 

EL 

（m） 

質点 

番号 

EL 

（m） 

＊ 22.05 ① 22.05 15.34 
（Ｓｓ－Ｄ） 

15.43 
（Ｓｓ－Ｄ） 

14.60 
（Ｓｓ－Ｄ） 

15.51 
（Ｓｓ－Ｄ） 

50 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性の不確かさを

考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－ 

Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷに対して実施。 

注記＊：制御室建物の質点①（EL 22.05m）の応答変位に加算する１号機タービン建物の

応答変位は，１号機タービン建物の上下質点間（EL 23.8m～EL 15.9m）で線形補

間して算定。
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図 4－2 １号機タービン建物と制御室建物の最大応答変位とクリアランス  

（ＥＷ方向） 
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基準地震動Ｓｓに対する１号機タービン建物及びタービン建物間のＥＷ方向の最

大相対変位を表 4－4 に示す。また，各建物の最大応答変位とクリアランスを図 4－3

に示す。 

その結果，ケース 1（工認モデル）の最大相対変位は，EL 33.7m で 23.20mm（Ｓｓ

－Ｄ）である。 

材料物性の不確かさを考慮した場合の最大相対変位は，ケース 1 と同一のレベルで，

23.90mm（ケース 4，Ｓｓ－Ｄ）であり，許容限界（100mm）を超えないことを確認し

た。 

 

表 4－4 １号機タービン建物とタービン建物の最大相対変位 

（ＥＷ方向，絶対値和） 

（単位：mm） 

１号機タービン

建物 
タービン建物 

ケース 1 
（工認モデル） 

ケース 2 ケース 3 ケース 4 
許容 

限界 
質点 

番号 

EL 

（m） 

質点 

番号 

EL 

（m） 

①，⑤ 33.7 ＊ 33.7 23.20 
（Ｓｓ－Ｄ） 

22.51 
（Ｓｓ－Ｄ） 

23.04 
（Ｓｓ－Ｄ） 

23.90 
（Ｓｓ－Ｄ） 

100 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性の不確かさを

考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－ 

Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷに対して実施。 

注記＊：１号機タービン建物の質点①及び⑤（EL 33.7m）の応答変位に加算するタービン

建物の応答変位は，タービン建物の上下質点間（EL 41.6m～EL 30.55m）で線形補

間して算定。 
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図 4－3 １号機タービン建物とタービン建物の最大応答変位とクリアランス  

（ＥＷ方向） 
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Ⅵ-2-11-2-1-3 １号機廃棄物処理建物の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価

方針」に基づき，１号機廃棄物処理建物が制御室建物及び廃棄物処理建物に対して，波

及的影響を及ぼさないことを説明するものである。 

その波及的影響の評価は，制御室建物及び廃棄物処理建物の有する機能が保持される

ことを確認するために，施設の損傷，転倒及び落下等による影響では，１号機廃棄物処

理建物の構造物全体としての変形性能の評価を，建物間の相対変位による影響では，制

御室建物及び廃棄物処理建物への衝突の有無を確認する。 

 

2. 基本方針 

2.1 位置 

１号機廃棄物処理建物の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 １号機廃棄物処理建物の設置位置 

 PN

1 号機廃棄物処理建物 
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2.2 構造概要 

１号機廃棄物処理建物は，地上 3 階，地下 1 階建の鉄筋コンクリート造の建物であ

り，隣接する制御室建物及び廃棄物処理建物と構造的に分離している。１号機廃棄物

処理建物の概略平面図を図 2－2 に，概略断面図を図 2－3 に，建物配置図を図 2－4

に，１号機廃棄物処理建物と制御室建物のクリアランスを図 2－5 に，１号機廃棄物

処理建物と廃棄物処理建物のクリアランスを図 2－6 に示す。 

１号機廃棄物処理建物の平面は，33.91m＊（ＮＳ）×35.0m＊（ＥＷ）であり，基礎

スラブ底面からの高さは 24.0m である。 

１号機廃棄物処理建物の基礎は厚さ 1.5m のべた基礎で，岩盤に直接設置している。 

 

注記＊：建物寸法は壁外面寸法とする。
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図 2－2 １号機廃棄物処理建物の概略平面図（EL 6.5m＊） 

 

注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 
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図 2－3(1) １号機廃棄物処理建物の概略断面図（Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向） 
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図 2－3(2) １号機廃棄物処理建物の概略断面図（Ｂ－Ｂ 断面，ＥＷ 方向）
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図 2－4 建物配置図 
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図 2－5 １号機廃棄物処理建物と制御室建物のクリアランス 
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図 2－6 １号機廃棄物処理建物と廃棄物処理建物のクリアランス 
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2.3 評価方針 

１号機廃棄物処理建物は，制御室建物及び廃棄物処理建物と同じ運転状態を想定す

ることから，設計基準対象施設及び重大事故等対処施設に対する波及的影響の評価を

行う。 

１号機廃棄物処理建物の設計基準対象施設に対する波及的影響の評価においては，

基準地震動Ｓｓに対する評価（以下「Ｓｓ地震時に対する評価」という。）を行うこ

ととする。１号機廃棄物処理建物の波及的影響の評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を

及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」に基づき，地震応答解析による

評価において，施設の損傷，転倒及び落下等による影響では，構造物全体としての変

形性能の評価を行う。建物間の相対変位による影響では，制御室建物及び廃棄物処理

建物との相対変位による評価を行うことで，制御室建物及び廃棄物処理建物への衝突

の有無の確認を行う。この相対変位による評価では，１号機廃棄物処理建物の最大応

答変位に加えて，Ⅵ-2-2-5「制御室建物の地震応答計算書」及びⅥ-2-2-9「廃棄物処

理建物の地震応答計算書」に基づく最大応答変位を用いる。評価にあたっては，材料

物性の不確かさを考慮する。 

なお，１号機廃棄物処理建物は，その配置上，制御室建物と接触する可能性が高い

ＮＳ方向及び廃棄物処理建物と接触する可能性が高いＥＷ方向に対して波及的影響

の評価を行う。 

また，重大事故等対処施設に対する波及的影響の評価においては，Ｓｓ地震時に対

する評価を行う。ここで，１号機廃棄物処理建物では，設計基準事故時及び重大事故

等時の状態における圧力，温度等の条件に有意な差異がないことから，重大事故等対

処施設に対する波及的影響の評価は，設計基準対象施設に対する波及的影響の評価と

同一となる。 

図 2－7 に波及的影響の評価フローを示す。 
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評価開始

地震荷重 固定荷重，運転荷重

荷重の組合せ

許容限界の設定

解析モデル及び諸元の設定＊

Ｓｓ地震時の地震応答解析

変形性能の評価＊

（せん断ひずみの評価）
建物間の最大相対変位による評価＊

（制御室建物及び廃棄物処理建物への影響評価）

添付書類
Ⅵ-2-2-5「 制御室建物の地震応答計算書」
Ⅵ-2-2-9「 廃棄物処理建物の地震応答計算書」

建物間の時刻歴相対変位による評価＊

（制御室建物及び廃棄物処理建物への影響評価）

評価終了

最大相対変位
50mm又は100mm未満

最大相対変位
50mm又は100mm以上

時刻歴相対変位
50mm又は100mm未満

 

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。 

 

図 2－7 １号機廃棄物処理建物の波及的影響の評価フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

１号機廃棄物処理建物の波及的影響の評価を行う際に適用する規格・基準等を以下

に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 
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3. 評価方法 

3.1 評価対象部位及び評価方針 

１号機廃棄物処理建物の波及的影響の評価は，以下の方針に基づき行う。 

構造物全体としての変形性能の評価では，質点系モデルを用いた地震応答解析結果

により求められる耐震壁の最大応答せん断ひずみが，「原子力発電所耐震設計技術指

針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）」により設定した許容限界を超え

ないことを確認する。 

制御室建物及び廃棄物処理建物との相対変位による評価では，１号機廃棄物処理建

物とそれぞれの建物の最大応答変位の絶対値和（以下「最大相対変位」という。）と

建物間のクリアランスの大小関係により，隣接する制御室建物及び廃棄物処理建物へ

の衝突の有無を確認する。なお，最大相対変位が許容限界を超過する場合には，１号

機廃棄物処理建物とそれぞれの建物の時刻歴上の相対変位から衝突の有無を確認す

る。 

以上の評価では，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.2 設計に用いる地震波 

１号機廃棄物処理建物の地震応答解析に用いる地震波は，上位クラス施設である制

御室建物及び廃棄物処理建物の評価に適用したⅥ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設

計用地震動Ｓｄの策定概要」に示す解放基盤表面レベルに想定する地震波のうち，基

準地震動Ｓｓを用いることとする。 

地震応答解析に用いる地震波の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルを，図

3－1～図 3－3 に示す。 
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図 3－1(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－1(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－2(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 



 

14 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-
1-
3 
R0
 

最大値 620 cm/s2

-1200

-600

0

600

1200

0 10 20 30 40 50 60

加
速

度
（

cm
/s

2
）

時間（s）  

(d) Ｓｓ－Ｎ１ 

 

最大値 528 cm/s2

-1200

-600

0

600

1200

0 10 20 30 40 50 60

加
速

度
（

cm
/s

2
）

時間（s）  

(e) Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ 

 

最大値 531 cm/s2

-1200

-600

0

600

1200

0 10 20 30 40 50 60

加
速

度
（

cm
/s

2 ）

時間（s）  

(f) Ｓｓ－Ｎ２ＥＷ 

 

図 3－2(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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(b) ＥＷ方向 

 

 

図 3－3 加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ） 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラ

ス施設の耐震評価方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せを用いる。荷重の組

合せを表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

 

［記号の説明］ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態における運転荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 
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3.4 許容限界 

１号機廃棄物処理建物の制御室建物及び廃棄物処理建物に対する波及的影響の評

価における許容限界は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施

設の耐震評価方針」に記載の許容限界に基づき，表 3－2 及び表 3－3 のとおり設定す

る。 

 

表 3－2 波及的影響の評価における許容限界 

（設計基準対象施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

制御室建物及び 

廃棄物処理建物

に波及的影響を

及ぼさない 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

耐震壁 

最大応答せん断ひずみ

が構造物全体としての

構造強度の確認のため

の許容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ

4.0×10-3 

１号機廃棄物処理

建物及び 

制御室建物 

建物間の最大相対変位

が波及的影響を及ぼさ

ないための許容限界を

超えないことを確認＊ 

相対変位 

50mm 

１号機廃棄物処理

建物及び 

廃棄物処理建物 

建物間の最大相対変位

が波及的影響を及ぼさ

ないための許容限界を

超えないことを確認＊ 

相対変位 

100mm 

注記＊：最大相対変位が許容限界を超過する場合には，１号機廃棄物処理建物とそれぞれ

の建物の時刻歴上の相対変位から衝突の有無を確認する。 
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表 3－3 波及的影響の評価における許容限界 

（重大事故等対処施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

制御室建物及び 

廃棄物処理建物

に波及的影響を

及ぼさない 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

耐震壁 

最大応答せん断ひずみ

が構造物全体としての

構造強度の確認のため

の許容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ

4.0×10-3 

１号機廃棄物処理

建物及び 

制御室建物 

建物間の最大相対変位

が波及的影響を及ぼさ

ないための許容限界を

超えないことを確認＊ 

相対変位 

50mm 

１号機廃棄物処理

建物及び 

廃棄物処理建物 

建物間の最大相対変位

が波及的影響を及ぼさ

ないための許容限界を

超えないことを確認＊ 

相対変位 

100mm 

注記＊：最大相対変位が許容限界を超過する場合には，１号機廃棄物処理建物とそれぞれ

の建物の時刻歴上の相対変位から衝突の有無を確認する。 
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3.5 解析方法 

3.5.1 地震応答解析モデル 

地震応答解析モデルは，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の解析モ

デルの設定方針に基づき，水平方向について設定する。地震応答解析モデルの設

定に用いた使用材料の物性値を表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 使用材料の物性値 

使用材料 
ヤング係数 

Ｅ 
（N/mm2） 

せん断 
弾性係数 

Ｇ 
（N/mm2） 

減衰定数 
ｈ 

（％） 
備考 

鉄筋コンクリート 

コンクリート： 

Fc＝22.1（N/mm2） 

（Fc＝225（kgf/cm2）） 

鉄筋：SD35（SD345 相当） 

2.20×104 9.18×103 5 ― 
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地震応答解析モデルは，地盤との相互作用を考慮し，曲げ及びせん断剛性を考

慮した質点系モデルとし，弾塑性時刻歴応答解析を行う。建物のモデル化は，Ｎ

Ｓ方向及びＥＷ方向それぞれについて行っている。 

地震応答解析モデルを図 3－4 に示す。 

基礎底面の地盤ばねについては，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ 

４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）」（以下「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」という。）により，成層補正を行ったのち，振動アドミッタンス理論に

基づき求めたスウェイ及びロッキングの地盤ばねを，近似法により定数化して用

いる。このうち，基礎底面のロッキング地盤ばねには，建物基礎底面と地盤の間

の付着力 0.40N/mm2を考慮し，線形とする。地盤ばねの定数化の概要を図 3－5に，

地盤ばね定数及び減衰係数を表 3－5 に示す。基礎底面ばねの評価には解析コード

「ＡＤＭＩＴＨＦ」を用いる。評価に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の

概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓから以下の手順で算

定する。まず，解放基盤表面以深の地盤を 1 次元地盤としてモデル化し，一次元

波動論に基づく評価により，EL-215m の入射波を算定する。算定した EL-215m の

入射波を建物位置での地盤をモデル化した 1 次元地盤に入力して一次元波動論に

基づく評価を行い，建物基礎底面での地盤応答を評価して入力地震動とする。地

震応答解析に用いる地盤モデルの地盤物性値を表 3－6 に示す。表 3－6 に示す地

盤物性値のうち，表層①-1 については，地震動レベル及び試験結果に基づく埋戻

土のひずみ依存性を考慮した等価物性値とする。また，建物基礎底面レベルにお

けるせん断力（以下「切欠き力」という。）を入力地震動に付加することにより，

地盤の切欠き効果を考慮する。 

地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図を図 3－6 に，1 次元地盤モデル

を図 3－7 に，基礎底面位置（EL 5.0m）における入力地震動の加速度応答スペク

トルを図 3－8 に示す。入力地震動の算定には，解析コード「ＳＨＡＫＥ」を用い

る。評価に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計

算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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注記＊：回転慣性重量(28.31×106 kN・m2)

 

図 3－4(1) 地震応答解析モデル（ＮＳ方向） 
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注記＊：回転慣性重量(30.02×106 kN・m2)

 

図 3－4(2) 地震応答解析モデル（ＥＷ方向） 
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Ｋｃ

ω1

Ｃｃ

実部 RＫ(ω)

虚部 IＫ(ω)

円振動数(ω)

地盤ばね(Ｋ)

 

ばね定数 ：0Hz のばね定数Ｋｃで定数化 

減衰係数 ：地盤－建物連成系の 1 次固有円振動数ω1 に対応する虚部の値と原

点とを結ぶ直線の傾きＣｃで定数化 

 

図 3－5 地盤ばねの定数化の概要 

 

表 3－5 地盤ばね定数と減衰係数 

(a) ＮＳ方向 

ばね 

番号 

地盤ばね 

成分 

ばね定数 

Ｋｃ 

減衰係数 

Ｃｃ 

K1 底面・水平 5.99×108 （kN/m） 3.90×106 （kN・s/m） 

K2 底面・回転 1.84×1011（kN・m/rad） 1.77×108 （kN・m・s/rad） 

 

 

(b) ＥＷ方向 

ばね 

番号 

地盤ばね 

成分 

ばね定数 

Ｋｃ 

減衰係数 

Ｃｃ 

K1 底面・水平 5.98×108 （kN/m） 3.87×106 （kN・s/m） 

K2 底面・回転 1.92×1011（kN・m/rad） 1.70×108 （kN・m・s/rad） 
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表 3－6 １号機廃棄物処理建物の地震応答解析に用いる地盤モデルの地盤物性値 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ（m/s） 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

表層①-1 127 * 422 * 20.7 0.45 0.341* 8 * 

岩盤③ 1600  3600  24.5 0.377 64.0 3  

岩盤④ 1950  4000  24.5 0.344 95.1 3  

岩盤⑤ 2000  4050  26.0 0.339 105.9 3  

岩盤⑥ 2350  4950  27.9 0.355 157.9 3  

注記＊：地震動レベル及び試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性を考慮した等価物性値 
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基準地震動Ｓｓ

EL -215.0m

解放基盤表面
 

EL -10.0m

入射波(E1)反射波(F1)

〔解放地盤モデル〕

EL -215.0m

EL 5.0m

入射波(E1) 反射波(F2)

一次元波動論
による応答計算

応答波(E1+F2)

〔実地盤モデル〕

EL 15.0m

入力地震動
(E+F)

〔地震応答解析モデル〕

入力地震動(E+F)
切欠き力（P）

一次元波動論
による応答計算

応答波(E1+F1)

(2E0)

 

図 3－6 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図
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［実地盤モデル］［解放地盤モデル］

建物基礎下端
EL 5.0m

地表面
EL 15.0m

入力地震動
(E+F)

切欠き力(P)

反射波(F2)入射波(E1)入射波(E1)反射波(F1)

EL -160.0m

解放基盤表面
EL -10.0m

EL -60.0m

EL -110.0m

EL -215.0m

一次元波動論に
よる応答計算

EL -150.0m

EL -125.0m

EL -80.0m

一次元波動論に
よる応答計算

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

表層
 -1

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

EL -215.0m

基準地震動Ｓｓ
(2E0)

 

図 3－7 1 次元地盤モデル 
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Ss-D
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Ss-F2
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Ss-N2NS

Ss-N2EW

減衰定数:0.05

  

(a) ＮＳ方向 

 

 

0

1000

2000

3000

0.01 0.1 1 10

加
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度
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c
m/
s
2 ）

周期（s）

Ss-D

Ss-F1

Ss-F2

Ss-N1

Ss-N2NS

Ss-N2EW

減衰定数:0.05

 

(b) ＥＷ方向 

 

図 3－8 入力地震動の加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，EL 5.0m） 
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3.5.2 解析方法 

１号機廃棄物処理建物の地震応答解析には，解析コード「ＮＵＰＰ４」を用い

る。 

建物・構築物の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づ

き，時刻歴応答解析により実施する。 

なお，地震応答解析に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要について

は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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3.5.3 建物・構築物の復元力特性 

(1) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係） 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係）は，「ＪＥＡＧ 

４６０１-1991 追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁

のせん断応力度－せん断ひずみ関係を図 3－9 に示す。 

 

τ1

γ1

γ

τ

0 γ2 γ3

τ2

τ3

 

 

τ１ ： 第 1 折点のせん断応力度 

τ２ ： 第 2 折点のせん断応力度 

τ３ ： 終局点のせん断応力度 

γ１ ： 第 1 折点のせん断ひずみ 

γ２ ： 第 2 折点のせん断ひずみ 

γ３ ： 終局点のせん断ひずみ（4.0×10-3） 

 

図 3－9 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係 
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(2) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１

-1991 追補版」に基づき，最大点指向型モデルとする。耐震壁のせん断応力度－

せん断ひずみ関係の履歴特性を図 3－10 に示す。 

 

τ1

γ1

γ

τ

0 γ2 γ3

τ2

τ3

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

 

 

a. O-A 間 ：弾性範囲 

b. A-B 間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最

大点が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c. B-C 間 ：負側最大点指向 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

e. 安定ループは面積を持たない。 

 

図 3－10 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 
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(3) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係） 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係）は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁の曲げモーメン

ト－曲率関係を図 3－11 に示す。 

 

Ｍ1

φ1

φ

Ｍ

0 φ2 φ3

Ｍ2

Ｍ3

 

 

Ｍ１ ： 第 1 折点の曲げモーメント 

Ｍ２ ： 第 2 折点の曲げモーメント 

Ｍ３ ： 終局点の曲げモーメント 

φ１ ： 第 1 折点の曲率 

φ２ ： 第 2 折点の曲率 

φ３ ： 終局点の曲率 

 

図 3－11 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係 
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(4) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，ディグレイディングトリリニア型モデルとする。耐震壁の曲

げモーメント－曲率関係の履歴特性を図 3－12 に示す。 

 

Ｍ1

φ1

φ

Ｍ

0 φ2 φ3

Ｍ2

Ｍ3

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

2・
Ｍ

1

 

 

a. O-A 間 ：弾性範囲 

b. A-B 間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最

大点が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c. B-C 間 ：負側最大点指向型で，安定ループは最大曲率に応じた等価粘

性減衰を与える平行四辺形をしたディグレイディングトリリ

ニア型とする。平行四辺形の折点は，最大値から 2・Ｍ1 を減

じた点とする。ただし，負側最大点が第 2 折点を超えていな

ければ，負側第 2 折点を最大点とする安定ループを形成する。

また，安定ループ内部での繰り返しに用いる剛性は安定ルー

プの戻り剛性に同じとする。 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

 

図 3－12 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 
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(5) スケルトン曲線の諸数値 

１号機廃棄物処理建物の各耐震壁について算定したせん断及び曲げスケルトン

曲線の諸数値を表 3－7～表 3－10 に示す。 
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表 3－7 せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＮＳ方向） 

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

29.0～25.0 1.34 1.81 3.74 0.146 0.508 4.00

25.0～20.0 1.36 1.84 3.59 0.149 0.533 4.00

20.0～15.3 1.76 2.37 4.24 0.191 0.563 4.00

15.3～6.5 1.75 2.36 3.77 0.191 0.581 4.00

EL
(m)

 

 

表 3－8 せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＥＷ方向） 

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

29.0～25.0 1.44 1.94 3.95 0.157 0.506 4.00

25.0～20.0 1.63 2.21 4.09 0.178 0.533 4.00

20.0～15.3 1.81 2.44 4.36 0.197 0.563 4.00

15.3～6.5 2.03 2.75 4.36 0.222 0.581 4.00

EL
(m)
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表 3－9 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＮＳ方向） 

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

29.0～25.0 0.769 0.852 1.23  6.01 70.7  1410    

25.0～20.0 1.08  1.20  1.65  5.86 63.9  1280    

20.0～15.3 1.47  1.76  2.30  6.36 73.2  1470    

15.3～6.5 2.73  3.03  3.78  5.80 67.8  1350    

EL
(m)

 

 

表 3－10 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＥＷ方向） 

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×106 kN･m) (×106 kN･m) (×106 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

29.0～25.0 0.412 0.500 0.731 8.05 87.3  1750    

25.0～20.0 0.598 0.760 1.09  7.10 90.6  1810    

20.0～15.3 1.10  1.35  1.78  5.67 64.2  1280    

15.3～6.5 2.10  2.50  3.23  6.83 68.5  1360    

EL
(m)
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3.5.4 材料物性の不確かさ等 

解析においては，「3.5.1 地震応答解析モデル」に示す物性値及び定数を基本

ケースとし，材料物性の不確かさを考慮する。材料物性の不確かさを考慮した地

震応答解析は，建物応答への影響の大きい地震動に対して実施することとし，基

本ケースの地震応答解析の応答値のいずれかが最大となる地震動に対して実施す

ることとする。 

材料物性の不確かさのうち，地盤物性については，地盤調査結果の平均値を基

に設定した数値を基本ケースとし，地盤物性の不確かさ検討にあたっては，Ｓ波

速度に対して標準偏差に相当するばらつき（±1σ）を考慮する。なお，建物剛性

の不確かさについては，コンクリートの実強度は設計基準強度よりも大きくなる

こと及び建物剛性として考慮していない壁の建物剛性への寄与については構造耐

力の向上が見られることから，保守的に考慮しない。 

材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケースを表 3－11 に，地盤物性の

不確かさを考慮した解析用地盤物性値を表 3－12 に示す。 

 

 

表 3－11 材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤物性 備考 

ケース 1 

（工認モデル） 
設計基準強度 標準地盤 基本ケース 

ケース 2 

（地盤物性＋σ） 
設計基準強度 

標準地盤＋σ 

（＋10％，＋20％） 
 

ケース 3 

（地盤物性－σ） 
設計基準強度 

標準地盤－σ 

（－10％，－20％） 
 

ケース 4 

（積雪） 
設計基準強度 標準地盤 

積雪荷重との 

組合せを考慮 
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表 3－12 地盤物性の不確かさを考慮した解析用地盤物性値 

層番号 
地盤のＳ波速度 Ｖｓ（m/s） 

基本ケース ＋σ相当 －σ相当 

表層①-1 127 153 102 

岩盤③ 1600 1760 1440 

岩盤④ 1950 2145 1755 

岩盤⑤ 2000 2200 1800 

岩盤⑥ 2350 2585 2115 
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3.6 評価方法 

１号機廃棄物処理建物の波及的影響の評価は，基準地震動Ｓｓにおける質点系モデ

ルの地震応答解析結果を用い，以下のとおり評価する。 

なお，以下の評価には，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.6.1 構造物全体としての変形性能の評価方法 

構造物全体としての変形性能の評価は，質点系モデルによる地震応答解析を行

い，応答せん断ひずみを算定し，最大応答せん断ひずみが許容限界を超えないこ

とを確認する。 

 

3.6.2 相対変位による評価方法 

相対変位による評価は，「3.5 解析方法」に示す１号機廃棄物処理建物の地震

応答解析モデルによる解析結果とⅥ-2-2-5「制御室建物の地震応答計算書」及び

Ⅵ-2-2-9「廃棄物処理建物の地震応答計算書」における地震応答解析結果から，

地震動毎に最大応答変位の和を算定し，その値が許容限界を超えないことを確認

する。最大相対変位を算定する際の基準点は，各建物の基礎底面レベルの地盤面

とする。 

また，衝突のおそれのある床レベルに地震応答解析モデルの質点がない場合に

は，当該床レベルの上下質点の応答変位を用いた線形補間により，当該床レベル

の変位を算定する。 

さらに，上記の最大相対変位が許容限界を超える場合には，各建物の時刻歴応

答変位による相対変位が，許容限界を超えないことを確認する。 
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4. 評価結果 

4.1 構造物全体としての変形性能の評価結果 

基準地震動Ｓｓに対する建物の最大応答せん断ひずみを表 4－1 に示す。 

その結果，ケース 1（工認モデル）の最大応答せん断ひずみは，0.19×10-3（EL 20.0m

～EL 15.3m，ＥＷ方向，Ｓｓ－Ｄ）である。また，材料物性の不確かさを考慮した場

合の最大応答せん断ひずみは，最大で 0.19×10-3（EL 20.0m～EL 15.3m，ＥＷ方向，

ケース 2，Ｓｓ－Ｄ）であり，いずれの場合においても許容限界（4.0×10-3）を超え

ないことを確認した。 

 

表 4－1 建物の最大応答せん断ひずみ 

（単位：×10-3）     

ケース 

方向 

ケース 1 
（工認モデル） 

ケース 2 ケース 3 ケース 4 許容限界 

ＮＳ 
0.18 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.18 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.18 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.19 

(Ｓｓ－Ｄ) 
4.0 

ＥＷ 
0.19 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.19 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.19 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.19 

(Ｓｓ－Ｄ) 
4.0 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性

の不確かさを考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－

Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷ

に対して実施。 
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4.2 相対変位による評価結果 

基準地震動Ｓｓに対する１号機廃棄物処理建物及び制御室建物間の最大相対変位

を表 4－2 に示す。また，各建物の最大応答変位とクリアランスを図 4－1 に示す。 

その結果，ケース 1（工認モデル）の最大相対変位は， EL 22.05m で 16.99mm（Ｓ

ｓ－Ｄ）である。 

材料物性の不確かさを考慮した場合の最大相対変位は，ケース 1 と同一のレベルで， 

17.58mm（ケース 4，Ｓｓ－Ｄ）であり，許容限界（50mm）を超えないことを確認した。 

 

表 4－2 １号機廃棄物処理建物と制御室建物の最大相対変位 

（ＮＳ方向，絶対値和） 

（単位：mm） 

１号機廃棄物 

処理建物 
制御室建物 

ケース 1 
（工認モデル） 

ケース 2 ケース 3 ケース 4 
許容 

限界 
質点 

番号 

EL 

（m） 

質点 

番号 

EL 

（m） 

＊ 22.05 ① 22.05 16.99 
（Ｓｓ－Ｄ） 

17.15 
（Ｓｓ－Ｄ） 

15.97 
（Ｓｓ－Ｄ） 

17.58 
（Ｓｓ－Ｄ） 

50 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性の不確かさを

考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－ 

Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷに対して実施。 

注記＊：制御室建物の質点①（EL 22.05m）の応答変位に加算する１号機廃棄物処理建物

の応答変位は，１号機廃棄物処理建物の上下質点間（EL 25.0m～EL 20.0m）で線

形補間して算定。



 

41 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-
1-
3 
R0
 

 

-10

0

10

20

30

40

50

EL(m)

-25 250.0 (mm)

クリアランス = 50mm 

１号機廃棄物処理建物 制御室建物

（a）ケース1
 

(a) ケース 1 

 

-10

0

10

20

30

40

50

EL(m)

-25 250.0 (mm)

クリアランス = 50mm 

１号機廃棄物処理建物 制御室建物

（b）ケース2

 

(b) ケース 2 

最大応答変位

Ss-D

Ss-F1

Ss-F2

Ss-N1

Ss-N2NS

Ss-N2EW

初期位置

q

q

q

q

q

q

q  

-10

0

10

20

30

40

50

EL(m)

-25 250.0 (mm)

クリアランス = 50mm 

１号機廃棄物処理建物 制御室建物

（c）ケース3
 

(c) ケース 3 

-10

0

10

20

30

40

50

EL(m)

-25 250.0 (mm)

クリアランス = 50mm 

１号機廃棄物処理建物 制御室建物

（d）ケース4

 

(d) ケース 4 

 

 

図 4－1 １号機廃棄物処理建物と制御室建物の最大応答変位とクリアランス  

（ＮＳ方向） 
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基準地震動Ｓｓに対する１号機廃棄物処理建物及び廃棄物処理建物間の最大相対

変位を表 4－3 に示す。また，各建物の最大応答変位とクリアランスを図 4－2 に示す。 

その結果，ケース 1（工認モデル）の最大相対変位は， EL 22.25m で 21.02mm（Ｓ

ｓ－Ｄ）である。 

材料物性の不確かさを考慮した場合の最大相対変位は，ケース 1 と同一のレベルで， 

21.34mm（ケース 4，Ｓｓ－Ｄ）であり，許容限界（100mm）を超えないことを確認し

た。 

なお，１号機廃棄物処理建物と廃棄物処理建物間の EL 22.25m から上部においては，

クリアランスが十分に大きいため（6m 以上），評価対象外としている。 

 

表 4－3 １号機廃棄物処理建物と廃棄物処理建物の最大相対変位 

（ＥＷ方向，絶対値和） 

（単位：mm） 

１号機廃棄物 

処理建物 

廃棄物 

処理建物 
ケース 1 

（工認モデル） 
ケース 2 ケース 3 ケース 4 

許容 

限界 
質点 

番号 

EL 

（m） 

質点 

番号 

EL 

（m） 

＊ 22.25 ＊ 22.25 21.02 
（Ｓｓ－Ｄ） 

21.16 
（Ｓｓ－Ｄ） 

19.86 
（Ｓｓ－Ｄ） 

21.34 
（Ｓｓ－Ｄ） 

100 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性の不確かさを

考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－ 

Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷに対して実施。 

注記＊：１号機廃棄物処理建物の応答変位は上下質点間（EL 25.0m～EL 20.0m）で線形補

間して算定。また，廃棄物処理建物の応答変位は上下質点間（EL 26.7m～EL 

22.1m）で線形補間して算定。
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注記＊：EL 22.25m から上部のクリアランスは 6m 以上。 

 

図 4－2 １号機廃棄物処理建物と廃棄物処理建物の最大応答変位とクリアランス  

（ＥＷ方向） 
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Ⅵ-2-11-2-1-4 サイトバンカ建物の耐震性についての計算書 

 



 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
1-
4 
R0
 

目 次 

1. 概要 ····································································  1 

2. 基本方針 ································································  1 

2.1 位置 ·································································  1 

2.2 構造概要 ·····························································  2 

2.3 評価方針 ·····························································  6 

2.4 適用規格・基準等 ·····················································  8 

3. 評価方法 ································································  9 

3.1 評価対象部位及び評価方針 ·············································  9 

3.2 設計に用いる地震波 ···················································  9 

3.3 荷重及び荷重の組合せ ················································  15 

3.4 許容限界 ····························································  16 

3.5 解析方法 ····························································  17 

3.5.1 地震応答解析モデル ··············································  17 

3.5.2 解析方法 ························································  24 

3.5.3 建物・構築物の復元力特性 ········································  25 

3.5.4 地盤の回転ばねの復元力特性 ······································  38 

3.5.5 誘発上下動を考慮する場合の基礎浮上り評価法 ······················  39 

3.5.6 材料物性の不確かさ ··············································  41 

3.6 評価方法 ····························································  43 

3.6.1 構造物全体としての変形性能の評価方法 ····························  43 

4. 評価結果 ·······························································  44 

4.1 構造物全体としての変形性能の評価結果 ································  44 

 



 

1 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-
1-
4 
R0
 

1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価

方針」に基づき，サイトバンカ建物が防波壁に対して，波及的影響を及ぼさないことを

説明するものである。 

その波及的影響の評価は，防波壁の有する機能が保持されることを確認するために，

施設の損傷，転倒及び落下等による影響では，サイトバンカ建物の構造物全体としての

変形性能の評価を実施する。 

 

2. 基本方針 

2.1 位置 

サイトバンカ建物の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 サイトバンカ建物の設置位置 

 PN
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2.2 構造概要 

サイトバンカ建物は，3 階建の鉄筋コンクリート造の建物である。サイトバンカ建

物の概略平面図を図 2－2 に，概略断面図を図 2－3 に，建物配置図を図 2－4 に示す。 

サイトバンカ建物の平面は，60.0m＊（ＮＳ）×30.0m＊（ＥＷ）であり，基礎スラブ

底面からの高さは 29.975m である。 

サイトバンカ建物の基礎は厚さ 1.5m～2.5m のべた基礎で，岩盤に直接設置してい

る。 

 

注記＊：建物寸法は壁外面寸法とする。 
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図 2－2 サイトバンカ建物の概略平面図（EL 8.8m＊） 

 

注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 

 



 

4 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-
1-
4 
R0
  

AA

60.0

S1S8 S7 S6 S5 S4 S3 S2

9.0 9.5 7.5 7.0 8.0 7.0 11.0 0.50.5

(単位:m)

EL  7.3
EL  8.8

EL 14.1

EL 37.275

EL 28.0

EL 19.8 2
9.

9
75

EL 8.5(GL)

 

図 2－3(1) サイトバンカ建物の概略断面図（Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向） 
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図 2－3(2) サイトバンカ建物の概略断面図（Ｂ－Ｂ 断面，ＥＷ 方向） 
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図 2－4 建物配置図 
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2.3 評価方針 

サイトバンカ建物は，防波壁と同じ運転状態を想定することから，設計基準対象施

設に対する波及的影響の評価を行う。 

サイトバンカ建物の設計基準対象施設に対する波及的影響の評価においては，基準

地震動Ｓｓに対する評価（以下「Ｓｓ地震時に対する評価」という。）を行うことと

する。サイトバンカ建物の波及的影響の評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすお

それのある下位クラス施設の耐震評価方針」に基づき，地震応答解析による評価にお

いて，施設の損傷，転倒及び落下等による影響では，構造物全体としての変形性能の

評価を行う。サイトバンカ建物は，防波壁と 3m 以上離れており，サイトバンカ建物

が倒壊しない限り衝突・接触することはない。評価にあたっては，材料物性の不確か

さを考慮する。 

図 2－5 に波及的影響の評価フローを示す。 
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荷重の組合せ

許容限界の設定

解析モデル及び諸元の設定＊

Ｓｓ地震時の地震応答解析

変形性能の評価＊

（せん断ひずみの評価）

評価終了

 

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。 

 

図 2－5 サイトバンカ建物の波及的影響の評価フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

サイトバンカ建物の波及的影響の評価を行う際に適用する規格・基準等を以下に示

す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 
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3. 評価方法 

3.1 評価対象部位及び評価方針 

サイトバンカ建物の波及的影響の評価は，以下の方針に基づき行う。 

構造物全体としての変形性能の評価では，質点系モデルを用いた地震応答解析結果

により求められる耐震壁の最大応答せん断ひずみが，「原子力発電所耐震設計技術指

針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）」により設定した許容限界を超え

ないことを確認する。 

以上の評価では，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.2 設計に用いる地震波 

サイトバンカ建物の地震応答解析に用いる地震波は，上位クラス施設である防波壁

の評価に適用したⅥ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの策定概要」

に示す解放基盤表面レベルに想定する地震波のうち，基準地震動Ｓｓを用いることと

する。 

地震応答解析に用いる地震波の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルを，図

3－1～図 3－3 に示す。 
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図 3－1(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－1(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－2(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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図 3－2(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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(b) ＥＷ方向 

 

 

図 3－3 加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ） 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラ

ス施設の耐震評価方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せを用いる。荷重の組

合せを表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

 

［記号の説明］ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態における運転荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 



 

16 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-
1-
4 
R0
 

3.4 許容限界 

サイトバンカ建物の防波壁に対する波及的影響の評価における許容限界は，Ⅵ

-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」に記載

の許容限界に基づき，表 3－2 のとおり設定する。 

 

表 3－2 波及的影響の評価における許容限界 

（設計基準対象施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

防波壁に波及的

影響を及ぼさな

い 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

耐震壁 

最大応答せん断ひずみ

が構造物全体としての

構造強度の確認のため

の許容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ

4.0×10-3 
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3.5 解析方法 

3.5.1 地震応答解析モデル 

地震応答解析モデルは，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の解析モ

デルの設定方針に基づき，水平方向について設定する。地震応答解析モデルの設

定に用いた使用材料の物性値を表 3－3 に示す。 

 

表 3－3 使用材料の物性値 

使用材料 
ヤング係数 

Ｅ 
（N/mm2） 

せん断 
弾性係数 

Ｇ 
（N/mm2） 

減衰定数 
ｈ 

（％） 
備考 

鉄筋コンクリート 

コンクリート： 

Fc＝23.5（N/mm2） 

（Fc＝240（kgf/cm2）） 

鉄筋：SD35（SD345 相当） 

2.25×104 9.38×103 5 ― 
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地震応答解析モデルは，地盤との相互作用を考慮し，曲げ及びせん断剛性を考

慮した質点系モデルとし，弾塑性時刻歴応答解析を行う。建物のモデル化は，Ｎ

Ｓ方向及びＥＷ方向それぞれについて行っている。 

地震応答解析モデルを図 3－4 に示す。なお，図 3－5 に示す誘発上下動を考慮

する場合の地震応答解析モデルについては，「原子力発電所耐震設計技術規程 Ｊ

ＥＡＣ４６０１-2008（（社）日本電気協会）」（以下「ＪＥＡＣ４６０１-2008」

という。）を参考に，水平加振により励起される上下応答を評価するために，耐

震壁の軸剛性を考慮した質点系モデルである鉛直方向モデル及び接地率に応じて

変化する回転・鉛直連成ばねＫＶＲについても考慮している。 

基礎底面の地盤ばねについては，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ 

４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）」（以下「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」という。）により，振動アドミッタンス理論に基づき求めたスウェイ及

びロッキングの地盤ばねを，近似法により定数化して用いる。このうち，基礎底

面のロッキング地盤ばねには，基礎浮上りによる幾何学的非線形性を考慮する。

地盤ばねの定数化の概要を図 3－6 に，地盤ばね定数及び減衰係数を表 3－4 及び

表 3－5 に示す。基礎底面ばねの評価には解析コード「ＡＤＭＩＴＨＦ」を用いる。

評価に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機

プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

なお，誘発上下動を考慮する場合の鉛直方向モデルの基礎底面地盤ばねについ

ては，スウェイ及びロッキングばね定数の評価法と同様，振動アドミッタンス理

論に基づき求めた鉛直ばねを，近似法により定数化して用いる。 

入力地震動は，「3.1 評価対象部位及び評価方針」に示す基準地震動Ｓｓを基

礎底面レベルに直接入力する。なお，基準地震動Ｓｓ－Ｆ１及びＳｓ－Ｆ２に関

しては，サイトバンカ建物の配置に応じて方位を補正した波形を用いる。 

地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図を図 3－7 に示す。
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図 3－4(1) 地震応答解析モデル（ＮＳ方向） 
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図 3－4(2) 地震応答解析モデル（ＥＷ方向）
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図 3－5 地震応答解析モデル（ＥＷ方向） 

（誘発上下動を考慮する場合） 
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Ｋｃ

ω1

Ｃｃ

実部 RＫ(ω)

虚部 IＫ(ω)

円振動数(ω)

地盤ばね(Ｋ)

 

ばね定数 ：0Hz のばね定数Ｋｃで定数化 

減衰係数 ：地盤－建物連成系の 1 次固有円振動数ω1 に対応する虚部の値と原

点とを結ぶ直線の傾きＣｃで定数化 

 

図 3－6 地盤ばねの定数化の概要 

 

表 3－4 地盤ばね定数と減衰係数（水平方向） 

(a) ＮＳ方向 

ばね 

番号 

地盤ばね 

成分 

ばね定数 

Ｋｃ 

減衰係数 

Ｃｃ 

K1 底面・水平 7.05×108 （kN/m） 5.72×106 （kN・s/m） 

K2 底面・回転 5.90×1011（kN・m/rad） 1.57×109 （kN・m・s/rad） 

 

(b) ＥＷ方向 

ばね 

番号 

地盤ばね 

成分 

ばね定数 

Ｋｃ 

減衰係数 

Ｃｃ 

K1 底面・水平 7.49×108 （kN/m） 6.49×106 （kN・s/m） 

K2 底面・回転 2.18×1011（kN・m/rad） 1.97×108 （kN・m・s/rad） 

 

表 3－5 地盤ばね定数と減衰係数（誘発上下動を考慮する場合の鉛直方向） 

ばね 

番号 

地盤ばね 

成分 

ばね定数 

Ｋｃ 

減衰係数 

Ｃｃ 

K3 底面・鉛直 9.46×108 （kN/m） 1.22×107 （kN・s/m） 
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基準地震動Ｓｓ
(2E0)  

図 3－7 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図 
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3.5.2 解析方法 

サイトバンカ建物の地震応答解析には，解析コード「ＮＵＰＰ４」を用いる。 

建物・構築物の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づ

き，時刻歴応答解析により実施する。 

なお，地震応答解析に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要について

は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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3.5.3 建物・構築物の復元力特性 

(1) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係） 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係）は，「ＪＥＡＧ 

４６０１-1991 追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁

のせん断応力度－せん断ひずみ関係を図 3－8 に示す。 

 

τ1

γ1

γ

τ

0 γ2 γ3

τ2

τ3

 

 

τ１ ： 第 1 折点のせん断応力度 

τ２ ： 第 2 折点のせん断応力度 

τ３ ： 終局点のせん断応力度 

γ１ ： 第 1 折点のせん断ひずみ 

γ２ ： 第 2 折点のせん断ひずみ 

γ３ ： 終局点のせん断ひずみ（4.0×10-3） 

 

図 3－8 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係 
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(2) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１

-1991 追補版」に基づき，最大点指向型モデルとする。耐震壁のせん断応力度－

せん断ひずみ関係の履歴特性を図 3－9 に示す。 

 

τ1

γ1

γ

τ

0 γ2 γ3

τ2

τ3

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

 

 

a. O-A 間 ：弾性範囲 

b. A-B 間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最

大点が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c. B-C 間 ：負側最大点指向 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

e. 安定ループは面積を持たない。 

 

図 3－9 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 
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(3) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係） 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係）は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁の曲げモーメン

ト－曲率関係を図 3－10 に示す。 

 

Ｍ1

φ1

φ

Ｍ

0 φ2 φ3

Ｍ2

Ｍ3

 

 

Ｍ１ ： 第 1 折点の曲げモーメント 

Ｍ２ ： 第 2 折点の曲げモーメント 

Ｍ３ ： 終局点の曲げモーメント 

φ１ ： 第 1 折点の曲率 

φ２ ： 第 2 折点の曲率 

φ３ ： 終局点の曲率 

 

図 3－10 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係 
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(4) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，ディグレイディングトリリニア型モデルとする。耐震壁の曲

げモーメント－曲率関係の履歴特性を図 3－11 に示す。 

 

Ｍ1

φ1

φ

Ｍ

0 φ2 φ3

Ｍ2

Ｍ3

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

2・
Ｍ

1

 

 

a. O-A 間 ：弾性範囲 

b. A-B 間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最

大点が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c. B-C 間 ：負側最大点指向型で，安定ループは最大曲率に応じた等価粘

性減衰を与える平行四辺形をしたディグレイディングトリリ

ニア型とする。平行四辺形の折点は，最大値から 2・Ｍ1 を減

じた点とする。ただし，負側最大点が第 2 折点を超えていな

ければ，負側第 2 折点を最大点とする安定ループを形成する。

また，安定ループ内部での繰り返しに用いる剛性は安定ルー

プの戻り剛性に同じとする。 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

 

図 3－11 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 
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(5) スケルトン曲線の諸数値 

サイトバンカ建物の各耐震壁について算定したせん断及び曲げスケルトン曲線

の諸数値を表 3－6～表 3－8 に示す。 
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表 3－6(1) せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＮＳ方向） 

SE

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

37.275～28.0 1.69 2.29 3.74 0.181 0.542 4.00

28.0～19.8 1.71 2.31 3.87 0.182 0.546 4.00

19.8～14.1 1.79 2.41 2.64 0.190 0.571 4.00

14.1～8.8 1.90 2.56 2.92 0.202 0.607 4.00

EL
(m)

 

 

SD(S1側)

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

37.275～28.0

28.0～19.8

EL
(m)

―＊

―＊

 

 

SC(S1側)

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

37.275～28.0

28.0～19.8

―＊

―＊

EL
(m)

 

 

SD(S3側)

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

37.275～28.0 ―＊

EL
(m)

 

 

注記＊：線形部材 
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表 3－6(2) せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＮＳ方向） 

SC(S3側)

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

37.275～28.0 ―＊

EL
(m)

 

 

SC-SD(S3側)

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

28.0～19.8 1.72 2.33 4.09 0.184 0.567 4.00

EL
(m)

 

 

SC-SD

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

19.8～14.1 1.61 2.17 2.91 0.171 0.566 4.00

14.1～8.8 1.80 2.42 2.67 0.191 0.617 4.00

EL
(m)

 

 

SA-SB

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

37.275～28.0 1.64 2.21 3.87 0.175 0.525 4.00

28.0～19.8 1.65 2.23 3.88 0.176 0.535 4.00

19.8～14.1 1.68 2.27 3.04 0.179 0.538 4.00

14.1～8.8 1.75 2.37 3.02 0.187 0.562 4.00

EL
(m)

 

 

注記＊：線形部材 
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表 3－7(1) せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＥＷ方向） 

S8

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

28.0～19.8 1.66 2.25 3.89 0.177 0.532 4.00

19.8～14.1 1.75 2.36 3.68 0.186 0.559 4.00

14.1～8.8 1.86 2.51 3.74 0.198 0.594 4.00

EL
(m)

 

 

S7

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

28.0～19.8 1.81 2.45 3.90 0.193 0.580 4.00

19.8～14.1

14.1～8.8 2.39 3.22 4.15 0.255 0.764 4.00

EL
(m)

―＊

 

 

S6

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

28.0～19.8 1.73 2.34 4.21 0.184 0.553 4.00

19.8～14.1 1.67 2.25 3.38 0.178 0.543 4.00

14.1～8.8 1.72 2.32 3.07 0.183 0.576 4.00

EL
(m)

 

 

S4-S5

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

28.0～19.8

19.8～14.1

14.1～8.8 1.07 1.44 1.77 0.114 0.767 4.00

EL
(m)

―＊

―＊

 

 

注記＊：線形部材 
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表 3－7(2) せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＥＷ方向） 

S3

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

37.275～28.0 1.69 2.28 4.17 0.180 0.539 4.00

28.0～19.8 1.52 2.06 2.12 0.162 0.567 4.00

19.8～14.1 1.77 2.39 3.11 0.189 0.565 4.00

14.1～8.8 1.88 2.54 3.19 0.200 0.601 4.00

EL
(m)

 

 

S2(SA側)

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

37.275～28.0

28.0～19.8

EL
(m)

―＊

―＊

 

 

S2(SE側)

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

37.275～28.0

28.0～19.8

EL
(m)

―＊

―＊

 

 

S2

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

19.8～14.1 1.52 2.05 2.96 0.162 0.559 4.00

14.1～8.8 1.96 2.65 3.19 0.209 0.628 4.00

EL
(m)

 

 

注記＊：線形部材 
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表 3－7(3) せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＥＷ方向） 

S1

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

37.275～28.0 1.72 2.32 4.21 0.183 0.549 4.00

28.0～19.8 1.80 2.43 3.70 0.192 0.575 4.00

19.8～14.1 1.84 2.49 3.19 0.196 0.589 4.00

14.1～8.8 1.95 2.64 3.27 0.208 0.624 4.00

EL
(m)
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表 3－8(1) 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＥＷ方向） 

S8

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

28.0～19.8 3.35 7.02 10.2 6.52 68.4  1370    

19.8～14.1 5.26 9.44 13.1 7.13 69.3  1390    

14.1～8.8 5.74 10.0 13.6 7.75 70.3  1410    

EL
(m)

 

 

S7

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

28.0～19.8 1.45 2.91 3.58 10.4  104    2080    

19.8～14.1

14.1～8.8 1.89 4.22 5.63 12.4  93.9  1880    

EL
(m)

―＊

 

 

S6

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

28.0～19.8 2.89 6.74 9.48 6.71 70.5  1410    

19.8～14.1 3.83 6.16 8.38 10.3  108    2170    

14.1～8.8 4.25 7.24 9.55 11.4  115    2290    

EL
(m)

 

 

S4-S5

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

28.0～19.8

19.8～14.1

14.1～8.8 3.19 5.65 7.49 7.33 68.3  1360    

EL
(m)

―＊

―＊

 

 

注記＊：線形部材 
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表 3－8(2) 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＥＷ方向） 

S3

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

37.275～28.0 2.43 5.92 8.70 6.84 69.8  1400    

28.0～19.8 0.627 1.50 1.87 13.3  174    3490    

19.8～14.1 8.86 13.4 19.7 6.61 68.3  1370    

14.1～8.8 10.2 16.1 22.5 7.40 70.4  1410    

EL
(m)

 

 

S2(SA側)

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

37.275～28.0

28.0～19.8

―＊

―＊

EL
(m)

 

 

S2(SE側)

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

37.275～28.0

28.0～19.8

―＊

―＊

EL
(m)

 

 

S2

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

19.8～14.1 2.92 6.07 8.67 9.71 105    2100    

14.1～8.8 1.62 3.45 4.72 16.7  164    3280    

EL
(m)

 

 

注記＊：線形部材 
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表 3－8(3) 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＥＷ方向） 

S1

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

37.275～28.0 2.87 6.55 9.33 7.05 69.1  1380    

28.0～19.8 4.50 8.45 11.6 7.55 68.0  1360    

19.8～14.1 4.87 8.34 12.2 6.67 66.4  1330    

14.1～8.8 5.46 9.34 13.6 7.33 67.6  1350    

EL
(m)

 



 

38 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-
1-
4 
R0
 

3.5.4 地盤の回転ばねの復元力特性 

地盤の回転ばねに関する曲げモーメント－回転角の関係は「ＪＥＡＧ４６０１

-1991 追補版」に基づき，浮上りによる幾何学的非線形性を考慮する。地盤の回

転ばねの曲げモーメント－回転角の関係を図 3－12 に示す。 

浮上り時の地盤の回転ばねの剛性は，図 3－12 の曲線で表され，減衰係数は，

回転ばねの接線剛性に比例するものとして考慮する。 

 

1.0

1.0

2.0

2.0 3.0 4.0

K0

M/M0

θ/θ0

K

非線形曲線

M

θ
Kθ

W

規
準

化
モ
ー
メ
ン
ト

規準化回転角

θθ /23 0

0


M

M

0.0

0.0

 

 

Ｍ ：転倒モーメント 

Ｍ０ ：浮上り限界転倒モーメント（=Ｗ･Ｌ/6） 

θ ：回転角 

θ０ ：浮上り限界回転角 

Ｋ０ ：地盤の回転ばね定数（浮上り前） 

Ｋ ：地盤の回転ばね定数（浮上り後） 

Ｗ  ：建物総重量 

Ｌ  ：建物基礎幅 

 

図 3－12 地盤の回転ばねの曲げモーメント－回転角関係 
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3.5.5 誘発上下動を考慮する場合の基礎浮上り評価法 

誘発上下動を考慮した地震応答解析モデルでは，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 追

補版」に基づく基礎の浮上り非線形性を考慮できる水平ばねＫＨＨ及び回転ばね 

ＫＲＲに加えて，「ＪＥＡＣ４６０１-2008」を参考に，接地率ηｔに応じて時々刻々

と変化する鉛直ばねＫＶＶ及び回転・鉛直連成ばねＫＶＲを考慮している。 

図 3－13 に誘発上下動を考慮する場合の地震応答解析モデルの概念図を，表 3

－9 に基礎が浮上った場合の基礎底面につく地盤ばねの剛性と減衰の評価式を示

す。 
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ＣＲＲ ＣＨＨ
ＣＶＶ

ＫＨＨ

ＫＶＲ

ＫＶＶＫＲＲ

ＨＨ 0

ＶＶ ＶＲ 0

ＶＲ ＲＲ

Ｋ 0 0 ｕＰ

Ｎ ＝ 0 Ｋ Ｋ ｗ

Ｍ 0 Ｋ Ｋ θ

    
    

    
    
     

Ｐ：水平方向慣性力

Ｎ：鉛直方向慣性力

Ｍ：転倒モーメント

ＫＨＨ，ＫＶＶ，ＫＲＲ

　：水平，鉛直，回転ばねの対角項

ＫＶＲ：回転・鉛直連成ばね

ｕ0，ｗ0，θ：基礎底面中心の各変位

　　　　　　 及び回転角

ここで，

図 3－13 誘発上下動を考慮する場合の地震応答解析モデルの概念図 

 

表 3－9 誘発上下動考慮モデルの基礎浮上り時の地盤ばねの剛性と減衰 

 剛性 減衰係数 

鉛直ばね β
ＶＶ ｔ Ｖ０Ｋ ＝η Ｋ  

α

2
ＶＶ Ｖ0 ｔＣ ＝Ｃ η  

回転・鉛直 

連成ばね 

ｔ
ＶＲ ＶＶ

1－η
Ｋ ＝ Ｌ Ｋ

2
  ＶＲＣ ＝0 

回転ばね 
ＶＲ 0

ＲＲ

Ｍ－Ｋ ｗ
Ｋ ＝

θ


 

α

2
ＲＲ Ｒ0 ｔＣ ＝Ｃ η  

2

α－2
0

ｔ

θ
η＝

θ

 
 
 

 

θ：回転角 

Ｍ ：転倒モーメント 

ｗ0 ：基礎スラブ中心の鉛直変位 

θ0 ：浮上り限界回転角 

Ｌ ：建物基礎幅 

ＫＶ0：線形域の鉛直ばね剛性 

β ：0.46 

α ：地反力分布に応じた値 

（三角形分布 6.0） 

ＣＶ0：線形域の鉛直ばねの減衰係数 

ＣＲ0：線形域の回転ばねの減衰係数 
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3.5.6 材料物性の不確かさ 

解析においては，「3.5.1 地震応答解析モデル」に示す物性値及び定数を基本

ケースとし，材料物性の不確かさを考慮する。材料物性の不確かさを考慮した地

震応答解析は，建物応答への影響の大きい地震動に対して実施することとし，基

本ケースの地震応答解析の応答値のいずれかが最大となる地震動に対して実施す

ることとする。 

材料物性の不確かさのうち，地盤物性については，地盤調査結果の平均値を基

に設定した数値を基本ケースとし，地盤物性の不確かさ検討にあたっては，Ｓ波

速度に対して標準偏差に相当するばらつき（±1σ）を考慮する。なお，建物剛性

の不確かさについては，コンクリートの実強度は設計基準強度よりも大きくなる

こと及び建物剛性として考慮していない壁の建物剛性への寄与については構造耐

力の向上が見られることから，保守的に考慮しない。 

材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケースを表 3－10 に，地盤物性の

不確かさを考慮した解析用地盤物性値を表 3－11 に示す。 

 

 

表 3－10 材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤物性 備考 

ケース 1 

（工認モデル） 
設計基準強度 標準地盤 基本ケース 

ケース 2 

（地盤物性＋σ） 
設計基準強度 

標準地盤＋σ 

（＋10％） 
 

ケース 3 

（地盤物性－σ） 
設計基準強度 

標準地盤－σ 

（－10％） 
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表 3－11 地盤物性の不確かさを考慮した解析用地盤物性値 

支持地盤 

地盤のＳ波速度 Ｖｓ（m/s） 

基本ケース ＋σ相当 －σ相当 

1600 1760 1440 
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3.6 評価方法 

サイトバンカ建物の波及的影響の評価は，基準地震動Ｓｓにおける質点系モデルの

地震応答解析結果を用い，以下のとおり評価する。 

なお，以下の評価には，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.6.1 構造物全体としての変形性能の評価方法 

構造物全体としての変形性能の評価は，質点系モデルによる地震応答解析を行

い，応答せん断ひずみを算定し，最大応答せん断ひずみが許容限界を超えないこ

とを確認する。
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4. 評価結果 

4.1 構造物全体としての変形性能の評価結果 

基準地震動Ｓｓに対する建物の最大応答せん断ひずみを表 4－1 に示す。 

その結果，ケース 1（工認モデル）の最大応答せん断ひずみは，1.00×10-3（S4-S5

軸，EL 14.1m～EL 8.8m，ＥＷ方向，Ｓｓ－Ｄ）である。また，材料物性の不確かさ

を考慮した場合の最大応答せん断ひずみは，最大で 1.01×10-3（S4-S5 軸，EL 14.1m

～EL 8.8m ，ＥＷ方向，ケース 2，Ｓｓ－Ｄ）であり，いずれの場合においても許容

限界（4.0×10-3）を超えないことを確認した。 

 

表 4－1 建物の最大応答せん断ひずみ 

（単位：×10-3）     

ケース 

方向 

ケース 1 
（工認モデル） 

ケース 2 ケース 3 許容限界 

ＮＳ 
0.77 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.79 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.88 

(Ｓｓ－Ｄ) 
4.0 

ＥＷ 
1.00 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1.01 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.99 

(Ｓｓ－Ｄ) 
4.0 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性

の不確かさを考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－ 

Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷに

対して実施。 
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Ⅵ-2-11-2-1-5 サイトバンカ建物（増築部）の耐震性について

の計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価

方針」に基づき，サイトバンカ建物（増築部）が防波壁に対して，波及的影響を及ぼさ

ないことを説明するものである。 

その波及的影響の評価は，防波壁の有する機能が保持されることを確認するために，

施設の損傷，転倒及び落下等による影響では，サイトバンカ建物（増築部）の構造物全

体としての変形性能の評価を実施する。 

 

2. 基本方針 

2.1 位置 

サイトバンカ建物（増築部）の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 サイトバンカ建物（増築部）の設置位置 

 PN

サイトバンカ建物（増築部） 
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2.2 構造概要 

サイトバンカ建物（増築部）は，4 階建の鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）の建

物である。サイトバンカ建物（増築部）の概略平面図を図 2－2 に，概略断面図を図 2

－3 に，建物配置図を図 2－4 に示す。 

サイトバンカ建物（増築部）の平面は，31.3m＊（ＮＳ）×10.3m＊（ＥＷ）であり，

基礎スラブ底面からの高さは 25.9m である。 

サイトバンカ建物（増築部）の基礎は厚さ 1.5m のべた基礎で，岩盤に直接設置し

ている。 

 

注記＊：建物寸法は壁外面寸法とする。
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図 2－2 サイトバンカ建物（増築部）の概略平面図（EL 8.8m＊） 

 

注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 
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図 2－3(1) サイトバンカ建物（増築部）の概略断面図（Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向） 
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図 2－3(2) サイトバンカ建物（増築部）の概略断面図（Ｂ－Ｂ 断面，ＥＷ方向） 
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PN

サイトバンカ建物
防波壁 サイトバンカ建物

（増築部）

1m以上

 

図 2－4 建物配置図 
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2.3 評価方針 

サイトバンカ建物（増築部）は，防波壁と同じ運転状態を想定することから，設計

基準対象施設に対する波及的影響の評価を行う。 

サイトバンカ建物（増築部）の設計基準対象施設に対する波及的影響の評価におい

ては，基準地震動Ｓｓに対する評価（以下「Ｓｓ地震時に対する評価」という。）を

行うこととする。サイトバンカ建物（増築部）の波及的影響の評価は，Ⅵ-2-11-1「波

及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」に基づき，地震応答

解析による評価において，施設の損傷，転倒及び落下等による影響では，構造物全体

としての変形性能の評価を行う。サイトバンカ建物（増築部）は，防波壁と 1m 以上

離れており，サイトバンカ建物（増築部）が倒壊しない限り衝突・接触することはな

い。評価にあたっては，材料物性の不確かさを考慮する。 

図 2－5 に波及的影響の評価フローを示す。 
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評価開始

地震荷重 固定荷重，運転荷重

荷重の組合せ

許容限界の設定

解析モデル及び諸元の設定＊

Ｓｓ地震時の地震応答解析

変形性能の評価＊

（せん断ひずみの評価）

評価終了

 

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。 

 

図 2－5 サイトバンカ建物（増築部）の波及的影響の評価フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

サイトバンカ建物（増築部）の波及的影響の評価を行う際に適用する規格・基準等

を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 
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3. 評価方法 

3.1 評価対象部位及び評価方針 

サイトバンカ建物（増築部）の波及的影響の評価は，以下の方針に基づき行う。 

構造物全体としての変形性能の評価では，質点系モデルを用いた地震応答解析結果

により求められる耐震壁の最大応答せん断ひずみが，「原子力発電所耐震設計技術指

針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）」により設定した許容限界を超え

ないことを確認する。 

以上の評価では，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.2 設計に用いる地震波 

サイトバンカ建物（増築部）の地震応答解析に用いる地震波は，上位クラス施設で

ある防波壁の評価に適用したⅥ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの

策定概要」に示す解放基盤表面レベルに想定する地震波のうち，基準地震動Ｓｓを用

いることとする。 

地震応答解析に用いる地震波の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルを，図

3－1～図 3－3 に示す。 
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図 3－1(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－1(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 



 

13 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-
1-
5 
R0
 

最大値 820 cm/s2

-1200

-600

0

600

1200

0 10 20 30 40 50 60

加
速

度
（

c
m
/
s
2
）

時間（s）  

(a) Ｓｓ－Ｄ 

 

最大値 560 cm/s2

-1200

-600

0

600

1200

0 10 20 30 40 50 60

加
速

度
（

c
m
/
s
2
）

時間（s）  

(b) Ｓｓ－Ｆ１ 

 

最大値 777 cm/s2

-1200

-600

0

600

1200

0 10 20 30 40 50 60

加
速

度
（

c
m
/
s
2
）

時間（s）  

(c) Ｓｓ－Ｆ２ 

 

図 3－2(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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図 3－2(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 



 

15 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-
1-
5 
R0
 

0

1000

2000

3000

0.01 0.1 1 10

加
速

度
（

c
m/

s2
）

周期（s）

Ss-D

Ss-F1

Ss-F2

Ss-N1

Ss-N2NS

Ss-N2EW

減衰定数:0.05

 

(a) ＮＳ方向 

 

0

1000

2000

3000

0.01 0.1 1 10

加
速
度

（
c
m/
s2
）

周期（s）

Ss-D

Ss-F1

Ss-F2

Ss-N1

Ss-N2NS

Ss-N2EW

減衰定数:0.05

 

(b) ＥＷ方向 

 

 

図 3－3 加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ） 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラ

ス施設の耐震評価方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せを用いる。荷重の組

合せを表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

 

［記号の説明］ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態における運転荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 
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3.4 許容限界 

サイトバンカ建物（増築部）の防波壁に対する波及的影響の評価における許容限界

は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」

に記載の許容限界に基づき，表 3－2 のとおり設定する。 

 

表 3－2 波及的影響の評価における許容限界 

（設計基準対象施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

防波壁に波及的

影響を及ぼさな

い 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

耐震壁 

最大応答せん断ひずみ

が構造物全体としての

構造強度の確認のため

の許容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ

4.0×10-3 
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3.5 解析方法 

3.5.1 地震応答解析モデル 

地震応答解析モデルは，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の解析モ

デルの設定方針に基づき，水平方向について設定する。地震応答解析モデルの設

定に用いた使用材料の物性値を表 3－3 に示す。 

 

表 3－3 使用材料の物性値 

使用材料 
ヤング係数 

Ｅ 
（N/mm2） 

せん断 
弾性係数 

Ｇ 
（N/mm2） 

減衰定数 
ｈ 

（％） 
備考 

鉄筋コンクリート 

コンクリート： 

Fc＝23.5（N/mm2） 

（Fc＝240（kgf/cm2）） 

鉄筋：SD345 

2.25×104 9.38×103 5 ― 
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地震応答解析モデルは，建物基礎下端を固定し，曲げ及びせん断剛性を考慮し

た質点系モデルとし，弾塑性時刻歴応答解析を行う。建物のモデル化は，ＮＳ方

向及びＥＷ方向それぞれについて行っている。 

地震応答解析モデルを図 3－4 に示す。 

入力地震動は，「3.1 評価対象部位及び評価方針」に示す基準地震動Ｓｓを基

礎底面レベルに直接入力する。なお，基準地震動Ｓｓ－Ｆ１及びＳｓ－Ｆ２に関

しては，サイトバンカ建物（増築部）の配置に応じて方位を補正した波形を用い

る。 

地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図を図 3－5 に示す。 
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図 3－4(1) 地震応答解析モデル（ＮＳ方向） 
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4540
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EL 17.8
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EL 27.6
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図 3－4(2) 地震応答解析モデル（ＥＷ方向） 
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1

2

3

5

6

4 8

7

基準地震動Ｓｓ
（2E0）  

図 3－5 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図 
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3.5.2 解析方法 

サイトバンカ建物（増築部）の地震応答解析には，解析コード「ＮＵＰＰ４」

を用いる。 

建物・構築物の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づ

き，時刻歴応答解析により実施する。 

なお，地震応答解析に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要について

は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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3.5.3 建物・構築物の復元力特性 

(1) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係） 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係）は，「ＪＥＡＧ 

４６０１-1991 追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁

のせん断応力度－せん断ひずみ関係を図 3－6 に示す。 

 

τ1

γ1

γ

τ

0 γ2 γ3

τ2

τ3

 

 

τ１ ： 第 1 折点のせん断応力度 

τ２ ： 第 2 折点のせん断応力度 

τ３ ： 終局点のせん断応力度 

γ１ ： 第 1 折点のせん断ひずみ 

γ２ ： 第 2 折点のせん断ひずみ 

γ３ ： 終局点のせん断ひずみ（4.0×10-3） 

 

図 3－6 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係 
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(2) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１

-1991 追補版」に基づき，最大点指向型モデルとする。耐震壁のせん断応力度－

せん断ひずみ関係の履歴特性を図 3－7 に示す。 

 

τ1

γ1

γ

τ

0 γ2 γ3

τ2

τ3

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

 

 

a. O-A 間 ：弾性範囲 

b. A-B 間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最

大点が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c. B-C 間 ：負側最大点指向 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

e. 安定ループは面積を持たない。 

 

図 3－7 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 
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(3) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係） 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係）は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁の曲げモーメン

ト－曲率関係を図 3－8 に示す。 

 

Ｍ1

φ1

φ

Ｍ

0 φ2 φ3

Ｍ2

Ｍ3

 

 

Ｍ１ ： 第 1 折点の曲げモーメント 

Ｍ２ ： 第 2 折点の曲げモーメント 

Ｍ３ ： 終局点の曲げモーメント 

φ１ ： 第 1 折点の曲率 

φ２ ： 第 2 折点の曲率 

φ３ ： 終局点の曲率 

 

図 3－8 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係 
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(4) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，ディグレイディングトリリニア型モデルとする。耐震壁の曲

げモーメント－曲率関係の履歴特性を図 3－9 に示す。 

 

Ｍ1

φ1

φ

Ｍ

0 φ2 φ3

Ｍ2

Ｍ3

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

2・
Ｍ

1

 

 

a. O-A 間 ：弾性範囲 

b. A-B 間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最

大点が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c. B-C 間 ：負側最大点指向型で，安定ループは最大曲率に応じた等価粘

性減衰を与える平行四辺形をしたディグレイディングトリリ

ニア型とする。平行四辺形の折点は，最大値から 2・Ｍ1 を減

じた点とする。ただし，負側最大点が第 2 折点を超えていな

ければ，負側第 2 折点を最大点とする安定ループを形成する。

また，安定ループ内部での繰り返しに用いる剛性は安定ルー

プの戻り剛性に同じとする。 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

 

図 3－9 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 
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(5) スケルトン曲線の諸数値 

サイトバンカ建物（増築部）の各耐震壁について算定したせん断及び曲げスケ

ルトン曲線の諸数値を表 3－4～表 3－7 に示す。 
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表 3－4 せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＮＳ方向） 

MA-MB

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

27.6～23.8 1.68 2.26 4.81 0.179 0.536 4.00

23.8～20.3 1.77 2.39 4.75 0.189 0.567 4.00

EL
(m)

 

 

MB

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

20.3～17.8 1.86 2.51 4.83 0.198 0.595 4.00

17.8～14.1 1.92 2.59 4.71 0.205 0.615 4.00

EL
(m)

 

 

MA

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

20.3～17.8 1.87 2.52 4.80 0.199 0.598 4.00

17.8～14.1 1.93 2.60 4.66 0.206 0.617 4.00

EL
(m)

 

 

MA-MB

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

14.1～8.8 2.03 2.74 4.59 0.216 0.639 4.00

EL
(m)
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表 3－5 せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＥＷ方向） 

M6

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

27.6～23.8 1.64 2.21 4.32 0.175 0.525 4.00

23.8～20.3 1.64 2.22 3.78 0.175 0.546 4.00

20.3～17.8 1.80 2.43 4.23 0.192 0.576 4.00

17.8～14.1 1.78 2.40 3.86 0.189 0.592 4.00

EL
(m)

 

 

M1

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

27.6～23.8 1.64 2.21 4.21 0.174 0.546 4.00

23.8～20.3 1.76 2.38 4.07 0.188 0.586 4.00

20.3～17.8 1.89 2.55 4.34 0.201 0.604 4.00

17.8～14.1 1.96 2.65 3.94 0.209 0.628 4.00

EL
(m)

 

 

M1-M6

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

14.1～8.8 1.91 2.58 4.35 0.204 0.629 4.00

EL
(m)
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表 3－6 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＮＳ方向） 

MA-MB

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

27.6～23.8 4.75  6.63  9.19  6.30 62.9  1260    

23.8～20.3 5.23  7.45  10.1   6.93 64.1  1280    

EL
(m)

 

 

MB

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

20.3～17.8 3.19  5.41  7.13  7.50 66.3  1330    

17.8～14.1 3.37  5.71  7.48  7.93 67.0  1340    

EL
(m)

 

 

MA

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

20.3～17.8 2.79  4.76  6.13  7.94 66.8  1340    

17.8～14.1 2.95  5.02  6.41  8.39 67.6  1350    

EL
(m)

 

 

MA-MB

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

14.1～8.8 6.53  11.9   15.0   7.97 66.8  1340    

EL
(m)
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表 3－7 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＥＷ方向） 

M6

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

27.6～23.8 0.893 1.20  1.43  17.3  182    3650    

23.8～20.3 0.945 1.24  1.39  18.3  183    3670    

20.3～17.8 1.05  1.50  1.82  20.5  188    3750    

17.8～14.1 1.10  1.51  1.75  21.3  188    3760    

EL
(m)

 

 

M1

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

27.6～23.8 0.906 0.984 1.14  20.3  186    3700    

23.8～20.3 1.02  1.13  1.29  22.9  190    3770    

20.3～17.8 1.12  1.63  1.96  24.7  195    3910    

17.8～14.1 1.20  1.73  2.07  26.4  198    3950    

EL
(m)

 

 

M1-M6

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

14.1～8.8 2.37  3.65  4.57  23.1  195    3890    

EL
(m)
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3.5.4 材料物性の不確かさ等 

解析においては，「3.5.1 地震応答解析モデル」に示す物性値及び定数を基本

ケースとし，材料物性の不確かさを考慮する。材料物性の不確かさを考慮した地

震応答解析は，建物応答への影響の大きい地震動に対して実施することとし，基

本ケースの地震応答解析の応答値のいずれかが最大となる地震動に対して実施す

ることとする。 

材料物性の不確かさのうち，地盤物性については，「3.5.1 地震応答解析モデ

ル」に示すとおり，基礎下端を固定したモデルであり，入力地震動は建物基礎底

面レベルに直接入力することから，考慮しない。また，建物剛性の不確かさにつ

いては，コンクリートの実強度は設計基準強度よりも大きくなること及び建物剛

性として考慮していない壁の建物剛性への寄与については構造耐力の向上が見ら

れることから，保守的に考慮しない。 

材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケースを表 3－8 に示す。 

 

 

表 3－8 材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤物性 備考 

ケース 1 

（工認モデル） 
設計基準強度 標準地盤 基本ケース 

ケース 2 

（積雪） 
設計基準強度 標準地盤 

積雪荷重との 

組合せを考慮 
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3.6 評価方法 

サイトバンカ建物（増築部）の波及的影響の評価は，基準地震動Ｓｓにおける質点

系モデルの地震応答解析結果を用い，以下のとおり評価する。 

なお，以下の評価には，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.6.1 構造物全体としての変形性能の評価方法 

構造物全体としての変形性能の評価は，質点系モデルによる地震応答解析を行

い，応答せん断ひずみを算定し，最大応答せん断ひずみが許容限界を超えないこ

とを確認する。
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4. 評価結果 

4.1 構造物全体としての変形性能の評価結果 

基準地震動Ｓｓに対する建物の最大応答せん断ひずみを表 4－1 に示す。 

その結果，ケース 1（工認モデル）及び材料物性の不確かさを考慮した場合の最大

応答せん断ひずみは，0.64×10-3（EL 14.1m～EL 8.8m，ＥＷ方向，ケース 1，Ｓｓ－

Ｄ）であり，いずれの場合においても許容限界（4.0×10-3）を超えないことを確認し

た。 

 

表 4－1 建物の最大応答せん断ひずみ 

（単位：×10-3）     

ケース 

方向 

ケース 1 
（工認モデル） 

ケース 2 許容限界 

ＮＳ 
0.52 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.48 

(Ｓｓ－Ｄ) 
4.0 

ＥＷ 
0.64 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.59 

(Ｓｓ－Ｄ) 
4.0 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性

の不確かさを考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－

Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷ

に対して実施。 
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Ⅵ-2-11-2-1-6 排気筒モニタ室の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価

方針」に基づき，排気筒モニタ室が排気筒に対して，波及的影響を及ぼさないことを説

明するものである。 

その波及的影響の評価は，排気筒の有する機能が保持されることを確認するために，

施設の損傷，転倒及び落下等による影響では，排気筒モニタ室の構造物全体としての変

形性能の評価を，建物・構築物間の相対変位による影響では，排気筒への衝突の有無を

確認する。 

 

2. 基本方針 

2.1 位置 

排気筒モニタ室の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 排気筒モニタ室の設置位置 

 PN

排気筒モニタ室 
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2.2 構造概要 

排気筒モニタ室は，1 階建の鉄筋コンクリート造の建物である。排気筒モニタ室の

概略平面図を図 2－2 に，概略断面図を図 2－3 に，建物配置図を図 2－4 に，排気筒

モニタ室と排気筒のクリアランスを図 2－5 に示す。 

排気筒モニタ室の平面は，11.55m＊（ＮＳ）×11.5m＊（ＥＷ）であり，1 階床面か

らの高さは 3.45m である。 

排気筒モニタ室の基礎は排気筒の基礎と一体構造である。 

 

注記＊：建物寸法は壁外面寸法とする。
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(単位:m)

A
C

B

0.125 7.75 3.5 0.125

11.5

321 PN

  

図 2－2 排気筒モニタ室の概略平面図（EL 8.8m＊） 

 

注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 
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PN

(単位:m)

11.55

5.7 5.6 0.1250.125

CBA

A

A

EL  8.8

EL 12.25

3.
45

 

図 2－3(1) 排気筒モニタ室の概略断面図（Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向） 

 

(単位:m)

11.5

7.75 3.5 0.1250.125

321

PN

BB

EL  8.8

EL 12.25
3.
45

 

図 2－3(2) 排気筒モニタ室の概略断面図（Ｂ－Ｂ 断面，ＥＷ 方向）
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PN

排気筒（鉄塔）

排気筒
モニタ室 排気筒（筒身）

燃料移送ポンプエリア
竜巻防護対策設備

（南側）

燃料移送ポンプエリア
竜巻防護対策設備

（北側）

0.6m以上

 

 

図 2－4 建物配置図 
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97mm

EL 12.25

EL  8.8

EL 12.65

C

排気筒（鉄塔）排気筒モニタ室

(単位：m)  

 

図 2－5 排気筒モニタ室と排気筒（鉄塔）のクリアランス 

（ＮＳ方向） 
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2.3 評価方針 

排気筒モニタ室は，排気筒と同じ運転状態を想定することから，設計基準対象施設

及び重大事故等対処施設に対する波及的影響の評価を行う。 

排気筒モニタ室の設計基準対象施設に対する波及的影響の評価においては，基準地

震動Ｓｓに対する評価（以下「Ｓｓ地震時に対する評価」という。）を行うこととす

る。排気筒モニタ室の波及的影響の評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれ

のある下位クラス施設の耐震評価方針」に基づき，地震応答解析による評価において，

施設の損傷，転倒及び落下等による影響では，構造物全体としての変形性能の評価を

行う。建物・構築物間の相対変位による影響では，排気筒（鉄塔）との相対変位によ

る評価を行うことで，排気筒への衝突の有無の確認を行う。この相対変位による評価

では，排気筒モニタ室の最大応答変位に加えて，Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算

書」に基づく最大応答変位を用いる。評価にあたっては，材料物性の不確かさを考慮

する。 

なお，排気筒モニタ室は，排気筒（筒身）と 0.6m 以上離れており，排気筒モニタ

室が倒壊しない限り衝突・接触することはない。 

また，重大事故等対処施設に対する波及的影響の評価においては，Ｓｓ地震時に対

する評価を行う。ここで，排気筒モニタ室では，設計基準事故時及び重大事故等時の

状態における圧力，温度等の条件に有意な差異がないことから，重大事故等対処施設

に対する波及的影響の評価は，設計基準対象施設に対する波及的影響の評価と同一と

なる。 

図 2－6 に波及的影響の評価フローを示す。 
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評価開始

地震荷重 固定荷重，運転荷重

荷重の組合せ

許容限界の設定

解析モデル及び諸元の設定＊

Ｓｓ地震時の地震応答解析

変形性能の評価＊

（せん断ひずみの評価）
建物・構築物間の最大相対変位による評価＊

（排気筒への影響評価）

添付書類
Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」

建物・構築物間の時刻歴相対変位による評価＊

（排気筒への影響評価）

評価終了

最大相対変位
97mm未満

最大相対変位
97mm以上

時刻歴相対変位
97mm未満

 

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。 

 

図 2－6 排気筒モニタ室の波及的影響の評価フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

排気筒モニタ室の波及的影響の評価を行う際に適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 
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3. 評価方法 

3.1 評価対象部位及び評価方針 

排気筒モニタ室の波及的影響の評価は，以下の方針に基づき行う。 

構造物全体としての変形性能の評価では，質点系モデルを用いた地震応答解析結果

により求められる耐震壁の最大応答せん断ひずみが，「原子力発電所耐震設計技術指

針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）」により設定した許容限界を超え

ないことを確認する。 

排気筒との相対変位による評価では，排気筒モニタ室と排気筒の最大応答変位の絶

対値和（以下「最大相対変位」という。）と建物・構築物間のクリアランスの大小関

係により，隣接する排気筒への衝突の有無を確認する。なお，最大相対変位が許容限

界を超過する場合には，排気筒モニタ室と排気筒の時刻歴上の相対変位から衝突の有

無を確認する。 

以上の評価では，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.2 設計に用いる地震波 

排気筒モニタ室の地震応答解析に用いる地震波は，上位クラス施設である排気筒の

評価に適用したⅥ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの策定概要」に

示す解放基盤表面レベルに想定する地震波のうち，基準地震動Ｓｓを用いることとす

る。 

地震応答解析に用いる地震波の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルを，図

3－1～図 3－3 に示す。 
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図 3－1(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－1(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－2(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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図 3－2(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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(b) ＥＷ方向 

 

 

図 3－3 加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ） 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラ

ス施設の耐震評価方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せを用いる。荷重の組

合せを表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

 

［記号の説明］ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態における運転荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 
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3.4 許容限界 

排気筒モニタ室の排気筒に対する波及的影響の評価における許容限界は， 

Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」に記

載の許容限界に基づき，表 3－2 及び表 3－3 のとおり設定する。 

 

表 3－2 波及的影響の評価における許容限界 

（設計基準対象施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

排気筒に波及的

影響を及ぼさな

い 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

耐震壁 

最大応答せん断ひずみ

が構造物全体としての

構造強度の確認のため

の許容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ

4.0×10-3 

排気筒モニタ室 

及び 

排気筒（鉄塔） 

建物・構築物間の最大

相対変位が波及的影響

を及ぼさないための許

容限界を超えないこと

を確認＊ 

相対変位 

97mm 

注記＊：最大相対変位が許容限界を超過する場合には，排気筒モニタ室と排気筒の時刻歴

上の相対変位から衝突の有無を確認する。 

 

表 3－3 波及的影響の評価における許容限界 

（重大事故等対処施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

排気筒に波及的

影響を及ぼさな

い 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

耐震壁 

最大応答せん断ひずみ

が構造物全体としての

構造強度の確認のため

の許容限界を超えない

ことを確認 

せん断ひずみ

4.0×10-3 

排気筒モニタ室 

及び 

排気筒（鉄塔） 

建物・構築物間の最大

相対変位が波及的影響

を及ぼさないための許

容限界を超えないこと

を確認＊ 

相対変位 

97mm 

注記＊：最大相対変位が許容限界を超過する場合には，排気筒モニタ室と排気筒の時刻歴

上の相対変位から衝突の有無を確認する。 
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3.5 解析方法 

3.5.1 地震応答解析モデル 

地震応答解析モデルは，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の解析モ

デルの設定方針に基づき，水平方向について設定する。地震応答解析モデルの設

定に用いた使用材料の物性値を表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 使用材料の物性値 

使用材料 
ヤング係数 

Ｅ 
（N/mm2） 

せん断 
弾性係数 

Ｇ 
（N/mm2） 

減衰定数 
ｈ 

（％） 
備考 

鉄筋コンクリート 

コンクリート： 

Fc＝20.6（N/mm2） 

（Fc＝210（kgf/cm2）） 

鉄筋：SD35（SD345 相当） 

2.15×104 8.98×103 5 ― 
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地震応答解析モデルは，排気筒モニタ室が排気筒の基礎に設置されていること

から 1 階床面（EL 8.8m）を固定し，曲げ及びせん断剛性を考慮した質点系モデル

とし，弾塑性時刻歴応答解析を行う。建物のモデル化は，ＮＳ方向及びＥＷ方向

それぞれについて行っている。 

地震応答解析モデルを図 3－4 に示す。 

入力地震動は，Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」で算定した基準地震動Ｓ

ｓによる排気筒（筒身）の基礎上端位置の応答を用いることとし，排気筒モニタ

室の 1 階床面レベルに直接入力する。 

地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図を図 3－5 に，排気筒モニタ室へ

の入力地震動とする排気筒（筒身）の基礎上端位置における加速度応答スペクト

ルを図 3－6 に示す。 
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1

(m)

EL 12.25

EL  8.8

1630

質点番号質点重量(kN)

せん断断面積（m2)
断面2次モーメント（m4）

1
1.
5
5m

11.5m

5.28
143.9 

振動方向

PN

 

図 3－4(1) 地震応答解析モデル（ＮＳ方向） 
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1

(m)

EL 12.25

EL  8.8

1630

質点番号質点重量(kN)

せん断断面積（m2)
断面2次モーメント（m4）

1
1.
5
5m

11.5m

5.75
138.0 

振動方向

PN

 

 

図 3－4(2) 地震応答解析モデル（ＥＷ方向） 

 



 

22 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-
1-
6 

R0
 

 

〔排気筒の地震応答解析モデル〕

入力地震動

排気筒（筒身）の基礎上端位置における
基準地震動Ｓｓの時刻歴応答加速度

1

〔排気筒モニタ室の地震応答解析モデル〕

 

図 3－5 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図
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(a) ＮＳ方向 
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(b) ＥＷ方向 

 

図 3－6 入力地震動の加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，排気筒（筒身）基礎上） 
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3.5.2 解析方法 

排気筒モニタ室の地震応答解析には，解析コード「ＮＵＰＰ４」を用いる。 

建物・構築物の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づ

き，時刻歴応答解析により実施する。 

なお，地震応答解析に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要について

は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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3.5.3 建物・構築物の復元力特性 

(1) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係） 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係）は，「ＪＥＡＧ 

４６０１-1991 追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁

のせん断応力度－せん断ひずみ関係を図 3－7 に示す。 

 

τ1

γ1

γ

τ

0 γ2 γ3

τ2

τ3

 

 

τ１ ： 第 1 折点のせん断応力度 

τ２ ： 第 2 折点のせん断応力度 

τ３ ： 終局点のせん断応力度 

γ１ ： 第 1 折点のせん断ひずみ 

γ２ ： 第 2 折点のせん断ひずみ 

γ３ ： 終局点のせん断ひずみ（4.0×10-3） 

 

図 3－7 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係 
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(2) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１

-1991 追補版」に基づき，最大点指向型モデルとする。耐震壁のせん断応力度－

せん断ひずみ関係の履歴特性を図 3－8 に示す。 

 

τ1

γ1

γ

τ

0 γ2 γ3

τ2

τ3

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

 

 

a. O-A 間 ：弾性範囲 

b. A-B 間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最

大点が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c. B-C 間 ：負側最大点指向 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

e. 安定ループは面積を持たない。 

 

図 3－8 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 
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(3) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係） 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係）は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁の曲げモーメン

ト－曲率関係を図 3－9 に示す。 

 

Ｍ1

φ1

φ

Ｍ

0 φ2 φ3

Ｍ2

Ｍ3

 

 

Ｍ１ ： 第 1 折点の曲げモーメント 

Ｍ２ ： 第 2 折点の曲げモーメント 

Ｍ３ ： 終局点の曲げモーメント 

φ１ ： 第 1 折点の曲率 

φ２ ： 第 2 折点の曲率 

φ３ ： 終局点の曲率 

 

図 3－9 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係 
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(4) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，ディグレイディングトリリニア型モデルとする。耐震壁の曲

げモーメント－曲率関係の履歴特性を図 3－10 に示す。 

 

Ｍ1

φ1

φ

Ｍ

0 φ2 φ3

Ｍ2

Ｍ3

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

2・
Ｍ

1

 

 

a. O-A 間 ：弾性範囲 

b. A-B 間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最

大点が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c. B-C 間 ：負側最大点指向型で，安定ループは最大曲率に応じた等価粘

性減衰を与える平行四辺形をしたディグレイディングトリリ

ニア型とする。平行四辺形の折点は，最大値から 2・Ｍ1 を減

じた点とする。ただし，負側最大点が第 2 折点を超えていな

ければ，負側第 2 折点を最大点とする安定ループを形成する。

また，安定ループ内部での繰り返しに用いる剛性は安定ルー

プの戻り剛性に同じとする。 

d. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

 

図 3－10 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 
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(5) スケルトン曲線の諸数値 

排気筒モニタ室の各耐震壁について算定したせん断及び曲げスケルトン曲線の

諸数値を表 3－5～表 3－8 に示す。 
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表 3－5 せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＮＳ方向） 

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

12.25～8.8 1.48 2.00 4.19 0.165 0.495 4.00

EL
(m)

 

 

表 3－6 せん断スケルトン曲線（τ－γ関係）（ＥＷ方向）

τ1 τ2 τ3 γ1 γ2 γ3

（N/mm2） （N/mm2） （N/mm2） (×10-3) (×10-3) (×10-3)

12.25～8.8 1.48 2.00 4.19 0.165 0.495 4.00

EL
(m)

 

 

表 3－7 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＮＳ方向） 

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

12.25～8.8 0.472 0.631 0.833 15.2  166    3320    

EL
(m)

 

 

表 3－8 曲げスケルトン曲線（Ｍ－φ関係）（ＥＷ方向） 

Ｍ1 Ｍ2 Ｍ3 φ1 φ2 φ3

(×105 kN･m) (×105 kN･m) (×105 kN･m) (×10-6 /m) (×10-6 /m) (×10-6 /m)

12.25～8.8 0.454  0.628  0.849  15.3  167    3350    

EL
(m)
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3.5.4 材料物性の不確かさ等 

解析においては，「3.5.1 地震応答解析モデル」に示す物性値及び定数を基本

ケースとし，材料物性の不確かさを考慮する。材料物性の不確かさを考慮した地

震応答解析は，建物応答への影響の大きい地震動に対して実施することとし，基

本ケースの地震応答解析の応答値のいずれかが最大となる地震動に対して実施す

ることとする。 

材料物性の不確かさのうち，地盤物性については，排気筒の基礎に設置された

建物であることから考慮しない。また，建物剛性の不確かさについては，コンク

リートの実強度は設計基準強度よりも大きくなること及び建物剛性として考慮し

ていない壁の建物剛性への寄与については構造耐力の向上が見られることから，

保守的に考慮しない。 

材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケースを表 3－9 に示す。 

 

 

表 3－9 材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤物性 備考 

ケース 1 

（工認モデル） 
設計基準強度 ― 基本ケース 

ケース 2 

（積雪） 
設計基準強度 ― 

積雪荷重との 

組合せを考慮 
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3.6 評価方法 

排気筒モニタ室の波及的影響の評価は，基準地震動Ｓｓにおける質点系モデルの地

震応答解析結果を用い，以下のとおり評価する。 

なお，以下の評価には，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.6.1 構造物全体としての変形性能の評価方法 

構造物全体としての変形性能の評価は，質点系モデルによる地震応答解析を行

い，応答せん断ひずみを算定し，最大応答せん断ひずみが許容限界を超えないこ

とを確認する。 

 

3.6.2 相対変位による評価方法 

相対変位による評価は，「3.5 解析方法」に示す排気筒モニタ室の地震応答解

析モデルによる解析結果とⅥ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」における地震応

答解析結果から，地震動毎に最大応答変位の和を算定し，その値が許容限界を超

えないことを確認する。最大相対変位を算定する際の基準点は，排気筒の基礎底

面レベルの地盤面とする。 

また，衝突のおそれのある床レベルに地震応答解析モデルの質点がない場合に

は，当該床レベルの上下質点の応答変位を用いた線形補間により，当該床レベル

の変位を算定する。 

さらに，上記の最大相対変位が許容限界を超える場合には，各建物・構築物の

時刻歴応答変位による相対変位が，許容限界を超えないことを確認する。 

なお，排気筒モニタ室は 1 階床面（EL 8.8m）を固定したモデルのため，地盤物

性の不確かさを考慮していないことから，地震応答解析ケースはケース 1（工認

モデル）及びケース 2（積雪）の 2 ケースである。一方，排気筒では地盤物性の

不確かさ及び制震装置（粘性ダンパ）の不確かさを考慮しており，Ⅵ-2-2-13「排

気筒の地震応答計算書」において地震応答解析ケースを 5 ケースとしている。こ

のため，相対変位による評価について，排気筒モニタ室のケース 1 は排気筒の全

5 ケースと，排気筒モニタ室のケース 2 は排気筒のケース 1（工認モデル）との相

対変位を評価する。 
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4. 評価結果 

4.1 構造物全体としての変形性能の評価結果 

基準地震動Ｓｓに対する建物の最大応答せん断ひずみを表 4－1 に示す。 

その結果，ケース 1（工認モデル）の最大応答せん断ひずみは，0.04×10-3（ＮＳ方

向，Ｓｓ－Ｄ）である。また，材料物性の不確かさを考慮した場合の最大応答せん断

ひずみは，最大で 0.04×10-3（ＮＳ方向，ケース 2，Ｓｓ－Ｄ）であり，いずれの場

合においても許容限界（4.0×10-3）を超えないことを確認した。 

 

表 4－1 建物の最大応答せん断ひずみ 

（単位：×10-3）     

ケース 

方向 

ケース 1 
（工認モデル） 

ケース 2 許容限界 

ＮＳ 
0.04 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.04 

(Ｓｓ－Ｄ) 
4.0 

ＥＷ 
0.04 

(Ｓｓ－Ｄ) 

0.04 

(Ｓｓ－Ｄ) 
4.0 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性

の不確かさを考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－

Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷ

に対して実施。 
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4.2 相対変位による評価結果 

基準地震動Ｓｓに対する建物・構築物間の最大相対変位を表 4－2 に示す。また，

各建物・構築物の最大応答変位とクリアランスを図 4－1 に示す。 

その結果，材料物性の不確かさを考慮した場合も含め，最大相対変位は，EL 12.25m

で 4.29mm（Ｓｓ－Ｄ）であり，許容限界（97mm）を超えないことを確認した。 

 

 



S2 補 Ⅵ-2-11-2-1-6 R0 
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表 4－2 排気筒モニタ室と排気筒（鉄塔）の最大相対変位 

（ＮＳ方向，絶対値和） 

（単位：mm） 

排気筒モニタ室 
排気筒 

（鉄塔） 

ケース 1＊1 

（工認モデル） 
ケース 2＊1 

許容 

限界 質点 

番号 

EL 

（m） 

質点 

番号 

EL 

（m） 

ケース 1＊2 

（工認モデル） 

ケース 2＊2 

（地盤物性＋σ） 

ケース 3＊2 

（地盤物性－σ） 

ケース 4＊2 

（減衰係数上限） 

ケース 5＊2 

（減衰係数下限） 

ケース 1＊2 

（工認モデル） 

① 12.25 ＊3 12.25 
3.54 

(Ｓｓ－Ｄ) 

3.19 

(Ｓｓ－Ｄ) 

4.29 

(Ｓｓ－Ｄ) 

3.52 

(Ｓｓ－Ｄ) 

3.60 

(Ｓｓ－Ｄ) 

3.54 

(Ｓｓ－Ｄ) 
97 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性の不確かさを考慮した地震応答解析は，基準地震

動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷに対して実施。 

注記＊1：排気筒モニタ室の地震応答解析ケースを示す。 

＊2：排気筒の地震応答解析ケースを示す。 

＊3：排気筒モニタ室の質点①（EL 12.25m）の応答変位に加算する排気筒の応答変位は，排気筒（鉄塔）の上下質点間

（EL23.9m～EL 8.5m）で線形補間して算定。
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注記＊1：排気筒モニタ室の地震応答解析ケースを示す。 

＊2：排気筒の地震応答解析ケースを示す。 

 

図 4－1 排気筒モニタ室と排気筒（鉄塔）の最大応答変位とクリアランス（ＮＳ方向） 
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Ⅵ-2-11-2-2 １号機排気筒の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価

方針」に基づき，１号機排気筒が原子炉補機海水ポンプ，原子炉建物等に対して，波及

的影響を及ぼさないことを説明するものである。 

その波及的影響の評価は，原子炉補機海水ポンプ，原子炉建物等の有する機能が保持

されることを確認するために，施設の損傷，転倒及び落下等による影響では，１号機排

気筒の構造物全体としての変形性能の評価を行う。 

 

2. 基本方針 

2.1 位置 

１号機排気筒の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 １号機排気筒の設置位置 

 PN

１号機排気筒 
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2.2 構造概要 

１号機排気筒は，地盤からの高さ 120m である内径 2.8m の鋼板製筒身を鋼管四角形

鉄塔で支えた鋼製鉄塔支持型排気筒である。 

１号機排気筒の基礎は鉄筋コンクリート造であり，岩盤に直接設置している。 

筒身は支持点位置(EL 37.5m，EL 59.5m，EL 89.5m 及び EL 113.5m＊)にて鉄塔と接

合されている。 

１号機排気筒の概要図を図 2－2 に，配置図を図 2－3 に示す。 

 

構造概要 

構造形状 鋼製鉄塔支持型 

排気筒高さ 筒身 120.0m（EL 128.5m） 

鉄塔高さ 105.0m（EL 113.5m） 

鉄塔幅 頂 部  6.0m 

 根開き  26.0m 

筒身支持点位置 EL 37.5m，EL 59.5m，EL 89.5m，EL 113.5m 

基礎 鉄筋コンクリート造 

 

注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 
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図 2－2 １号機排気筒の概要図（単位：m） 
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１号機排気筒

１号機排気筒の転倒範囲（半径約120m）
 

図 2－3 １号機排気筒の配置図 
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2.3 評価方針 

１号機排気筒は，原子炉補機海水ポンプ，原子炉建物等と同じ運転状態を想定する

ことから，設計基準対象施設及び重大事故等対処施設に対する波及的影響の評価を行

う。 

１号機排気筒の設計基準対象施設に対する波及的影響の評価においては，基準地震

動Ｓｓに対する評価（以下「Ｓｓ地震時に対する評価」という。）を行うこととする。

１号機排気筒の波及的影響の評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある

下位クラス施設の耐震評価方針」に基づき，地震応答解析による評価において，施設

の損傷，転倒及び落下等による影響では，構造物全体としての変形性能の評価を行う。

評価にあたっては，材料物性の不確かさを考慮する。 

また，重大事故等対処施設に対する波及的影響の評価においては，Ｓｓ地震時に対

する評価を行う。ここで，１号機排気筒では，設計基準事故時及び重大事故等時の状

態における圧力，温度等の条件に有意な差異がないことから，重大事故等対処施設に

対する波及的影響の評価は，設計基準対象施設に対する波及的影響の評価と同一とな

る。 

図 2－4 に１号機排気筒の波及的影響の評価フローを示す。 
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評価開始

地震荷重 固定荷重，運転荷重

荷重の組合せ

許容限界の設定

解析モデル及び諸元の設定＊

Ｓｓ地震時の地震応答解析

評価終了

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。

変形性能の評価＊

(鉄塔部及び筒身部の最大変形角の評価)

 

図 2－4 １号機排気筒の波及的影響の評価フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

１号機排気筒の波及的影響の評価を行う際に適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 

・煙突構造設計施工指針（（財）日本建築センター，1982 年版） 

・煙突構造設計指針（（社）日本建築学会，2007 制定） 

・塔状鋼構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，1980 制定） 

・鋼構造座屈設計指針（（社）日本建築学会，1996 改定） 

・容器構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 改定） 
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3. 評価方法 

3.1 評価対象部位及び評価方針 

１号機排気筒の波及的影響の評価は，以下の方針に基づき行う。 

構造物全体としての変形性能の評価では，立体架構モデルを用いた地震応答解析結

果により求められる鉄塔部及び筒身部の頂部変位に基づく最大変形角が，「建築基準

法施行令第 82 条の 2（層間変形角）」により設定した許容限界を超えないことを確認

する。 

以上の評価では，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.2 設計に用いる地震波 

１号機排気筒の地震応答解析に用いる地震波は，上位クラス施設である原子炉補機

海水ポンプ，原子炉建物等の評価に適用したⅥ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設計

用地震動Ｓｄの策定概要」に示す解放基盤表面レベルに想定する地震波のうち，基準

地震動Ｓｓを用いることとする。 

地震応答解析に用いる地震波の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルを，図

3－1～図 3－4 に示す。 
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図 3－1(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－1(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－2(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 



 

12 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
2 
R0
 

最大値 620 cm/s2

-1200

-600

0

600

1200

0 10 20 30 40 50 60

加
速

度
（

cm
/s

2 ）

時間（s）  

(d) Ｓｓ－Ｎ１ 

 

最大値 528 cm/s2

-1200

-600

0

600

1200

0 10 20 30 40 50 60

加
速

度
（

cm
/s

2
）

時間（s）  

(e) Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ 

 

最大値 531 cm/s2

-1200

-600

0

600

1200

0 10 20 30 40 50 60

加
速

度
（

cm
/s

2
）

時間（s）  

(f) Ｓｓ－Ｎ２ＥＷ 

 

図 3－2(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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図 3－3(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向） 
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図 3－3(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向） 
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(b) ＥＷ方向 

 

図 3－4(1) 加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ） 
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(c) 鉛直方向 

 

図 3－4(2) 加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ） 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラ

ス施設の耐震評価方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せを用いる。荷重の組

合せを表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

 

［記号の説明］ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態における運転荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 
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3.4 許容限界 

１号機排気筒の原子炉補機海水ポンプ，原子炉建物等に対する波及的影響の評価に

おける許容限界は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の

耐震評価方針」に記載の許容限界に基づき，表 3－2 及び表 3－3 のとおり設定する。 

 

表 3－2 波及的影響の評価における許容限界 

（設計基準対象施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

原子炉補機海水

ポンプ，原子炉

建物等に波及的

影響を及ぼさな

い 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

鉄塔部及び筒身部 

最大変形角が構造物全

体としての構造強度の

確認のための許容限界

を超えないことを確認 

1/120＊ 

注記＊：「建築基準法施行令第 82 条の 2（層間変形角）」により設定。 

 

表 3－3 波及的影響の評価における許容限界 

（重大事故等対処施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

原子炉補機海水

ポンプ，原子炉

建物等に波及的

影響を及ぼさな

い 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

鉄塔部及び筒身部 

最大変形角が構造物全

体としての構造強度の

確認のための許容限界

を超えないことを確認 

1/120＊ 

注記＊：「建築基準法施行令第 82 条の 2（層間変形角）」により設定。 
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3.5 解析方法 

3.5.1 地震応答解析モデル 

地震応答解析モデルは，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の解析モ

デルの設定方針に基づき設定する。地震応答解析モデルの設定に用いた使用材料

の物性値を表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 使用材料の物性値 

使用材料 

ヤング係数 

Ｅ 

（N/mm2） 

せん断 

弾性係数 

Ｇ 

（N/mm2） 

減衰定数 

ｈ 

（％） 

備考 

鉄筋コンクリート 

コンクリート： 

Fc＝22.1（N/mm2） 

（Fc＝225（kgf/cm2）） 

鉄筋：SD35（SD345 相当） 

2.20×104 9.18×103 5 基礎 

鋼材： 

SS41（SS400 相当） 

STK41（STK400 相当） 

2.05×105 7.90×104 2 鉄塔 

鋼材： 

SM41（SM400 相当） 
2.05×105 7.90×104 1 筒身 
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地震応答解析モデルは，地盤との相互作用を考慮し，構造物－地盤連成の立体

架構モデルとする。１号機排気筒の地震応答解析モデルを図 3－5 に，部材諸元一

覧を表 3－5～表 3－10 に示す。 

地震応答解析は，時刻歴応答解析により行う。なお，減衰は剛性比例型減衰（１

号機排気筒の水平方向 1 次固有振動数に対し，筒身は 1％，鉄塔は 2％，基礎は 5％

と設定）として評価する。 

基礎底面の地盤ばねについては，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ 

４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）」により，成層補正を行ったのち，

振動アドミッタンス理論に基づき求めたスウェイ，ロッキング及び鉛直の地盤ば

ねを，近似法により定数化して用いる。地盤ばねの定数化の概要を図 3－6 に，地

盤ばね定数及び減衰係数を表 3－11 に示す。基礎底面ばねの評価には解析コード

「ＡＤＭＩＴＨＦ」を用いる。評価に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の

概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓから以下の手順で算

定する。まず，解放基盤表面以深の地盤を 1 次元地盤としてモデル化し，一次元

波動論に基づく評価により，EL-215m の入射波を算定する。算定した EL-215m の

入射波を１号機排気筒位置での地盤をモデル化した 1 次元地盤に入力して一次元

波動論に基づく評価を行い，１号機排気筒基礎底面での地盤応答を評価して入力

地震動とする。地震応答解析に用いる地盤モデルの地盤物性値を表 3－12 に示す。

表 3－12 に示す地盤物性値のうち，表層①-1 については，地震動レベル及び試験

結果に基づく埋戻土のひずみ依存性を考慮した等価物性値とする。また，１号機

排気筒基礎底面レベルにおけるせん断力及び軸力（以下「切欠き力」という。）

を入力地震動に付加することにより，地盤の切欠き効果を考慮する。 

地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図を図 3－7 に，1 次元地盤モデル

を図 3－8 に，基礎底面位置（EL 0.0m）における入力地震動の加速度応答スペク

トルを図 3－9 に示す。入力地震動の算定には，解析コード「ＳＨＡＫＥ」を用い

る。評価に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計

算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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X(EW)

Y(NS)
Z

EL113.5

EL108.8

EL102.5

EL96.9

EL89.5

EL83.3

EL75.5

EL68.3

EL59.5

EL49.8

EL37.5

EL24.7

EL8.5

EL128.5

EL4.5

EL0.0

K3
K2

K1

JF*

EL8.8

(m)

筒身支持点

筒身支持点

筒身支持点

筒身支持点

：質点

：曲げせん断ビーム要素
　又はトラス要素

：剛体要素

【凡例】

 

注記＊：回転慣性重量（9.976×106kN・m2） 

 

図 3－5 地震応答解析モデル 
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表 3－5 筒身部モデル諸元（断面諸元） 

高さ 

EL 

（m） 

断面形状 

(mm) 

断面性能 

断面積 

Ａ 

（×103 mm2） 

せん断 

断面積 

ＡＳｘ，ｙ 

（×103 mm2） 

断面二次 

モーメント 

Ｉｘ，ｙ 

(×109 mm4) 

ねじり 

定数 

Ｊ 

(×109 mm4) 

128.5 ～  8.8 φ2,816×8.0  71.0 35.5  70.0 139.1 

21.3 ～ 13.8 φ2,820×10.0  88.0 44.0  87.0 174.3 

128.5 ～  8.8 φ2,824×12.0＊ 106.0 53.0 105.0 209.6 

128.5 ～  8.8 φ2,828×14.0＊ 124.0 62.0 123.0 245.0 

注記＊：筒身支持点の上下区間の断面形状を示す。 

 

表 3－6 筒身部モデル諸元（質点重量） 

高さ 

EL（m） 

質点重量 

（kN） 

128.5 40.0 

113.5 310.0 

89.5 250.0 

59.5 260.0 

37.5 200.0 

8.8 460.0 
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表 3－7 鉄塔部モデル諸元（断面諸元） 

部材 

高さ 

EL 

（m） 

使用部材 

（mm） 

断面性能 

断面積 

Ａ 

（mm2） 

せん断 

断面積 

ＡＳｘ，ｙ 

（mm2） 

断面二次 

モーメント 

Ｉｘ，ｙ 

(×106 mm4) 

ねじり 

定数 

Ｊ 

(×106 mm4) 

主柱材 

113.5 ～ 102.5 φ267.4× 6.6 5408 2704 46.0 92.0 

102.5 ～  89.5 φ355.6× 6.4 7021 3511 107.1 214.0 

89.5 ～  75.5 φ508.0× 7.9 12410 6205 388.1 776.0 

75.5 ～  59.5 φ609.6× 9.5 17910 8955 806.4 1612.0 

59.5 ～  37.5 φ711.2×12.7 27870 13935 1700.0 3399.0 

37.5 ～   8.5 φ812.8×16.0 40050 20025 3180.0 6357.0 

斜材 

113.5 ～  89.5 φ216.3× 5.8 3836 ― ― ― 

89.5 ～  75.5 φ267.4× 6.6 5408 ― ― ― 

75.5 ～  59.5 φ318.5× 6.9 6755 ― ― ― 

59.5 ～  37.5 φ406.4× 7.9 9890 ― ― ― 

37.5 ～   8.5 φ508.0× 9.5 14880 ― ― ― 

水平材 

113.5 H-500×200×10×16＊ 11080 
6400 460.4 

0.7021 
5000 21.4 

108.8 φ165.2× 4.5 2272 1136 7.3 14.7 

102.5 ～  83.3 φ216.3× 5.8 3836 1918 21.3 42.5 

75.5 ～  68.3 φ267.4× 6.6 5408 2704 46.0 92.0 

59.5 φ355.6× 6.4 7021 3511 107.1 214.0 

49.8 φ406.4× 7.9 9890 4945 196.4 392.6 

37.5 φ508.0× 9.5 14880 7440 462.3 924.3 

24.7 φ457.2× 6.4 9064 4532 230.3 460.5 

注記＊：Ｈ形鋼のせん断断面積及び断面二次モーメントは上段がＡＳｘ及びＩｘ，下段が  

ＡＳｙ及びＩｙを示す。  

 

 

 

 

 

ｙ 

ｘ 
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表 3－8 鉄塔部モデル諸元（質点重量） 

高さ 

EL（m） 

質点重量＊ 

（kN） 

113.5 60.0 

108.8 35.2 

102.5 46.0 

96.9 56.0 

89.5 83.2 

83.3 75.2 

75.5 111.2 

68.3 138.0 

59.5 233.2 

49.8 278.0 

37.5 453.2 

24.7 473.2 

8.5 206.0 

注記＊：各高さの総重量を示す。 
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表 3－9 基礎部モデル諸元（断面諸元） 

高さ 

EL 

（m） 

断面形状 

(m) 

断面性能 

断面積 

Ａ 

（m2） 

せん断 

断面積 

ＡＳｘ，ｙ 

（m2） 

断面二次 

モーメント 

Ｉｘ，ｙ 

(m4) 

ねじり 

定数 

Ｊ 

(m4) 

8.8 ～ 4.5（筒身部） 6.0×6.0 36.00 30.00 108.00 182.20 

8.5 ～ 4.5（鉄塔部） 4.0×4.0 16.00 13.33 21.33 35.99 

4.5 ～ 0.0（地中梁部） － 516.0 430.0 59320 35430 

 

 

表 3－10 基礎部モデル諸元（質点重量） 

高さ 

EL（m） 

質点重量 

（kN） 

8.8 1760.0 

8.5 2980.0 

4.5 66420.0 

0.0 27330.0 
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Ｋｃ

ω1

Ｃｃ

実部 RＫ(ω)

虚部 IＫ(ω)

円振動数(ω)

地盤ばね(Ｋ)

 

ばね定数 ：0Hz のばね定数Ｋｃで定数化 

減衰係数 ：地盤－建物連成系の 1 次固有円振動数ω1 に対応する虚部の値と原

点とを結ぶ直線の傾きＣｃで定数化 

 

図 3－6 地盤ばねの定数化の概要 

 

表 3－11 地盤ばね定数と減衰係数 

ばね 

番号 

地盤ばね 

成分 

ばね定数 

Ｋｃ 

減衰係数 

Ｃｃ 

K1 底面・水平 4.44×108（kN/m) 2.17×106（kN・s/m） 

K2 底面・鉛直 6.00×108（kN/m) 3.99×106（kN・s/m) 

K3 底面・回転 8.05×1010(kN・m/rad) 2.75×105（kN・m・s/rad) 
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表 3－12 １号機排気筒の地震応答解析に用いる地盤モデルの地盤物性値 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ（m/s） 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

表層①-1 127 * 422 * 20.7 0.45 0.341* 8 * 

岩盤③ 1600  3600  24.5 0.377 64.0 3  

岩盤④ 1950  4000  24.5 0.344 95.1 3  

岩盤⑤ 2000  4050  26.0 0.339 105.9 3  

岩盤⑥ 2350  4950  27.9 0.355 157.9 3  

注記＊：地震動レベル及び試験結果に基づく埋戻土のひずみ依存性を考慮した等価物性値 
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基準地震動Ｓｓ

EL -215.0m

解放基盤表面
 

EL -10.0m

入射波(E1)反射波(F1)

〔解放地盤モデル〕

EL -215.0m

EL 0.0m

入射波(E1) 反射波(F2)

一次元波動論
による応答計算

応答波(E1+F2)

〔実地盤モデル〕

EL 8.5m

入力地震動
(E+F)

〔地震応答解析モデル〕

入力地震動(E+F)
切欠き力（P）

一次元波動論
による応答計算

応答波(E1+F1)

(2E0)

 

図 3－7 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図
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［実地盤モデル］［解放地盤モデル］

排気筒基礎下端
EL  0.0m

地表面
EL  8.5m

入力地震動
(E+F)

切欠き力(P)

反射波(F2)入射波(E1)入射波(E1)反射波(F1)

EL -160.0m

解放基盤表面
EL -10.0m

EL -60.0m

EL -110.0m

EL -215.0m

一次元波動論に
よる応答計算

EL -140.0m

EL -115.0m

一次元波動論に
よる応答計算

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

表層
 -1

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

EL -215.0m

基準地震動Ｓｓ
(2E0)

EL -200.0m

 

図 3－8(1) 1 次元地盤モデル（水平方向） 
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［実地盤モデル］［解放地盤モデル］

排気筒基礎下端
EL  0.0m

地表面
EL  8.5m

入力地震動
(E+F)

切欠き力(P)

反射波(F2)入射波(E1)入射波(E1)反射波(F1)

EL -160.0m

解放基盤表面
EL -10.0m

EL -60.0m

EL -110.0m

EL -215.0m

一次元波動論に
よる応答計算

EL -140.0m

EL -115.0m

一次元波動論に
よる応答計算

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

表層
 -1

岩盤 

岩盤 

岩盤 

岩盤 

EL -215.0m

基準地震動Ｓｓ
(2E0)

EL -200.0m

 

図 3－8(2) 1 次元地盤モデル（鉛直方向） 
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(b) ＥＷ方向 

 

 

図 3－9(1) 入力地震動の加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，EL 0.0m） 
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(c) 鉛直方向 

 

図 3－9(2) 入力地震動の加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，EL 0.0m） 
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3.5.2 解析方法 

１号機排気筒の地震応答解析には，解析コード「ｆａｐｐａｓｅ」を用いる。 

建物・構築物の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づ

き，時刻歴応答解析により実施する。 

基準地震動Ｓｓ－Ｄ及びＳｓ－Ｎ１については，２方向（水平１方向（0°方向

又は 45°方向）及び鉛直方向）の同時入力とする。また，基準地震動Ｓｓ－Ｆ１，

Ｓｓ－Ｆ２及びＳｓ－Ｎ２については，３方向（水平２方向及び鉛直方向）の同

時入力とする。 

なお，地震応答解析に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要について

は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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3.5.3 材料物性の不確かさ 

解析においては，「3.5.1 地震応答解析モデル」に示す物性値及び定数を基本

ケースとし，材料物性の不確かさを考慮する。材料物性の不確かさを考慮した地

震応答解析は，１号機排気筒応答への影響の大きい地震動に対して実施すること

とし，基本ケースの地震応答解析の応答値のいずれかが最大となる地震動に対し

て実施することとする。 

地盤物性の不確かさについては，地盤調査結果の平均値を基に設定した数値を

基本ケースとし，地盤物性の不確かさ検討にあたっては，Ｓ波速度に対して標準

偏差に相当するばらつき（±1σ）を考慮する。 

材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケースを表 3－13 に，地盤物性の

不確かさを考慮した解析用地盤物性値を表 3－14 に示す。 

 

 

表 3－13 材料物性の不確かさを考慮する地震応答解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤物性 備考 

ケース 1 

（工認モデル） 
設計基準強度 標準地盤 基本ケース 

ケース 2 

（地盤物性＋σ） 
設計基準強度 

標準地盤＋σ 

（＋10％，＋20％） 
 

ケース 3 

（地盤物性－σ） 
設計基準強度 

標準地盤－σ 

（－10％，－20％） 
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表 3－14 地盤物性の不確かさを考慮した解析用地盤物性値 

(a) Ｓ波速度 

層番号 
地盤のＳ波速度 Ｖｓ（m/s） 

基本ケース ＋σ相当 －σ相当 

表層①-1 127 153 102 

岩盤③ 1600 1760 1440 

岩盤④ 1950 2145 1755 

岩盤⑤ 2000 2200 1800 

岩盤⑥ 2350 2585 2115 

 

(b) Ｐ波速度 

層番号 
地盤のＰ波速度 Ｖｐ（m/s） 

基本ケース ＋σ相当 －σ相当 

表層①-1 422 506 338 

岩盤③ 3600 3960 3240 

岩盤④ 4000 4400 3600 

岩盤⑤ 4050 4455 3645 

岩盤⑥ 4950 5445 4455 
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3.6 評価方法 

１号機排気筒の波及的影響の評価は，基準地震動Ｓｓにおける立体架構モデルの地

震応答解析結果を用い，以下のとおり評価する。 

なお，以下の評価には，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

3.6.1 構造物全体としての変形性能の評価方法 

構造物全体としての変形性能の評価では，立体架構モデルによる地震応答解析

結果を行い，鉄塔部及び筒身部の頂部変位より最大変形角を算定し，許容限界を

超えないことを確認する。 
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4. 評価結果 

4.1 構造物全体としての変形性能の評価結果 

基準地震動Ｓｓに対する１号機排気筒の最大変形角を表 4－1 に示す。 

その結果，ケース１（工認モデル）の最大変形角は，鉄塔部で 1/370（Ｓｓ－Ｄ），

筒身部で 1/308（Ｓｓ－Ｄ）である。また，材料物性の不確かさを考慮した場合の最

大変形角は，鉄塔部で 1/355（ケース 3，Ｓｓ－Ｄ），筒身部で 1/293（ケース 3，Ｓ

ｓ－Ｄ）であり，いずれの場合においても許容限界（1/120）を超えないことを確認

した。 

 

表 4－1 １号機排気筒の最大変形角 

ケース 

項目 

鉄塔部 筒身部 
許容 

限界 ケース 1 

（工認モデル） 
ケース 2 ケース 3 

ケース 1 

（工認モデル） 
ケース 2 ケース 3 

高さ＊1 

(m) 105.0 105.0 105.0 119.7 119.7 119.7 ― 

水平 

応答変位 

(㎜) 
283.4 276.3 295.4 388.5 378.9 407.7 ― 

最大＊2 

変形角 

1/370 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1/380 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1/355 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1/308 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1/315 

(Ｓｓ－Ｄ) 

1/293 

(Ｓｓ－Ｄ) 
1/120 

注記＊1：鉄塔部は EL 8.5m からの高さ，筒身部は EL 8.8m からの高さを示す。 

＊2：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性の不確

かさを考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ

２，Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ２に対して実施。 



Ⅵ-2-11-2-6 竜巻防護対策設備の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-11-2-6-1 燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備の耐震性

についての計算書 

 



 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
6-
1 
R0
 

目 次 

1. 概要 ····································································  1 

2. 基本方針 ································································  1 

2.1 位置 ·································································  1 

2.2 構造概要 ·····························································  2 

2.3 評価方針 ·····························································  9 

2.4 適用規格・基準等 ····················································  11 

3. 評価方法 ·······························································  12 

3.1 評価対象部位及び評価方針 ············································  12 

3.2 設計に用いる地震波 ··················································  12 

3.3 荷重及び荷重の組合せ ················································  18 

3.4 許容限界 ····························································  19 

3.5 解析方法 ····························································  20 

3.5.1 地震応答解析モデル ··············································  20 

3.5.2 解析方法 ························································  29 

3.5.3 材料物性の不確かさ ··············································  30 

3.6 評価方法 ····························································  31 

3.6.1 構造物全体としての変形性能の評価方法 ····························  31 

3.6.2 相対変位による評価方法 ··········································  31 

4. 評価結果 ·······························································  32 

4.1 構造物全体としての変形性能の評価結果 ································  32 

4.2 相対変位による評価結果 ··············································  33 

 

 



 

1 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
6-
1 
R0
 

1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価

方針」に基づき，燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備が排気筒，非常用ディーゼル

発電設備 A-ディーゼル燃料移送ポンプ等に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明

するものである。 

その波及的影響の評価は，排気筒，非常用ディーゼル発電設備 A-ディーゼル燃料移

送ポンプ等の有する機能が保持されることを確認するために，施設の損傷，転倒及び落

下等による影響では，燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備の構造物全体としての変

形性能の評価を，建物・構築物間の相対変位による影響では，排気筒への衝突の有無を

確認する。 

 

2. 基本方針 

2.1 位置 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

図 2－1 燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備の設置位置 

 PN

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備 
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2.2 構造概要 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備は，鉄骨フレーム及び鋼板から構成される

鉄骨造の建物である。燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（北側）の概略平面図

を図 2－2 に，概略断面図を図 2－3 に，燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（南

側）の概略平面図を図 2－4 に，概略断面図を図 2－5 に示す。また，建物配置図を図

2－6 に，燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備と排気筒のクリアランスを図 2－7

に示す。 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（北側）の平面は，3.636m＊（ＮＳ）×3.961m＊

（ＥＷ）であり，高さは 2.1m である。また，燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設

備（南側）の平面は，6.036m＊（ＮＳ）×3.961m＊（ＥＷ）であり，高さは 2.1m であ

る。 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備の基礎は排気筒の基礎と一体構造である。 

 

注記＊：建物寸法は鋼板外面寸法とする。
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図 2－2 燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（北側）の概略平面図（EL 8.7m＊） 

 

注記＊：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 
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図 2－3(1) 燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（北側）の概略断面図 

（Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向） 
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図 2－3(2) 燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（北側）の概略断面図 

（Ｂ－Ｂ 断面，ＥＷ方向）
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図 2－4 燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（南側）の概略平面図（EL 8.7m） 
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図 2－5(1) 燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（南側）の概略断面図 

（Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向） 
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図 2－5(2) 燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（南側）の概略断面図 

（Ｂ－Ｂ断面，ＥＷ方向） 
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PN

排気筒（鉄塔）

排気筒
モニタ室 排気筒（筒身）

燃料移送ポンプエリア
竜巻防護対策設備

（南側）

燃料移送ポンプエリア
竜巻防護対策設備

（北側）

 

 

図 2－6 建物配置図 
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72mm

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備
（北側）

EL  8.7

EL 10.8
EL 11.2085

排気筒（鉄塔）

(単位：m)
 

 

図 2－7(1) 燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（北側）と排気筒のクリアランス 

（ＮＳ方向） 

 

 

72mm

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備
（南側）

排気筒（鉄塔）

EL  8.7

EL 10.8
EL 11.2085

(m)

(単位：m)
 

 

図 2－7(2) 燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（南側）と排気筒のクリアランス 

（ＮＳ方向） 
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2.3 評価方針 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備は，排気筒，非常用ディーゼル発電設備 A-

ディーゼル燃料移送ポンプ等と同じ運転状態を想定することから，設計基準対象施設

及び重大事故等対処施設に対する波及的影響の評価を行う。 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備の設計基準対象施設に対する波及的影響

の評価においては，基準地震動Ｓｓに対する評価（以下「Ｓｓ地震時に対する評価」

という。）を行うこととする。燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備の波及的影響

の評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価

方針」に基づき，地震応答解析による評価において，施設の損傷，転倒及び落下等に

よる影響では，構造物全体としての変形性能の評価を行う。建物・構築物間の相対変

位による影響では，排気筒（鉄塔）との相対変位による評価を行うことで，排気筒へ

の衝突の有無の確認を行う。この相対変位による評価では，燃料移送ポンプエリア竜

巻防護対策設備の最大応答変位に加えて，Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」に

基づく最大応答変位を用いる。 

なお，燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備が倒壊しない限り，非常用ディーゼ

ル発電設備 A-ディーゼル燃料移送ポンプ等に衝突・接触することはない。 

また，重大事故等対処施設に対する波及的影響の評価においては，Ｓｓ地震時に対

する評価を行う。ここで，燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備では，設計基準事

故時及び重大事故等時の状態における圧力，温度等の条件に有意な差異がないことか

ら，重大事故等対処施設に対する波及的影響の評価は，設計基準対象施設に対する波

及的影響の評価と同一となる。 

図 2－8 に波及的影響の評価フローを示す。 
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評価開始

地震荷重 固定荷重，運転荷重

荷重の組合せ

許容限界の設定

解析モデル及び諸元の設定

Ｓｓ地震時の地震応答解析

変形性能の評価
（層間変形角の評価）

建物・構築物間の最大相対変位による評価
（排気筒への影響評価）

添付書類
Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」

建物・構築物間の時刻歴相対変位による評価
（排気筒への影響評価）

評価終了

最大相対変位
72mm未満

最大相対変位
72mm以上

時刻歴相対変位
72mm未満

 

 

図 2－8 燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備の波及的影響の評価フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備の波及的影響の評価を行う際に適用する

規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 
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3. 評価方法 

3.1 評価対象部位及び評価方針 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備の波及的影響の評価は，以下の方針に基づ

き行う。 

構造物全体としての変形性能の評価では，質点系モデルを用いた地震応答解析結果

により求められる鉄骨フレームの最大層間変形角が，「建築基準法施行令第 82 条の 2

（層間変形角）」により設定した許容限界を超えないことを確認する。 

排気筒との相対変位による評価では，燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備と排

気筒の最大応答変位の絶対値和（以下「最大相対変位」という。）と建物・構築物間

のクリアランスの大小関係により，隣接する排気筒への衝突の有無を確認する。なお，

最大相対変位が許容限界を超過する場合には，燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設

備と排気筒の時刻歴上の相対変位から衝突の有無を確認する。 

 

3.2 設計に用いる地震波 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備の地震応答解析に用いる地震波は，上位ク

ラス施設である排気筒，非常用ディーゼル発電設備 A-ディーゼル燃料移送ポンプ等

の評価に適用したⅥ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの策定概要」

に示す解放基盤表面レベルに想定する地震波のうち，基準地震動Ｓｓを用いることと

する。 

地震応答解析に用いる地震波の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルを，図

3－1～図 3－3 に示す。 
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図 3－1(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－1(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＮＳ方向） 
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図 3－2(1) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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図 3－2(2) 加速度時刻歴波形（基準地震動Ｓｓ，ＥＷ方向） 
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図 3－3 加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ） 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラ

ス施設の耐震評価方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せを用いる。荷重の組

合せを表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

 

［記号の説明］ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態における運転荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 
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3.4 許容限界 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備の排気筒，非常用ディーゼル発電設備 A-

ディーゼル燃料移送ポンプ等に対する波及的影響の評価における許容限界は，Ⅵ

-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」に記載

の許容限界に基づき，表 3－2 及び表 3－3 のとおり設定する。 

 

表 3－2 波及的影響の評価における許容限界 

（設計基準対象施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

排気筒，非常用

ディーゼル発電

設備 A-ディー

ゼル燃料移送ポ

ンプ等に波及的

影響を及ぼさな

い 

 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

 

鉄骨フレーム 

最大層間変形角が波及

的影響を及ぼさないた

めの許容限界を超えな

いことを確認 

層間変形角 

1/120＊1 

燃料移送ポンプ 

エリア竜巻防護 

対策設備 

及び 

排気筒（鉄塔） 

建物・構築物間の最大

相対変位が波及的影響

を及ぼさないための許

容限界を超えないこと

を確認＊2 

相対変位 

72mm 

注記＊1：「建築基準法施行令第 82 条の 2（層間変形角）」により設定。 

＊2：最大相対変位が許容限界を超過する場合には，燃料移送ポンプエリア竜巻防護

対策設備と排気筒の時刻歴上の相対変位から衝突の有無を確認する。 

 

表 3－3 波及的影響の評価における許容限界 

（重大事故等対処施設に対する評価） 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

排気筒，非常用

ディーゼル発電

設備 A-ディー

ゼル燃料移送ポ

ンプ等に波及的

影響を及ぼさな

い 

 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

 

鉄骨フレーム 

最大層間変形角が波及

的影響を及ぼさないた

めの許容限界を超えな

いことを確認 

層間変形角 

1/120＊1 

燃料移送ポンプ 

エリア竜巻防護 

対策設備 

及び 

排気筒（鉄塔） 

建物・構築物間の最大

相対変位が波及的影響

を及ぼさないための許

容限界を超えないこと

を確認＊2 

相対変位 

72mm 

注記＊1：「建築基準法施行令第 82 条の 2（層間変形角）」により設定。 

＊2：最大相対変位が許容限界を超過する場合には，燃料移送ポンプエリア竜巻防護

対策設備と排気筒の時刻歴上の相対変位から衝突の有無を確認する。 
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3.5 解析方法 

3.5.1 地震応答解析モデル 

地震応答解析モデルは，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の解析モ

デルの設定方針に基づき，水平方向について設定する。地震応答解析モデルの設

定に用いた使用材料の物性値を表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 使用材料の物性値 

使用材料 
ヤング係数 

Ｅ 
（N/mm2） 

せん断 
弾性係数 

Ｇ 
（N/mm2） 

減衰定数 
ｈ 

（％） 
備考 

鉄骨： 

SS400 
2.05×105 7.90×104 2 ― 

 



 

21 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
6-
1 
R0
 

地震応答解析モデルは，燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（北側）及び

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（南側）が排気筒の基礎に設置されてい

ることから，建物柱脚レベル（EL 8.7m）を固定し，せん断剛性を考慮した質点系

モデルとし，弾性時刻歴応答解析を行う。建物のモデル化は，ＮＳ方向及びＥＷ

方向それぞれについて行っている。 

地震応答解析モデルを図 3－4 及び図 3－5 に示す。 

入力地震動は，Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」で算定した基準地震動 

Ｓｓによる排気筒（鉄塔）の基礎上端位置の応答を用いることとし，燃料移送ポ

ンプエリア竜巻防護対策設備の柱脚レベルに直接入力する。 

地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図を図 3－6 に，燃料移送ポンプエ

リア竜巻防護対策設備への入力地震動とする排気筒（鉄塔）の基礎上端位置にお

ける加速度応答スペクトルを図 3－7 及び図 3－8 に示す。 
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図 3－4(1) 地震応答解析モデル（ＮＳ方向） 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（北側）
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図 3－4(2) 地震応答解析モデル（ＥＷ方向） 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（北側） 
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図 3－5(1) 地震応答解析モデル（ＮＳ方向） 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（南側） 
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図 3－5(2) 地震応答解析モデル（ＥＷ方向） 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（南側） 
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〔排気筒の地震応答解析モデル〕

入力地震動

排気筒（鉄塔）の基礎上端位置における
基準地震動Ｓｓの時刻歴応答加速度

1

〔燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備の
地震応答解析モデル〕

 

図 3－6 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図
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図 3－7 入力地震動の加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，排気筒（鉄塔）基礎上） 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（北側）
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図 3－8 入力地震動の加速度応答スペクトル（基準地震動Ｓｓ，排気筒（鉄塔）基礎上） 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（南側） 
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3.5.2 解析方法 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備の地震応答解析には，解析コード「Ｎ

ＵＰＰ４」を用いる。 

建物・構築物の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づ

き，時刻歴応答解析により実施する。 

なお，地震応答解析に用いる解析コードの検証，妥当性確認等の概要について

は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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3.5.3 材料物性の不確かさ 

解析においては，「3.5.1 地震応答解析モデル」に示す物性値及び定数を基本

ケースとする。 

材料物性の不確かさのうち，地盤物性については，排気筒の基礎に設置された

建物であることから，考慮しない。 

地震応答解析ケースを表 3－5 に示す。 

 

表 3－5 地震応答解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 
地盤物性 備考 

ケース 1 

（工認モデル） 
―＊ ― 基本ケース 

注記＊：鉄骨フレーム及び鋼板から構成される鉄骨造の建物であるため，せん断

剛性を考慮する。 
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3.6 評価方法 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備の波及的影響の評価は，基準地震動Ｓｓに

おける質点系モデルの地震応答解析結果を用い，以下のとおり評価する。 

 

3.6.1 構造物全体としての変形性能の評価方法 

構造物全体としての変形性能の評価は，質点系モデルによる地震応答解析を行

い，層間変形角を算定し，最大層間変形角が許容限界を超えないことを確認する。 

 

3.6.2 相対変位による評価方法 

相対変位による評価は，「3.5 解析方法」に示す燃料移送ポンプエリア竜巻防

護対策設備の地震応答解析モデルによる解析結果とⅥ-2-2-13「排気筒の地震応答

計算書」における地震応答解析結果から，地震動毎に最大応答変位の和を算定し，

その値が許容限界を超えないことを確認する。最大相対変位を算定する際の基準

点は，排気筒の基礎底面レベルの地盤面とする。 

また，衝突のおそれのある床レベルに地震応答解析モデルの質点がない場合に

は，当該床レベルの上下質点の応答変位を用いた線形補間により，当該床レベル

の変位を算定する。 

さらに，上記の最大相対変位が許容限界を超える場合には，各建物・構築物の

時刻歴応答変位による相対変位が，許容限界を超えないことを確認する。 

なお，燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備は建物柱脚レベル（EL 8.7m）を

固定したモデルのため，地盤物性の不確かさを考慮していないことから，地震応

答解析ケースはケース 1（工認モデル）の 1 ケースである。一方，排気筒では地

盤物性の不確かさ及び制震装置（粘性ダンパ）の不確かさを考慮しており，Ⅵ

-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」において地震応答解析ケースを 5 ケースとし

ている。このため，相対変位による評価について，燃料移送ポンプエリア竜巻防

護対策設備のケース 1 は排気筒の全 5 ケースとの相対変位を評価する。 
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4. 評価結果 

4.1 構造物全体としての変形性能の評価結果 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（北側）の基準地震動Ｓｓに対する建物の

最大層間変形角を表 4－1 に示す。 

その結果，最大層間変形角は，1/18102（ＥＷ方向，Ｓｓ－Ｄ）であり，許容限界

（1/120）を超えないことを確認した。 

 

表 4－1 建物の最大層間変形角 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（北側） 

ケース 

方向 

ケース 1 
（工認モデル） 

許容限界 

ＮＳ 
1/26863 

(Ｓｓ－Ｄ) 
1/120 

ＥＷ 
1/18102 

(Ｓｓ－Ｄ) 
1/120 

注：（ ）内は応答が最大となる地震動を示す。 

 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（南側）の基準地震動Ｓｓに対する建物の

最大層間変形角を表 4－2 に示す。 

その結果，最大層間変形角は，1/13270（ＥＷ方向，Ｓｓ－Ｄ）であり，許容限界

（1/120）を超えないことを確認した。 

 

表 4－2 建物の最大層間変形角 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（南側） 

ケース 

方向 

ケース 1 
（工認モデル） 

許容限界 

ＮＳ 
1/37686 

(Ｓｓ－Ｄ) 
1/120 

ＥＷ 
1/13270 

(Ｓｓ－Ｄ) 
1/120 

注：（ ）内は応答が最大となる地震動を示す。 
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4.2 相対変位による評価結果 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（北側）の基準地震動Ｓｓに対する建物・

構築物間の最大相対変位を表 4－3 に示す。また，各建物・構築物の最大応答変位と

クリアランスを図 4－1 に示す。 

その結果，最大相対変位は，EL 10.8m で 4.07mm（Ｓｓ－Ｄ）であり，許容限界（72mm）

を超えないことを確認した。 

 



S2 補 Ⅵ-2-11-2-6-1 R0 
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表 4－3 燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（北側）と排気筒（鉄塔）の最大相対変位 

（ＮＳ方向，絶対値和） 

（単位：mm） 

燃料移送ポンプエリア 

竜巻防護対策設備（北側） 

排気筒 

（鉄塔） 

ケース 1＊1 

（工認モデル） 許容 

限界 質点 

番号 

EL 

（m） 

質点 

番号 

EL 

（m） 

ケース 1＊2 

（工認モデル） 

ケース 2＊2 

（地盤物性＋σ） 

ケース 3＊2 

（地盤物性－σ） 

ケース 4＊2 

（減衰係数上限） 

ケース 5＊2 

（減衰係数下限） 

① 10.8 ＊3 10.8 
3.21 

(Ｓｓ－Ｎ１) 

2.98 

(Ｓｓ－Ｎ１) 

4.07 

(Ｓｓ－Ｄ) 

3.26 

(Ｓｓ－Ｎ１) 

3.12 

(Ｓｓ－Ｄ) 
72 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性の不確かさを考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ

－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷに対して実施。 

注記＊1：燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（北側）の地震応答解析ケースを示す。 

＊2：排気筒の地震応答解析ケースを示す。 

＊3：燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（北側）の質点①（EL 10.8m）の応答変位に加算する排気筒の応答変位は，排気

筒（鉄塔）の上下質点間（EL23.9m～EL 8.5m）で線形補間して算定。 
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0

10

20

30

EL(m)

-36 360.0 (mm)
クリアランス = 72mm 

燃料移送ポンプエリア

竜巻防護対策設備（北側）

排気筒（鉄塔）

（a）ケース1及びケース1

 

(a) ケース 1＊1 及びケース 1＊2 

0

10

20

30

EL(m)

-36 360.0 (mm)
クリアランス = 72mm 

燃料移送ポンプエリア

竜巻防護対策設備（北側）

排気筒（鉄塔）

（b）ケース1及びケース2

 

(b) ケース 1＊1 及びケース 2＊2 

最大応答変位

Ss-D

Ss-F1

Ss-F2

Ss-N1

Ss-N2NS

Ss-N2EW

初期位置

q

q

q

q

q

q

q  

0

10

20

30

EL(m)

-36 360.0 (mm)
クリアランス = 72mm 

燃料移送ポンプエリア

竜巻防護対策設備（北側）

排気筒（鉄塔）

（c）ケース1及びケース3

 

(c) ケース 1＊1 及びケース 3＊2 

0

10

20

30

EL(m)

-36 360.0 (mm)
クリアランス = 72mm 

燃料移送ポンプエリア

竜巻防護対策設備（北側）

排気筒（鉄塔）

（d）ケース1及びケース4

 

(d) ケース 1＊1 及びケース 4＊2 

 

0

10

20

30

EL(m)

-36 360.0 (mm)
クリアランス = 72mm 

燃料移送ポンプエリア

竜巻防護対策設備（北側）

排気筒（鉄塔）

（e）ケース1及びケース5

 

(e) ケース 1＊1 及びケース 5＊2 

  

 

注記＊1：燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（北側）の地震応答解析ケースを示す。 

＊2：排気筒の地震応答解析ケースを示す。 

 

図 4－1 燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（北側）と排気筒（鉄塔）の 

最大応答変位とクリアランス（ＮＳ方向） 



 

 

36 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
6-
1 
R0
 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（南側）の基準地震動Ｓｓに対する建物・

構築物間の最大相対変位を表 4－4 に示す。また，各建物・構築物の最大応答変位と

クリアランスを図 4－2 に示す。 

その結果，最大相対変位は，EL 10.8m で 4.05mm（Ｓｓ－Ｄ）であり，許容限界（72mm）

を超えないことを確認した。 
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表 4－4 燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（南側）と排気筒（鉄塔）の最大相対変位 

（ＮＳ方向，絶対値和） 

（単位：mm） 

燃料移送ポンプエリア 

竜巻防護対策設備（南側） 

排気筒 

（鉄塔） 

ケース 1＊1 

（工認モデル） 許容 

限界 質点 

番号 

EL 

（m） 

質点 

番号 

EL 

（m） 

ケース 1＊2 

（工認モデル） 

ケース 2＊2 

（地盤物性＋σ） 

ケース 3＊2 

（地盤物性－σ） 

ケース 4＊2 

（減衰係数上限） 

ケース 5＊2 

（減衰係数下限） 

① 10.8 ＊3 10.8 
3.19 

(Ｓｓ－Ｎ１) 

2.96 

(Ｓｓ－Ｎ１) 

4.05 

(Ｓｓ－Ｄ) 

3.24 

(Ｓｓ－Ｎ１) 

3.11 

(Ｓｓ－Ｎ１) 
72 

注：（ ）内は各ケースにおいて応答が最大となる地震動を示す。材料物性の不確かさを考慮した地震応答解析は，基準地震動Ｓｓ

－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２ＮＳ及びＳｓ－Ｎ２ＥＷに対して実施。 

注記＊1：燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（南側）の地震応答解析ケースを示す。 

＊2：排気筒の地震応答解析ケースを示す。 

＊3：燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（南側）の質点①（EL 10.8m）の応答変位に加算する排気筒の応答変位は，排気

筒（鉄塔）の上下質点間（EL23.9m～EL 8.5m）で線形補間して算定。 
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EL(m)

-36 360.0 (mm)
クリアランス = 72mm 

燃料移送ポンプエリア

竜巻防護対策設備（南側）

排気筒（鉄塔）

（a）ケース1及びケース1

 

(a) ケース 1＊1 及びケース 1＊2 
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EL(m)

-36 360.0 (mm)
クリアランス = 72mm 

燃料移送ポンプエリア

竜巻防護対策設備（南側）

排気筒（鉄塔）

（b）ケース1及びケース2

 

(b) ケース 1＊1 及びケース 2＊2 

最大応答変位

Ss-D

Ss-F1

Ss-F2

Ss-N1

Ss-N2NS

Ss-N2EW

初期位置

q

q

q

q

q

q

q  
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EL(m)

-36 360.0 (mm)
クリアランス = 72mm 

燃料移送ポンプエリア

竜巻防護対策設備（南側）

排気筒（鉄塔）

（c）ケース1及びケース3

 

(c) ケース 1＊1 及びケース 3＊2 
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-36 360.0 (mm)
クリアランス = 72mm 

燃料移送ポンプエリア

竜巻防護対策設備（南側）

排気筒（鉄塔）

（d）ケース1及びケース4

 

(d) ケース 1＊1 及びケース 4＊2 
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-36 360.0 (mm)
クリアランス = 72mm 

燃料移送ポンプエリア

竜巻防護対策設備（南側）

排気筒（鉄塔）

（e）ケース1及びケース5

 

(e) ケース 1＊1 及びケース 5＊2 

  

 

注記＊1：燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（南側）の地震応答解析ケースを示す。 

＊2：排気筒の地震応答解析ケースを示す。 

 

図 4－2 燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備（南側）と排気筒（鉄塔）の  

最大応答変位とクリアランス（ＮＳ方向） 
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Ⅵ-2-11-2-6-2 建物開口部竜巻防護対策設備の耐震性について

の計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-11-l「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価

方針」にて設定している耐震評価方針に基づき，建物開口部竜巻防護対策設備が設計用地

震力に対して十分な構造強度を有していることを確認することで，周辺に設置された上位

クラス施設に対して，建物開口部竜巻防護対策設備の損傷及び脱落による波及的影響を及

ぼさないことを説明するものである。 
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2. 一般事項 

2.1 配置概要 

建物開口部竜巻防護対策設備は，原子炉建物及び廃棄物処理建物に設置する。建物開

口部竜巻防護対策設備は，竜巻防護ネット対策設備と竜巻防護鋼板対策設備に分類され

る。本資料では図 2－1 に示す建物開口部竜巻防護対策設備のうち，構造強度評価の評

価部位であるフレームとアンカーボルトの裕度が最も厳しい竜巻防護ネット対策設備

(2RB-BOP2,3)及び竜巻防護鋼板対策設備(2RB-BOP1)を代表として，耐震性について示す。

なお，その他の竜巻防護ネット対策設備の評価結果については「【竜巻防護ネット対策

設備についての計算結果】1.4.3 代表機器の選定結果及び全機器の評価結果」にて示

す。 

対象とした設備は建物上部に設置されているため，地震により脱落した場合の影響範

囲の限定が難しいことから，周辺に設置された上位クラス施設に対して波及的影響を及

ぼすおそれがある。 

建物開口部竜巻防護対策設備の一覧を表 2－1 に，設置位置を図 2－1 に示す。 

 

表 2－1 建物開口部竜巻防護対策設備一覧 

据付場所及び 

床面高さ(m） 
設備 No. タイプ 

原子炉建物 

EL 23.8＊ 
2RB-AG1,3,4 

竜巻防護ネット対策設備 

（壁付けタイプ） 

原子炉建物 

EL 23.8＊ 
2RB-AG2 

竜巻防護ネット対策設備 

（壁付けタイプ） 

原子炉建物 

EL 23.8＊ 
2RB-AG5 

竜巻防護ネット対策設備 

（壁付けタイプ） 

原子炉建物 

EL 34.8＊ 
2RB-3 

竜巻防護ネット対策設備 

（壁付けタイプ） 

原子炉建物 

EL 37.2＊ 
2RB-M4 

竜巻防護ネット対策設備 

（壁付けタイプ） 

原子炉建物 

EL 51.7＊ 
2RB-BOP1 竜巻防護鋼板対策設備 

原子炉建物 

EL 51.7＊ 
2RB-BOP2,3 

竜巻防護ネット対策設備 

（張出しタイプ） 

廃棄物処理建物 

EL 26.7＊ 
2RwB-AG1 

竜巻防護ネット対策設備 

（壁付けタイプ） 

注記＊：基準床レベルを示す。  
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図 2－1(1) 建物開口部竜巻防護対策設備の設置位置図 

（原子炉建物，EL 23.8m） 

 

 

  

図 2－1(2) 建物開口部竜巻防護対策設備の設置位置図 

（原子炉建物，EL 34.8m） 

EL 37200 
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図 2－1(3) 建物開口部竜巻防護対策設備の設置位置図 

（原子炉建物，EL 51.7m） 

 

  

図 2－1(4) 建物開口部竜巻防護対策設備の設置位置図 

（廃棄物処理建物，EL 26.7m） 
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2.2 構造計画 

竜巻防護ネット対策設備及び竜巻防護鋼板対策設備の構造計画を表 2－2 及び表 2－3

に示す。 

 



S2 補 Ⅵ-2-11-2-6-2 R0 
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表 2－2(1) 構造計画（竜巻防護ネット対策設備，張出しタイプ） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

アンカーボルトによ

り建物躯体である床

及び壁に固定され

る。 

竜巻防護ネットが取

り付けられた鉄骨フ

レーム 

  

（単位：mm） 

 

アンカーボルト
（接着系）

フレーム
（鉄骨架構）竜巻防護ネット

：評価部位

建物開口部
B

BA

A

CC

（A-A断面） （B-B断面）

（C-C断面）

3
2
0
0

32
00

4
5
0

3000 3000 3000

3000 30002300 2300

23
00

23002300

32
00

32
00

3000

アンカーボルト
（頭付き）

:H-600×200×11×17

C1

B1

:H-600×300×14×25C1,B2

C1 C1 C1

B1

B1

B1 B3

B3

B3

B3

B3

B3

B1

B3 B3 B2

B1 B1
B3 B3B2

C1

B3

B3

C1

:H-400×200×8×13B3

B1

B1

B1

B1

B1

B1
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表 2－2(2) 構造計画（竜巻防護ネット対策設備，壁付けタイプ） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

アンカーボルトによ

り建物躯体である壁

に固定される。 

竜巻防護ネットが取

り付けられた鉄骨フ

レーム 

 

（単位：mm） 

 

  

A

A

C

B

B

C

（C-C断面）

（A-A断面） （B-B断面）

3075 3075 3045 3000 2800

28
00

28
00

2
8
0
0

6
0
0

:H-800×300×16×32C2,B2
:H-1000×300×19×32C1,B1アンカーボルト

（接着系）

：評価部位

フレーム
（鉄骨架構）

竜巻防護ネット

建物開口部

3075 3045 3000 28003075

28
00

28
00

2
8
0
0

C1

C1 C1

C1

B1 B1

B2

B2 B2

B2 B2

B2

B1 B1

C2 C2

C2 C2

C2 C2

C2

B2

B2

B1B1

B2 B2 B2

600
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表 2－3 構造計画（竜巻防護鋼板対策設備） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

アンカーボルトによ

り建物躯体である壁

に固定される。 

竜巻防護鋼鈑が取り

付けられた鉄骨フレ

ーム 

 （単位：㎜） 

C1 C1 C1 C1 C1

C1 C1 C1 C1C1

C1

C1

C1

アンカーボルト
(接着系)

フレーム
（鉄骨架構）

：評価部位

竜巻防護鋼板

建物開口部

A

A

BB

45
50

800 800 800 800 800640 640

800 800 800 800 800640 640

90
2

34
0

39
0

52
80

477

:H-800×300×14×26C1

（A-A断面）

（B-B断面）
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2.3 評価方針 

建物開口部竜巻防護対策設備の応力評価は，Ⅵ-2-11-l「波及的影響を及ぼすおそれ

のある下位クラス施設の耐震評価方針」に従い実施する。 

評価については，「2.2 構造計画」にて示す建物開口部竜巻防護対策設備の部位を

踏まえ，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル」及び「4.4 

固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収ま

ることを，「4. 応力評価及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施す

る。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

建物開口部竜巻防護対策設備の耐震評価フローを図 2－2 に示す。 

 

 

図 2－2 建物開口部竜巻防護対策設備の耐震評価フロー 

  

地震力による荷重 

応力の算出 

建物開口部竜巻防護対策設備の構造強度評価 

解析モデル設定 

固有値解析 

設計用地震力 

地震と組み合わせる荷重 

・自重 

    ・積雪荷重 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電

気協会） 

・鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会 2010 年改定） 
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2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ｓｃａ 

Ａ 

Ａ0 

Ａｃ 

Ａｑｃ 

Ａｓｙ 

Ａｓｚ 

ＣＨＸ 

ＣＨＹ 

ＣＶ 

Ｄ 

ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆｃ 

ｆ 

ｆｂ 

ｆｃ 

ｆｓ 

ｆｔ 

ｆｎ 

 

ｉ 

I 

ℓ 

ℓｋ 

Ｌｃe 

Ｌe 

Ｍｅ 

Ｍｙ1 

Ｍｘ 

Ｍｙ 

Ｍｚ 

アンカーボルトの断面積 

フレームの断面積 

アンカーボルト頭部の支圧面積 

引張力に対するコーン状破壊面の有効投影面積 

せん断力に対するコーン状破壊面の有効投影面積 

フレームのせん断断面積（y 軸方向） 

フレームのせん断断面積（z 軸方向） 

Ｘ方向設計震度（絶対座標系） 

Ｙ方向設計震度（絶対座標系） 

鉛直方向設計震度（絶対座標系） 

アンカーボルトの頭部直径 

アンカーボルトの径 

縦弾性係数 

鋼材の許容応力を決定する場合の基準値 

コンクリートの設計基準強度 

1 次固有振動数 

フレームの許容曲げ応力 

フレームの許容圧縮応力 

フレームの許容せん断応力 

フレームの許容引張応力 

アンカーボルト引張時の頭部支圧応力度に対するコンクリート

の支圧強度 

断面二次半径 

フレームの断面二次モーメント 

フレームの長さ 

座屈長さ 

アンカーボルトの強度算定用埋込み長さ 

アンカーボルトの有効埋込み長さ 

弾性横座屈モーメント 

降伏モーメント 

フレームの曲げモーメント（x 軸周り） 

フレームの曲げモーメント（y 軸周り） 

フレームの曲げモーメント（z 軸周り） 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

― 

― 

― 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

Hz 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

mm 

mm4 

mm 

mm 

mm 

mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 
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記号 記号の説明 単位 

ｍ 

ｗ 

ｎ 

 

Ｘ，Ｙ，Ｚ 

ｘ，ｙ，ｚ 

Ｚｙ 

Ｚｚ 

Λ 

λ 

λｂ 

ｅλｂ 

ｐλｂ 

νｃ 

νｂ 

π 

Ｎｃ 

Ｎｔ 

Ｒｘ 

Ｒｙ 

Ｒｚ 

ｐ 

ｐａ 

ｐａ１ 

 

ｐａ２ 

 

ｐａ３ 

 

ｑ 

ｑａ 

ｑａ１ 

 

 

質量分布 

評価用荷重 

フレームと壁及び床の取付部 1 箇所当たりのアンカーボルトの

本数 

絶対（節点）座標軸 

局所（要素）座標軸 

フレームの断面係数（y 軸周り） 

フレームの断面係数（z 軸周り） 

フレームの限界細長比 

フレームの有効細長比 

降伏モーメントに対する曲げ材の基準化細長比 

弾性限界細長比 

塑性限界細長比 

圧縮座屈に対する安全率 

曲げ座屈に対する安全率 

円周率 

フレームの軸力（圧縮） 

フレームの軸力（引張り） 

ベースプレート部の荷重（x 軸方向） 

ベースプレート部の荷重（y 軸方向） 

ベースプレート部の荷重（z 軸方向） 

アンカーボルト 1 本当たりの引張力 

アンカーボルト 1 本当たりの許容引張力 

アンカーボルトの降伏により決まる場合のアンカーボルト 1 本

当たりの許容引張応力 

定着した躯体のコーン状破壊により決まる場合のアンカーボル

ト 1 本当たりの許容引張応力 

アンカーボルトの付着力により決まる場合のアンカーボルト 1

本当たりの許容引張応力 

アンカーボルト 1 本当たりのせん断力 

アンカーボルト 1 本当たりの許容せん断力 

アンカーボルトのせん断強度により決まる場合のアンカーボル

ト 1 本当たりの許容せん断力 

 

kg/m 

N/m 

― 

 

― 

― 

mm3 

mm3 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

 

N 

 

N 

 

N 

N 

N 
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記号 記号の説明 単位 

ｑａ２ 

 

ｑａ３ 

 

Ｑｙ 

Ｑｚ 

φ１ 

φ２ 

φ３ 

αｎ 

 

ｃｎ 

ｃσｑａ 

ｃσｔ 

ｓσｐａ 

ｓσｑａ 

σｂｙ 

σｂｚ 

σｃ 

σｔ 

τａ 

 

τｂａｖｇ 

τｙ 

τz 

定着した躯体の支圧強度により決まる場合のアンカーボルト 1

本当たりの許容せん断力 

定着した躯体のコーン状破壊により決まる場合のアンカーボル

ト 1 本当たりの許容せん断力 

フレームのせん断力（y 軸方向） 

フレームのせん断力（z 軸方向） 

低減係数 長期：2/3 短期：1.0 

低減係数 長期：1/3 短期：2/3 

低減係数 長期：1/3 短期：2/3 

へりあき及びアンカーボルトピッチによる付着強度の低減係数 

（ｎ＝1，2，3） 

へりあき及びアンカーボルトピッチの 1/2（ｎ＝1，2，3） 

コンクリートの支圧強度 

コーン状破壊に対するコンクリートの引張強度 

アンカーボルトの引張強度 

アンカーボルトのせん断強度 

フレームに生じる曲げ応力（y 軸周り） 

フレームに生じる曲げ応力（z 軸周り） 

フレームに生じる圧縮応力 

フレームに生じる引張応力 

へりあき及びアンカーボルトのピッチを考慮したアンカーボル

トの引張力に対する付着力 

アンカーボルトの基本平均付着強度 

フレームに生じるせん断応力（y 軸方向） 

フレームに生じるせん断応力（z 軸方向） 

N 

 

N 

 

N 

N 

― 

― 

― 

― 

 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

MPa 

MPa 

MPa 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

表示する数値の丸め方は表 2－4 に示すとおりとする。 

 

表 2－4 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

質量 ㎏ ― ― 整数位＊1 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4 桁目 四捨五入 有効数字 3 桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 
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3. 評価部位 

建物開口部竜巻防護対策設備の耐震評価は，建物開口部竜巻防護対策設備が脱落するこ

とにより波及的影響を及ぼさないことを確認する観点から，「4.1 応力評価及び構造強

度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなるフレーム及びアンカーボルトに

ついて実施する。なお，建物開口部竜巻防護対策設備は，構造物として十分な剛性を有し

ており，支持構造物であるフレーム及びアンカーボルトが健全であれば脱落による損傷を

防止できるため，フレーム及びアンカーボルトを評価対象とする。建物開口部竜巻防護対

策設備の耐震評価部位については，表 2－2 及び表 2－3 の概略構造図に示す。  
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4. 応力評価及び構造強度評価 

4.1 応力評価及び構造強度評価方法 

(1) 建物開口部竜巻防護対策設備のフレームは，アンカーボルトにより建物躯体である

床及び壁に固定されるものとする。 

(2) 建物開口部竜巻防護対策設備の応力評価には，はり要素を用いたフレームモデルに

より行う。 

(3) 建物開口部竜巻防護対策設備の質量には，フレーム自身の質量のほか，竜巻防護ネ

ット，竜巻防護鋼板の質量を考慮する。 

(4) 地震力は，建物開口部竜巻防護対策設備に対して水平方向及び鉛直方向に作用する

ものとし，組合せ係数法を用いて設定する。 

(5) 地震力は，固有値解析結果を踏まえて設定するものとする。 

(6) 積雪による荷重は，評価対象設備に対して鉛直方向に作用するものとする。 
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4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ 

建物開口部竜巻防護対策設備の荷重の組合せを表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 荷重の組合せ 

名称 荷重の組合せ 

建物開口部竜巻防護対策設備 Ｄ＋ＳＳ＋ＰＳ 

Ｄ：自重 

Ｓｓ：地震荷重 

Ｐｓ：積雪荷重 

 

4.2.2 使用材料の許容応力 

フレーム及びアンカーボルトの許容応力を表 4－2 に示す。 

 

表 4－2 使用材料の許容応力＊1      （単位：MPa） 

評価部材 材料 

材料強度 

引張り 
圧縮 

曲げ 
せん断 

フレーム 
SN490B 

（厚さ≦40mm） 
325 325＊2 187 

アンカーボルト SS400 235 235＊2 135 

注記＊1：鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改    

定）による。 

注記＊2：上限値であり，座屈長さ等を勘案して設定する。 

 



 

18 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-6
-2
 R
0 

4.3 解析モデル 

4.3.1 竜巻防護ネット対策設備 

竜巻防護ネット対策設備の解析モデルを図 4－1 に，解析モデルの概要を以下に

示す。 

(1) 解析モデルは，フレームについてはり要素を用いてモデル化する。 

(2) 拘束条件は，フレームと原子炉建物床面及び壁面をアンカーボルトで固定する。

なお，固定箇所はピン接合とする。 

(3） 解析コードは「ＫＡＮＳＡＳ２」を使用する。なお，評価に用いる解析コードの

検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コー

ド）の概要」に示す。 

 

 

ＸＹ

Ｚ

：H-600×300×14×25

：H-600×200×11×17

：H-400×200×8×13

：ピン接合〇

 

 

図 4－1 竜巻防護ネット対策設備の解析モデル 
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4.3.2 竜巻防護鋼板対策設備 

竜巻防護鋼板対策設備の解析モデルを図 4－2 に，解析モデルの概要を以下に示

す。 

(1) 解析モデルは，フレームを単純はりとしてモデル化する。 

(2) 拘束条件は，フレームと原子炉建物壁面をアンカーボルトで固定する。なお，固

定箇所はピン接合とする。 

 

概略断面図 解析モデル

 

Ｚ

Ｙ Ｘ

 

 

 

図 4－2 竜巻防護鋼板対策設備の解析モデル 
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4.4 固有周期 

4.4.1 竜巻防護ネット対策設備 

竜巻防護ネット対策設備の固有周期は，「4.3.1 竜巻防護ネット対策設備」で

示した解析モデルを用いて，解析コード「ＫＡＮＳＡＳ２」を使用し算出する。固

有値解析の結果を表 4－3 に示す。固有周期は，0.05 秒以下であり，剛構造である

ことを確認した。 

 

表 4－3 固有値解析結果（竜巻防護ネット対策設備） 

方向 
固有周期 

(s) 

刺激係数 

水平方向 鉛直方向 

Ｚ方向 

（ＵＤ方向） 
Ｘ方向 

（ＥＷ方向） 

Ｙ方向 

（ＮＳ方向） 

Ｘ方向 

（ＥＷ方向） 
0.0363 5.043 0.000 0.000 

Ｚ方向 

（ＵＤ方向） 
0.0329 0.000 0.011 1.761 

Ｙ方向 

（ＮＳ方向） 
0.0295 0.000 -1.457 -0.378 

 

4.4.2 竜巻防護鋼板対策設備 

竜巻防護鋼板対策設備の固有周期は，「4.3.2 竜巻防護鋼板対策設備」で示し

た解析モデルを用いて，「土木学会構造力学公式集」に基づき下式より算出する。 

2π ＥＩ
ｆ＝

2π ｍ
 

 

固有値解析の結果を表 4－4 に示す。固有周期は，0.05 秒以下であり，剛構造で

あることを確認した。 

 

表 4－4 固有値解析結果（竜巻防護鋼板対策設備） 

方向 
固有周期 

(s) 

Ｘ方向 

（ＮＳ方向） 
0.0324 

Ｙ方向 

（ＥＷ方向） 
0.0156 

 



 

21 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-6
-2
 R
0 

4.5 設計用地震力 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

に基づき設定する。 

建物開口部竜巻防護対策設備は剛構造であることから，建物の地震応答解析に基づい

て算定された最大応答加速度又はこれを上回る設計震度を設定する。設計震度を表 4－

5 及び表 4－6 に示す。 

 

表 4－5 設計用地震力（竜巻防護ネット対策設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 
鉛直方向 

Ｚ方向 

(ＵＤ方向) 

水平方向 鉛直方向 

Ｚ方向 

(ＵＤ方向) 

設計震度 

Ｘ方向 

（ＥＷ方向) 

Ｙ方向 

(ＮＳ方向) 

Ｘ方向 

(ＥＷ方向) 

設計震度 

Ｙ方向 

(ＮＳ方向) 

設計震度 

原子炉建物 

EL 52.4 

(EL 51.7＊1) 

0.0363 0.0295 0.0329 
ＣＨＸ＝ 

7.02＊2 

ＣＨＹ＝ 

5.54＊2 

ＣＶ＝ 

7.43＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

 

表 4－6 設計用地震力（竜巻防護鋼板対策設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 
鉛直方向 

Ｚ方向 

(ＵＤ方向) 

水平方向 鉛直方向 

Ｚ方向 

(ＵＤ方向) 

設計震度 

Ｘ方向 

（ＮＳ方向) 

Ｙ方向 

(ＥＷ方向) 

Ｘ方向 

(ＮＳ方向) 

設計震度 

Ｙ方向 

(ＥＷ方向) 

設計震度 

原子炉建物 

EL 51.9 

(EL 51.7＊1) 

0.0324 0.0156 ＊2 
ＣＨＸ＝ 

4.43＊3 

ＣＨＹ＝ 

9.54＊3 

ＣＶ＝ 

2.66＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：0.05 秒以下 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
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4.6 応力の計算方法 

4.6.1 竜巻防護ネット対策設備 

(1) フレームの応力 

フレームの応力は，解析による計算で得られる各要素端での軸力Ｎｔ，Ｎｃ，せん

断力Ｑｙ，Ｑｚ及び曲げモーメントＭｙ，Ｍｚにより各応力を次のように求める。 

 

a. 引張応力又は圧縮応力 

ｔ ｃ
t ｃ

Ｎ Ｎ
σ＝ ，σ＝

Ａ Ａ
 

 

b. せん断応力 

ｙ ｚ
ｙ ｚ

ｓｙ ｓｚ

Ｑ Ｑ
τ＝ ，τ＝

Ａ Ａ
 

 

c. 曲げ応力 

ｙ ｚ
ｂｙ ｂｚ

ｙ ｚ

Ｍ Ｍ
σ ＝ ，σ ＝

Ｚ Ｚ
 

 

d. 組合せ応力 

(a) 圧縮又は引張り＋曲げ 

ｃ ｂy ｂz ｂy ｂz t

ｃ ｂ t

σ σ σ σ σ σ
max ＋ ，

ｆ ｆ ｆ

   
 
   

 

(b) 圧縮又は引張り＋曲げ＋せん断 

   
2 22 2

ｃ ｂｙ ｂz ｙ ｃ ｂｙ ｂz ｚ

ｃ　 ｔ　

max σ＋σ ＋σ ＋3τ  ， σ＋σ ＋σ ＋3τ

引張軸力の場合はσをσとする。

 
 
 

 

 

注：添字ｙ,ｚは要素に与えられた座標軸（ｙ：弱軸方向,ｚ：強軸方向） 
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(2) アンカーボルトの荷重 

アンカーボルトの荷重は，解析による計算で得られるベースプレート部の各要素

端に生じる荷重Ｒｘ，Ｒｙ，Ｒｚにより各荷重を次のように求める。 

a. 引張荷重 

ｘｐ＝ Ｒ /ｎ 

 

b. せん断荷重 

2 2
ｙ ｚｑ＝ Ｒ ＋Ｒ ／ｎ

 

 

注：添字ｘ,ｙ,ｚは要素に与えられた座標軸（ｘ：引張方向,ｙ及びｚ：せん断方

向） 
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4.6.2 竜巻防護鋼板対策設備 

(1) フレームの荷重及び応力 

フレームの荷重及び応力は，単純はりとして下式により求める。 

 

a.  せん断荷重 

ＨＸ ＨＹ
ｙ ｚ

ｗ Ｃ ｗ Ｃ
Ｑ＝ ，Ｑ＝

2 2

   
 

 

b.  曲げモーメント 

2 2
ＨＹ ＨＸ

ｙ ｚ

ｗ Ｃ ｗ Ｃ
Ｍ ＝ ，Ｍ ＝

8 8

   

 

 

c.  せん断応力 

ｙ ｚ
ｙ ｚ

ｓｙ ｓｚ

Ｑ Ｑ
τ＝ ，τ＝

Ａ Ａ
 

 

d.  曲げ応力 

ｙ ｚ
ｂｙ ｂｚ

ｙ ｚ

Ｍ Ｍ
σ ＝ ，σ ＝

Ｚ Ｚ
 

 

e.  組合せ応力 

(a) 曲げ＋せん断 

   
2 22 2

ｂｙ ｂz ｙ ｂｙ ｂz ｚmax σ ＋σ ＋3τ  ， σ ＋σ ＋3τ
 
 
   

 

注：添字ｙ,ｚは要素に与えられた座標軸（ｙ：弱軸方向,ｚ：強軸方向） 
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(2) アンカーボルトの荷重 

アンカーボルトの荷重は，はりモデルを用いて計算した引張荷重及びせん断荷重

により，次のように求める。 

 

a.  引張荷重 

ＨＹ
ｘ

ｗ Ｃ
Ｒ＝

2

 

 

ｘｐ＝Ｒ ／ｎ 

 

b.  せん断荷重 

ＨＸ
ｙ

ｗ Ｃ
Ｒ＝

2

 

 

Ｖ
ｚ

ｗ Ｃ
Ｒ＝

2

 

 

2 2
ｙ ｚｑ＝ Ｒ ＋Ｒ ／ｎ

 

 

注：添字ｘ,ｙ,ｚは要素に与えられた座標軸（ｘ：引張方向,ｙ及びｚ：せん断方

向） 
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【竜巻防護ネット対策設

備の耐震性についての計算結果】及び【竜巻防護鋼板対策設備の耐震性についての計算

結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.8 応力の評価 

4.8.1 フレームの応力評価 

4.6.1(1)項及び 4.6.2(1)項で求めた各応力が許容応力以下であること。ただし，

組合せ応力はｆｔ以下，又は，応力比の場合は 1 以下であることを確認する。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ｆｔ 

Ｆ
1.5

1.5
  

許容圧縮応力 

ｆｃ 

λ≦Λのとき 

2

ｃ

λ Ｆ
1-0.4 1.5

Λ ν

   
  

   

 

λ＞Λのとき 

2

0.277
Ｆ 1.5

λ

Λ

 
 
 
 

 

許容せん断応力 

ｆｓ 

Ｆ
1.5

1.5 3
  

許容曲げ応力 

ｆｂ 

λｂ≦ｐλｂのとき 

ｂ

Ｆ
1.5

ν
  

ｐλｂ＜λｂ≦ｅλｂのとき 

ｂ ｐ ｂ

ｅ ｂ ｐ ｂ ｂ

λ - λ Ｆ
1-0.4 1.5

λ - λ ν

 
 

 
 

ｅλｂ＜λｂのとき 

2
ｂ

1 Ｆ
1.5

2.17λ
   
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ここで， 

ｋλ＝
ｉ

 

2πＥ
Λ＝

0.6Ｆ
 

2

ｃ

3 2 λ
ν＝ +

2 3 Λ

 
 
 

 

2

ｂ
ｂ

ｅ ｂ

3 2 λ
ν＝ +

2 3 λ

 
 
 

 

ｙ1
ｂ

ｅ

Ｍ
λ＝

Ｍ
 

ｐ ｂλ＝0.3 

ｅ ｂ

1
λ＝

0.6
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4.8.2 アンカーボルトの評価 

4.6.1(2)項及び 4.6.2(2)項で求めたアンカーボルトの引張荷重ｐ及びせん断荷

重ｑが許容値以下であること。また，引張応力比とせん断応力比の二乗和が 1 以下

であることを確認する。 

 

(1) 頭付きタイプ 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張力 

ｐａ 
ａ1 ａ2min ｐ　， ｐ　    

許容せん断力 

ｑａ 
ａ1 ａ2 ａ3min ｑ　， ｑ　， ｑ　    

組合せ 

2 2

ａ ａ

ｐ ｑ
＋ ≦1　

ｐ ｑ

   
   
   

 

ただし， 

ａ1 1 ｓ ｐａ ｓｃｐ ＝φ σ ａ   

ａ2 2 ｃ ｔ ｃｐ ＝φ σ Ａ   

ａ1 1 ｓ ｑａ ｓｃｑ ＝φ σ ａ   

ａ2 2 ｃ ｑａ ｓｃｑ ＝φ σ ａ   

ａ3 2 ｃ ｔ ｑｃｑ ＝φ σ Ａ   

ここで， 

低減係数φ1，φ2 は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」より，以下の表のと

おり。 

 φ1 φ2 

短期荷重用 1.0 2/3 

 

頭付きアンカーボルトの許容引張時の頭部支圧応力度は，コンクリートの支圧強

度以下となるようにする。 

ａ
ｎ

0

ｐ
≦ｆ

Ａ
 

短期許容せん断力を確保するためのアンカーボルトの有効埋込み長さＬｅは以下

の式を満たすように算定するものとする。 

ｓ ｐａ ｓｃ ｃ ｔ ｃσ ａ≦ σ Ａ   

 ｃ ｅ ｅＡ π Ｌ Ｌ ＋Ｄ    



 

29 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-6
-2
 R
0 

(2) 接着系タイプ 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張力 

ｐａ 
ａ1 ａ3min ｐ　， ｐ　    

許容せん断力 

ｑａ 
ａ1 ａ2 ａ3min ｑ　， ｑ　， ｑ　    

組合せ 

2 2

ａ ａ

ｐ ｑ
＋ ≦1　

ｐ ｑ

   
   
   

 

ただし， 

ａ1 1 ｓ ｐａ ｓｃｐ ＝φ σ ａ    

ａ3 3 ａ ｃｅｐ ＝φ τ π ｄ Ｌ     

ａ1 1 ｓ ｑａ ｓｃｑ ＝φ σ ａ   

ａ2 2 ｃ ｑａ ｓｃｑ ＝φ σ ａ   

ａ3 2 ｃ ｔ ｑｃｑ ＝φ σ Ａ   

ここで， 

低減係数φ1，φ2，φ3 は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」より，以下の表

のとおり。 

 φ1 φ2 φ3 

短期荷重用 1.0 2/3 2/3 

 

ａ 1 2 3 ｂａｖｇ

ｎ
ｎ

ｅ

τ＝α α α τ

ｃ
α ＝0.5 ＋0.5  ｎ＝1，　2，　3

Ｌ

  

 
 
 

 

なお，(ｃｎ/Ｌe）≧1.0 の場合は，(ｃｎ/Ｌe）＝1.0，Ｌe≧10ｄの場合は， 

Ｌe＝10ｄとする。 

ボルトの基本平均付着強度τ bavg は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」より，カプ

セル方式・有機系の ｃ　10 Ｆ /21とする。 

 

短期許容せん断力を確保するためのアンカーボルトの有効埋込み長さＬｅは以下

の式を満たすように算定するものとする。 

ｓ ｐａ
ｅ

ａ

σ ｄ
Ｌ ≧

4 τ




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5. 評価結果 

建物開口部竜巻防護対策設備の設計条件及び評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることにより波及

的影響を及ぼさないことを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 



S2 補 Ⅵ-2-11-2-6-2 R0 
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【竜巻防護ネット対策設備の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設及び重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

基準地震動Ｓｓ 

Ｘ方向 

（ＥＷ方向） 

設計震度 

Ｙ方向 

（ＮＳ方向） 

設計震度 

鉛直方向 

（ＵＤ方向） 

設計震度 

竜巻防護ネット 

対策設備 

原子炉建物 

EL52.4 

(EL51.7＊) 

ＣＨＸ＝7.02 ＣＨＹ＝5.54 ＣＶ＝7.43 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 材質 
Ｅ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

ｐａ 

(N) 

ｑａ 

(N) 

H-600×300×14×25 SN490B 2.05×105 325 ― ― 

H-600×200×11×17 SN490B 2.05×105 325 ― ― 

H-400×200×8×13 SN490B 2.05×105 325 ― ― 

φ22（頭付き） SS400 2.05×105 235 6.021×104 6.252×104 

M20（接着系） SS400 2.05×105 235 4.110×104 4.030×104 
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部材 
ｍ＊ 

(kg/m) 

Ａ 

(mm2) 

Ｚｙ 

(mm3) 

Ｚｚ 

(mm3) 

Ａｓｙ 

(mm2) 

Ａｓｚ 

(mm2) 

H-600×300×14×25 231.7 2.285×104 4.820×106 7.510×105 1.500×104 7.700×103 

H-600×200×11×17 133.0 1.317×104 2.520×106 2.270×105 6.800×103 6.226×103 

H-400×200×8×13 83.6 8.337×103 1.170×106 1.740×105 5.200×103 2.992×103 

注記＊：フレームの他，リブプレート等の重量を含む。 

 

部材 
ｄ 

(mm) 

ｓｃａ 

(mm2) 

ｎ 

 

φ22（頭付き） 22 380.1 18 

M20（接着系） 20 245.0 16 

 

1.3 計算数値 

1.3.1 フレームの荷重 （単位：N） 

部材 Ｎｔ Ｎｃ Ｑｙ Ｑｚ 

H-600×300×14×25 4.366×105 5.443×105 7.690×104 4.723×104 

H-600×200×11×17 3.398×105 3.398×105 6.648×104 8.317×104 

H-400×200×8×13 7.230×105 7.231×105 2.249×103 1.742×103 

注：添字ｙ,ｚは要素に与えられた座標軸（Ｑｙ：弱軸方向，Ｑｚ：強軸方向） 
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1.3.2 フレームのモーメント （単位：N･mm） 

部材 Ｍｙ Ｍｚ 

H-600×300×14×25 1.103×108 3.337×107 

H-600×200×11×17 1.140×108 2.626×107 

H-400×200×8×13 7.083×106 9.142×106 

注：添字ｙ,ｚは要素に与えられた座標軸（Ｍｙ：強軸周り，Ｍｚ：弱軸周り） 

 

1.3.3 アンカーボルトの荷重 （単位：N） 

部材 Ｒｘ Ｒｙ Ｒｚ 

φ22（頭付き） 6.278×105 6.284×104 1.266×105 

M20（接着系） 5.832×105 1.072×105 5.580×104 

注：添字ｘ,ｙ,ｚは要素に与えられた座標軸（Ｒｘ：引張方向，Ｒｙ及びＲｚ：せん断方向） 

 

1.3.4 アンカーボルトに作用する力 （単位：N） 

部材 ｐ ｑ 

φ22（頭付き） 3.488×104 7.853×103 

M20（接着系） 3.645×104 7.554×103 
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期 （単位：s） 

方向 固有周期 

Ｘ方向 

(ＥＷ方向) 
0.0363 

Ｚ方向 

(ＵＤ方向) 
0.0329 

Ｙ方向 

(ＮＳ方向) 
0.0295 
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1.4.2 応力 

項目 部材 部位 応力 
算出応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
裕度 

フレーム 

H-600×300×14×25 ① 

引張り 20 325 0.07 

圧縮 24 273 0.09 

せん断 7 187 0.04 

曲げ 45 325 0.14 

組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ） ― ― 0.32 

組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ＋せん断） ― ― 0.29 

H-600×200×11×17 ② 

引張り 26 325 0.08 

圧縮 26 211 0.13 

せん断 14 187 0.08 

曲げ 116 325 0.36 

組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ） ― ― 0.69 

組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ＋せん断） ― ― 0.59 

H-400×200×8×13 ③ 

引張り 87 325 0.27 

圧縮 87 211 0.42 

せん断 1 187 0.01 

曲げ 53 325 0.17 

組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ） ― ― 0.63 

組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ＋せん断） ― ― 0.46 
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項目 部材 部位 応力 
算出応力 

(N) 

許容応力 

(N) 
裕度 

アンカー

ボルト 

φ22（頭付き） ④ 

引張り 3.488×104 6.021×104 0.58 

せん断 7.853×103 6.252×104 0.13 

組合せ（引張り＋せん断） ― ― 0.36 

M20（接着系） ⑤ 

引張り 3.645×104 4.110×104 0.89 

せん断 7.554×103 4.030×104 0.19 

組合せ（引張り＋せん断） ― ― 0.83 

すべて許容応力以下である。 

ＸＹ

Ｚ

：H-600×300×14×25

：H-600×200×11×17

：H-400×200×8×13

：ピン接合〇

 

 

 

 

 

 

各部位ごとの最大応力発生部位  
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1.4.3 代表機器の選定結果及び全機器の評価結果 

機器名称 
据付場所及び 

床面高さ（m） 
対象 応力 

算出応力 

(N) 

許容応力 

(N) 
裕度 代表 

竜巻防護ネット対策設備 

（2RB-AG1,3,4） 

原子炉建物 

EL 23.8＊ 

フレーム 組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ） ― ― 0.12  

アンカーボルト 引張り 1.482×104 3.686×104 0.41  

竜巻防護ネット対策設備 

（2RB-AG2） 

原子炉建物 

EL 23.8＊ 

フレーム 組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ） ― ― 0.11  

アンカーボルト 引張り 1.392×104 3.686×104 0.38  

竜巻防護ネット対策設備 

（2RB-AG5） 

原子炉建物 

EL 23.8＊ 

フレーム 組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ） ― ― 0.13  

アンカーボルト 引張り 1.989×104 3.686×104 0.54  

竜巻防護ネット対策設備 

（2RB-3） 

原子炉建物 

EL 34.8＊ 

フレーム 組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ） ― ― 0.11  

アンカーボルト 引張り 1.363×104 3.686×104 0.37  

竜巻防護ネット対策設備 

（2RB-M4） 

原子炉建物 

EL 37.2＊ 

フレーム 組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ） ― ― 0.12  

アンカーボルト 引張り 1.026×104 3.686×104 0.28  

竜巻防護ネット対策設備 

（2RB-BOP2,3） 

原子炉建物 

EL 51.7＊ 

フレーム 組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ） ― ― 0.69 〇 

アンカーボルト 引張り 3.645×104 4.110×104 0.89 〇 

竜巻防護ネット対策設備 

（2RwB-AG1） 

廃棄物処理建物 

EL 26.7＊ 

フレーム 組合せ（圧縮又は引張り＋曲げ） ― ― 0.06  

アンカーボルト 引張り 4.430×103 3.898×104 0.12  

すべて許容応力以下である。 

注記＊：基準床レベルを示す。  
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【竜巻防護鋼板対策設備の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設及び重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

基準地震動Ｓｓ 

Ｘ方向 

(ＮＳ方向) 

設計震度 

Ｙ方向 

(ＥＷ方向) 

設計震度 

鉛直方向 

(ＵＤ方向) 

設計震度 

竜巻防護鋼板 

対策設備 

原子炉建物 

EL 51.9 

(EL 51.7＊) 

ＣＨＸ＝4.43 ＣＨＹ＝9.54 ＣＶ＝2.66 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

部材 材質 
Ｅ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

ｐａ 

(N) 

ｑａ 

(N) 

H-800×300×14×26 SN490B 2.050×105 325 ― ― 

M20（接着系） SS400 2.050×105 235 3.488×104 4.030×104 

 

部材 
ｍ＊ 

(kg/m) 

ℓ 

(mm) 

Ａ 

(mm2) 

Ｚｙ 

(mm3) 

Ｚｚ 

(mm3) 

Ａｓｙ 

(mm2) 

Ａｓｚ 

(mm2) 

H-800×300×14×26 758.3 5280 2.635×104 7.160×106 7.810×105 1.560×104 1.047×104 

注記＊：フレームの他，リブプレート及び竜巻防護鋼板等の重量を含む。 
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部材 
ｄ 

(mm) 

ｓｃａ 

(mm2) 
ｎ 

M20（接着系） 20 245.0 9 

 

1.3 計算数値 

1.3.1 フレームの荷重 （単位：N） 

部材 Ｑｙ Ｑｚ 

H-800×300×14×26 3.538×104 1.904×105 

注：添字ｙ,ｚは要素に与えられた座標軸（Ｑｙ：弱軸方向，Ｑｚ：強軸方向） 

 

1.3.2 フレームのモーメント （単位：N･mm） 

部材 Ｍｙ Ｍｚ 

H-800×300×14×26 2.513×108 4.670×107 

注：添字ｙ,ｚは要素に与えられた座標軸（Ｍｙ：強軸周り，Ｍｚ：弱軸周り） 

 

1.3.3 アンカーボルトの荷重 （単位：N） 

部材 Ｒｘ Ｒｙ Ｒｚ 

M20（接着系） 1.904×105 3.538×104 4.118×104 

注：添字ｘ,ｙ,ｚは要素に与えられた座標軸（Ｒｘ：引張方向，Ｒｙ及びＲｚ：せん断方向） 
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1.3.4 アンカーボルトに作用する力 （単位：N） 

部材 ｐ ｑ 

M20（接着系） 2.116×104 6.032×103 

 

1.4 結論 

1.4.1 固有周期 （単位：s） 

方向 固有周期 

Ｘ方向 

(ＮＳ方向) 
0.0324 

Ｙ方向 

(ＥＷ方向) 
0.0156 
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1.4.2 応力 

項目 部材 部位 応力 
算出応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
裕度 

フレーム H-800×300×14×26 ① 

せん断 19 187 0.11 

曲げ 60 325 0.19 

組合せ（曲げ＋せん断） ― ― 0.32 

 

項目 部材 部位 応力 
算出応力 

(N) 

許容応力 

(N) 
裕度 

アンカー

ボルト 

M20 

（接着系） 
② 

引張り 2.116×104 3.488×104 0.61 

せん断 6.032×103 4.030×104 0.15 

組合せ（引張り＋せん断） ― ― 0.40 

すべて許容応力以下である。 

Ｚ

Ｙ Ｘ

 

 

 

各部位ごとの最大応力発生部位 



Ⅵ-2-11-2-7 機器の耐震性についての計算書 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」の

耐震評価方針に基づき，下位クラス設備である原子炉建物天井クレーン（Ｂクラス施設）が基準

地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有していることを確認することで，下部に設置された上位

クラス施設である燃料プール，使用済燃料貯蔵ラック等に対して，波及的影響を及ぼさないこと

を説明するものである。 

2. 一般事項

 2.1 配置概要 

原子炉建物天井クレーンは，原子炉建物原子炉棟 4 階に設置される。原子炉建物天井クレー

ンは，図 2－1 の位置関係図に示すように，上位クラス施設である使用済燃料貯蔵ラックが設置

された燃料プール上に移動可能であることから，転倒又は落下により使用済燃料貯蔵ラック及

び燃料プールに対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

図 2－1 原子炉建物天井クレーンの位置関係図 
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 2.2 構造計画 

原子炉建物天井クレーンの構造計画を表 2－1 に示す。 

表2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

原子炉建物原子炉棟4階の

クレーンガーダ上に設け

た走行レール上をクレー

ン本体ガーダが走行し，ク

レーン本体ガーダ上部の

横行レール上をトロリが

横行する。 

クレーン本体ガーダは落

下防止ラグ，トロリはトロ

リストッパを走行部付近

に備えており，各々浮上り

代を設けた（鉛直方向の浮

上りを拘束しない）構造で

ある。 

また，吊荷はトロリに設置

されたワイヤロープ及び

フックを介して吊上げ・吊

下げ・移動の作業を行う。 

クレーン本体ガーダ

トロリ

 

（単位：mm） 

トロリ

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-1 R0 

走行レール 

駆動輪 

クレーン

本体ガーダ ワイヤロープ

フック／吊荷

駆動輪 従動輪 

横行方向（NS 方向） 走行方向（EW 方向） 

従動輪 

トロリ

横行レール トロリストッパ

横行レール 

走行レール 

落下防止ラグ
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2.3 評価方針 

原子炉建物天井クレーンの応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位ク

ラス施設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2

構造計画」にて示す原子炉建物天井クレーンの部位を踏まえ，「3. 評価部位」にて設定する

箇所において，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」により算出した基準地震動Ｓｓによる

荷重に基づく応力等が許容限界内に収まることを，「4.6 計算方法」にて示す方法にて確認す

ることで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

原子炉建物天井クレーンの耐震評価フローを図 2－2 に示す。 

図 2－2 原子炉建物天井クレーンの耐震評価フロー 

原子炉建物天井クレーンの構造強度評価 

トロリストッパ 落下防止ラグ 

解析モデル設定 

固有値解析 

設計用地震力（基準地震動Ｓｓ） 

地震応答解析 

地震時における荷重，浮上り量，応力 

地震力によりトロリス

トッパに作用する荷重

地震力により落下防止

ラグに作用する荷重

クレーン本体ガーダ，吊具
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 2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984（（社）

日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。）

・クレーン構造規格（平成 15 年 12 月 19 日厚生労働省告示 399 号）
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 2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ１ 落下防止ラグの断面積 mm2 

Ａ２ トロリストッパの断面積 mm2 

ＡＶ ガーダ端部の主桁及び補桁の断面積 mm2

ＣＨ 最大静止摩擦係数より求めた水平方向設計震度（EW 方向） ― 

ＣＨ１ 水平方向設計震度（NS 方向） ― 

Ｄ 死荷重 N 

ＥＧ クレーン本体ガーダの縦弾性係数 MPa 

ＥＷ ワイヤロープの縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3 に定める値 MPa 

Ｆ１ 落下防止ラグ 1 個当たりに作用する力 N 

Ｆ２ トロリストッパ 1 個当たりに作用する力 N 

fｃ 落下防止ラグの許容圧縮応力 MPa 

fｓ ガーダ端部の許容せん断応力 MPa 

fｓ１ トロリストッパの許容せん断応力 MPa 

fｔ ガーダ中央部の許容引張応力 MPa 

fｔ１ トロリストッパの許容引張応力 MPa 

fｔ２ トロリストッパの許容組合せ応力 MPa 

fｗ１ 吊具（ワイヤロープ）の許容荷重 N 

fｗ２ 吊具（フック）の許容荷重 N 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｈｇ ガーダの許容浮上り量 mm 

Ｈｔ トロリの許容浮上り量 mm 

ｈｇ ガーダの浮上り量 mm 

ｈｔ トロリの浮上り量 mm 

Ｌ トロリストッパ高さ mm 

ℓ１ 落下防止ラグ鉛直材の長さ mm 

ℓ２ 落下防止ラグ水平材の長さ mm 

ℓ３ トロリストッパ水平材の長さ mm 

Ｍ トロリストッパの曲げモーメント N･mm 

ＭＤ 機械的荷重（設計基準対象施設） N 

ＭＨ ガーダ中央部の水平曲げモーメント N･mm 

ＭＳＡＤ 機械的荷重（重大事故等対処設備） N 

ＭＶ ガーダ中央部の鉛直曲げモーメント N･mm 

ｍＧ ガーダ部全質量（サドル，ロッカービームを含む。） kg 

ｍｍ 主巻定格荷重（質量） kg 

ｍｔ トロリ質量（ワイヤロープ及びフック含む。） kg 

ＰＤ 最高使用圧力による荷重（設計基準対象施設） N 

＊
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記号 記号の説明 単位 

ＰＳＡＤ 設計圧力による荷重（重大事故等対処設備） N 

ＰＷ 吊具（ワイヤロープ及びフック）に加わる荷重 N 

Ｑ ガーダ端部のせん断力 N 

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 N 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 MPa 

ｔ１ 落下防止ラグ鉛直材の板厚 mm 

ｔ２ 落下防止ラグ水平材の板厚 mm 

ｔ３ トロリストッパ水平材の板厚 mm 

Ｚ トロリストッパの断面係数 mm3 

ＺＸ ガーダ中央部のＸ軸に関する断面係数 mm3 

ＺＹ ガーダ中央部のＹ軸に関する断面係数 mm3 

ν ポアソン比 ― 

Σｍ クレーン総質量（ｍｔ＋ｍＧ） kg 

σｃ 落下防止ラグの圧縮応力 MPa 

σＨｔ ＭＨによるガーダ中央部の曲げ（引張）応力 MPa 

σｔ ガーダ中央部の曲げ（引張）応力 MPa 

σｔ１ トロリストッパの曲げ（引張）応力 MPa 

σｔ２ トロリストッパの組合せ応力 MPa 

σＶｔ ＭＶによるガーダ中央部の曲げ（引張）応力 MPa 

τ ガーダ端部のせん断応力 MPa 

τ１ トロリストッパのせん断応力 MPa 
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 2.6 計算精度と数値の丸め方 

 精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

 表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりである。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位＊1 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 ㎏ ― ― 整数位 

長さ 
下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊2 

厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊4 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：最大静止摩擦係数より求めた震度は，小数点以下第 3 位表示となる場合がある。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊3：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊4：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点 

は，比例法により補間した値の小数点以下第1位を切り捨て，整数位までの値とする。 

3. 評価部位

原子炉建物天井クレーンの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条

件に基づき，クレーン及び吊荷の落下により，上位クラス施設が損傷することを防止するために，

クレーン本体ガーダ，落下防止ラグ，トロリストッパ及び吊具（ワイヤロープ及びフック）につ

いて実施する。原子炉建物天井クレーンの耐震評価部位については，表2－1の概略構造図に示す。 
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4. 地震応答解析及び構造強度評価

 4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 構造概要

図4－1に構造概要図を示す。

耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

図4－1 構造概要図 

(2) 走行方向（EW方向）水平力

a. クレーンは，クレーン本体ガータ及びクレーン本体ガータを介してトロリが走行レール

上に載っている構造で建物とは固定されていないため，最大静止摩擦力以上の水平力が走

行方向（EW方向）に加えられた場合，すべりが生じる。このため，クレーン自身にはレー

ルと走行車輪間の最大静止摩擦力以上の水平力は加わらない。

b. クレーンの走行車輪は 8 個であり，そのうちの 2 個は駆動輪，他の 6 個が従動輪である。

c. 駆動輪は，電動機及び減速機等の回転部分と連結されているため，地震の加速度を車輪

部に入れると回転部分が追随できず，最大静止摩擦力以上の力が加えられた場合，すべり

が生じる。 

d. 従動輪は，回転部分が連結されていないため，駆動輪のみで水平力を受ける。

e. トロリは，走行方向（EW 方向）水平力が横行レールに対して直角方向であり，トロリが

トロリストッパで拘束されているため，水平力がクレーン本体ガータに作用する。

(3) 横行方向（NS 方向）水平力

a. ガーダ関係

横行方向（NS 方向）は，走行レールに対して直角方向であり，ガータが落下防止ラグで

拘束されているため，水平力がガーダに作用する。 

トロリ

走行レール 

駆動輪 

クレーン

本体ガーダ

落下防止ラグ 

ワイヤロープ

フック／吊荷

駆動輪 従動輪 

横行方向（NS 方向） 走行方向（EW 方向） 

従動輪 

トロリ

横行レール トロリストッパ

横行レール 

走行レール 
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b. トロリ関係

(a) トロリはガーダ上の横行レール上に載っている構造で，ガーダとは拘束されていない

ため，最大静止摩擦力以上の水平力がトロリに加えられた場合，すべりが生じる。この

ため，トロリ自身にはレールと横行車輪間の最大静止摩擦力以上の水平力は加わらない。 

(b) トロリの横行車輪は 4 個であり，そのうちの 2 個は駆動輪，他の 2 個は従動輪である。

(c) トロリの駆動輪は，電動機及び減速機等の回転部分と連結されているため，地震の加

速度を車輪部に入れると回転部分が追随できず，最大静止摩擦力以上の力が加えられた

場合，すべりが生じる。 

(d) トロリの従動輪は，回転部分が連結されていないので，駆動輪のみで水平力を受ける。

(4) 鉛直方向（UD方向）

クレーン及びトロリは，レール上にあり，鉛直下向き方向には建物により支持される。鉛

直上向き方向には固定されていないため，鉛直方向（UD 方向）には浮上りを考慮する。 

(5) 評価ケース

表4－1に示すケースにて評価を実施する。設計基準対象施設としての条件に対しては，

クレーンの運転状態と待機状態を想定しケース1～3について，重大事故等対処設備はクレ

ーンの待機状態を想定しケース3について評価する。 

表4－1 評価ケース 

評価対象 
クレーン本体ガーダ，

浮上り量，吊具

評価ケース No. 1 2 3 

トロリ位置
中央 ●＊ ― ―

端部 ― ●＊ ○

●：吊荷有 ○：吊荷無

注記＊：吊荷については，落下評価も実施する。 

(6) 地震力

地震力は，原子炉建物天井クレーンに対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用する

ものとし，「基準地震動Ｓｓ」を用いる。クレーン本体ガーダ及び吊具（ワイヤロープ及び

フック）に作用する荷重並びにガーダ及びトロリの浮上り量については，時刻歴加速度波に

よる評価を実施する。また，落下防止ラグ，トロリストッパについては，設計用地震力によ

る評価を実施する。 
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4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉建物天井クレーンの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 4－2に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－3に示す。 

4.2.2 許容応力 

原子炉建物天井クレーンの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4

－4 に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件及び許容荷重評価条件 

原子炉建物天井クレーンの使用材料の許容応力評価条件及び許容荷重評価条件のうち設

計基準対象施設の評価に用いるものを表4－5及び表4－6に，重大事故等対処設備に用いる

ものを表4－7に示す。 



1
1 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の取扱施設 

及び貯蔵施設 
燃料取扱設備 

原子炉建物 

天井クレーン 
Ｂ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 4－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の取扱施設 

及び貯蔵施設 
燃料取扱設備 

原子炉建物 

天井クレーン 
― ―＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ＶＡＳ

（ⅤＡＳとして，

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-1 R0 
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表4－4 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

 許容限界＊1，＊2

（ボルト等以外） 

一次応力 

引張り せん断 圧縮 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｃ 

ＶＡＳ 

（ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。  

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊
 

＊
 

＊
 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-1 R0 
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部位 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

クレーン本体

ガーダ

ガーダ 

中央部 

SS41＊ 

(厚さ≦16mm) 
周囲環境温度 50 ― 241 394 ― 

ガーダ 

端部 

SS41＊ 

(厚さ≦16mm)  
周囲環境温度 50 ― 241 394 ― 

落下防止ラグ 周囲環境温度 50 ― ― 

トロリストッパ 周囲環境温度 50 ― ― 

注記＊：SS400 相当 

表 4－6 使用材料の許容荷重評価条件（設計基準対象施設） 

評価部位 材料 
温度条件 

(℃) 

定格荷重 

(N) 
安全率 

許容荷重 

(N) 

ワイヤロープ 周囲環境温度 50 1.294×106 6.46 8.368×106 

フック 周囲環境温度 50 1.226×106 9.63 1.181×107 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-1 R0 
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表 4－7 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部位 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

クレーン本体

ガーダ

ガーダ 

中央部 

SS41＊ 

(厚さ≦16mm) 
周囲環境温度 100 ― 221 373 ― 

ガーダ 

端部 

SS41＊ 

(厚さ≦16mm) 
周囲環境温度 100 ― 221 373 ― 

落下防止ラグ 周囲環境温度 100 ― ― 

トロリストッパ 周囲環境温度 100 ― ― 

注記＊：SS400 相当 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-1 R0 
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 4.3 解析モデル及び諸元 

 原子炉建物天井クレーンの解析モデルを図 4－3 に，解析モデルの概要を以下に示す。また，

機器の諸元を本計算書の【原子炉建物天井クレーンの耐震性についての計算結果】の機器要目

に示す。 

(1) クレーンは，はり要素を用いた有限要素モデルとし，クレーンの質量としてガーダ部，ト

ロリ及び吊荷を考慮する。

(2) クレーンと車輪部については，4.1(1)項にて示したクレーンの構造の特徴を踏まえて，解

析の入力条件を以下のとおり設定する。 

a. クレーンのすべりを考慮した水平力の設定

最大静止摩擦力以上の力が加われば，車輪がレール上をすべることを考慮した水平力を

設定する。ここで，最大静止摩擦係数をμ＝0.3 とし，クレーン各構造部材に発生する水

平力は，走行車輪の数と駆動輪の数との関係から以下に示す式から求める。  

クレーン本体ガーダの走行方向（EW 方向）に作用する水平力

鉛直方向荷重×μ×
8

2
＝鉛直方向荷重×0.075 

トロリの走行方向（NS 方向）に作用する水平力

鉛直方向荷重×μ×
4

2
＝鉛直方向荷重×0.15 

b. 浮上りによる衝突の減衰

クレーン及びトロリの浮上りによる衝突の減衰は，引用文献(1)の試験にて得られた反

発係数 e から換算した減衰比 h として， を用いる。反発係数 eと減衰比 hとの関係

式は次式に，関係図を図 4－2 に示す。 𝑒 = 𝑒𝑥𝑝 ൬− ℎ𝜋√1 − ℎଶ൰

図4－2 反発係数と減衰比の関係 

(3) 固有値解析及び地震応答解析には，解析コード「ＡＢＡＱＵＳ」を用いる。解析コードの

検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」

に示す。 



1
6 

図4－3 原子炉建物天井クレーン解析モデル（トロリ中央位置モデル） 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-1 R0 
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 4.4 固有周期  

 落下防止ラグへの荷重算出に用いる設計震度を算定するために，クレーン横行方向（NS 方

向）が卓越する固有周期を求める。設計基準対象施設としての評価ケースにおける固有周期を

表 4－8 に，重大事故等対処設備としての評価ケースにおける固有周期を表 4－9に示す。ま

た，振動モード図について図 4－4及び図 4－5に示す。固有周期は，0.05 秒以下であり，剛

構造であることを確認した。 

表 4－8 設計基準対象施設の評価ケースの固有周期 

方向 固有周期（s） 

横行方向（NS 方向） Ｔ＝0.016 

表 4－9 重大事故等対処設備の評価ケースの固有周期 

方向 固有周期（s） 

横行方向（NS 方向） Ｔ＝0.016 

図 4－4 設計基準対象施設の評価ケースの振動モード図 

図 4－5 重大事故等対処設備の評価ケースの振動モード図 
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 4.5 設計用地震力 

 落下防止ラグ及びトロリストッパの評価に用いる設計用地震力を表 4－10 及び表 4－11 に示

す。「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に

基づき設定する。 

表 4－10 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
 (m) 

固有周期 (s) 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 
鉛直方向 

(UD 方向) 

水平方向設計震度 
鉛直方向 

設計震度 
走行方向 

(EW 方向) 

横行方向 

(NS 方向) 

走行方向 

(EW 方向) 

横行方向 

(NS 方向) 

原子炉建物

EL 51.7＊1 
―＊2 0.016＊3 ―＊2 

＊4，＊5 

ＣＨ＝0.075 
＊3

ＣＨ１＝2.27 ―＊6 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期より設計震度を算出しないため，「―」と記載する。 

＊3：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛構造であることを確認した。また，落下防止ラグ 

の評価に適用する。（設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度） 

＊4：最大静止摩擦係数より求めた水平方向設計震度 

＊5：トロリストッパの評価に適用する。 

＊6：鉛直方向の設計震度は使用しないため，「―」と記載する。 

表 4－11 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
 (m) 

固有周期 (s) 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 
鉛直方向 

(UD 方向) 

水平方向設計震度 
鉛直方向 

設計震度 
走行方向 

(EW 方向) 

横行方向 

(NS 方向) 

走行方向 

(EW 方向) 

横行方向 

(NS 方向) 

原子炉建物

EL 51.7＊1 
―＊2 0.016＊3 ―＊2 

＊4，＊5 

ＣＨ＝0.075 
＊3

ＣＨ１＝2.27 ―＊6 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期より設計震度を算出しないため，「―」と記載する。 

＊3：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛構造であることを確認した。また，落下防止ラグ 

の評価に適用する。（設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度） 

＊4：最大静止摩擦係数より求めた水平方向設計震度 

＊5：トロリストッパの評価に適用する。 

＊6：鉛直方向の設計震度は使用しないため，「―」と記載する。 

クレーン本体ガーダ及び吊具（ワイヤロープ及びフック）に作用する荷重並びにガーダ及び

トロリの浮上り量に対する地震応答解析は，Ⅵ-2-2-2「原子炉建物の地震応答計算書」で得ら

れる原子炉建物 EL 51.7m の時刻歴加速度波を入力とし，水平 2 方向と鉛直方向地震力の同時

入力により解析を実施する。時刻歴加速度波形を次頁以降の(1)～(5)に示す。 



19 

S
2 

補
 
Ⅵ
-
2-
1
1-

2-
7-

1 
R0
 

(1) 原子炉建物の解析ケース：基本ケース

地震波：Ss-D

NS 方向 

EW 方向 

UD 方向 
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(2) 原子炉建物の解析ケース：基本ケース

地震波：Ss-F1

NS 方向 

EW 方向 

UD 方向 
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(3) 原子炉建物の解析ケース：基本ケース

地震波：Ss-F2

NS 方向 

EW 方向 

UD 方向 
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(4) 原子炉建物の解析ケース：基本ケース

地震波：Ss-N1

NS 方向 

EW 方向 

UD 方向 
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(5) 原子炉建物の解析ケース：基本ケース

地震波：Ss-N2

NS 方向 

EW 方向 

UD 方向 
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 4.6 計算方法 

 4.6.1 クレーン本体ガーダの応力の計算方法 

(1) 設計荷重

ガーダに加わる荷重を図 4－3 の解析モデルを用いて，直接積分法による時刻歴解析に

より求める。表 4－12 に解析モデルの概要を示す。 

また，本評価の時刻歴解析には，付録 1 に示す時刻歴解析の不確かさを考慮する。 

表 4－12 解析モデルの概要 

解析モデル 

構造物 

クレーン本体ガーダ

トロリ

吊具 
吊荷 

ワイヤロープ

車輪部 
クレーン本体ガーダ車輪

トロリ車輪

解析モデル図 図 4－3 

(2) 曲げ応力

ガーダに対する最大曲げ応力を図 4－6 を用いて計算する。

ガーダ中央部の鉛直曲げモーメントによるガーダ中央部の曲げ（引張）応力：σＶｔ

σ
Ｖt

＝
Ｍ

Ｖ

Ｚ
Ｘ

ガーダ中央部の水平曲げモーメントによるガーダ中央部の曲げ（引張）応力：σＨｔ

σ
Ｈt

＝
Ｍ

Ｈ

Ｚ
Ｙ

ガーダ中央部の曲げ（引張）応力：σｔ 

σ
t
＝σ

Ｖt
+σ

Ｈt

(3) せん断応力

ガーダに対する最大のせん断応力を図 4－7 を用いて計算する。

ガーダ端部のせん断応力：τ

τ＝
Ｑ

Ａ
Ｖ

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.1.1）

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.1.2）

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.1.3）

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.1.4）
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注：斜線部は評価部材を示す。 

図 4－6 ガーダ中央部詳細（単位：mm）

Ｙ 

Ｘ 

主桁 

Ｘ 

補桁 

Ｙ 
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注：斜線部は評価部材を示す。 

図 4－7 ガーダ端部詳細（単位：mm） 

Ａ 

Ａ 

補桁 主桁 

Ａ～Ａ断面図 
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 4.6.2 落下防止ラグの応力の計算方法 

落下防止ラグには，自重及び水平方向地震（NS 方向）によって水平力が作用する。図 4

－8 に落下防止ラグの構造概要図を示す。 

注：斜線部は評価部材を示す。 

図 4－8 落下防止ラグ 

落下防止ラグに生じる応力は，自重及び水平方向地震（NS 方向）による水平力を片側

にある落下防止ラグ 2個で受けるものとして理論式により計算する。 

落下防止ラグ 1 個当たりに作用する力：Ｆ１

Ｆ
１
＝

1

2
・Σｍ・ ・Ｃ

Ｈ1

落下防止ラグの断面積：Ａ１ 

Ａ
１

= ｔ
１
・ℓ

１
＋2・ｔ

２
・ℓ

２
 

落下防止ラグの圧縮応力：σｃ

σ
ｃ
＝

Ｆ
１

Ａ
１

Ａ 

F１ 

落下防止ラグ 

ガーダ 
Ａ 

Ａ～Ａ断面図 

 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.2.1）

  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.2.2）

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.2.3）

g 

t
２

 

ℓ２

t１ 

ℓ
 

１
 

ℓ２
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 4.6.3 トロリストッパの応力の計算方法 

トロリストッパには，自重及び水平方向地震（EW 方向）によって水平力が作用する。

図 4－9 にトロリストッパの構造概要図を示す。 

 

図 4－9 トロリストッパ 

トロリストッパに生じる応力は，自重及び水平方向地震（EW 方向）による水平力を片

側にあるトロリストッパ 2 個で受けるものとして理論式により計算する。 

トロリストッパ 1 個当たりに作用する力：Ｆ２

Ｆ
２
＝

1

2
・ｍ

ｔ
・ ・Ｃ

Ｈ

トロリストッパの曲げモーメント：Ｍ

Ｍ＝Ｆ
２
・Ｌ

トロリストッパの断面係数：Ｚ

Ｚ＝
ｔ

３
・ ３

2

6

トロリストッパの曲げ（引張）応力：σｔ１

σ
ｔ１

＝
Ｍ

Ｚ

トロリストッパの断面積：Ａ２

Ａ
２
＝ｔ

３
・    ３

トロリストッパのせん断応力：τ1

τ１＝
 Ｆ

２
 

Ａ
２

トロリストッパの組合せ応力：σｔ２

σ
ｔ２

＝ටσ
ｔ１

2
＋3・τ

１

2

ｔ
３
 

注：斜線部は評価 

 部材を示す。 

Ａ～Ａ断面図 

ℓ３ 

L
 

Ａ 

F２ 

トロリ

トロリストッパ

Ａ 

ガーダ 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.3.1）g 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.3.2）

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.3.3）

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.3.4）

 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.3.5）

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.3.6）

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.3.7）

ℓ 

ℓ 
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 4.6.4 浮上り量の計算方法 

(1) クレーン本体ガーダの浮上り量

ガーダの浮上り量ｈｇを図 4－3 の解析モデルを用いて，直接積分法による時刻歴解析に

より求める。 

(2) トロリの浮上り量

トロリの浮上り量ｈｔを図 4－3 の解析モデルを用いて，直接積分法による時刻歴解析に

より求める。 

 4.6.5 吊具の荷重計算方法 

吊具に加わる荷重ＰＷを図 4－3 の解析モデルを用いて，直接積分法による時刻歴解析に

より求める。 

ワイヤロープ及びフックの計算に当たっては，以下の基本事項で行うものとする。

・吊荷荷重を受ける部位は，巻上ドラム，ワイヤロープ，フック，シーブ及びエコライ

ザで，このうち吊荷を直接吊るもので，損傷・破断により落下に至る可能性があるワ

イヤロープ及びフックを評価対象とする。

・ワイヤロープに作用する荷重は，ロープに取り付けられたエコライザ（平衡装置）及

びフックブロック（動滑車）の回転により，自動的に荷重を吊合い状態に保つことか

ら，評価では 本掛けのワイヤロープに均等に荷重が作用するものとして実施する。 

・吊荷荷重算出の解析に当たっては，クレーン評価で実施の時刻歴解析の結果よりワイ

ヤロープの鉛直方向の荷重を抽出し，その最大値を用いるものとする。

・ワイヤロープは，引張方向に荷重が作用する場合のみ引張ばねとして作用するよう設

定し，圧縮方向の荷重を受けない設定とする。このようなモデルにて時刻歴解析を実

施することで，吊荷の浮上りを含めた挙動を模擬する。

・吊荷の質量は，クレーンの定格質量 とする。 

・鉛直方向の荷重を考える場合において，ワイヤロープの長さを短くすれば固有周期が

短くなり，吊荷の速度変化が大きくなることから，衝撃荷重が大きくなる。したがっ

て，ワイヤロープの長さは保守的に運用上限位置での長さを用いることとする。

4.7 計算条件 

 応力解析に用いる自重（クレーン本体ガーダ，トロリ，吊具）及び荷重（地震荷重）は，本

計算書の【原子炉建物天井クレーンの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に

示す。 
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 4.8 応力の評価 

 4.8.1 クレーン本体ガーダの応力評価 

4.6.1(2)項で求めたガーダ中央部の曲げ応力σｔが，下記許容引張応力 fｔ以下であるこ

と。 

4.6.1(3)項で求めたガーダ端部のせん断応力τが，下記許容せん断応力 fｓ以下であること。 

基準地震動Ｓｓによる荷

重との組み合わせの場合 

許容引張応力 fｔ ・1.5
1.5

Ｆ

許容せん断応力 fｓ ・1.5
31.5・

Ｆ

 4.8.2 落下防止ラグの応力評価 

4.6.2項で求めた落下防止ラグの圧縮応力σｃが，下記許容圧縮応力 fｃ以下であること。

基準地震動Ｓｓによる荷

重との組み合わせの場合 

許容圧縮応力 fｃ ・1.5
1.5

Ｆ

 4.8.3 トロリストッパの応力評価 

4.6.3項で求めたトロリストッパの曲げ応力σｔ１，せん断応力τ１及び組合せ応力σｔ２が，

下記許容引張応力fｔ１，許容せん断応力fｓ１及び許容組合せ応力fｔ２以下であること。

基準地震動Ｓｓによる荷

重との組み合わせの場合 

許容引張応力 fｔ１ ・1.5
1.5

Ｆ

許容せん断応力 fｓ１
・1.5
31.5・

Ｆ

許容組合せ応力 fｔ２ ・1.5
1.5

Ｆ

＊
＊

＊
＊

＊
＊
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 4.8.4 浮上り量の評価 

(1) クレーン本体ガーダの浮上り量の評価

4.6.4(1)項で求めたガーダの浮上り量ｈｇが，図4－10に示す許容浮上り量Ｈｇ以下である

こと。なお，Ｈｇは落下防止ラグがクレーンガーダに対して全ての面で衝突可能な範囲として

定めた値とする。 

図4－10 許容浮上り量Ｈｇの概要図 

(2) トロリの浮上り量の評価

4.6.4(2)項で求めたトロリの浮上り量ｈｔが，図4－11に示す許容浮上り量Ｈｔ以下である

こと。なお，Ｈｔはトロリストッパがクレーン本体ガーダに対して全ての面で衝突可能な範囲

として定めた値とする。

図4－11 許容浮上り量Ｈｔの概要図 

 4.8.5 吊具の評価 

4.6.5項で求めた吊具の荷重Ｐｗが，許容荷重 fＷ１及び fＷ２以下であること。

Ｈg 

落下防止ラグ 

ガーダ 
クレーンガーダ 

トロリ 

トロリストッパ 

Ｈｔ 
ガーダ 
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5. 評価結果

 5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

 原子炉建物天井クレーンの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有していることを確認し

た。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

 5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

 重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足

しており，基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

6. 引用文献

(1) 平成 19 年度 原子力施設等の耐震性評価技術に関する試験及び調査 動的上下動耐震試験

（クレーン類）に係る報告書（08 耐部報-0021，（独）原子力安全基盤機構）
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【原子炉建物天井クレーンの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

 1.1 設計条件 

機器名称 
耐震 

重要度分類 

据付場所 

及び床面高さ 

 (m)  

固有周期（s） 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境 

温度 

(℃) 

水平方向 
鉛直方向 

(UD 方向) 

水平方向設計震度 
鉛直方向 

設計震度 
走行方向 

(EW 方向) 

横行方向 

(NS 方向) 

走行方向 

(EW 方向) 

横行方向 

(NS 方向) 

原子炉建物 

天井クレーン 
Ｂ 

原子炉建物

EL 51.7＊1 
―  0.016＊2 ―

＊3，＊4 

ＣＨ＝0.075 
＊2

ＣＨ１＝2.27 
― 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛構造であることを確認した。また，落下防止ラグの評価に適用する。（設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 

又はこれを上回る設計震度） 

＊3：最大静止摩擦係数より求めた水平方向設計震度 

 ＊4：トロリストッパの評価に適用する。

 1.2 機器要目 

ｍＧ 

(kg) 

ｍｔ 

(kg) 

ｍｍ 

(kg) 

Σｍ 

(kg) 

ＭＶ 

(N･mm) 

ＭＨ 

(N･mm) 

Ｑ 

(N) 

ＥＧ 

(MPa) 

ＥＷ 

(MPa) 
ν 

ℓ１

(mm) 

ℓ２

(mm) 

ℓ３

(mm) 

ｔ１ 

(mm) 

ｔ２ 

(mm) 

ｔ３ 

(mm) 

Ｌ

(mm) 

ＡＶ 

(mm2) 

Ａ１ 

(mm2) 

Ａ２ 

(mm2) 

ＺＸ 

(mm3) 

ＺＹ 

(mm3) 

Ｚ 

(mm3) 

注記＊：トロリの浮上りを考慮した長さ。 

クレーン本体ガーダ
落下防止ラグ トロリストッパ 吊具 

ガーダ中央部 ガーダ端部 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

fＷ１ 

(N) 

fＷ２ 

(N) 

241 

(厚さ 

≦16mm) 

394 275 

241 

(厚さ 

≦16mm) 

394 275 8.368×106 1.181×107 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-1 R0 

＊ ＊ ＊ ＊
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 1.3 計算数値 

 1.3.1 クレーン本体ガーダに生じる応力 （単位：MPa） 

曲げ応力 せん断応力 

クレーン本体ガーダ σｔ ＝ 237 τ ＝  80 

曲げ応力，せん断応力は，表 4－1の評価ケース No.1 の評価結果 

 1.3.2 落下防止ラグに生じる応力  （単位：MPa） 

圧縮応力 

落下防止ラグ σｃ ＝ 216 

圧縮応力は，表 4－1の評価ケース No.1～3 の評価結果 

 1.3.3 トロリストッパに生じる応力 （単位：MPa） 

曲げ応力 せん断応力 組合せ応力 

トロリストッパ σｔ１ ＝  28 τ１ ＝  5 σｔ２ ＝  29 

曲げ応力，組合せ応力は，表 4－1の評価ケース No.1 の評価結果 

せん断応力は，表 4－1の評価ケース No.1～3 の評価結果 

 1.3.4 浮上り量 （単位：mm） 

浮上り量 

クレーン本体ガーダ ｈｇ ＝   8 

トロリ ｈｔ ＝  30 

クレーン本体ガーダの浮上り量は，表 4－1の評価ケース No.2 の評価結果

トロリの浮上り量は，表 4－1の評価ケース No.1 の評価結果

 1.3.5 吊荷荷重   （単位：N） 

部材 算出荷重 

吊具 
ワイヤロープ ＰＷ ＝  5.200×106 

フック ＰＷ ＝  5.200×106 

吊具は，表 4－1の評価ケース No.1 の評価結果 
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1.4 評価結果 

 1.4.1 応力 （単位：MPa） 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

クレーン本体

ガーダ

中央部 
SS41 

(厚さ≦16mm) 
曲げ σｔ ＝ 237 fｔ  ＝ 275

端部 
SS41 

(厚さ≦16mm) 
せん断 τ ＝  80 fｓ  ＝ 158

落下防止ラグ 圧縮 σｃ ＝ 216 fｃ  ＝ 275

トロリストッパ

曲げ σｔ１ ＝  28 fｔ１＝ 275

せん断 τ１ ＝   5 fｓ１＝ 158

組合せ σｔ２ ＝  29 fｔ２＝ 275

  すべて許容応力以下である。  

 1.4.2 浮上り量 （単位：mm） 

浮上り量 許容浮上り量 

クレーン本体ガーダ ｈｇ ＝   8 Ｈｇ ＝ 100 

トロリ ｈｔ ＝  30 Ｈｔ ＝ 250 

  すべて許容浮上り量以下である。  

 1.4.3 吊荷荷重 （単位：N） 

部位 材料 荷重 算出荷重 許容荷重 

吊具 
ワイヤロープ 吊荷荷重 ＰＷ ＝  5.200×106 fＷ１ ＝  8.368×106

フック 吊荷荷重 ＰＷ ＝  5.200×106 fＷ２ ＝  1.181×107

  すべて許容荷重以下である。  



3
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2. 重大事故等対処設備

 2.1 設計条件 

機器名称 
耐震 

重要度分類 

据付場所 

及び床面高さ 

 (m)  

固有周期（s） 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境 

温度 

(℃) 

水平方向 
鉛直方向 

(UD 方向) 

水平方向設計震度 
鉛直方向 

設計震度 
走行方向 

(EW 方向) 

横行方向 

(NS 方向) 

走行方向 

(EW 方向) 

横行方向 

(NS 方向) 

原子炉建物 

天井クレーン 
― 

原子炉建物

EL 51.7＊1 
―  0.016＊2 ―

＊3，＊4 

ＣＨ＝0.075 
＊2

ＣＨ１＝2.27 
― 100 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛構造であることを確認した。また，落下防止ラグの評価に適用する。（設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 

又はこれを上回る設計震度） 

＊3：最大静止摩擦係数より求めた水平方向設計震度 

＊4：トロリストッパの評価に適用する。 

 2.2 機器要目 

ｍＧ 

(kg) 

ｍｔ 

(kg) 

Σｍ 

(kg) 

ＭＶ 

(N･mm) 

ＭＨ 

(N･mm) 

Ｑ 

(N) 

ＥＧ 

(MPa) 

ＥＷ 

(MPa) 
ν 

ℓ１

(mm) 

ℓ２

(mm) 

ℓ３

(mm) 

ｔ１ 

(mm) 

ｔ２ 

(mm) 

ｔ３ 

(mm) 

Ｌ

(mm) 

ＡＶ 

(mm2) 

Ａ１ 

(mm2) 

Ａ２ 

(mm2) 

ＺＸ 

(mm3) 

ＺＹ 

(mm3) 

Ｚ 

(mm3) 

注記＊：トロリの浮上りを考慮した長さ。 

クレーン本体ガーダ
落下防止ラグ トロリストッパ

ガーダ中央部 ガーダ端部 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

221 

(厚さ 

≦16mm) 

373 261 

221 

(厚さ 

≦16mm) 

373 261 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-1 R0 

＊ ＊ ＊ ＊
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 2.3 計算数値 

 2.3.1 クレーン本体ガーダに生じる応力 （単位：MPa） 

曲げ応力 せん断応力 

クレーン本体ガーダ σｔ ＝ 73 τ ＝  37 

曲げ応力，せん断応力は，表 4－1の評価ケース No.3 の評価結果 

2.3.2 落下防止ラグに生じる応力 （単位：MPa） 

圧縮応力 

落下防止ラグ σｃ ＝ 216 

圧縮応力は，表 4－1の評価ケース No.3 の評価結果 

 2.3.3 トロリストッパに生じる応力 （単位：MPa） 

曲げ応力 せん断応力 組合せ応力 

トロリストッパ σｔ１ ＝  25 τ１ ＝  5 σｔ２ ＝  26 

曲げ応力，せん断応力，組合せ応力は，表 4－1の評価ケース No.3 の評価結果 

 2.3.4 浮上り量 （単位：mm） 

浮上り量 

クレーン本体ガーダ ｈｇ ＝   4 

トロリ ｈｔ ＝  17 

クレーン本体ガーダ及びトロリの浮上り量は，表 4－1 の評価ケース No.3 の評価結果
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2.4 評価結果 

 2.4.1 応力   （単位：MPa） 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

クレーン本体

ガーダ

中央部 
SS41 

(厚さ≦16mm) 
曲げ σｔ ＝  73 fｔ  ＝ 261

端部 
SS41 

(厚さ≦16mm) 
せん断 τ ＝  37 fｓ  ＝ 150

落下防止ラグ 圧縮 σｃ ＝ 216 fｃ  ＝ 254

トロリストッパ

曲げ σｔ１ ＝  25 fｔ１＝ 254

せん断 τ１ ＝   5 fｓ１＝ 146

組合せ σｔ２ ＝  26 fｔ２＝ 254

  すべて許容応力以下である。 

 2.4.2 浮上り量 （単位：mm） 

浮上り量 許容浮上り量 

クレーン本体ガーダ ｈｇ ＝   4 Ｈｇ ＝ 100 

トロリ ｈｔ ＝  17 Ｈｔ ＝ 250 

  すべて許容浮上り量以下である。 
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付録 1 時刻歴解析における材料物性の不確かさ等に関する検討 

Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に示すように，設計用床応答スペクトルは建物

の固有周期のシフトを考慮して周期方向に±10％拡幅したものを用いている。本評価では，設計用

床応答スペクトルを用いない時刻歴解析手法を採用していることから，建物の固有周期シフトに対

する不確かさを考慮する必要がある。  

本評価では，上記の不確かさの考慮として，固有周期シフトを考慮していない時刻歴加速度波に

よる解析以外にＡＳＭＥ Boiler Pressure Vessel Code SECTION Ⅲ，DIVISION1-NONMANDATORY 

APPENDIX N-1222.3 Time History Broadening の規定を参考に時刻歴加速度波を時間軸方向に床応

答スペクトルの拡幅の考慮分として±10％シフトさせた時刻歴加速度波による解析で評価する。ま

た，±10％シフトさせた設計用床応答スペクトルのピークにクレーンの固有周期が存在する場合

は，ＡＳＭＥの規定に基づきピーク位置を考慮した評価も行う。 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」の

耐震評価方針に基づき，下位クラス設備である燃料取替機（Ｂクラス施設）が基準地震動Ｓｓに

対して十分な構造強度を有していることを確認することで，下部に設置された上位クラスである

燃料プール，使用済燃料貯蔵ラック等に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明するもので

ある。 

2. 一般事項

 2.1 配置概要 

 燃料取替機は原子炉建物原子炉棟 4 階に設置される。燃料取替機は，図 2－1 の位置関係図に

示すように，燃料交換時において，上位クラス施設である使用済燃料貯蔵ラックが設置された

燃料プール上にて作業を実施することから，転倒又は落下により使用済燃料貯蔵ラック及び燃

料プールに対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

図 2－1 燃料取替機と燃料プール等の位置関係 



S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-2 R0 

 2.2 構造計画 

燃料取替機の構造計画を表2－1に示す。 

表2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

原子炉建物原子炉棟 4

階に設けた走行レー

ル上をブリッジが走

行し，ブリッジ上部の

横行レール上をトロ

リが横行する。

ブリッジ及びトロリ

は走行部付近に脱線

防止ラグを備えてお

り，各々レールを抱え

込む構造である。 

また吊荷はトロリに

設置されたホイスト

からのワイヤロープ

及び先端金具を介し

て吊上げ・吊下げ・ 

移動を行う。 

ブリッジ 

トロリ

走行レール

横行レール

2 

先端金具／吊荷

ブリッジ脱線防止ラグ

トロリ

横行方向（ＮＳ方向）

トロリ脱線防止ラグ

(8 ヶ所) 

(12 ヶ所) 

ワイヤロープ

ブリッジ

走行方向（ＥＷ方向）

（単位：mm） 
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 2.3 評価方針 

 燃料取替機の応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐

震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 構造計画」

にて示す燃料取替機の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析

モデル及び諸元」及び「4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく基準地震動Ｓｓによる応

力等が許容限界内に収まることを，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」にて示す方法

にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

燃料取替機の耐震評価フローを図 2－2に示す。 

図 2－2 燃料取替機の耐震評価フロー 

固有値解析 

燃料取替機本体に 

発生する応力 

吊具に作用する荷重 

固有値解析 

燃料取替機の構造強度評価 

解析モデルの選定 

有限要素モデルの作成 

地震応答解析 地震力により吊具に 

作用する速度 

1 自由度モデルの作成 

燃料取替機（本体）の 

耐震評価 
吊具の耐震評価 

設計用地震力 

（基準地震動Ｓｓ） 

設計用地震力 

（基準地震動Ｓｓ） 
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 2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。）
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 2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ１Ｆ 燃料取替機構造物フレームの断面積 mm2 

Ａ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＡ部の断面積 mm2

Ａ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＢ部の断面積 mm2

Ａ３Ｂ 走行レールＣ部の断面積 mm2

Ａ４Ｂ 走行レールＤ部の断面積 mm2

ＡｂＢ ブリッジ脱線防止ラグ取付ボルト 1 本の断面積 mm2

Ａｗ ワイヤロープ 1 本の断面積 mm2

ａ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＡ部の幅 mm

ａ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＢ部の幅 mm 

ａ３Ｂ 走行レールＣ部の厚み mm 

ａ４Ｂ 走行レールＤ部の厚み mm 

ｂ１Ｂ 負担力ＦＨＢに対するブリッジ脱線防止ラグの負担長さ mm 

ｂ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグの走行レール面接触長さ mm 

ｂ３Ｂ 負担力ＦＶｂに対する走行レール頭部の負担長さ mm 

ｂ４Ｂ 負担力ＦＨＢに対する走行レールウェブの負担長さ mm 

ＣＨ１ 水平方向設計震度 ― 

ＣＨ２ 最大静止摩擦係数より求めた水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄ 死荷重 N 

ｄ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ取付ボルトの呼び径 mm 

Ｅ 燃料取替機構造物フレームの縦弾性係数 MPa 

Ｅｗ ワイヤロープの縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133 に定める値 MPa 

ＦＨＢ ブリッジ脱線防止ラグ 1 ヶ所に作用する水平力 N 

ＦＨＴ トロリ脱線防止ラグ 1ヶ所に作用する水平力 N 

ＦＶＢ ブリッジ脱線防止ラグ一組に作用する鉛直力 N 

ＦＶＴ トロリ脱線防止ラグ一組に作用する鉛直力 N 

ＦＶｂ ブリッジ脱線防止ラグ 1 個に作用する鉛直力 N 

ＦＶｔ トロリ脱線防止ラグ 1個に作用する鉛直力 N 

Ｆｘ 燃料取替機構造物フレームに作用する軸力 N 

Ｆｙ 燃料取替機構造物フレームに作用するせん断力（ｙ方向） N 

Ｆｚ 燃料取替機構造物フレームに作用するせん断力（ｚ方向） N 

Ｆ 吊荷の浮上り後の落下によりワイヤロープ，先端金具に発生 

する荷重 

N 

Ｆｗ ワイヤロープ 1 本当たりに発生する支持荷重 N 

＊

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記号 記号の説明 単位 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2

ｈ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ根元部からＦＨＢ作用点までの距離 mm 

ｈ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグフック根元部からＦＶｂ作用点までの距離 mm  

ｈ３Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ作用点（ＦＶｂ）からＣ部までの距離（長さ） mm

ｈ４Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ作用点（ＦＨＢ）からＤ部までの距離（高さ） mm

ｋｗ ワイヤロープのばね定数 N/mm 

Ｌ３Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ作用点（ＦＶｂ）からブリッジ脱線防止ラグ mm 

作用点（ＦＨＢ）までの距離（高さ） 

Ｌ４Ｂ 走行レール端面から走行レール中心までの距離 mm

Ｌｗ ワイヤロープ長さ mm 

ＭＤ 機械的荷重（設計基準対象施設） N 

ＭＳＡＤ 機械的荷重（重大事故等対処設備） N 

Ｍｘ 燃料取替機構造物フレームのねじりモーメント N･mm 

Ｍｙ 燃料取替機構造物フレームのｙ軸周り曲げモーメント N･mm 

Ｍｚ 燃料取替機構造物フレームのｚ軸周り曲げモーメント N･mm 

Ｍ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＡ部の曲げモーメント N･mm 

Ｍ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＢ部の曲げモーメント N･mm 

Ｍ３Ｂ 負担力ＦＶｂによる走行レールＣ部の曲げモーメント N･mm 

Ｍ４Ｂ 負担力ＦＨＢによる走行レールＤ部の曲げモーメント N･mm 

ｍＢ ブリッジ質量 kg 

ｍＴ トロリ質量 kg 

ｍｍ 吊荷の質量 kg 

ｎ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ取付ボルトの本数 ― 

ｎｗ ワイヤロープ本数 ― 

ＰＤ 最高使用圧力による荷重（設計基準対象施設） N 

ＰＳＡＤ 設計圧力による荷重（重大事故等対処設備） N 

Ｐ１ 地震力によりブリッジ脱線防止ラグに加わる荷重 N 

～

Ｐ１２

Ｐ１３ 地震力によりトロリに加わる荷重 N 

～ 

Ｐ２０

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 N 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 MPa 
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記号 記号の説明 単位 

Ｔｗ ワイヤロープ・吊荷の単振動モデルから計算される吊荷の固有

周期 

s 

ⅴ１ 吊荷の最大速度 mm/s 

ⅴ２ トロリの最大速度 mm/s 

Ｚ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＡ部の断面係数（設計基準対象施設） mm3

Ｚ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＢ部の断面係数（設計基準対象施設） mm3 

Ｚ３Ｂ 走行レールＣ部の断面係数（設計基準対象施設） mm3 

Ｚ４Ｂ 走行レールＤ部の断面係数（設計基準対象施設） mm3

Ｚｐ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＡ部の断面係数（重大事故等対処設備） mm3  

Ｚｐ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＢ部の断面係数（重大事故等対処設備） mm3

Ｚｐ３Ｂ 走行レールＣ部の断面係数（重大事故等対処設備） mm3 

Ｚｐ４Ｂ 走行レールＤ部の断面係数（重大事故等対処設備） mm3 

Ｚｐ 燃料取替機構造物フレームのねじり断面係数 mm3

Ｚｙ 燃料取替機構造物フレームのｙ軸周り断面係数 

（設計基準対象施設） 

mm3

Ｚｚ 燃料取替機構造物フレームのｚ軸周り断面係数 

（設計基準対象施設） 

mm3

Ｚｐｙ 燃料取替機構造物フレームのｙ軸周り断面係数 

（重大事故等対処設備） 

mm3

Ｚｐｚ 燃料取替機構造物フレームのｚ軸周り断面係数 

（重大事故等対処設備） 

mm3

σ１Ｆ 燃料取替機構造物フレームの曲げ応力（設計基準対象施設） MPa 

σ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＡ部の曲げ応力（設計基準対象施設） MPa 

σ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＢ部の曲げ応力（設計基準対象施設） MPa 

σ３Ｂ 走行レールＣ部の曲げ応力（設計基準対象施設） MPa 

σ４Ｂ 走行レールＤ部の曲げ応力（設計基準対象施設） MPa 

σｐ１Ｆ 燃料取替機構造物フレームの曲げ応力（重大事故等対処設備） MPa 

σｐ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＡ部の曲げ応力（重大事故等対処設備） MPa 

σｐ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＢ部の曲げ応力（重大事故等対処設備） MPa 

σｐ３Ｂ 走行レールＣ部の曲げ応力（重大事故等対処設備） MPa 

σｐ４Ｂ 走行レールＤ部の曲げ応力（重大事故等対処設備） MPa

σｃ１Ｆ 燃料取替機構造物フレームの組合せ応力（設計基準対象施設） MPa

σｃ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＡ部の組合せ応力（設計基準対象施設） MPa 

σｃ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＢ部の組合せ応力（設計基準対象施設） MPa 

σｃ３Ｂ 走行レールＣ部の組合せ応力（設計基準対象施設） MPa 

σｃ４Ｂ 走行レールＤ部の組合せ応力（設計基準対象施設） MPa

σｐｃ１Ｆ 燃料取替機構造物フレームの組合せ応力（重大事故等対処設備） MPa
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記号 記号の説明 単位 

σｐｃ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＡ部の組合せ応力（重大事故等対処設備） MPa 

σｐｃ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＢ部の組合せ応力（重大事故等対処設備） MPa 

σｐｃ３Ｂ 走行レールＣ部の組合せ応力（重大事故等対処設備） MPa 

σｐｃ４Ｂ 走行レールＤ部の組合せ応力（重大事故等対処設備） MPa 

σｘ 燃料取替機構造物フレームの曲げ応力成分（ｘ方向） MPa

σｙ 燃料取替機構造物フレームの曲げ応力成分（ｙ方向） 

（設計基準対象施設） 

MPa 

σｚ 燃料取替機構造物フレームの曲げ応力成分（ｚ方向） 

（設計基準対象施設） 

MPa 

σｐｙ 燃料取替機構造物フレームの曲げ応力成分（ｙ方向） 

（重大事故等対処設備） 

MPa

σｐｚ 燃料取替機構造物フレームの曲げ応力成分（ｚ方向） 

（重大事故等対処設備） 

MPa 

σｍ 先端金具の引張応力 MPa 

τ１Ｆ 燃料取替機構造物フレームのせん断応力 MPa

τ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＡ部のせん断応力 MPa 

τ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＢ部のせん断応力 MPa 

τ３Ｂ 走行レールＣ部のせん断応力 MPa 

τ４Ｂ 走行レールＤ部のせん断応力 MPa

τｂＢ ブリッジ脱線防止ラグ取付ボルトのせん断応力 MPa 

τｘ 燃料取替機構造物フレームのせん断応力成分（ｘ方向） MPa 

τｙ 燃料取替機構造物フレームのせん断応力成分（ｙ方向） MPa 

τｚ 燃料取替機構造物フレームのせん断応力成分（ｚ方向） MPa 

μ 最大静止摩擦係数 ― 

ν 燃料取替機構造物フレームのポアソン比 ― 

注：記号右端添字にＢ又はｂが付くものは，ブリッジ脱線防止ラグ及び走行レール評価用 

を代表で示したものであり，評価中のトロリ脱線防止ラグ及び横行レールについて 

はＢ→Ｔ又はｂ→ｔに置き換えるものとする。 
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 2.6 計算精度と数値の丸め方 

  精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

  表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

厚さ mm ― ― 小数点以下第 1位 

断面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

 また，小数点以下第 2位の場合は，小数点以下第 2位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点 

 は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位

燃料取替機の耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

燃料取替機及び吊荷の落下により，上位クラス設備が損傷することを防止するために，燃料取替

機構造物フレーム，ブリッジ脱線防止ラグ，トロリ脱線防止ラグ，走行レール，横行レール及び

吊具（ワイヤロープ及び先端金具）について実施する。燃料取替機の耐震評価部位については，

表2－1の概略構造図に示す。 

4. 地震応答解析及び構造強度評価

 4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 構造概要図を図4－1に示す。燃料取替機のブリッジ及びトロリは，各々走行レール及び横

行レール上に載っているので地震時，走行方向に対しては，最大静止摩擦力以上の水平力が

加わった場合にすべりを生じる。 

ブリッジ及びトロリの車輪は各々4個であり，そのうち各々2個は摩擦を受ける駆動輪であ

り，他の2個は従動輪である。 

ゆえに，最大静止摩擦係数をμ＝0.3とすれば，水平力は以下のとおりとなる。 

水平力 ＝ 鉛直方向荷重×μ×2／4 ＝ 鉛直方向荷重×0.15 

(2) ブリッジ及びトロリは，走行方向に直角な方向に対しては，各々ブリッジ脱線防止ラグ及

びトロリ脱線防止ラグによって荷重を支持する。 

(3) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

図4－1 構造概要図 

先端金具／吊荷
ブリッジ脱線防止ラグ

トロリ脱線防止ラグ

(8 ヶ所) 

(12 ヶ所) 

ワイヤロープ

ブリッジ

横行方向（ＮＳ方向） 走行方向（ＥＷ方向）

走行レール

横行レール

トロリ

従動輪

駆動輪 

従動輪

駆動輪
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(4) 評価ケース

表4－1に示す解析ケースにて評価を実施する。設計基準対象施設としての条件に対する評

価条件では，燃料取替機の運転状態を想定し，ケース1，2について評価する。重大事故等対

処設備としての条件に対する評価条件では，燃料取替機の待機状態を想定し，ケース3につい

て評価する。 

表4－1 評価ケース 

評価対象 燃料取替機本体，吊具 
燃料取替機 

本体 

評価ケース No. 1 2 3 

トロリ位置
中央 ● ― ― 

端部 ― ● ○ 

●：吊荷有 〇：吊荷無

(5) 評価方法

燃料取替機の評価は，スペクトルモーダル解析及び静解析を用いる。

 4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

 4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

燃料取替機の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表4－2に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－3に示す。 

 4.2.2 許容応力 

燃料取替機の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－4 に示す。 

 4.2.3 使用材料の許容応力評価条件及び許容荷重評価条件 

燃料取替機の使用材料の許容応力評価条件及び許容荷重評価条件のうち設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 4－5 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－6 に

示す。 
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表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の取扱施設 

及び貯蔵施設 
燃料取扱設備 燃料取替機 Ｂ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 4－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の取扱施設 

及び貯蔵施設 
燃料取扱設備 燃料取替機 ― ―＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ＶＡＳ 

（ⅤＡＳとして，

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表4－4 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張り せん断 曲げ せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆＳ 1.5・ｆｂ 1.5・ｆＳ 
ＶＡＳ 

（ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

  ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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表 4－5(1) 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部位 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

燃料取替機構造物フレーム 周囲環境温度 50 ― ― 

ブ
リ
ッ
ジ

脱線防止ラグ 

本体 周囲環境温度 50 ― ― 

取付 

ボルト 
周囲環境温度 50 ― ― 

ト
ロ
リ

脱線防止ラグ 

本体 周囲環境温度 50 ― ― 

取付 

ボルト 
周囲環境温度 50 ― ― 

走行レール 周囲環境温度 50 ― ― 

横行レール 周囲環境温度 50 ― ― 

先端金具 周囲環境温度 50 ― ― 

注記＊1：SM400A/SS400/STKR400 相当 

＊2：SM41A/SS41/STKR41 のうち最小の値を設定する。 

表 4－5(2) 使用材料の許容荷重評価条件（設計基準対象施設） 

評価部位 材料 
温度条件 

(℃) 

定格荷重 

(N) 
安全率 

許容荷重 

(N) 

ワイヤロープ 周囲環境温度 50 4.413×103 8.13 3.590×104 
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表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部位 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

燃料取替機構造物フレーム 周囲環境温度 100 ― ― 

ブ
リ
ッ
ジ

脱線防止ラグ 

本体 周囲環境温度 100 ― ― 

取付 

ボルト 
周囲環境温度 100 ― ― 

ト
ロ
リ

脱線防止ラグ 

本体 周囲環境温度 100 ― ― 

取付 

ボルト 
周囲環境温度 100 ― ― 

走行レール 周囲環境温度 100 ― ― 

横行レール 周囲環境温度 100 ― ― 

注記＊1：SM400A/SS400/STKR400 相当 

＊2：SM41A/SS41/STKR41 のうち最小の値を設定する。 
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 4.3 解析モデル及び諸元 

 燃料取替機の解析モデルを図 4－2 に，解析モデルの概要を以下に示す。また，機器の諸元を

本計算書の【燃料取替機の耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

(1) 燃料取替機の耐震計算に用いる解析モデルは，はり要素を用いた有限要素モデルとする。

(2) 燃料取替機の質量としてブリッジ，トロリの構造物及び搭載機器を考える。ただし，ブリ

ッジ計算モデルではトロリの質量を考慮していないが，ブリッジとトロリの結合は考慮した

モデルとする。

(3) 境界条件として，燃料取替機本体ガーダ車輪／脱線防止ラグのＮＳ方向を拘束し，ＥＷ方

向へはすべる条件とする。また，トロリ車輪／脱線防止ラグのＥＷ方向はガーダと結合し，

ＮＳ方向へはすべる条件とする。ブリッジ及びトロリの鉛直上向き方向は，脱線防止ラグと

レールの接触を模擬するため拘束とする。

(4) 解析コードは，「ＡＢＡＱＵＳ」を使用し，固有値及び荷重を求める。なお，評価に用い

る解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コ

ード）の概要」に示す。 



1
7 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-2 R0 

図4－2 燃料取替機計算モデル 
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 4.4 固有周期 

固有値解析の結果を表4－7に示す。また，振動モード図を図4－3，及び図4－4に示す。 

 鉛直方向の固有値解析は，ブリッジ計算モデルにトロリ計算モデルを含めた燃料取替機

計算モデルにて実施する。水平方向の固有値解析は，トロリは最大静止摩擦係数を超える

とブリッジ上のレールをすべり挙動を考慮した解析を実施することから，トロリによる固

有周期への影響がないように，トロリの質量を考慮していないがブリッジとトロリの結合

は考慮したブリッジ計算モデルのみで固有値解析を実施する。固有周期は，0.05秒を超え

ており，柔構造であることを確認した。 

表4－7(1) 固有値解析結果（トロリ位置：中央，燃料取替機計算モデル） 

モード 卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

刺激係数＊ ＮＳ方向 ＥＷ方向 

1 水平（ＥＷ） 0.213  0.00  1.39  0.09 

2 水平（ＮＳ） 0.155  1.24  0.00  0.01 

3 水平（ＥＷ） 0.108  0.00  0.87  0.37 

4 鉛直 0.098  0.19  0.11  0.21 

5 鉛直 0.084  0.01  0.20  1.23 

6 水平（ＥＷ） 0.056  0.02  0.24  0.08 

7 水平（ＮＳ） 0.051  2.31  0.02  0.03 

8 水平（ＮＳ） 0.047  －  －  － 

9 鉛直 0.045  －  －  － 

注：設計基準対象施設としての評価の場合 

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し固有ベクトルと質量マトリックスの積から算出 

した値を示す。 

表4－7(2) 固有値解析結果（トロリ位置：中央，ブリッジ計算モデル） 

モード 卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

刺激係数＊ ＮＳ方向 ＥＷ方向 

1 水平（ＥＷ） 0.099  0.01  1.43  0.05 

2 鉛直 0.058  0.01  0.01  1.59 

3 鉛直 0.051  0.00  0.12  1.53 

4 水平（ＮＳ） 0.051  1.98  0.02  0.05 

5 水平（ＮＳ） 0.045  －  －  － 

6 水平（ＮＳ） 0.044  －  －  － 

7 水平（ＮＳ） 0.041  －  －  － 

8 水平（ＮＳ） 0.038  －  －  － 

注：設計基準対象施設としての評価の場合 

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し固有ベクトルと質量マトリックスの積から算出 

した値を示す。    
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表4－7(3) 固有値解析結果（トロリ位置：端部，燃料取替機計算モデル） 

モード 卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

刺激係数＊ ＮＳ方向 ＥＷ方向 

1 水平（ＮＳ） 0.159  1.40  0.07  0.16 

2 水平（ＥＷ） 0.140  0.01  1.31  0.12 

3 水平（ＥＷ） 0.101  0.15  1.00  0.03 

4 水平（ＥＷ） 0.092  0.20  0.84  0.13 

5 鉛直 0.058  0.12  0.03  1.84 

6 鉛直 0.054  0.15  0.28  1.07 

7 水平（ＮＳ） 0.051  1.78  0.09  0.51 

8 鉛直 0.051  0.23  0.26  0.99 

9 鉛直 0.045  －  －  － 

10 水平（ＮＳ） 0.045  －  －  － 

注：重大事故等対処設備としての評価の場合 

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し固有ベクトルと質量マトリックスの積から算出 

した値を示す。 

表4－7(4) 固有値解析結果（トロリ位置：端部，ブリッジ計算モデル） 

モード 卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

刺激係数＊ ＮＳ方向 ＥＷ方向 

1 水平（ＥＷ） 0.099  0.00  1.46  0.04 

2 鉛直 0.058  0.02  0.01  1.64 

3 鉛直 0.051  0.65  0.08  1.07 

4 水平（ＮＳ） 0.051  1.34  0.07  0.96 

5 水平（ＮＳ） 0.045  －  －  － 

6 水平（ＮＳ） 0.044  －  －  － 

7 水平（ＮＳ） 0.041  －  －  － 

8 水平（ＮＳ） 0.038  －  －  － 

9 水平（ＮＳ） 0.036  －  －  － 

注：重大事故等対処設備としての評価の場合 

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し固有ベクトルと質量マトリックスの積から算出 

した値を示す。 
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図 4－3 トロリ位置が中央の場合における振動モード図 

図 4－4 トロリ位置が端部の場合における振動モード図 
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 4.5 設計用地震力 

 評価に用いる設計用地震力を表 4－8 及び表 4－9 に示す。「基準地震動Ｓｓ」による地震力

は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数はⅥ

-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。

表 4－8 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所及び 

床面高さ(m) 原子炉建物 EL 42.8＊1 

固有周期(s) 水平：0.038＊2 鉛直：0.084＊2 

減衰定数(％) 水平：2.0 鉛直：2.0(1.5)＊3 

地震力 基準地震動Ｓｓ 

モード
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊4 

応答鉛直

震度＊4 
ブリッジ トロリ

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

1 次 0.213 ― ― ― ― 1.88 

2 次 0.155 ― ― ― ― 3.79 

3 次 0.108 ― ― ― ― 9.04 

4 次 0.098 ― ― ― ― 10.16 

5 次 0.084 ― ― ― ― 10.21 

6 次 0.056 ― ― ― ― 6.70 

7 次 0.051 ― ― ― ― 5.98 

8 次 0.047 ― ― ― ― ― 

動的震度＊5 ＣＨ１＝1.62 ＣＨ２＝0.15＊6 ＣＨ２＝0.15＊6 ＣＨ２＝0.15＊6 1.81 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：評価上厳しくなるトロリ位置が中央にある場合の値 

＊3：( )外は燃料取替機のトロリ位置が中央にある場合，( )内は燃料取替機のトロリ 

  位置が端部にある場合 

＊4：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計用床応答スペ

クトルにより得られる震度

＊5：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

＊6：この方向はすべりを生じ最大静止摩擦力以上の水平力は加わらないため，最大静止 

 摩擦係数により水平方向設計震度を求めた。
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表 4－9 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

床面高さ(m) 原子炉建物 EL 42.8＊1 

固有周期(s) 水平：0.036＊2 鉛直：0.058＊2 

減衰定数(％) 水平：2.0 鉛直：1.5 

地震力 基準地震動Ｓｓ 

モード
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊3 

応答鉛直

震度＊3 
ブリッジ トロリ

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

1 次 0.159 ― ― ― ― 3.97 

2 次 0.140 ― ― ― ― 5.09 

3 次 0.101 ― ― ― ― 11.11 

4 次 0.092 ― ― ― ― 12.33 

5 次 0.058 ― ― ― ― 9.50 

6 次 0.054 ― ― ― ― 6.88 

7 次 0.051 ― ― ― ― 6.88 

8 次 0.051 ― ― ― ― 6.88 

9 次 0.045 ― ― ― ― ― 

動的震度＊4 ＣＨ１＝1.62 ＣＨ２＝0.15＊5 ＣＨ２＝0.15＊5 ＣＨ２＝0.15＊5 1.81 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：トロリ位置が端部にある場合の値 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計用床応答スペ 

クトルにより得られる震度

＊4：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

＊5：この方向はすべりを生じ最大静止摩擦力以上の水平力は加わらないため，最大静止 

 摩擦係数により水平方向設計震度を求めた。 
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 4.6 計算方法 

 4.6.1 燃料取替機構造物フレームの応力 

(1) 計算方法

燃料取替機構造物フレームに加わる荷重は，モーダルスペクトル解析及び静解析により

求める。 

a. 燃料取替機構造物フレームの応力

燃料取替機構造物フレームの応力を図 4－5を用いて計算する。負担力は，並進力Ｆｘ，

Ｆｙ，Ｆｚ，モーメント力Ｍｘ，Ｍｙ，Ｍｚとする。 

(a) 応力成分

上記荷重による応力成分は次式となる。

(b) 曲げ応力

曲げ応力は次式となる。

(c) せん断応力

せん断応力は次式となる。

(d) 組合せ応力

組合せ応力は次式となる。

 σｐｃ１Ｆ＝  σｐ１Ｆ
2＋3・τ１Ｆ

2 

τ１Ｆ＝ 

 σ１Ｆ＝σｘ＋σｙ＋σｚ ・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.1.4) 

 

・・・・・ (4.6.1.6)

σｃ１Ｆ＝   σ１Ｆ
2＋3・τ１Ｆ

2 ・・・・・・・・・・・ (4.6.1.7)

)

σｘ＝ 
Ｆｘ 

 Ａ１Ｆ 
，σｙ＝ 

Ｍｙ 

 Ｚｙ 
，σｚ＝ 

Ｍｚ 

 Ｚｚ 

・・ (4.6.1.2)τｘ＝ 
Ｍｘ 

 Ｚｐ 
，τｙ＝ 

Ｆｙ 

 Ａ１Ｆ 
，τｚ＝ 

Ｆｚ 

 Ａ１Ｆ 

・・ (4.6.1.1)

(τｘ＋τｙ)2＋τｚ
2 

τｙ
2＋(τｘ＋τｚ)2 

大きい方 

 σｐ１Ｆ＝σｘ＋σｐｙ＋σｐｚ ・・・・・・・・・・・・・ (4.6.1.5) 

σｘ＝ 
Ｆｘ 

 Ａ１Ｆ 
，σｐｙ＝ 

Ｍｙ 

 Ｚｐｙ 
，σｐｚ＝ 

Ｍｚ 

 Ｚｐｚ 
・・ (4.6.1.3)

・・・・・・・・・・・ (4.6.1.8)
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燃料取替機構造物フレームの最大応力発生部材を図 4－2 の a ， b に示す。 

図 4－5(1) ガーダ 

図 4－5(2) ギャラリ 

ｚ

ｙ

ｘ

ｚ

ｙ

ｘ
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 4.6.2 脱線防止ラグ，走行レール及び横行レールの応力 

(1) 計算方法（ブリッジ）

ブリッジ脱線防止ラグに加わる荷重（Ｐ１ ～ Ｐ１２）は，モーダルスペクトル解析及び

静解析により求める。 

a. ブリッジ脱線防止ラグの応力

ブリッジ脱線防止ラグの応力を図 4－6 を用いて計算する。負担力は，Ｐ１～Ｐ１２

の平均の値をＦＨＢ，及びＦＶＢとする。 

鉛直力ＦＶＢはラグ一組（2 個）に分散し，1 個当たりの負担力は次式となる。 

(a) 曲げ応力

・Ａ部

曲げモーメントは次式となる。

断面係数は次式となる。 

断面積は次式となる。 

したがって，曲げ応力は次式となる。 

・Ｂ部

曲げモーメントは次式となる。

断面係数は次式となる。 

ＦＶＢ 

2 

Ｚ１Ｂ＝ 

 

ＦＶｂ＝ 

・・・・ (4.6.2.2) 
2 

ａ１Ｂ 
ｈ２Ｂ＋ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.1) 

Ｍ１Ｂ＝ＦＨＢ・ｈ１Ｂ＋ＦＶｂ・ 

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.3) 

＋ 
Ｍ１Ｂ 

Ｚ１Ｂ 

ＦＶｂ 

Ａ１Ｂ 
σ１Ｂ＝ ・・・・・・・・・・・ (4.6.2.6)

Ｍ２Ｂ＝ＦＶｂ・ｈ２Ｂ ・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.8)

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.5) Ａ１Ｂ＝ａ１Ｂ・ｂ１Ｂ 

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.9)

Ｚｐ１Ｂ＝ ・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.4)

 ・・・・・・・・・・・ (4.6.2.7)σｐ１Ｂ＝ ＋ 
Ｍ１Ｂ 

Ｚｐ１Ｂ 

ＦＶｂ 

Ａ１Ｂ 

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.10)

ａ１Ｂ
2・ｂ１Ｂ 

6 

ａ１Ｂ
2・ｂ１Ｂ 

6 

Ｚ２Ｂ＝ 
ａ２Ｂ

2・ｂ２Ｂ 

6 

Ｚｐ２Ｂ＝ 
ａ２Ｂ

2・ｂ２Ｂ 

6 
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したがって，曲げ応力は次式となる。 

(b) せん断応力

・Ａ部

せん断力を受ける断面積は次式となる。

負担力ＦＨＢによるせん断応力は次式となる。 

・Ｂ部

せん断力を受ける断面積は次式となる。

負担力ＦＶｂによるせん断応力は次式となる。 

(c) 組合せ応力

・Ａ部

組合せ応力は次式となる。

σｐｃ１Ｂ＝  σｐ１Ｂ
2＋3・τ１Ｂ

2 

・Ｂ部

組合せ応力は次式となる。

σｐｃ２Ｂ＝   σｐ２Ｂ
2＋3・τ２Ｂ

2 

(d) 取付ボルトのせん断応力

せん断力を受けるボルト 1 本の断面積は次式となる。

τ１Ｂ＝ 

・ｄ１Ｂ
2 ・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.21)ＡｂＢ＝ 

ＦＨＢ 

Ａ１Ｂ 

σ２Ｂ＝ 
Ｍ２Ｂ 

Ｚ２Ｂ 

τ２Ｂ＝ 
ＦＶｂ 

Ａ２Ｂ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.11) 

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.13) Ａ１Ｂ＝ａ１Ｂ・ｂ１Ｂ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.14) 

Ａ２Ｂ＝ａ２Ｂ・ｂ２Ｂ ・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.15) 

・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.16)

σｃ１Ｂ＝   σ１Ｂ
2＋3・τ１Ｂ

2 ・・・・・・・・・・・ (4.6.2.17)

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.19)σｃ２Ｂ＝   σ２Ｂ
2＋3・τ２Ｂ

2 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.12) 

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.18)

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.20)

σｐ２Ｂ＝ 
Ｍ２Ｂ 

Ｚｐ２Ｂ 

π 

4 
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 せん断力は，取付ボルトｎ１Ｂ本で受けるものとし，ボルト 1本にかかる 

  せん断応力は次式となる。 

  図 4－6 ブリッジ脱線防止ラグ 

b. 走行レールの応力

走行レールの応力評価は 4.6.2(1)a項で求めた荷重（Ｐ１～Ｐ１２）の平均の値

をＦＨＢ，及びＦＶｂとする。 

 ブリッジ脱線防止ラグに作用する鉛直力ＦＶｂは図 4－7（ＢＶ） に示す斜線部 

のように走行レールに分散する。 

 ブリッジ脱線防止ラグに作用する水平力ＦＨＢは図 4－7（ＢＨ） に示す斜線部 

のように走行レールに分散する。 

(a) 曲げ応力

・Ｃ部

幅は次式となる。

  曲げモーメントは次式となる。 

  断面係数は次式となる。 

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.22) τｂＢ＝ 
ｎ１Ｂ・ＡｂＢ 

ＦＨＢ
2＋ＦＶｂ

2 

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.25)

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.23)ｂ３Ｂ＝ｂ２Ｂ＋2・(ｈ３Ｂ＋Ｌ３Ｂ) 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.24) Ｍ３Ｂ＝ＦＶｂ・ｈ３Ｂ 

Ｚ３Ｂ＝ 

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.26)Ｚｐ３Ｂ＝ 
ａ３Ｂ

2・ｂ３Ｂ 

6 

ａ３Ｂ
2・ｂ３Ｂ 

6 

（本数 ｎ１Ｂ）

Ａ部

ＦＨＢ

Ｂ部

ｄ１Ｂ 

ａ１Ｂ

ｈ１Ｂ

ｂ１Ｂ 

ａ２Ｂ

ｈ２Ｂ

ｂ２Ｂ

ＦＶｂ
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  断面積は次式となる。 

  したがって，曲げ応力は次式となる。 

・Ｄ部

幅は次式となる。

  曲げモーメントは次式となる。 

  断面係数は次式となる。 

  断面積は次式となる。 

  したがって，曲げ応力は次式となる。 

(b) せん断応力

せん断応力は次式となる。

・Ｃ部

  ＦＶｂ 

  Ａ３Ｂ 

・Ｄ部

  ＦＨＢ 

  Ａ４Ｂ 

Ａ３Ｂ＝ａ３Ｂ・ｂ３Ｂ 

τ３Ｂ＝ 

σ４Ｂ＝ 

Ｚ４Ｂ＝ 

2・ＦＶｂ 

Ａ４Ｂ 
＋ 

Ｍ４Ｂ 

Ｚ４Ｂ 

τ４Ｂ＝ 

・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.28) 

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.30)ｂ４Ｂ＝ｂ２Ｂ＋2・(ｈ４Ｂ＋Ｌ４Ｂ)  

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.31) Ｍ４Ｂ＝ＦＨＢ・ｈ４Ｂ 

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.32)

・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.34)Ａ４Ｂ＝ａ４Ｂ・ｂ４Ｂ 

・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.35)

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.37) 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.38) 

σ３Ｂ＝ 
ＦＨＢ 

Ａ３Ｂ 
＋ 

Ｍ３Ｂ 

Ｚ３Ｂ 

・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.29) σｐ３Ｂ＝ 
ＦＨＢ 

Ａ３Ｂ 
＋ 

Ｍ３Ｂ 

Ｚｐ３Ｂ 

Ｚｐ４Ｂ＝ ・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.33)

σｐ４Ｂ＝ ・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.36)
2・ＦＶｂ 

Ａ４Ｂ 
＋ 

Ｍ４Ｂ 

Ｚｐ４Ｂ 

ａ４Ｂ
2・ｂ４Ｂ 

6 

ａ４Ｂ
2・ｂ４Ｂ 

6 

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.27) 
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(c) 組合せ応力

・Ｃ部

組合せ応力は次式となる。

・Ｄ部

組合せ応力は次式となる。

σｐｃ３Ｂ＝  σｐ３Ｂ
2＋3・τ３Ｂ

2 

・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.39) σｃ３Ｂ＝ σ３Ｂ
2＋3・τ３Ｂ

2 

・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.40) 

・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.41) σｃ４Ｂ＝ σ４Ｂ
2＋3・τ４Ｂ

2 

・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.42) σｐｃ４Ｂ＝ σｐ４Ｂ
2＋3・τ４Ｂ

2 
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図 4－7（ＢＶ） 走行レール 

図 4－7（ＢＨ） 走行レール 

Ｃ部 

ｂ３Ｂ 

ｂ２Ｂ 

ｈ３Ｂ 

Ｌ３Ｂ 

ＦＶｂ 

ａ３Ｂ 

Ｌ４Ｂ 

ｂ２Ｂ

ＦＨＢ

ｂ４Ｂ

ｈ４Ｂ 

Ｄ部 

ａ４Ｂ 
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(2) 計算方法（トロリ）

トロリ脱線防止ラグに加わる荷重（Ｐ１３ ～ Ｐ２０）は，モーダルスペクトル解析及び静

解析により求める。 

a. トロリ脱線防止ラグの応力

トロリ脱線防止ラグの応力を図 4－9 を用いて計算する。負担力は，Ｐ１３～Ｐ２０

の平均の値をＦＨＴ，及びＦＶＴとする。 

水平力ＦＨＴは図 4－8に示すようにトロリ脱線防止ラグに分散する。 

鉛直力ＦＶＴはラグ一組（2 個）に分散し，1 個当たりの負担力は次式となる。 

トロリ脱線防止ラグ

P17，P18

P19，P20 P15，P16

P13，P14

図 4－8 計算モデル 

ＦＶｔ＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.43) 
ＦＶＴ 

2 
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(a) 曲げ応力

・Ａ部

曲げモーメントは次式となる。

  断面係数は次式となる。 

  断面積は次式となる。 

  したがって，曲げ応力は次式となる。 

・Ｂ部

曲げモーメントは次式となる。

  断面係数は次式となる。 

  したがって，曲げ応力は次式となる。 

Ｚ１Ｔ＝ 

 

・・・・ (4.6.2.44) 
ａ１Ｔ 

2 
ｈ２Ｔ＋ 

＋ 
Ｍ１Ｔ 

Ｚ１Ｔ 

ＦＶｔ 

Ａ１Ｔ 

Ｚ２Ｔ＝ 

σ２Ｔ＝ 
Ｍ２Ｔ 

Ｚ２Ｔ 

Ｍ１Ｔ＝ＦＨＴ・ｈ１Ｔ＋ＦＶｔ・ 

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.45) 

σ１Ｔ＝ ・・・・・・・・・・・ (4.6.2.48)

Ｍ２Ｔ＝ＦＶｔ・ｈ２Ｔ ・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.50)

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.47) 

 

Ａ１Ｔ＝ａ１Ｔ・ｂ１Ｔ 

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.51)

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.53) 

Ｚｐ２Ｔ＝ ・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.52)

Ｚｐ１Ｔ＝ ・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.46)

 σｐ１Ｔ＝ ・・・・・・・・・・・ (4.6.2.49)＋ 
Ｍ１Ｔ 

Ｚｐ１Ｔ 

ＦＶｔ 

Ａ１Ｔ 

σｐ２Ｔ＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.54) 
Ｍ２Ｔ 

Ｚｐ２Ｔ 

ａ１Ｔ
2・ｂ１Ｔ 

6 

ａ１Ｔ
2・ｂ１Ｔ 

6 

 

ａ２Ｔ
2・ｂ２Ｔ 

6 

ａ２Ｔ
2・ｂ２Ｔ 

6 



33 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
1
1-
2-
7-
2 
R0
 

(b) せん断応力

・Ａ部

せん断力を受ける断面積は次式となる。

負担力ＦＨＴによるせん断応力は次式となる。 

・Ｂ部

せん断力を受ける断面積は次式となる。

負担力ＦＶｔによるせん断応力は次式となる。 

(c) 組合せ応力

・Ａ部

組合せ応力は次式となる。

σｐｃ１Ｔ＝   σｐ１Ｔ
2＋3・τ１Ｔ

2 

・Ｂ部

組合せ応力は次式となる。

σｐｃ２Ｔ＝   σｐ２Ｔ
2＋3・τ２Ｔ

2 

(d) 取付ボルトのせん断応力

せん断力を受けるボルト 1 本の断面積は次式となる。

せん断力は，取付ボルトｎ１Ｔ本で受けるものとし，ボルト 1 本にかかる 

せん断応力は次式となる。 

τ１Ｔ＝ 

・ｄ１Ｔ
2 ・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.63) ＡｂＴ＝ 

τｂＴ＝ 

τ２Ｔ＝ 
ＦＶｔ 

Ａ２Ｔ 

ｎ１Ｔ・ＡｂＴ 

ＦＨＴ
2＋ＦＶｔ

2 

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.55) Ａ１Ｔ＝ａ１Ｔ・ｂ１Ｔ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.56) 

Ａ２Ｔ＝ａ２Ｔ・ｂ２Ｔ ・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.57) 

・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.58)

σｃ１Ｔ＝   σ１Ｔ
2＋3・τ１Ｔ

2 ・・・・・・・・・・・ (4.6.2.59)

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.61)σｃ２Ｔ＝   σ２Ｔ
2＋3・τ２Ｔ

2 

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.64)

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.60)

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.62)

π 

4 

ＦＨＴ 

Ａ１Ｔ 
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b. 横行レールの応力

横行レールの応力評価は 4.6.2(2)a項で求めた荷重（Ｐ１３～Ｐ２０）の平均の

値をＦＨＴ，及びＦＶｔとする。 

 トロリ脱線防止ラグに作用する鉛直力ＦＶｔは図 4－10（ＴＶ） に示す斜線部 

のように横行レールに分散する。 

 トロリ脱線防止ラグに作用する水平力ＦＨＴは図 4－10（ＴＨ） に示す斜線部 

のように横行レールに分散する。 

(a) 曲げ応力

・Ｃ部

幅は次式となる。

  曲げモーメントは次式となる。 

  断面係数は次式となる。 

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.67)

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.65)ｂ３Ｔ＝ｂ２Ｔ＋2・(ｈ３Ｔ＋Ｌ３Ｔ)  

 

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.66) Ｍ３Ｔ＝ＦＶｔ・ｈ３Ｔ 

Ｚ３Ｔ＝ 

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.68)Ｚｐ３Ｔ＝ 

ａ３Ｔ
2・ｂ３Ｔ 

6 

ａ３Ｔ
2・ｂ３Ｔ 

6 

（本数 ｎ１Ｔ）

Ａ部

ＦＨＴ

Ｂ部

ｄ１Ｔ 

ａ１Ｔ

ｈ１Ｔ

ｂ１Ｔ 

ａ２Ｔ

ｈ２Ｔ

ｂ２Ｔ

ＦＶｔ



35 

S
2
 
補
 Ⅵ

-
2-
1
1
-2
-
7
-2
 
R
0 

  断面積は次式となる。 

  したがって，曲げ応力は次式となる。 

・Ｄ部

幅は次式となる。

  曲げモーメントは次式となる。 

  断面係数は次式となる。 

断面積は次式となる。 

  したがって，曲げ応力は次式となる。 

(b) せん断応力

せん断応力は次式となる。

・Ｃ部

  ＦＶｔ 

  Ａ３Ｔ 

・Ｄ部

  ＦＨＴ 

  Ａ４Ｔ 

τ３Ｔ＝ 

σ３Ｔ＝ 
ＦＨＴ 

Ａ３Ｔ 
＋ 

Ｍ３Ｔ 

Ｚ３Ｔ 

Ｚ４Ｔ＝ 

τ４Ｔ＝ 

・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.70) 

Ａ３Ｔ＝ａ３Ｔ・ｂ３Ｔ ・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.69) 

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.72)ｂ４Ｔ＝ｂ２Ｔ＋2・(ｈ４Ｔ＋Ｌ４Ｔ) 

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.73) Ｍ４Ｔ＝ＦＨＴ・ｈ４Ｔ 

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.74)

・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.76)Ａ４Ｔ＝ａ４Ｔ・ｂ４Ｔ 

σ４Ｔ＝ 
2・ＦＶｔ 

Ａ４Ｔ 
＋ 

Ｍ４Ｔ 

Ｚ４Ｔ 
・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.77)

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.79) 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.80) 

・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.71) σｐ３Ｔ＝ 
ＦＨＴ 

Ａ３Ｔ 
＋ 

Ｍ３Ｔ 

Ｚｐ３Ｔ 

Ｚｐ４Ｔ＝ ・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.75)

・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.78)σｐ４Ｔ＝ 
2・ＦＶｔ 

Ａ４Ｔ 
＋ 

Ｍ４Ｔ 

Ｚｐ４Ｔ 

ａ４Ｔ
2・ｂ４Ｔ 

6 

ａ４Ｔ
2・ｂ４Ｔ 

6 
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(c) 組合せ応力

・Ｃ部

組合せ応力は次式となる。

・Ｄ部

組合せ応力は次式となる。

σｐｃ３Ｔ＝  σｐ３Ｔ
2＋3・τ３Ｔ

2 

・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.81) σｃ３Ｔ＝ σ３Ｔ
2＋3・τ３Ｔ

2 

・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.83) σｃ４Ｔ＝ σ４Ｔ
2＋3・τ４Ｔ

2 

・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.82) 

・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.84) σｐｃ４Ｔ＝ σｐ４Ｔ
2＋3・τ４Ｔ

2 
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図 4－10（ＴＶ） 横行レール 

図 4－10（ＴＨ） 横行レール

ＦＶｔ 

Ｌ４Ｔ

ｂ２Ｔ

ｂ４Ｔ 

ｈ４Ｔ

Ｄ部 

ａ４Ｔ

Ｃ部 

ｂ３Ｔ 

ｂ２Ｔ 

ｈ３Ｔ 

Ｌ３Ｔ ａ３Ｔ 

ＦＨＴ 
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 4.6.3 吊具の荷重計算方法 

燃料取替機の吊荷荷重を受ける各部は，ブリッジ，トロリ，ワイヤロープ及び先端金具

で，このうち吊荷を直接吊るもので，損傷・破断により落下に至る可能性があるワイヤロ

ープと先端金具を評価対象とする。 

ワイヤロープ及び先端金具の計算に当たっては，以下の基本事項で行うものとする。

・吊荷は水中にあり，実際の吊下げでは水の抵抗を受けるが，評価に当たっては，気

中での吊下げを想定して保守的に水の抵抗はないものとして行う。

・燃料取替機及び吊荷の速度算出に当たっては，燃料取替機，吊荷質量及びワイヤロ

ープ長さの評価条件を，固有周期と床応答スペクトルの関係から評価が厳しくなる

ように設定する。

①ワイヤロープ長さは，固有周期に対する床応答特性（加速度）がより厳しくな

る長さとする。評価に当たって，ここでのワイヤロープ長さは吊上げ上端位置

とする。

②吊荷の質量は，定格質量で評価を実施する。

・ワイヤロープ，先端金具の荷重は，吊荷を 1 自由度モデルにより求めた固有周期に

対応する加速度，燃料取替機を 4.4 項より求めた固有周期に対応する加速度をもと

に，吊荷が一度浮上って落下した後の落下による衝撃荷重を算出する。

・燃料取替機と吊荷の位相差が吊荷に及ぼす影響については，吊荷とは逆位相に生じ

る燃料取替機の速度を，吊荷に作用する相対速度として考慮する。

・衝撃荷重は，吊荷が持っている運動量の保存則を考慮して算出する。

・水平方向地震に伴い，吊荷が振り子運動を起こして吊具に遠心力が作用するが，そ

の影響については，軽微であることから，評価においては鉛直方向地震だけを考慮

するものとする。
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(1) 吊荷の浮上り後の落下速度の算出

吊荷は，図 4－11に示すように，鉛直方向に浮上り再び自然長位置に戻った瞬間から，

  吊具の衝撃荷重を与える。 

図 4－11 吊荷の浮上りの様子 

○下向き速度ｖ

②，③まではエネルギー保存則より

下向き速度ｖは

  ｖ＜ｖ1

となるが，保守的に 

  ｖ＝ｖ１ 

として評価を行う。 

①静止位置 ②最大高さ ③落下後の自然長位置

静止状態での 

ワイヤロープ

長さ 

ワイヤロープが

緩んだ状態， 

速度０ 

ワイヤロープが自然長

位置の長さになった状

態，この位置で衝撃荷 

重が作用し始める。 

ｖ：下向き速度 
ｖ１：上向き速度 
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(2) 吊荷の固有周期

以下のとおり，トロリを剛体としたときの吊荷の固有周期Ｔｗを算出する。

固有周期： 

ばね定数： 

Ｔｗ＝2・π・ 
ｍｍ

ｋｗ

Ａｗ・ｎｗ・Ｅｗ
ｋｗ＝ 

Ｌｗ

ワイヤロープ長さ Ｌｗ

トロリ（剛体）

ばね定数 ｋｗ

自重 ｍｍ・g
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(3) 吊具に作用する衝撃荷重

以下のとおり，ワイヤロープ，先端金具に作用する荷重Ｆを算出する。

図 4－12及び図 4－13 に示すように，ワイヤロープの下端にある吊荷の運動量の変化は

吊荷とトロリの質量や固有値が異なることからｖ１とｖ２が同値にならないが，保守的に 

ワイヤロープの減衰がなく完全弾性衝突を仮定して反発係数を 1とすれば以下となる。

(力積)： ∫  

(吊荷の運動量の変化)： 

図 4－12 吊荷落下後の速度変化 

図 4－13 吊荷の力積の概念図 

4 
ｔ

Ｔｗ

作用時間 

0 
・dt 2・π・  Ｆ・sin 

Ｔ
 

吊荷の力積 

相対速度（ｖ１＋ｖ２）とする。 

ブリッジ 

ワイヤロープ

吊荷 

トロリ

ｖ１

ｖ２

力積発生後

最下点：速度０ 

 ｍｍ・(ｖ１＋ｖ２) 
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  吊荷の運動方向が変化する時間については，ワイヤロープが完全弾性体で，吊荷とトロ

リの運動が自由振動系であることを仮定すれば，吊荷の固有周期Ｔｗの 4分の 1となる。

以上から，運動量変化及び作用時間をもとに荷重は，自重分を追加して，以下のとおり

計算する。 

 4.6.4 吊具の応力計算方法 

ワイヤロープの支持荷重及び先端金具の応力を，図 4－14を用いて計算する。

ワイヤロープの支持荷重は次式となる。

先端金具の応力は次式となる。 

図 4－14 ワイヤロープ及び先端金具 

Ｆ＝ 
2・π・ｍｍ・(ｖ1＋ｖ2) 

Ｔｗ

＋ｍｍ・g

Ｆｗ＝ 
Ｆ 

ｎｗ

σｍ＝ 
Ｆｗ 

Ａｗ
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 4.7 計算条件 

 応力解析に用いる自重（ブリッジ，トロリ，吊荷）及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【燃料

取替機の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 4.8 応力の評価 

 4.8.1 燃料取替機構造物フレーム，脱線防止ラグ，走行レール及び横行レールの応力評価 

4.6.1項及び4.6.2項で求めた燃料取替機構造物フレーム，脱線防止ラグ，走行レール及び

横行レールの各応力が次式より求めた許容応力以下であること。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容曲げ応力 

ｆｂ 

Ｆ 

1.5 

許容せん断応力 

ｆＳ 

Ｆ 

 1.5・√3 

許容組合せ応力 

ｆｔ 

Ｆ 

1.5 

 4.8.2 脱線防止ラグ取付ボルトの応力評価 

4.6.2項で求めた脱線防止ラグ取付ボルトの応力が次式より求めた許容せん断応力以下であ

ること。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容せん断応力 

ｆＳ 

Ｆ 

 1.5・√3 

 4.8.3 先端金具の応力評価 

4.6.4項で求めた先端金具の応力が次式より求めた許容引張応力以下であること。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ｆｔ 

Ｆ 

2 

・ 1.5

・ 1.5

・ 1.5

＊
＊

＊

・ 1.5

＊

・ 1.5

＊
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 4.8.4 ワイヤロープの評価 

  4.6.4項で求めたワイヤロープの支持荷重が許容荷重以下であること。 
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5. 評価結果

 5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

燃料取替機の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満

足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

 5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足

しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【燃料取替機の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

 1.1 設計条件 

機器名称 
耐震 

重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境 

温度 

(℃) 

水平方向 鉛直方向 水平方向設計震度 鉛直方向 

設計震度 

燃料取替機 Ｂ 
原子炉建物 

EL 42.8＊1 
0.038＊2 0.084＊2 

ブリッジ トロリ

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 
ＣＶ＝1.81＊3 

又は ＊4 
50 

ＣＨ１＝1.62＊3 ＣＨ２＝0.15＊5 ＣＨ２＝0.15＊5 ＣＨ２＝0.15＊5 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：評価上厳しくなるトロリ位置が中央にある場合の値 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

＊4：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

＊5：この方向はすべりを生じ最大静止摩擦力以上の水平力は加わらないため，最大静止摩擦係数により水平方向設計震度を求めた。 



 S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-2 R0 

4
7
 

 1.2 機器要目 

ｍＢ 

(kg) 

ｍＴ 

(kg) 

ｎ１Ｂ ｎ１Ｔ Ｅ 

(MPa) 

Ｆｘ 

(N) 

Ｆｙ 

(N) 

Ｆｚ 

(N) 

Ｍｘ 

(N･mm)

Ｍｙ 

(N･mm)

Ｍｚ 

(N･mm)

ＦＨＢ 

(N) 

ＦＶＢ 

(N) 

ＦＨＴ 

(N) 

ＦＶＴ 

(N) 

1.763×106 1.493×105 8.440×105 4.244×107 2.362×109 4.125×108 5.645×105 2.479×105 2.836×104 1.630×105 

ａ１Ｂ 

(mm) 

ａ２Ｂ 

(mm) 

ａ３Ｂ 

(mm) 

ａ４Ｂ 

(mm) 

ｂ１Ｂ 

(mm) 

ｂ２Ｂ 

(mm) 

ｂ３Ｂ 

(mm) 

ｂ４Ｂ 

(mm) 

ｄ１Ｂ 

(mm) 

ｈ１Ｂ 

(mm) 

ｈ２Ｂ 

(mm) 

ｈ３Ｂ 

(mm) 

ｈ４Ｂ 

(mm) 

Ｌ３Ｂ 

(mm) 

Ｌ４Ｂ 

(mm) 

ν 

ａ１Ｔ 

(mm) 

ａ２Ｔ 

(mm) 

ａ３Ｔ 

(mm) 

ａ４Ｔ 

(mm) 

ｂ１Ｔ 

(mm) 

ｂ２Ｔ 

(mm) 

ｂ３Ｔ 

(mm) 

ｂ４Ｔ 

(mm) 

ｄ１Ｔ 

(mm) 

ｈ１Ｔ 

(mm) 

ｈ２Ｔ 

(mm) 

ｈ３Ｔ 

(mm) 

ｈ４Ｔ 

(mm) 

Ｌ３Ｔ 

(mm) 

Ｌ４Ｔ 

(mm) 

Ａ１Ｆ 

(mm2) 

Ａ１Ｂ 

(mm2) 

Ａ２Ｂ 

(mm2) 

Ａ３Ｂ 

(mm2) 

Ａ４Ｂ 

(mm2) 

ＡｂＢ 

(mm2) 

Ａ１Ｔ 

(mm2) 

Ａ２Ｔ 

(mm2) 

Ａ３Ｔ 

(mm2) 

Ａ４Ｔ 

(mm2) 

ＡｂＴ 

(mm2) 

Ｚｐ 

(mm3) 

Ｚｙ 

(mm3) 

Ｚｚ 

(mm3) 

Ｚ１Ｂ 

(mm3) 

Ｚ２Ｂ 

(mm3) 

Ｚ３Ｂ 

(mm3) 

Ｚ４Ｂ 

(mm3) 

Ｚ１Ｔ 

(mm3) 

Ｚ２Ｔ 

(mm3) 

Ｚ３Ｔ 

(mm3) 

Ｚ４Ｔ

(mm3) 
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ｍｍ

(kg) 

Ｔｗ

(s) 

Ｌｗ

(mm) 

Ａｗ

(mm2) 

Ｅｗ

(MPa) 

ｎｗ Ｆｗ

(N) 

ｋｗ

(N/mm) 

ｖ１

(mm/s) 

ｖ２

(mm/s) 

2.962×104 
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燃料取替機構造物フレーム 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

注： 

ブリッジ脱線防止ラグ トロリ脱線防止ラグ

本体 取付ボルト 本体 取付ボルト 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

ワイヤロープ

Ｆｗ

(N) 

35900 

走行レール 横行レール 先端金具 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

 (MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

＊


＊


＊


＊


＊


＊


＊

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 1.3 結論 

（単位：MPa） 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

燃料取替機構造物フレーム 

曲げ σ１Ｆ  240 275 

せん断 τ１Ｆ  20 158 

組合せ σｃ１Ｆ  242 275 

ブ

リ

ッ

ジ 

脱線防止ラグ 
Ｂ部 

曲げ σ２Ｂ  159 253 

せん断 τ２Ｂ  48 146 

組合せ σｃ２Ｂ  179 253 

取付ボルト せん断 τｂＢ  320 366 

ト

ロ

リ 

脱線防止ラグ 
Ａ部 

曲げ σ１Ｔ  113 253 

せん断 τ１Ｔ   7 146 

組合せ σｃ１Ｔ  114 253 

取付ボルト せん断 τｂＴ  138 366 

走行レール Ｄ部 

曲げ σ４Ｂ  567 756 

せん断 τ４Ｂ  53 436 

組合せ σｃ４Ｂ  574 756 

横行レール Ｄ部 

曲げ σ４Ｔ  287 483 

せん断 τ４Ｔ  10 278 

組合せ σｃ４Ｔ  288 483 

すべて許容応力以下である。 
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（単位：N） 

部位 材料 荷重 算出荷重 許容荷重 

吊具 ワイヤロープ 支持荷重 Ｆｗ 29620 35900 

許容荷重以下である。 

  （単位：MPa） 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

吊具 先端金具 引張り σｍ 262 378 

許容応力以下である。 
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2. 重大事故等対処設備

 2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境 

温度 

(℃) 

水平方向 鉛直方向 水平方向設計震度 鉛直方向 

設計震度 

燃料取替機 ― 
原子炉建物 

EL 42.8＊1 
0.036＊2 0.058＊2 

ブリッジ トロリ

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 
ＣＶ＝1.81＊3 

又は ＊4
100 

ＣＨ１＝1.62＊3 ＣＨ２＝0.15＊5 ＣＨ２＝0.15＊5 ＣＨ２＝0.15＊5 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：トロリ位置が端部にある場合の値 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

＊4：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

＊5：この方向はすべりを生じ最大静止摩擦力以上の水平力は加わらないため，最大静止摩擦係数により水平方向設計震度を求めた。 
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 2.2 機器要目 

ｍＢ 

(kg) 

ｍＴ 

(kg) 

ｎ１Ｂ ｎ１Ｔ Ｅ 

(MPa) 

Ｆｘ 

(N) 

Ｆｙ 

(N) 

Ｆｚ 

(N) 

Ｍｘ 

(N･mm)

Ｍｙ 

(N･mm)

Ｍｚ 

(N･mm)

ＦＨＢ 

(N) 

ＦＶＢ 

(N) 

ＦＨＴ 

(N) 

ＦＶＴ 

(N) 

4.317×103 3.105×103 4.489×102 4.744×103 2.267×105 1.882×106 2.578×105 1.171×105 1.985×104 3.640×104 

ａ１Ｂ 

(mm) 

ａ２Ｂ 

(mm) 

ａ３Ｂ 

(mm) 

ａ４Ｂ 

(mm) 

ｂ１Ｂ 

(mm) 

ｂ２Ｂ 

(mm) 

ｂ３Ｂ 

(mm) 

ｂ４Ｂ 

(mm) 

ｄ１Ｂ 

(mm) 

ｈ１Ｂ 

(mm) 

ｈ２Ｂ 

(mm) 

ｈ３Ｂ 

(mm) 

ｈ４Ｂ 

(mm) 

Ｌ３Ｂ 

(mm) 

Ｌ４Ｂ 

(mm) 

ν 

ａ１Ｔ 

(mm) 

ａ２Ｔ 

(mm) 

ａ３Ｔ 

(mm) 

ａ４Ｔ 

(mm) 

ｂ１Ｔ 

(mm) 

ｂ２Ｔ 

(mm) 

ｂ３Ｔ 

(mm) 

ｂ４Ｔ 

(mm) 

ｄ１Ｔ 

(mm) 

ｈ１Ｔ 

(mm) 

ｈ２Ｔ 

(mm) 

ｈ３Ｔ 

(mm) 

ｈ４Ｔ 

(mm) 

Ｌ３Ｔ 

(mm) 

Ｌ４Ｔ 

(mm) 

Ａ１Ｆ 

(mm2) 

Ａ１Ｂ 

(mm2) 

Ａ２Ｂ 

(mm2) 

Ａ３Ｂ 

(mm2) 

Ａ４Ｂ 

(mm2) 

ＡｂＢ 

(mm2) 

Ａ１Ｔ 

(mm2) 

Ａ２Ｔ 

(mm2) 

Ａ３Ｔ 

(mm2) 

Ａ４Ｔ 

(mm2) 

ＡｂＴ 

(mm2) 

Ｚｐ 

(mm3) 

Ｚｐｙ 

(mm3) 

Ｚｐｚ 

(mm3) 

Ｚｐ１Ｂ 

(mm3) 

Ｚｐ２Ｂ 

(mm3) 

Ｚｐ３Ｂ 

(mm3) 

Ｚｐ４Ｂ 

(mm3) 

Ｚｐ１Ｔ 

(mm3) 

Ｚｐ２Ｔ 

(mm3) 

Ｚｐ３Ｔ 

(mm3) 

Ｚｐ４Ｔ

(mm3) 
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燃料取替機構造物フレーム 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

注： 

ブリッジ脱線防止ラグ トロリ脱線防止ラグ

本体 取付ボルト 本体 取付ボルト 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

走行レール 横行レール 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

＊


＊


＊


＊


＊


＊


＊

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 2.3 結論 

（単位：MPa） 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

燃料取替機構造物フレーム 

曲げ σｐ１Ｆ  222 235 

せん断 τ１Ｆ   4 135 

組合せ σｐｃ１Ｆ  222 235 

ブ

リ

ッ

ジ 

脱線防止ラグ 
Ｂ部 

曲げ σｐ２Ｂ  75 232 

せん断 τ２Ｂ  23 133 

組合せ σｐｃ２Ｂ  85 232 

取付ボルト せん断 τｂＢ  146 341 

ト

ロ

リ 

脱線防止ラグ 
Ａ部 

曲げ σｐ１Ｔ  31 232 

せん断 τ１Ｔ   5 133 

組合せ σｐｃ１Ｔ  32 232 

取付ボルト せん断 τｂＴ  43 341 

走行レール Ｄ部 

曲げ σｐ４Ｂ  259 756 

せん断 τ４Ｂ  24 436 

組合せ σｐｃ４Ｂ  263 756 

横行レール Ｄ部 

曲げ σｐ４Ｔ  174 483 

せん断 τ４Ｔ   7 278 

組合せ σｐｃ４Ｔ  174 483 

すべて許容応力以下である。 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」

にて設定している耐震評価方針に基づき，下位クラスであるチャンネル着脱装置（以下「着脱装

置」という。）が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認することで，下

部に設置された上位クラスである使用済燃料プールに対して，波及的影響を及ぼさないことを説

明するものである。その耐震評価は着脱装置の地震応答解析，応力評価及び荷重評価により行う。 

2. 一般事項

 2.1 配置概要 

 着脱装置は，原子炉建物 4 階に設置される。着脱装置は，図 2－1 の位置関係図に示すよう

に，上位クラス施設である使用済燃料プールの壁面に設置されており，落下により使用済燃料

プールに対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

図 2－1 チャンネル着脱装置と使用済燃料プール等の位置関係図 

2.2 構造計画 

着脱装置の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ガイドレールは使用済燃

料プール壁面の金物に差

し込まれており，上部に

固定ボルトで取り付けら

れる。 

燃料昇降式(カ

ートがガイドレ

ールに支持さ

れ，ローラチェ

ーンを介して上

下する昇降装

置。) 
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 2.3 評価方針 

着脱装置の応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐

震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 構造計画」

にて示す着脱装置の部位を踏まえ,「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析

モデル及び諸元」及び「4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力

等が許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確

認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

着脱装置の耐震評価フローを図 2－2に示す。 

図 2－2 着脱装置の耐震評価フロー 

固有値解析

着脱装置本体

解析モデルの設定

有限要素法モデルの作成 

地震応答解析

地震時における応力

設計用地震力 

吊具

計算モデルの設定

地震時に作用する荷重

設計用地震力 

着脱装置の構造強度評価 
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 2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する適用規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 （（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 （（社）日本電気協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.5 記号の説明 

記  号 記   号   の 説   明 単  位

Ａ１Ｇ ガイドレールの断面積 mm2 

ＡＬ ローラチェーンの許容荷重 N 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

Ｅ ガイドレール及びカートの縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133 に定める値 MPa 

ＦｘＧ ガイドレールに作用する軸力（ｘ方向） N 

ＦｙＧ ガイドレールに作用するせん断力（ｙ方向） N 

ＦｚＧ ガイドレールに作用するせん断力（ｚ方向） N 

ＦＣ ローラチェーンに作用する荷重 N 

ƒｓ 許容せん断応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける固定ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔ 許容引張応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける固定ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける固定ボルトの許容引張応力 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ＭｘＧ ガイドレールのねじりモーメント（ｘ軸） N･mm

ＭｙＧ ガイドレールの曲げモーメント（ｙ軸） N･mm 

ＭｚＧ ガイドレールの曲げモーメント（ｚ軸） N･mm 

ｍＧ ガイドレールの質量 kg 

ｍＦ カートの質量 kg 

ｍｍ 吊荷の質量 kg 

ｍｗＨ 水平方向の排除水質量 kg 

Ｓｕ ガイドレール及びカート：日本産業規格 ＪＩＳ Ｂ ８２６５(2017)

に定める値 

固定ボルト：設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 

MPa 

Ｓｙ ガイドレール及びカート：日本産業規格 ＪＩＳ Ｂ ８２６５(2017)

に定める値 

固定ボルト：設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 

MPa 

＊
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記  号 記   号   の 説   明 単  位

ＺｐＧ ガイドレールのねじり断面係数 mm3 

ＺｙＧ ガイドレールの断面係数（ｙ軸） mm3 

ＺｚＧ ガイドレールの断面係数（ｚ軸） mm3

ν ポアソン比 － 

θ 最外郭固定ボルト角度 rad

σ１Ｇ ガイドレールの曲げ応力 MPa 

σｃ１Ｇ ガイドレールの組合せ応力 MPa 

σｘＧ ｘ方向の荷重によるガイドレールの曲げ応力 MPa 

σｙＧ ｙ方向のモーメントによるガイドレールの曲げ応力 MPa

σｚＧ ｚ方向のモーメントによるガイドレールの曲げ応力 MPa

σ１Ｂ 固定ボルトの引張応力 MPa 

σｘＢ ｘ方向の荷重による固定ボルトの引張応力 MPa 

σｙＢ ｙ方向のモーメントによる固定ボルトの引張応力 MPa

σｚＢ ｚ方向のモーメントによる固定ボルトの引張応力 MPa

τ１Ｇ ガイドレールのせん断応力 MPa

τｘＧ ｘ方向のモーメントによるガイドレールのせん断応力 MPa 

τｙＧ ｙ方向の荷重によるガイドレールのせん断応力 MPa 

τｚＧ ｚ方向の荷重によるガイドレールのせん断応力 MPa 

注：記号右端添え字にＧが付くものは，ガイドレール評価用を代表で示したものであり，カート評

価用についてはＧ→Ｆ，固定ボルト評価用についてはＧ→Ｂに置き換えるものとする。 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁

固有周期 s 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 － 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位＊1 

長 下記以外の長さ mm － － 整数位＊1 

さ 厚さ mm － － 小数点以下第 1 位 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4 桁目 四捨五入 有効数字 3 桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

角度 rad 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

  ＊2：絶対値が 1000以上のときはべき数表示とする。 

  ＊3：設計・建設規格 付録材料図表及び日本産業規格 ＪＩＳ Ｂ ８２６５(2017)に記

載された温度の中間における引張強さ及び降伏点は，比例法により補間した値の小数

点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位

着脱装置の耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

着脱装置本体及び吊荷の落下により，上位クラス施設が損傷することを防止するために，主要構

造物であるガイドレール，カート，固定ボルト及び吊具（ローラチェーン）について実施する。

着脱装置の耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

4. 地震応答解析及び構造強度評価

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 着脱装置を構成する部材をはり要素にてモデル化した有限要素法モデルによるスペクト

ルモーダル解析を適用する。

(2) 地震力及びスロッシング荷重は，ガイドレール及びカートに対して水平方向及び鉛直方

向から個別に作用するものとし，強度評価において組合せるものとする。 

(3) ガイドレールは，使用済燃料プール壁面の固定ボルト及び金物により荷重を支持する構

造であるため，該当部位の変位を拘束する。 

(4) カートに設置される使用済燃料は，集中質量として設定する。

(5) カートはガイドレールに対して鉛直方向にスライド可能とし，鉛直方向はローラチェー

ンにより支持される。

(6) カートの位置については，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の条件に対する評

価条件としてカート位置が上端及び下端のうち最も厳しい場合について評価する。 

(7) 吊具については，ローラチェーンの鉛直方向を剛構造とみなし，鉛直方向の設計震度に

対応した荷重を算出する。 

(8) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。
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4.2 荷重組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

着脱装置の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示す。 

4.2.2 許容応力 

着脱装置の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－3に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件及び許容荷重評価条件 

着脱装置の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるもの

を表 4－4に， 重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－6に示す。 

着脱装置の使用材料の許容荷重評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるもの

を表 4－5に， 重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－7に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の取扱

施設及び貯蔵施設 
燃料取扱設備 

チャンネル

着脱装置
Ｂ －＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の取扱

施設及び貯蔵施設 
燃料取扱設備 

チャンネル

着脱装置
－ －＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ＶＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を 

用いる。） 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。
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表 4－3 許容応力（その他の支持構造物（設計基準対象施設としての評価及び重大事故等対処設備としての評価）） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張り せん断 組合せ 引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆＳ 

ＶＡＳ 

（ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ(ＲＴ) 

（MPa） 

ガイドレール 周囲環境温度 66 － 

カート 周囲環境温度 66 － 

固定ボルト 周囲環境温度 66 － 

注記＊：ＪＩＳ Ｈ ４１００相当 

表 4－5 使用材料の許容荷重評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

許容荷重 

（N） 

ローラチェーン 周囲環境温度 66 
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表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ(ＲＴ) 

（MPa） 

ガイドレール 周囲環境温度 100 －

カート 周囲環境温度 100 －

固定ボルト 周囲環境温度 100 －

注記＊：ＪＩＳ Ｈ ４１００相当 

表 4－7 使用材料の許容荷重評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

許容荷重 

（N） 

ローラチェーン 周囲環境温度 100 
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4.3 解析モデル及び諸元 

 着脱装置の解析モデルを図 4－1 に，解析モデル概要を以下に示す。また，機器の諸元を本

計算書の【チャンネル着脱装置の耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

(1) ガイドレール及びカートをはり要素でモデル化した有限要素法モデルによって求める。

(2) 拘束条件は，固定ボルト部を完全拘束とする。また，金物の水平方向及び鉛直軸まわり

の回転方向を拘束する。カートについては，ローラチェーン接続部の鉛直方向を拘束する。

結合条件として，カート及びガイドレール間の水平方向及び鉛直軸まわりの回転方向のみ

を結合する。なお，固定ボルト部は剛体として評価する。 

(3) 解析コードは「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用し，固有値及び荷重を求める。

なお，評価に用いる計算機コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5

「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

(4) 質量には着脱装置自身の質量，使用済燃料の質量及び排除水質量を考慮する。

図 4－1 解析モデル 



15 

S
2
 
補
 Ⅵ

-
2-
1
1
-2
-
7
-3
 
R
0 

表 4－8 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 

ガイドレール － 

カート － 

固定ボルト － 

ローラチェーン － 

質量 
ガイドレール ｍＧ 

カート ｍＦ 

温度条件 

（周囲環境温度，設計基準対象施設） 
－ ℃ 66 

温度条件 

（周囲環境温度，重大事故等対処設備） 
－ ℃ 100 

縦弾性係数 
ガイドレール Ε 

カート Ε 

ポアソン比 ν 

要素数 － 

節点数 － 
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4.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 4－9，振動モード図を図 4－2～図 4－6に示す。固有周期は，0.05秒

を超えており，柔構造であることを確認した。 

表 4－9 固有値解析結果 

モード 卓越方向 
固有周期 

（s） 

刺激係数＊ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 鉛直方向 

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの 

積から算出した値を示す。 

図 4－2 振動モード図（1次） 
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図 4－3 振動モード図（2次） 

図 4－4 振動モード図（3次） 



18 

S
2
 
補
 Ⅵ

-
2-
1
1
-2
-
7
-3
 
R
0 

図 4－5 振動モード図（4次） 

図 4－6 振動モード図（5次） 
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4.5 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 4－10及び表 4－11に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に

基づき設定する。 

表 4－10 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所及び 

床面高さ(m) 

原子炉建物 

EL 42.8＊1 

固有周期(s) 
NS方向：0.168＊2  EW方向：0.175＊2 

鉛直方向：0.175＊2 

減衰定数(％) 水平：2.0＊3  鉛直：2.0＊3 

地震力 基準地震動Ｓｓ 

モード＊4 固有周期(s) 
応答水平震度＊5 

応答鉛直震度＊5 
NS方向 EW方向 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：全体的にボルト締結による構造であるため，ボルト及びリベット構造物の減衰定数 

を使用する。 

＊4：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。なお，0.020s 以上 0.050s 未満のモードに 

対しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊5：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計用床応答スペク

トルにより得られる震度

＊6：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
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表 4－11 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

床面高さ(m) 

原子炉建物 

EL 42.8＊1 

固有周期(s) 
NS方向：0.168＊2  EW方向：0.175＊2 

鉛直方向：0.175＊2 

減衰定数(％) 水平：2.0＊3  鉛直：2.0＊3 

地震力 基準地震動Ｓｓ 

モード＊4 固有周期(s) 
応答水平震度＊5 

応答鉛直震度＊5 
NS方向 EW方向 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：全体的にボルト締結による構造であるため，ボルト及びリベット構造物の減衰定数 

を使用する。 

＊4：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。なお，0.020s 以上 0.050s 未満のモードに 

対しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊5：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計用床応答スペク

トルにより得られる震度

＊6：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
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4.6 計算方法 

 4.6.1 応力の計算方法 

(1) ガイドレールの応力

ガイドレールに加わる荷重は，図 4－1 の解析モデルにより計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」

を用いて，スペクトルモーダル解析及び静解析により地震力を算出し，スロッシング荷重

と足し合わせて求める。応力は図 4－7を用いて計算する。負担力は，並進力ＦｘＧ， 

ＦｙＧ，ＦｚＧ，モーメント力ＭｘＧ，ＭｙＧ，ＭｚＧとする。 

a. 応力成分

上記荷重による応力成分は次式となる。

b. 曲げ応力

曲げ応力は次式となる。

c. せん断応力

せん断応力は次式となる。

d. 組合せ応力

組合せ応力は次式となる。

・・・・・・・・ (4.6.1.3) 

・・・・ (4.6.1.4) 

，σｙＧ＝ ，σｚＧ＝ 

，τｙＧ＝ ，τｚＧ＝ 

・・ (4.6.1.1)

大きい方 

σｘＧ＝ 
Ａ１Ｇ 

ＦｘＧ 

 

ＭｙＧ 

 ＺｙＧ 

ＭｚＧ 

 ＺｚＧ 

・・ (4.6.1.2)

τ１Ｇ＝ 

σｃ１Ｇ＝   σ１Ｇ
2＋3・τ１Ｇ

2 

τｘＧ＝ 

・・・・・・・・・・・ (4.6.1.5)

)

ＭｘＧ 

 ＺｐＧ Ａ１Ｇ 

ＦｙＧ 

 Ａ１Ｇ 

ＦｚＧ 

 

σ１Ｇ＝|σｘＧ|＋|σｙＧ|＋|σｚＧ| 

(|τｘＧ|＋|τｙＧ|)2＋|τｚＧ|2 

|τｙＧ|2＋(|τｘＧ|＋|τｚＧ|)2 
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(2) カートの応力

カートに加わる荷重は，図 4－1の解析モデルにより計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」

を用いて，スペクトルモーダル解析及び静解析により地震力を算出し，スロッシング荷重

と足し合わせて求める。応力は図 4－7を用いて計算する。負担力は，並進力ＦｘＦ， 

ＦｙＦ，ＦｚＦ，モーメント力ＭｘＦ，ＭｙＦ，ＭｚＦとする。 

a. 応力成分

上記荷重による応力成分は次式となる。

b. 曲げ応力

曲げ応力は次式となる。

c. せん断応力

せん断応力は次式となる。

d. 組合せ応力

組合せ応力は次式となる。

・・・・・・・・・・ (4.6.1.8) 

σｘＦ＝ ，σｙＦ＝ ，σｚＦ＝ 

・・ (4.6.1.7)

・・・・ (4.6.1.9) 

ＭｘＦ 

 ＺｐＦ 

τ１Ｆ＝ 
大きい方 

，τｙＦ＝ 

 

ＦｙＦ 

 Ａ１Ｆ 
，τｚＦ＝ 

ＦｚＦ 

 Ａ１Ｆ 

・・ (4.6.1.6)

σｃ１Ｆ＝   σ１Ｆ
2＋3・τ１Ｆ

2 ・・・・・・・・・・・ (4.6.1.10)

)

ＦｘＦ 

 Ａ１Ｆ 

ＭｙＦ 

 ＺｙＦ 

ＭｚＦ 

 ＺｚＦ 

τｘＦ＝ 

σ１Ｆ＝|σｘＦ|＋|σｙＦ|＋|σｚＦ| 

(|τｘＦ|＋|τｙＦ|)2＋|τｚＦ|2 

|τｙＦ|2＋(|τｘＦ|＋|τｚＦ|)2 
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(3) 固定ボルトの応力

固定ボルトに加わる荷重は，図 4－1の解析モデルにより計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」

を用いて，スペクトルモーダル解析及び静解析により地震力を算出し，スロッシング荷重

と足し合わせて求める。応力は図 4－7を用いて計算する。負担力は，並進力ＦｘＢ， 

ＦｙＢ，ＦｚＢ，モーメント力ＭｘＢ，ＭｙＢ，ＭｚＢとする。 

a. 応力成分

上記荷重による応力成分は次式となる。

b. 引張応力

引張応力は次式となる。

c. せん断応力

せん断応力は次式となる。

・・・・ (4.6.1.14) 

(τｙＢ＋τｘＢ・sinθ)2＋(τｚＢ＋τｘＢ・cosθ)2τ１Ｂ＝

・・・・・・・・・・ (4.6.1.13) 

σｘＢ＝ ，σｙＢ＝ ，σｚＢ＝ 

・・ (4.6.1.12)
ＭｘＢ 

 ＺｐＢ 
，τｙＢ＝ 

ＦｙＢ 

 Ａ１Ｂ 
，τｚＢ＝ 

ＦｚＢ 

 Ａ１Ｂ 

・・ (4.6.1.11)
ＦｘＢ 

 Ａ１Ｂ 

ＭｙＢ 

 ＺｙＢ 

ＭｚＢ 

 ＺｚＢ 

τｘＢ＝ 

σ１Ｂ＝|σｘＢ|＋|σｙＢ|＋|σｚＢ| 
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 ガイドレールの最大応力発生部材を図 4－1の a  ，カートの最大応力発生部位を 

  図 4－1の b  に示す。 

  ガイドレール カート

固定ボルト 

図 4－7 部材断面 

注：x，y，zは要素に与えられた座標軸で，x 軸は常に要素の長手方向にとる。 

y x 

z 

θ x 

z 

y

y x 

z 
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4.6.2 荷重の計算方法 

図 4－8 ローラチェーン 



26

S
2
 
補
 Ⅵ

-
2-
1
1
-2
-
7
-3
 
R
0 

4.7 計算条件 

耐震解析に用いる自重（着脱装置）及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【着脱装置の耐

震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

4.8 応力及び荷重の評価 

4.8.1 ガイドレール及びカートの応力評価 

4.6.1 項で求めたガイドレール及びカートの各応力が下表で定めた許容応力以下である

こと。ただし，許容組合せ応力は ƒｔ以下であること。

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合

許容引張応力

ƒｔ

  Ｆ 

1.5

許容せん断応力

ƒｓ

  Ｆ 

 1.5・√3 

4.8.2 固定ボルトの応力評価 

4.6.1項で求めた固定ボルトの引張応力σ１Ｂは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓ以下

であること。ただし，ƒｔｏは下表による。

せん断応力τ１Ｂは，せん断力のみを受ける固定ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下であ

ること。ただし，ƒｓｂは下表による。

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合

許容引張応力

ƒｔｏ

  Ｆ 

2

許容せん断応力

ƒｓｂ

  Ｆ 

 1.5・√3 

4.8.3 吊具の荷重評価 

4.6.2項で求めたローラチェーンの荷重が許容荷重以下であること。 

1.5・ 
＊

1.5・ 

＊

1.5・ 

＊

1.5・ 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ１Ｂ, ƒｔｏ] ・・・・・・・・・・ (4.8.2.1) 

＊
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

着脱装置の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足

しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

着脱装置の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容

限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【チャンネル着脱装置の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 

耐震 

重要度 

分類 

据付場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期（s） 基準地震動Ｓｓ 
最高使用 

温度 

（℃） 

周囲環境 

温度 

（℃） 

NS 

方向 

EW 

方向 

鉛直 

方向 

NS方向 

設計震度 

EW方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

チャンネル

着脱装置
Ｂ 

原子炉建物 

EL 42.8＊1 
－ 66 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

＊3：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

1.2 機器要目 

ｍＧ 

（kg） 

ｍＦ 

（kg） 

ｍｍ 

（kg） 

ｍｗＨ(kg) Ｅ 

（MPa） 
ν 

ＡＬ（ローラチェーン） 

（N） NS方向 EW方向 

部材 
Ａ１Ｇ 

（mm2） 

ＺｐＧ 

（mm3） 

ＺｙＧ 

（mm3） 

ＺｚＧ 

（mm3） 

ガイドレール 
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部材 
Ａ１Ｆ 

（mm2） 

ＺｐＦ 

（mm3） 

ＺｙＦ 

（mm3） 

ＺｚＦ 

（mm3） 

カート

部材 
Ａ１Ｂ 

（mm2） 

ＺｐＢ 

（mm3） 

ＺｙＢ 

（mm3） 

ＺｚＢ 

（mm3） 

θ 

（rad） 

固定ボルト 

部材 材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ガイドレールの荷重及びモーメント 

部材 

基準地震動Ｓｓ 

荷重 モーメント

ＦｘＧ

（N） 

ＦｙＧ

（N） 

ＦｚＧ

（N） 

ＭｘＧ

（N･mm） 

ＭｙＧ

（N･mm） 

ＭｚＧ

（N･mm） 

ガイドレール 

1.3.2 カートの荷重及びモーメント 

部材 

基準地震動Ｓｓ 

荷重 モーメント

ＦｘＦ

（N） 

ＦｙＦ

（N） 

ＦｚＦ

（N） 

ＭｘＦ

（N･mm） 

ＭｙＦ

（N･mm） 

ＭｚＦ

（N･mm） 

カート

1.3.3 固定ボルトの荷重及びモーメント 

部材 

基準地震動Ｓｓ 

荷重 モーメント

ＦｘＢ

（N） 

ＦｙＢ

（N） 

ＦｚＢ

（N） 

ＭｘＢ

（N･mm） 

ＭｙＢ

（N･mm） 

ＭｚＢ

（N･mm） 

固定ボルト 
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期 

（単位：s） 

方向 固有周期 
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1.4.2 応力 

（単位：MPa） 

部材 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

ガイドレール 

曲げ σ１Ｇ ＝ 120 ƒｔ ＝ 184 

せん断 τ１Ｇ ＝  3 ƒｓ ＝ 106 

組合せ σｃ１Ｇ＝ 120 ƒｔ ＝ 184 

カート

曲げ σ１Ｆ ＝ 87 ƒｔ ＝ 105 

せん断 τ１Ｆ ＝ 2 ƒｓ ＝ 60 

組合せ σｃ１Ｆ＝ 87 ƒｔ ＝ 105 

固定ボルト 
引張り σ１Ｂ ＝ 330 ƒｔｓ＝ 454*

せん断 τ１Ｂ ＝ 14 ƒｓｂ＝ 349

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ１Ｂ，ƒｔｏ]より算出。

すべて許容応力以下である。 

1.4.3 荷重 

（単位：N） 

部材 材料 荷重 
基準地震動Ｓｓ 

算出荷重 許容荷重 

ローラチェーン 吊荷荷重 ＦＣ＝1.652×104 ＡＬ＝4.020×104 

 すべて許容荷重以下である。 
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 

据付場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期（s） 基準地震動Ｓｓ 
最高使用 

温度 

（℃） 

周囲環境 

温度 

（℃） 

NS 

方向 

EW 

方向 

鉛直 

方向 

NS方向 

設計震度 

EW方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

チャンネル

着脱装置
－ 

原子炉建物 

EL 42.8＊1 
－ 100 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

＊3：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

2.2 機器要目 

ｍＧ 

（kg） 

ｍＦ 

（kg） 

ｍｍ 

（kg） 

ｍｗＨ(kg) Ｅ 

（MPa） 
ν 

ＡＬ（ローラチェーン） 

（N） NS方向 EW方向 

部材 
Ａ１Ｇ 

（mm2） 

ＺｐＧ 

（mm3） 

ＺｙＧ 

（mm3） 

ＺｚＧ 

（mm3） 

ガイドレール 



 S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-3 R0 

3
4
 

部材 
Ａ１Ｆ 

（mm2） 

ＺｐＦ 

（mm3） 

ＺｙＦ 

（mm3） 

ＺｚＦ 

（mm3） 

カート

部材 
Ａ１Ｂ 

（mm2） 

ＺｐＢ 

（mm3） 

ＺｙＢ 

（mm3） 

ＺｚＢ 

（mm3） 

θ 

（rad） 

固定ボルト 

部材 材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

ガイドレール 

カート

固定ボルト 

＊
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2.3 計算数値 

2.3.1 ガイドレールの荷重及びモーメント 

部材 

基準地震動Ｓｓ 

荷重 モーメント

ＦｘＧ

（N） 

ＦｙＧ

（N） 

ＦｚＧ

（N） 

ＭｘＧ

（N･mm） 

ＭｙＧ

（N･mm） 

ＭｚＧ

（N･mm） 

ガイドレール 

2.3.2 カートの荷重及びモーメント 

部材 

基準地震動Ｓｓ 

荷重 モーメント

ＦｘＦ

（N） 

ＦｙＦ

（N） 

ＦｚＦ

（N） 

ＭｘＦ

（N･mm） 

ＭｙＦ

（N･mm） 

ＭｚＦ

（N･mm） 

カート

2.3.3 固定ボルトの荷重及びモーメント 

部材 

基準地震動Ｓｓ 

荷重 モーメント

ＦｘＢ

（N） 

ＦｙＢ

（N） 

ＦｚＢ

（N） 

ＭｘＢ

（N･mm） 

ＭｙＢ

（N･mm） 

ＭｚＢ

（N･mm） 

固定ボルト 
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2.4 結論 

2.4.1 固有周期 

（単位：s） 

方向 固有周期 
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2.4.2 応力 

（単位：MPa） 

部材 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

ガイドレール 

曲げ σ１Ｇ ＝ 120 ƒｔ ＝ 182 

せん断 τ１Ｇ ＝  3 ƒｓ ＝ 105 

組合せ σｃ１Ｇ＝ 120 ƒｔ ＝ 182 

カート

曲げ σ１Ｆ ＝ 87 ƒｔ ＝ 103 

せん断 τ１Ｆ ＝ 2 ƒｓ ＝ 59 

組合せ σｃ１Ｆ＝ 87 ƒｔ ＝ 103 

固定ボルト 
引張り σ１Ｂ ＝ 330 ƒｔｓ＝ 444*

せん断 τ１Ｂ ＝ 14 ƒｓｂ＝ 341

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ１Ｂ，ƒｔｏ]より算出。

すべて許容応力以下である。 

2.4.3 荷重 

（単位：N） 

部材 材料 荷重 
基準地震動Ｓｓ 

算出荷重 許容荷重 

ローラチェーン 吊荷荷重 ＦＣ＝1.652×104 ＡＬ＝4.020×104 

 すべて許容荷重以下である。 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」の

耐震評価方針に基づき，下位クラス設備である燃料プール冷却系ポンプ室冷却機（Ｂクラス施設）

が基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有していることを確認することで，隣接している上

位クラス施設である原子炉補機冷却系配管に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明するも

のである。 

2. 一般事項

2.1 配置概要 

燃料プール冷却系ポンプ室冷却機は，原子炉建物原子炉棟中 2 階に設置される。燃料プール

冷却系ポンプ室冷却機は，図 2－1の位置関係図に示すように，上位クラス施設である原子炉補

機冷却系配管に隣接していることから，転倒により原子炉補機冷却系配管に対して波及的影響

を及ぼすおそれがある。 

図 2－1 燃料プール冷却系ポンプ室冷却機の位置関係図 
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2.2 構造計画 

燃料プール冷却系ポンプ室冷却機の構造計画を表 2－1 に示す。 

2 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要
概略構造図

基礎・支持構造 主体構造

ファンはコイル

チャンバに固定

され，コイルチ

ャンバは基礎ボ

ルトで基礎に据

え付ける。

遠心直動型フ

ァン

プレートフィ

ン型冷水コイ

ル

 

（単位：mm） 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-6 R0 

3 

原動機 
取付ボルト 

コイル
チャンバ

基礎ボルト 

ファン
取付ボルト

基礎 



2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）

3. 構造強度評価

3.1 構造強度評価方法 

燃料プール冷却系ポンプ室冷却機の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成

の方法 添付資料-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計

算方法に基づき行う。 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

燃料プール冷却系ポンプ室冷却機の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象

施設の評価に用いるものを表 3－1に示す。 

3.2.2 許容応力 

燃料プール冷却系ポンプ室冷却機の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基

づき，表 3－2 のとおりとする。 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

燃料プール冷却系ポンプ室冷却機の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 3－3 に示す。 

3.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【燃料プール冷却系ポンプ室冷却機の耐震性につ

いての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 
燃料プール冷却系 

ポンプ室冷却機 
Ｂ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 3－2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

5 
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表 3－3 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 
SS41＊

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 55 209 391 ―

ファン取付ボルト
SS41＊

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 55 209 391 ―

原動機取付ボルト 
SS400

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 55 209 391 ―

注記＊：SS400 相当 

6 
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4. 評価結果

4.1 設計基準対象施設としての評価結果 

燃料プール冷却系ポンプ室冷却機の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを

確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

7 
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【燃料プール冷却系ポンプ室冷却機の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
送風機振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

燃料プール冷却系 

ポンプ室冷却機 
Ｂ 

原子炉建物 

EL  28.3 

（EL 30.5＊1） 

―＊2 ―＊2 ― ― ＣＨ＝3.61＊3 ＣＶ＝2.23＊3 ― 55 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ  
(kg) 

ｈｉ  
(mm) 

１ｉ＊1

(mm)

２ｉ＊1

(mm)

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ  

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ

＊1 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
6 

2 

3 

ファン取付ボルト

（ｉ＝2）
4 

2 

2 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
4 

2 

2 

部材 
Ｓｙｉ 

 (MPa) 

Ｓｕｉ  

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 
Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ

(N・mm) 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

209＊2

（40mm＜径≦100mm）

391＊2

（40mm＜径≦100mm）
― 251 ― 軸 ―  

ファン取付ボルト

（ｉ＝2）

209＊2

（40mm＜径≦100mm）

391＊2

（40mm＜径≦100mm）
― 251 ― 軸  ―  

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 

209＊2

（40mm＜径≦100mm）

391＊2

（40mm＜径≦100mm）
― 251 ― 軸  ―  

Ｈｐ

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度

8 

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。

＊2：周囲環境温度で算出

  ＊3：最高使用温度で算出

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力  (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

ファン取付ボルト

（ｉ＝2）

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力    (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SS41 

引張り ― ― σb１＝116 ƒｔｓ１＝162＊

せん断 ― ― τb１＝ 64 ƒｓｂ１＝145

ファン取付ボルト

（ｉ＝2）
SS41 

引張り ― ― σb２＝ 23 ƒｔｓ２＝188＊

せん断 ― ― τb２＝  9 ƒｓｂ２＝145

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
SS400 

引張り ― ― σb３＝ 19 ƒｔｓ３＝188＊

せん断 ― ― τb３＝  9 ƒｓｂ３＝145

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]

9 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評

価方針」にて設定している耐震評価方針に基づき，高光度航空障害灯管制器が設計用地

震力に対して十分な構造強度を有していることを確認することで，隣に設置された上位

クラス施設である排気筒（非常用ガス処理系用）に対して，波及的影響を及ぼさないこ

とを説明するものである。 

2. 一般事項

2.1 配置概要  

高光度航空障害灯管制器は，上位クラス施設である排気筒（非常用ガス処理系用）

の隣に設置されており，高光度航空障害灯管制器の転倒時に上記上位クラス施設に波

及的影響を及ぼすおそれがある。高光度航空障害灯管制器と排気筒（非常用ガス処理

系用）の位置関係を図 2－1 に示す。 

図 2－1 高光度航空障害灯管制器と排気筒（非常用ガス処理系用）の位置関係図 

2.2 構造計画 

高光度航空障害灯管制器の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

高光度航空障害灯管制器

は，基礎ボルトで基礎に

設置する。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立閉鎖型の

盤） 

【高光度航空障害灯管制器】 

 

（単位：mm） 

コンクリート

基礎ボルト 

コンクリート

（短辺方向） （長辺方向） 

正面 側面 
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2.3 評価方針 

高光度航空障害灯管制器の応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのあ

る下位クラス施設の耐震評価方針」に従い実施する。 

評価については，「2.2 構造計画」にて示す高光度航空障害灯管制器の部位を踏ま

え「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で測定した固有周期

に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評

価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

高光度航空障害灯管制器の耐震評価フローを図 2－2 に示す。 

図 2－2 高光度航空障害灯管制器の耐震評価フロー 

盤の構造強度評価 

地震時における応力 

固有周期 

設計用地震力 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協

会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）

（以下「設計・建設規格」という。）
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2.5 記号の説明 

記号 記号の説明  単位

Ａｂ  ボルトの軸断面積  mm2 

ＣＨ  水平方向設計震度  －  

ＣＶ  鉛直方向設計震度  －  

ｄ  ボルトの呼び径  mm 

Ｆ  設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値  MPa 

Ｆ⚹ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値  MPa 

Ｆｂ  ボルトに作用する引張力（1 本当たり）  N

ƒｓｂ  せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力  MPa

ƒｔｏ  引張力のみを受けるボルトの許容引張応力  MPa

ƒｔｓ  引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力  MPa

g 重力加速度（＝9.80665）  m/s2 

ｈ  据付面から重心までの距離  mm 

１ 重心とボルト間の水平方向距離＊  mm 

２ 重心とボルト間の水平方向距離＊  mm 

ｍ  高光度航空障害灯管制器の質量  kg 

ｎ  ボルトの本数  －  

ｎｆ  評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数  －  

ＰＫ 風荷重 N 

ＰＳ 積雪荷重 N 

Ｑｂ  ボルトに作用するせん断力  N 

Ｓｕ  設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値  MPa 

Ｓｙ  設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値  MPa

Ｓｙ（ＲＴ）  設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料

の 40℃における値  

MPa 

π  円周率  －  

σｂ  ボルトに生じる引張応力  MPa 

τｂ  ボルトに生じるせん断応力  MPa 

注記＊： １≦２ 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2 に示すとおりである。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 － 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ mm － － 整数位＊1 

速度圧 N/m2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とす

る。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ

及び降伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整

数位までの値とする。 
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3. 評価部位

高光度航空障害灯管制器の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づ

き，耐震評価上厳しくなる基礎ボルトについて実施する。 

高光度航空障害灯管制器の耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示す。 

4. 固有周期

4.1 基本方針 

高光度航空障害灯管制器の固有周期は，振動試験（自由振動試験）にて求める。 

4.2 固有周期の確認方法 

プラスチックハンマ等により，当該設備に振動を与え自由減衰振動を振動解析装置

により記録解析し，固有周期を確認する。高光度航空障害灯管制器の外形図を表 2－

1 の概略構造図に示す。 

4.3 固有周期の確認結果 

固有周期の確認結果を表 4－1 に示す。試験の結果，固有周期は 0.05 秒を超えてお

り，柔構造であることを確認した。 

表 4－1 固有周期 （単位：s） 

水平 

鉛直 
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

(1) 盤の質量は重心に集中しているものとする。

(2) 地震力は盤に対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。

(3) 盤は基礎ボルトで床面に固定されており，固定端とする。

(4) 転倒方向は，長辺方向及び短辺方向について検討し，計算書には結果の厳しい

方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(5) 盤の重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件が厳しくなる位置に

重心位置を設定して耐震性の計算を行うものとする。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

高光度航空障害灯管制器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象

施設の評価に用いるものを表 5－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるもの

を表 5－2 に示す。 

5.2.2 許容応力 

高光度航空障害灯管制器の許容応力は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそ

れのある下位クラス施設の耐震評価方針」に基づき表 5－3 のとおりとする。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

高光度航空障害灯管制器の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 5－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを

表 5－5 に示す。 

5.2.4 風荷重 

風荷重は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，風速 30m/s を使用し，

高光度航空障害灯管制器の形状，風向きを踏まえ，作用する風圧力を算出する。

風圧力の算出の基準となる基準速度圧を表 5－6 に示す。 

5.2.5 積雪荷重 

積雪荷重は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，積雪 100cm に平均的

な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を考慮し，高光度航空障害灯管制器の形状

を踏まえ，算出する。算出した積雪荷重を表 5－7 に示す。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 高光度航空障害灯管制器 － －＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＋ＰＫ＋ＰＳ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 高光度航空障害灯管制器 － －＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ＋ＰＫ＋ＰＳ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 5－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ
⚹ 1.5・ｆｓ

⚹ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 



11
 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-12 R0 

表 5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト SUS304 周囲環境温度 50 198 504 205 

表 5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト SUS304 周囲環境温度 50 198 504 205 

表 5－6 基準速度圧 （単位：N/m2） 

作用する部位 基準速度圧 

高光度航空障害灯管制器 855.4 

表 5－7 積雪荷重  （単位：N） 

作用する部位 積雪荷重 

高光度航空障害灯管制器 336.0 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－8 に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方

針」に基づき設定する。 

表 5－8 設計用地震力 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

排気筒 

EL8.5＊1 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

－ － ＣＨ＝3.33＊2 ＣＶ＝1.25＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：柔構造のため固有周期に応じた設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓ

ｓ）を用いる。 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって

生じる引張力とせん断力について計算する。 

図5－1 計算モデル（短辺方向転倒） 

図5－2 計算モデル（長辺方向転倒） 

引張りを受ける  

ボルト列  

転倒方向  

21 転倒支点  

ｈ
 

ｍ･ＣＨ･g 

ｍ･(ＣＶ－1)･g 

転倒支点となる  

ボルト列  

21
（1≦2)

転倒支点となる  

ボルト列  

引張りを受ける
ボルト列  

21
21

転倒方向  

ｍ･ＣＨ･g 

ｍ･(ＣＶ－1)･g 

転倒支点  

ｈ
 

（1≦2)
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(1) 引張応力

基礎ボルトに対する引張力は，図5－1及び図5－2でそれぞれのボルトを

支点とする転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

Ｆ
ｂ
=

(ｍ ∙g+0.35Ｐ
Ｓ
)∙Ｃ

Ｈ
∙ｈ+Ｐ

Ｋ
∙ｈ−(ｍ ∙g+0.35Ｐ

Ｓ
)∙(1−Ｃ

Ｖ
)∙２

ｎ
ｆ
∙(１+２ )

(5.4.1.1.1) 

引張応力 

σ
ｂ
=

Ｆ
ｂ

Ａ
ｂ

································· (5.4.1.1.2)

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａ
ｂ
=

π

4
∙ｄ

2
 ······························· (5.4.1.1.3)

(2) せん断応力

基礎ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算

する。 

せん断力 

Ｑ
ｂ
= (ｍ ∙ g+ 0.35Ｐ

Ｓ
) ∙Ｃ

Ｈ
 ·············· (5.4.1.1.4)

せん断応力 

τ
ｂ
=

Ｑ
ｂ
+Ｐ

Ｋ

ｎ ∙Ａ
ｂ

 ····························· (5.4.1.1.5)
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5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【高光度航空障害灯管

制器の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。  

5.6 応力の評価 

5.6.1 ボルトの応力評価 

5.4.1 項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓ以

下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] ················ (5.6.1.1)

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下で

あること。ただし，ƒｓｂは下表による。 

基準地震動Ｓｓによる  

荷重との組合せの場合  

許容引張応力  

ƒｔｏ  

Ｆ
⚹

2
∙1.5

許容せん断応力  

ƒｓｂ  

Ｆ
⚹

1.5∙√3
∙1.5
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

高光度航空障害灯管制器の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有するこ

とを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

設計基準対象施設における評価と条件が同じであるため，記載を省略する。 
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【高光度航空障害灯管制器の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期（s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

高光度航空障害灯管制器 － 
排気筒 

EL8.5＊1 
－ － ＣＨ＝3.33＊2 ＣＶ＝1.25＊3 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：柔構造のため固有周期に応じた設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を用いる。 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）又はこれを上回る設計震度 

1.2 機器要目 

部材 
ｍ 

（kg） 

ｈ 

（mm） 

ｄ 

（mm） 

Ａｂ 
（mm2） 

ｎ 
Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 
（MPa） 

基礎ボルト 825＊1 
12 

（M12） 
113.1 4 198 504 

部材 
１＊2

（mm）

２＊2

（mm）
ｎｆ

＊2 
Ｆ 

（MPa） 

Ｆ⚹ 

（MPa） 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
240 240 2 

－ 205 － 短辺方向 
250 250 2 

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。 

＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力   （単位：N） 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト － － 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力    （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SUS304 
引張り － － σｂ＝111 ƒｔｓ＝123＊ 

せん断 － － τｂ＝32 ƒｓｂ＝94 

すべて許容応力以下である。 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 
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転倒方向 

21

ｈ
 ｍ･g 

（1≦2)

基礎ボルト 

側面 

（短辺方向） 

正面 

（長辺方向） 

Ａ Ａ 

21

（1≦2)

Ａ～Ａ矢視図 
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Ⅵ-2-11-2-9 原子炉ウェルシールドプラグの耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方

針」にて設定している耐震評価方針に基づき，下位クラス施設である原子炉ウェルシー

ルドプラグが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認することで，

下部に設置された上位クラス施設である原子炉格納容器に対して，波及的影響を及ぼさ

ないことを説明するものである。 

 

2. 一般事項 

2.1 配置概要 

原子炉ウェルシールドプラグは，図 2－1 の位置関係図に示すように，上位クラス施

設である原子炉格納容器の上部に設置されており，落下時に原子炉格納容器に対して

波及的影響を及ぼすおそれがある。 

 

 

EL -4.7

EL  1.3

EL  8.8

EL 63.5

EL 51.7

EL 42.8

EL 34.8

EL 30.5

EL 23.8

EL 15.3

6
8.

2

0.711.67.65.512.510.57.58.05.40.7

70.0

RARBRCRDRERFRGRHRI

EL 15.0(GL)

(単位:m)

原子炉格納容器

原子炉ウェルシールドプラグ

 

 

注：「EL」は東京湾平均海面（T.P.）を基準としたレベルを示す。 

 

図 2－1 原子炉ウェルシールドプラグと原子炉格納容器の位置関係図 
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2.2 構造概要 

図 2－2 に原子炉ウェルシールドプラグ概要図を示す。原子炉ウェルシールドプラグ

は，原子炉格納容器直上の燃料取替床（EL 42.8m）に設置された鉄筋コンクリート造

の構造物である。 

その大きさは，全体で最外径 11.58m，厚さ 1.8m の円盤状となっており，クレーン

での取外しを考慮して 5 分割で構成されている。 

原子炉ウェルシールドプラグは，円盤外周部が原子炉建物躯体に支持されている。 
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　0°
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注記*：クリアランス幅
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A断

面

B-B断面  

図 2－2 原子炉ウェルシールドプラグ概要図（単位：mm） 
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2.3 評価方針 

原子炉ウェルシールドプラグの応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれ

のある下位クラス施設の耐震評価方針」の「3. 耐震評価方針」に従い実施する。 

評価については，「2.2 構造概要」に示す原子炉ウェルシールドプラグの部位を踏

まえ，「3. 評価部位」にて設定する部位において応力が評価基準値内に収まること

を，「4. 耐震評価」に示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評

価結果」に示す。地震荷重の設定については，Ⅵ-2-2-2「原子炉建物の地震応答計算

書」により得られた基準地震動Ｓｓによる結果を用いる。 

原子炉ウェルシールドプラグの耐震評価フローを図 2－3 に示す。 

 

Ⅵ-2-2-2 
「原子炉建物の地震応答計算書」

評価開始

評価部位の設定

地震荷重 固定荷重，積載荷重

評価基準値の設定

応力の評価

評価基準値と発生応力の比較

評価終了
 

図 2－3 原子炉ウェルシールドプラグの耐震評価フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

原子炉ウェルシールドプラグの波及的影響の評価を行う際に適用する規格・基準等

を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 
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3. 評価部位 

原子炉ウェルシールドプラグが落下することにより，波及的影響を及ぼさないことを

確認する観点から，原子炉ウェルシールドプラグ本体（以下「シールドプラグ本体」と

いう。）及び原子炉建物躯体の支持部（以下「支持部」という。）を評価部位として選

定する。 

評価部位を図 3－1 に示す。シールドプラグ本体は，原子炉建物の躯体に端部で支持さ

れているため，耐震評価は支持スパンが最も長い中央のシールドプラグ本体及び支持部

について行う。 

 

PN

A-
A断

面

支持部

A

A

B B

　
0°

 180°

 270°  90°

B-B断面

支持部

シールドプラグ本体

拡大図 拡大図  

図 3－1 原子炉ウェルシールドプラグの評価部位  
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4. 耐震評価 

4.1 評価概要 

シールドプラグ本体及び支持部に対する評価方法を表 4－1 に示す。 

評価用応力が評価基準値より小さいことを確認する。 

 

表 4－1 評価方法 

部位 評価用応力 評価基準値 

シールドプラグ本体 

曲げモーメント 許容曲げモーメント 

せん断力 許容せん断力 

支持部 圧縮力 許容圧縮力 

 

4.2 荷重及び荷重の組合せ 

4.2.1 荷重 

耐震評価に用いる荷重を以下に示す。 

（1）固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，シールドプラグ本体の自重を考慮する。 

なお，シールドプラグ本体の重量は，鉄筋コンクリート，鉄板型枠等を考慮し

て 25.2kN/m3 とする。 

（2） 積載荷重（Ｐ） 

積載荷重として，0.6kN/m2を考慮する。 

（3） 地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重として，基準地震動Ｓｓに伴う慣性力を考慮する。鉛直方向の慣性力

によりシールドプラグ本体に作用する地震荷重が面外方向に作用するのに対し，

水平方向の慣性力によりシールドプラグ本体に作用する水平荷重は剛性の高い面

内方向に作用する。また，水平方向の慣性力が作用した際にシールドプラグ本体

を支持する領域は，鉛直方向の慣性力が作用した際にシールドプラグ本体を支持

する領域より広いことから，鉛直方向の慣性力に対して検討を行う。 

地震荷重はシールドプラグ本体の固定荷重と積載荷重の和に評価用鉛直震度 

Ｃｖを乗じた下式により算定する。 

Ｓｓ＝（Ｇ＋Ｐ）・Ｃｖ  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.1） 

 

評価用鉛直震度Ｃｖは，Ⅵ-2-2-2「原子炉建物の地震応答計算書」による基準

地震動Ｓｓの地震応答解析結果から算定された，シールドプラグ本体の設置レベ
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ル（EL 42.8m）における最大応答鉛直加速度から設定する。最大応答鉛直加速度

及び評価用鉛直震度Ｃｖを表 4－2 に示す。 

 

表 4－2 最大応答鉛直加速度及び評価用鉛直震度 

 

最大応答鉛直加速度（m/s2） 

評価用 

鉛直震度

Ｃｖ 

ケース 1＊ ケース 2＊ ケース 3＊ ケース 4＊ 

最大値 

コンクリート 

剛性 

設計基準

強度 

設計基準

強度 

設計基準

強度 

設計基準

強度 

地盤物性 標準地盤 
標準地盤

＋σ 

標準地盤

－σ 
標準地盤 

積雪荷重 非考慮 非考慮 非考慮 考慮 

算定結果 13.35 14.78 12.44 13.39 14.78 1.51 

注記＊：Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１，Ｓｓ－Ｎ２の最大値 

 

4.2.2 荷重の組合せ 

耐震評価に用いる荷重の組合せを表 4－3 に示す。 

 

表 4－3 荷重の組合せ 

荷重の組合せ 

Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 
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4.3 評価基準値 

評価に用いる許容荷重を以下に示す。 

シールドプラグ本体の許容曲げモーメントＭａ及び許容せん断力Ｑａは下式により

算定する。 

 

Ｍａ＝ａｔ・ｆｔ・ｊ  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.2） 

Ｑａ＝ｆｓ・Ｂ・ｊ  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.3） 

ｊ＝（7／8）・ｄ  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.4） 

ここで， 

ａｔ ：引張鉄筋量（m2） 

ｆｔ ：鉄筋の許容引張応力度（短期）（N/mm2） 

ｊ  ：曲げ材の応力中心距離（m） 

ｆｓ ：コンクリートの許容せん断応力度（短期）（N/mm2） 

Ｂ  ：シールドプラグ本体部材幅（m） 

ｄ  ：曲げ材の有効せい（m） 

 

支持部の許容圧縮力Ｎａは，下式により算定する。 

 

Ｎａ＝ｆｃ・Ａｃ  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.5） 

Ａｃ＝Ｂ・ℓ   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6） 

ここで， 

ｆｃ ：コンクリートの許容圧縮応力度（短期）（N/mm2） 

Ａｃ ：支持部水平投影面積（m2） 

ℓ  ：かかり代（m） 
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4.4 使用材料及び材料の許容応力度 

コンクリートは普通コンクリートとし，設計基準強度Ｆｃは 23.5N/mm2 とする。鉄筋

は SD35（SD345 相当）を使用する。各使用材料の許容応力度を表 4－4 及び表 4－5 に

示す。 

 

表 4－4 コンクリートの許容応力度 

（単位：N/mm2） 

普通コンクリート 
設計基準強度Ｆｃ 

短期 

圧縮ｆｃ せん断ｆｓ 

23.5 15.6 1.08 

 

表 4－5 鉄筋の許容応力度 

（単位：N/mm2） 

鉄筋 

材料種別 
短期 

引張ｆｔ 

SD35 

（SD345 相当） 
345 
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4.5 応力評価方法 

シールドプラグ本体に生じる曲げモーメントＭ及びせん断力Ｑは，単純ばりとして

下式により算定する。 

 

Ｍ＝（1／8）・ｗ・Ｌ2  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.7） 

Ｑ＝（1／2）・ｗ・Ｌ  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.8） 

ここで， 

ｗ ：評価用荷重（kN/m） 

Ｌ ：支持スパン（m） 

 

支持部には，シールドプラグ本体からの反力が圧縮力として作用する。支持部に作

用する圧縮力Ｎは，下式により算定する。 

Ｎ＝（1／2）・ｗ・Ｌ  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.9） 

 

4.6 計算条件 

評価基準値及び評価用応力の計算条件を表 4－6 に示す。 

 

表 4－6 評価基準値及び評価用応力の計算条件 

ａｔ 

（×10-2m2） 

ｄ 

（m） 

Ｂ 

（m） 

ℓ 

（m） 

ｗ 

（kN/m） 

Ｌ 

（m） 

1.026 1.35 1.88＊ 0.18 200.47 11.58 

注記＊：許容せん断力Ｑａの計算では，安全側にシールドプラグ本体の上端の

部材幅 1.60m を用いる。 

 

4.7 評価方法 

「4.5 応力評価方法」で求めた曲げモーメントＭ，せん断力Ｑ及び支持部に作用す

る圧縮力Ｎが「4.3 評価基準値」で求めた許容曲げモーメントＭａ，許容せん断力 

Ｑａ及び許容圧縮力Ｎａより小さいことを確認する。 
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5. 評価結果 

原子炉ウェルシールドプラグの耐震評価結果を表 5－1 に示す。各部の評価用応力は評

価基準値を満足しており，下部に設置された上位クラス施設である原子炉格納容器に対

して波及的影響を及ぼさないことを確認した。 

 

表 5－1 原子炉ウェルシールドプラグの耐震評価結果 

部位 応力 評価用応力 評価基準値 

シールド 

プラグ本体 

曲げモーメント（kN・m） 3361 4180 

せん断力（kN） 1161 2040 

支持部 圧縮力（kN） 1161 5279 

 

 




